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コロナ禍という国際的な危機にもかかわらず、否、そうであるからこそ、国際社会は二分されている。

伝染性、強毒性を増したウィルス、Covid-19は各国に蔓延し、第四波、第五波となって各国大衆に襲い掛

かっている。感染の連鎖を通じてウィルス体は変異し、より感染しやすく、より症状を悪質なものとして

いる。各国政府は「経済を優先する」という思惑 (実際には支持者に媚びを売るポピュリスト的な対応)の

もとで、感染の抑え込みを中途半端に行い、感染爆発と医療崩壊を引き起こしている。医療崩壊は致死率

を高め、このウィルスによる甚大な被害が人災であることを隠ぺいすることに役立っている。われわれは

その典型的な例をインドに見ることができる。初期の感染抑え込みの (欧米と比較しての)成功とワクチン

の開発により、インドのモディ政権は、ワクチン輸出大国であることを誇示さえした。しかし 3月末のヒ

ンドゥー教徒の祝祭の開催に歯止めをかけることなく黙認したことによって、また自己の政権維持のため

の選挙を強行したことにより感染爆発を引き起こした。ワクチンはおろか医療用酸素のひっ迫に見舞われ

ている。

このような国際的な危機にたいして、国際社会はなすすべなく漂流している。ワクチンの争奪と輸出規

制をめぐって国内世論に押され近視眼的な対応に終始している。ワクチン特許の解放をめぐって欧米の足

並みは揃わず、在外自国民の退去勧告を行うにしてもそれによって水際対策が揃わなくなるというジレン

マに陥っている。

日本においてはどうか。政権維持のため、再度は延長できないオリンピック東京大会を強行しようとし、

大衆の支持をかえって失っている。ワクチン接種を唯一の材料とし支持を訴えるも、ワクチン契約の不備

による確保困難、確保できたとしても国内認証の遅れ、また配備できたとしても接種体制の構築の困難 (感

染対策により医療体制は疲弊し崩壊の間際に追い詰められている)などにより、絵にかいた餅のような接

種スケジュール (東京オリンピック開催と矛盾しないようつじつまを合わせた)を呼号するしかなく、また

それさえも担当大臣「たち」の足の引っ張り合いによって混乱に拍車をかけている。また、感染抑制策に

おいても、「非常事態宣言を出したくない・解除したい」という思惑もあり、いわゆる「まんぼう」なる新

たな制度をつくったが、これは飲食産業を懐柔するためのものでしかなく、市民にとっては規制が複雑に

なり、危機感を薄めることに役立ったにすぎなかった。年度の切り替えにともなう歓送迎などで官僚たち

は自分たちで決めた規制を自ら破り、政府への不信感を増幅させた。誰しも規制を守らなくなり、大阪で

感染爆発を引き起こした。

われわれはこの危機に際して、いまこそ「経済の本質」を考察する必要に迫られているとは言えまいか。

経済とは単純に言えば「社会 (生活) の (物質的) 再生産」でしかない。したがって社会に (国際的＝国内

的)危機が訪れたいま、その再生産の方略を考え出すことが必要であることは自明である。しかし、感染

症対策と経済対策の優先順位が改めて問われ、二律背反に陥っているという現実は、われわれが「経済の

本質」を見失っていること、本当のところは理解できていないこと、を雄弁に物語っているのだ。

本稿は「経済の本質」について、史的唯物論の観点から考察することを目的とする。従来、史的唯物論と

経済学 (「資本論」)の関係をめぐっては、幾多の論争が繰り広げられてきた。一方では「経済学の方法＝

史的唯物論である」との素朴きわまりない言明がなされ、他方では「経済学 (資本論)は史的唯物論によっ

て論証されてはならない」という戒めが投げかけられた。この論争は決着をみないままに、歴史のなかに

埋もれようとしている。われわれはこれを掘り起こし、白日のもとにさらす必要がある。また「経済の本

質」を問うことは、社会と自然との関係を問うことにつながる。けだし、社会の再生産とは、それが拠っ

て立つ自然の再生産でもあるのだから。また「経済の本質」を問うことは、同時にこれと対照する「経済

の現実」を問うことでもある。とりわけ、「なぜ資本は国家を必要とするのか」に回答することは、今日の

「米中新冷戦」を理解し、これと対峙するための一歩となろう。

本稿の主要な結論は以下のとおりである。1). 経済学とは何かを論ずるにあたって、経済学と経済学批
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判とを区別しなければならない。Marxがその著書の副題を「経済学批判」としたのは故無きことではな

い。経済学は「市民社会の解剖学」であり、経済学が必要とされたのは、市民社会というものが直感的に

は理解が困難 (「労働の自己疎外」ないし「物象化」)なものだからである。市民社会には始まりもあれば、

終わりもある。その始まりは 18世紀であり、それに先立つ絶対主義権力によって準備された。その終わ

りはその誕生 (プロレタリアートの出現)と同時にすでに始まっている。2).理論展開においてこの具体的

なものをそのまま具体的なものとはせず、典型的なもの、18世紀から 19世紀の現実を近似的に表現する

「純粋ブルジョア社会の想定」を置くところに、経済学原理論が成立する。これは「想定」に過ぎないの

で、あたかも永遠に続くかのような仮象を与える。3).Lukácsは、「資本論」=「経済学批判」の方法論的

基礎 (「導きの糸」)であった史的唯物論は、「プロレタリア革命によって」変容を受けざるを得ないことを

論じた。それまでは余計なものとして捨象されるものでしかなかった具体的なものが、本質的なものとみ

なされるようになる。この関係は、経済学と技術学の位置づけを変えるが、この視点の転換が意識されな

いとき、各種の誤謬が生じる。この具体的なものへの注目は民族理論において決定的な重要性をもつ。4).

ボリシェビキは貨幣の廃絶の必要について、統一した考えをもっておらず、これが彼らが NEPを機に混

乱してしまった最大の原因であった。5).経済の本質は経済学が明らかにするもの=〈価値法則〉のさらに

先にあるものであり、これを Bukharinは「労働の比例的支出原則」、宇野は「経済原則」と称していた。

そしてその意味は再生産表式によって説明されるべきものと考えられていた。ところがこの再生産表式は

様々な誤解の種となっていた。とりわけ、〈原理論的恐慌論〉については、決定的な契機である人口と資源

が再生産表式の枠外にあるという事実 (つまり、人口も資源もそれ自体は商品ではなく、資本の生産物で

すらないこと)が見落とされていた。6).人口も、そしてまた天然資源も、一見して自然科学的な範疇のよ

うに感じられるが、そうではなく、そもそも「自然」とは社会的な範疇であり、社会科学的に取り扱われる

べきものである。このことを前提すれば、今日の人口減少社会の問題も、気候変動問題も、これまでの常

識的な理解とは異なった眺望が得られるだろう。7).近代国家または国境の必要性は、再生産表式から既に

明らかである。再生産表式が〈価値法則〉の論証である、という認識を下敷きとするならば、近代国家を

必然とするものは〈価値法則〉の存在そのものだと言える。国家の「現象」は〈価値法則〉の影響の途切

れる領域にいつでも出現する。その領域とは、売り手と買い手との同等の権利がぶつかりあうところ、〈価

値法則〉が崩壊する瞬間、「第三の自然」の内部、〈資本の過剰〉の処理の諸形態 (経済政策)などである。

キーワード：史的唯物論,再生産表式,価値法則,恐慌論,科学論,物象化
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第 1章

問題意識

コロナ禍という国際的な危機にもかかわらず、否、そ

うであるからこそ、国際社会は二分されている*1。伝染

性・強毒性を増したウィルス、Covid-19 は各国に蔓延

し、第四波、第五波となって各国大衆に襲い掛かってい

る。感染の連鎖を通じてウィルス体は変異し、英国株、

アフリカ株、インド株など、より感染しやすく、より症

状の悪質な変異株を生み出した。各国政府は「経済を

優先する」という思惑 (実際には支持者に媚びを売るポ

ピュリスト的な対応)のもとで、感染の抑え込みを中途

半端に行い、感染爆発と医療崩壊を引き起こしている。

医療崩壊は結果的に致死率を高め、このウィルスによる

甚大な被害が人災であることを隠ぺいすることに役立っ

た。われわれはその典型的な例をインドに見ることがで

きる。初期の感染抑え込みの (欧米と比較しての) 成功

とワクチンの開発により、インドのModi政権は、ワク

チン輸出大国であることを誇示さえしていた*2。しかし

3月末のヒンドゥー教徒の祝祭 Kumbh Melaの開催に

歯止めをかけることなく黙認したことによって、また自

己の政権維持のための選挙を強行したことによって感染

爆発を引き起こした。その結果、ワクチン輸出はおろか

医療用酸素のひっ迫に見舞われている。

このような国際的な危機にたいして、国際社会はなす

すべなく漂流している。各国当局者はワクチンの争奪と

輸出規制をめぐって国内世論に押され近視眼的な対応に

終始している。ワクチン特許の解放をめぐって欧米の足

並みは揃わず*3、在外自国民の退去勧告を行うにしても

それによって水際対策が揃わなくなるというジレンマに

陥っている。

日本においてはどうか。政権維持のため、もはや再度

の延長はできないオリンピック東京大会を強行しようと

し、かえって大衆の支持を失っている。ワクチン接種を

唯一の材料とし支持を訴えるも、ワクチン契約の不備に

よる確保困難、確保できたとしても国内認証の遅れ、ま

た配備できたとしても接種体制の構築の困難 (感染対策

により医療体制は疲弊し崩壊の間際に追い詰められてい

る)などにより、絵にかいた餅のような接種スケジュー

ル (東京オリンピック開催と矛盾しないようつじつまを

合わせた)を呼号するしかなく、またそれさえも担当大

*1 Biden政権は、中国包囲網としての「クアッド」(アメリカ、日本、オーストラリア、インド)を重視し、そのために他国に先駆けていちは
やく首脳会談の相手として日本の菅首相を選んだ。これは前 Trump政権からの方針転換として「自国重視」から「同盟国重視」に切り替
えたことを内外に示すためであり、その目的としての「対中包囲」を同盟国に念押しするためのものであり、けっして「日本が重要だから」
という情緒的なものではなかった。日本経済新聞 2021年 5月 2日「インド支援で主要国綱引き　日米豪、中ロの接近警戒」では、インド
支援が単なる人道措置ではなく、中国の「ワクチン外交」を拒否、警戒する趣旨のものであることを報じている。

*2 日本経済新聞 2021年 5月 2日「「世界の薬局」インドの感染拡大」では、インドが「世界最大のワクチン製造大国」であること、Modiが
世界経済フォーラムにおいて、ワクチン製造で「国際的な責任を果たす」なる発言をしていたことが報じられている。

*3 日本経済新聞＝フィナンシャル・タイムズ 2021年 5月 10日「ワクチン外交、バイデン政権特許放棄支持の内幕」は、この間の Biden政
権の動きとその背景 (「外交的な意義」を優先したもの)を説明している。

*4 担当大臣たちは脈絡なく、逐次的に補充されている。当初は加藤勝信厚生労働大臣 (-2020.9.16) が担当していたものが、厚生労働省官僚
を制御できないとみるや安倍前首相は経済再生担当大臣西村康稔に新型コロナ対策担当 (2020.3.6-) を兼務させた。その後を継いだ菅現首
相は「突破力を期待する」として行政改革担当大臣河野太郎を新型コロナウイルスワクチン接種担当にあてた (2021.1.18-)が、さっそくワ
クチン接種スケジュールをめぐって坂井学官房副長官とのあいだでいさかいが生じた (2021.1.22)。さらに、菅は思い付きのようにワクチ
ン接種のための大規模接種会場設置とそこでの自衛隊医官の活用を言い立て (2021.4.27)、その結果、防衛大臣岸信夫もこれに加わること
になった。すべては「7 月までの接種完了」方針ありきだったが、結局は自衛隊に会場運営の能力がないことが暴露され、防衛相が民間契
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臣
●

た
●

ちの足の引っ張り合いによって混乱に拍車をかけて

いる*4。また、感染抑制策においても、「非常事態宣言を

出したくない・解除したい」という思惑もあり、いわゆ

る「まんぼう」*5なる新たな制度をつくったが、これは

飲食産業を懐柔するためのものでしかなく、市民にとっ

ては規制が複雑になり、危機感を薄めることに役立った

にすぎなかった。年度の切り替えにともなう歓送迎など

で官僚たちは自分たちで決めた規制を自ら破り、政府へ

の不信感を増幅させた*6。誰しも規制を守らなくなり、

大阪での感染爆発を引き起こした*7。

この危機のさなか、コロナ禍への対応は既存制度のも

とでも可能であるにもかかわらず、市民の私権制限をめ

ざす憲法改正にみちすじをつけるための国民投票法改正

案が国会に上程され、賛成多数により可決された*8。国

民の権利主張が現状の政策の失敗の原因であると言い募

り、政権与党の責任回避と将来の強権の確保に結びつけ

るという一石二鳥を狙ったものである*9。

われわれはこの危機に際して、いまこそ「経済の本質」

を考察する必要に迫られているとは言えまいか。経済と

は単純に言えば「社会 (生活)の (物質的)再生産」のこ

とである。したがって社会に (国際的＝国内的) 危機が

訪れたいま、その再生産の方略を考え出すことが必要で

あることは自明である。しかし、感染症対策と経済対策

の優先序列が改めて問われ、二律背反に陥っているとい

う現実は、われわれが「経済の本質」を見失っているこ

と、本当のところはまったく理解できていないこと、を

雄弁に物語っているのだ。

本稿は「経済の本質」について、史的唯物論の観点か

ら考察することを目的とする。従来、史的唯物論と経済

学 (「資本論」) の関係をめぐっては、幾多の論争が繰

り広げられてきた。一方では「経済学の方法＝史的唯物

論である」との素朴きわまりない言明がなされ*10、他

方では「経済学 (資本論) は史的唯物論によって論証さ

れてはならない」という戒めが投げかけられた*11。こ

うした論争は決着をみないままに、歴史のなかに埋もれ

ようとしている。われわれはこれを掘り起こし、白日の

もとにさらす必要がある。また「経済の本質」を問うこ

とは、社会と自然との関係を問うことにつながる。けだ

し、社会の再生産とは、それが拠って立つ自然 (地表)の

再生産でもあるのだから。また「経済の本質」を問うこ

とは、同時にこれに対比される「経済の現実」を問うこ

とでもある。とりわけ、「なぜ資本は
●

近
●

代
●

国
●

家を必要と

約を結ぶというお粗末な結果に終わった (2021.5.11)。
*5 まん延防止等重点措置とは、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正案 (2021.2.3成立)で新たに導入された措置のことである。緊急
事態宣言を出す以前の段階であることを示し、市町村単位で発出されるところなどに違いがある。

*6 東京新聞 2021年 3月 31日「政府が注意喚起の中‥‥厚労省 23人深夜まで送別会　与野党「看過できない」「どういう心理で」」は東京都
による営業時間の短縮要請が続いているなかで、老健局老人保健課の職員多数が深夜の送別会に参加していたことを報じた (しかもその後、
これらの職員のなかから感染者があらわれ、実質的に感染クラスターとなっていたことが発覚した)。折から政権与党の議員による会食が問
題視されていたこともあり、世論の強い怒りを招いた。また、その後日本医師会会長までも政治資金パーティーを主催していたことが週刊
誌によって暴露された。

*7 共同通信 2021年 3月 29日「緊急事態宣言解除前倒しが一因と大阪府知事」は、吉村洋文知事が大阪府での感染者急増の原因が緊急事態
宣言解除の前倒し (2021.2.28)にあることを認めざるをえなくなったことを報じた。

*8 時事通信社は 2021年 5月 11日「国民投票法改正案が衆院通過　提出 3年、6月成立へ」で同改正案が、自民、公明、立憲民主各党など
の賛成多数で可決されたことを報じた。野党 (特に立憲民主党) が CM 規制の導入と引き換えに採決に応じたのは、野党の一部 (国民民主
党)が与党側に引き寄せられることを恐れてのこと、とされる。このような態度が (説明不足もあって)一部の有権者の失望を買っている。

*9 日本経済新聞 2021 年 5 月 3 日「コロナ・安保が迫る憲法論議　個人の権利制限が論点　緊急事態、尖閣対処も想定、3 日で施行 74 年」
はこのような政権与党の思惑を余すことなく説明している。

*10 プレオブラジェンスキー (1967) はソヴェト経済の分析法に関連して次のように書いている。「なぜ、われわれはソビエト経済に関する研
究方法を問題にするのだろうか。マルクス主義的方法を指針としてわがソビエト経済を研究せねばならないということは、全く自明の理で
はなかろうか。・・・もちろんわがソビエト経済の研究に当たって、それが一般的には弁証法的唯物論の方法を、特殊的にはマルクスの一
般社会学的方法を意味する限り、われわれがマルクス主義的方法の一般的諸原則に従うことができるし、そうせねばならず、今後もそうす
るであろうという点については、疑いを容れる余地は全くない。しかし、マルクスがその経済学的において用いた方法、すなわち純粋な資
本主義の生産関係についての研究方法が問題である限り、われわれは方法論を問題にせざるを得ない。というのは研究材料そのものが本質
的に異なるからである。」
Preobrazhensky の積極的な主張は次のようにまとめられる。1). ソヴェト経済の研究方法と「資本論」の研究方法は、素材が異なるの
で、まったく同じということにはならない (だから方法論を吟味しなければならない)。2).しかし、そのことを除けば、(一般的には)弁証
法的唯物論を、(特殊的には)史的唯物論 (どういうわけか当時のボルシェビキ理論家は「一般社会学」という用語を好んで使った)を活用で
きるし、それは「自明の理」だと言うのである。しかし、後段 2).の言明にはまったく何の根拠もない。われわれはそのことを第 3章で明
らかにするであろう (また、前段 1).の主張については、第 5章で取り扱う)。

*11 宇野弘蔵は様々な著述でこのことを強調している。第 3章に後述。
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するのか」に回答することは、今日の「米中新冷戦」を

理解し、これと対峙するための一歩となろう。

本稿の構成は以下のとおりである*12。まず作業仮説

となる幾つかの問いを提示する。続く第 3章で「経済学

批判の方法」を問題にした福本和夫の議論 (またそれと

の関係で他の経済学者らの議論)を整理する。第 4章で

資本論第二巻の意義 (なぜ第一巻と第三巻だけでは足り

ないのか) を解明し、いわゆる「再生産表式」論争 (ま

た Rosa Luxemburg「資本蓄積論」の理解) に触れる。

第 5 章で、いわゆる「広義の経済学」と Bukharin ＝

Preobrazhensky論争を整理する。第 6章で、経済の国

家 (国際) 的側面を議論し、資本はなぜ近代国家を必要

とするかを論じる。第 7 章で自然と社会の関係性を論

じる。最後に結論を述べる。

* * *

本稿の記述上の留意点として、以下を挙げる。

• 人名について、和名以外は原則としてラテン文
字を、和名については漢字を用いた。ただし、1)

著者名として引用しているばあいは、参考文献リ

ストの表記 (版元による表現) にしたがった。2)

人格としてではなく慣用表現の一部 (例：ニュー

トン力学)については和名以外はカタカナで表記

した。

• 参考文献からの引用につき、文章量に応じて本文
中にかぎ括弧つきで示すばあいと、段落として独

立させるばあいに分けた。いずれにおいても省略

は記号「・・・」で示した。それらの省略はいず

れも断らない限り引用元の著者によるものでは

なく、本稿の筆者によるものである。引用中でロ

ジックが入り組んでおり、そのままでは読解が困

難と思われる個所に適宜丸括弧を用いて論旨を

補った。これにより引用の正確さを損なうことに

なったが、避けられないものと判断した。この補

填も本稿の筆者によるものである。

• 本文中で語句を強調するために二種類の括弧「a」、

〈b〉を用いた。前者は消極的あるいは便宜的な用

語法であることを示すためのものであり、後者は

積極的あるいは唯物論哲学に特有の用語法である

ことを示している。

*12 本稿は次の順序で読まれたい。第 2章のあとに付録 Aを読み、その後第 3章に戻る。以下、第 4、5、6章とつづき、付録 C、第 7章を読
むことをお勧めする。付録 Dは高嶋 (2020)の一部を解説したものであるが、第 6章の理解に役立つだろう。
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第 2章

準備:作業仮説としての問い

本論に先立って、いくつかの論点 (作業仮説) を提示

しておきたい。これらは結論ではない。思考を先に進め

るための足掛かりとしての問いかけである。

a) 経済学とは何か、また何であるべきか。

経済の本質を問うこと
●

以
●

前に、
●

経
●

済
●

学の本質

が問われなければならない。なぜならば、基本的

に前者と後者とは「答え」と「問い」の関係に立

つからである。前者は、後者があってはじめて解

明される (された) ものにすぎない。経済学とい

う問いがいかにして現実の社会のなかから浮きあ

がり、学として形成されるに至ったかが最初に注

視されねばならない。

経済学とは、さしあたりは、その時代の経済

現象にたいして人間の抱く観念形態 (イデオロ

ギー) の一つであり、頭脳労働の所産 (およびそ

れを作り出した頭脳労働そのもの)である。した

がってそれは、それを作り出す人間の置かれた立

場と無関係ではありえない。このような人間とし

て最初にあらわれた者は近代国家の担い手であ

るイギリス、フランスの官吏たち (statesman)で

あった。

まず最初に W. Petty*1ら重商主義者 (mer-

cantilist) たちの業績が取り上げられる。彼らは

16～18 世紀の英仏ヨーロッパ絶対王政に仕えた

宮廷官僚たちであり、その財政を維持するために

商業活動に国家の庇護を与え、統制に励んだ。重

商主義は、(資本主義の典型的な姿を示す)産業資

本主義段階に先立つ資本制経済の勃興期を特徴づ

け、封建社会のなかから資本制経済があらわれ、

独り立ちするために欠くべからざる「政治経済」

(political economy)を提供した*2

彼らは、経済理論ばかりではなくその研究手段

をも同時に開発していたことも忘れられるべきで

ない。W. Petty の友人 J. Graunt(「政治算術」

の発案者)はロンドン・ペストの大流行 (1665)に

際して、「ロンドン死亡表」を作成した。また I.

Newtonの友人 E. Halleyは生命保険計算の基礎

を作り出した。プロイセン王国の重商主義者であ

るゲッティンゲン大学の G. Achenwallは「統計

学 statistik」なる新語を作り出した。つまり経済

現象の記述 (統計学)と説明 (経済学)は双子であ

る。前者は、国富を現象的に記述し、後者はその

本質 (経済法則性) を抽象的に把握する、という

*1 William Petty(1623–1687)はイングランドの医師でオクスフォード大学解剖学教授、Oliver Cromwellのイングランド共和国のもとで
アイルランド派遣軍軍医。医師になる前に René Descartes、Francis Bacon の影響を受ける。John Grauntの友人。主著は「租税貢納
論」(1662)、「政治算術」(1690)、「アイルランドの政治的解剖」(1691)など。労働価値説の源流の一人。

*2 宇野 (1964)は周知のように、重商主義/自由主義 (産業資本主義)/帝国主義の三段階論 (これらは、商人資本/産業資本/金融資本、という
ようにそれぞれ支配的な資本の蓄積様式をもち、資本主義の生成/確立/没落を表現している) を提唱することで、重商主義に資本制経済発
達の一段階としての重要な位置づけを与えている。
ところが、久留間・玉野井 (1956)は経済学説史の起点を重農主義者 Quesnayにおき、重商主義を「前史」にすぎない、と切り捨てる。

「その以前にももちろん経済学的な論説―ブルジョア社会の経済に関する論議―は豊富に存在したが、それらはなお、直接的な政策論の域
を脱しなかったか、あるいは時に鋭い理論的な分析の試みが見られても、まだ断片的な研究の範囲を出なかった (たとえばウィリアム・ペ
ティ)。」
このような認識の差がなぜ生じたのかは、考究するにあたいする。



12 第 2章 準備:作業仮説としての問い

分業をなした。

次に挙げられるのは、F. Quesnay*3ら重農主

義者 (physiocrat) たちの業績である。彼らは重

商主義の拝金姿勢を批判し、土地と農業生産の経

済的意義を強調した*4。その主張は唯一の工業国

イギリスにたいして農業国の地位を占めたフラン

スであるからこそ生まれたと言うべきである。

経済学の方法とは、こうした頭脳労働の手順

書であり、その労働の対象・手段・労働そのもの

(労働過程) を記述したものだと言える。その頭

脳労働を規定する目的は超歴史的なものではあり

えず、まっさきに吟味されてしかるべきである。

b) Marxはなぜその著書の副題を「経済学批判」と

したのか。

上の問いを日本においてはじめて提出したの

は福本和夫である。福本 (1972) 所収の「経済学

批判の方法論―『資本論』の方法論的研究―」に

ついて、彼は経済学と経済学批判とは違うこと、

他の多くの経済学者が経済学方法論を問題にする

なかで、彼一人が経済学批判の方法を俎上に乗せ

たことを強調している*5。しかしこの問いを提出

することは、経済学がイデオロギー生産の一つで

あることを認める以上は、当然のことでもある。

Marxによるイデオロギー批判は、ブルジョア

社会についての観念形態たる古典派経済学がい

かにしてブルジョア社会そのものから立ち上っ

てきたかを (プロレタリアートの批判的な立場か

ら)明らかにしたものだと言える。だから、その

成果たる「資本論」はブルジョア社会の体系 (学

説)の批判であると同時に、批判の体系 (学説)と

もなっている。したがって「資本論」を古典派経

済学それ自体と同列に並べることは、論理的にも

間違っている。

c) プロレタリア革命は経済学をいかに変容させる

のか。

問題は過渡期*6の経済学 (並びに広義の経済

学)である。過渡期の経済学とは、一つには過渡

期社会
●

の
●

た
●

めの経済学、つまり過渡期を対象的

に説明するための理論であるが、そればかりでな

く、他方では、過渡期
●

に
●

お
●

け
●

る経済学、すなわち

革命期のイデオロギー生産のあり方、疎外から脱

却しつつある人々の思想と行動を記述すべきもの

でもある。いずれにおいても、問題は形式の側面

と内容の側面の両面から論じられなければなら

ない。

形式の側面とは、過渡期社会については、肉

体労働と頭脳労働との対立が (したがって階級対

立が)まず止揚されるのだから、経済学というイ

デオロギー生産のありようも変容せざるをえない

ということである。資本制経済とそこから生み出

されたイデオロギーたる経済学はそれ自体とし

ては「消失」するであろう。それはその担い手が

いなくなるとともに、生産物たるイデオロギーを

適用する現実・場がなくなるという意味でも当然

のことである*7。しかし、後に二つの課題が残さ

れる。

第一は批判の体系たる「資本論」のイデーをい

かに物質化するか、ということであり、第二は実

*3 François Quesnay(1694–1774) はヴェルサイユ宮殿の宮廷医師。重農主義者。百科全書寄稿者の一人。主著は「経済表」(1759)。その
主張は久留間・玉野井 (1956)の描くM.V.R.Mirabeauとのエピソードからよく読み取れる。当時、重商主義者 R. Cantillonの学説に心
酔していたMirabeauは、「この子は悪いミルクで育てられている」との Quesnayによる批判に接し、重農主義に宗旨替えした。そのとき
の Quesnayの論点は、羊の飼育の前に牧場が必要であるように、国富＝人間を増やすにもそれを養う土地 (＝再生産の条件)が必要、とい
うものであった。なお Quesnayはその後の古典派経済学者のレッセフェール (無為)思想の始祖とも言える (「フランスの孔子」)。

*4 Marxは資本の再生産を取り扱う「資本論」第二巻第三篇第 19章「研究の対象にかんする従来の学説」をQuesnayの業績から始めている。
*5 また彼のアプローチがあってはじめて「資本論のプラン問題」(「経済学批判のうちに於けるマルクス『資本論』の範囲を論ず」)を指摘し
えた、と言っている。またこのアプローチは彼、福本が言うように、初期三部作の第一「社会の構成並びに変革の過程」を前提するととも
に、第三「無産階級の方向転換」を帰結するものでもあった。

*6 「ゴータ綱領批判」は過渡期を次のように説明する。「資本主義社会と共産主義社会のあいだには、前者から後者への革命的な転化の時期
がある。この時期に照応してまた政治的な―過渡期がある。この過渡期の国家は、プロレタリアートの革命的独裁以外のなにものでもあり
えない」。スターリン主義者はどういうわけかこれを「社会主義社会」と表現することが多い。

*7 ただし、過渡期社会の官僚制的疎外は、ゴスプランを根城とした「専門家 (スペッツィ)」と彼らがつくりだす「計画経済」なる官僚的指令
を生み出した。またそれらは、帝国主義国家にも輸出され、戦時 (戦後)経済統制のために活用されたことは周知のとおりである。
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存する過渡期の経済現象を、それがいかなるもの

だとしてもそれを本質から説明し切るということ

である。その際にわれわれはその説明をブルジョ

ア経済学のように「自然の」「永久不滅の」
●

法
●

則に

還元できるという幻想を抱くわけにはいかない。

つまり現実に起きた社会事象を自然の現象とし

て、「神の手」(＝神の摂理)に委ねるのではなく、

あくまでも人間の側に責任があるものとして、つ

まり何らかの疎外態として解明し、その組織的処

方箋を与えなければならない。そしてその処方箋

にしたがって社会的実践が企てられ、理論が対象

化されることになる。

内容的側面から言えば、それは「資本論」とい

う本質的理論により与えられた社会描像、すなわ

ち「経済とは何か」という本質的な問いかけにた

いして、それを現実的な解答で満たすことが課題

となる。それまで価値法則が担ってきたもの―社

会的な生産・分配・消費の調整―を意識的に実行

する実際的な仕組み (たとえば労働証書制度) を

見つけ出すことである。

d) 経済の本質は何か。

価値法則の重要性は、これが社会の総労働時

間の配分に関わっているところから生ずる。古典

派経済学が明らかにしたものはまさにこれであっ

た。社会において、「平均的な」労働者が支出す

る総労働時間がいかに必要諸労働に割り当てられ

るか、また、総剰余労働の成果がいかに社会的に

分配・処分されるか (これには公平な分配もあれ

ば、まったく不公正な処分法もありうる)にかか

わる。

価値法則が廃絶されねばならない理由は、これ

が残存するかぎりは、労働力商品という特殊な商

品を再生産しなければならないということ、また

それと並んで資本という死せる労働にして剰余労

働の (したがって不公正な富の) 結晶ともいうべ

きものを (その代弁者の資本家とともに) 維持し

なければならなくなるからである。世にいう「貧

富の格差」とはまさにこの現実を指す。これは昨

今流行っている SDGs*8の信奉者たちの信念とは

反対にいくらでも「持続可能」であり、意識的に

覆さなければこれからも好きなだけ存続しようと

するだろう。

それではこの価値法則に代わるべきものは何

か、またボリシェビキがなぜこの置き換えに失敗

したのか、そしてなぜ結局は価値法則を
●

復
●

活さ

せなければならなかったか、が問われねばならな

い。そのときのヒントとなるべきものが、再生産

表式をめぐる論争のなかに隠されている可能性が

ある。

e) 経済社会と自然との関係はいかなるものか。

重農主義者の理論、また (M. Bakunin、P.

Kropotkinなど)無政府主義者の思想には、社会

と自然とを結ぶ本質的な関係性への示唆、またそ

の関係性に立脚した新しい経済学の構想があった

はずである。Marxはこれらの何を批判し、何を

受容したのか、が明らかにされねばならない。

加えて、1970年代の二度にわたる石油ショッ

クとそれを好機とした通貨管理制度の変更、ま

たその直後の「成長の限界」を煽り立てたエコ

ロジー・ブーム*9が批判的に回顧されねばならな

*8 SDGs(Sustainable Development Goals):当時国連事務総長 Kofi Annan が 1999 年に世界経済フォーラムに出席し、グローバル・コ
ンパクトを提したことを源流とする。これは「企業リーダーたち」にたいして「人権・労働権・環境・腐敗防止に関する 10 原則を順守し
実践するよう要請」するものであり、Annan 自ら「悪魔と手を結ぶ」と表現したものだった。その後国連ミレニアム・サミットにおいて
国連ミレニアム目標 (Millennium Development Goals: MDGs) が宣言され、目標達成の時期が 2015 年に設定された。その最終報告
書は「極度の貧困を半減する、という目標は達成された」と自己評価したが、格差拡大・気候変動対策など達成されなかった項目も多く、
2015年に新たな合意文書として SDGsが定められた。発展途上国を直接援助しなくとも自国内での努力によって目標が達成しやすくする
とともに、目標の数そのものも増やすことで不振を糊塗した。やがて世界的な金あまりを背景に、投資先を拡大・選別すべく「ESG投資」
(Environment, Social, Governance の頭文字を取ったもの) なるものがもてはやされ (そのきっかけはやはり Annan が 2006 年に NY

証券取引所で公表した「責任投資原則:PRI: Principles for Responsible Investment」である)、これら投資を自国に引き込むべく SDGs

に取り組むことが一大ブームとなった。
*9 これが人為的に煽られた一つの根拠をインパクト・ティーム (1977)に見ることができる。これは「機密解除された」CIA調査レポートの
一つに基づいて匿名の執筆者 (「衝撃班: The Impact Team」)によって執筆されたものである。
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い。その回顧は、今日の気候変動対策をだしにし

た SDGsと ESG投資ブームにも新たな視点をも

たらすだろう。

さらに今日の先進諸国に蔓延する少子化と人

口減少という事態にも新しい回答を与えねばなら

ない。(とりわけ低生産性に苦しむ産業部門にお

いて)プロレタリアートの再生産を希求しながら

も、その国外からの流入 (「移民」)と覚醒を忌避

する態度がどのように生まれ、流布されているか

が明らかにされねばならない。

f) 資本はなぜ近代国家を必要とするのか。

なぜ経済は
●

国
●

民
●

経
●

済として現れるのか。その

国際的側面が外国貿易として、植民地の帝国主義

支配や帝国主義戦争として出現しなければならな

いのか。つまり、なぜ資本は近代国家を必要とす

るのか。

この問いは、(近代国家の特殊性が意識されな

いまま)古代国家、中世国家の存在のなかにとり

まぎれて不明瞭なものとなった。つまり、階級対

立一般とその結果としての階級国家の本質 (「幻

想的な共同性」*10) から天下りに資本制国家が説

明されただけであり、資本制経済のなかで内在的

に説明されたものではない。しかも、この問いは

「資本論」の最初のプランからも取り除かれてし

まった*11。しかし、自由貿易か保護貿易かとい

う問題は、労働者党の政策にかかわるものとして

意義の小さいものではけっしてなかった*12。

そもそも重商主義の時代から、都市を城壁で

囲い財産を外敵から保護する必要はあった。それ

ばかりでなく、工業にたいする原材料供給基地と

しての農業地域の確保 (エンクロージャー) も必

要となった。その領域は街道と鉄路によって結ば

れ、経済の大動脈と毛細血管とが構築された。資

本制国家が取り込む農業地域は、単なる原材料供

給基地であるばかりではない、工業製品の販路で

あり、また土地への投資を通じた資本の原始蓄積

(プロレタリアートの土地からの引きはがし) の

なされる現場、相対的過剰人口の帰還する源流で

もある。

こうして形成された国土 (国境) の外側にさ

らに商品経済が延長されるときに、貿易が (した

がって、外交が)生じる。資本はその価値増殖の

ためには貿易を必要とする。しかし交易路の安全

が保たれねばならない。通商条約と国防は必須と

なる。自国民の保護は商品在庫の保護と並んで外

国における財産保全の一部にすぎない。

ところで、資本制国家はその国境によって究極

的には何を守っているのか。自国民の逃亡 (ディ

アスポラ)によって潜在的な労働力が失われない

ようにすること、土地・資源という可能的な資本

が他国 (移民) に奪われないようにすること、こ

れである。つまり、資本は労働と土地を互いに切

り離すだけでは飽き足らず、それを再び価値増殖

のために結合させるために、いつでも使える場所

に押しとどめておかなければならないのである。

またそのような秩序 (再生産の条件) が永遠に続

くように、統治することが必要となる。つまり、

流通過程においては自由な市民 (平等な商品所有

者)、直接的生産過程においては賃金奴隷である

プロレタリアートを、国内の政治経済秩序のなか

で麻痺させ、プロレタリアートの国際的な団結を

分断することが必要であり、そのためにこそ近代

国家という「共同性の幻想的形態」が必要となる。

*10 Marxは「ドイツ・イデオロギー」において国家の本質をこのように規定した。V.Leninはこれを「階級の非和解性の産物 (暴力装置)」と
捉えた。彼の捉え方は、彼の論敵が使った言葉「階級和解の手段＝国家」をただひっくり返しただけである。

*11 「資本論」においては「全商業世界を一国とみなす」(国境線の捨象)仮定がある。ただし、第三巻の一部では外国貿易が一定の叙述留保の
もとで取り扱われている。

*12 その例としてドイツ社会民主党が直面した農業関税問題などが挙げられる。宇野 (2014)を参照のこと。
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第 3章

経済学と経済学批判

奇妙に見えるかもしれないが、経済の本質を問う前

に、経済学の本質が問われなければならない。これは経

済学ではなく、史的唯物論の領域の議論であり、科学論

一般にかかわる問題でもある。考察対象は経済学に限定

されない。それどころか、社会科学と自然科学の原則的

な区別さえもさしあたりは等閑視されて良い。

3.1 科学とイデオロギーにかかる三

つの立場

考察にあたって、われわれは疎外された労働の現実を

前提する。つまり肉体労働と頭脳労働とが分裂し、頭脳

(目的) をもたない賃労働者と、肉体 (手段) をもたない

資本家とに社会が引き裂かれていること、後者において

社会の目的が支配的
●

イ
●

デ
●

オ
●

ロ
●

ギ
●

ー＝
●

観
●

念
●

形
●

態として再

生産・固定化されていること、これらを自明の前提とす

る。科学とイデオロギーの関係を問う者は、この事実を

変革されるべきものとして、
●

否
●

定
●

的
●

に
●

肯
●

定しなければな

らない*1。

科学とイデオロギーをめぐっては、次の三つの立場が

ありうる (表 3.1)。―1).イデオロギー (an sich)、すな

わち社会的実践の基準としての党派性を重視する立場、

2).科学 (für sich)、すなわち真理性を重視する立場、3).

イデオロギー＝科学 (an und für sich)、前二者の対立を

止揚した立場である。われわれが第三の立場に立つこと

は言うまでもないが、どうしてそうすべきであるかはき

ちんと説明されなければならない*2。

3.1.1 イデオロギーの立場

現実に階級対立があるとき、科学はイデオロギーとな

る。これは科学のあり方としてはかならずしも異常なこ

とではない。たとえば G. Galileiの力学研究は、当時の

北イタリア都市の先進工業を〈技術的地盤〉として中世

的世界観に挑んだ階級闘争としてみられる。彼の理論は

現実的な〈技術的地盤〉に支えられていたがゆえに虚偽

のイデオロギーに陥らず、結果的に一定の真理性を保っ

た。しかし、それでもその理論の提唱が中世的世界観に

挑戦するイデオロギー闘争であったことは否定されえま

い*3。これをわれわれは、即自的な (an sich)立場と名

付けたいと思う。体験 (実践) のなかで自然発生的にめ

ばえ、育まれた世界観がそのままイデオロギー闘争の武

器と化すのである。

問題は、(階級対立をこれから最終的に揚棄しようと

いう) プロレタリアートが (たとえその世界観が「進歩

的」であったとしても)はたして同じ態度をとってよい

か、ということである。それは階級対立を固定化し、そ

のなかで安寧をむさぼる態度に等しい。それは一つの

疎外であり、その疎外の現実が意識されないとき、二つ

*1 ルクセンブルク (1991)はその第 1章末尾で次の Ferdinand Lassalleの言葉を引用している。「
●

科
●

学と
●

労
●

働
●

者との、社会のこの両対極の、
同盟、それは、もし両者が互いに抱き合うならば、あらゆる文化障害を両者の鉄の腕のなかで

●

圧
●

殺
●

す
●

るであろう。」
*2 Marx が L. Feuerbach を批判した論点と同じものがここで想起されなければならない。たんなる感性的な唯物論 (前二者の立場) ではな
く、生成の (過程の) 形式にある唯物論、感性的労働に媒介された実践的唯物論 (第三の立場) が必要なのである。前二者の立場では、イデ
オロギーにせよ、科学にせよ、すでに出来合いのものとして教え込まれるばかりで、これらがいかに生成されたか、また再生産されるかに
ついては頓着されない。

*3 武谷 (1968)を参照のこと。〈技術的地盤〉、〈思惟様式〉などの用語法も武谷による。
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の、互いに相手を威嚇する、真理性を度外視した虚偽の

イデオロギーができあがる。これらは見かけは違えど、

鏡像であり、双子である*4。われわれはこうしたものに

加担することなく、
●

あ
●

た
●

か
●

も
●

階
●

級
●

対
●

立
●

な
●

ど
●

存
●

在
●

し
●

な
●

い
●

か
●

の
●

よ
●

う
●

に、誰にもそんたくせず、自由に批判し行動すべ

きである。

虚偽のイデオロギーの立場にまで落ち込んだ一つの例

をわれわれはクーシネン監 (1960a) に見ることができ

る (付録 A1を参照のこと)。Kuusinenは社会諸科学と

史的唯物論をいずれも「科学」として、ただその適用範

囲が違う (狭いか広いか) ものとみなした。そして科学

を
●

実
●

践としてではなく
●

事
●

物としてみることで、科学から

あらゆる「主語」を排除した。それゆえ科学と科学批判

を区別せず、後者にかかるイデオロギー闘争を唯一の自

己目的である政治闘争に従属せしめた。

3.1.2 科学の立場

科学論の多くは、科学を「学問」、すなわち人類に蓄

積された知識で、しかも教育機関で体系的に教授される

べきものと捉える。そこでは無意識のうちにそうした知

識が超歴史的、超階級的であると仮定されてしまい、そ

の抽象的な真理性こそが実地での「効用」を約束すると

考えられる。この「学」としての科学の捉え方は、イデ

オロギーの立場とは正反対であるが、科学を実践 (労働)

の一契機として捉えないという意味ではイデオロギーの

立場と同じ誤びゅうをなしている。われわれは、この立

場を対自的 (für sich)と名づける。

プロレタリアートは、あらゆる疎外をやり玉にあげ

て、その揚棄を積極的にめざすがゆえに、この立場をと

ることはない。ただし、階級闘争が先鋭化し、ファシズ

ム思想が、すなわち反知性主義と非合理主義とが蔓延す

る危機的な状況では、上の原則にくわえて統一戦線戦術

の論理が適用されねばならない。これは非合理主義にた

いして科学的合理主義を対置し、大衆に双方神審判を仰

ぐ、というものである。その目的は、科学を大衆に疎遠

なものとして神棚に祭り上げるのではなく、その反対に

大衆が科学をわがものとするように助けることである。

科学の立場は、科学を「学問」と表現する論者*5のす

べてに見出せるが、特に重要なものとしてここでは戸

坂 (1970,1989)、宇野 (1969,1975,1995)をあげる (付録

A.2、A.3を参照のこと)。

戸坂の「科学論」は科学＝学問という等式から出発す

るが、これは新カント派哲学の批判という目的によって

強いられたものである。時にこの難点に足をすくわれる

が、この「科学の立場」(für sich)を乗り越える記述も散

見される。後段の「科学の大衆化」、「科学の常識化」に

おいて、戸坂は「イデオロギー＝科学の立場」(an und

für sich) の入口にまでたどりついている。また多少の

混乱を含みつつも、科学論と技術論の統一的理解に向け

た一歩を記している。

宇野は〈三段階論〉をもって Rickertの提起した「歴

史過程を論理的に把握する」という課題に回答し、この

課題が本質的にはすでに Marx によって回答を与えら

れていたことを明らかにした。宇野は〈三段階論〉を社

会科学における認識主体の問題に適用することをつうじ

て「科学の立場」(für sich)から「イデオロギー＝科学

の立場」(an und für sich)に移行しつつあったが、彼の

〈原理論〉がそれ固有の問題点を抱えていたために、そ

の限界はついに乗り越えられなかった。

*4 丸山 (2015)は米ソ冷戦の心理状態を分析し、一方ではファシスト的に (「マッカーシズム」)、他方ではスターリニスト的に歪められ官僚
制的に固定化された様を鋭く描きだしている。後者が旧ソ連邦の分解とともに衰滅したとき、前者は後者を吸収しつつ、内部分裂し今日に
至っている。

*5 ほかに例として大内 (1951)、杉本 (1968)をあげる。
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表 3.1 科学とイデオロギーにかかる三つの立場

イデオロギー 科学 イデオロギー＝科学

概念的位置づ

け

即自的 (an sich) 対自的 (für sich) 即自かつ対自的 (an und

für sich)

重視されるも

の

階級闘争 (イデオロギー闘

争) を前提とした党派性。

ただし出来合いの世界観に

もとづく。

対象認識の真理性。ただし

その真理性は出来合いの

「学」を教え込むことによ

り達成。

頭脳労働と肉体労働の分裂

の止揚 (労働の科学化と科

学の労働化)。実践の一契

機としての認識過程。

例 クーシネン監 (1960a) 戸坂 (1970,1989)、 福本 (1971,1972)

宇野 (1969,1975,1995)

プロレタリア

の態度

統一戦線戦術の論理にしたがい、あたかも階級対立が

ないかのようにふるまう。批判の自由の擁護と実行。

プロレタリアートの本来と

るべき指針・目標

出所：筆者作成

3.1.3 イデオロギー＝科学の立場

イデオロギー＝科学の立場とは、科学を、本来は労働

(実践) の一契機にすぎなかった対象認識の過程が独立

化 (外化)されたもの、と素直に認め、その上でその疎外

状況を是正すること、科学の成果をたえず実践の現場に

還元することを目指すものである。それは疎外された無

目的な労働を、目的意識に貫かれ豊富な対象認識に支え

られた科学的生産活動に変容させる。他方で、それは科

学を一部の天才の頭脳内に神託のように降りてくるもの

から、それ自体が目的＝計画をもち、手段・対象が特定

され、合理的に構成された行動に変える*6。これが、プ

ロレタリアートが本来目指す立場である。この立場は、

イデオロギーの立場とも、科学の立場とも異なり、われ

われはこれを即自かつ対自的 (an und für sich)と名づ

ける。

イデオロギー＝科学の立場を示した例は少ないが、そ

の一例に福本 (1971,1972) が挙げられる (付録 A.4 を

参照)。

福本は、史的唯物論の形成と経済学批判の形成を一体

のものとして考え、この一連の過程を「ブルジョア社会

の自己批判」と表現した。この考えが正当であること

を示すため、彼は Marx の頭脳活動を追体験すること

からはじめた。史的唯物論 (唯物史観) の形成とはブル

ジョア的歴史観の批判そのものであった。そのなかで、

ヘーゲル弁証法とフォイエルバッハ唯物論という意識

形態 (イデオロギー) の批判が前駆的批判として下向分

析の出発点をなし、この分析の終極として経済学批判

が位置付けられた。ここで注目すべきことは、福本が、

ア).Marxによる経済学 (科学)研究を同時に経済学 (科

学)批判ととらえ、これを史的唯物論形成の一つの通過

点＝「過程」としていること、またイ).世界観としての

史的唯物論がその形成過程のなかで革命実践を媒介とし

て連続的に深化されることを想定していることである。

またそれゆえにウ).「経済学批判・序文」は「経済学批

*6 現代の研究活動 (大学法人や研究機関、企業付属研究所などでの)は、意識されていないだけで確実にそのようなものに変わってきている。
つまり、予算の配分と獲得に際して計画が求められ、これにもとづき適正に支出・監査され、報告・評価を受けるものとなっている。また
そのなかで研究不正がないことが点検されている。
問題は、現代の研究活動が全体として合理性を欠いた役所仕事になっていること、実践の現場から遊離し社会的な目的を見失っているこ

と、形式的な点検にとどまっていること、グローバル競争に巻き込まれ、特殊な資本蓄積の一翼を担ってしまっていること、国策・国益 (実
際には資本家的利害) に従属したものになっていることである。グローバル競争は、多額の研究予算を少数のスター研究者につぎ込み、そ
こでの予算執行を非現実的なまでに非効率なものとする。不正支出がまかりとおり、予算の維持のための研究不正がなされる。これを避け
るため、手続きはますます煩雑になり、肝心の研究エフォートを削ってゆく。他方でグローバル競争は、研究目的を国益 (とりわけ軍事研
究)に傾斜させ (日本学術会議の会員任命問題は氷山の一角にすぎない)、その成果を「同盟国」の域内に押しとどめ、流出させないように、
警察・諜報の監視が強められる (IT技術、半導体など)。
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判」のための導きの糸にすぎず、つまり前者は後者の代

わりになるものではなく、後者は前者によって論証され

てはならない、としていることである。

このような福本の科学観は「イデオロギー＝科学の立

場」を示すものとして、しごくまっとうである。つまり

プロレタリアートの世界観＝イデオロギーは、科学研究

の指針にはなるものの、それを代替するものにはなりえ

ない。科学研究には科学研究としての真理性・有効性の

追及という規範がなければならない。他方で、この科学

研究は、疎外された科学の現実にたいして、批判的科学

として異議・異論をつきつけなければならない。

福本は、プロレタリアートの特徴的な思考法を次の

ように簡潔にまとめる。そしてこれこそが「イデオロ

ギー＝科学の立場」を端的に表現するものである。すな

わち、a).事物を媒介性 (Vermittelung)において観察す

ること、b).事物をその生成 (Werden)において観察す

ること、c).事物を全体性 (Totalität)において観察する

こと (ゆえに、その自己認識は同時に全社会の客観的認

識となる)、d).このような認識をもつプロレタリアート

は、認識の主体であると同時に認識の客体となる。ヘー

ゲル弁証法の企てた主客の統一 (思考と存在、理論と実

践の統一)は、プロレタリアートの出現によってはじめ

て完成される。―このように簡潔にまとめられた標語

は、しかし、その見かけほど簡単なものではない。これ

をたんなる「イデオロギーの立場」に貶めないために

は、プロレタリアートの主体的な認識を、同時に全階級

的な、客観的な認識とすることが必要であり、そのこと

を保証する制度的＝社会的手立てが必要となるからであ

る。そのことが自覚されないとき、唯物弁証法は空念仏

になり果てる。これこそがロシア革命後 100 年の教訓

であった。

3.2 経済学と経済学批判

科学とイデオロギーの関係をめぐる三つの立場の存在

は、われわれに経済学と経済学批判を区別することの重

要性を教える。科学とイデオロギーを峻別するという

ことは、「科学の立場」の第一歩として正当ではあるが、

その立場にとどまるならば、固定した「イデオロギーの

立場」へ、すなわち客観から主観へ、容易に滑り落ちる

ことになろう*7。

経済学批判とは、こうしたイデオロギー対立にさらに

もう一つのイデオロギーを追加することではない。批判

の立場は、媒介性/生成/全体性の観点より事物を観察す

るものであり、上のイデオロギー対立を止揚するもので

ある。経済学批判においては、その批判の対象となるも

のが経済学＝既存の諸学派の対立を含む経済的現実その

ものである。

以下では「イデオロギー＝科学の立場」から、2020年

代の今日において、経済学/経済学批判とはどういった

ものでなければならないかを論じる。

3.2.1 経済学批判とは何か

経済学批判が重要であるということは、2020 年代の

今日でも依然として同じである。しかも、経済学批判の

任務は 1840年代からいささかも変わっていない。すな

わち、「ブルジョア社会の肯定的認識のうちにその否定

を発見・暴露すること」である。ブルジョア社会が現存

するという事実は、ロシア十月革命 (1917) があり、そ

の後中華人民共和国建国 (1949)があり、イスラーム革

命 (1978) があり、ベルリンの壁とソ連邦の崩壊 (それ

ぞれ 1989、1991)があったとしても、いささかも揺るが

ない。そしてこの事実は悲劇である。われわれは今も貧

困問題を抱え、貧富の格差を抱え、住宅問題を抱え、健

康被害を抱え、環境破壊を抱え、人種問題を抱え、移民

問題を抱え、国際紛争を抱え、失業問題を抱え、差別問

題を抱える*8。これらは技術革新と労働生産性 (「生産

力」)の増大にもかかわらず解決されない。いな、生産

力の増大は破壊力の増大として現象している。気候変動

問題はそのひとつのあらわれである。これらの課題はそ

の発生自体が経済現象であり、ブルジョア社会の本質か

ら生み出されていることも忘れさられている。つまり、

これらの問題の発見と解決 (の試み) はブルジョア社会

*7 この立場においても、たしかに経済学研究はなされる。しかし、それは研究対象を一方的に肯定するか、否定するものとなる。そのことに
よって基本的なイデオロギー対立があらわとなる。諸学派は、一つの現実を見ているにもかかわらず現実社会の運動につれて際限なく分裂
する。虚偽のイデオロギーとして無意識のうちに社会の一部の利害の代弁者に成り下がる。思惟様式や用語法さえも一致を見なくなり、バ
ベルの塔が破壊されたあとのようにお互いに対話のための手段さえも失う。

*8 これらは今、SDGsという、毒 (投資)をもって毒を制す政策により、解決の努力がなされている。
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の自己運動そのものを表現し、そこには経済学批判とい

う観点がまったく欠如している (われわれはこのことを

次章で明らかにするであろう)。

それでは、2020 年代において経済学批判とは何か。

そこにおいて方法論はいかなる役割を果たすか。これら

の問いについて、福本和夫、宇野弘蔵、戸坂潤の議論を

振り返ることで回答としてみたい。

福本が方法論にこだわったのは、1840 年代の Marx

の頭脳活動を 1920 年代日本に再現すること・再生産

することを目指したからにほかならない。当然ながら、

2020 年代におかれているわれわれにとってもその目標

は同じである。

この方法において、思惟の法則性としての「序説の

弁証法」(下向分析/上向展開)とその下向限界を規定す

る〈端初〉論こそが重要である。これらは Rickertの提

起した課題、「歴史的なものを論理的に把握すること」

(論理性/歴史性の同時把握) への回答を可能にさせた

(Rickert自身は、この課題を解決不可能とみなし、自然

科学/文化科学を峻別することで満足してしまっていた

のだった)。福本は〈端初〉の重要性を十分に意識し、理

解していたにもかかわらず、その具体的な適用において

は失敗し、〈始元的商品〉を「単純商品」と誤認してし

まった*9。

宇野は福本の問題意識を正しく受け止め「序説の弁

証法」から原理論/段階論/現状分析からなる〈三段階

論〉を構築した。彼は下向限界の問題 (商品を財・生産

物にまで解消してはならないこと)を適切に処理し、さ

らに上向展開の先が 1840 年代の Marx と 1920 年代の

福本/宇野とでは異ならなければならないこと (「純粋

ブルジョア社会」の想定と帝国主義段階論の違い)を明

らかにし、この点で「序説の弁証法」は修正を受けねば

ならないことを主張した。その教訓は 2020年代のわれ

われにとってもやはり同じように役立つ。

宇野において問題となる点は、段階論を現代にまで延

長しなかったこと、つまり、戦間期以後の経済社会をい

かなる段階規定とするかを明確にしえなかったことで

ある*10。その最大の理由は、宇野が段階規定のメルク

マールを支配的な資本蓄積様式としたからである。資

本の支配的な蓄積様式とは、商人資本/産業資本/金融資

本のことであり、それぞれが重商主義/自由主義/帝国主

義に対応している。またこれらは同時に、それぞれ資

本主義の生成/発展/没落の各過程に対応するとされる。

このなかでロシア十月革命以後の位置づけが不分明にな

り、これを無視するにしても、考慮するにしても、科学

としての対象認識の領分を超えてしまう、と宇野が考え

たからである*11。この問題を 2020年代の今日において

解決することがわれわれに問われている。

戸坂はその「科学論」の執筆を通じて、ファシズムの

非合理主義と、その前で際限なく分裂しなすすべなく

ファシズムへの抵抗力を喪失しつつある「学問」と対決

しようとした。彼は近代諸科学の危機が、勃興期ブル

ジョアジーの無邪気な、それ自体としてはなんら悪意の

*9 福本の失敗の原因として、下向分析の起点である 1920年代日本の階級闘争が提起する〈現状分析〉の課題遂行が前衛党論 (主体側の分析)

にずらされてしまったという事情がある。
*10 宇野 (1975) 所収「国家独占資本主義論をめぐって」のなかで、宇野は「経済政策論」を改訂するに際して第一次大戦以後は〈現状分析〉
の課題と断定するに至った理由を次のように説明している。すなわち、(1) 第一次大戦以前ではイギリスとドイツを代表させることができ
たが、以後にはアメリカが中心になり多数の資本主義国が並立すること、(2)金融資本とは異なった資本形態があるわけではないこと (新た
な段階規定の否定)、(3) 第一次大戦後のアメリカの諸政策は純粋な金融資本的性格を帯びているとはいえない (Woodrow Wilson の国際
連盟構想など)、(4)第二次世界大戦後は従来の植民地問題がないこと (東西対立が色濃く現れていること)、(5)管理通貨制度の背景となる
資本形態が見当たらないこと (関税政策の場合は鉄鋼業など特定産業資本の利害がその必要を説明するが、管理通貨制度の恩恵を受けるも
のは特定の産業ではなく、国家ないし国際協調の側面が大きくなる)、などである。これらのことは、ロシア革命のインパクトとともに、通
貨の問題 (恐慌の回避の必要性)を考慮に入れねばならなくなったことを示す。これらのことは、第二次世界大戦後のアメリカを中心とする
経済秩序が帝国主義段階ではあるが、明らかに古典的帝国主義とは異なるもの〈国家独占資本主義〉となったことを意味する。

*11 ここには、「歴史的なものを論理的に把握すること」と理論と実践の統合、自由と必然の関係にかかわる問題が集約されてあらわれる。
対象認識の側面に限定すれば、下向分析の過程で具体的なるものは捨象され、本質的な法則性 (〈価値法則〉)が見出される。その過程で
捨象されたものは消え去ったわけではなく、〈実体論〉に相当するものとして整理され、その後の上向展開に供される。「純粋ブルジョア社
会」の想定とはそのようなものの一つであり、第一次世界大戦の枢軸国 (ドイツ)と協商国 (イギリス)の対立構造 (これが古典的帝国主義の
実体配置を説明する)もそうである。環太平洋地域でアメリカと中国が対峙し、日本・韓国がその干渉国として位置づけられるという 2020

年代の状況もまた同じである。上のいずれも、価値法則が作用するという意味では本質的にブルジョア社会であり、社会の富が「巨大なる
商品集成」としてあらわれるのは変わりがない。しかし、そこに現れる経済現象としてはまったく異なる。
問題はこれが対象認識の側面には限定されえないことである。ここには広義の経済学の領域が出現し、われわれはこれを第 6章で取り扱

うであろう。
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ない〈思惟様式〉にあることを見てとっていた。すなわ

ち、ブルジョアジーは実験的 (経験主義的) 方法をすべ

ての対象認識に (したがって、人間・社会・歴史の事象

にたいしても)適用したが、それが人間精神を破壊する

という不気味な結末に驚愕した。自然科学の容赦ない発

展に脅威を覚えた哲学・人文科学・社会科学は、自己を

自然科学から区別しようと必死に抵抗した。これが「近

代諸科学の危機」の本性であり、Hegelの哲学体系はこ

の危機を回避するためのもっとも有望に見えた、ただし

失敗に終わった試みであった。

この危機を回避する真正な方法は、科学の本質 (すな

わち対象認識の本質)を明らかにすること以外にはあり

えない。そこでは Kantによる対象認識への経験主義的

なアプローチがあらためて反省され、そこで対象認識

が、静止した精神の鏡による反映ではなくして、実践的

な模写 (知識の積極的構成)であること*12、これが主客

対立 (意識の発生) の進化・運動の所産であることが明

らかにされる。この観点はいうまでもなく Marx の唯

物弁証法そのものである。

そのうえで、戸坂は危機の根源にあるものが、社会科

学の取り扱う対象の特異性にあることを明らかにする。

自然科学は純正な対象認識として、経験主義的方法 (観

察と実験)によって悟性的に前進してゆく。ところが社

会科学の場合は、自分自身をもその認識の対象としなけ

ればならない。そこにイデオロギー性 (階級性) が自然

科学の場合よりも露骨に紛れ込む宿命にある。とりわ

けこの危機が集約的に現れるのが政治経済学において

であり、その理論は諸階級・諸勢力の利害の闘争の場と

なる。

この危機を乗り越えるものは「マルクス主義」を自称

する「イデオロギーの立場」ではありえない。批判の立

場、または「イデオロギー＝科学の立場」こそが必要で

ある。戸坂が提唱した「科学の常識化」とは、そのため

の具体的な戦術方針のことであった。

3.2.2 経済学とは何か

2020 年代の今日において経済学とは何か。経済学批

判が「ブルジョア社会の自己批判」なのであれば、当然

これに対応すべきものは「ブルジョア社会の自己認識」

であろう。われわれがこの認識をあらためるべき理由は

どこにもなく、そしてブルジョア社会の富が「巨大なる

商品集成」であるという認識もことさらに修正を言い立

てる必要はない*13。

しかし、現実には多くの経済学者は社会の富を「巨大

なる商品集成」とは認識していない。つまり、彼らは商

品ではなく、財・サービスを問題としている。本来商品

*12 戸坂の描いた「知識の積極的構成」という観点は、その後のヨーロッパ諸学でどのように取り扱われたか、簡単に素描する。
ドイツ周辺のオーストリア、スイス、イタリア、北欧で Kantの哲学を観念論的に再構成しようとする試み (新カント派)が続けられ、経
験批判論の隆盛を見た (これらはいずれもいわゆる「近代経済学」の故郷であることに留意する)。これらは H. Helmholtz、E. Machらの
実験心理学の成果に依拠し、後にウィーン学団の結成に結び付いた。Lenin はロシアで経験批判論を撃退 (これはボリシェビキ党の党内分
派闘争の一環であった)するも、その批判は内在的なものではなく、真に論争を止揚するものにはならなかった。
その後、論理と言語とが主戦場となった。これらはいずれも頭脳労働の手段であり、頭脳労働の所産であるが、それを労働の論理 (唯物弁

証法)によって解明するのではなく、事物化するか観念論的に取り扱われ、今日に至っている。
論理について言えば、イギリスでヘーゲル哲学を排して経験論哲学を復活させようとする試みが現象学、分析哲学という潮流を生み出した

(オーストリアの Husserl、イギリスの B. Russell、L. Wittgensteinなど)。彼らは Aristotleの古典的論理学の代数化 (de Moivre、G.

Boole) を基礎とする記号論理学と数学基礎論を中心として哲学を刷新しようとした (その起源には数学の心理学化という発想があった)。
彼らのプランは弁証法の魂である〈矛盾〉に逆襲された (K. Gedel)はずだが、その自覚は得られていない。彼らの主張は C. S. Pierceら
によってアメリカに移殖され、プラグマティズムあるいはサイバネティクスとして開花した。
言語について言えば、ドイツ帝国の成立にともない言語への関心が高まり、印欧語族の発見・音韻論の展開をみた。これらは民族問題の

解決という実践的な役割を担い、民族問題のあるところ、どこでも言語学の発展が見られた (イタリアのエスペラント語開発、ロシア・フォ
ルマリズム、日本の国語改革など)。この領域では F. de Saussureの構造主義言語学がひとつのエポック・メーキングの出来事となる。言
語の恣意性に着目したこの理論はフランスを中心とした構造主義と記号論という新たな潮流を生み出した。これらは従来の哲学にたいして
範疇論の修正を迫った。構造主義者は哲学から主体を追放しようとして、実存主義者と敵対した (C. Lévi-Strauss と J. P. Sartre の論
争)。構造主義にたいしてはすぐさまフランス植民地アルジェリア出身の J. Derridaが反旗を翻し、ポスト構造主義を標ぼうした。これは
今日でも構築主義として命脈を保っている (上野編 (2001)を参照のこと)。
これらの諸潮流はいずれも 100年前の「ヨーロッパ諸学の危機」について意に介していないように見受けられる。彼らの論理・言語・哲
学観については、またあらためて検討されねばならない。

*13 ただし、それは理論の創造的発展を不要とするものではない。ブルジョア社会が現存し、その経済社会の現実から生み出されるさまざまな
政策課題にわれわれは今も触発されつづけている。だから、どのような修正要求であろうとも、それを教条的に切り捨てることは「イデオ
ロギー＝科学の立場」においては許されない。
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として認識されるべきものが自然のもの (超歴史的なも

の、超階級的なもの)として意識され、ただその「希少

性」のみに注意が向けられているのである*14。この「希

少性」とは、実際には〈価値法則〉の言い換えにすぎな

い。つまり希少資源についてはそれだけ獲得のための手

間がかかり、したがって価値が高いからである。逆に無

価値なものはまったく手間をかけずに獲得することがで

きる。しかし、経済学から価値論が放逐された結果、経

済学者としては「希少性」に依拠するしか経済学の体系

を成り立たせるすべをもたなくなった*15。

商品という範疇が放棄されたため、貨幣はなおさらよ

く分からない謎めいたものになった。もともと貨幣の謎

めいた性格はそれが〈一般的等価〉であること、自分自

身はいかなる使用価値ももたず、ただ他の商品の価値を

照らし出すという特別な使用価値のみをもつことに由来

する。しかし、価値論が消えたので、価値形態論も使え

なくなり、貨幣は〈一般的等価〉ではなく、たんなる流

通手段 (通貨制度) として理解されるようになった。だ

から、たんなる道具であるはずの通貨が危機をもたらす

ということはいっそう謎めいて見えることになった*16。

通貨危機を理解するためには、〈恐慌〉とは何か、し

たがって〈資本の過剰〉とは何かを知らねばならなかっ

た (次章を参照のこと)。しかし、〈資本〉はたんなる機

械設備のことと誤認されていた*17。商品形態も貨幣形

態も知らない経済学者には、資本形態が理解できないの

は当然のことだからである。しかし彼らにとっては幸い

なことに、〈恐慌〉現象そのものが、短く鋭いものから、

長く緩やかなものへと変形し、一般的な物価の騰落のな

かに解消されたことにより、これを表立って論ずる義務

を免れた。

通貨危機を回避する過程のなかで、国家および国際組

織の役割が非常に重大なものとなった。本来、経済学は

経済過程と政治 (国家) 過程の分離という歴史的事実に

立脚して、ほかの社会諸科学からの独立を勝ち取ったは

ずであった。つまり哲学から政治経済学が分離し、さら

にこれが法学、政治学、経済学、社会学に分解する過程

を通じて、独立した経済研究がはじめて可能となってい

た。しかし、その前提は覆され、現代の経済は国家なく

して一歩も立ち行かないものになった。本来のブルジョ

ア国家は商品所有者の諸権利を裁定するためだけのもの

であったはずだが、現代国家は経済過程の主役に躍り出

てしまい、このジレンマは経済学者を苦しめた。経済理

*14 木村 (1979) は次のように経済学の定義を紹介する。「もっともよく知られた経済学の定義のひとつは、ロビンズ (L.Robbins) とランゲ
(O.Lange)の手になるものであり、”経済学は諸目的と代替的用途をもつ希少な手段との間の関係としての人間行動を研究する科学である”
(Robbins,L.,1932)、あるいはより平易に”経済学とは人間社会の限りある資源の管理の科学である”(Lange,O.,1945-6) と表現されて
いる。」Lionel Charles Robbins(1898–1984)はイギリスの経済学者、LSE経済学部長として Hayekを LSEに招く。A. Marshall、J.

M. Keynesらと論争した。Oskar Lange(1904–1965)はポーランドの経済学者にして経済計画の信奉者。第二次世界大戦中はロンドンの
ポーランド亡命政府に参加、戦後は Stalinに請われワルシャワ大学に移った。
このように「希少性」が (とくに 1970年代以降に)注目されたのは、オイル・ショック以降のカーター政権とそれに続くレーガン政権の

経済政策、いわゆる「レーガノミクス」に関係があるだろう。それまでのケインズ経済学の総需要管理政策の権威が失墜し、その代わりに
サプライ・サイドの経済学が注目された。

*15 労働価値説の放逐にかんして、宇野 (1975)は J. Schumpeter「経済分析の歴史」に言及している。それによれば Schumpeterは、労働
価値説が特殊な場合についてのみ成立し、一般的には成立しないがゆえに J.S.Millは労働価値説から離れたと説明している。ところがその
一般的な場合とは国際関係である。〈原理論〉が国際貿易を捨象することを考え合わせると、その「一般的な場合」というのが十分に特殊な
のである。なお、付録 A.3を参照のこと。

*16 この謎にたいしては、イギリスの J. M. Keynesが「一般理論」を構築し、経験批判論者が新古典派経済学を創り出した。
前者は産業資本の利害を代弁し、金利生活者の怠惰を攻撃し、アメリカと北欧において計画に基づいた経済運営を広めた。しかし、ドル・

ショック、オイル・ショックの勃発は経済計画の (したがってケインズ経済学と計量経済学の)権威を失墜させた。
後者は銀行資本の利害を代表し、計画と規制への嫌悪感を示し、レッセフェールを経験批判論的に言い換えた (「一般均衡理論」)。しか

し、レッセ・フェールと言っているだけでは経済政策に関与できないので、「ミクロとマクロの対応」をスローガンとする「新古典派総合」
という立場が新たに作られた。

*17 宇野 (1975)は大阪市立大学経済研究所編「経済学小辞典」(岩波書店)の「資本」の項について、「資本その一」と「資本その二」があるの
はおかしい、としている。この指摘はそのとおりであり、また二つに分けざるを得ないことが経済学のイデオロギー性を如実に示すものと
なる。

*18 たとえば、1). ポンド危機がドル危機へと波及し、Nixon は金・ドル兌換を一方的に停止し、(固定相場制のもとでの) 通貨管理制度は潰
えたこと、これは新たな国際貿易理論の構築を促した。第二次世界大戦の引き金を引いた大恐慌の再来を避けるべく厳格に規制されていた
「ホットマネー」が戦後復興のなかで野放しとなったことが原因だが、それはおくびにも出されなかった。2). 日米欧経済摩擦が戦われた
(「市場開放」)。国内的にも折からの石油ショック後の「スタグフレーション」に際して、財政刺激はこれを悪化するものでしかないことが
明らかであった。したがって、市場競争の人為的な導入 (参入障壁の撤廃)と促進によって一般物価を抑制することは国内産業のためにも好
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論はますます諸利害の対立する場となり、そればかりか

諸国家の利害対立それ自体が経済理論をつくる主要な動

機となっていった*18。

他方で、権利それ自体は商品 (すなわち財)になった。

これは貨幣のもつ利子生み資本としての機能に由来する

ものであり、金融資本の存在はこれがあってはじめて説

明される。このような「権利の商品化」は、融資ばかり

でなく信託・保険など貨幣以外の領域にも拡大した。ま

た国家そのものがこれら諸権利をあらたに創造する側に

廻った (国債、排出権取引、周波数オークション、知的

財産権など)*19。こうした傾向は関税交渉 (GATTウル

グアイ・ラウンドからWTO創設)の過程を経て増幅さ

れた。

現在生み出されている経済学説も、やはり経済政策の

あり方をめぐって提出されている。これらの学説は経済

政策をめぐって三つ巴の戦いをなしているが、そのいず

れも貨幣の本性が価値形態 (一般的等価) であることを

理解していない。

1). 第一の学説は、「構造改革派」である。これは財

政赤字の絶え間ない増大を気に病み、プライマ

リー・バランスの回復を請い願う学派である。彼

らはインフレの時代に生まれ、このインフレをも

たらした経済計画とケインズ経済学を敵視して

いる。小さい政府を理想とし、規制の撤廃と政府

資産の払い下げによる新市場拡大 (「構造改革」)

こそを唯一の解とした。規制コストをかけない市

場のデザインが可能と主張し、そのためにゲーム

理論を導入した。彼らの主張は金融規制の解除を

もたらし、「マネタリスト」の台頭に手を貸した。

為替管理の領域では閉鎖経済にくらべて開放経済

が有利であることを主張し、通貨管理体制の変更

を正当化した。

2). 第二の学説が「マネタリスト」である。彼らは

「物価は貨幣的現象である」というドグマを貨幣

数量説から引き出し、通貨供給量の操作によって

好景気を人為的に演出できると考えた*20。貨幣

認識について「合理的期待」なる概念を導入した

(これは物価が名目と実質に分かれることを前提

にした議論である)。彼らは金融当局の手を縛る

財政当局とその背後にいる「構造改革派」に憎悪

をつのらせ*21、中央銀行の審議委員会の権力を

奪取し彼らの壮大な実験を行ったが、その効果は

羊頭狗肉であることを自己暴露した。

3). 第三の学説は「現代通貨理論」(Modern Mone-

tary Theory : MMT) と自称する勢力である。

彼らは一定規模の国家 (通貨発行権をもち、自国

通貨建てで国債を発行できる国家)においては財

政赤字は問題にならないこと、完全雇用を達成す

るためいくらでも財政規模を拡大しても構わない

こと、これによって通貨暴落 (インフレーション)

が起きないことを主張している*22。

現代の経済学は (「巨大なる商品集成」ならぬ)「巨大

なる商品化された諸権利」とこれを防衛する諸国家の利

害をイデオロギー的に表現している。またその再生産の

あり方も歴史的特殊性を帯びたものになっている。そ

の顕著な例がいわゆる「ノーベル経済学賞」*23の存在で

ある。同賞は、これにたいする多くの批判にもかかわら

ず、「現代ブルジョア社会の自己認識」にふさわしい国

際的な権威をたもっている。言い換えれば、同賞はアメ

リカを中心とした国際経済秩序をイデオロギー的に支え

都合だった。しかも、国家介入を縛り、財政規模を圧縮する (ただし軍事費は増大させる)ための「公共財」の理論が前もって構築されてい
たことはこうした改革への抵抗を減じた。

*19 市場が人為的に構築されたことで (「オークション」)、ゲーム理論が経済学にどしどしと導入された。これは従来の経済取引をすべからく
「ゲーム」に変え、「一般均衡」はゲーム戦略の均衡として説明されるようになった。また、「権利の商品化」は金融工学というあらたな領域
を開拓した。

*20 財政政策は役に立たなくなったので、代わって金融政策の意義が強調された。財政当局に変わって金融当局の重要性が増し、折からの「通
貨管理」の必要性に対応した。

*21 彼らの議論はあたかもピール条約をめぐる銀行主義者と通貨主義者の論争を思わせる。彼らは直接的には財政当局 (財務省・金融庁) と金
融当局 (日本銀行)とそれに結び付く資本の利害をそれぞれ代表している。

*22 彼らの議論はあたかもケインズ派が復活してきたかのようである。彼らは直接的には産業資本の利害を代表している。
*23 正式名称は「Alfred Nobel記念スウェーデン国立銀行経済学賞」であり、1968年にスウェーデン国立銀行がその設立 300周年を記念して
ノーベル財団に設立を働きかけたものとされる。スウェーデン王立アカデミーが主催・選考し、授賞式も他の科学 3賞と同様に行われるが、
ノーベル財団はこれを (Alfred Nobel の遺言執行としての)「ノーベル賞」ではないとしている。アメリカ経済学会「John Bates Clark

賞」(1947年～)との授賞者の重複が多い。
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る上で多大な貢献をなし、そのイデオロギーの再生産を

根本的なところで規定している。

さらに 1970年代以降では NGOが経済政策のあり方

を規定している。そのはしりとも言うべきものが 1972

年のローマ・クラブによる「成長の限界」の刊行である。

これに刺激を受けた Klaus Schwab は 1971 年にヨー

ロッパ経営者フォーラムを立ち上げ、1979 年より「世

界競争力レポート」を刊行、1987年に「ダボス会議」の

主催者「世界経済フォーラム」となり、今日では国連を

従えるまでになった。

3.2.3 現代の経済問題

われわれの目の前にある経済問題―経済学がその「解

決」のために「原因」を究明しようとし、経済学批判が

その観念 (経済学) とともに批判しつくそうとしている

現実―は、国際的側面 (さしあたり東アジアを中心に)

と国内的側面に分けておよそ次のように記述できるだ

ろう。

国際的には、米中角逐のなかでうまく立ち回るべく日

本はその立ち位置を決めかねている。最近の為政者の歴

史修正主義的な言辞 (韓国、北朝鮮、台湾、香港、ウイグ

ル、ミヤンマーをめぐる)はその立ち位置をめぐる政争

に由来するものだ。Baidenのアメリカは習近平の中国

への「新封じ込め戦略」*24を押し立てて同盟国への踏み

絵 (「デカップリング」)を迫っている。これは Trump

政権の自国第一主義を軌道修正し、同盟国への引き締め

を図るものである。しかし、すでに中国経済との断ち切

れないつながりを有する諸国ならびに諸資本はこれに従

いつつも困惑を隠せない。というのも、中国経済はすで

に「世界の工場」たる地位を獲得し、また日本国内諸資

本もこれまで中国人観光客の爆買い (「インバウンド」)

に頼ってきたからである。

こうした状況にいたるまでの過程を列挙すると次のよ

うになる。

• 1980年代よりイギリスの Thatcher、アメリカの

Reagan、日本の中曽根の諸政権は「新自由主義」

なる経済イデオロギーの潮流を作り出す。1984

年に (一国二制度のもとでの) 香港返還が約束さ

れ、中国を西側世界経済秩序に取り込む策動 (ま

た東欧とソ連邦を最終的に葬り去る策動)が開始

された*25。

• 1997 年に香港が実際に返還されたが、同時にア

ジア通貨危機が生じて、1980 年代に飛躍的に成

長したNIES諸国 (香港、シンガポール、韓国、台

湾)は凋落し、IMFの緊急支援がなされた。これ

らに代わり 2000年代より BRICS(ブラジル、ロ

シア、インド、中国、南アフリカ)が投資家の注

目を集めた。

• 2001年に中国がWTOに加盟した。これは 1991

年のソ連邦の崩壊を受け、中国が加盟を急いだ

結果であった。WTOドーハ・ラウンドが開始さ

れるも、交渉は南北問題の様相を呈し、進まなく

なった (ラウンドは今日も終了したわけではない

が、事実上停止している)。アメリカはWTOに

見切りをつけ、FTA 交渉に活路を見出すことに

なり、日本ははしごを外された。

• アメリカは成長著しい南アメリカ諸国を取り込む
べく NAFTA を推進したが、この結果は中南米

からの大量の移民流入とその住宅需要を当て込み

金融工学を駆使して創造された金融商品 (「サブ

プライム」など)のバブル的膨張であった。この

バブルは 2008年のリーマン・ショックとして弾

*24 「第 2の X論文となるか－米シンクタンクの対中戦略」(フィスコ世界経済・金融シナリオ分析会議、2021年 2月 16日)参照のこと。こ
のなかでは「大西洋評議会」なる米シンクタンクが匿名著者による「The Longer Telegram」なる論文を掲載したことが報じられている。
それによれば、「習近平の意思決定過程は、従来の中国共産党の意思決定過程と大きく異なっている」、「習近平は権威主義的傾向を強めてお
り、意思決定は共産党ではなく、習近平とその周辺により決定される」。この記事の著者末次富美雄は海上自衛隊艦隊情報群退官後に善光会
サンタフェ総研 (米サンタフェ研究所とは別物)上席研究員を務める。
もともとの「封じ込め戦略」(containment)は G. Kennanによる 1946年の電文 (the ”Long Telegram”)に由来する。しかし米国が

同様の「封じ込め戦略」を採用しているとの単純な見立ての論拠を「The Longer Telegram」が提供しているとはかならずしも言えない。
むしろこれは旧来の封じ込め戦略がキューバ危機のような偶発的な紛争をもたらす危険性を想起させることを意図したもの、とする見方も
可能である。

*25 1986 年より中国は GATT(ウルグアイ・ラウンド) への加盟をを目指すべく、動き出す。この努力は 1989 年の天安門事件 (これは
Gorbachevの「ペレストロイカ」が中国に波及してきたものへの弾圧事件だった)によりいったんはとん挫するものの、1995年のWTO

発足後も継続された。
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け、世界経済を動揺させた。Trump 政権の誕生

はこうした動きへの反動 (加えてロシアの介入の

結果)にほかならない。

• 環太平洋地域では TPP(Trans-Pacific Partner-

ship)*26のための締結交渉が進展していた。これ

は Obama 政権による対中包囲網であり、「自由

化のための高いハードル」によって中国を排除

しようとするものだった。2016 年に署名まで進

んでいたものが、アメリカ Trump政権はこれか

ら離脱、その後これは TPP-11 に組み替えられ

た。他方で ASEAN が主体となり交渉が進んで

いた RCEP(地域的な包括的経済連携協定)*27が

2020 年に大筋合意・署名された。現時点で、中

国は RCEP に参加しており、TPP-11 にも水面

下で参加を打診している*28。

• 2013 年に習近平は「一帯一路」構想なる中国と

ヨーロッパを結ぶ広域経済圏構想と AIIB(アジ

アインフラ投資銀行)の設置を公表した*29。これ

に対抗すべく、第二次安倍政権は 2016年に「自

由で開かれたインド太平洋戦略」なるものを提唱

した。

国内的側面としては、デフレ経済と人口減少がある。

第二次安倍政権による諸政策 (「アベノミクス」と称さ

れる)はこの二つの問題認識に支配されている。前者は

日銀のいわゆる「異次元緩和」を、後者は「地方創生」

(「ローカル・アベノミクス」)をもたらした。これら二

つの政策は個別のものではない。前者の「異次元緩和」

が金融・財政政策とすれば後者の「地方創生」は成長戦

略としてすでに前者のなかで実施が予告されていたもの

である。なお、これらの国内問題は、けっして前述の国

際的側面と無関係なものではないことに注意すべきであ

る (とりわけ「資本逃避」と消費増税の議論)。

デフレ経済と人口減少のそれぞれの概略を整理すると

以下のようになる。

• デフレ経済は、バブル崩壊と金融危機のさなかの
2001 年にはじめて政府によりその存在が認知さ

れた一般物価の長期低落傾向のことである。景気

循環を現象的に物価の騰落によって判断してしま

うマネタリストは、前述のようにこの解決策をリ

フレ政策に訴え、その主張を補強するために昭和

金融恐慌と高橋財政の話題まで持ち出した。この

デフレ傾向は、日本経済のみに顕著に見られる特

質をもつ。

• 人口減少は、先進諸国に多かれ少なかれ共通する
出生率の低落という病理である*30。この病理は

とくに日本を含む権威主義的 (反個人主義的) な

文化をもつ諸国で顕著であり、また日本と同様戦

後の高度経済成長を遂げたアジア諸国で、インフ

ラの維持困難と関係して深刻に受け止められてい

る。その対策が、1)いわゆる「働き方改革」、す

なわち技術革新をつうじた労働生産性の引き上

げ*31、2)「地方創生」、すなわち出生率自体を政

策目標とし、その向上を地方都市に競わせる諸政

策、3) 経済界にたいする最低賃金の引き上げ要

請、などである。

こうした経済問題をさしあたっては〈現象論〉的に把

握すること (個別性の判断)が、宇野の云う〈現状分析〉

(ただし上向展開の終点ではなく下向分析の起点) の一

*26 もともとは 2006年の原協定 (シンガポール、ブルネイ、チリ、ニュージーランド)を 2009年よりアメリカ Obama政権が日本等を巻き込
みながら拡大しようとしたものである。2015年に大筋合意した。

*27 これは中国が 2005年に提唱した東アジア自由貿易圏 (EAFTA)と日本が 2006年に提唱した東アジア包括的経済連携 (CEPEA)を 2011

年より統合したプロセスと理解されている。2019年にインドが交渉から離脱した。
*28 これについて、中国の参加を排除すべく (またアメリカの復帰を準備すべく)イギリスが TPP-11に加わろうとしているとの報道がなされ
ている。これはイギリスの EUからのいわゆる「ブレグジット」とも関係しているらしい。

*29 こうしたことは、かつての枢軸国ドイツの 3B(Berlin-Byzantium-Bagdad)政策と協商国イギリスの 3C(Cape Town-Cairo-Calcutta)

政策の対抗 (ただし植民地経営なしの)を見るかのようである。
*30 これは誤解されているように、たんなる生物学的な現象ではない。論者の一部はこれを生態学で見られる多産多死と少産少死戦略から理解
し、少子化は高齢化の結果にすぎない、と主張する。この主張は経済学的な人口現象を生物学的に還元する議論であり、T. R. Malthusの
議論を焼き直したものと言える。

*31 2015年の電通社員の過労自殺事件を発端とするが、この政策にはマクロ経済水準を生産関数の出力と考え、それゆえに経済成長を生産要
素と残差の増大によって説明しようとする「サプライサイダー」の発想がある。生産年齢人口という要素が減るのだから、それを賄うため
に残差 (全要素生産性)の増加が必要と考えるのである。そのために、ホワイトカラー・エグゼンプションを導入しホワイトカラーの生産性
を高めることを追及し、またいわゆる DX(「デジタル・トランスフォーメーション」)を呼号している。
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環として解釈できる。われわれは経済学批判の立場に

あるかぎりつねにこの〈現状分析〉から始めるべきであ

る。しかもその際には、福本にならって意識 (イデオロ

ギー)批判、政治批判、経済批判の各領域を区別すべき

である。

次に、特定の時代・国においてなぜこの特定の状態が

可能となっているかが問われねばならない。つまり、他

の時代・地域との比較を通じて特異な因子を発見し、〈実

体論〉に相当するものを構成しなければならない (特殊

性の判断)。われわれはこの〈実体論〉を、普遍的な法

則性がそれを通じて現実的な経済問題として現象するた

めの諸条件として解釈し、その解釈の過程そのものを同

時に、普遍的な〈本質論〉が検証される過程として意義

をもつものと考える。

〈実体論〉は上向展開においては〈段階論〉として整

理される。古典的帝国主義論においては、i).ドイツ/イ

ギリスの対立構造、ii).鉄道業・鉄鋼業を中心とした固

定資本の肥大化、また iii). その資本蓄積を可能とする

〈金融資本〉がそうした諸条件にあたっていた。しかし

今日の状況を説明すべき〈段階論〉がこれら古典的帝国

主義論の枠組みに絶対的に縛られる必要はない。あくま

でも今の〈現状分析〉を成立させるような新たな枠組み

の構築が要求されていると考えるべきである。

3.3 理論と実践

「理論と実践の統一」はもともと Hegelの哲学体系が

試みたものだったが、彼はその真の担い手たるプロレタ

リアートを発見しなかったのでその課題解決に失敗した

(付録 A.4 参照のこと)。「イデオロギーの立場」におい

ては、このスローガンは理論を党派性の名のもとに統制

し、批判の自由を圧殺するためのものである。「科学の

立場」(経済学者)はこれに反発し、科学とイデオロギー

の峻別と理論家/実践家間の分業を提起する (宇野弘蔵

の議論)。しかし「イデオロギー＝科学の立場」におい

ては、その統一とは (プロレタリア階級の) 主体的にし

て (全人類的に) 客観的な認識をまず実現することであ

り、最終的には意識 (頭脳労働)と肉体 (肉体労働)の分

裂を止揚することである。われわれは、理論家と実践家

の分業を拒否し、同時に批判の自由を擁護しなければな

らない。

経済学批判において、理論と実践の統一とは何か。こ

れはプロレタリアートの事業としての経済学批判が、対

象認識の領域をたえず逸脱すること、またそのことを肯

定的に受け止めることと解されるべきである。現代の経

済問題について、時の政府・支配階級より諸施策が打ち

出され、これがおおやけの争点としてわれわれの眼前に

提示される。われわれは当然これにたいしてプロレタリ

アートの利害 (「革命的敗北主義」および統一戦線戦術

の観点)から吟味し、あるものには賛成し、あるものに

は反対する。その根拠は今日的な経済学批判のなかで表

明される。そして、それらの諸政策による現状の変更は

普遍的な法則性がそれを通じて現象する諸条件を変更す

るものになろう。

ところで、普遍的な法則性 (ブルジョア社会におい

ては云うまでもなく〈価値法則〉のこと)はこの変更に

よって無傷で済むだろうか。もしそうであるならば、わ

れわれは根本的なところで隷属の身に (ただし以前より

も多少有利な条件のもとで)甘んじることになる。もし

もその変更が、資本破壊 (すなわち資本の原始蓄積の逆

回し) と〈価値法則〉の廃絶につながるならば (またそ

れは同時に階級の廃絶でもある)、それはわれわれ自身

の最大限綱領の達成につながるだろう。われわれが〈価

値法則〉を技術的に利用できない、とはこのような意味

である。

3.4 小括

本章の主要な結論は以下のとおりである。

•「経済とは何か」に先立って「経済学とは何か」
の問いかけがあるべきである。この問いは、経済

学そのものの領域にあるのではなく、史的唯物論

(哲学)の領域にある。考察対象も、経済学に限定

されるのではなく、広く科学一般のなかで経済学

の特殊性が論じられる。

• 科学とイデオロギーをめぐっては、次の三つの立
場がありうる。―1).イデオロギー (an sich)、す

なわち社会的実践の基準としての党派性を重視す

る立場 (例：クーシネン監 (1960a))、2).科学 (für

sich)、すなわち真理性を重視する立場 (例：戸坂

(1970,1989)、宇野 (1969,1975,1995))、3). イデ
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オロギー＝科学 (an und für sich)、前二者の対立

を止揚した立場 (例：福本 (1971,1972))である。

• (基本的には「科学の立場」を代表する)戸坂、宇

野の議論は、Rickertの提起した「歴史的なもの

を論理的に把握する」という課題についてすでに

Marxによって回答が与えられていたことを明確

にした。戸坂は「科学の常識化」という方針によ

り「イデオロギー＝科学の立場」の入口に立った。

宇野は、Marxの序説の弁証法を論理的に精密に

することにより〈三段階論〉を構築し、これを経

済学史 (経済学の生産過程) に適用することによ

り、「イデオロギー＝科学の立場」に肉薄した。

• 福本は 1840 年代の Marx の頭脳活動を 1920 年

代日本において再現するために「経済学批判の方

法」にこだわった。このことこそ彼が「イデオロ

ギー＝科学の立場」に立つことを可能にしたもの

である。彼は経済学批判を史的唯物論の循環的形

成過程の一つの通過点と位置付けた。それゆえ

に、彼の主張は「科学の立場」を含み、さらにそ

れを超える水準を示した。

• 2020 年代の今日においても経済学批判の任務は

1840 年代からいささかも変わっていない。それ

は「ブルジョア社会の肯定的認識のうちにその否

定を発見・暴露すること」である。この任務の実

行において問題となるものが方法論である。近代

西洋諸科学の危機、その方法論の崩壊の源泉は、

社会科学の対象認識としての特殊性、つまり自己

自身をも認識の対象としなければならないという

自己言及の構造に求められる。この危機を乗り越

えるには、Kantによる対象認識への経験論的ア

プローチの反省 (実践的模写説) がぜひとも必要

になる。そこではイデオロギー性 (階級性) が露

骨に紛れ込む危険がある。しかし、誤びゅうの可

能性は同時に誤びゅうの訂正の可能性でもある。

それゆえにわれわれは批判の自由を擁護しなけれ

ばならない。

• 経済学批判を「ブルジョア社会の自己批判」とす
れば、経済学とは「ブルジョア社会の自己認識」

である。経済学が誕生したのは、ブルジョア社会

が誕生したからであり、経済学はその意味での歴

史性をもつ。そしてブルジョア社会の富が依然と

して「巨大なる商品集成」であることもなんら修

正の必要はない。ただし、今日の経済学者がその

ように理解していないことも事実であり、その誤

解には物質的・認識論的な根拠がある。現代的に

理解されたブルジョア社会の富とは、「巨大なる

商品化された諸権利」とこれを防衛する諸国家の

利害である。

• 2020 年代の経済学批判もやはりまた現代の経済

問題を〈現象論〉的に記述すること＝〈現状分析〉

から始めなければならない。次に、この特定の時

代・地域においてなぜこのような特定の状態が可

能であるのかを問わねばならない。そこで発見さ

れた特殊な因子が、この時代を特徴づけるものと

して歴史的＝論理的に把握される。これら因子は

本質的なものがそれを媒介として現象する実体的

なものとして了解される。
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第 4章

再生産表式論争

いよいよわれわれは「経済とは何か」という問いかけ

の検討に入る。ここで中心となるべきものは「資本論」

第二巻第三篇 (いわゆる「再生産表式」) をめぐるさま

ざまの論争である。これらの論争は帝国主義論と恐慌論

という二つの論点を含み、これらが「蓄積論」の名で一

括して取り扱われることが各種の混乱を引き入れる。ま

た前者の論点にかんして、〈原理論〉では捨象されるべ

き海外市場の問題が出現することも方法論上の困難をも

たらしている。だから、本章はその構成を前半の〈原理

論〉的恐慌論の問題と後半の〈帝国主義段階論〉におけ

る蓄積の問題とに明確に分けなければならない (社会主

義経済計算論争との関係は別としても)。

4.1 論争史の概説

「資本論」第二巻は、Marx死去の 2年後、1885年に

Engels の手によって刊行された。その元になった草稿

II が断片として書かれたのは 1870 年のことであった。

R.Luxemburgはこの成立過程を (Engels序文にもとづ

き) 次のように叙述している (ここで「書き直しが緊急

に必要」とされた時期は 1877–1878 年頃 (草稿 IV) と

される)。

第二巻をなす 3篇のうちの最初の 2篇・・・につい

ては、マルクスの遺稿が最も早く印刷に付するばかり

になっていた・・・これに対して、総資本の再生産を

扱っている第三篇は、断片の寄せ集めに過ぎず、これ

についてはマルクス自身が書き直しが「緊急に必要で

ある」と思っていた。Luxemburg「資本蓄積論」

普仏戦争 (1870–1871年)の結果、ドイツ帝国が成立、

O. Bismarckは 1873年に金マルクを導入、帝国内を金

本位制に移行させた。投機が過熱し、やがてウィーン市

の財政破綻をきっかけとして 1873 年恐慌 (1873–1879

年)が全ヨーロッパを巻き込んだ。それ以前の恐慌がイ

ギリスの軽工業を中心としてほぼ 10年間隔で訪れてい

たものとすれば、これ以降の恐慌は重工業中心であり、

Engels はこれを「相対的に長くて、はっきりしない不

況」と呼んだ (恐慌の「変形」)。従来より恐慌現象をい

かに説明するかは理論家の関心の的になっていたが、そ

の恐慌の現れ方はこの時代を境に大きく変容しつつあっ

たことになる。

1893年に Leninは「いわゆる市場問題について」を

執筆したが、太田 (1988) によれば、これは「再生産表

式」を用いて資本制に先行する社会から市場がいかに形

成されるかを論じたものであり、Leninはこれによりナ

ロードニキの主張 (ロシアには市場が欠如しているため

にMarxの議論を適用できない、というもの)を批判し

た。この成果は 1899年の「ロシアにおける資本主義の

発展」に生かされることになった。

M. I. Tugan-Baranovsky*1は 1901年に「イギリスに

おける商業恐慌の理論及び歴史の研究」を刊行した。彼

*1 Mikhail Ivanovich Tugan-Baranovsky(1865–1919)はロシアの経済学者であり、学生時代は V. I. Leninの兄 A. Ul’yanovと行動を
ともにした。サンクトペテルブルグ大学で私講師、P. Struveとともに自由経済学会に入会、1896年にその会長になる。1900年「イスク
ラ」創刊に参加。2月革命後にウクライナに戻り、ウクライナ中央ラーダの蔵相に就任。ウクライナ国立大学などを創立。1918年にウクラ
イナ国立科学アカデミーのメンバー、1919年にその経済部門長に就任した。

*2 鈴木・吉田 (1968)によれば「ツガンの主張は要するに大衆の消費の制限は資本主義的再生産の進行にとって妨げとならない、産業部門間
の必要な比例関係が生産の無政府性のために必ずしも維持せられないことが、むしろ恐慌の原因となる・・・」。なお、「過少消費説」と「生
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はそのなかで当時主流であった恐慌の「過少消費説」(別

名「生産と消費の矛盾」)を否定し、「不比例説」を主張

した*2。彼の執筆意図は次のようなものであった。

恐慌の一般的原因を解明するには、資本主義経済に

おける・・・販路の理論を明らかにしなければならな

い・・・そしてその課題はケネーとマルクスの方法に

よらずしては不可能である・・・Tugan-Baranovsky

K. Kautskyは、ドイツ社会民主党中央派の理論家と

して 1901–1902 年の連載論文「恐慌諸理論」によって

「過少消費説」の防衛にあたった (この論争は日本にお

いて 1921–1922 年に福田徳三と河上肇とのあいだで再

現されることになる*3)。

Luxemburgは 1912年に「資本蓄積論」を刊行した。

これは党学校での資本論講義の一環として、「国民経済

学入門」に引き続いて執筆されたものであった。彼女は

その執筆意図を次のように説明している。

この著作へと私を突き動かしたのは・・・国民経済

学の平易な入門書であった。・・・思いがけない困難

に遭遇した。私には、資本主義的生産の総過程の具体

的な諸連関を、また資本主義的生産の客観的歴史的な

限界を、十分明快に叙述することがうまくいきそうに

なかった。仔細に検討した結果、私はここには単に叙

述の問題があるばかりではなく、理論的にマルクスの

「資本論」第二巻の内容と関連し、同時に今日の帝国主

義的政策の実践及びその経済学的根源に深く関わる問

題もある、という見解に至った。Luxemburg「資本蓄積論」

Luxemburgがこれをきわめて短期間のうちに異常な

情熱をもって書き上げた理由について、佐川 (1978)は

ドイツ社会民主党中央派との理論的対立を挙げている。

つまりこれは単なる理論文献ではなく同党左派の綱領的

文書であった。1911 年の第二次モロッコ事件に関連し

て Kautsky が帝国主義を一時代を画する段階としてで

はなく単なる政策傾向として解釈し、右派への妥協的な

対応に終始したことにたいして、断固たる分派闘争を推

進するためにこそ同書が必要であった。

Luxemburg は恐慌の原因としては Kautsky 同様の

「過少消費説」をとるも、「資本論」第二巻は拡大再生産

について十分に展開されていないとして、「資本論」の

修正を要求した*4。Luxemburg の主張は直ちに第二イ

ンターナショナルの理論家たちの間に論争と批判を呼

び、彼女はこれに答え 1915年に獄中から「資本蓄積再

論」を返した。

1925 年、N. Bukharin は「帝国主義と資本の蓄積」

を刊行し、そのなかで Luxemburgの説を批判した。鈴

木・吉田 (1968) によればこの批判には「コミンテルン

の綱領作成をめぐって」の論争*5が関係しているとされ

る。Bukharinの議論は、生産と消費の「内的連関」(生産

手段の市場と消費手段の消費とが互いに結び付けられて

いること)を強調するところに特徴がある。これによっ

て表式の無限の進行から海外市場販路の必要性を導き出

す Luxemburgを批判するとともに、同じものから分野

間の不均衡を導き出そうとする Tugan-Baranovsky を

産と消費の矛盾」とを区別する論者もあるが、これについては後述する。
*3 福田徳三「資本増殖の理法と資本主義の崩壊」(1921)、河上肇「福田博士の「資本増殖の理法」を評す」(1922)
*4 この内容については、後で詳細に検討する。福本 (1972)は Luxemburgの説を次のように批判している。

「かのローザ・ルクセンブルクはその著・・・に曰く。「資本の蓄積は、その全体としては、現実的過程としては、二つの異なれる方面を
もっている。その一つは、純経済的過程であって、それはまた国内的過程、平和的過程であり、他の方面は世界的舞台であって公然たる権
力的過程である云々。」
しかるに資本の蓄積が純経済的過程をとるはその抽象性に於いてであって、それより具体性に於いては、(対内的にも対外的にも)国家形
態をとるものである。彼女は純経済過程と国際過程とを「資本蓄積の単に二つの異なれる方面」と粗雑に解釈し去って、純経済過程をもっ
て他の過程に対し未だなお抽象性にあるものなることを正確に認識しえなかったがために、その「資本論」第二巻後半の正当なる意義を発
見すると共に、一度この問題に近づき来ったが終にこれを発見することなくして去ってしまった・・・
けだし、ローザは「資本論」第二巻後半の解釈に当たり、マルクスがここに「完全なる資本家社会」―「完全に資本家階級と労働階級とよ

りなる社会」を抽象して論究をはじめていることに、先ず批判の主力を集中することによって第二巻後半の意義を闡明することをえたので
あるが、この点に注意を奪われすぎた結果、もしマルクスのこの抽象を具体にひきなおせば即ち足るものなるかの如く誤解して、「資本論」
三巻が依然なお一つの抽象的過程の範囲を出ずるものでないことを認識しえなかったのである。」
福本の批判は「資本論」が〈原理論〉であることを Luxemburg が踏まえていない、ということであり、この批判は正当である。(ただ

し、福本は「第二巻後半の意義」を「社会主義的経済学の展開の真の出発点」としか表現しておらず、これが具体的に何を意味するのかそ
の詳細は不明である。福本はすでに Bukharin「過渡期経済論」を読んでおり、あるいはそれを指しているかもしれない。)

*5 鈴木・吉田はコミンテルン内での Luxemburg同調者を叩くためだったとしているが、それ以上はこれについて詳しくは説明していない。
1924年の V. Lenin死後、直ちに J. Stalinは「一国社会主義論」を打ち出した。これは当然ながらコミンテルンの使命をソ連邦の防衛を
目的とするものに捻じ曲げるものだった。折からのコミンテルン加盟条件をめぐる論争とも関係し、コミンテルン第 5回世界大会は「各国
支部のボリシェヴィキ化」を宣言するものとなった。
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も批判している。そしてこの論点は Leninの 1899年の

議論*6に示唆を受けたものだった。

その後、日本では山田盛太郎「再生産過程表式分析

序論」(1931)と宇野弘蔵「再生産表式論の基本的考察」

(1932) が公表された。前者は山田の「日本資本主義分

析」の前提となるものとされるが、これはあたかも Lenin

の「市場理論」が「ロシアにおける資本主義の発展」に

活用されたことを思わせる。後者は「再生産表式」が

「資本論」のなかで果たす役割を考察したものとされる。

宇野は 1935年に山田の「日本資本主義分析」について

内容的にも方法論的にも同意できないとしたが、直接的

な論争には加わらず自身の〈三段階論〉の構築に向かっ

ていった (宇野 (2014))*7。このように「再生産表式」に

ついて両者でまったく異なる取り扱いがなされた。

4.2 〈原理論〉的恐慌論

一連の論争 (Lenin のものを除く。これは再生産

表式の是非にかかわらない) は前述のように Tugan-

Baranovskyの問題提起を起点としており、彼の関心は

恐慌論、しかもイギリスの恐慌史を対象にしているこ

とから〈原理論〉的恐慌論にあった、と言える。しか

し、「再生産表式」がなぜ恐慌論にかかわるのか、その

理由は実ははっきりしていない。むしろ第二巻第三篇

が Quesnayの「経済表」への言及から始められている

こと、A. Smithの「ドグマ」*8への批判に充てられてい

る部分が大きいことから考えても、はたして恐慌論がそ

の主題であったのか、という疑問が生じる。また実際、

Luxemburgは第二巻第三篇の論点が狭すぎること、恐

慌はおろか蓄積さえも取り扱わないことに不満を表明

していた。そうであればこそ「再生産表式論」の積極的

な意義とは何か。これが第一に答えられるべき問題と

なる。

第二に、〈原理論〉的恐慌論は「資本論」において本来

どのように展開されるべきだったのか、また「資本論」

のなかにそれに該当する部分が存在していないのはな

ぜか、という問題にも回答されねばならない*9。また、

〈原理論〉的恐慌論は結局「過少消費説」なのか、「不比

例説」なのか、あるいはそれらとはまったく異なるもの

であるのか、が明らかにされねばならない。そして、こ

れらの問いに答えるに際して、これは〈帝国主義論〉で

はない、ということが常に意識されていなければならな

い (帝国主義段階の蓄積、また恐慌の「変形」は別に議

論される)。

以下は (上のことをもっとも強く意識していたと思わ

れる)宇野の説に基本的に沿って〈原理論〉的恐慌論の

エッセンスを可能な限り明示することを目的とする。

4.2.1 概要

宇野の主張*10の概要はおよそ以下のとおりである。

•「再生産表式」論の目的は、〈価値法則〉の論証で
ある。すなわち、i).〈価値法則〉の論証は第一巻

冒頭の商品論のみで完結するものではなく、生産

過程と流通過程を統合した再生産過程における

補足を必要とする。ii).この論証は「労働価値説」

(交換価値の、したがって流通過程の説明)のみに

かかわるものではなく、総労働量が〈価値法則〉

を通じていかに社会的に分配されるかを、言い換

えれば〈価値法則〉がいかに生産を支配するかを、

説明するものである。iii). したがって、「再生産

表式」はそれ自体としては恐慌論と直接のかかわ

りをもたない。

• 上の論証で重要となるものは、労働力商品の価値
規定の特殊性をいかに理解するか、ということに

かかる。i).労働力の (再)生産過程は生活資料の

*6 Lenin「市場理論の問題への覚書　ツガン・バラノウスキー氏とブルガコフ氏との論戦について」(1899)。
*7 高嶋 (2021)を参照のこと。
*8 Smithの「ドグマ」とは、「すべての社会において、各商品の価格は、結局、これらの三つの部分 (労働賃金、利潤、地代)のいずれか一つ、
または三つのすべてに分解される。そしてすべての進歩した社会においては、これら三つのすべてが、多かれ少なかれ、大多数の商品の価
格の中に構成部分として入る」との A.Smithによる記述のことを言う。

*9 恐慌について、第二巻ではなく、むしろ第三巻の方に「生産と消費の矛盾」を含むそれらしい断片がある (後述)。また初期のプラン (「要
綱」)においては、恐慌は国際貿易と並べられていた。したがって、この順序が維持されていたとすれば現行の「資本論」の範囲にはそもそ
も含まれえない。プランが変更されたかどうか、またどのように変更されたかについて、論争はあるが最終的な結論は得られていない。し
たがってMarxが〈原理論〉的恐慌論を「資本論」のどの場所で論じるべきと考えていたか (後述)は分からない。

*10 宇野 (1975)所収「恐慌論の課題」など。



30 第 4章 再生産表式論争

消費過程そのものであって、労働力は工業的に生

産されるのではない。したがって、ii).その価値

規定は「一日に必要な生活資料とは何か」という

問いに集約される。しかもそれは技術的に決定さ

れるものではなく、文化的生活水準として歴史的

に形成されたものにすぎない。また、iii).この文

化的生活水準は、そのときどきの景気循環からも

影響を受けている。

•「資本論」は〈原理論〉的恐慌論をまとまったか
たちでは説明していないが、実質的にその説明を

可能とする道具立て＝資本制社会特有の〈人口法

則〉の概念 (〈相対的過剰人口〉の形成)を導入し

ている。これが恐慌論として結実しなかった理由

は、i). 生産方法の改善が常にどのタイミングで

もなされるとMarxが誤認したこと (固定資本の

存在を無視したこと)、これにより ii).「窮乏化理

論」という誤った解釈に陥り、一方的な資本主義

社会没落論に飛びついてしまったことにある。

• 生産方法の改善は、資本主義社会においては、不
況期つまりもっとも人手が不要になった状況のも

とでなされる (それによってさらに人手を不要と

する)という不合理さをもつ。

このように見ると、宇野は〈原理論〉的恐慌論を、「過

少消費説」、「不比例説」のいずれにも拠らずに理解して

いたことが分かる。前者はたんに生産されたものが国内

に販路を見出さないということであり、それだけであれ

ば Luxemburgのように海外市場に販路を見出せば良い

だけである。その理論は生産方法の改善による相対的過

剰人口形成をまったく考慮しない。後者は競争を通じて

部門間の利潤率が均等化されることをまったく考慮せ

ず、つまり部門間不均衡が市場価格の変動によって不断

に調整されていることをみないのである。これらとは違

い、宇野は労働力商品の枯渇 (好況期)とその (相対的過

剰人口形成を通じた)「生産」=失業 (不況期)という観

点から、恐慌を資本制社会が逃れられない事象として本

質的に把握したのである。

4.2.2 〈価値法則〉の論証

〈価値法則〉の論証とは何か。〈価値法則〉=「労働

価値説」は古典派経済学者たちがブルジョア的富の本質

を求めた下向分析の果てに到達した結論である。これが

正しいこと、すなわち商品の生産・流通・分配の過程に

は法則性があること、また商品の交換比率はそこに投下

された労働量に応じて量的に決定されていることを、万

人 (経済学者でないものも含む) にたいして論証してい

くことが彼らにとっての〈価値法則〉の論証である。

プロレタリアートにとって〈価値法則〉の論証とは何

か。実際には論証するまでもなく、自分たちの存在その

ものがその明白な証拠である。もしも〈価値法則〉が成

り立たなければ、労働力商品の価値が交換を通じて完全

には実現されない、もしくはその価値以上に受け取るこ

とになる。過少に受け取った場合は労働者がその生活

(生命) を維持し得ないので労働力商品という存在自体

が物理的にありえないことになる。過剰に受け取った場

合は、その受け取りを投資に回すことにより、その労働

者は (自己の労働しか販売するものを持たないという意

味の)プロレタリアートではもはやない。つまり労働力

商品は論理的にありえないことになる。いずれの場合も

現実に労働を支出するものがなくなるので、社会自体が

成立し得ない。

宇野にとって (また Marx、経済学批判者たるわれわ

れにとって)〈価値法則〉の論証とは何か。それは第一

に「資本論」における〈価値法則〉についての論述方法

を改善することである (この論述は、基本的にはプロレ

タリアートの直観と古典派経済学者たちの論理を結び付

けることである)。とりわけ「資本論」第一巻冒頭の商

品論は Marx 自身がその読解の困難を読者に警告*11し

ていることもあり、難しいのは当たり前とされてしまっ

ている。しかし弁証法論理に通暁していなければ理解で

きないというのでは「学」の名にあたいしないことも一

面の真理である。そして宇野は、以下のように商品論だ

けでは〈価値法則〉の論証は完結しないこと、第二巻の

*11 第一版序文にはこうある。「何事も始めがむずかしい、という諺は、すべての科学にあてはまる。第一章、とくに商品の分析を含んでいる
節の理解は、したがって、最大の障害となるであろう。そこで価値実体と価値の大いさとの分析をより詳細に論ずるにあたっては、私はこ
れをできるだけ通俗化することにした。」

*12 留保とは、宇野が冒頭の商品論を「流通形態論」の視角から色読する傾向にあることへの留保である。宇野のこの傾向は a).商品論の中で、
そこに対象化されている労働 (価値実体)を取り扱うことと、b).商品を労働生産物にまで抽象すること、を宇野が混同してしまっているこ
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「再生産表式」によって補足されねばならないと主張し

たのである。この主張は一定の留保付きで正しい*12。

マルクスのように商品の売買関係だけで、つまり商

品の交換関係だけで労働価値説を論証するということ

は、やはり無理なのではないか*13。むしろ商品形態が

生産過程をも把握したところで、つまり資本の生産過

程で、労働価値説を論証することがはじめてできるの

ではないか・・・

宇野「恐慌論の課題」

また第二に〈価値法則〉がそれ自体決して「自然なも

の」ではないこと、特殊的歴史性を帯びていること、こ

の意味では永遠のものではないこと、を示すことも〈価

値法則〉の論証に含まれる。この課題もやはり再生産の

観点から取り組まれねばならない。そしてこの課題は

2020年代の今日においても決着がつけられていない。

宇野 (1964b)は次の Luxemburgの言葉を引用するこ

とで「再生産表式」の意義を強調している。その意義と

は、1).資本による供給 (生産)が応じることになる社会

的需要 (消費) そのものが資本の再生産過程のなかで形

成されてゆくこと (需要と供給の一致)、2).この需給一

致の実現に際して、資本は〈価値法則〉(個々の生産物に

必要な労働時間)を基準にして、労働力 (v)と生産手段

(c)とをそれぞれの生産部面に投じてゆく、ということ

を「再生産表式」が示していることである。またこのよ

うな (再) 生産の視点をもたない限界効用学派を宇野は

痛烈に批判している。

理論的国民経済学に関するマルクスの不滅の功績に

属するのは、彼が社会的総資本の再生産の問題を提起

したことである。注意すべきことに、我々は、国民経

済学の歴史においては、この問題の正確な叙述の試み

には二つしか出会わない。すなわち、その入口での重

農学派の祖ケネーと、その出口でのカール・マルクス

である。Luxemburg「資本蓄積論」

また宇野はこの「再生産表式」が示されるに際して商

品資本の循環 W′ · · ·W′ が基準とならなければならな

いこと (貨幣資本 G · · ·G′ でも生産資本 P · · ·P でもな
く*14)と、その発想を可能にした Quesnayの重農学派

的視点の重要性を (そして、A.Smith が P · · ·P を選ん
で失敗したことを)、次の Marx の言葉をもって示して

いる。

W′ · · ·W′ はケネーの経済表の基礎をなすもので、

彼が G · · ·G′(重商主義者が孤立化して固守した形態)

にたいしてこの形態を選び、P · · ·Pを選ばなかったと
いうことは、偉大で正確な手腕を示すものである。「資

本論」第二巻第 3 章「商品資本の循環」

再生産表式の議論に入る前に、商品資本の循環の特性

を確認しておくことにする。まずこの循環は次のような

図式で表現される。

W′ −G′ −W · · ·P · · ·W′

または
Ck · · ·P(W′)

ここで Ck(= W′ − G′ − W) は総流通過程であり、

P(W′)は生産過程である。この過程が (Wではなく)W′

で開始されることには意味がある。これは最初の総流通

過程に資本価値ばかりではなく剰余価値の循環も含まれ

ているということである (単純再生産の場合でさえも)。

この意味で、商品資本の循環は「運動が初めから産業資

本の全体運動として示される唯一の循環」である。

上の図式をさらに詳細に見れば次のようになる。

W′


W−

w−

−G′


G−W

⟨
A
Pm

· · ·P · · ·W′

g− w

とから生じる。後者は確かに間違っているが、前者はそれなくしては単純商品と資本制商品の区別がなくなってしまうという意味で欠くべ
からざるものである。宇野 (1964b)はこの誤解を引きずっているために、「経済原論」の編別を、流通論・生産論・分配論とし、冒頭商品論
を流通形態論にしてしまったのであり、上の引用でも「商品形態が生産過程をも把握した」ことがあたかも「商品の売買関係」の分析の前
提とはなっていないかのような違和感のある表現をなしている。

*13 「資本論」第一章第一節の次の部分を指す。「さらにわれわれは二つの商品、例えば小麦と鉄とをとろう。その交換関係がどうであれ、こ
の関係はつねに一つの方程式に表すことができる。そこでは与えられた小麦量は、なんらかの量の鉄に等置される。・・・したがって、

ふた

両
つのものは一つの第三のものに等しい。この第三のものは、また、それ自身としては、前の二つのもののいずれでもない。両者のおのおの
は、交換価値であるかぎり、こうして、この第三のものに整約しうるのでなければならない。・・・この共通なものは、商品の幾何学的、物
理学的、化学的またはその他の自然的属性であることはできない。・・・使用価値としては、商品は、何よりもまず異なれる質のものであ
る。交換価値としては、商品はただ量を異にするだけのものであって、したがって、一原子の使用価値をも含んでいない。いまもし商品体
の使用価値を無視するとすれば、商品体に残る属性は、ただ一つ、労働生産物という属性だけである。・・・」

*14 a).G · · ·G′、b).P · · ·P、c).W′ · · ·W′ はそれぞれ a).G−W · · ·P · · ·W′−G′、b).P · · ·W′−G′−W · · ·P、c).W′−G′−W · · ·P · · ·W′

を表現している。
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再生産表式とは、対象化された価値を単位として資本

主義社会全体の再生産過程を図式的に表現したものであ

る。そこでは W′(前年度の社会的総資本による全生産

物＝商品)を出発点として、等価交換を通じて各生産部

門での生産手段 Pm、労働力 Aが準備され、それらの生

産的消費を通じて当該年度の生産物W′ があらたに創造

される。しかもこの図式においては、価値関係 (等価交

換) ばかりでなく、商品のもつ素材的な側面 (使用価値

の質的相違)も同時に考慮される*15。

単純再生産についての再生産表式の例を表 4.1 に

示す。ここで部門 I は生産手段の生産部門、II は消

費手段の生産部門を示す。I、II 部門とも資本の構成

c : v = 4 : 1、剰余価値率 v : m = 1 : 1 とする。商品

はその価値のとおりに交換されるものとする (価格=価

値)。したがって、恐慌のように資源枯渇に応じて価格

が高騰することは
●

想
●

定
●

さ
●

れ
●

て
●

い
●

な
●

い。

表 4.1 単純再生産の例

W′ I :6000(= 1000m + 1000v + 4000c)

II:3000(= 500m + 500v + 2000c)

}
9000

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) = IIc

W
I :1000v + 4000c : (+1000)

II:500v + 2000c : (+500)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6000

II:3000

}
9000

この表で重要となるのは次のことである。

• 流通過程 Ck において必要となる貨幣商品 G′ は

この表からは省かれている。実際にはこれは I部

門で生産されるものであり*16、I部門の剰余価値

から幾ばくかが控除され流通手段として使われる

ものであるが、結局はもとの持主の手元に還流し

てくる。またその流通量の総額は、貨幣の流通速

度や信用のはたらきなどのために取引される価値

量総額よりもはるかに少なくなる。だからこれを

明示する必要はないのである (Luxemburg はこ

こを誤解した)。金がこの〈一般的等価〉として

の貨幣の地位を獲得した理由について、宇野はそ

の望ましい物的性質のほかに、i).「比較的少量で

多量の価値を有すること」、ii).「他の諸商品の平

均よりもはるかに長い期間変わらない大いさの価

値をもっている」こと*17を挙げている。

• 単純再生産においては、すべての剰余価値 (I 部

門の 1000m、II部門の 500m)は消費手段に置き

換えられたあとそのまま消費され、再生産過程の

循環の外に出てゆく。この消費をなすものは資

本家である。この意味で剰余価値は資本家の「所

得」として観念される (この「所得」はあとで見

るように拡大再生産の場合は消費し尽くされない

で、一部は別の生産のために使われる)。

• 労働者にとって「所得」は資本家とは異なる意味
をもつ。たとえば表 4.1 の I 部門での 1000v が

これにあたる。これは労働者が自己の労働力の価

値を生産物のなかに移転したものである。この価

値量を労働者は資本家から賃金 (これは Ck での

生産物販売を通じて用立てられたもの)として受

け取るが、本来これは生産に先立って販売された

労働力商品の代価であって、資本家的な意味での

「所得」ではない。

その証拠にこの 1000v は消費手段に置き換え

られたあと、労働者によって消費されるが、これ

は同時に次の生産のための可変資本 1000v をな

すのであって、資本家の「所得」のように再生産

過程の外側に出てゆくものではない。そして、労

働者が再生産過程の外側に逃れられないというこ

の事実そのものが、彼の労働力の再生が彼の生活

そのものであるという事情 (生産諸関係そのもの

*15 たとえば表 4.1 で、最初の時点では I 部門に 6000、II 部門に 3000 の生産物があるが、これらはそれぞれ生産手段と消費手段であって、
それだけでは次の生産を開始できない。だから等価交換によって I部門と II部門の間で 2000の生産手段と消費手段 (アンダーライン部分)

とが互いに交換され、次の生産に備えることになる。
*16 なぜ I部門なのかといえば、たとえば金の場合は金地金として宝飾品などの生産手段になるからである。
*17 この点について宇野は「奢侈品」であること、すなわちそれ自身を目的とするものであること (言い換えれば、他の諸活動のための手段に
ならないこと)が重要であると説明している。この場合には、それがいくら多量に保有されたからといって、それによって「価値」が減じる
ものではなく、しかも他の諸活動の邪魔になるものでもないからである。
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の再生産)をものがたっている。だから、宇野は

(Marx とともに)、賃金を利潤などと同様に「所

得」として分配論のなかで取り扱う A.Smith を

批判し、賃金分析は生産論の課題だとするのであ

る*18。

他方、拡大再生産の場合は表 4.2、表 4.3のようにな

る。I部門の蓄積率は 50%であり、つまり剰余価値の半

分が各部門の生産に再投資される。

拡大再生産においては、まず I部門の剰余価値 1000m

のうちの半分 500m(c+v) が次の生産のために控除され

る。これは資本構成比にしたがって 100m(v) と 400m(c)

に分割される。うち 100m(v) ともとの可変資本部分

1000v、また残存する剰余価値 500m(m) はすべて消費手

段と交換されねばならない (II部門への需要 1600)。

上の需要は II 部門の 1500c だけではまかなえず、剰

余価値 375m から不足分 100m(c) が取り崩されて市場に

供される。これにしたがって 25m(v) が対応する追加的

可変資本部分として取り置かれ、残余は 250m(m) とな

る。つまり I 部門の蓄積が需給関係を通じて II 部門の

蓄積を誘導する。

この表で重要となるのは次のことである。

• 資本蓄積は I 部門 (生産手段) を主、II 部門 (消

費手段)を従として行われる。これこそ Quesnay

が重商主義者たちに反対して力説していたことで

あった。I部門の蓄積が先行しそこで II部門への

需要がつくられることによって、両部門の需給均

衡が実現される。つまり需要形成は、常識的に考

えられているように生活の必要に基づいているの

でもなければ、贅沢のためにでもない。

• 〈価値法則〉はたんに Ck を条件づけるだけでな

く、Ck の結果として準備される次の生産 P(W′)

をも支配する。宇野が次のように言っているのは

この意味である*19。

表 4.2 拡大再生産の例 (1年目)

W′

I :6000(= 1000m + 1000v + 4000c

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 100m(v) + 400m(c)

II:2250(= 375m + 375v + 1500c)

:
︷ ︸︸ ︷
250m(m) + 25m(v) + 100m(c)


8250

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) > IIc

W
I :1100v + 4400c : (+500)

II:400v + 1600c : (+250)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6600

II:2400

}
9000

表 4.3 拡大再生産の例 (2年目)

W′

I :6600(= 1100m + 1100v + 4400c

:
︷ ︸︸ ︷
550m(m) + 110m(v) + 440m(c)

II:2400(= 400m + 400v + 1600c)

:
︷ ︸︸ ︷
200m(m) + 40m(v) + 160m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) > IIc

W
I :1210v + 4840c : (+550)

II:440v + 1760c : (+200)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7260

II:2640

}
9900

*18 「労働賃金をも資本の得る剰余価値としての利潤と同様に所得とすることは、その特殊な形態規定を一般的抽象的規定に解消することにな
る。いわゆる国民所得は・・・商品経済の特殊性を無視した常識的概念である。それはしかし多くの常識的概念がそうであるように、全然
無意味のものではない。v +mを社会的所得としうる抽象的規定に基づくものであることを忘れてはならない。」(宇野 (1964b))

*19 ただし、宇野は a). 再生産を通じた基本的な需要形成と b). 利潤率均等化による需給調整とを混同している。あるいは区別はしているが、
これらを無造作に一括して語る。たとえば「資本主義社会では、労働の配分が資本の形で行われるわけですが、その資本の形で行われる配
分が、この労働価値説を基準にしなければ配分しようがないわけです。だから、作りすぎると値段が下がる。そうすると資本はその物の生
産によけい配分されすぎたのですから、これからはなるべくはほかの方をよけい生産するようになる。そうすると、次第に価格水準がもと
へ上がってくる。たりないと値段が上がり、そして利益が多くなると、資本がその方へ配分される。」(宇野「恐慌論の課題」)は後者のこと
である。
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価値法則と言えば、ある商品を生産するのに要する

労働時間で、その商品の価値がきまるのだ、と。簡単

に言えばそれだけのことなのですけれども、ただそれ

だけではなくて、その価値によって商品が互いに交換

されるばかりではなくて、社会的にいろいろの商品が、

その生産に要する労働時間を基準にして生産されるこ

とになるのです。宇野「恐慌論の課題」

• またこのような蓄積は I(v+m) > IIc のとき可能

になるのであるが*20、つねにこれが満たされる

とはかぎらない。この条件が満たされないばあ

い、例えば表 4.1のときに I部門で蓄積率 50%で

生産を拡張しようとすると、II部門で生産手段が

不足し、結果として生産縮小を強いられることに

なる。II 部門が少なくとも単純再生産を継続す

るならば、I部門の蓄積率は 0%でなければなら

ない。

以上の再生産表式 (社会総資本の再生産過程) を宇野

は「価値法則の絶対的基礎」と呼んでいる。そして脚注

*13に示す論理の代わりにこちらを〈価値法則〉の論証

とするのである。その意味はこういうことである。

i). たとえば表 4.1 で I 部門の生産物 2000 と II 部

門の生産物 2000は価値物としては等しいものと

して等置される。交換の必要性は、I部門の労働

と II 部門の労働の異種性から来る。この違いが

なければそもそも交換の必要はない。しかも、抽

象的な人間労働としては等置できる、という認識

(売り手のもつ価値尺度) が万人に共有されてい

なければこのような交換は可能にならない。

ii). (上の流通過程の一部をなす) 労働力の再生産

w− g−wで、かならず I部門の 1000v が消費手

段に交換され、この価値が生活のなかで消費され

てゼロとなり、その代わりに労働力 1000v が (ふ

たたび売り渡されなければならぬものとして)再

生されるという事実 (II 部門の 500v も同様) が

労働力商品の価値を規定している。この事実を宇

野は「労働力商品の特殊性」と呼んでいる。消費

手段の価値と労働力商品の価値は等置されている

が、前者は労働力再生のための「原材料」という

わけではなく、つまりこの等置は工業的・技術的

なものではなく、因習的なもの (生活水準) にす

ぎない*21。

iii). さらに表 4.2のように蓄積によって新規需要が創

造されるとき、I 部門では 100m(v)、II 部門では

250m(v) というように労働力商品の需要もそれぞ

れ増加する。増加量はそれぞれの部門の資本構成

と I部門の蓄積率に依存している。このような新

たな労働力の吸収が可能となるには、どの部門に

も属していない〈相対的過剰人口〉が存在するこ

と (またこの過剰人口が I部門、II部門のいずれ

にも対応できること) を前提とする*22。しかし、

再生産表式では〈相対的過剰人口〉の有無にかか

わらず労働力も無限に供給されるものとして扱わ

れる。

iv). 上の〈相対的過剰人口〉は技術革新による新たな

生産方式の採用によって創造される。この技術革

新は資本構成と剰余価値率 (労働生産性) を同時

に変化させる。またそれは個別の利潤率を変え、

より有利な利殖条件を求めて新たな資本がそこに

流入する (特別剰余価値の獲得と一般的利潤率の

均等化)。その結果として可変資本 1000v はより

小さなものに置き換えられる (間接的剰余価値の

生産)。

表 4.4 〈価値法則〉の論証

W′ I :6000(= 1500m + 500v + 4000c)

II:3000(= 750m + 250v + 2000c)

}
9000

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) = IIc

W
I :500v + 4000c : (+1500)

II:250v + 2000c : (+750)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6000

II:3000

}
9000

*20 Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c) より、Iv + Im = IIc + IIm(c) + Im(c) > IIc となる。
*21 この生活水準は時代的にも地域的にも異なる。同時代でも、先進国と新興国とで異なり、この格差が移民を呼び起こすものとなる。
*22 このような過剰人口は実際には農村や中小企業など低生産性部門に滞留している。またこのような滞留を可能としているのは、これら部門
が絶対地代に相当するものを社会全体の総利潤から分与されているからにほかならない。外国貿易も同様の観点から考察される。
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表 4.4は上の iv)の状況を表式によって示したもので

ある。表 4.1と比較すると、生産された総価値 9000は変

わらないが、そのために必要な労働量は 1500v → 750v

と半減している。また総労働時間 v + m は I 部門で

2000、II部門で 1000であり以前と変わっていない。こ

の状態で I 部門と II 部門は均衡している。つまり、利

潤率はいずれの部門でも (c+ v) : m = 3 : 1、剰余価値

率 v : m = 1 : 3であり、資本も労働力も部門を超えて

流出入する動機をもたない*23。ここで商品交換を通じ

て I部門の可変資本 500v = 消費手段の総価値と等置さ

れるのだから、(消費手段の総量が変わらないものとす

れば)一つ一つの商品価値も以前の半分になっているこ

とになる。こうして〈価値法則〉が
●

最
●

終
●

的
●

に
●

論
●

証される

ことになる。

このような再生産過程 (またそれを基礎とする〈価値

法則〉)はけっして「自然なもの」ではなく、歴史的な特

殊性を帯びているが、それにもかかわらずブルジョア・

イデオローグはこれを「自然なもの」とみなす。これが

「自然なもの」ではない徴候はたとえば以下の諸点にあ

らわれている*24。

• 蓄積が人間生活の必要性 (II 部門の需要) ではな

く、生産手段 (I部門の生産物)の生産を目的とし

ていること。本来は手段でしかないものが第一の

目的に、目的であるべきものがたんなる手段にす

り替えられていること。

• 自然、すなわち大地と労働 (人間的自然) それぞ

れの資源量の枯渇がなんら顧慮されることなく

拡大再生産が可能とされていること (これはやが

て恐慌=資本の過剰として爆発することになる)。

自然認識 (労働の技術性)は、労働手段の観点 (労

働生産性＝生産力の観点)からは深く研究される

が、労働対象の、また労働そのものの観点からは

お粗末なものにとどまる。

• 社会の総所得であるべき v +mのうち、mは資

本家がこれを自由に処分しうるのにたいして、v

は再生産過程のなかで束縛されて自由にならな

い。社会は自由な階級と不自由な階級の二つに分

断されている。

4.2.3 資本制社会に特有の〈人口法則〉

宇野 (1964b)は〈相対的過剰人口〉が形成されている

ことを、資本主義社会が「他に依存することなき独自の

一社会」となる基礎をなす、とする。つまり、それなく

して資本は労働人口の自然制約に抗して拡張再生産をな

しえない。

資本によっては直接には生産されない労働力が、資

本による相対的過剰人口の形成を通して、資本の蓄積

に伴う需要増加にもその供給を保障されることになる

と、資本はその生産物をもって拡張再生産過程を自立

的に実現しうることになる。資本*25は労働力さえ補給

されればあらゆる生産物を生産しうるのであって、再

生産に直接に必要なる生産手段も、間接に必要なる生

活資料も、ともに生産することができるわけである。

いいかえれば資本は、他に依存することなき独自の一

社会を形成しうることになる。宇野 (1964b)

この〈相対的過剰人口〉の形成を、宇野 (1975)は「資

本主義社会に特有の人口法則」と言い換えている。この

理由は、これが「生産・・・の拡大に応じて労働力も増

殖していくのか」という問いへの回答だからである。T.

R. Malthusの「人口論」*26も食糧生産 (経済学)と労働

人口の増殖 (生物学)との関係を考察するものだったが、

その実像は前者に等差数列を、後者に等比数列をあては

めたものにすぎず、なんら経済法則性とは呼べないもの

*23 表 4.1の状態から均衡状態 (数値は表 4.4の状態とは限らないが)に至るまでに、最初にある部門で必要労働時間の短縮が進み、不均衡状
態 (需給と市場価格が互いに変動する状態)を経過し、その間に資本と労働力の部門を超えた流出入がある。この均衡過程を通して利潤率の
均等化が図られる。

*24 これらのことはすべてMarx が〈労働の自己疎外〉―1). 人間労働そのものの自己疎外、2). 生産物からの疎外、3). 種族生活の疎外、4).

階級分裂―として記述したものである。マルクス (1964)参照のこと。
*25 ここで言う「資本」とは、生産資本 P · · ·Pのことではなく、貨幣資本 G · · ·G′ のことである。
*26 Thomas Robert Malthus(1766–1834)は古典派経済学者。1798年に初版「人口論」を匿名で執筆、これにもとづいて産児制限の必要を
唱えた。1805年に東インド会社付属学校の政治経済学教授、1820年に Ricardoを (1815年穀物法の関係で)批判する「経済学原理」を著
す。Malthusの「人口論」―英仏戦争 (フランス革命戦争–ナポレオン戦争:1793-1802)にともなう食糧危機を背景とした―は、人口を生物
的原理に従うものとして、食糧生産と独立に考察したものである。本来、この両者は労働と生産物の関係として一体的に考察されるべきも
のであった。これをいかに緻密に (たとえば人口増殖率と環境収容力によるモデル化)したとしても、経済学と生物学をバラバラにするもの
であり、人間的自然の歴史的特殊性をなんら省みないものである。
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であった。これにたいして、〈相対的過剰人口〉の理論

は資本蓄積と労働人口の増加とのあいだに Malthus 理

論とは異なる経済法則性が成立することを主張するもの

である。この理解のうえにたって、宇野は〈原理論〉的

恐慌論の基本骨格を描くことができた。

〈人口法則〉としてみた〈相対的過剰人口〉の理論は、

次のように説明される。

a). なんらかの事情により、新たな生産方式を採用で

きない場合。資本蓄積にもかかわらず (あるいは

それゆえに)必要労働量 v は不変であるか、むし

ろ増加する。労働生産性は次第に悪化する。社

会に滞留していた相対的過剰人口は消尽され、枯

渇する。資本の増殖にとって人口制約が桎梏と

なる。

b). 新たな生産方式の採用をつうじて、(総労働量

v + m にたいして) 必要労働量 v が短縮される

(相対的剰余価値の生産)。これは労働生産性が向

上したことに等しい。〈相対的過剰人口〉*27が創

造される。資本は労働力人口を制約とせずに増殖

できる。

これがなぜ〈人口法則〉なのかといえば、必要労働量

v が人間にとっての「環境収容力」の意義をもつからで

ある。v の縮小は表 4.1と表 4.4が示すように一日に利

用可能となる生活手段の縮小を意味する。人間はこの枠

内で (次世代の育成をも含む) 全生活を成り立たせなけ

ればならない*28。b). の時期 (不況期) に運悪く職業生

活を始めなければならなくなった若い世代は、家族 (周

囲からは社会的ステータスと見られる)を構成する余力

をもてず、他の世代よりも不利な条件下で生活を維持し

なければならなくなる。これが婚姻率、出生率の低下を

もたらす*29。

4.2.4 〈原理論〉的恐慌論

恐慌とは何か。これは好況期と不況期のあいだに不可

避的に存在する不連続な資本価値の破壊プロセスのこと

である。すなわち a). 好況期は、〈相対的過剰人口〉を

蚕食しつつ進む拡張再生産による資本蓄積過程であり、

b).不況期は資本の有機的構成の高度化を通じて〈相対

的過剰人口〉をあらたに創出する過程にほかならない。

この二つの時期はまったく連続していない。

恐慌は、個別資本に偶発的に訪れるものではなく、総

資本にたいして全社会的な規模で連鎖反応的に生じる。

言い換えれば、この現象は資本の競争の結果として、全

社会を横断して同時的に波及する。

〈原理論〉的恐慌論＝恐慌の典型的な姿を論理的に把

握することは〈原理論〉の有効性―歴史的なものを論理

的に把握できるかどうか―の試金石となる。この把握を

基礎として、表 4.5に示すような各発展段階における恐

慌の諸類型と個別の恐慌現象の特性を分析することがは

じめて可能となる。

宇野 (1953) は〈原理論〉的恐慌論の方法にかかる二

つの論点、1).外国貿易の捨象、2).価格の明示的取り扱

いを提示している。

*27 これはMalthusの言うような絶対的過剰ではない。以前の状態と比べて過剰だと言っているに過ぎない。
*28 「環境収容力」を超えた人口は食糧危機を招き、これはやがて政治的危機につながる。この危機はなんらかの方法で人口が流出 (移民、難
民化など)するか、「環境収容力」としての v が回復するまでつづくことになる。

*29 農村においては事情が異なる。もともと構造的に労働生産性を低く留め置かれ、景気加熱のたびに労働力流出を余儀なくされ、慢性的な労
働力不足に悩まされており、都市部よりも高い出生率を必要とする。
また一般的にも、社会において家族制度がどのように理解されているか、婚外子などの法的取り扱い、次世代の養育費を社会がいかに負

担するか、移民がいかに受け止められているか、などにも影響される。
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表 4.5 恐慌の諸類型

重商主義段階 自由主義段階 帝国主義段階

特徴づけ 特定商品への投機、国王財

政への貸付けなど、偶発的・

局部的に生じる貸付け資金

の回収不能。これらの資金

は社会的再生産過程そのも

のには関わらない。

1820年代以降の英国に典型

的に見られる、偶然的では

ない、ほぼ 10年周期で訪れ

る好況・恐慌・不況の繰り

返し。

急激な恐慌を伴わない不

況の慢性化、労働力と固定

資本設備の慢性的過剰、不

生産的な投資 (軍需産業な

ど)。戦争による恐慌の解

消。

例 チューリップ恐慌 (1634–

37 オランダ)、イギリス国

王財政に関係する不渡り

(1640, 1667, 1672)、サウ

ス＝シー・バブル (1720)な

ど

1825、1836、1847、1857、

1866年恐慌

1873年恐慌以降のはっきり

しない景気循環、世界恐慌

(1920、1929年)

出所：宇野 (1953)をもとに筆者作成

1). 外国貿易の捨象：

〈原理論〉において外国貿易は捨象される。そ

の理由は、〈原理論〉が「純粋資本主義社会」の想

定―自由主義段階の英国経済を理想化した社会―

を理論展開の前提とするからである。この想定に

おいては、自己の内部とは質を異にする外部を考

える必要はなく、どのような取引も自己の内部で

完結するものと考えて差し支えない*30。

この想定は恐慌論の展開においても貫徹され

る。確かに外国貿易と為替の攪乱は実際の恐慌現

象において目立った特徴として真っ先に挙げられ

ようが、〈原理論〉的恐慌論を考える上では任意

の国内取引に置き換えられる*31。

2). 価格の明示的取り扱い：

恐慌論においては価格は価値から離れて運動

すること (価格 ̸=価値)が明示されなければなら

ない。これは恐慌において競争が決定的な役割

を果たすことからすれば当然とも言える。〈原理

論〉が普遍本質的な理論であることから、「資本

論」第一巻におけるように商品がその価値どおり

に販売される (価格=価値) と考えられがちであ

るが、それでは諸資本が特別剰余価値の獲得を目

指して技術革新を取り入れることも、投機*32が

*30 宇野は外国貿易の捨象を次のような奇妙な表現で正当化する。「資本主義社会が対外関係と同じ原理をその社会の原理としている・・・商
品経済なるものは・・・元来は社会と社会の間に発生する関係である。それは社会の内部から発生するというものではない。」この奇妙な表
現は宇野特有の流通形態論的視角 (これにより資本主義社会の歴史的特殊性を示しつつ、これと古代・中世社会との関係を描こうとする彼
独自の工夫)によるものである。しかし、これは想定でしかないものを現実の歴史にあてはめる一種の倒錯である。

*31 Marxの初期の「資本論」プランにおいては、〈恐慌〉は外国貿易とセットで考えられていたことも事実であるが、「純粋資本主義社会」の
想定に基づいて「資本論」が完成されたと考えると、この当初のプランは放棄されたと考えるのが自然である。

*32 投機を取り扱うに際して、宇野は商業資本と商人資本の区別を力説するが、これには注意が必要である。宇野は両者の違いを資本制商品と
単純商品の区別からの類推によって論じている。商人資本はたんに商品を安く買って高く売るものにすぎず、〈価値論〉的には無意味なもの
(「少なくとも理論的には存立し得ないもの」)として扱われる。ところが「これに反して商業資本は、産業資本がその資本の運動過程にお
いて自ら遂行する商品の売買、W′ −G′ ·G −W、特にW′ −G′ の過程」が独立化したものとして、「商品の売買を集中的に行うことに
よってかかる売買過程における流通費用を均等化しつつ、節約し、産業資本の得る利潤としての剰余価値の一部分を分配せられる」、という
積極的な役割をもったものとして描かれる。この理解はそれ自体あながち間違っているというわけでもないが、恐慌論において重要である
のは両者の区別ではなくて、むしろ共通性である。つまり、商業資本が商人資本と同様に 1).投機 (安く買って高く売る)にその利益を見い
だすこと (価格を吊り上げるために余計な買い付けを増やして在庫を積み上げることさえ辞さないこと)、2). 産業資本にたいして商業信用
を通じて運転資金を用立てること (これにより、販売/支払いの分離が生じ、将来におけるその支払いの不能を準備すること)、などが強調
されねばならない。
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好況末期のインフレをさらに加熱させることも、

そしてなによりも〈相対的過剰人口〉の枯渇が賃

金*33を上昇させ、個別的利潤率を押し下げ、一般

的利子率と衝突することも描き出せなくなる。

再生産表式そのものは価格=価値が前提とさ

れるため、上のような恐慌の発現そのものをとら

えられないが、無制限の拡張再生産が続けばやが

てはその本質的な原因である〈相対的過剰人口〉

の枯渇をもたらすであろうことは容易に見て取れ

る。この意味では再生産表式は恐慌論を基礎づけ

るものとは言える。

以上の予備的考察を踏まえて、宇野は〈原理論〉的恐

慌論の描写に取り掛かる。恐慌は現象的には、「価格の

騰貴の予想の下に堆積される商品在荷」について「予想

された価格が実現せられないで支払い不能に陥ること」

のように、またそれは商業信用による「生産/販売の分

離」と「販売/支払の分離」に起因するように
●

見
●

え
●

る。し

かし、これはあくまでも見かけのものであり恐慌の本質

を捉えたものではない。なぜならば、販売価格が価値か

ら離れて運動すること自体は資本主義経済の常態であっ

て、なんら特別なことではないからである。言い換えれ

ばこれは恐慌の「必然性」ではなく、「可能性」を示す

ものにすぎない。

恐慌とは、上の事態 (「価値の、したがって剰余価値

の実現の困難」)が「個々の資本」にではなく、大量の

資本に、一度に集中して起きることである*34。このと

き「資本の生産物」W′ はもはや「資本として機能」し

得ず、「物 (生産手段)も人も有り余る程あり
な が

乍ら、それ

が資本の形態を通しては結合されえない」状態が現出す

る。この状態をもたらすものは、産業資本における限度

を超えた過度の蓄積 (〈資本の過剰〉)である。

〈資本の過剰〉とは次のようなものである*35。

A : c+ v = 100
10%
=⇒ m = 10

↓ +20

B : c+ v′ = 120
8%
=⇒ m′ = 9.6

A: c+ v = 100であったとする。前の期間で個別的

利潤率が 10% であったとすると、期待される利

潤はm = 10である。

B: これにたいして +20 だけ多い c + v′ にもとづ

いて生産したとき、同じように 10% の利潤率が

得られるとはかぎらない。労賃の高騰により利

潤率がたとえば 8% に低下し、得られる利潤は

m′ = 9.6 となる。これは以前に期待できた利潤

より低い。+20 の追加投資はかえって利潤を引

き下げたことになる。

この利潤率低下が労賃高騰のためであるということは

背理法により証明される。もしも他の任意の商品価格の

上昇によって利潤率低下が生じたのであれば、ただちに

利潤率均等化のメカニズムが働き、足りない商品の生産

に資本が振り向けられ、やがてその商品価格は引き下げ

られることで利潤率は回復するであろう。そうはならな

い、ということは枯渇しているものが資本の生産物では

*33 宇野 (1953)は「はしがき」のなかで次のように述べている。「(久留間)教授の批評の内で唯一の積極的なるものと考えられる点―それは経
済学の原理論で賃金が労働力の価値以上に、或いは以下に動く場合を論じてよいかどうかという点であるが―・・・私は問題の性質によっ
ては賃金ばかりでなく、他の商品についても当然にかかる変動に論及しなければならないものと考えている・・・・尤もこの点については、
なお労働力なる商品が、他の商品と異なって資本家的に直接生産され得ないという事実のうちに極めて興味ある問題があり、他の商品の価
格の変動との相違をも明らかにし得るのではないかと考えている。」
つまり、宇野は理論展開に際して価格 ̸=価値の必要性を一般的に認めているが、賃金についてはそのうえさらに特別な事情があるとして
いる。この事情とは労働力商品が工業的には生産されず相対的過剰人口のなかから補充を受けなければならないということである。たとえ
賃金が高騰したからとしても、その「生産」に向けて資本を振り向けるべき「工場」は存在しない。労働力商品が資本の生産物ではないこ
とから、宇野は労働力商品のことを「資本制社会における唯一の単純商品」と呼んでいる。

*34 個別資本における「剰余価値の実現の困難」であれば、資本の投下先を変えればなんら問題ではない。その過程は競争を通じた利潤率の均
等化であり、これによって需給の偏りが是正されるにすぎない。ところが全般的な「剰余価値の実現の困難」の場合は、有利な投資先はど
こにも見出されない。それは単なる需給の偏りではない。

*35 〈資本の過剰〉は「資本論」第三巻第 15章第 3節「人口の過剰をともなう資本の過剰」で説明されるが、宇野 (1964b)はこれについて構
成上の不備を指摘している。すなわち「・・・ここで規定されている資本の過剰は、「利潤率の傾向的低落の法則」(第三巻第 13–14章)の
「内的矛盾」の展開としてではなく、「労働力人口に比べて資本が増大しすぎた」ものとしての過剰である」。利潤率の傾向的低落の法則は資
本の有機的構成の高度化による生産力の増大にともなうものであり、むしろ不況期での競争にかかわる。ところがそれにたいして〈資本の
過剰〉は好況末期の事象である。

*36 土地も資本の生産物ではない。そのため、農林水産業、鉱工業、不動産業などは地代取得のかたちで利潤率の均等化に参与するわけであり、
これらの産業は全般的に低い労働生産性にとどまり、ゆえにまっさきにその生産物が不足し、さらなる投機を呼び込む。つまり恐慌に際し
て最初に崩壊の起点となる。しかしながら、有利な土地が開発され尽くしたときには順次不利な土地の開発に資本が振り向けられる、とい
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ない唯一の商品たる労働力であることを示している*36。

この〈資本の過剰〉それ自体は生産 (蓄積) を止める

ものにはならない。個々の資本は互いに競争しており、

個別的利潤率低下が全般的な性格をもつものとの認識

はただちに得られないからであり、よしんばその認識が

あったとしても自分一人が生産 (蓄積) を停止したとこ

ろで、その分を他資本にみすみす奪い去られるだけであ

る。だから蓄積が利潤を低下させることが分かっていて

さえも、それをやめるわけにはいかないのだ。

個々の資本は、かかる過剰を自らの資本の遊休に

よって処理しうるものではない。むしろ反対にあらゆ

る手段をもって利潤量の減少をふせごうとし、反って

逆に過剰を増大するのである。それは・・・利子率の

昂騰によって初めて資本家社会的規制を受けることに

なる。そこに恐慌の勃発を見るわけである。宇野 (1964b)

ここで労賃上昇を販売価格に転嫁できないのはなぜか

という疑問が生じるであろう。もしその転嫁が可能な

らば、個別的利潤率は (また平均的利潤率も) 低下せず

にすむように見える。実際、多少の価格転嫁は可能であ

り、これが一般物価の騰貴 (インフレ) と原材料買い付

けのための資金需要を生み出し、利子率を高騰させる。

つまり問題はむしろ販売価格への転嫁にもかかわらずに

利潤率が低下しなければならないのはなぜか、というこ

とになる。これは利潤率の低下をもたらす労賃の上昇が

いかなる既存資本の生産拡張によっても解決されえない

という事実から逆に説明されることになるだろう。

表 4.6は、表 4.4とは反対に利潤率が一般的に低下し

ている場合を示す (v : m = 3 : 1)。いずれの部門でも利

潤率が等しいということは、労賃以外については価格は

均衡していることを意味する*37。流通過程 Ck で商品

交換は正常になされる。ただし、それは売主が期待した

価格によってではない。そしてこの事実は (労働力が枯

渇しているという条件下で)総労働量 v+mが変わらな

いということから来ている (利潤量をなんとしても確保

しようとして労働強化＝〈絶対的剰余価値〉の生産はな

されるだろうが、それにもおのずと限度はある)。

表 4.6 〈資本の過剰〉による一般利潤率の低下

W′ I :6000(= 500−m + 1500+v + 4000c)

II:3000(= 250−m + 750+v + 2000c)

}
9000

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) = IIc

W
I :1500+v + 4000c : (+500−)

II:750+v + 2000c : (+250−)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6000

II:3000

}
9000

実際に資本の息の根を止めるのは〈資本の過剰〉その

ものではなく「利子率と利潤率の衝突」であり、「(貨幣

形態の) 資本の欠乏」である。産業資本は過剰に (投機

的に)資本を蓄積してきたが、その手段となる生産拡張

と買い付けは資金の前貸しを受けて実現されたもので

あった。高い利潤率を期待して借り受けていた資金の返

済期限が来たとしても、返済できない。仕方なく返済繰

り延べとさらなる運転のための資金を以前より高い利子

で借りなければならない。資金需要が増大し、利子率と

利潤率が逆転する。(本来、産業資本の生み出す利潤か

らの分け前である利子を分与されるにすぎなかったはず

の)貸付資本が「産業資本に対して貸付資本として高い

利子を得ることが出来るという点でこの時期には唯一

の資本」となる。すべての資本がこの唯一の使途めがけ

て集中する。「現実的資本の過剰が貨幣形態の資本の不

足としてあらわれ」、利子率はさらに高騰する。これが

「資本の欠乏」である。この過程は産業資本を犠牲にし

てなされるが、銀行資本も無傷ではありえない。貸し付

けたものが将来に返済される見込みがないからである。

「(貨幣形態の)資本の欠乏」は商品交換過程を寸断し、

再生産過程の全体を停止させる。正常な時期において

は「貨幣は単に商品交換の手段に過ぎないもの」であり

「商品のみが真に価値あるもの」であった。この関係は

逆転し、今や商品は価値を増殖する手段であるどころ

うように絶対的な制約がかけられているわけではないことに注意すべきでる。ここでも根本的な制約となるのはこの新規開発に必要となる
労働力 (もともとこれらの産業のなかに滞留していた〈相対的過剰人口〉)の枯渇である。

*37 この表において労働力商品以外の商品価格は互いに均衡状態に、すなわちほとんど価値に等しくなっていることに注意する。労働力商品の
みが他の商品にたいして不均衡となっているのである。この不均衡は表中では v、mの肩文字 +、−で表現されている。これらは前の生産
過程 P(W′)の価値構成と新しい流通過程 Ck の価格構成との差異を示す。
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か、価値を保存することさえも困難となる。「貨幣のみ

が価値を有するものとなり、あらゆる商品はひたすらに

貨幣への転化を求め」る。「労働者は失業するか、労働

時間を減ぜられるか、賃金を切り下げられる」。その結

果「自ら生産した消費資料を購入すべき貨幣を手に入れ

ることが出来なくなる。消費資料は有り余る程にあり乍

らこれを生産した労働者自身も消費することが出来な

い」。こうして「生産手段が有り余る程あり乍ら資本と

して労働力と結合させられない」、「再生産過程自身が全

体にわたって停滞する」*38、という事態が現出する。

* * *

好況末期は恐慌を経て全般的な生産の沈滞する不況局

面へと転換する。騰貴した価格は一般的になおも下落し

続ける。しかし失業が蔓延し、生活諸手段への需要は高

まらない。諸資本は互いに損失を押し付け合い、資本の

集中が進む。このような市況のもとで、はじめて〈資本

の過剰〉を解消する試み、固定資本の更新を通じた〈相

対的剰余価値〉の生産が可能となる。

〈相対的剰余価値〉の生産は (以前よりも有機的構成

の高い生産方式を採用した) 新資本が (古い生産方式を

温存する)旧資本にたいして闘争する過程である。枯渇

した〈相対的過剰人口〉の新たな創出が図られるこの闘

争を抜きにしては、次の好況 (継続的な拡張再生産) を

準備できない。損失を他者に押し付ける競争のもとで

は、旧来の資本が自発的に残存する固定資本の価値回収

を放棄することはそもそも期待できない。だから新技術

をもった新たな資本の登場が必要であり、低迷する販売

価格のもとでもこの資本が〈特別剰余価値〉を取得し、

競争を有利に戦うことが必要なのである。旧技術をもっ

た資本は回転を早めることで固定資本の償却を急ぐか、

価値回収はあきらめて (「道徳的摩損」) 新技術を採用

するかの選択を迫られる。

新技術は当該産業全体に徐々に普及し、その結果とし

てより少ない可変資本 v で以前を上回る剰余価値 mの

産出が可能となる。これは結果的に総労働時間 v + m

にたいする必要労働時間 vの比率、すなわち社会の生産

力を高めるが、他方でこれは同時に〈相対的過剰人口〉

の形成でもあることが忘れられてはならない。

*38 再生産過程の停滞にともなう「資本価値の破壊」は基本的には生産されたものがその価値どおりには販売されないという事態に代表され
る。これにより次の生産に必要な cと v を用意できずに生産が停止してしまう。一か所で発生した生産停止は供給網の下流に向かって連鎖
反応的に波及する。生産停止の長期化は原材料、製品在庫の使用価値を劣化させ、ここでも資本価値が破壊される。これを回避し資本価値
を保存する試みは余計な費用 (すなわち非生産的な資本消費)をもたらし、それよりは投げ売りして少しでも資本価値を回収することが選ば
れるだろう。
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4.3 〈帝国主義段階〉における蓄積

ここでは R. Luxemburg がどのような問題意識の下

に論戦に挑んだか、これと〈帝国主義段階論〉とがいか

なる関係にあるかをルクセンブルグ (2011)にもとづい

て明らかにする。

前節でわれわれは宇野にしたがって〈原理論〉的恐慌

論の概略とそこで再生産表式が担う役割について考察し

た。その結論を要約すると次のようになる。1).再生産

表式は競争を前提とした市場価格の均衡 (つまり価格=

価値)のもとでの単純再生産と拡張再生産の過程を模式

的に描き出し、これによって〈価値法則〉を究極的に論

証するためのものであった。2).それゆえに、再生産表

式を何循環も繰り返してもそこから価格不均衡や「生産

と消費の矛盾」なるものを発見できないことは明らかで

ある。3). ただし、〈原理論〉的恐慌論が〈資本の過剰〉

(=労働力商品とその他商品との原則的不均衡)に由来す

るものであるから、これと一般的な価格不均衡との違い

を明確にするためにこそ再生産表式を活用することには

意味があった。

この節では、上の認識にたって Luxemburgの視角を

点検し、その積極的な主張 (「理論的にはマルクスの「資

本論」第二巻の内容と関連し、同時に今日の帝国主義的

政策の実践及びその経済学的根拠に深く関わる問題もあ

る」という見解)を具体的な論点として摘出することを

目的とする。

4.3.1 再生産の問題

Luxemburgはまず再生産過程一般を議論し、これと

の対比において総資本の再生産過程の歴史的特殊性を浮

き彫りにする。前者については次の二つの特徴を挙げて

いる。

1). 再生産とは生産の定期的な反復 (=偶然的ではな

い生産の再開) である。これはその社会が (外的

自然に左右される)原始的社会ではないこと、一

定の文化水準を保っていることを示す。

2). 再生産過程も技術的諸条件 (自然にたいする人間

の関係) と社会的諸条件 (人間相互の諸関係) の

統一である点において生産過程一般と変わらな

い。そこには前提となる生産手段と労働とが、い

かなる規模で、いかなる方向に結合されるか、と

いう生産の社会的目的にかかわる論点が横たわっ

ている。この論点は純粋に社会的諸条件に依存す

る*39。

資本制社会において、再生産過程は上の一般論と異

なる歴史的独自性を帯びる。それはこの過程が、生産

過程と流通 (交換) 過程との独自の統一であり、再生産

(生産の再開) の目的もその特殊な生産目的に従属して

いるからである。生産の目的は使用価値 (欲求を従属す

ること)ではなく、価値 (しかも剰余価値)である。つま

り「貨幣と交換される、確実な見込みのある生産物のみ

が・・・しかも・・・一定の高さの利潤をもって実現さ

れる見込みのある生産物のみが生産される」。ここにお

いて唯一の「社会的諸条件」=「社会的欲求の把握のた

めの手がかり」は交換過程である。すなわち、生産量と

支払い能力のある需要との関係において決定され、時々

刻々と変動する価格の運動に支配された物質過程のこと

である。

したがって、資本制社会における再生産の問題とは、

直接的一般的には次のようなものである。「資本主義的

総生産は、無数の絶えず増減する私的な生産者によって

実行されるが・・・これらの無関連の運動からいかにし

て実際の総生産は生じるのか」。さらに Luxemburg は

この問いにたいして以下のような注意を与えている。

a). ここで言う「私的生産者」とは単純商品の生産者

ではなく、資本制商品の生産者であること。社会

の総生産の目的は消費欲求を充足することではな

く、剰余価値の取得である。したがって、価値の

(商品形態から) 貨幣形態への転換がとりわけ重

視されなければならない。

b). この問題が恐慌論の追及へと歪曲されてはならな

いこと。そうした試みは価値問題を価格問題 (需

給の変動)に帰着させようとするものであり、こ

とがらの本質を見誤らせる。景気変動ならびに恐

慌はたしかに「資本主義的再生産のもっとも目立

*39 ただし Luxemburgは外的要因 (人口減、破滅的戦争、大規模な疫病など)による再生産過程の (一時的ではない)停止の可能性に注意を与
えている。これはパンデミックに脅かされている今日のわれわれには身につまされる。
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つ特質」ではあるが、再生産それ自体の問題とは

別物である*40。

c). 剰余価値のたんなる取得ではなく、さらなる剰

余価値の資本化が重視されるべきこと。つまり、

(資本家の蓄積欲求たる) 拡大再生産に合致し、

(技術的諸条件に規定された) 一定の量的比率を

保って増大すべき生産諸手段と労働力とを調達す

ること (またそれを充足すること) はいかにして

可能になるのか、が問われねばならない。

この後第 2章から第 4章にかけて Luxemburgは単純

再生産についての再生産表式を追体験的に導出している

が、ここでは省略する*41。

4.3.2 貨幣流通の問題

Luxemburgは第 5章で貨幣流通の問題を取り上げて

いるが、その視点はユニークである。それは二つの視点

からなる。第一は貨幣生産の分類にかかる問題、第二は

社会主義社会における貨幣の取り扱いにかかる問題で

ある。

i). 貨幣が商品であるからには、その生産は再生産

表式のどこかには含まれていなければならない。

具体的には、この部門を部門 I(生産手段)と部門

II(生活資料)のいずれに帰属させるべきかが問わ

れている。しかし、「金生産自身の生産物は何ら

かの生産において生産手段として機能することも

できないし、生活手段として人間の消費のなかに

入り込むこともできない」*42。この矛盾をいかに

解決するか。

ii). 社会主義社会において (またその入口の過渡期社

会において)、私有財産が廃絶されるとともに貨

幣が死滅する。このときにいかにして社会的な再

生産が継続されるのか*43。Luxemburgは、再生

産表式がこの変革過程を表現しうるかどうかに心

を砕いている。
貨幣生産を社会的総生産の分離された第三の部

門として叙述することには、さらに重要な理由が

ある。マルクスの単純再生産表式は、再生産過程

の基礎および出発点として、単に資本主義的経済

秩序だけにではなく、必要な変更を加えれば、ど

の規律された計画的な経済秩序にも、例えば社会

主義的経済秩序にも、有効である。これに対して

貨幣生産は、生産物の商品形態 (の廃止) ととも

に、すなわち生産手段の私的所有 (の廃止)ととも

に、行われなくなる。貨幣生産は、資本主義の無

政府的経済様式の「冗費」、私的経済的社会の特殊

な負担を成し、この負担は、生産手段としても消

費手段としても役に立たない生産物を生産するた

めに、年々かなりの労働量が支出されることに表

*40 恐慌論と再生産の問題を区別すべきとする Luxemburg のこの指摘はまったく正しいが、彼女の恐慌観それ自体はかならずしも妥当なも
のとは言えない。Luxemburg は恐慌を次のように描写している。1). 個々の生産部門は技術的な連関によって相互に結び付いている。2).

個々の生産部門の生産物の供給量ならびに市場価格は一定の限界内で自立的に運動し、ときにその過不足が再生産の中断をもたらす。3).こ
うした中断が生産部門間の技術的な連関を通じて波及し、その結果が集まることで、周期的・全般的な再生産の中断へと成長する。
ここでは恐慌がまったく現象的に描かれている。またそのような現象的認識にとどまっているということは、競争を通じて一般的利潤率

が均等化し、その結果商品の過不足が解消するのだという理解を Luxemburgが実は持っていないのではないかとの疑いを生じる。しかし
第 4章では (個別資本ではなく)社会的な総資本という観念がいかに成立するかという問いに関連して、平均利潤率の概念を取り扱い、その
役割を「事実上、各私的資本を一つの共同の全体物、すなわち社会的総資本の一部としてのみ扱い、各私的資本に対してはその資本の大き
さに応じて利潤を、社会のなかから絞りだされた総剰余価値のなかからその資本に帰属すべき一部分として割り当てる」と適切に表現して
いる。このことからすれば、Luxemburgの恐慌観の歪みは別の原因に由来するものと考えなければならない。
この問題を考えるヒントは「資本蓄積論」にではなく、その前著「国民経済学入門」にある。その第 6章「資本主義経済の諸傾向」の冒

頭にこうある。「資本主義経済は、まったく計画性がないために、あらゆる意識的な組織を欠いているために、一見したところでは、存立不
可能なもの、解きがたい謎のようにみえるが、それにもかかわらず一つの全体をなすのに適合しており、存立可能なのである。しかもそれ
は次のようなことによってである。・・・(中略)・・・そして、最後に。価格変動と恐慌とによって。これは、一部は日常的に、一部は周期
的に、盲目的かつ無秩序な生産と社会の諸要求とのあいだに均衡をもたらす。」この Luxemburg による恐慌の説明は、価格変動とのアナ
ロジーを巧みに使った、という意味で優れているが、その優秀さが徒となって恐慌理解を現象的なものにとどめさせた。彼女は、日常的な
変動を捨象したからには、周期的なそれも同様にしなければならないと考えたにすぎない。

*41 ただし、固定資本の補てんについて、その初年度には単純再生産においても例外的に拡大再生産 (追加的な資本への追加) がなされるべき
ことを指摘していることについて気に留めておく。このことは拡大再生産の説明の時点で再び取り上げられるであろう。

*42 またそうでなければ、たんなる一般的等価 (つまり価値鏡として以外の独自の切実な使用価値をもたない特別な商品) が生産と消費の双方
に無視しえない影響を与えてしまうことになる。実際にはむしろそのような影響を与える可能性の少ない商品が一般的等価としての地位を
占めることができたのだった。

*43 経済学批判の立場からすればこの論点が提出されるのは当然であるが、同時にこの問いは〈原理論〉の範囲を越えつつあるということは意
識されねばならない。
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現される。社会的に規律された経済においては行

われなくなる、この資本主義的に生産する社会に

おける特殊な労働支出は、総資本の一般的再生産

過程における分離された部門として表されること

が、最も正確である。ルクセンブルグ (2011)

Luxemburgは上の論点にたいして、金生産を部門 I、

部門 II のいずれとも異なる新たな部門 III(交換手段の

生産部門)を創設することで解決しようとした。残念な

がらこの解答は痛ましいほどに間違っている。何よりも

先に指摘されるべきことは、この解答が再生産表式の意

義=〈価値法則〉の論証、という視点を破壊してしまう

ことである。社会全体の再生産はそれを細分しようとす

ればいくらでも細分できる*44。しかし、なぜ生産手段

と消費手段からなる二部門編成が必要であるかがあらた

めて問われねばならない。この編成はW′ · · ·W′ の循環

を表現するもっとも簡単な形式であり、一般的商品流通

が (1)「(総) 資本の固有の循環」のほかに (2)「個人的

消費に入る諸商品の循環」を含まなければならない、と

いうところから生じている。いずれの循環においても、

G′ はこれを媒介する役割を果たすにすぎない。

それでは Luxemburgの提起した二つの論点はいかに

して解答されるべきか。そのヒントとなるものが「資本

論」第二巻第三篇の各所に (バラバラに、そして非常に

わかりにくい形で)示されている。

まず Luxemburgの第一の論点について。Marxは第

18章「緒論」第 2節「貨幣資本の役割」で次のように記

述している。

・・・摩滅鋳貨を補填するために年々貨幣の生産ま

たは購入に支出されねばならない部分が、それだけ、

社会的生産の範囲を削減するものであることは、自明

である。しかし、一部は流通手段として、一部は退蔵

貨幣として機能している貨幣価値について言えば、そ

れはもはや存在するのであり、獲得されているのであ

り、(労働力、生産された生産手段、および富の自然的

源泉と) 並んで存在するのである。それは、これらの

もの (社会的生産) を制限するものとはみなされえな

い。「資本論」第二巻第 18 章第 2 節

つまり既に存在する流通手段については、労働力 (こ

れには潜在的なもの、すなわち相対的過剰人口を含む)、

残存する固定資本価値や天然資源などと同様に、再生産

表式に
●
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い。またこの既に存在する貨幣資

本について、第 20章「単純再生産」第 5節「貨幣流通

による諸取引の媒介」にはこうある。

・・・一般に商品生産者の背後に貨幣資本家がいて、

これがさらに産業資本家に貨幣資本・・・を前貸しす

るとすれば、この貨幣の本来の還流点は、この貨幣資

本家のポケットである・・・。「資本論」第二巻第 20 章第 5 節

またこの貨幣資本は金属鋳貨とは限らない。その内実

は信用貨幣、価値標章などでありかならずしも金生産に

かかわるとは限らない。またその必要量も商品の回転期

間の長短に依存し、さらに信用と株式によりごく少量で

済む (「回転をより短期間と仮定すれば―あるいは・・・

商品流通の立場から見て流通貨幣の流通度数をより頻繁

と仮定すれば―取引される諸商品価値を流通させるに

は、より少ない貨幣で足りる」)。

だから Luxemburgの第一の論点はすでに存在する貨

幣流通にかかるものではなく、実は金生産ないし金価値

の変動が再生産にどのような影響を与えるかという議論

であったということになる*45。

第二の論点について。Marxはやはり第 18章「緒論」

で労働証書について記述している (他の記述に紛れてし

まい、一見してそうとは見えないが)。

貨幣資本は社会的生産*46においてはなくなる。社

会が労働力と生産手段とを種々の事業部門に分配する。

生産者はたとえば指定券*47を受け取って、それと引き

換えに社会的消費用貯備の中から、彼らの労働時間に

相応する量を引き出すことになってもよい。この指定

券は貨幣ではない。それは流通しない。「資本論」第二巻第 18

章第 2 節

第一の論点が新産金がいかにして既存の貨幣流通に置

き換わり流通手段として通用していくか、という問題で

あるのにたいして、第二の論点は社会主義社会 (または

その入口である過渡期社会)において、貨幣がいかにし

*44 このことは SNAが国際的な取引きの便のために大分類から細目に至る精緻な産業標準分類をつくりあげていること、またこれを技術進歩
に応じて適宜改定していることを見れば明らかである。

*45 これについては「資本論」第二巻第 20章第 12節「貨幣材料の再生産」を参照。なお、金価値の変動については、1911–1913年に第二イ
ンターナショナルのなかで論争 (「Bauer–Valga論争」)が生じている。高嶋 (2019)を参照のこと。

*46 過渡期社会における生産のことである。
*47 労働証書のことである。
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て死滅していくか、という議論である。つまり二つの論

点はそれぞれ貨幣の誕生と死滅を対象としている。

前者では、鉱山資本のもつ新産金が貴金属取引業者や

中央銀行のもつ旧来の貨幣と相対して流通のなかに入っ

ていく。その入り口はあくまでも鉱山業であり、これが

(たとえ奢侈品であるとしても) ただちに消費資料を製

造することは考えられず、その生産物たる金地金はさら

なる加工 (宝飾品用ばかりでなく今日では電子部品の用

途を含む)のための原料であり、これが部門 Iに帰属す

ることは当然である。

後者では、貨幣に代わって (流通することのない) 労

働証書が生産物 (商品ではない)の受け渡しに使われる。

これは支出された労働量を記録し、生産物の社会的な需

要を計測するための手段である。価値というカテゴリー

そのものが消滅するため、それを保存する必要はそもそ

も存在しない。したがって、これまで流通していた貨幣

材料はその本来の用途 (金地金としての) に戻されるで

あろう。これによって金鉱労働 (金の採掘と精錬) がな

くなることはないが、その生産物が貨幣として使われる

こと (一般的等価へと転化すること)はなくなる*48。

以上に述べたように、Luxemburgの主張するような

部門 III の創設はまったく必要ない。では Luxemburg

をしてこのような誤びゅうに導いた原因は何か。この疑

問を気に留めておいて、われわれは先を急ごう。

4.3.3 拡大再生産と販路の問題

Luxemburgは第 7章「マルクスの拡大再生産表式の

分析」で再生産表式を販路の側面から再検討している。

その動機は第 6章「拡大再生産」の末尾にある次の記述

(「蓄積の具体的な社会的諸条件」)から明らかである。

・・・二、三の簡単な規則の下で、蓄積の表式上の

展開を続けることには・・・なんの限界もない。しか

し、いまこそここで、我々が驚くほど順調な結果に到

達するのは、常に我々がただ驚くことは何もないよう

な足し算引き算の特定の数学的練習をしているからで

はないのか・・・蓄積が妨害もなくこれほど無限に進

むのは、紙が忍耐強く数学的方程式を書かせているた

めではないのか、ということに注意すべきである。換

言すれば、いまこそ蓄積の具体的な社会的諸条件を探

すべき時なのである。ルクセンブルグ (2011)

上の検討 (「資本主義的蓄積のこの厳格な規則が実際

の諸関係に一致しているか否か」の確認)を進めるに際

して Luxemburg が注目するのは、1). 欲求 (「社会的

欲求の充足」)であり、2).需要 (「支払い能力のある需

要」) である。前者を議論するために、人口 (と社会主

義社会における蓄積)に言及するのであり、後者に対応

して貨幣流通を独立して考察する目論見が生じている。

この枠組みの前提となっているものは、再生産表式その

ものが資本制社会ばかりではなく、社会主義社会を含む

社会一般に通用する、との前述の想定である。

Luxemburgは上の想定に基づいて単純そして拡大再

生産の表式の「客観的社会的妥当性」*49を社会的欲求充

足の観点から検証し、それを「証明」している。ただし、

われわれは次のことに留意しなければならない。

a). 再生産表式に含まれえないものの存在を忘れるべ

きでないこと。再生産表式はたしかに社会的総労

働と総生産手段がいかに各生産部門に配置されな

ければならないかを記述する。その意味では (ま

たその目的を問わなければ)これはあらゆる社会

に適用可能のように見える。しかし、人口そのも

の (潜在的なあるいは将来の労働量および社会福

祉)*50、固定的な生産諸手段 (過去に支出され生

産物中に固定された労働量)、労働生産物ではな

い天然資源 (の恩恵またはその喪失) などは再生

産表式の考慮の外にある。これらは剰余労働から

の控除というかたちで消極的に表現しうるにすぎ

ない。

b). 社会主義社会において、可変資本 v と剰余価値

m は必要労働量 v′ と剰余労働量 m′ に転化して

いること。また Iv+m = IIc の等価交換 (〈価値

法則〉)は等労働量交換に転化すること。それゆ

*48 仮に貨幣生産が残存するとしても (またそれは金生産であるとはかぎらない)、これはやはり残存する外国貿易に対処するためのものであ
り、労働者国家はこれを戦略的に、つまり価値を保存するためにではなく、価値を破壊するために目的意識的に使うはずである。

*49 宇野の言葉で言えば「経済原則」。
*50 Keynesの有効需要政策は、部門 Iの拡張を資本家個人の蓄積欲求ではなく、国家的な事業として実現するものであった。これはもし条件
さえ許せば、あふれる相対的人口 (失業者)を再生産過程のなかに取り込むことができるであろう。しかし、そのためには生産拡張のための
条件 Iv+m > IIc を満足していなければならない。
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えに v′ +m′ の内訳は本来区別できなくなってい

る。またその交換は、相応する生産物を (生産手

段としても消費手段としても)社会的備蓄のなか

から一定額の労働証書と引き換えに引き出すとい

うかたちで実現される。その交換比率の計算は擬

制的価格によらなければならない。だから交換の

範囲も Iv+m = IIc には限定されない。

c). 充足されるべき社会的欲求の変容が考慮されるべ

きこと。革命時、すなわち危機が差し迫った事態

において、社会は最低限の欲求 (安全の確保と基

本的生存欲求) 充足を優先しなければならない。

しかし、やがては社会的承認と自己実現の欲求が

関心の対象となる*51。これらは労働への参加 (自

己の内容の対象化とそれを通じた成長)によって

はじめて充足される。つまり再生産を駆動させる

目的・関心はW′ · · ·W′ から P · · ·Pに移る*52。

次に Luxemburgは「支払い能力のある需要」の観点

からの検証に移る。その際に、「蓄積の出発点は何であ

るのか」という問いを立てていることからも分かるよう

に、彼女は再生産表式を実際の現実的な取引とみなして

おり、これがつねに需給均衡 (価格=価値) を前提とし

ていることを忘れ果てている。拡大再生産における (部

門 I、部門 IIの)蓄積に対応する生産物の購入者が
●

ど
●

こ
●

に
●

い
●

る
●

の
●

かを問題にしているが、新たな購入者の候補は

次のとおりであり、検討の結果いずれも否定される。

i). 資本家 I、IIの個人的な消費手段または生産手段

の必要。しかし、蓄積とは彼らの消費の節制であ

るのだから、消費手段というのはあり得ない。ま

た、部門 I、IIでの生産手段の必要は、互いの需

要が互いの需要を説明しており「我々は明らかに

堂々巡りをしている」。

ii). (可変資本としての)労働者人口、またはその自然

的増加。しかし、前者は「資本家階級は労働者階

級全体に・・・可変資本相当額に正確に定めた部

分に対する手形しか与えない」、「所与の労働者数

と彼らの需要は資本主義的生産の出発点ではな

く、これらの大きさ自体は・・・資本主義的な利

潤の見込みに「従属する変数」である」ことから

否定される。後者は、「可変資本はあらかじめ労

働者数の増加を含んでいる」ことからやはり否定

される。

iii). 社会によって養われ、維持されなければならない

人口階層 (土地所有者、インテリゲンツィア、聖

職者、官吏など)。しかし、再生産表式上は収入

を得るのは労働者と資本家のみであり、それ以外

の人口階層の生活手段はこれら収入のうちから分

け前として配分される*53。独立の需要をなすも

のではない。

iv). 外国貿易。しかし、これは「資本論」の想定する

純粋資本主義社会の仮定*54とは相容れない。

上のことに加えて Luxemburgが、すべての剰余価値

が販売 (「実現」、「貨幣と交換」) されなければならな

いことを強調する。このことから次のような推論がなさ

れる。

・・・剰余価値は絶対に貨幣形態を通過しなければ

ならず、剰余価値は再び蓄積の為に貨幣形態をまとう

前に、先ずは剰余生産物の形態を脱ぎ捨てなければな

らない。しかし、(部門)I および II の剰余生産物の買

い手は何であり誰であるのか。・・・(部門)Iおよび II

の外部に、販路が存在していなければならない。そう

であってこそ、剰余価値は初めて貨幣に転化すること

になろう。ルクセンブルグ (2011)

*51 これは A. Maslowの欲求階層説と同じである。Abraham Maslow(1908–1970)はアメリカの心理学者であり、メンタルヘルスの領域を
心理学の研究対象とすることに貢献した。

*52 またそうでなければ、社会は「スターリニズム」という疎外態に転化する。そこでは、生産力の際限のない拡大 (生産諸手段=フォンド蓄
積の自己目的化) とその反面の自然資源の飽くことなき収奪が一義となる。この有様は、資本制社会で部門 I の蓄積が優先されることとな
んら選ぶところがない。

*53 「労働をもってしようがしまいが、再生産に直接には携わらない社会構成員はすべて最初は年々の商品生産物に対する彼らの分け前―すな
わち彼らの消費手段―を、生産物を最初に所有することになる諸階級―すなわち生産的労働者、産業資本家および土地所有者―の手からし
か、受け取ることはできない」(「資本論」第二巻第 17章第 2節)。

*54 「ここでは、一国民が贅沢品を生産手段または生活手段と交換することのできる、あるいはその逆をすることのできる輸出貿易は捨象され
る。検討の対象をその純粋性において、攪乱的な付随的事情から自由に把握するためには、我々はここでは全商業世界を一国と見なさなけ
ればならず、資本主義的生産が至る所で根付き、全産業部門をとらえたということを前提にしなければならない」(「資本論」第一巻第 22

章第 1節)。
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以上のような Luxemburgによる考察は、彼女が無意

識のうちに市場の不均衡を前提として (価格 ̸= 価値の
レベルで) 再生産表式を把握してしまっていることを

表している。恐慌論の領域に踏み込んでしまうことを

警戒して価格=価値を強調したにもかかわらず、そのこ

とを忘れているかのようである。また貨幣は流通過程

W′ − G −W′ を媒介するという消極的な役割しか果た

さず、たえず貨幣資本家の手に還流し、再生産表式の上

には現れてこないはずであるが、そのことを理解してい

ない (あるいは理解を拒んでいる)ように見える。

Luxemburg の問い (拡大再生産における蓄積に対応

する商品購入者がどこにいるのか) に解答するならば、

もっとも適切な選択肢は i).資本家自身の生産手段に対

する需要、である。これを Luxemburg は「堂々巡り」

として退けているが、まさにこの「堂々巡り」こそが市

場均衡を個々の無限の取引に分解したものであった*55。

その後第 8章「マルクスによる困難解決の試み」、第

9章「流通過程の視角の下での困難」と、Luxemburgに

よる考察は続くが、依然として「困難」は解決されず、

最終的に第三篇第 25章の冒頭で次のように宣言される

に至る。

我々は第一篇において、拡大再生産はそもそも誰の

ために行われるのかという問いに、マルクスの蓄積表

式は解答を与えていないことを確認した。この表式は、

これを「資本論」第二巻の終わりで展開されている言

葉通りにとるならば、あたかも資本主義的生産はもっ

ぱら自分でその総剰余価値を実現し、そして資本化さ

れた剰余価値を自分自身の欲求のために使用するかの

ような外観を呼び起こす。ルクセンブルグ (2011)

ここで LuxemburgはMarxが解答を与えていないと

非難するが、実際には Marx の解答―誰のためでもな

い、総資本としては―の受け取りを拒否しているので

ある。

第 9章で Luxemburgが取り上げた「困難」とは、彼

女自身の言葉を使えば次のようになる。

・・・誰かしらが、資本化された剰余価値を買い取

らねばならないはずだ。ところが、資本家と労働者の

他には買い手は考えられない。・・・二つしか存在し

ないこの社会階級の外部での剰余価値の実現は、必要

であるとともに不可能であるように思われる。資本の

蓄積は、一つの循環論法に陥ってしまった。いずれに

しろ、我々は「資本論」第二巻においてはこの問題の

解決を見つけることはない。ルクセンブルグ (2011)

しかし、Marxは実際には次のように解決を与えてお

り、それを Luxemburg自身が引用している。それをあ

くまでも解決とみなしていないだけである。

・・・流通する商品量の価値総額は増加しているが、

それは所与の商品量の価格が上昇したからではなく、

いま流通している商品の量が以前に流通していた商品

の量よりも多く、しかもこの増大が価格の下落によっ

て相殺されるようなことがなかったからである*56。こ

のより大きな価値を持ったより大きな商品量の流通

に必要とされる追加的貨幣は、流通する貨幣量の節約

を大きくすることによって―支払いの相殺等による

にせよ、同一の貨幣片の流通を速くする手段によるに

せよ―、あるいは蓄蔵形態から流通形態への貨幣の転

化*57によって、調達されなければならない。「資本論」第二

巻第 17 章第 2 節

論点をより明確にするならば、このようになる。再

生産表式の議論は総資本の再生産を取り扱う。これは

W′ · · ·W′ を基礎とし、その規模が拡大する場合も、不

変の場合も基本的には同じである。しかし Luxemburg

は前者についてこれを蓄積の観点 G · · ·G′ から検討し

ている (またそうすることにより無意識のうちに総資本

の視点から個別資本の視点に移ってしまっている)。こ

の観点から拡大総生産は単純総生産とは質的に異なる

ものとし*58、Marxの解決を単純再生産の立場として切

り捨てているのである。しかし、本来的にはW′ · · ·W′

も G · · ·G′ も (また P · · ·P も) ひとつの再生産過程の

異なった断面にすぎず、それらの間に矛盾が起きるはず

はないのである。

*55 これは興味深いことに、産業連関表を使った乗数効果の計算ときわめて類似している。
*56 ここには文字通りの価格の下落ばかりではなく、言外に価値の下落 (相対的剰余価値の生産) も含まれていることに注意する。不況期に進
む資本の有機的構成の高度化が前の循環よりも相対的により少ない貨幣流通を可能とする。

*57 つまり個別資本によって再生産表式の外部 (貨幣退蔵) から内部の流通に貨幣が投げ込まれる。彼らにとって貨幣はいかなる形態にあろう
が価値としては同じであり、しかも手元にあることは機能していない (価値増殖しない)ことと同じである。

*58 再生産として、両者が本質的に同一であることは、一つの拡大再生産を二つの単純再生産の和 (ただし、片方は前年度の循環をもたない)

として表現できることから容易に分かるであろう。
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4.3.4 Luxemburgの真の問題意識

Luxemburgのこだわりがどこにあるのかを「資本蓄

積論」第一篇「再生産の問題」の叙述内容から読み取る

ことはできない。そこで、われわれは第二篇「問題の歴

史的叙述」に進まなければならない。

Luxemburgの真意は第二篇の後半「第三の論戦」の

冒頭にある第 18章「装いを新たにした問題」にことの

ほか明瞭に示されている。そこでは、第二篇全体が資本

主義的蓄積がなんら支障なく進むという楽観論者とこれ

に挑戦する批判者との対立を描き出すことに充てられて

おり、Luxemburgは一貫して後者にたいして同情的で

あることを隠さない。この対立構図にもとづいて三つの

論戦が整理されており (表 4.7)、Luxemburg は後者へ

の共感を再生産表式によって理論的に表現することを自

らの課題としている。

表 4.7 のうち、Luxemburg の動機を探る上で特に重

要なものは第三の論戦である*59。この論戦は (前の二

つの論戦とは異なり)社会主義陣営内部の路線対立にか

かわるイデオロギー闘争であり、具体的には「ロシアは

西ヨーロッパの例にならって資本主義的発展を通過す

べきか否か」が問題となっている。資本主義の段階を経

る必要がない、とするのがナロードニキのグループであ

り、ここでは V.Vorontsovと Nikolai-on*60がその主張

を代表している。資本主義の段階を経るべきだとする

のが「合法マルクス主義者」たち (Struve、Bulgakov、

Tugan-Baranovsky に代表される*61)、および (「四月

の転換」以前の)Lenin とボリシェビキである。前者の

ナロードニキは一段階での社会主義革命を目指し、後

者の「合法マルクス主義者」は二段階戦略を提起してい

る。Luxemburgの分類にしたがえば、前者は資本主義

の批判者・告発者であり、後者は資本主義の下での生産

力の無限の発展を夢見るその弁護者である。

Luxemburgはドイツ、ロシア両帝国に挟まれたポー

ランド出身の共産主義者としてロシアにおける論争に死

活的な利害を見出したはずであり、また 1885年の「資

本論」第二巻出版後の理論戦線の命運 (第三巻は 1894

年まで刊行されていなかったことに注意)を測るものと

してこの論争を局地的なものではなく一般的な見地から

取り扱われるべきものと考えていたはずである。

ここで、Luxemburgが第三の論戦をどのように評価

したかを、それぞれの陣営ごとに見ていく (叙述の順序

は入れ替える)。そこで明らかになるのは、Luxemburg

が「資本論」第二巻の方法論と、ロシアを取り巻く現実

とのはざまで、理論をとるか現実をとるか、という深刻

な矛盾に引き裂かれているありさまである。この矛盾

は、〈原理論〉とは異なる〈段階論〉という新たな理論

の創出、という方向に突破されなければならなかった。

「合法マルクス主義者」への評価

Struve はナロードニキに反対して、資本主義が一般

に販路としての国内市場を狭めるのではなく、むしろ広

げると主張する。この主張は、ロシア資本主義の「帝国

主義的膨張」を目指す「自由主義的綱領」であって、彼

はこれにエセ「マルクス主義」的な理論的根拠づけを与

えている。彼はシベリア鉄道の建設がもたらす「ロシア

における新たな販売市場・・・のバラ色の開拓像」を描

き出すが、「予言に熱が入るあまり」、「無限に成長する」

国内市場どころか「特定の外国の販売市場」のことさえ

も自国のものとして語っている。彼が「希望に充ちたロ

シア資本主義の陣営」に加わることはもはや時間の問題

でしかなかった。

*59 この論争は、やがては日本の地でアナ・ボル論争と日本資本主義論争として引き継がれるものである。
*60 N. Daniel’sonの筆名。
*61 Luxemburgは 3名の他に次のリストを挙げている。G. Plekhanov、N. A. Kablukov、A. Manuilov、A. A. Isaev、P. N. Skvortsov、

V. Ilijin (V. I. Lenin の当時の筆名)。「合法マルクス主義者」たちと並んでここに Lenin の名が含まれていることは興味深く、またこれ
は次節の内容にも関わる (後述)。
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表 4.7 三つの論戦

第一の論戦 第二の論戦 第三の論戦

時期・対象 1820年代・ヨーロッパ 1830年代～1840年代・プロ

イセン

1880年代初め～1890年代半

ば・ロシア

楽観論者 J. McCulloch、D.Ricardo、 von Kirchmann P. Struve、S. Bulgakov、

J. B. Say、 M. I. Tugan-Baranovsky、他

批判者 J. de Sismondi、 K. Rodbertus V. Vorontsov、

(T. R. Malthus*62) Nikolai-on

備考 1815年、1818–19年の英国に

おける最初の恐慌の直接的印

象を受けて。資本と収入の区

別が主題となる。

1837、1839、1847、1857年

恐慌と高揚する労働者運動

(リヨン蜂起、チャーチスト

運動)の刺激を受けて。

1861 年の農奴解放以降のロ

シア経済の発展方向。社会主

義運動陣営内の論戦。

出所：ルクセンブルグ (2011)をもとに筆者作成

Struve が自説の論拠としたものは、商品販路につい

ての次のような現実主義的な把握であった。

1). ロシア経済は、以前は「自立的で孤立していた

(農業)生産者の集合」にすぎなかった。しかし資

本主義の世界的な流通網に組み込まれたことによ

り、「農村における自然経済の除去とそれに代わ

る商品経済の侵入」が目覚ましくなった。農村は

工業製品の有力な買い手へと成長した。

2). 上の経験は、剰余価値の実現にかかる理解へと一

般化される。たしかに「剰余価値は、資本家の消

費によっても労働者の消費によっても実現され

え」ない。しかし、ロシアには農村という「第三

者」があるし、またいかなる資本主義国にも (「英

国においてさえ」)そのような「第三者」が見い

だせる*63。

3). ロシアが広大な農村地域をもつということは、

「外国市場がなくてもやっていける幸福な状況」

を意味する。これと同じ恵まれた状況にある国は

アメリカ合衆国ぐらいである。ロシア資本主義は

「ほとんどもっぱら国内市場を拠り所にしても非

常に高度な発達を遂げうる」*64。

Bulgakovは基本的に Struveと同じこと (「資本主義

は国内市場の恩恵だけで存在することができる」)を主

張しているが、Struve よりも「資本論」の叙述により

忠実であり、より明晰であろうと努めている (たとえば

苦し紛れに「第三者」を持ち出すことはない)。しかし

Luxemburgは Bulgakovの説明には (Marxによる説明

と同様に)納得しない。つまり、その理論は「日々行わ

*62 LuxemburgはMarthusについて、(Ricardo派への反対という点で)Sismondiとの共通性を認めるものの、その姿勢はむしろ対極に位
置するもの (地主の立場)と評価している。すなわち「我々が関心を寄せる問題においては、両者の間には往々にして直接の対立が存在して
いる。シスモンディは・・・資本主義的生産の告発者である。マルサスは資本主義的生産の弁護者である。とはいえ、それは、何か彼がマ
カロックまたはセイのように、資本主義的生産の矛盾を否定したという意味においてではなく、逆に彼がこの矛盾を強引に自然法則に持ち
上げ、絶対的に神聖化しているという意味においてなのである」。

*63 Luxemburgはこのような「第三者」の議論が「大衆」、すなわち「ブルジョア的俗流経済学者たちが」「他に説明が見つからない物事を説
明するときに」「曖昧な態度で」持ち出してくる言葉と同じであると断じている。そして「これらの「第三者」はすべて経済学的にはたいて
いは―彼らが部分的に労賃の伴食者でもあることが証明されない限り―剰余価値の伴食者である」と説明している。

*64 Luxemburgはこの考えが A. Wagner、A. Schäffle、G. von Schmollerの見解 (「「大きな領土」とかなり多くの人民を有する国は、そ
の資本主義的生産において「完結した全体」を成すことができ、国内市場だけで「無期限に」やっていける」)にならったものであることを
指摘している。これにたいして、Luxemburg は英国の綿工業の歴史を引いて、資本主義は「すでにその幼年期に世界市場を目当てに生産
し始める」という理解を対置している。

*65 ただし、その誤解はここでは説明されず、Tugan-Baranovskyの項に持ち越される。両者が共通に主張していることは、(再生産表式の上
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れる事・・・資本主義的現実のあらゆる周知の事実とす

さまじく矛盾」しており、「単純で非常に大きな誤解に

基づいている」とこれを論難している*65。

Bulgakov は、ナロードニキの主張 (ロシアの資本主

義的発展が外国市場なしには不可能であり、「消費の減

少に直面でもすれば、資本主義的生産の著しい増加」は

たちまちのうちにとん挫してしまう、など)が「資本主

義社会における消費の役割」についての彼らの誤解から

生じている、と論じている。その誤解とは、生産の目的

が消費であることから、生産拡大も消費の規模によって

制約されている、と彼らが思い込んでいることである。

しかし理論的には生産の規模 (c+ v +m)と消費の規模

(v +m)は別物であり、前者が後者に制約されているわ

けではない。「消費、すなわち社会的欲求の充足は資本

流通の副次的な一契機を成すにすぎない」。

そして Bulgakovは剰余価値の実現については次のよ

うな簡単な Q&A をおいて済ましている (Luxemburg

はこの説明が簡単すぎるために、疑ってかかっている)。

Q1: 資本化される剰余価値を実現するためには、どれ

ほどの貨幣が必要なのか。

A1: 商品流通の一般的法則にしたがって必要とされ

るだけ。

Q2: 資本化される剰余価値を実現するためには、資本

家たちはこの貨幣をどこから手に入れるのか。

A2: かれらはこれをまさに持っていなければなら

ない。

Q3: そもそも貨幣はどこから国内に入ってくるのか。

A3: 金生産者から。

Bulgakovは生産拡大が消費の規模によらないことと

関連させて、資本の〈有機的構成の高度化〉とそれを基

礎にした〈一般的利潤率の傾向的低落〉を説明してい

る。すなわち「資本主義的生産の発展の基本的諸法則は

可変資本および資本家の消費原資の大きさ (v+m)を―

それは絶対的には増加するにもかかわらず―相対的に減

少させる・・・それゆえに・・・生産の拡大は消費をあ

てにして行われえないし、また行われていない。・・・

この法則は各個別資本家に対して、競争の厳格な命令と

いう形態をとる」*66。

このように Bulgakov はできるかぎり忠実に「資本

論」の叙述を追っているが、以下のように「資本論」の

想定を超える現実の分析にも踏み込もうとしている。

1). 後進国における資本主義化の過程においても、再

生産表式を用いて拡大再生産の過程を追跡でき

る。やはりまず部門 Iが形成され、これが部門 II

への需要を用意する*67。さらに部門 IIの成長が

再帰的に部門 Iへの需要をもたらす。こうして両

部門の生産は (理論的には)「閉じた円環」をな

す。この生産は外部市場に依存していない。

2). ただし現実においては外国貿易が生じる。輸出

には輸入が伴い、両者は一般に均衡する。この外

国貿易の積極的要因は農産物輸入であり―Bul-

gakovは英国の視点で見ている―、その埋め合わ

せとして工業製品輸出が生じる。このような交易

は (生産様式の本質からの) 理論的な要請という

では) 生産拡大が消費からは独立しており、消費の規模に制約されない、ということである。Luxemburg はこれを誤りと考えていること
がわかる。

*66 これにかんして Bulgakovは「資本論」第三巻第 15章「この法則の内的矛盾の展開」より次を引用している。「内的矛盾は、生産の外的範
囲の拡大によって融和されることを求める」。Luxemburgは Bulgakovがこの言葉をまったく誤解していると論じている。実は「資本論」
のこの箇所は、宇野弘蔵の言う「難所」の一つである。もしもこの内的矛盾とは〈資本の過剰〉のことを指すのであれば、それは確かに恐
慌により一時的に破壊され、次の景気循環の開始時に不況下の資本の〈有機的構成の高度化〉を通じて「融和」される。だから Bulgakov

は正しい。ところがこの叙述の置かれているのは、〈一般的利潤率〉が競争によって形成され、価格が価値へと回帰する事態である。正しい
記述が全体としては誤った構成の下で語られているので混乱が生じ、Luxemburgはこれに幻惑されたのだと言える。
Bulgakovは恐慌については次のように論じている。「消費の規模を決して生産の拡大の直接の限界と見なすことはできない。資本主義的
生産は、生産の真の目的 (=消費)からの逸脱を恐慌をもって償うが、しかし資本主義的生産は消費からは独立している。生産の拡大は、そ
の限界を資本の規模のうちにのみ見出し、ただこれのみに依存しているのである。」

*67 ただし、この過程が開始されるには、可変資本 v となる労働力、すなわち生産諸手段から切り離された相対的過剰人口が必要であり、なん
らかの資本の〈原始蓄積〉過程が必要であることに留意しなければならない。単に不変資本 cが用意されるだけでは資本と労働の結合は行
われず、資本の増殖も行われえない。

*68 Luxemburgは Bulgakovが F. Listの影響下にあると論じている。諸国家は Listの言う「マニュファクチュア状態」、「農耕マニュファ
クチュア状態」の二つの類型に分けられる。前者の典型は英国であり、自国だけでは原材料と食糧を自給できない。後者の典型はアメリカ
合衆国であり、自国の資源を最大限に生産に活用できる。外国貿易の環境が攪乱されたとき、前者では深刻な食糧危機が生じるが、後者で
は一時的な恐慌が起こるものの、その後すみやかに恢復する。
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よりは、むしろ諸国のおかれている自然条件にし

たがって生じている*68。

Tugan-Baranovskyは Bulgakovと同様に再生産表式

の議論からナロードニキの主張を批判したが、Bulgakov

が「マルクスの表式を資本主義経済・・・の実際の具体的

諸問題に投影しようと誠実に努力し、そこから生じた困

難との格闘を試みた」のにたいして、Tugan-Baranovsky

は「「表式」が正しいのかという問いを立てることを決

して必要だとは考え」なかった*69。つまりナロードニ

キの問題意識そのものにはまじめに取り組まなかった。

その結果として、「ロシアにおける資本主義には発展す

る能力があるのか」という問いに答える以上に「資本主

義の永続の可能性」と、またそれゆえに「社会主義の不

可能性」を「理論的に」証明することに「成功」した*70。

Tugan-Baranovskyにおいて特徴的であるのは、その

恐慌論 (「過少消費説」否定論) である。「過少消費説」

は Sismondiを源流とするが、「消費ではなく、生産自体

がそれ自身の最良の販路」なのだから、需要不足が「拡

大する資本主義的生産の実現を不可能にする」というこ

とはありえない。その代わりに Tugan-Baranovsky が

持ち出すのは「生産拡大の際の均衡の欠如」であるが、

それでさえも「平均をとれば」社会は均衡状態にあるの

だから、いずれは恐慌からの恢復が果たされる。これは

J. B. Sayの言明「何らかの商品が過剰に生産されたな

らば、これは単に何らかの他の商品が過少に生産された

ことを証明しているにすぎない」の焼き直しである。

Luxemburgは Tugan-Baranovskyを批判して、部門

I が部門 II よりも「急速に増大する」という事実は正

しいが、だからといって「生産手段の生産は消費から独

立している」という見解は正しくない、と云う。その論

拠として挙げられるのは「恐慌問題を扱う際にセイやリ

カードウにいつも現れたのと同じ貨幣流通の無視」で

あった*71。

ナロードニキへの評価

Vorontsovは「資本主義を呪うことも、あるいは資本

主義の到来を願うことも同じように不合理である」と

主張*72したが、それは「資本主義はロシアではまった

く不可能であり、資本主義は根付いていもいないし、

未来もない」という判断に基礎をおいていた。ここで

は「根付く」ということの意味が重要となる。この語を

Vorontsovは「ロシアの生産全体を資本主義的基礎の上

に置くこと」であり、「この国の産業的組織への資本の

偶然的参加」のことではないとしている。

Vorontsovは直感的ではあるものの〈資本の過剰〉が

存在することを明確に掴んでいた。またそれを「破壊」

することなしに資本主義は永続できないことも理解し

ていた。ただしその説明ははなはだ不正確であった。

Vorontsovは剰余価値を生の労働量から理解し、総労働

量 v+mのうち vは労働者が自分自身で消費し、超過分

たる剰余価値 m は資本家が自身の生活手段 (海外から

調達される贅沢品を含む)と新たな資本蓄積に使うもの

*69 Tugan-Baranovskyは再生産表式を現実と同一視しているので、「この表式のなかでは」過剰な生産物は生じないのだから、現実にも生じ
ない、として J. Hobsonの帝国主義にたいする非難 (工業諸国での過剰生産ゆえに、製品販路と原材料確保が必要となり、膨張的植民地主
義たる帝国主義がもたらされる)を論破できたことにしている、と Luxemburgは論じている。

*70 消費が再生産全体のなかで量としても、意義としてもさしたる地位を占めない、ということは一方では倫理的な観点からの資本主義批判 (目
的と手段の取り違え)として語られ得るし、また他方でこれを生産力増進を一義とする立場 (生産力主義)から正当化されうる。Luxemburg

は Tugan-Baranovsky の資本主義批判を前者と同類のものとして糾弾し、Lenin の次の言明を後者と同根の生産力主義だと評している。
「資本主義の歴史的使命・・・はまさしく社会の生産力の発展 (生産のための生産)にあるが、その社会的構造は大衆によるこの生産力の利
用を排除する」。Luxemburgは、資本主義の下での生産力の増進は資本家的な歴史的特殊性を帯びたものであり、これをそのまま是認する
わけにはいかないと反論する。そして「社会的労働による自然の支配」の表現としての生産力は、「人間の欲求が生産の唯一の基準」となっ
たときに、もっとも正確なものとなり、より「急速に進む」と論じている。Luxemburgのこの批判は基本的には正しい。惜しむらくは、こ
のように付け加えるべきであった。すなわち、資本のもとでの生産諸力の発達は、われわれ人間をその奴隷とする方向への発達である、と。

*71 Luxemburgが貨幣流通にこだわるのは、恐慌における商品の過剰と人民の窮乏の併存を「購買手段」の欠如として、したがって、貨幣流
通の枯渇として捉えてしまったからである。またその思い込みは Sayと Sismondiの論争の誤った解釈に由来する。すなわち、Sismondi

が「生産の拡大は市場の停滞や恐慌を、そして人民大衆にとっての一層大きな窮乏を生み出す」と詰問するのにたいして、Sayがしらじら
しく次のように反問することに直対応しているのである。「生産物はそもそも生産されすぎることがあり得るとあなたは主張されるが、で
は、これほど多くの困窮者、これほど多くの着るものにも食べるものにも事欠く者が我々の社会に存在するのはどうしてなのか」。これを
Luxemburgは、Say が「貨幣流通を度外視し、直接の商品交換をもって操作する」トリックを用いたと考えた。Luxemburgは、恐慌の
現象面に目を奪われて、その本質たる〈資本の過剰〉を掴むことに失敗している。

*72 Vorontsov 自身は労働運動そのものにまったく冷淡であり「私は、人民の搾取の形態および度合いとしての資本主義の未来については何
も語るつもりはない」としている。
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とするが、後者は結局は消費し尽くすことができず、こ

れが〈資本の過剰〉となる*73。Vorontsovはこれを「自

己の消費能力を、剰余価値の急速な増大と足並みを揃え

て増大することができない人間という生物の不十分な柔

軟性」と表現している。

〈資本の過剰〉を処理する最も簡単な方法として

Vorontsovが提唱することは「生産の参加者の間での国

民所得の分配を適切に変更すること」*74である。さらに

確実に〈資本の過剰〉を「破壊」する方法が「近代的軍

国主義」と「外国貿易」、すなわち実質的な帝国主義政

策である。

Nikolai-on は (Vorontsov とは異なり) 資本主義経済

がロシア農村地域におよぼす破壊的な作用を警告するこ

とを自己の使命と心得ていた。「(ロシア資本主義の)発

展は、ロシア人民にとってあらゆる災厄の源泉となり、

飢饉の源泉にもなった」とし、ロシア農村の資本主義化

が「農業人口の副業であった仕事を一つひとつ奪い取

り、農民層から・・・収入源を取り上げ、それによって

工業製品に対する農村住民の購買力もますます減退し、

その結果国内市場はこの面からもますます収縮する」と

指摘する。

上の災厄の原因となるものが「資本主義的洪水」とも

形容すべき労働生産性の持続的上昇である。Nikolai-on

はこの労働生産性の上昇の成果は個々の資本家の利益に

とどまり、社会全体を潤すには至らないというばかりで

なく、「大量の労働力と労働時間」が生産過程から「解

放」され、これがロシア社会全体の重荷になっている、

と論じている*75。

Nikolai-onは、伝来の土地共有制度に基づく農村共同

体 (「オプシチーナ」または「ミール」) が上の災厄を

ロシアが避ける上で役に立つと論じ、これに近代的科学

技術の成果を接ぎ木しさえすれば、資本主義の破壊的作

用を押しとどめられると期待した。しかし Engels は、

すでに 1875年にこの制度を「太古の制度の生命力のな

い残滓」とみなしていた、と Luxemburgは指摘してい

る*76。

Luxemburgの問題意識から読み取れる論点

以上の Luxemburgによる第三の論争のまとめを通じ

て、われわれは Luxemburgが何にこだわり、どこで躓

いたかについて、重大な教訓を得る。これを列挙すれば

以下のようになるだろう。

A). 恐慌の現象と本質。ナロードニキは確かに恐慌の

本質を〈資本の過剰〉として掴み、帝国主義の諸政

策を〈資本の過剰〉の処理と位置付けていた。た

だしその姿勢は世代の違いを反映し、Vorontsov

は無関心な中立的態度をとり、Nikolai-onは警鐘

を鳴らした。Luxemburg は Sismondi の議論に

影響されて恐慌の現象面に囚われた。

B).「合法マルクス主義者」が再生産表式を理論とし

てはきわめて正確に理解したものの、それを現実

に適応する方法論を欠いていたこと。再生産表式

の適用限界を自覚せず、理論そのものを現実と見

誤った。また最も肝心な〈資本の過剰〉の存在を

認めなかった。これにたいして、ナロードニキは

再生産表式を使いこなせなかった (不変資本 cの

存在を無視した)。

C). 論争の真の止揚が、より高い水準で (an und für

sich) 求められていたこと。ナロードニキは現象

を直感的に (an sich)理論化したに過ぎなかった。

つまり、ロシアで現実に起きている事態は理解で

きたが、その将来についてはまったく誤った見通

しを与えた。「合法マルクス主義者」は理論をき

わめて正確に理解したが、またそれを現実に適応

する試み (Bulgakov)さえ示したが、全体として

は理論を現実そのものと誤認し (für sich)、無自

覚にブルジョア・イデオロギーを自己の哲学に取

*73 この説明では不変資本 cがまったく無視されており、再生産表式も出る幕がない。つまり、生産手段と消費手段も区別していない。
*74 Vorontsovはプロレタリア革命を想定しているとはかぎらず、単に所得再分配などの社会 (福祉)政策のことを指しているとも受け取れる。
*75 Nikolai-onの論理は、不変資本 cを考慮しないという点で Vorontsovのそれとあまり変わらないが、これに加えて可変資本 v が最低限に
まで引き下げられていることを強調する、というわずかな違いが見られる。

*76 共同体所有は既に破壊されつつあり、「農民たちは放浪する労働者として食っていくために、度々、家族ともどもあるいは家族を残し
て共同体所有から逃れ、故郷の土地を見捨てる」。この過程は「税と高利の重圧」によって加速される。「オプシチーナ」は 1906 年の
Stolypin の農業改革 (これにより、農民はオプシチーナを脱退して土地を私有することが認められた) によって最終的にとどめをさされた
と、Luxemburgは論じている。
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り込んでしまった (Struve)。Luxemburgは前者

に同情的ではあったものの、前者が後者以上に

様々な誤びゅうをまとっていたため、後者の批判

のみに注力するだけで事足れりとしてしまった。

再生産表式を〈原理論〉ではなく帝国主義の現実に適

用する際には、以下のことに注意しなければならない。

a).〈資本の過剰〉を処理するための「第三者」の議論。

ここではすでに「純粋資本主義」の想定は解除さ

れている。したがって、1).帝国主義政策 (外国貿

易と植民地、軍国主義)と、2).農村経済、3).社

会 (福祉) 政策が議論の中心になる。Vorontsov、

Nikolai-on、Struveは自分たちが〈原理論〉を超

えた範囲で議論していたことに気が付かなかっ

た。Bulgakov、Tugan-Baranovskyは〈原理論〉

の想定をそのまま現実とみなした。

b). 〈資本の過剰〉は、再生産表式の外部を考慮しな

ければ理解できないこと。〈相対的過剰人口〉の

枯渇にせよ、天然資源の枯渇 (これが農業恐慌の

きっかけをなす)にせよ、再生産表式を見ている

だけでは数字として現れてこない。ナロードニ

キは資本拡大の限界が確かにあることを直感的

につかんでいたがそれがどこにあるのかを明示

できなかった。「合法マルクス主義者」は (また

Luxemburgも*77)再生産表式の外部の重要性に

そもそも気づいていなかった。

c). 〈資本の過剰〉(Nikolai-onの言う「資本主義的洪

水」)をもたらしたものは、(やはり再生産表式の

外部にある) 固定資本の問題である (これに Bu-

lagakovも、Tugan-Baranovskyも言及しなかっ

た)。これが労働生産性を著しく引き上げ、〈相対

的過剰人口〉を形成し、農村に滞留させた。だか

ら Struveの言うように、資本拡張の余地が大き

いという意味でロシアは「安泰」なのである。そ

うした国内の〈相対的過剰人口〉を持てないイギ

リス・ドイツのような国は植民地に活路を見いだ

すことになる。

それではこの固定資本形成が「第三者」として

〈資本の過剰〉の処理をいつでも引き受けるのか

といえば、そうはならない。その残存価値がある

程度償却されるまでは固定資本を更新するわけに

はいかず、また同等の生産能力のままで拡張する

ことはたんに製品価格の下落をもたらすに過ぎな

いからである。

d). 貨幣流通の問題。好況期の拡大再生産を考える限

りは貨幣流通は前面に現れない。W′ · · ·W′ の循

環を問題にしているのだから、また既に市場価格

は価値通りに売られる (〈一般的利潤率〉が形成

されている)のだから、要するに市場が均衡して

いるのだから、貨幣は触媒のように商品流通を媒

介するだけで、そこに価値 (=価格)を加えること

も減じることもしない。

しかし恐慌においては同じではない。一般的

利潤率と利子率とが逆転し、貨幣資本 G は唯一

の資本となり、そこをめがけてすべての商品価値

が流入する。「貨幣資本の不足」(金融危機)が露

呈する。またそれ以前に農産物など自然資源の不

足に乗じた商品投機が価格を釣り上げており、必

要な貨幣流通量も膨張している (景気の過熱によ

るインフレ－ション)。農村における再生産が困

難となる (肥料など工業製品の入手困難) のはこ

のためであり、これが都市の食糧危機を招き、さ

らなる投機を呼び込む。ここでは再生産過程は全

くの不均衡状態にあり、当然ながら再生産表式の

前提条件が成立していない。Luxemburgは市場

均衡の成立を前提とした再生産表式の中に無理や

り恐慌下の貨幣流通の問題を持ち込もうとしてい

る*78。

*77 いや、Luxemburgは気づいていた。後述。
*78 帝国主義段階における金融資本の重要性を説こうとしていたのだとしても、これを直接的に再生産表式のなかに持ち込むわけにはいかな
い。金融資本の蓄積形態の要となるべき株式資本の問題は、固定資本の「可動化」という課題と関連して出現し、いずれ再生産表式の外側
にある。
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4.3.5 〈帝国主義段階〉における蓄積

Luxemburgは第三篇冒頭、第 25章「拡大再生産表の

矛盾」で次のことを指摘している。

1).「資本論」第二巻の再生産表式は、「純粋資本主

義」の想定を前提とする。この想定は「生産のた

めの生産という解釈」以外の解釈を許さない。こ

の解釈を Luxemburgは「現実の忠実な理論的鏡

像」ではありえない、と論じる。

労働者の消費は資本主義的には蓄積の目的で

も前提でもない。・・・では誰が、常に増大する

剰余価値を実現するのか。表式は答える。資本家

たち自身であり、そして彼らだけである、と。で

は、彼らは彼らの増大する剰余価値をどうするの

か。表式は答える。彼らはそれを彼らの生産をま

すます拡大するために使用する、と。したがって、

この資本家たちは、生産拡大のための生産拡大の

狂信者である。ルクセンブルグ (2011)

資本主義的生産様式の歴史は、一見して二つ

の事実によって特徴づけられる。すなわち、一方

は、生産領域全体の周期的な飛躍的な膨張であり、

他方は、様々な生産部門の極めて不均等な発展で

ある。英国の木綿工業史、すなわち 18 世紀の最

後の 25年から 19世紀の 70年代に至るまでの資

本主義的生産様式の歴史における最も特徴的な章

は、マルクスの表式の観点からは、まったく説明

不能のように見える。ルクセンブルグ (2011)

2). 加えて、表式は理論上でも問題を抱えている。

「資本論」第三巻の第 15章「法則の内的諸矛盾の

展開」において記述されている、いわゆる「生産

と消費の矛盾」で言われていることとは異なり、

「この拡大再生産表式に従えば、剰余価値の生産

とその実現との間には、内在的矛盾はまったく存

在しておらず、むしろ内在的同一性が存在してい

る」*79。そして、「・・・表式は、資本主義社会の

生産能力と消費能力との間の深刻な根本的な対立

を排除しているが、この対立は、まさに資本蓄積

から生じ、周期的に恐慌となって爆発し、資本を

不断の市場拡大へと駆り立てる」。

剰余価値は、この表式においては最初から、

もっぱら蓄積の欲求のためによく考えられた現物

姿態で、生まれてくる。剰余価値は、生産の場所

から早くも追加的資本として出てくるのである。

それによって、剰余価値の実現可能性は与えられ

ているのであり、ことに、資本家たち自身の蓄積

衝動のなかに与えられている。・・・剰余価値の

実現とその蓄積は、ここでは同一の事象の二つの

側面にすぎないのであり、概念的には同一である。

それゆえに、この表式において叙述されているよ

うな再生産の過程にとっては、社会の消費力も、

生産の制限ではない。ルクセンブルグ (2011)

第一の論点にかんして、「純粋資本主義」の想定が問

題を引き起こす原因の一端をなしていること、この想定

が帝国主義の現実に (また 18世紀から 19世紀にかけて

の英国産業資本主義の現実にも)合わないことが指摘さ

れている。しかし上の想定は〈原理論〉がそれなしでは

展開できないところの論理的な前提であった。そこで、

新しい理論〈帝国主義段階論〉を組み立てるためには、

この前提をいかに変更すべきか、が課題となる。

第二の点にかんしては、〈原理論〉の枠内でいかにし

て恐慌論を構築するかが論点となっている。恐慌論のヒ

ントとなるべきものが第三巻第 15 章と目されており、

これは「生産と消費の矛盾」と称されてきた。しかし再

生産表式においては、「生産と消費の矛盾」をどこにも

見いだすことができない。この食い違いは、さしあたり

は〈帝国主義論〉とはかかわりがない。〈原理論〉の枠

内で決着をつけなければならない*80。

Luxemburgは、つづく第 26章「資本の再生産とその

環境」で上の二つの論点の解答を与える入口にまでたど

り着きながら、重大な局面で足を掬われた。その結果、

帝国主義の現実を「原理化」してしまった。

*79 Luxemburgは「資本論」第二巻と第三巻の食い違いの原因を探るために、第三巻にある資本の〈有機的構成の高度化〉とこれによる〈一
般的利潤率の傾向的低下〉の法則が再生産表式にどのように作用するかに関心をもった。そのためMarxの例に準じた表式で資本構成が変
化した場合を計算しているが、これによってかえって混乱させられてしまっている。付録 Bを参照のこと。

*80 Luxemburgは「蓄積を目的とした剰余価値の実現は、労働者と資本家からのみ成り立つ社会においては解決できない」、「剰余価値の実現
のためには、「第三者」が・・・必要であるとの正しい感覚は、ありとあらゆる言い逃れを生み出した」と論じている。そして、この言い逃れ
の例として、Malthusの地主、Vorontsovの軍国主義、Struveの自由業、Sismondiと Nikolai-onの外国貿易を挙げている。Luxemburg

の「剰余価値の実現」についての見解は貨幣流通の問題と結び付くことで混乱させられているが、Marx が「純粋資本主義」の想定を置く
ことによってこれらの言い逃れを排除したことについては、適切な評価を与えている。



54 第 4章 再生産表式論争

まず Luxemburg は再生産表式の外側にここではじ

めて言及する。具体的には、固定資本および天然資源、

相対的過剰人口 (「労働予備軍」) などのことであり、

Luxemburgはこれらを「資本の再生産」にたいする「環

境」と表現している。これは
●

事
●

実
●

上、第二の論点への解

答となっている。〈相対的過剰人口〉の枯渇は、すでに

述べたように恐慌の根本原因にほかならない。拡大再生

産はこれらの「環境」を一切度外視して着実かつ円滑に

進むかのように見えるが、その蓄積はこれらの「環境」

によってある日突然に裏切られる。

ところが、Luxemburgはそこから間違った結論に飛

びついた。すなわち、これら「環境」は資本主義社会と

は無縁のもの、植民地・農村など先資本主義的な生産

様式に特有のものであるがゆえに、「資本蓄積は、資本

主義的生産様式の排他的かつ絶対的な支配という前提」

(すなわち「純粋資本主義」の想定)「の下では、叙述す

ることができない」と結論づけてしまった*81。これは

もちろん誤りである。資本蓄積は〈原理論〉のなかで叙

述できるし、また叙述されなければならない。資本蓄積

のための「環境」たる天然資源も人口も、可能的な不変

資本/可変資本として〈原理論〉のなかにつねに存在し

ているし、その制約を表現する地代論と〈相対的過剰

人口〉の概念も整備されている。また固定資本も、資本

の回転という一般的な枠組みのなかで記述されている。

Luxemburgが〈原理論〉のなかでは資本蓄積が叙述で

きないと嘆いている原因は、彼女が資本蓄積を貨幣形

態の循環 G · · ·G′ によって表現すること (これは帳簿上

のものにすぎないとして良い)にこだわっているからで

ある。

Luxemburgが下で言っている「非資本主義的な社会

構成体」*82は、あたかも古い社会構成体がそのまま資本

とは無関係に (土地・財産制度とそれを法的に表現する

民法典などによって)引き継がれているかのような印象

を与える。しかし、世界史的事実としてひとたびブル

ジョア社会が地球上に与えられたからには、そのすべ

ての社会構成体*83は、「可能的な」資本の供給源とみな

されねばならない。Marxが「全商業世界を一国と見な

す」とし、Luxemburg自身が「資本主義的生産は、最

初から、その運動形態および運動法則において、生産諸

力の宝庫としての地球全体を計算に入れている」とする

のは、このような意味である。

国民経済学においてほぼ百年以上も論争が戦わされ

ているこの問題の解決は、二つの両極端の間にある。

すなわち、蓄積は不可能であると説明したシスモン

ディ、フォン・キルヒマン、ヴォロンツォフおよびニコ

ライ＝オンの小ブルジョア的な懐疑と、資本主義は自

分で際限なく結実することができるとする、したがっ

て・・・資本主義は永久に続くとする、リカードウ、セ

イ、トゥガン＝バラノフスキーの無骨な楽観主義との

間に、横たわっている。

解決は・・・弁証法的矛盾―すなわち、資本主義的

蓄積はその運動のためには、その環境として非資本主

義的な社会構成体を必要とし、この社会構成体との絶

えざる物質代謝を行いながら前進し、そしてこの環境

を見出す間しか存在できない、という矛盾―のなかに

横たわっている。ルクセンブルグ (2011)

〈帝国主義段階論〉あるいは一般に〈段階論〉は、Lux-

emburgの云う「剰余価値の実現の諸条件と物的な姿で

の不変資本および可変資本の拡大の諸条件との間に」存

在する「重要な違い」の認識から始まる、と言ってよい。

前者は「(資本主義的)生産の本来の目的であり、推進的

動機」である。後者は「(資本主義的)生産の広範な基礎

であり、前提条件」である。では、この条件の違いとは

具体的に何か。これは論理的にはMarxの「全商業世界

を一国とみなす」という規定の否定、すなわち
●

国
●

民経済

学、国家的要素 (国家過程・政策論)の措定でなければな

らない。しかも、それは一国単位ではなく、その時点の

世界経済のあり方を主要なところで決定する複数の国家

*81 Luxemburg は〈原理論〉を確立すること、すなわち「ブルジョア社会の肯定的認識のうちに、その特殊歴史的被規定性を暴露すること」
の意義を理解しなかったか、あるいは軽視しているように見える。それはプロレタリア階級の特殊利害が、そのまま普遍的・世界史的な使
命をもつということを忘れ、その運動を民族主義的なものに歪曲することにつながる。これがいかにまずいことであるか、(党学校で労働者
のための講義を行っていた)Luxemburgはとてもよく知っていたはずである。

*82 ナロードニキにとっての「オプシチーナ」、「ミール」、日本の講座派にとっての「封建遺制」などがその例である。Luxemburgは、これを
(植民地問題と関連させて)「近代的な賃金制度と原始的な支配諸関係との極めて奇妙な混合形態」と称し、その例として南アフリカ・キン
バリのダイアモンド鉱山を挙げている。

*83 この社会構成体のうちには、歴史的過去の遺物ばかりではなく、未来に新たに生み出されるべき労働者国家も含まれるものと当然考えなけ
ればならない。したがって、プロレタリア革命はただ「ブルジョア社会の自己批判」としてのみ存在しうる。それと無関係に人為的に経済
を統制すればすむというものではない。ここからして「一国社会主義論」というイデオロギーの虚偽性は明らかである。
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群 (第一次世界大戦以前にはドイツとイギリス、今日で

はアメリカと中国) と、それらがいかなる基幹産業 (当

時は鉄鋼業と鉄道業など、今日では半導体産業など)を

有するかが議論の対象となる。またそうした発展を可能

とする資本の蓄積様式 (金融資本) が発見されねばなら

ない*84。これが第一の論点への解答である。

上の二つの諸条件の食い違いから生じる〈資本の過

剰〉は、〈自由主義段階〉においてはそのつど恐慌の爆

発のうちに自然に「解決」を見ていれば良かった。しか

し〈帝国主義段階〉においては、資本主義はそうした余

裕をもたず、これを国家的に処理することを迫られる。

Luxemburgがドイツとイギリスを引き合いに出して次

のように言っているのはこのような意味である*85。

資本主義の国際的発展につれて、剰余価値の資本化

がますます緊急かつ不確実となるならば、不変資本お

よび可変資本のこの広範な基礎は、量としても、絶対

的にも、また剰余価値と比較しても、ますます巨大と

なる*86。それゆえに、旧来の資本主義的諸国が互いに

とってますます大きな販売市場を成し、互いにますま

す不可欠となるが、同時にまた、非資本主義的諸国と

の関係においては、競争者としてますます嫉妬深く戦

い合うという矛盾に満ちた現象が生じる。剰余価値の

資本化の諸条件と総資本の更新の諸条件は互いにます

ますもって矛盾―ちなみにこれは、矛盾に満ちた利潤

率低下の法則の一つの反映にすぎない―に陥るのであ

る。ルクセンブルグ (2011)

Luxemburg は最終章において次のような結論を下

す。すなわち、資本主義は生産の世界形態とならんとす

る最初の経済形態にして、その無能力から砕け散る最初

の経済形態である、と。

資本主義は、
で ん ぱ

伝播する力を持った最初の経済形態で

あり、地球上に拡大して他の一切の経済形態を駆逐す

る傾向を持ち、他の経済形態が自分と併存することを

許さない、そういう (経済)形態である。しかし、資本

主義は同時に、自己の環境と培養土としての他の経済

形態なしには、独りで存在することのできない最初の

経済形態である。すなわちそれは、生産の世界形態に

なろうとする傾向を持つと同時に、生産の世界形態で

あることの内的無能力ゆえに砕け散る、最初の経済形

態である。

資本主義は、それ自身において、一つの生きた歴史

的矛盾であり、その蓄積運動は、矛盾の表現であり、

矛盾の不断の解決であると同時に矛盾の強化なのであ

る。発展の一定の高さにおいて、社会主義―蓄積を目

指すのではなく、労働する人間自身の生活欲求の充足

を、地球上の生産諸力の展開によって目指すであろう

ゆえに、初めから世界形態であると同時に、それ自身

において調和的制度である経済形態―の基礎を、適用

する以外の方法では、この矛盾は、解決することがで

きない。ルクセンブルグ (2011)

この結論自体はけっして間違いではないものの、〈段

階論〉の把握には完全に失敗している。それではドイツ

社会民主党中央派とのイデオロギー闘争において核心を

ついた批判にはならない。その難点を列挙すれば次のよ

うになる。

1). 〈段階論〉と〈原理論〉の違いを不明確にした結

果、〈重商主義〉と〈帝国主義〉がいずれも「軍国

主義」の名で括られ、現下の〈帝国主義〉の植民

地政策の歴史的特殊性があいまいにされた。〈原

理論〉における〈原始蓄積過程〉の意義が見失わ

れ、たんなる植民地政策の一つと解釈されてし

まった。

2). 〈自由主義段階〉すなわちブルジョア社会の理想

的自画像が、たんに観念の面だけではなく物質

的な基礎をもっていたことがうやむやにされた。

〈自由主義〉と〈帝国主義〉とが段階ではなくた

んなるパーソナリティ (政策的志向) の違いとし

て並列されてしまう。そのことにより、世界史は

もはや〈自由主義〉の段階には後戻りできない、

ということがはっきりしなくなる。

3). 〈帝国主義〉のもとでの労働運動の体制内化の問

題が暴露されず仕舞いになる。ドイツ社会民主党

右派の修正主義はこの現実の一つの反映であっ

*84 このような新たな資本の蓄積様式の登場は、時代がもはや〈自由主義段階〉に後戻りできない、という意味で一時代を画すものであり、ま
た各国経済の不均等発展、つまり後進国における (先進国のたどった歴史とは異なる)特異な産業発展を必然とする。

*85 ただし、Luxemburgは「非資本主義的社会構成体」にこだわっているので、ドイツ、イギリスをそれとして分析する方向には深めていな
い。宇野 (1995)は、Hobbsonがイギリス帝国主義を研究し、Hilferdingがドイツ帝国主義を探求した結果が両者の「帝国主義論」と「金
融資本論」の違いに現れていると論じ、前者を帝国主義の消極型、後者を積極型とし、両者の対立を措定して〈帝国主義論〉を構築すべき
としている。

*86 「不変資本および可変資本のこの広範な基礎」とは不変資本 c、可変資本 v そのものではなく、それらが調達されるべき「可能性」のこと
である。
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た。〈資本の過剰〉の処理の一形態としての「福

祉国家」化があり、これにより労働者階級が懐柔

され、同時に〈資本の過剰〉の露呈を先延ばしに

することが政府により追及されている。第一次世

界大戦の勃発に際しては、各国労働者党はその意

味を問うことなく生活防衛のために「城内平和」

を選び取り、戦時公債に賛成票を投じたのであっ

た。これが第二インターナショナルを自滅させ

た*87。現代では同じ傾向が移民恐怖と外国人へ

のヘイト・クライムとして蔓延している。

4). 〈帝国主義〉のもとでの不均等発展*88の存在を

明示しえなくなる。とりわけ後進国において再生

産が安定して続けられる条件が失われ、(ロシア

のナロードニキが警告した)経済的災厄に際して

ブルジョアジーとプロレタリアートの利害が鋭く

対立していることが白日のもとにさらされる*89、

ということが不均等発展の一つの帰結として論じ

られるべきであった。この政治経済的危機に対処

するには、「ブルジョア革命」＝自由主義化 (「二

段階戦略」)ではなく、プロレタリア革命が直接

的に追及されねばならない。

4.3.6 Luxemburgの批判者たち

最後に Luxemburg「資本蓄積論」にたいする批判の

諸類型をまとめる。

Luxemburg批判の第一の類型は〈原理論〉と〈段階

論〉の違いの発見の入り口にまでたどり着きながらも、

その発見に失敗した、とするものである (本稿もこの類

型に属す)。その代表例には福本 (1972)が挙げられる。

福本和夫は「経済学批判のうちに於けるマルクス「資

本論」の範囲を論ず」のなかで、その問題 (〈原理論〉

の対象領域の確定)が、はじめは Tugan-Baranovskyに

よって逆説的に、次に Luxemburgによって正しい形で

発見され (かけ)た、と評価している*90。ところがこの

発見は完全なものにはならず、「一度、この問題に近づ

き来ったが、終にこれを発見することなくして去ってし

まった」。具体的には、第 31章「保護関税と蓄積」の末

尾の文章を要約して、これに批判を加えている。

かくして資本主義的蓄積は、全体として、具体的な

歴史的な過程として、二つの異なる側面を持っている。

一方の側面は剰余価値の生産現場において・・・そ

して商品市場において、行われる。蓄積はこの側面か

らのみ考慮するならば、純粋に経済的な一過程であっ

て、この過程の最も重要な段階は、資本家と賃金労働

者との間で演じられる。しかし、この過程は、二つの

段階において、すなわち工場においても市場において

も、もっぱら商品交換すなわち等価物の交換の枠のな

かで、運動するのである。ここでは平和、所有および

平等が形式として支配している。だから蓄積に際して

いかにして所有権が他人の財産の獲得に転化し、商品

交換が搾取に転化し、平等が階級支配に転化するのか

を暴露するためには、科学的分析の鋭い弁証法が必要

であった。

資本蓄積の他方の側面は、資本と非資本主義的な生

産諸形態との間で行われる。その舞台は、世界である。

ここでは、方法として、植民地政策、国際的借款制度、

勢力範囲の政策、戦争が支配する。ここでは、まった

く隠すことなく公然と、暴力、詐欺、圧政、略奪が現

れる。だから、政治的な暴力行為と力試しの、このご

たまぜのもとで、経済的過程の厳格な諸法則を発見す

るのは、骨の折れることである。

ブルジョア的・自由主義的理論は、一方の側面のみ

を、すなわち「平和的競争」、技術的な奇跡および純粋

な商品取引の領域のみをとらえ、他方の側面を、すな

わち資本の騒々しい暴行の領域を、「対外政策」の多か

れ少なかれ偶然的な現れとして、資本の経済的な領域

から切り離すのである。ルクセンブルグ (2011)

上にたいして福本は次のように批判する。

しかるに資本の蓄積が純経済的過程をとるはその抽

象性に於いてであって、それより具体性に於いては、

(対内的にも、対外的にも)国家形態をとるものである。

*87 第二インターナショナルの崩壊にかんする Trotsky の分析が参照されるべきである。各国労働者党は、国民経済の枠に自己を適応させて
きた。ところが帝国主義戦争はそうした国民経済の枠を取り払ってしまった。戦争の直前には、各党は「不戦の誓い」をすることで友党の
手を縛ろうとした。そしていざ戦争が始まると「城内平和」に逃げ込んだのであった。トロツキー (1991)を参照のこと。また高嶋 (2017)

を参照のこと。
*88 〈原理論〉のレベルでは、部門 I の蓄積の部門 II のそれにたいする優越、および農地における (所有と生産の分離という特殊事情から来
る)固定資本形成 (土地改良)の遅れなどに由来する工業と農業の違い、がある。〈帝国主義段階〉では、特定産業における固定資本形成の肥
大化、重化学工業と軽工業 (大企業と中小企業)の分離、またそれらを前提とした公的資本形成 (鉄道、都市基盤、土地開発など)がある。

*89 今日のコロナ禍で明らかになっているのもこのことである。
*90 ただし、福本は Luxemburgが「資本論」第二巻第三篇は完結していない、としたことには同意していない。
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彼女は純経済過程と国際過程とを「資本蓄積の単に二

つの異なれる方面」と粗雑に解釈し去って、純経済過

程をもって他の過程に対しまだ猶抽象性にあるものな

ることを正確に認識しえなかった。福本 (1972)

ここで、福本の云う「純経済過程」(また Luxemburg

の云う「科学的分析の鋭い弁証法」)こそが〈原理論〉で

あり、「国際過程」が〈段階論〉の一部に相当する。こ

の両者を抽象度の異なる二つの理論として区別すべきと

ころを、Luxemburgは単に内部と外部の議論として併

存させてしまった、と福本は主張しているのである。こ

の福本による批判はまったく正しい。宇野弘蔵の〈三段

階論〉は福本の主張に沿って理論構築を図ったものと解

釈できる*91。

批判の第二の類型は、「生産と消費の内的な連関」(な

お、われわれは次節でこれを詳細に論じる)という視点

(恐慌論では「過少消費説」)の陣営から Luxemburgが

脱落したことを非難するものである。これは Bukharin

に代表される。この類型は奇妙なことに、再生産表式

(およびそれの置かれている「資本論」第二巻)の抽象理

論 (〈原理論〉) としての位置づけを強調し、それを理

解しない Luxemburgを論難する点では第一の類型と共

通している。しかし、「資本蓄積論」の第三篇後半を無

視し、その意義と限界を論じない、という点で第一の類

型とは区別されねばならない。

Bukharinの論理は鈴木・吉田 (1958)によれば次のよ

うなものである。

1). 生産手段の増加は (生産部門間の技術的・経済的

連関ゆえに)消費手段の増加を呼び起こす。

2). 生産手段の増加は同時にこれらの消費手段に対す

る新需要を作り出す。

3). したがって、生産手段生産の一定の状態に消費手

段生産の一定の状態が照応する (I 部門の市場は

II部門の市場と結び付けられている)。

4). だから「生産手段の市場が一人歩きをしてどこま

でも発展する」という Tugan-Baranovsky の主

張は誤りである*92。

5). 拡大再生産表式について資本の〈有機的構成〉を

変えることにより二市場間の不均衡を導出*93し、

そこから「資本蓄積が資本主義の埒内では実現で

きない」とする Luxemburgの主張も同様に誤り

である。

上の論理は、再生産表式の前提として両部門が、流

通過程W′ · · ·G′ · · ·W′ において均衡している、という

事実 (というよりは想定) をぶつけているだけであっ

て、再生産表式自体はほとんど使っていないことに注

意すべきである。さらに Tugan-Baranovsky と同様に

再生産表式の外側にある領域に目を向けていない。そ

の意味でこの批判は Tugan-Baranovsky批判としても、

Luxemburg批判としても的を外している。

第三の類型として、(批判ではなく) まったくの肯定

的評価がある。たとえば Lukács, G. がこの類型に属

す (なお、以下本文での Lukács にかんする記述は西角

(2013)を参照している)。この類型は、第二の類型が「資

本蓄積論」第三篇をまったく無視していることに異議を

申し立てる。しかし、再生産表式をいかに理解するか、

という肝心な点には論及しない (むしろ論及することを

忌避する*94)。

Lukácsは「歴史と階級意識」(1923)所収の「序言」お

*91 逆に、宇野理論が〈原理論〉と〈帝国主義段階論〉を切り離すことに反発して、その視点からかえって Luxemburg を好意的に評価する
諸研究がある。松岡 (1975) は Luxemburg 研究を広く蒐集しつつ紹介しているが、そのなかのたとえば以下の諸研究がこれに該当する。
武田信照 (1972–73)「経済学の対象と経済法則―C. シュミット、R.ヒルファディング、R.ルクセンブルク、N.ブハーリンの見解につい
て」、向山景一 (1970)「ローザ・ルクセンブルクの蓄積論」、星川順一 (1974)「ローザ・ルクセンブルク「資本蓄積論」の論理構成につい
て」。これらの研究は「全商業世界を一国となす」という「資本論」の想定、またその想定のもとでは「生産と消費の矛盾」を発見できない、
とした Luxemburgの結論をいったいどのように見るのであろうか。

*92 実際には Tugan-Baranovskyはそのような主張をなしたのではない。彼が主張したのは消費の限界は資本蓄積の制約にはならない、とい
うことである。拡大再生産において、資本蓄積は部門 Iを主とし、部門 IIを従として拡大しうるのであって、両部門の均衡は前提とされて
いる。

*93 Luxemburgは第 26章以降では自説に固執せず (そして再生産表式に関する Tugan-Baranovskyの主張の基本的正しさを認め)、ただし
Tugan-Baranovskyが再生産表式を全社会とみなし非資本主義的社会構成体を無視していることに反対している。

*94 Lukácsがこの論及を忌避したことは、当時のコミンテルン内での彼の立場 (生命の危機にもかかわる)を考慮するならば、一定の留保付き
で認められるかもしれない。しかし、後世の研究者たちがそのことを問いかけもしないのはまったくおかしなことである。そのなかには、
Lenin(ボリシェビズム)を「相対化」すると称して「資本論」の完全否定にまで突き進む者もある。

*95 この視点は、実は福本のそれと同じ「経済学批判」の立場 (イデオロギー＝科学の立場)である。Lukácsが、Luxemburgは「マルクス主
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よび第二論文「マルクス主義者としてのローザ・ルクセ

ンブルク」において、「資本蓄積論」を特異な視点*95か

ら評価している。すなわち西角 (2013)によれば、

「ローザの批判者たちは、「資本蓄積論」の最も重要

な章 (蓄積の歴史的諸条件) を不注意にも見逃してい

る」。彼らはマルクスの諸表式が正しいか、またどうし

たらこれらの諸表式をもっともよく解釈できるかとい

う問題を提起したが、資本制的社会構成体のなかでよ

り包括的な問題提起へと進まざるを得ないことを見落

としているのである。西角 (2013)

また上の評価は、次のようなプロレタリアートの階級

意識論に結び付く。

ルカーチがローザを高く評価するのは、「資本蓄積

論」における資本主義崩壊論、すなわち「恐慌論」を

社会主義と結びつけたからに他ならない。ローザは、

資本主義の崩壊と社会主義は「不可避」だという。ル

カーチによれば、「資本蓄積の可能性に関する疑問」が

資本蓄積の不可能性という弁証法的な確信にまで高ま

るならば、小ブルジョワ的・反動的なすべての性格の

跡形はなくなり、この疑問は
●

来
●

る
●

べ
●

き
●

社
●

会
●

革
●

命
●

の
●

楽
●

観
●

論となり、
●

理
●

論
●

的
●

確
●

信となる。西角 (2013)

以上のような Lukács の論評 (また西角によるその支

持)は、その良き意図にもかかわらず、次のような疑念

をただちにもたらす。これらの疑念は、当時の Lukács

の弁証法論理にたいする疑いに発展するであろう*96。

1).「恐慌の必然性」(正確には〈資本の過剰〉の必

然性)について、Luxemburgにおいては (ナロー

ドニキと同様に)直感的に掴まれているだけであ

り、〈原理論的恐慌論〉(本質論)にまで高められ

ていないことを不問に伏しておいて良いのか。

2). また、帝国主義政策のもたらす一つ一つの現実

(危機の現象)が〈資本の過剰〉の処理として本質

的に説明されるべきであるのに、直接的に「革命

の楽観論」を押し出すことは、理論的武器もなし

に闘争の場に押しやるという意味で、プロレタリ

アートを危険にさらすことになりはしないか。

3). やはり〈原理論〉的把握を抜きにして資本主義

(中心)―非資本主義 (周辺) の現象的把握をその

まま「原理化」することは、「万国の労働者、団結

せよ」と説いた「共産党宣言」のイデーを破壊し、

これを各国バラバラの民族主義運動へと分解・歪

曲することにつながるのではないか*97。

4). 最後に、第二の類型の背後にある経済学批判の教

条化、エセ理論化にたいして、Lukács 自身が一

太刀も浴びせることなく、分派闘争も提起するこ

とがないのはいったい何故か (実際にはその後い

わゆる「文学的バルチザン闘争」を行うことにな

るのだが)。

第四の類型は、Luxemburgの隠された真の動機を (そ

の誤りにもかかわらず)明らかにしたうえで、それを引

き継ごうとするものであり、P. M. Sweezyの見解に代表

される。この類型は、第三の類型と同じく Luxemburg

の主張を否定しないが、彼女が何を否定することにこ

義の俗流化が行われてから十年後に、この全体性 (Totalität)の問題を提起した」と云い、「資本蓄積論」が若きMarxの「哲学の貧困」と同
一の方法論を採っていることを強調するのは、彼が (福本と同様に)Marxの思想と精神を 1920年代の当時に蘇らせることを意図している
からである。ちなみに福本と Lukácsはともに 1923年ドイツ・イルメナウで開催された「第一回マルクス主義研究週間」に参加している。
Luxemburgが示したイデオロギー＝科学の立場は、Lukácsばかりでなく後世の Luxemburg研究者をも惹きつける。たとえば、太田

(1991)の論評する松岡の「ローザ・ルクセンブルク：方法・資本主義・戦争」はこれをとりだして Luxemburg研究の「現代的意義」を説
いている。しかし、太田 (1991)はそれを理解することができない。というのも太田は科学の立場 (「理論史研究の立場」)からこれを批評
しているからである。

*96 Lukácsは 1955年に次のように書いている。「とにかく、マルクス主義的弁証法の現実的かつ全体的な把握のためのこの格闘は、きわめて
永く続いた。ハンガリア革命の経験は、すべてサンディカリズム理論の脆さ (革命における党の役割) をひじょうにはっきり教えてくれた
が、極左的主観主義はなお久しく私のうちに生き続けていた (1920年の議会主義論争への態度、1921年の 3月事件への態度)。私が弁証法
の唯物論的側面をその包括的な哲学的意義において、本当に正確につかむことを妨げたのは、とくにこれであった。私の著書「歴史と階級
意識」は、この

●

過
●

渡
●

期をひじょうにはっきり示している。マルクスによってヘーゲルを克服し、止揚するという試みを、かなり意識的にお
こなってきたにもかかわらず、弁証法における決定的な諸問題は、まだ観念論的に解かれていた (自然弁証法、模写説など)。私はいぜんと
してルクセンブルグの蓄積論を固執していて、それが極左的・主観主義的行動主義とチグハグにまざり合っていたのである」。また、「歴史
と階級意識」の訳者、平井俊彦は 1962年時点で邦訳の願いを Lukácsに申し出て、拒絶されている。「歴史と階級意識」にどのような評価
を下そうとも (また Lukács流の韜晦を疑ったとしても)、これが Lukács本人によって「過渡期の著作」とされていることを片時も忘れる
べきではない (なお、Lukácsの理論にたいする本稿の積極的評価については第 5章を見よ)。

*97 実際にそのような観点から Luxemburgを「再評価」する傾向が今日濃厚となっている。この傾向にたいする批判は将来の研究に残されて
いる。
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だわったのか (そのこだわりは本来 Leninの問題意識と

同一であった) を追及し、その方向性を支持する (さら

に、第三の類型そのものを粉砕する*98)(以下の Sweezy

の見解については、古松 (2017)を参照している)。

古松によれば、1959 年の「資本蓄積論」イタリア語

版序文で Sweezyは「ルクセンブルクがその誤りを認め

ず、自らの結論に固執した理由」は何か、という問いを

提起した。

スウィージーは、以下のように言っている。「ロー

ザ・ルクセンブルクのひたむきな決断の跡はこの著書

の全巻にわたっていくらでも見うけられるが、なぜ彼

女はそれほどまでにこのような・・・結論に抵抗した

のだろうか？それはたんに知的な混乱にすぎなかった

のか？それとも、なにかそこには一層深いものがひそ

んでいたのか？私としてはどうしても後者なのではな

いかと思う。ローザがおそれたのは、もしも純粋な資

本主義での蓄積の
●

可
●

能
●

性を認めれば、この体制が無制

限に拡大しうることを認めざるをえなくなってしまう

ということだった。もし彼女が Aというならば、Bと

いうよりほかに仕方がなくなり―そして Bこそ、彼女

がいうのを拒絶したばかりでなく心の底から虚偽と感

じていたものなのであった。」

ここでルクセンブルクが心の底から虚偽と感じてい

たもの、決して認めてはならないと思っていた理論が、

スウィージーによればトゥーガン・バラノーフスキー

が証明しようとし、ヒルファーディングの「金融資本

論」に引き継がれ、権威を獲得していた考えである*99。

トゥーガン・バラノーフスキーは様々な工業や生産

部門の間に均衡が保たれる場合にのみ、無際限な蓄積

が可能であることを証明しようとした。そしてそこか

ら、二つの方向の結果が導かれる。ひとつは、いわゆ

る「不比例説」であり、「不均衡」により恐慌が引き

起こされる。今ひとつは均衡が保てた場合である。ス

ウィージーは以下のように言っている。「第二は、たと

え資本主義の枠内でも、予見と計画化とが進めば恐慌

は緩和されうるし、おそらくついには完全に克服され

うるだろうということである。このことから、資本主

義のトラスト化ならびに経済問題への国家干渉の増大

こそ、ますます円滑化してゆく資本主義の時期の到来

をつげるものだという結論までは、ほんの一歩にすぎ

なかった」。古松 (2017)

このような Sweezyの把握 (またそれへの古松の支持)

は、基本的には正しい。ただし、これは問いの提示にす

ぎず、解答ではない。B を否定するために A を否定す

る、という動機は明確になったが (また、それを今日の

状況の下で繰り返すことには特別な意義があるが)、本

当に必要であるのはこの動機を最後まで
●

遂
●

行すること

である。そして、この遂行とは、第一の類型にほかなら

ない。

古松は、Sweezyの「過少消費説」を以下のように肯

定的に紹介しているが、ここには難点がある。

ルクセンブルクの理論は誤っており、多くのマルク

ス主義者に受け入れられなかった。しかし、スウィー

ジーにとって、ルクセンブルクが誤っていたというこ

とで問題が解決するわけではない。修正主義者が正し

いわけでもない。スウィージーは以下のように言って

おり、ここにスウィージーの過少消費説が現れている。

「たしかに資本主義のもとでの蓄積という問題は
●

あ
●

る

のであって、この点についてはローザ・ルクセンブル

クの本能はまったく健全だった。けれどもそれは可

能性か不可能性かという問題ではないし、またたんに

種々の生産部門の間の不均衡をふせぐという問題でも

ない。問題なのは、あまりにも急速に蓄積しようとす

るところの、すなわち、消費の増加率からみて正当ま

たは限度とされる以上のものを生産手段に追加しよう

とするところの、資本主義の根深い傾向、抜きがたい

固有の
●

傾
●

向である。ある意味では、たしかに、これも

また「不均衡」の問題にはちがいない。しかしそれは、

資本主義の無計画性からおこって、あれこれの改良に

よって修復されるような不均衡ではない」。古松 (2017)

難点を列挙すると以下のようになる。これらの難点の

克服の道は第一の類型への合流である。

1).「資本主義のもとでの蓄積という問題」は、本能に

よって「ある」とされたにすぎなかった。Luxem-

burg(またナロードニキ) にとってもそうであっ

たし、Sweezyにとってもそれは同じだった。「生

産と消費の矛盾」、「蓄積と消費の矛盾」、「過少

消費」とは、その問題の名前であって説明ではな

*98 とりわけ第三の類型の行き着く先である、中心–周辺アプローチを粉砕した。古松は、資本主義の枠内での蓄積の不可能性からの脱出のた
めに Luxemburgが非資本主義的消費者という第三者を使ったことにたいして、1942～1953年時点の Sweezyが「彼女の非資本主義的消
費者は、決して事態を変えることはできない・・・非資本主義的消費者の販売とても、彼らから何かを購入することなくしては、不可能で
ある」と批判したことに注目している。この Sweezyの批判には、彼の協力者であった P. A. Baranが「ローザにつらくあたっている」と
Sweezyをたしなめる書簡を送っている (明らかに、Baranは第三の類型に親和性を感じていたと見られる)。ところがこの論争はうやむや
のうちに終結してしまった。二人ともに Luxemburgに同情的であることには変わりなかったからである。

*99 古松は、Keynesの云う、いわゆる「セイの法則」もこの考えに等しいとしている。
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い。問題を解明するには、〈原理論〉の枠内でこ

れを解決せんとする決意が必要であり、そのため

には福本が提起した〈原理論〉(「資本論」)の範

囲を確定することが是非とも必要だった。

2). 直感的にとらえられた問題の分析を通じて、「消

費が過少」なのではなく「資本が過剰」なのだと

いうことが判明する。何にたいして過剰なのかと

言えば、それは人口にたいしてである (〈相対的

過剰人口〉の枯渇)。だから「過少消費説」とい

う言葉で自己の立場を表現することは不適当で

ある。

3). 〈資本の過剰〉が「急速に蓄積しようとする・・・

固有の傾向」と、現象的かつ感覚的に説明され

ている。それは「あれこれの改良」によって修復

されることはない、と断言されるものの、その

理由ははっきりしない。これでは「成長の限界」

なるものを押し立てて資本主義に道徳的な (観念

的な)自己批判を迫る態度以上のものにはならな

い。それは Sweezyの否定する「あれこれの改良」

にほかならない。

4). Luxemburg の動機の遂行、すなわち Tugan-

Baranovsky が何を考慮に入れなかったか、が

明示されていない。これはもちろん、蓄積にとも

なって新たに可変資本として組み入れられなけれ

ばならない〈相対的過剰人口〉のことであり、そ

の枯渇のことである (「資本蓄積論」第 26章は、

可変資本に注目することによってそれを指し示す

ことに半ば成功していた)。

* * *

ここまでの状況をまとめておく。

Luxemburgが問題としたことは、第一に「資本論」第

三巻にある資本蓄積の困難と第二巻にある拡大再生産が

何の抵抗もなく進んでいく (かのように見える) ことと

の齟齬をどのように理解すべきか、ということだった。

また第二に、当時ドイツ社会民主党右派を中心に巻き起

こっていた「修正主義」の諸要求をいかに理論的に葬り

去るか、ということだった。

第一の点にかんして言えば、欠けている最後のピー

スは〈原理論的恐慌論〉であった。だから、第二巻と第

三巻のあいだには、目には見えないが、Hegelのあの言

葉、”Hic Rhodus, hic salta!”が刻まれている*100。この

ことを発見したのは Luxemburg の不滅の功績である。

ただし彼女は、その恐慌観にわざわいされて欠けている

ものが何かを明確に指し示すことはできなかった。

第二の点については、第一の点の失敗が尾を引いて、

遂に「修正主義」を批判し尽くすことはかなわなかっ

た。その批判は (不幸なことに) 理論ではなく実践の領

域に持ち越さねばならなかった。もしも理論の領域でこ

の決着がなされていたならば、第二インターナショナル

崩壊の悲劇は起こらなかったであろう。

Luxemburg の理論闘争に呼応して、その 10 年後に

日本の地で第一の類型が生じた。この類型は唯一 Lux-

emburgの意図を正しく見抜いたものであったが、当時

のコミンテルンから福本和夫が放逐されたことと関係し

て、主流にはならなかった。それに代わって主流の座を

占めたのは第二の類型である。若き Lenin の取り組み

に端を発し、Lenin死後に Bukharinによって教条化さ

れたこの類型は、Luxemburgの意図を歪曲することに

よって Luxemburgの問題提起そのものを消し去ったの

であった*101。

失われた Luxemburg の問題提起を復活させる試み

は、第三の類型として直後から現れていた (Lukács,

G.)。しかし、ドイツ革命の流産 (「3月事件」)の責任

を押し付けられるかたちでコミンテルンから Lukácsが

追放され、その後もクレムリンの監視下におかれたこと

で、最近まで日の目を見ることがなかった。

*100 ただし、この〈原理論的恐慌論〉が「資本論」全巻のなかのどこにおかれるべきか、については議論の余地がある。それは第二巻ばかりで
なく第三巻の内容も前提とする。だから、「叙述留保」(とりわけ市場価格の運動についてのそれ)を行いつつ、読者の疑問が最初に生じる場
所―おそらく第二巻末尾―になるのではないかと思われる。

*101 渡辺 (1971)は次のように指摘している。「ルクセンブルクの問題は、・・・「資本論」に対する単なる教条墨守の解説的研究によってこれを
切り捨てるというだけでは、決して片付かない問題であった。まして、「資本論」第二巻の解説としても、はなはだ不充分なそれをもって
「批評」に代えるというのでは、はじめから問題にもならないことは明らかである。ルクセンブルクが独自の「問題」提起によってその解決
に迫ろうとした問題は、本書の「誤り」を突く「資本論」「通の」「批評家」に、それでは、「資本論」の第二巻のみならず、その全「理論的」
「内容」との関連において、いかにして「帝国主義」の「歴史的必然性」を明らかにするかという問いを、即座に投げ返すにはおかない」。残
念なことに、渡辺の論考は未完のまま終わっている。
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第二次世界大戦後の世界経済がアメリカ合衆国を中心

に運動することが決定的になるとともに、その世界経済

秩序を分析することがプロレタリアートにとって重要

な課題となった。マッカーシズムによってその地位を

追われた経済学者 P. M. Sweezy は、「マンスリー・レ

ビュー」誌に拠って独占資本の分析を追及し、その過程

で Luxemburgの問題提起を再び取り上げることになっ

た (第四の類型)。

これらの論争は、2020 年代の今日もなお決着を見て

いない。
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4.4 「生産と消費の矛盾」とは何か

ここでは再生産表式論争のゆくえを裏側から規定して

いた「生産と消費の矛盾」について、これがいかなるも

のとして理解されていたかを取り扱う。Luxemburgは

「過少消費説」を信奉する立場から「資本論」第二巻の記

述に疑いを抱いた。再生産表式そのものは「資本論」第

二巻第三篇の主題であったが、「生産と消費の矛盾」は

第三巻の、とりわけ恐慌にかんする記述にかかわりがあ

るものだった。

また、この話題に関連して、いわゆる「市場問題」に

かかわる Leninの初期の論考の内容を検討する。Lenin

はナロードニキの主張 (「市場問題」) を批判するため

に、再生産表式を検討した。そのなかで再生産表式を独

自の方法で拡張したが、その結果 (「構成高度化表式」

および「市場理論表式」と称される)は日本において農

業研究をめぐって独自の展開に活用されることになり、

論壇で一定の力をもった*102。

4.4.1 「生産と消費の矛盾」

「生産と消費の矛盾」という観念は、いかなる論者に

おいても、ほとんどすべて「資本論」第三巻の内容に依

拠して提出される*103。たとえば井村 (1969) は以下の

ような二つの記述 (これらは Luxemburgも注目してい

た) を引用している (下線は本稿筆者による。また便宜

的にパラグラフを分けた)。

すべての現実の恐慌の究極原因が、あたかも社会の

絶対的消費能力のみが限界をなすかのように生産諸力

を発展させようとする資本主義的 生産の衝動(a) に対

比しての、大衆の貧窮と消費制限(b) とであることに、

変わりはない。「資本論」第三巻第 30 章「貨幣資本と現実資本 I」

直接的搾取の諸条件(a)と、この搾取の実現の諸条件(b)

とは、同じではない。両者は、時間的および場所的に

のみではなく、概念的にも一致しない。一方は、社会

の生産力によって制限されているだけであるが、他方

は、種々の 生産部門間の均衡 と、社会の 消費力 とに

よって制限されている。

しかし、この社会の消費力は、絶対的生産力によって

規定されているのでもなければ、絶対的消費力によっ

て規定されているのでもない。そうではなく、社会の

大衆の消費を、多かれ少なかれ
きょういつ

狭溢な限界の内部での

み変動しうる最小限に帰着させる、敵対的な分配関係

を基礎とする消費力によって、規定されている。それ

はさらに、蓄積衝動によって、すなわち、資本の増大

と拡大された規模における剰余価値の生産とへの衝動

によって、制限されている。

それは生産方法そのものにおける不断の革命、つね

にこれと結びついている既存資本の価値減少、一般的

競争戦、単に自己保存手段として、しかも没落の脅威

のもとで、生産を改良し生産規模を拡大する必然性、こ

れらのものによって与えられる資本主義的生産にとっ

ての法則である。したがって、市場はたえず拡大され

ざるをえず、そのために市場の諸関連とそれを規制す

る諸条件とは、ますます、生産者から独立した自然法

則の態様をとるようになり、ますます制御されえなく

なる。

内的矛盾は、生産の外的範囲の拡大によって融和

されることを求める。しかし、生産力が発展すれば

するほど、ますますそれは、消費諸関係の立脚する

狭溢な基礎と矛盾するようになる。資本の過多が

人口過多と結び付けられていることは、この矛盾

に充ちた基礎の上では、決して矛盾ではない。なぜ

ならば、両方をいっしょにすれば、生産される剰余

価値の量は増大するであろうとはいえ、まさにこれ

とともに、この 剰余価値が生産される諸条件(a) と、

それが実現される諸条件(b) とのあいだの矛盾が、増

大するからである。「資本論」第三巻第 15 章「この法則の内的な諸矛盾の展開」

第 1 節「概説」

そこで、問題は次のことに帰着される。

*102 後藤 (1992)を参照のこと。日本の論壇において、「恐慌論の基礎理論としての再生産表式論」と「再生産表式論の具体化」という二つの標
語が戦前より掲げられていた。前者は冨塚良三・井村喜代子の恐慌論というかたちで 1990 年にとりまとめられた。後者は旧講座派の解体
をともなう論戦というかたちで展開した。
とくに後者について、太平洋戦争終戦前後の状況が重要となる。まず 1947 年に山田盛太郎「再生産表式と地代範疇―日本経済再生の方
式と農業改革の方向とをきめるための一基準―」が公表された。これにたいして、戦前より山田の「日本資本主義分析」を「ナロードニキ
的」と攻撃していた豊田四郎・神山茂夫らが、「再生産論を媒介なしに日本分析に適用した」、「適用すべきはレーニンの市場理論」との批判
を行った。ならば「媒介項を示そう」としたのが 1949年の N・N・N(内田義彦・田添京二)の「「市場の理論」と「地代範疇」の危機―日
本資本主義分析における再生産論適用の問題によせて―」であった。「媒介」という言葉で何を指していたのかはさておき、彼らがいずれも
再生産表式を太平洋戦争直後の日本の現実に適用しようとしていたこと、またその方法をめぐって対立していたことは確かである。論戦は
その後も続き、後藤論文の公表時点でも決着がついていないことが見てとれる。

*103 ほかに「剰余価値学説史」の第 2巻第 2部などが参照されている。
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1). これらの引用句は、直接的には何を語っている

か。また「資本論」第三巻のこの場所にこれらの

記述がおかれている理由は何か (またそれは適切

か)。これらは〈原理論的恐慌論〉といかなる関

係にあるのか。

2). これらの記述が指し示す「生産と消費の矛盾」は、

どのような理由から第二巻の再生産表式に関係づ

けられたか。そのことは再生産表式にとっては何

を意味するか。逆に恐慌論にとっては何を意味す

るか。

これらのことの検討を抜きにして字義解釈にこだわっ

ても無益であり、論者はいくらでも自分の好きな意味付

けをこれらの引用句のなかに発見できるであろう*104。

* * *

第二の引用句の解釈から始めよう*105。まず冒頭と末

尾にある「剰余価値が生産される諸条件」(a) と「剰余

価値が実現される諸条件」(b) が注目される*106。「実現」

とは価値 ̸= 価格の想定のもとで見込みのとおりに商品
が販売されること (それに加えて費用価格も見込みの範

囲に収まったこと)を意味する。生産現場の見込みと販

売現場の見込みが対照されており、これらが「時間的お

よび場所的にも、概念的にも一致しない」のは当然であ

る。その不一致は、作られたものがその価値のとおりに

は売れず、需要の見込み違いが生じたということにほか

ならない*107。

次にMarxは両者を「制限」するものについて考察を

すすめる。前者 (直接的生産過程 P(W′)での見込み)は

技術的な「生産力」のみに制約されているのにたいして、

後者 (流通過程 Ck での見込み)はそのときどきの「生産

部門間の均衡」と社会の「消費力」に制約されている。

これは商品全体にたいする (支払い能力のある) 需要が

いかなる商品部門に向かうか、また全体としての所得

(収入)がどのような水準にあるか、を指している*108。

第二パラグラフはまったくの混乱に見える。おそらく

この部分は流通過程 Ck を「消費力」をキーワードとし

て再解釈したものと見受けられる (p.31を参照)。W′ は

次の生産に使われる部分Wと消費に廻される部分 wに

分割される。前者はW − G − W の流通過程を経て次

の生産現場に移される。後者は w − g − w の流通過程

を経て、消費される。前者は「資本の増大と拡大された

規模における剰余価値の生産とへの衝動」にしたがい、

後者は「敵対的な分配関係」によって規制されている。

しかし、それにもかかわらず再生産過程は (第二巻第三

篇で見たように)見かけはいつまでも矛盾なく続くであ

*104 都留 (1980) は宇野派の大内秀明・伊藤誠による批評 (「「生産と消費の矛盾」は「抽象的で無内容」な概念であって、「過少消費説のドグ
マ」にすぎない」)を紹介している。また「生産と消費の矛盾」にかんする久留間–冨塚の文献学的論争を紹介し、これによってMarxがそ
の具体的な展開を予告した箇所 (「次の Abschnitt」)が「資本論」第二巻第 3篇に相当することを解明しながらも、結局はそれが何を意味
するのか明らかにできなかったことを指摘している。

*105 宇野 (1953)もこの引用句が恐慌の必然性を説明しようとしたものであることは認めている。「付録二「資本論」における恐慌の必然的根拠
の論証について」を参照のこと。

*106 「剰余価値」は「搾取」とも言い換えられている。商品価値全体ではなく剰余価値が取り出されているのは、費用価格を前提として (一般
的利潤率にしたがう)市場価値が見込まれ、差額としての儲けの見込みが問題とされているからであろう。

*107 しかし、この不一致がたんに需給の食い違いから来るものならば、価格変動から個別利潤率の差が生じ、より需要のある商品に資本が流入
することによりこの「生産」と「消費」の食い違いは解消される。だから宇野は、この食い違いは恐慌の可能性ではあるが、必然性ではな
い、と論じたのだった。

*108 「生産力」、「消費力」という言葉の意味について議論の余地はある。たとえば前者について、v : c、すなわち与えられた資本構成のこと
とも、またそれを要求する生産技術のありかたとも理解できるし、あるいは総労働量にたいする必要労働量の比 ((v +m) : v)とも受け取
れる。
後者について、水谷 (1980) は久留間鮫造の示唆を受けて次のような解釈を示した。この解釈は妥当である。まず「生産部門間の均衡」

「生産部門間の比率性」(Proportinarity)について、「各生産部門間への資本と労働の配分における比率性あるいは比例性のことであり、そ
れは、経済外的事情や信用や価格変動を別とすれば、主として、労働の生産性、生産要素の価値革命、剰余価値率と利潤率、資本の回転期
間、貨幣資本の積み立ての程度や資本の蓄積率、社会の個人的消費力、等々に制約されて変化させられる。その比率性が不均衡なばあいに
は、その程度にかかわらず、各部門間における相対的な過剰または過少な生産が生ずることになる。生産の無政府的性格を特質とする資本
主義的生産の基礎上では、この比率性は、個々の資本にとっては意識的に調節できない偶然的なものとして現れざるをえない」。「社会の個
人的消費力」について、「第一に、蓄積欲求によって制約される、収入 (賃銀と利潤)の大きさを規定する可変資本と剰余価値は、つぎつぎに
投下される資本の規模に、したがって蓄積率に依存するのである。社会の消費力は、第二に、収入が労賃と利潤とへ分配される比率によっ
て、また、利潤が産業利潤、商業利潤、利子、地代等々へ分割される割合によって規定されている。労働者階級の消費力を決定する労賃の
大きさについてみれば、それは、労働力の価値規定および労賃法則に制限される一方、彼らは利潤をもたらす限りでしか充用されないとい
う法則によって制限されている」。
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ろう。

もしも矛盾が生じるのだとすれば、それは再生産過程

の継続に必要な社会の生産諸力の調達が追いつかなく

なったとき、とりわけ Ck において追加的な可変資本の

調達に破綻をきたし、P(W′) において技術的に要求さ

れる資本構成が実現されなかったときである。これこそ

「内的矛盾」すなわち「剰余価値が生産される諸条件」と

「剰余価値が実現される諸条件」とのあいだの矛盾と称

すべきである。この肝心の部分の記述は引用句からごっ

そりと抜け落ちている。そして恐慌が爆発するのはまさ

にこの空白においてである。

その後第三パラグラフでは一転して不況下 (「没落の

脅威のもと」)での生産改良が叙述される。だからこの

箇所が「利潤率の傾向的低下の法則」と結びつけられ、

引用句全体が第 15章「この法則の内的矛盾の展開」の

なかに置かれることになった。

第四パラグラフは〈資本の過剰〉を「内的矛盾」と表

現し、それが恐慌として出現するその現象面 (「資本の

過多が人口の過多と結び付けられている」)を明らかに

している。ここで人口との関係は示唆されるが、肝心の

〈相対的過剰人口〉には言及されない。そしてこれが第

三パラグラフにある生産改良によって一時的に緩和され

ること (「内的矛盾は、生産の外的範囲の拡大によって

融和されることを求める」)、しかしそれは一時的なも

のでしかないこと、そのあとに増進された生産力の下で

一層ひどくなった矛盾が再び襲ってくることを説明して

いる。

* * *

このように考えると、第二の引用句は肝心な部分が

脱落し、しかも間違った箇所に挿入されているが、ま

ごうことなく〈原理論的恐慌論〉を叙述している。こ

れに比べると第一の引用句は、第二のそれの混乱した

部分を圧縮して表現したものにすぎない (それでも、

Ck · · ·P(W′)のうち、Ck(「資本主義的生産の衝動」)す

なわちG · · ·G′ の循環があくなき拡大を志向し、P(W′)

すなわち P · · ·Pの循環を規定する生産技術と人口の制

約 (これは誤って「大衆の貧窮と消費制限」と表現され

ている)に衝突するのだということ、これが「すべての

恐慌の究極原因」とされていることはわかる)。

上の理解からは、〈原理論的恐慌論〉が再生産過程の

一時的 (周期的) 崩壊であること、したがって再生産過

程の説明は恐慌理論の前提となること、ただし再生産表

式そのものは恐慌理論ではないこと、が了解される。な

ぜならば再生産表式のなかに数字として記述しえない

〈相対的過剰人口〉がここで重大な意味をもっているか

らである*109。

「生産と消費の矛盾」(内的矛盾) とは何か。それは、

これまで考えられてきた解釈とは
●

あ
●

べ
●

こ
●

べ
●

に理解され

なければならない。再生産表式がその基礎とする商品循

環W′ · · ·W′ は社会の全生産物からなるブルジョア社会

の富、「巨大なる商品集成」の物質的再生産過程として

(再生産表式に見るように) きわめて安定した地盤の上

に乗っているように見える。しかし、それは見かけだけ

のものである。「消費」(これには労働者のための消費と

しての消費ばかりではなく、不変資本の生産的消費も含

まれる)、あるいは流通過程 Ck は飽くなき価値増殖過

程を求める。これを図式表現したものが G · · ·G′ の貨

幣循環である。ところが、これを成り立たせるべき「生

産」は P · · ·P の循環として、その時代の技術水準 (生

産力)、天然資源、人口の制約の下にある。G · · ·G′ の循

環 (資本蓄積)は P · · ·Pの桎梏にぶつかり、一時的に破
綻せざるをえない。それは同時に消費生活 (W′ · · ·W′)

の危機であり、人間生活の物質的再生産 (P · · ·P) の危
機でもある。これが「生産と消費の矛盾」の意味であ

り、「生産」と「消費」の位置はこれまで取り違えられ

てきた。

この取り違えが生じた理由は、われわれが恐慌の「矛

盾」に充ちた現象面に幻惑されていたからである。

第一に、本来は不況期に行われる生産改良は、より少

ない可変資本での生産を可能にすることにより、P(W′)

の桎梏を一時的に緩和し、資本の集中 (またそれに伴う

〈相対的過剰人口〉の創出＝失業) とそれ以降の成長に

際しての〈相対的過剰人口〉の「節約」を可能とする。

*109 仮に〈相対的過剰人口〉が数値として記述されるのであれば (またそれはおそらく二つの変数の組として表現されるだろう)、これを規定
する一階の連立微分方程式体系 (Lotka–Volterra方程式のような)が構成できるだろう。これは整理されて二階の微分方程式 (波動方程式)

となり、その解は周期関数として表示されるに違いない。景気循環の周期性はあるいはここから説明されることになる。なお、寺出 (2010)

は R. M. Goodwinによる Lotka-Volterra方程式による景気循環モデルに言及している。
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これは〈労働力商品〉の価値を低下せしめる (〈相対的

剰余価値〉の生産)。

また第二に、(相対的には)より少ない可変資本しか必

要されないとしても、以前より強大となった生産力の下

で蓄積された資本は、(絶対的には) より大量に可変資

本を吸収し、次の好況末期にはふたたび〈相対的過剰人

口〉の枯渇をまねくことになる。生産拡張のための可変

資本が調達しえずに資本家は既存労働組織への労働強化

(〈絶対的剰余価値〉の生産)に訴えざるをえなくなる。

ただし賃金支払いは従来のままとなることから「賃金

の労働力の価値以下への下落」と観念され、さらに諸物

価 (生活資料) の高騰が (名目賃金の上昇にかかわらず)

実質賃金を引き下げる。これらの現象は「大衆の困窮」

以外のなにものでもない。Bukharinの見解 (脚注*110)

は、おそらくこのことに基づくものであろう。これらの

ことが「大衆の貧窮と消費制限」とされることにより、

「生産と消費の矛盾」のこれまでの解釈が生み出された

と考えられる。

* * *

ところで、井村 (1969) は「生産と消費の矛盾」を考

察するにあたって、次のことを念頭に置くべきであると

指摘している。これらの指摘はしごくまっとうなもので

ある。

1). Engelsは「大衆の過少消費」は「数千年このかた

恒常的な歴史的現象」であり、資本主義に特有の

ものではない。だから恐慌という「新しい現象」

の原因として「大衆の過少消費」のみを持ち出す

のは適当でない。

2).「究極の原因」とそれがいかに現実の恐慌として

爆発するかは区別されるべき。恐慌は現実的な

「産業循環過程」として記述されるべきである。

3). 消費にかんして、Smith のドグマ (v + m) を克

服したものが再生産表式であるから、「消費の過

少」を
●

言
●

う
●

場
●

合
●

に
●

は再生産表式論をふまえるべき

である。

次に井村は従来の恐慌論 (と再生産表式論のかかわ

り) について、以下のような類型を整理している (ただ

しこの整理には疑問の点が多く、それらは脚注にて指摘

しておく)。

i). 古典的論争。Tugan-Baranovsky、Luxemburg、

Bukharin*110らがいずれもここに分類される。

「再生産表式のしめす諸条件を再生産の「均衡」の

ための諸条件とみなし、表式上に検出される「均

衡」の破壊＝「不均衡」のなかに資本制生産の矛

盾をみいだし、かかる「不均衡」＝矛盾をもって

ただちに資本制的再生産の不可能性や恐慌の出現

を説明する」*111。ここで「再生産表式のしめす

諸条件」とは、Iv+m = IIc(単純再生産の場合)な

いし Iv+mv+mm = IIc+mc(拡大再生産の場合)の

ことである。

ii). 山本二三丸の恐慌論*112。「再生産表式の課題

は・・・社会的総資本の再生産と流通とがいかに

行われるか、ということを示すことにある。・・・

現実の諸変動をあらわしたものではない」、ゆえ

に「このような再生産の条件＝法則を、再生産過

程が円滑に、均衡的に、理想的に行われるための

条件、つまり均衡条件とみなすことは根本的な誤

りである。かかる見解をとるならば、恐慌をもっ

*110 Bhkharinがここに分類される理由を井村は詳細には説明していない。都留 (1980)は Bukharinの見解を次のように説明している。「「生
産と消費の矛盾」を恐慌の説明要因として再生産表式にはじめて導入したのはブハーリンである。ブハーリンによれば、生産部門間には
「必然的な技術的＝経済的関連」があり、これを破壊する原因が賃金の労働力の価値以下への下落、すなわちブハーリンのいう「生産と消費
の矛盾」である。このような「生産と消費の矛盾」の理解はのちに山田盛太郎氏によって継承され、いっそう明確に部門間均衡条件に位置
づけられることになる。山田氏によれば、部門間均衡条件は再生産の円滑な進行を左右する「決定的条件」であり、それゆえ恐慌は部門間
均衡条件を通じてのみ現出するものである」。つまり、この類型に位置づけられているのは Bukharin の、というよりはそれを継承した山
田の見解である。

*111 互いに論争相手であった Tugan-Baranovsky と Luxemburg をひとくくりにするのは、両者が拡大再生産表式の (みかけの) 永続性を、
前者が肯定的に、後者が否定的に受け止めた上で、そこからそれぞれの結論を引き出そうとした点が共通しているからであろう。実際には、
両者の結論の出し方はまったく正反対であり、しかも Luxemburgは真相の一歩手前まで来ていたが、井村としては再生産表式の内部に根
本の矛盾を見ない両者は同罪とされるのである。

*112 山本二三丸,「恐慌論研究」,青木書店,1965。これは山田盛太郎の見解への批判として提出された。
*113 山本の主張について二つ指摘しておきたい。1). 山本の理屈は Bukharin を擁護した鈴木・吉田 (1958) の主張 (再生産表式を「具体的な

現実」にはそのまま適用できないとするもの) と同一である。そこで問題になるのは「現実の」恐慌とはいかなるものか、ということであ
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て均衡条件の破壊とみる誤謬におちいり、資本制

生産の発展は、現実において、つねに恐慌の中に

ある、ということになる」*113。

井村は山本の見解が再生産表式上に生じる不

均衡は現実の均衡ではないとしている点で類型

i). 全体の誤謬を指弾したものと肯定的に受け止

めている。ただし、だからといって再生産表式を

恐慌論に使うことまで否定してしまっては、その

恐慌論は抽象的な「矛盾」という言葉にとどまる

のではないか、と批判している。これは再生産表

式を恐慌論の基礎ととらえる井村の立場からすれ

ば、当然であろう。

iii). Leninの見解とそのヴァリアント (井村自身の恐

慌論もここに含まれる)。「レーニンは・・・有機

的構成高度化にともない、「生産手段のための生

産手段の生産がもっとも急速に増大し、それにつ

いで消費手段のための生産手段が増大し、消費手

段の生産はもっとも緩慢に増大する・・・」こと

を明らかにし、ここに「それに照応する消費の拡

大のない生産の拡大」の矛盾を強調した・・・。そ

して、レーニンは・・・つぎのようにいう。・・・」

として、L4(脚注*121 参照) からの引用*114より

生産手段の生産の優越を Leninが「生産と消費の

矛盾」の意味と解していた、と指摘している*115。

iv). 宇野弘蔵の恐慌論。「再生産表式のしめす再生産

の諸条件はすべて価格メカニズムによる均衡化過

程でつらぬかれていくものとされ、かかる立場か

ら、表式論を基準として「不均衡」実現の問題を

論ずることが、一切拒否されていった」*116。

これらにたいして井村自身は、iii).の類型を基礎とし

ながら、次のように自説を展開している。まず、「生産

と消費の矛盾」を部門 Iの生産の経済全体にたいする肥

大化傾向 (不均等発展)と解釈する Leninの見解は基本

的には正しいものととらえる。ただし、a). 部門 I の蓄

積の優越は、資本構成不変のもとでも言えること、b).

この傾向を指摘するだけでは、いわゆる「実現」の問題

に答えたことにならないこと、を難点とし、それぞれの

点を解決する工夫をなしている。

このような井村の説にたいしてはいくつかの批

判*117が加えられており、未だ決着がついていない状

況にある。

る。それが〈原理論的恐慌論〉なのであれば、それは一種の抽象的観念である。段階的な規定を踏まえた恐慌の「変形」を議論する場合で
も、レベルは違うもののやはり抽象物であることには変わらない。現実の恐慌と云うのであれば、1847 年恐慌、1920 年の世界恐慌など、
個々の具体的な事象を指すことになる。2).山本が「資本制経済は現実においてつねに恐慌のなかにある」と極論を吐くとき、ある意味で真
実の一面をついているとも言える。Luxemburg は価格変動を日常的な攪乱、恐慌を周期的な攪乱、と類推的に把握し、再生産表式から前
者を除くのであれば、後者も除かなければならない、と主張したのだった。両者の違いは何か。それは前者が商品一般の需給不均衡に由来
するのにたいして、後者が労働力商品の需給不均衡に対応している、という違いである。

*114 L4からの引用は次のとおりである。「まったく均衡のとれた理想的に円滑な実現のばあいでさえ、生産と消費とのあいだの矛盾のない資本
主義を、考えることはできない。実現は、消費資料によるよりもむしろ生産手段によって、より多く行われる、―これは明らかに、マルク
スの表式からそうなる。ところがこんどは、このことから、「生産力は、発展すればするほど、消費関係がよって立つ狭い基礎とますます矛
盾するようになる。」ということも不可避的に出てくる。「資本論」のなかで生産と消費とのあいだの矛盾をこのような意味にだけ理解して
いたことは、明らかである。」

*115 都留 (1980)によれば、宇高基輔は Leninのこの見解を拾って (山本二三丸を補足しつつ)「生産と消費の矛盾」は「再生産論の結論」であ
ると主張した。これにたいして、冨塚良三は I部門の優越は「均衡的」(つまり資本主義的生産の常態)であって、「それがそのまま「恐慌の
究極の根拠」をなす基本関係そのものであるということはできない」と批判した。

*116 確かに宇野はその恐慌論を展開するにあたって再生産表式を基礎とすることを拒否した。またそれには正当な理由があった。すなわち、恐
慌論は価格 ̸=価値を前提しなければ展開できないのにたいして、再生産表式では価格=価値が前提とされている (むしろ〈価値法則〉を論
証するためにこそ再生産表式が必要とされた)。このことから両者を一体的に取り扱うことはそもそも無理があり、またさしあたってはその
必要もない、と宇野は主張したのである。しかも宇野は恐慌論において労働力商品の価値規定の特殊性を論ずることが重要なポイントとな
り、その意味で賃金を他の商品価格と同列には扱い得ないとしたのであった。だから「価格メカニズムがあらゆる不均衡を均衡化するもの
ではない」ことを宇野が認識していない、と井村が非難しているのはきわめて不当である。
なお、再生産表式において価格=価値は理論上の想定ではあるが、この想定は競争と利潤率均等化が (暗黙の)前提とされているからであ
る。これを気に留めた上でならば、価格 ̸=価値の想定のもとで再生産表式を考察することには問題がない。結果は、宇野の恐慌描像が部分
的に再生産表式の上で再現されることになろう (ただし、利子率と利潤率の衝突まで再生産表式の上で表現するには無理がある)。

*117 たとえば水谷 (1979)は井村の説が前提とする資本構成不変の想定を好況期の論理ととらえ、不況期を対象とする Leninの「構成高度化表
式」の意義を強調する。都留 (1980)、由井 (1983)は好況期の「矛盾」の蓄積局面について井村が「労働者の消費制限を示すべき労働者の
個人的消費の動向」を明らかにしていない、として、井村が実質賃金率が上昇すると描き出していることにも、反対に下落するとすべき、
と主張している。
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* * *

ところで、「生産と消費の矛盾」について、あるいは

恐慌と再生産表式の関連について、なぜこれほど多様な

類型があらわれてきたのだろうか。これらの類型は長き

にわたる論戦によって形成されたわけだが、一つ一つの

論争は止揚されず、まるで概念の自己運動のごとく際限

なく分裂している。ここではこれまでの論戦にかんする

教訓をまとめておきたい。

A). イデオロギー＝科学の立場 (経済学批判の立場)

へ回帰すべきこと：

たんなるイデオロギーの立場とも、科学の立

場とも異なる、批判の立場が要求されている。も

しも (経済体制を根幹から揺るがす危機を叙述す

る)理論が完成度と現実への適用能力を高めてい

たら、もしその理論を体現する労働者党があり

(これは理論と実践の「分業」を意味するもので

はない)、その理論にもとづく優れた予言力と組

織力、実行力を発揮できていたら、このような理

論の空回りとでも言うべき状況には陥らずには済

んだであろう。われわれは明らかに疎外されたイ

デオロギー生産にからめとられている。

まずはそれぞれの類型をイデオロギー批判の

方法にしたがって正当に位置づけ、各論者がいか

なるイデオロギー生産を主体的になしたのかが過

程的に研究されなければならない。当然、その背

後にある党派的な意図については言及されねばな

らない*118が、そのうえで一切の政治的行きがか

りを白紙に戻した論争がなされるべきである。

B). 認識の端緒を措定すべきこと：

恐慌論はひとつの対象認識であり、それに今日

取り組むことの意義が明らかにされなければなら

ない (Engelsによる「恐慌は新しい現象だ」との

指摘は見習うべき姿勢である)。われわれが「資

本論」の記述を巡って言い争っているのだとして

も、それはたんに懐古趣味からそうしているわけ

ではない。

われわれの眼前には過剰流動性 (「バブル」)

とその破裂 (「リーマン・ショック」のような)が

あり (またかつての「スタグフレーション」があ

り)、この現実がかたちを変えた「恐慌」である

こと、つまり〈資本の過剰〉処理の今日的形態で

あること、また「デフレ」と「人口減少」がこれ

に関わっていることを直感的に理解している。こ

れと〈原理論的恐慌論〉とのつながりを明らかに

することこそ、今日における恐慌論研究の任務が

ある。

C). 理論展開に際して方法論を意識すべきこと：

認識の端緒の措定は、次のことをわれわれに問

いかける。すなわち、われわれはいかにそこから

下向分析するか、その際に何を捨象するのか (下

向限界)、その分析過程で〈原理論的恐慌論〉のな

かに隠されている「内的矛盾」(疎外された労働)

にまでいかに到達するか、そこからいかに上向展

開し、それぞれの時代の恐慌の典型的な姿とまた

その変形を描くか、またそうした危機からの脱出

方策をいかに描き出すか、である。これらは経済

学批判の方法として、常にわれわれに問われてい

るところのものである。

特定の方法論を採用すること/拒否することそ

れ自体によって非難されることはないが、なぜそ

うするのかは常に説明されなければならない。言

い換えれば「恐慌論の基礎理論としての再生産表

式論」という標語を一人歩きさせてはならない。

井村は「過少消費」との関係で再生産表式を持ち

出すが、逆に言えばそれ以外の積極的な理由がな

い。〈原理論的恐慌論〉と再生産表式は、同じ〈原

理論〉のなかでも異なった方法論に従っている。

前者は価格 ̸= 価値 (競争の過程そのもの)、後者

は価格 =価値 (競争の結果)である。それにもか

かわらずこの二つを結びつけるには、しかるべき

積極的な理由が必要である。

*118 まっさきに「古典的論争」が解剖されねばならない。Luxemburg の努力があっさりと合理的かつ技術的に片づけられ、それが第二イン
ターナショナルの命運を左右するイデオロギー闘争であったことが見過ごされたことについては、既に指摘した。国際労働者運動の潮流は
やはり日本の論壇にも影響を与えたのであり、最初は Bukharin 派の隆盛と、同時期に福本の議論が Trotsky 主義とみなされ黙殺された
こと (だから福本の問題意識を受け継いだ宇野の理論が脈絡なく突如出現したように見える)を挙げねばならない。次に、Bukharinが失脚
し、(Lenin派を僭称する)Stalin派が力を持った。山田盛太郎への批判はこの文脈からも考察されるべきである。
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4.4.2 Leninの「市場理論」

以上に見たように「生産と消費の矛盾」にかかわる諸

理論にたいして、Leninの見解の及ぼした影響はきわめ

て大きい。Lenin の見解はナロードニキとも、「合法マ

ルクス主義者」たちとも、Luxemburgとも、第二イン

ターナショナルの理論家たちとも明らかに異なってい

る。Leninの見解の特異性は、その後のボリシェビキの

過渡期経済建設をめぐる論争にも影響を与えたし、日本

の論争にももちろん影響した。水谷 (1981)は当時の日

本における論壇の状況を次のように総括している。

彼 (Lenin)の見解は、わが国では多くの人々によっ

てうけつがれ、今日もなお、有力な見解として再生産

されている。いな、単に再生産されるだけにとどまら

ず、より多くの誤りや読み込みをふくんだかたちで拡

大再生産され、現状分析あるいは一国資本主義分析へ

の理論の応用という面にも、逆の効果を及ぼしている

ようにみえる。水谷 (1981)

水谷は、(Lenin による再生産表式の解釈は概ね妥当

なものであったにもかかわらず)、以下のような不当な

主張を含んでいたと指摘している。それは、1).「生産と

消費の矛盾」の不可避性がMarxの再生産表式から導出

されるとしたこと、2).再生産論の役割の一つは「矛盾」

の実現を解明することにあるとしたこと、3).「資本論」

第三巻第 15章の引用句が「矛盾」を追認するものにす

ぎない、としたこと、などである*119。

したがって、この問題の解明になんらかの貢献をなそ

うとする者は、まずもって Lenin の見解と対決しなけ

ればならない。ここでは、レーニン (1971) 所収の諸論

考のなかに表明されている Leninの「市場理論」を検討

する。

内容の検討に入る前に、当時のロシア「市場問題」を

めぐる論戦 (「1890年代におけるロシヤ資本主義論争」)

の状況を、水谷 (1980,1981) に依拠して整理しておく。

水谷はロシヤ資本主義論争を「農地改革 (1861年)後の

ロシヤ経済の発展ををどう評価し、その将来をどのよう

に見るかという、いわば「ロシヤ資本主義の運命」をめ

ぐって 80 年代後半から 90 年代末期にかけて行われた

論争のこと」と説明している。その上で当時のロシア情

勢を次のように叙述している。

90 年代のロシヤは、まだ圧倒的に農民の国であり、

農業においては地主的大土地所有制が優勢であった。

しかし工業では、木綿工業を中心にして、90年までに

ほぼ資本主義が成立している。そして 90年代には、鉄

道を起動力として重工業化がすすみ、資本主義も急速

な発展をとげる。

90年代は史上空前の大飢饉 (91–92年)と、資本主義

の急成長を促進したヴィッテ*120蔵相の就任で始まっ

た。二年間にわたる大飢饉は、ヴィッテの政策とあい

まって、膨大な出稼ぎや難民を生み出したり、農民を

極度に窮乏化させたりして、多方面に大きな衝撃をも

たらしたが、それはまた、ロシヤ経済への危機感とマ

ルクス経済学への関心を喚起し、ロシヤ資本主義論争

の本格化をうながすインパクトにもなった。

ヴィッテは、大規模な鉄道建設 (たとえばシベリア横

断鉄道) を起動力にして、資本主義を急成長させる諸

政策を実施させていった。これらに要する資金は、主

として外債と農民への重税によってまかなわれた。こ

うして一方では、鉄道、
や き ん

冶金、石油、繊維、商業部面

で資本主義が急速に発展し、他方では、鉄道網を通じ

て農民生活と商業との結合、労働力の移動が促進され、

農民層分解がすすんでいった。

90 年代後半になると、資本主義の発達に照応して、

労働者の大規模なストライキ運動が増加、拡大し、この

運動へのマルクス主義者の影響も大きくなっていく。

ロシヤ社会民主労働党の第一回大会が開かれたのは、

1898年であった。水谷 (1981)

水谷は、こうした状況に直面していた若き Leninの当

初の目的を次のように理解していた。

レーニンは、ロシヤの、特に農業の経済的諸事実の

分析にもとづいて、ナロードニキにおける階級的な観

点の欠如と、「資本論」の誤った理解とを批判した。当

時のレーニンにとって緊要なことの一つは、社会民主

労働党綱領の理論的基礎を提示することであり、その

ために、ナロードニキなかんずくダニエリソンのロシ

*119 水谷はこれら Leninの主張が Leninが論戦に参加した初期 (ナロードニキにたいする論戦を主とする)にはそれほど目立たず、後半の「合
法マルクス主義者」たちとの論戦で表に出てきたこと、Tugan-Baranovsky らが再生産表式と第三巻第 15 章との齟齬のことで Lenin を
攻撃したことに対抗して、これに直対応した結果の「勇み足」だった、と評している。加えて富塚–久留間論争で問題とされた箇所 (「資本
論」第二巻第 16章「可変資本の回転」の注 32)が Leninをも惑わせたとしている。水谷のこの評価は妥当である。さらに言えば、Lenin

は Luxemburgが悩んだものと同じ箇所でひっかかったはずだが、これを理論的にはうやむやのまま乗り切ってしまったのである。
*120 Sergei Yul’jevich Witte(1849–1915) は、帝政ロシア末期の政治家。大蔵大臣 (1892–1903 年)、ポーツマス条約締結時の全権大使、ま

た後にロシア帝国首相 (1905–1906)。若年時に鉄道業に携わったこともあり、鉄道に
ち し つ

知悉していた。
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ヤ資本主義分析に対して、彼の階級的な資本主義分析

を対置することであった。水谷 (1981)

* * *

レーニン (1971)は「市場問題」にかんする 4編の論

説から構成されている*121。

L1は Leninの理論的著作としては二番目に古いもの

であり、彼が 1893年にサンクト・ペテルブルグの労働

運動に身を投じたばかりの頃のものである*122。Lenin

はまず「市場問題」(ナロードニキの主張)を次のように

説明する。

人民大衆が貧困であり、またますます貧困になって

いるのに、わがロシアで資本主義が発展すること、完

全に発展することが可能だろうか？資本主義の発展の

ためには広い国内市場が必要だが、農民の零落はこの

市場を掘り崩しており、市場を完全に閉ざして、資本

主義制度の組織化を不可能にする恐れがある。なるほ

ど、人が言うように、資本主義は、わが国の直接的生

産者の現物経済を商品経済に転化させ、まさにそのこ

とによってみずからに市場をつくりだしはする。しか

し、なかば乞食のような農民のもとに残っている現物

経済のみすぼらしい遺物をなくしていったところで、

西欧に見られるような強力な資本主義的生産がわが国

で発展しうると考えることができるだろうか？すでに

大衆の貧困化という一事だけからしても、わが国の資

本主義はなにか無力で基盤のないものであり、国の生

産全体をとらえてわが国の社会経済の基礎となる能力

がないことは、明らかではないだろうか？レーニン (1971)

次に G. B. Krasinの報告が紹介される。Krasinはナ

ロードニキの主張に反駁する報告をなしており、Lenin

自身 (基本的にKrasinと同じ立場にある)はこの報告に

たいして補足と訂正を行おうとしている。Krasin の報

告はまずは再生産表式 (「資本論」第 21章「蓄積と拡大

再生産」)を解説しているだけであり、それ自体には特

別なところはない。

Krasinと Leninが食い違うのは、Krasinが「この蓄

積は消費資料の生産の動きからも、また、それがだれの

消費であろうと個人的消費そのものからも、独立してお

こなわれる」と記述したことにたいして Leninが反対し

た点にある。Krasin の記述には多少の不明瞭な点はあ

るものの、「合法マルクス主義者」たちの解釈に沿った

ものである。彼がナロードニキ批判のために再生産表式

をもちだしてきたのも、「合法マルクス主義者」たちに

倣ったものと説明されよう。Krasin の説明は部門 I の

蓄積の部門 IIにたいする優越という意味であるかぎり、

間違っているとまでは言えない*123。

ところが Lenin はなぜか、「マルクスの表式からは、

第二部門にたいする第一部門の優越という結論はいささ

かもくだすことができない」と批判する。Leninの論点

は次のとおりである。

1).「蓄積が消費資料の生産から「独立」しているなど

とは、すでに生産の拡大のためには、新しい可変

資本、したがってまた消費資料が必要であるとい

う理由からしても、言うことができない。」(この

論点は後の Bukharinによって「活用」された。)

2).「この表式はほかならぬ技術的進歩*124を考慮に

入れていない。・・・技術的進歩は、不変資本に

たいする可変資本の比率 (v/c)がしだいに減少す

ることのうちに現れるのだが、表式のなかではこ

*121 以下、次のように表記する。L1:「いわゆる市場問題について」(1893)、L2:「市場理論の問題への覚え書 (トゥガン・バラノフスキー、ブル
ガーコフ両氏の論戦について)」(1898)、L3:「ふたたび実現理論の問題によせて」(1899.3)、L4:「ペ・ネジダーノフ氏への回答」(1899.5)。

*122 その当時の状況は Kostin(1983)が詳しい。Leninの文書は「Old」と呼ばれる理論サークル (これはたんに当時もう一つあったサークル
「Young」と区別するための便宜的なものだった) での G.B.Krasin の報告にたいする批判として出されたものだった。G.B.Krasin につ
いて、訳者の福島は、不詳、としている。Kostinによれば、G.B.KrasinはM.I.Brusnevに率いられたグループのメンバーであり、この
グループが壊滅した後の流刑から戻って「Old」に参加した。The Great Soviet Encyclopedia(1979)によれば、Brusnevグループには
L.B.(Leonid Borisovich) Krasin と G.(German) B.Krasin の名が併記されており、兄弟と見られる。Leonid Borisovich は後のソ連
邦外国貿易人民委員を務め、Leninの葬儀委員の一人でもあった。

*123 Krasinはさらに次のように記している。「もし資本主義社会にとって、一方では蓄積のための蓄積が、個人的消費ではなく生産的消費が典
型的であるとすれば、他方では、資本主義社会にとっては、生産手段のための生産手段の生産こそが典型的である」。これについて Lenin

は「資本主義社会は、機械と、そのために必要な諸対象 (石炭、鉄、等々) との発展という点で、それに先行する他の経済諸組織と違う特
徴をもつ、ということを言おうとしたのだとすれば、それは完全に正しい」と同意している。さらにつづけて「技術の進歩は、まさに、人
間労働が機械の労働のまえにしだいにますます後景に退いてゆく、ということのうちにあらわされる」と補足している。同じことについて
Krasinは否定的なニュアンスで (「疎外された労働」)、Leninは肯定的なニュアンスで (「生産力の増進」)語っているように見える。

*124 Leninは〈有機的構成の高度化〉を「技術的進歩」と言い換えている。それは (肯定的ニュアンスが入るとは言え) あながち間違っている
わけではない。

*125 実際にそのような改良を施した表式 (いわゆる「構成高度化表式」)を作成している。これは Luxemburgの試みと本質的には同じである



70 第 4章 再生産表式論争

の比率は不変とされている・・・もし表式にこう

いう変化を取り入れると*125、消費資料と比較し

て生産手段の生産がより急速に成長することにな

るのは、すでに自明である。」

上の二つの論点から Lenin は以下の中間的な結論を

引き出す (iiは iの言い換えとされている)。

i).「マルクスの研究からくだすことのできる唯一の

正しい結論は、資本主義社会では生産手段の生産

は、消費手段の生産よりも急速に増大する、とい

うことであろう。・・・この結論は、資本主義的

生産は以前の時代とくらべて測りしれないほど高

度に発展した技術をつくりだすという、広く知ら

れている命題*126の直接の帰結である。」

ii).「資本主義社会では、生産の増大は (したがってま

た「市場」の増大は)、消費資料の増加によって

も、また―そしてこれが主たるものであるが―技

術の進歩によっても、すなわち機械労働による手

労働の駆逐によっても―というのは、cにたいす

る vの比率の変化は、まさに手労働の役割の減少

をあらわすからである―、進行しうるのである。」

明らかにアクロバティックな論理を駆使して、無理に

ナロードニキへの反駁材料をつくりだしている点にお

いて、この時点の Lenin には責められるべきところが

ある。

i).の前半は Krasinの説明をより正確に表現したもの

に見える。ところがこれは同時に別の命題の直接的な帰

結であるとされる。この命題は、資本主義が前時代とく

らべて著しい技術的進歩を遂げる、ということであり、

時代を超えて二つの社会制度による技術的達成を比較し

ようとする奇妙な論理となっている。

ii).は i).の言い換え、というよりは、その前提にある

1).と 2).の言明をそれぞれ「消費資料の増加」「機械労

働による手労働の駆逐」と言い換え、これらが生産拡大

(市場拡張) を可能とする、と主張するものである。む

しろこのことを言いたいがために Krasinに反対したの

だとも受け取れる。しかし、1).は総資本の流通の議論

を個々の商品取引の議論へと論点をずらすものであり、

再生産表式の読解としては屁理屈である。2).では資本

構成の高度化をわざわざ取り入れているが、Krasin の

言う部門 I の優越は資本構成が不変であっても言い得

る*127。

ここまでの議論をいったん振り返っておく。Krasin

にせよ、Leninにせよ、ナロードニキの主張 (資本主義

的蓄積の不可能論)に反駁するという共通の目標をもっ

ている。両者の対立点がどこにあるかというと、Krasin

が「資本論」の通説的な理解 (個人的消費が資本主義的

蓄積を制約することはない)に近いところで議論を進め

(付録 B を参照のこと)。なお、Lenin はあきらかにこの改良をそれほど重要と見なしておらず「この結論は、「資本論」第二巻におけるマ
ルクスの研究がなくても、不変資本は可変資本よりも急速に増大する傾向をもつという法則にもとづいて到達することができる」と片づけ
ている。

*126 この命題は「資本論」第二巻第 20 章「単純再生産」第 10 節「資本と収入。可変資本と労働賃金」から引き出されている。この箇所は
Nassau William Senior の「社会が進化すればするほどますます社会は節欲を要求する」という考え (利潤にかんする Senior の「節欲
説」)にMarxが反対して次のように述べたものである。
「ここで資本主義社会を野蛮人から区別するものは、シーニョアの考えるような、収入すなわち消費手段に分解されうる (それに換えられ
うる) 成果を自分にもたらすことのない労働を一定時間支出することが野蛮人の特権であり特性であるということではなく、区別は次の点
にある。
(a) 資本主義社会は労働賃金の形態でも剰余価値の形態でも収入には分解されえないで、ただ資本としてのみ機能しうる生産手段 (した
がって不変資本)の生産に、その駆使しうる年労働のより多くを使用する。(b)・・・(省略)・・・」
これは要するに Smithのドグマ (v +m)に反対して不変資本 cを忘れるなと言っているのである。また、Leninは (b)を省略している
が、そこにはこうある。
「(b)野蛮人が弓、矢、石鎚、斧、籠などを作るとき、これに費やされた時間は、彼が消費手段の生産に使用したものではないこと、した
がって、彼が生産手段にたいする自分の必要を充たしただけであることを、野蛮人はきわめて明確に知っている。さらにまた野蛮人は時間
の浪費にたいして全くの無関心であることによって、一つの経済的重罪を犯すもので、たとえばタイラーの語っているように、一本の矢を
仕上げるために、まる一ヶ月を費やすこともしばしばある。」
つまりここでは「野蛮人」が生産手段の生産の必要を十分に理解していること、ただしそれは自分のための生産手段であって「資本とし

て機能する」生産手段ではないこと、そしてその生産に際してしばしば時間を浪費し、そのことを気にもとめない、ということであった。
*127 Leninは資本構成の高度化に言及することで、再生産表式外のことに話を広げている。〈有機的構成の高度化〉が仮に重要であったとして

も、これは本来不況期の競争にかかわることなのだから、そうした不利な条件下でも市場拡大は可能である (拡大再生産表式を構成できる)

という意味にすぎない。もしも Leninがそのことを意図していたのであれば (またそれで十分にナロードニキ批判になりうるが)、そのこと
をはっきりと言うべきであった。
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ているのにたいして、Leninが資本主義のもたらす技術

的進歩を積極的に是認する方向 (ロシア経済における資

本構成の高度化が市場拡大を促進する)で議論を展開し

ている点に違いが見られる。このことを確認して先を急

ごう。

Lenin(と Krasin) は再生産表式が前提としている純

粋資本主義の想定 (「資本主義的生産様式の全般的で排

他的な支配」)のもとでは「ロシアで資本主義の完全な

発展が可能かどうか」という問題を直接には解明できな

いことに注意を移す。農村部の家内手工業 (「クスター

リ」)が広く残存していたロシア経済において、資本主

義的再生産が少なくとも理論的にはどのように進展す

べきであるのかを描き出すあらたな考察が必要とされ

ている。この課題は当然「資本論」の研究範囲を超えて

いる。

この共通の問題意識のもとで Krasinは、資本主義的

な地域Aと現物経済の支配する地域W を置いた上で資

本主義的蓄積にかんする二つの類型、i).資本主義の「横

への」拡張、ii).資本主義の「奥への」深化を区別し、ナ

ロードニキが前者の危険のみに注目し、後者に目を向け

ないことを批判した*128。Leninは Krasinの「横への」

拡張理論が通説的＝ナロードニキ的である、としてこの

説明に不満を表明する。

ここでの Lenin の意図は次のようなことである。ま

ず課題が「資本主義がどのようにして現物経済を犠牲に

して発展し、国全体をとらえていくか」であることを再

確認し、ナロードニキの見方を次のように要約する。

彼らは、わが国の制度の「患部」である資本主義を

その「健全な」部分―直接的生産者、「人民」―と対

比するにとどまり、前者は (Krasinの図式の)左手に、

後者は右手におかれる。そして全洞察は「人民の共同

生活」にとってなにが「有害」で、なにが「有益」か

ということについての感傷的な空文句で終わってしま

う・・・レーニン (1971)

その上で Krasinの説明の難点を次の二点にわたって

指摘する。

1). 販路の問題。地域 Aから送られる商品を地域W
が購入しえないこと、「W における現物経済の商

品経済への転化はなにによってひきおこされるの

か」。通説は交換を偶然のものとしか見ず、経済

制度としては見ない。

2). 可変資本調達の問題。地域 A の再生産の持続に
際して可変資本となる労働力をどうやって確保す

るか。Leninはこれを「地域W から生み出され

ねばならない」としている。

続いて Lenin は理論展開の上でおさえておくべき共

通理解 (「問題になっている諸概念の内容」)を表 4.8の

ように説明する。

表 4.8 Leninによる諸概念の整理

概念 商品生産 資本主義

説明 生産物が個々の孤

立した生産者によっ

て生産され、しかも

各人はなんらかの生

産物の製造に専門化

し、その結果社会的

必要を満たすために

は市場での生産物の

売買が必要となって

いる社会経済組織

もはや人間労働の

生産物だけでなく人

間の労働力そのもの

まで商品となるよう

な、商品生産の発展

段階

契機 社会的分業の出現

(現物経済→商品経

済)

競争市場の出現 (商

品経済→資本主義)

レーニン (1971) をもとに筆者作成

この発展の必然的結果として、一般的には多数の小経

営が少数に大経営に集約され、特殊的には自立した直接

的生産者 (農民)が賃金労働者に転落する、とされる。

そしてこれら共通理解の上で、Leninは Krasinが打

ち出した図式を新たな表式 (「市場理論表式」) へと改

訂することを考える。表式は、表 4.8にある二つの「契

機」を含み、最初の問いは表式中に示される「市場の大

きさ」＝「商品に転化する生産物の量」によって表現さ

れるとする。

*128 残念ながら L1に引用されているかぎりでは、それぞれの詳細は分からない。
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表 4.9 Leninの「市場理論表式」(第 1期)

a b c 計 消費 販売 購買

I a b c 9 9 - -

II a b c 9 9 - -

III a b c 9 9 - -

計 3a 3b 3c 27 27 - -

レーニン (1971) をもとに筆者作成 (表 4.10–4.11 も同じ)

表 4.10 Leninの「市場理論表式」(第 2期)

a b c 計 消費 販売 購買

I a - 2c 9 6 3 3

II a 3
2
b 1

2
c 9 7 1

2
3
2

3
2

III a 3
2
b 1

2
c 9 7 1

2
3
2

3
2

計 3a 3b 3c 27 21 6 6

表 4.11 Leninの「市場理論表式」(第 3*期)

a b c 計 消費 販売 購買

I a - 3c 12 7 5 3 + (2)

II a b ⇑ 6 6 (2) 2

III a 2b - 9 6 3 3

計 3a 3b 3c 27 13 8 + (2) 8 + (2)

表 4.9～4.11は Leninの「市場理論表式」を簡素化し

たものである*129。a、b、cはそれぞれ種類の異なる労

働 (たとえば農耕労働、採取労働、加工労働) の 3 時間

を表示する。ここでは労働量の社会的分配のみが問題と

されており、生産諸手段 (したがって蓄積と拡張再生産)

のことは最初から考察の外におかれている*130。

それぞれの表は次のように解釈される。

• 表 4.9ではそれぞれの生産者が全種類の労働に 3

時間ずつ、いずれも合計で 9時間支出し、その生

産物の全量を自家消費している。市場には生産物

は全く出回らない。

• 表 4.10 では社会的分業が生じており、生産者 I

は全体として 9 時間支出することは変わらない

が、採取労働 bに全く支出せず、その分を加工労

働 c に廻している。自家消費する分は 6 時間分

にとどまる。加工労働 c の生産物 3 時間分を商

品として市場に出荷し、代わりに採取労働 bの生

産物＝商品 3 時間分を市場から購入する。生産

者 II、IIIについても同様に労働支出の偏りが生

じ、過不足を市場で売買する必要がある。表 4.9

と比較すると、確実に市場の大いさは拡大してい

る (0 → 6)ことがわかる。

• 表 4.11 では労働力が商品化されている。生産者

IIは生産者 Iのもとで 3時間分の加工労働に従事

している (⇑で表現)。ただし、それにたいして 2

時間分しか支払われず、1時間は剰余労働として

生産者 Iが取得している (労働力の売買は括弧付

の数字で表記)。生産者 Iは全部で 12時間分の生

産物を得ており、うち 5時間分を採取労働の生産

物＝商品と労働力の購入にあて、残り 7時間分を

自家消費する。生産者 III は (加工労働 c の生産

がすでに I によって占有されているので)a 以外

の自己の労働を採取作業に集中している。市場の

大いさは表 4.10 と比較するとさらに拡大してい

る (6 → 8 + (2))。また Iは自家消費と市場から

の購入を合わせて 10時間分得ているのにたいし

て、IIは 8時間分を得ているにすぎない。

これらの表から Lenin は次のような二つの結論を下

す。第一の結論は主に第一の契機 (「社会的分業の発

生」) に関連し、第二の結論は第二の契機 (「労働力の

商品化」)に関連する。そして、これら二つの契機が避

けられない歴史的な「段階」として叙述され、この叙述

をもってナロードニキの主張が覆される、とする。

a).「「市場」の概念は社会的分業・・・の概念と、まっ

たく不可分である・・・。「市場」は、社会的分業

*129 L1所収のものが I～VIの生産者であったものをここでは I～IIIに半減し、6表あったものを 3表に縮減した。第 3*期は Leninのもとの
表式では第 4期以降に相当する。

*130 Leninはこの表式から得られる「第三の結論」(実は前提)として、「生産手段生産の意義にかんするもの―は、表式に修正をほどこすこと
を要求する」としている。
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と商品生産が出現するところで、またそのかぎり

で、現れる。そして市場の大きさは社会的労働の

専門化の程度と不可分に結びついている。」

b).「「人民大衆の貧困化」・・・は、資本主義の発展を

阻止するものでないばかりか、逆に、まさにその

発展を表現するものであり、資本主義の条件であ

り、資本主義を強化する・・・。資本主義にとっ

ては「自由な労働者」が必要であるが、貧困化と

は小生産者たちが賃金労働者に転化することにこ

そある。」

「市場理論表式」はたしかに Leninの思弁力の強靭さ

を示す好例であり、ここから学ぶべき点は多い*131。し

かし、上のそれぞれの結論にたいして、ただちに次のよ

うな疑問が生じる。

a)’. 現物経済 (表 4.9) がいわゆる「ロビンソン的労

働」の集積として表現され、共同体労働とはみな

されていないこと。その意味ではこれは架空の社

会構成体を示しており、ここから市場の発生を説

明することが適切なのか疑問がある。

また商品生産 (表 4.10)は、それが偶然的なも

のであるのか安定したもの (再生産されるもの)

であるのかが区別されていない。生産者 Iがいず

れかの種類の労働に専業化するときには、経営内

部にはそのための有利な生産条件 (土地の豊度な

ど)が既に揃っており、これがやがては資本主義

的差額地代へと進化するのではないか*132。外部

的にはすでに定期的なや仲買人など、そこへの販

売をあてにできるものがあって初めて自分では消

費し得ない量の商品作物を生産しようとする意図

が生まれるのではないか。

b)’. わざわざ自分から貧困になろうとして、労働力を

他人に売り渡す動機がない。そのため労働力商

品化の契機は、自発的なものというよりは強いら

れたものである。Lenin はこの強制力を「競争」

によるものとしているが、資本主義化以前にこう

した競争が働くものであるか疑わしい。この競

争力の源泉が市場 (商人資本)の側にあるならば、

これが生産者 Iと結びつき、これには地代を支払

い、生産者 II を雇用して自らは産業資本化する

となると、このような競争は既に十分に資本主義

的である。

まずは生産者 IIがそのための生産諸手段をも

たないために商品 cを自分の土地では製造し得な

い、ということが前提にある (加えて、商品 cが

a、bの生産のために必要ならばなお良い)。その

ため、これ以前に最初のインパクトとなる〈資本

の原始蓄積過程〉が存在しなければならない。こ

れは抽象的な競争圧力という純粋に経済的な論理

によっては説明できない。

上のような疑問を念頭におくと (「大衆の貧困化は資

本主義の発展を阻止するものではない」という言明それ

自体は間違っていないものの) 現物経済→ (分業) →商

品経済→ (労働力商品化) →資本主義、という社会構成

体の単線的な進化をおいて、そこから資本主義の必然を

説く Leninの構想には無理がある (後述のように、ここ

にはロシア経済の特殊性が刻印されている)。

これとは別に、Lenin はナロードニキ批判に関連し

て次のような注意を与えている。これらの方がむしろ

「市場理論表式」から導かれる結論以上に重要なもので

ある。

*131 異種労働の間での自己の労働量投下の配分を変えること (その極限としてある種の労働をまったく放棄してしまうこと) によって第一の契
機を説明し、次に自己の労働をまったく他者に引き渡してしまうことによって第二の契機を説明している。つまり表のなかで労働量を横に
移すか、縦に移すかのわずかな違いによって社会の歴史的変貌のダイナミズムを簡潔に説明する手際は鮮やかである。

*132 市場の安定した存在は、地代の現物納から金納への変化 (土地制度の変更を前提する) があってはじめて可能となるのではないか。資本制
地代が技術的に取り得る三つの取得形態 (労働地代/生産物地代/貨幣地代)が想起されるべきである。また表 4.11は労働地代との関係で考
察されるべきかもしれない。

*133 水谷 (1981) は同様のものとしてこの記述のほかに、「経済的ロマンチズムの特徴づけによせて」(1897) の第一章から 2 箇所、「ロシヤに
おける資本主義の発達」(1896–99) の第一章から 1 箇所を引用し、いずれも次のような共通の特徴をもつことを指摘している。すなわち、
(i).内容的には「矛盾」を (それがあることは認めた上で)発展への障害とみなすナロードニキの見解を否定するものであること。(ii).これ
らの記述はナロードニキの主張の非現実性を批判することの補足を目的としたものであり、「生産と消費の矛盾」(「資本論」第三巻)の解明
を主要なテーマとしたものではないこと、(iii).ナロードニキの側で「生産と消費の矛盾」に言及したのは Daniel’son(Nikolai-on)のみで
あり、また彼も「資本論」第三巻の記述からではなく第二巻の注 32に関連して言及したにすぎなかったこと。
本稿としては、当時の Lenin が「生産と消費の矛盾」については直観的にはその意味を十分に理解しており、(何ら疑問点なく) 自信を
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i). 大衆の貧困化と資本主義発展の同時的進行につい

て、Marxの「生産と消費の矛盾」を否定するもの

ではない、と注釈されている*133。Leninは第一

の結論 (a)に関連して「社会的労働の専門化が引

き起こす資本主義社会における市場の成長は、す

べての現物生産者が商品生産者に転化するやいな

や終了するに違いない、という (ナロードニキの)

主張がどれほど間違っているかはこのことから

明白である」と論じている。これは Luxemburg

が指摘した資本主義の外部環境のことを想起す

ると、新たな光のもとで興味深い考察に至るだろ

う。やはりナロードニキが注目しているのは「生

産と消費の矛盾」のことであり、彼らはこれが災

厄 (農業恐慌)をもたらすと警鐘を鳴らしている。

Lenin はこれにたいして、(災厄と悲惨は避けら

れないが)この矛盾の爆発それ自体は一時的なも

のに過ぎず、労働の分化による市場拡大と資本構

成の高度化によってこの矛盾は先延ばしにされる

のだと主張していることになる。

生産手段の生産の発展は、前記の矛盾を先へ押

しやるだけであって、それを廃棄しはしない。そ

れ (「矛盾」)は資本主義的生産様式そのものを除

去することによってのみ、除去され得るのである。

しかしこの矛盾をロシアにおける資本主義の完全

な発展への障害と見ることが・・・もはやまった

くばかげていることは、いうまでもない。レーニン

(1971)

ii). 市場の成長が一国の民族的形成 (国民経済) と深

い関わりを持ち、プロレタリアートの闘争*134に

強い意味合いを持つことが指摘されている。

資本主義の成長と「市場」の成長との相互関係

を論ずるにあたっては、資本主義の発展は住民全

体と労働者プロレタリアートの欲求水準*135の上

昇を不可避的にともなうという、疑いのない真理

を見おとしてはならない。この上昇は一般に生産

物の交換が頻繁になることによってつくりだされ

るのであるが、このことは都市と農村、相異なる

地理的諸地方、等々の住民のあいだのより頻繁な

接触をもたらす。レーニン (1971)

iii). Leninは上の「矛盾」に関連して外国市場の意義

について議論し、そのことによって「市場問題」

の本質と
●

真
●

の
●

ナ
●

ロ
●

ー
●

ド
●

ニ
●

キ
●

批
●

判の視点 (「ナロー

ドニキ的おめでたさ」) を導き出している (「一

連の動揺」とは一般的な価格変動のことではなく

恐慌のことである)。Lenin は
●

す
●

べ
●

て
●

の
●

議
●

論
●

に
●

先
●

立
●

っ
●

てこのことをいうべきであった。

前述したいっさいのことは、資本主義的国民

は外国市場なしには存在しえないという命題をい

ささかも否定するものではない。資本主義的生産

のもとでは、生産と消費との均衡は一連の動揺に

よってのみ達成される。そして生産が大規模にな

ればなるほど、また生産が目あてにする消費者の

層が広くなればなるほど、動揺はそれだけひどく

なる。だから当然、ブルジョア的生産が高い発展

程度に達したときには、それはもはや民族国家の

枠内にとどまっていることは不可能である。

競争は資本家たちに、もっと生産を拡大し生

産物の大量販売のための外国市場を見つけるこ

とを強制する。・・・市場についての心痛がロシ

アの文献ではじめて現れたのは、わが国の資本

主義的生産がその一定の諸部門で (例えば、綿工

業) 完全な発展をとげ、ほとんどすべての国内市

場をとらえ、少数の巨大企業の手に集められたと

きのことである。市場にかんする空談義や市場の

「諸問題」の物質的基礎は、ほかならぬわが国の

資本主義的大規模産業の利益である。・・・市場

の不足によってわが国の産業が破滅するという

泣き言は、わが国の資本家たちの見えすいた駆引

にほかならない。彼らはこうして政治に圧力をか

け・・・自分のポケットの利益を「国」の利益と

同一視し・・・、また彼らはこのような「国家的」

利益を守るために、政府を侵略的な植民政策に駆

り立て、さらには政府を戦争に引きつれることが

できるまでになっている。

市場にかんする泣き言―完全に強固になって、

すでに思い上がったブルジョアジーのこの鰐の涙

―を、わが国の資本主義の「無力」の証拠と思い

まちがえるためには、まさに底無しのナロードニ

キ的空想主義とナロードニキ的おめでたさが必要

である！レーニン (1971)

もってナロードニキに対峙していたと推察する。
*134 「労働プロレタリアートが結集し、密集していること―これは彼らの自覚と人間として自尊心を高め、資本主義制度の略奪的な傾向に対す

る闘争で勝利する可能性を彼らに与える・・・」
*135 Leninは「欲求水準」を引き合いに出しているが、これは労働力商品の価値規定の問題、〈価値法則の論証〉に関わるものとして理解され

るべきである。この延長線上には、いわば「原理論的国家論」―なぜ資本主義は国家を必要とするのか―についての重大な示唆につながる。
この話題については第 5章で再び触れる。
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最後に Lenin は「市場問題」について、全体的な総

括を行っている。そこでは、ナロードニキにたいして

Krasinの提出したような正論 (これは「合法マルクス主

義者」たちの主張とも一致する)を対置することが重要

なのではなく、ロシア経済の現実にたいする〈現状分析〉

から実践的な回答を引き出すことが求められている、と

指摘している。この Leninの姿勢はまったく正しい。

「大衆が貧困であり、またますます貧困になっている

のに、ロシアで資本主義が発展することが可能だろう

か？」という質問にたいして、だれかが、「しかり、可

能である、なぜなら、資本主義は消費資料の生産にた

よってではなく、生産手段の生産にたよって発展する

であろうから」と答えた、としてみよう。・・・この

ような答えが問題の解決をいささかも前進させないこ

とは、なおいっそう明らかである。・・・「市場問題」

は、「可能である」とか「すべきである」とかいう不毛

な思弁の分野から、現実の基礎に、すなわち、ロシア

の経済制度はどのように組み立てられているか、それ

はなぜまさにそのように組み立てられており、別様に

はならなかったのか、ということの研究と説明の基盤

に、うつすことが必要である。レーニン (1971)

このような視点の転換に基づいて Leninは「小生産者

たちが分解していること、および彼らのあいだで貧困化

の過程ばかりでなく (比較的に) 大規模なブルジョア的

経営の創生の過程が現存すること」をゼムストヴォ統計

資料から見出している。

また Leninは零落した「農民層」が「内的結合力」を

保持していると Nikolai-on がみなしていることに反対

して、ロシアの生産単位である農家の孤立性ゆえに商品

生産が広まったこと、彼らが別々に「市場」との関係に

入っていること、を指摘している。また Nikolai-on が

「貨幣の必要に駆られて、農民は法外に作付けを拡張し、

そして零落してゆく」と主張することに反対して、作付

けを拡張できるのは一握りの富農であること、農民の大

多数は「貨幣を手に入れるためには、「賃仕事」に出か

ける」ことを対置するのである*136。

* * *

L2以降は L1とは異なり、ナロードニキではなく「合

法マルクス主義者」たちとの論戦に充てられている。水

谷 (1981)が指摘したように、「生産と消費の矛盾」につ

いて言及されているのはむしろこちらの論戦である。こ

れらのなかで言及される「実現理論」とは再生産表式論

(「資本論」第二巻第三篇)のことである。

L2では Tugan-Baranovskyと Bulgakovとの論争を

評して、後者の方が「資本論」理解についてはより適切

であるとしている。L2 で特に注目される論点を列挙す

ると以下のようになる。

a1). Leninは「資本論」第三巻の「生産と消費の矛盾」

にかんする引用句が第二巻の再生産表式論に修正

をもたらすものではない、としてその修正を要求

する Tugan-Baranovsky を批判している。かの

引用句は「生産と消費の矛盾」を「確認するもの」

(繰り返したもの)であり、再生産表式論がこれに

よって何か影響を受けるものではないと強調され

ている。

マルクスはここでは*137「資本論」の他の箇所

でも指摘された資本主義の矛盾・・・を、確認し

ているだけなのである。・・・さきに引用した文

章では、マルクスはこの矛盾を確認しているだけ

なのである。第二巻での実現の分析*138はいささ

かもこの矛盾を論破するものではなく、・・・反対

に生産的消費と個人的消費との関連*139を示して

いるのである。レーニン (1971)

a2). Lenin は再生産表式を論ずるにあたって Tugan-

Baranovskyと Bulgakovの両者いずれも Adam

Smith について「あまりにもわずかな注意しか

*136 こうして見ると、Leninの「市場化理論表式」は実は、帝国主義段階にある世界市場に取り巻かれ、「貨幣の必要に駆られ」たロシア農村経
済の現実の模式図であったことがわかる。だからこの表式が先資本主義的な共同体労働の分解過程を一般的に表現するとか、太平洋戦争前
後の日本農村経済にそのまま (あるいは「媒介」をつうじて) 適用できるなどと考えること自体が不適当である (まして、現物経済/商品経
済/資本主義の単線進化論を夢想することも同様に不適当である)と容易に想像される。

*137 「ここ」とは第三巻の引用句そのものを指す。
*138 「実現の分析」とは再生産表式論のことである。「実現」されるものは「剰余価値」のことであり、「矛盾」が実現されるのではないことに

注意する。
*139 第三巻第 18章「商人資本の回転、諸価格」より、「われわれがすでに見たように (第二巻第三篇)、不変資本と不変資本とのあいだにも、不

断の流通が行われ・・・それは、決して個人的消費に入らないというかぎりでは一応この消費から独立してはいるが、しかし、終局的には
これによって限界づけられている、というのは、不変資本の生産は、決して不変資本自体のために行われるのではなく、個人的消費に入る
諸生産物を供給する諸生産部面において、より多くの不変資本が使用されるがゆえにのみ行なわれるのだからである。」
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払っていない」ことを非難している。Lenin が

Smithを重視するのは、そのドグマが「実現の問

題を解決することはおろか、それを正しく提起す

ることすら不可能に」させてきた、と考えている

からである。

a3). 再生産表式の意義 (使命) について、Lenin は

Tugan-Baranovsky が間違っていて、Bulgakov

が正しいと評価している。前者が「結論を証明す

る」としているのにたいして、再生産表式「その

ものとしてはなにも証明することができない」と

し、後者が再生産表式の二部門構成に「理論的意

味」を見いだしていることを高く評価している。

L3は L2を受けて、Struveが Leninを批判したこと

にたいして反批判を返したものである。ここでは「生産

と消費の矛盾」にかかわるものに限定して、その要点を

列挙する。

b1). Lenin は、Struve が再生産表式を「均衡的配分

の理論」と呼ぶことについて、「不正確で誤解

を招く表現」としている。とくに (再生産表式

は市場の均衡を前提するにすぎないにもかかわ

らず) 再生産表式は市場の均衡を結果的にもた

らすとか、その可能性を示す、などと主張する

ものではない、とくぎを刺している (この点は、

上の Tugan-Baranovskyへの批判 (a3)と共通で

ある)。

b2). Lenin は (Struve の軽視する)Smith のドグマと

の関係 (a2) で「実現される生産物のすべての部

分が (総) 収入の形態をとるわけでは
●

な
●

いことに

こそ核心がある」として、これを「生産と消費の

矛盾」の議論へとつなげようとする。まず中間項

として法則「発展しつつある資本主義社会では、

社会的生産物のこの部分*140は必然的に、この生

産物の残りのすべての部分よりも急速に増大しな

ければならない」を置いて、ここから「資本主義

のもっとも奥深い諸矛盾の一つ、すなわち、国民

の富の増大はきわめて急速に進むのにたいして、

国民の消費の増大は (もし進むとしても) 非常に

緩慢にしか進まないという矛盾」が説明される、

とする。

またこの点は、再生産表式論において、なぜ

不変資本と可変資本の区別が重要であるか (また

Struveがなぜこれを軽視しているのか*141)とい

う問題にも関連付けられる。

b3). Lenin は Struve が再生産表式の二部門構成に反

対して生産手段 +消費資料 +剰余価値の三部門

構成を提唱していること*142について、彼が古典

派経済学者と同様に剰余価値の実現は「生産物が

生産物と交換される」ことを確認するだけですべ

て尽くされる、と思い込んでいるからだと指摘し

ている。これにたいして Leninは「剰余価値は、

生産手段か消費資料かのどちらかに体現されてい

る」と一蹴している。

b4). Leninは「学説の矛盾」と「現実生活の矛盾」の

問題に言及している。そして「消費が資本主義的

生産の目的ではない」事実と「生産は究極におい

ては消費と結びついており、資本主義社会におい

ても消費に依存している」という事実とのあいだ

の「矛盾」は (前者ではなく)後者の矛盾である、

と主張している。またこれに関連して、再生産表

式 (「実現理論」)の科学的意義が「この矛盾はど

のようにして現実化するかを示」すこところにあ

る、と主張している*143。

b5). 再生産表式の前提する「純粋資本主義」の想定の

問題。Bulgakovがこの想定のもとで議論を進め

るのに反対して Struveは「資本主義的生産の現

*140 「資本としてのみ役立つことのできる部分、けっして収入の形態をとることができない部分」。
*141 Leninは Struveの意図が新カント派的観点からのMarx価値論批判に沿ったものであることを指摘しているが、その詳細はここにある記

述だけからは読み取れない。
*142 これは興味深いことに Luxemburgによる部門 III(交換手段)創設の議論を想起させる。
*143 この主張は b2と並んで Leninの論点の最も弱いところであり、a3、b1とは齟齬がある。またこれらの主張は Leninの (ナロードニキへ

の反対する)「生産力主義」的な偏見に結びついている。「実現のマルクス的理解は、不可避的に資本主義の歴史的な進歩性 (生産手段の、し
たがって社会の生産力の発展) の承認に導くのであって、しかもそのさい、このことによって資本主義の歴史的に経過的な性格を塗り隠さ
ないばかりか、逆にそれを明らかにする」。
水谷 (1981)は b4に反対して「こうした見解は、いわゆる「再生産論」の課題と意義を拡張しすぎていて、この理論の課題と意義を正確

に理解するうえで障害になるといわざるをえない」と評している。この評価はもっともである。
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実の拡大が・・・世界経済の競争場裏でおこなわ

れる」と主張する。これにたいして Leninは「わ

れわれが国内市場・・・に限定しないで、外国市

場を引き合いに出したからといって、われわれが

一国のかわりに数か国をとりあげたからといっ

て、実現の問題にいくらかでも変化が生じるであ

ろうか？」と、Bulgakovの議論に軍配を挙げて

いる。

b6). きわめて重要な論点が Struve から示される。

「(理想的あるいは孤立した自給自足的な)資本主

義については・・・絶対に必要な追加の労働者を

徴すべきところはどこにもないから・・・拡大再

生産は不可能である」。

Lenin はこれにたいして「(産業) 予備軍から

追加の労働者を徴することはできないというこ

とを、ストルーヴェは立証しなかった。いや、そ

れを立証することは、できないのだ」と回答して

いる。しかし問題はさらにその先にある。すな

わち、産業予備軍が枯渇したときに (拡大) 再生

産はどのように継続されるのか、ということであ

る。ここには〈資本の過剰〉と〈原理論的恐慌論〉

につながる重要な論点が含まれているが、Lenin

はこの問題をそれ以上は追及しなかった*144。

L4は、さらに L3を受けて P.Nezhdanov*145が Lenin

を批判したものへの反批判である。Nezhdanov の主張

は「生産と消費の矛盾」なるものは存在しない、Marx

は (そして Leninも)この「矛盾」を認めることで、「重

大な内的矛盾」に陥っている、というものであった。

Nezhdanovの論拠 (「もし生産と消費とのあいだに実

際に矛盾が存在するとすれば、この矛盾は系統的に過剰

な生産物をあたえずにはおかない」)があまりにもばか

げているため、論点が深まることはなかった。

*144 理論上の矛盾と現実の矛盾の問題に Leninの注意がそらされたからである。
*145 Fedor Andreevich Lipkin(1869–1938)の筆名。
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4.5 小括

本章の主要な結論は以下のとおりである。

• 宇野弘蔵の〈原理論〉的恐慌論の概略とそこで
再生産表式が担う役割を要約すると次のように

なる。

i). 再生産表式は競争を前提とした市場価格の均

衡 (つまり価格=価値) のもとでの単純再生

産と拡張再生産の過程を模式的に描き出し、

これによって〈価値法則〉を究極的に論証す

るためのものであった。

ii). それゆえに、再生産表式を何循環も繰り返し

てもそこから価格不均衡や「生産と消費の矛

盾」なるものを発見できないことは明らかで

ある。

iii). ただし、〈原理論〉的恐慌論が〈資本の過剰〉

(=労働力商品とその他商品との原則的不均

衡)に由来するものであるから、これと一般

的な価格不均衡との違いを明確にするため

にこそ再生産表式を活用することには意味が

あった。

• Luxemburg が問題としたことは、第一に「資本

論」第三巻にある資本蓄積の困難と第二巻にある

拡大再生産が何の抵抗もなく進んでいく (かのよ

うに見える)こととの齟齬をどのように理解すべ

きか、ということだった。また第二に、当時ドイ

ツ社会民主党右派を中心に巻き起こっていた「修

正主義」の諸要求をいかに理論的に葬り去るか、

ということだった。

第一の点にかんして言えば、欠けている最後

のピースは〈原理論的恐慌論〉であった。だか

ら、第二巻と第三巻のあいだには、目には見え

ないが、Hegel のあの言葉、”Hic Rhodus, hic

salta!”が刻まれている。このことを発見したの

は Luxemburgの不滅の功績である。ただし彼女

は、その恐慌観にわざわいされて欠けているもの

が何かを明確に指し示すことはできなかった。

第二の点については、第一の点の失敗が尾を

引いて、遂に「修正主義」を批判し尽くすことは

かなわなかった。その批判は (不幸なことに) 理

論ではなく実践の領域に持ち越さねばならなかっ

た。もしも理論の領域でこの決着がなされていた

ならば、第二インターナショナル崩壊の悲劇は起

こらなかったであろう。

• Luxemburg の理論闘争に呼応して、その 10 年

後に日本の地でその批判の第一の類型が生じた。

この類型は唯一 Luxemburgの意図を正しく見抜

いたものであったが、当時のコミンテルンから福

本和夫が放逐されたことと関係して、主流にはな

らなかった (宇野の理論は福本の意図を引き継い

だものである)。それに代わって主流の座を占め

たのは第二の類型である。若き Lenin の取り組

みに端を発し、Lenin死後に Bukharinによって

教条化されたこの類型は、Luxemburgの意図を

歪曲することによって Luxemburgの問題提起そ

のものを消し去った。

失われた Luxemburg の問題提起を復活させ

る試みは、第三の類型として直後から現れていた

(Lukács, G.)。しかし、ドイツ革命の流産 (「3月

事件」)の責任を押し付けられるかたちでコミン

テルンから Lukácsが追放され、その後もクレム

リンの監視下におかれたことで、最近まで日の目

を見ることがなかった。

第二次世界大戦後の世界経済がアメリカ合衆

国を中心に運動することが決定的になるととも

に、その世界経済秩序を分析することがプロレ

タリアートにとって重要な課題となった。マッ

カーシズムによってその地位を追われた経済学

者 P. M. Sweezyは、「マンスリー・レビュー」誌

に拠って独占資本の分析を追及し、その過程で

Luxemburgの問題提起を再び取り上げることに

なった (第四の類型)。

これらの論争は、2020年代の今日もなお決着

を見ていない。

•「生産と消費の矛盾」にかんしてよく引き合いに
出される、「資本論」第三巻第 15章の引用句は、

肝心な部分が脱落し、しかも間違った箇所に挿入

されているが、まごうことなく〈原理論的恐慌論〉

を叙述している。これに比べると第 30章の引用

句は、前者の混乱した部分を圧縮して表現したも
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のにすぎない (それでも、Ck · · ·P(W′) のうち、

Ck(「資本主義的生産の衝動」)すなわちG · · ·G′

の循環があくなき拡大を志向し、P(W′) すなわ

ち P · · ·Pの循環を規定する生産技術と人口の制
約 (これは誤って「大衆の貧窮と消費制限」と表

現されている)に衝突するのだということ、これ

が「すべての恐慌の究極原因」とされていること

はわかる)。

上の理解からは、〈原理論的恐慌論〉が再生

産過程の一時的 (周期的) 崩壊であること、した

がって再生産過程の説明は恐慌理論の前提とな

ること、ただし再生産表式そのものは恐慌理論で

はないこと、が了解される。なぜならば再生産表

式のなかに数字として記述しえない〈相対的過剰

人口〉がここで重大な意味をもっているからで

ある。

•「生産と消費の矛盾」(内的矛盾)とは何か。それ

は、これまで考えられてきた解釈とは
●

あ
●

べ
●

こ
●

べ
●

に

理解されなければならない。

再生産表式がその基礎とする商品循環

W′ · · ·W′ は社会の全生産物からなるブルジョ

ア社会の富、「巨大なる商品集成」の物質的再生

産過程として (再生産表式に見るように) きわめ

て安定した地盤の上に乗っているように見える。

しかし、それは見かけだけのものである。

「消費」(これには労働者のための消費として

の消費ばかりではなく、不変資本の生産的消費も

含まれる)、あるいは流通過程 Ck は飽くなき価

値増殖過程を求める。これを図式表現したものが

G · · ·G′ の貨幣循環である。ところが、これを成

り立たせるべき「生産」は P · · ·Pの循環として、
その時代の技術水準 (生産力)、天然資源、人口の

制約の下にある。G · · ·G′ の循環 (資本蓄積) は

P · · ·P の桎梏にぶつかり、一時的に破綻せざる
をえない。それは同時に消費生活 (W′ · · ·W′)の

危機であり、人間生活の物質的再生産 (P · · ·P)
の危機でもある。

これが「生産と消費の矛盾」の意味であり、「生

産」と「消費」の位置はこれまで取り違えられて

きた。この取り違えが生じた理由は、われわれが

恐慌の「矛盾」に充ちた現象面に幻惑されていた

からである。

•「生産と消費の矛盾」について、あるいは恐慌と
再生産表式の関連について、多様な類型が長きに

わたる論戦によって形成され、一つ一つの論争は

止揚されず、まるで概念の自己運動のごとく際

限なく分裂している。この状況は、次の教訓をふ

まえて解決されなければならない。(A)イデオロ

ギー＝科学の立場 (経済学批判の立場)への回帰、

(B)認識の端緒の措定、(C)理論展開に際しての

方法論の意識、である。これらはいずれも福本和

夫が強調していたものであった。

• Leninはナロードニキ批判に関連して次のような

注意を与えている。これらは「市場理論表式」か

ら導かれる結論以上に重要なものである。

i). 大衆の貧困化と資本主義発展の同時的進行

について、Marxの「生産と消費の矛盾」を

否定するものではない、と注釈されている。

Leninは「社会的労働の専門化が引き起こす

資本主義社会における市場の成長は、すべて

の現物生産者が商品生産者に転化するやいな

や終了するに違いない、という (ナロードニ

キの)主張がどれほど間違っているかはこの

ことから明白である」と論じている。これは

Luxemburg が指摘した資本主義の外部環境

のことを想起すると、新たな光のもとで興味

深い考察に至るだろう。

やはりナロードニキが注目しているのは

「生産と消費の矛盾」のことであり、彼らはこ

れが災厄 (農業恐慌) をもたらすと警鐘を鳴

らしている。Lenin はこれにたいして、(災

厄と悲惨は避けられないが)この矛盾の爆発

それ自体は一時的なものに過ぎず、労働の分

化による市場拡大と資本構成の高度化によっ

てこの矛盾は先延ばしにされるのだと主張し

ていることになる。

ii). 市場の成長が一国の民族的形成 (国民経済)

と深い関わりを持ち、プロレタリアートの闘

争に強い意味合いを持つことが指摘されて

いる。Leninはプロレタリアートの「欲求水

準」を引き合いに出しているが、これは労働

力商品の価値規定の問題、〈価値法則の論証〉
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に関わるものとして理解されるべきである。

この延長線上には、いわば「原理論的国家論」

―なぜ資本主義は国家を必要とするのか―に

ついての重大な示唆が隠されている。

iii). Leninは上の「矛盾」に関連して外国市場の

意義について議論し、そのことによって「市

場問題」の本質と
●

真
●

の
●

ナ
●

ロ
●

ー
●

ド
●

ニ
●

キ
●

批
●

判の視

点 (「ナロードニキ的おめでたさ」) を導き

出している。Leninはすべての議論に先立っ

てこのことをいうべきであった。

• Leninは「市場問題」についての全体的な総括の

なかで、ナロードニキにたいして Krasinの提出

したような正論 (これは「合法マルクス主義者」

たちの主張とも一致する)を対置することが重要

なのではなく、ロシア経済の現実にたいする〈現

状分析〉から実践的な回答を引き出すことが求め

られている、と指摘している。この Leninの姿勢

はまったく正しい。

このような視点の転換に基づいて Leninは「小

生産者たちが分解していること、および彼らのあ

いだで貧困化の過程ばかりでなく (比較的に) 大

規模なブルジョア的経営の創生の過程が現存す

ること」をゼムストヴォ統計資料から見出して

いる。

• Leninの「市場化理論表式」は実は、帝国主義段

階にある世界市場に取り巻かれ、「貨幣の必要に

駆られ」たロシア農村経済の現実の模式図であっ

た (Nikolai-onへの批判に関連して)。

だからこの表式が先資本主義的な共同体労働

の分解過程を一般的に表現するとか、太平洋戦争

前後の日本農村経済にそのまま (あるいは「媒介」

をつうじて)適用できるなどと考えること自体が

不適当である (まして、現物経済/商品経済/資本

主義の単線進化論を夢想することも同様に不適当

である)。
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国家論と国民経済学

ここでは経済学批判のいきつく先 (上向過程) である

「国民経済」の観念にかかわる問題を取り扱う。この問

題は「ブルジョア社会はなぜ国家を必要とするか」とい

う根本的な問いにつながっている。この問いは、経済学

批判のプランのなかで「資本論」からは省かれたところ

の、いわゆる「後半の体系」にかかわる。またこの問い

は、Marxが Hegelの法哲学を批判するに際して指摘し

た核心部分である「市民 (ブルジョア) 社会と国家の分

裂」あるいは「homme(現実的な私人)と citoyen(抽象

的な公民)の分裂」にもかかわる。

上の問いはすべて「原理論的国家論」とも言うべき領

域のあることを指し示す*1。これに対比すると、従来の

国家論は経済学批判の範囲を超えて、史的唯物論哲学か

らの超越的な回答を与えるものであった。それ自体とし

ては間違ってはいないものの、それはブルジョア社会の

揚棄がなぜ (パンの略取ではなく)権力の奪取 (革命)で

なければならないか、という問いには正面から答えてい

ない*2。われわれは再生産の継続という観点をすでに得

ているのだから、あらためてこの観点から「原理論的国

家論＝革命論」を探究するべきであるし、またそのなか

で政治権力の (あるいは民主主義の) 弁証法を解明しな

ければならない。

5.1 素朴な疑問

先に経済学とはかかわりなく、国家にかんする疑問を

列挙してみる。国家はそれ自身十分に抽象的であり、謎

めいている。「これが国家だ」と手にとってやることも、

指さしてやることもできない。しかしそれが存在するこ

とは、われわれがそれによって行動を左右されているこ

とからも察知できる。最も単純に考えたとき、国家は目

に見えない地図上の境界線としてあらわれ、われわれは

その内側と外側で振る舞いを変えている。疑問は境界線

そのもの、その外側、内側と三様にあらわれる。

境界線にかんする最大の疑問は、なぜそもそもそのよ

うなものがあるのかであろう。その内側は「領土/領海」

と呼ばれ、「主権」が及ぶとされる。その外側は他国の

「領土/領海」であるか、あるいは誰のものでもない領域

が広がる。境界の外と内でわれわれの振る舞いが変わる

のはなぜか。境界をあたかも存在しないかのように振

*1 「原理論的国家論」という語について、これはもちろん宇野三段階論の存在を意識してのものであるが、宇野三段階論の枠内で国家論を語
るべき、というものではない。「原理論的国家論」はもはや経済学ではないことからすれば、それは当然のことである。経済学批判の「前半
の体系」が〈原理論〉に相当するのだとすれば、同じように「後半の体系」に相当する領域がある、ということを言っているだけである。
村上 (2001)は、国家論にかんするMarxの言説を、1).「ドイツ・イデオロギー」の国家論 (「歴史論的国家論」)、2).「共産党宣言」と

「フランスの内乱」の国家論 (「現実論的国家論」)、3).「資本論」の国家論 (「原理論的国家論」)の三つの類型に区分し、これを原理論的/

歴史論的/現実論的のトリアーデとして並べ直している。これでは、(本来は国家を含み得えない)「前半の体系」に依拠して国家を論じるこ
とができる、と言っているようなものではないか。

*2 この問いかけは幸徳秋水と堺利彦のあいだの 1907 年晩春の討論のテーマでもあった。両者ともに議会主義を否定して直接行動 (direct

action)をとるべき、との点では一致していたが、政権の奪取が必要かどうかという点で折り合わなかった。高嶋 (2020)を参照のこと。
*3 米軍は 1979年より「航行の自由作戦」(Freedom of Navigation Operation)を実行している。これは、他国が海洋権益を「過剰に」主
張していると感じたときに、米国の意思を事前通告なしの航行として表現する、というものである。これは 2020年 12月対馬海峡で

●

日
●

本
●

に
●

対
●

し
●

て(中国に対してではなく)発動された。
2021年 3月に名古屋出入国在留管理局でスリランカ人Wishma Sandamali氏が死亡した事件は記憶に新しい。この事件はそのむごた
らしさによってわれわれに衝撃を与えた。
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る舞うことはなぜ犯罪にも等しい行為とみなされるの

か*3。境界が変更されることは何を意味するのか。

外側との関係では、われわれはなぜ諸外国からの支配

(侵略)を恐れるのか、逆に言えば諸外国はなぜ他国を支

配しようとするのか。またなぜ諸外国と経済力・軍事力

をかけて競争するばかりでなく、文化面 (ノーベル賞)、

スポーツ面 (オリンピック) でもおのれの国力を誇示し

ようとするのか、裏返せばわれわれはなぜ没落を恐れる

のかという疑問がある。これら疑問の中にはすでに答え

らしきもの (われわれ自身がすでに市民社会のなかで競

争と没落の恐怖にさらされており、それが他者に投影さ

れているに過ぎない)が見え隠れしている。

内側との関係では、われわれの「権利」が内発的なも

のではなく、他者から与えられたものに過ぎないのはな

ぜか、またこれとは別に「義務」*4が定められているの

はなぜか。われわれはなぜ法に従わねばならないのか

(そもそも法とは何か)。様々なものに契約が必要である

のはなぜか (この契約は宗教上の契約と民法上の契約と

で違うものか)。仮に契約を「他者を信頼し委ねること」

と考えた場合、他者を無条件で信頼できないのはなぜ

か。また、われわれはなぜ政治を疎遠なものと感じるの

か。他者への直接的な働きかけが忌避され、法を通じて

のみ働きかけが許されるのはなぜか。われわれはなぜ直

接的に立法権に参加できないのか。

そして最大の謎は、われわれはこれらの謎を謎と認め

ず、あたりまえのものとして受け取っているのは何故

か、ということである。これらの疑問への回答は古代社

会のなかにあるのではなく、われわれの現存する市民

(ブルジョア)社会の中にある。それでは、ブルジョア社

会の解剖学たる経済学はこれらの問いに答えられるのだ

ろうか。

5.2 「原理論的国家論」

たんに「経済学とは何か」という観点で見ると、本稿

第 3.2節の内容を繰り替えすだけのように見えるが、こ

こでは経済学批判の「前半の体系」から「後半の体系」

への上向はいかになされるべきか、ということが問題に

なっている。

(ルクセンブルク (2011)の前著である)ルクセンブル

ク (1991)の第 1章は「国民経済学とはなんであるか？」

という問いに充てられている。Luxemburgはここで経

済にとっての国境線の無意義を強調している。また、

「国民経済学」(Nationalöconomie)という語がたんにド

イツ語 Volkswirtschaftslehre に対応する外来語にすぎ

ないということも指摘している*5。しかし、われわれは

Luxemburg の意図*6に反して「国民経済学」という語

がドイツ語圏で執拗に語られねばならなかった理由をそ

こに探らなければならない。

次に、再び経済学批判のプランを振り返る。当初の経

済学批判のプランから脱落したものが、この章で取り扱

われるべき内容となる。

次いでわれわれは再生産の観点からこの理論領域の素

描を試みる。この素描は、一方ではMarxが経済学批判

を着想する以前の法哲学批判へ遡行することによって豊

富にされ、他方では経済学体系から残された分野が、社

会学、政治学などに結実しなければならなかったことを

最小限の範囲で追跡する。

5.2.1 Luxemburgの国民経済学批判

6つの節からなるルクセンブルク (1991)の第 1章は、

各節の題が付されていないが、その内容からたとえば次

のように便宜的に節題を付ける。

*4 国民の三大義務―納税、勤労、義務教育がそれぞれ憲法に記載されている (第 30 条、第 27 条の 1、第 26 条の 2) が、これらは戦前のも
の (納税、兵役、義務教育)と異なる。義務教育は戦前においては「受ける義務」であったが、戦後は「受けさせる義務」と、取り扱いが変
わっている。

*5 梅本 (1964)はMarx「経済学＝哲学草稿」で使われている Nationale Öconomieという語について、一般にドイツ語で Öconomieでは
「家政」という意味になってしまうので、これと区別するために Nationale Öconomieないし Politische Öconomieという語が使われた、
と解説している。

*6 訳者の岡崎次郎はその解説のなかで、「国民経済学」という語を使った Luxemburgの意図が二つあったことを指摘している。1).当時のド
イツの支配的経済学説 (歴史学派)が「国民経済」の立場を強調することに対抗して。2).労働運動の国際性を重視するために (Luxemburg

のポーランド経済研究は、これがポーランド一国の問題ではないことを強調するものだった)。もちろん、これらの意図にはなんら非難され
る点はない。
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i). 国民経済学の対象と起源の謎

ii). 国民経済と個別経済の対比

iii). 国民経済 (「諸国民の富」)と世界経済 (交易)の

対立

iv). 国民経済の歴史性・ブルジョア国家

v). 経済的諸関係の謎 (法のまえの自由と平等)

vi). 国民経済学の誕生・発展・運命

Luxemburgは i).で「国民経済学」という語の対象が

はっきりしない、という謎を提示し、その証拠としてこ

の学問の「年齢」が論者によりばらばらであることを指

摘する。その類型は次のようになっている。

1). ほとんど人類の書かれた歴史と同じくらいに古い

(J. A. Blanqui*7,1837)

2). まだ一世紀半の
よわい

齢をもっているかいないか (E.

Dühring*8,1899)

3). まだ幼児になったばかり (F. Lassalle,1864)

4). すでに生を終えていて、今こそ埋葬のとき (K.

Marx, 1867)

また Luxemburgは「国民経済学」の出生にかんする

G. von Schmoller*9の言を皮肉ってこうまとめている。

長いあいだばらばらにころがっていた個々の国民経

済学的な諸考察が終結されて一つの特殊な科学になっ

たのは、それにたいする「諸国家の支配および行政」す

なわち諸政府の必要がそこにあったときのことであり、

また、諸大学で国民経済学を教えることがこの目的の

ために必要になったときのことだったのである。・・・

とにかく、問題の核心は、国民経済学が成立したのは、

近代諸国の諸政府がこの科学を必要としたからだ、と

いうのである。官憲による任命こそは国民経済学の本

来の出生認知なのである。・・・今日の大学教授の考

え方にとっては・・・政府の一言の命令がそれ自身で

まったく新たな科学を即座に生み出すに足りる、と思

い込むことが、もちろんまったくふさわしいのである。

ルクセンブルク (1991)

これにたいしては Luxemburgはただちに次のような

反問を突き返す。「われわれは次のように問わなければ

ならない・・・17世紀ごろに近代諸国家の諸政府が、突

如として、その親愛な臣民たちを科学的な原理にした

がって欺く必要に感づくというのは、いったいどうして

なのか？」このように、経済学者が自己の研究対象のこ

とさえも明確に説明できないことを Luxemburgは容赦

なく暴き出す。

ii).において Luxemburgは K. Bücher*10の「国民経

済」の定義を吟味する。それは次のようなものである。

a).「一国民全体の欲望充足が呼び起こすところの、

諸施設や諸制度や諸事象の総体は、国民経済を形

成する。」

b).「国民経済はさらにまた多数の個別経済に分かれ、

これらは交通によって互いに結合されており、し

たがってまた互いに多様に依存しあっているの

で、それぞれがすべての他の個別経済のためにい

くつかの任務を引き受け、また他の諸個別経済に

自分のためにこのような任務を引き受けさせるの

である。」

Luxemburgは、a).について、これを字義どおり (「欲

望の対象」) に受け取るならば、「国民経済」とは「天

と地とのあいだに起こるいっさいのことの寄せ集め」と

なってしまう、と批判する。そして Luxemburgはこれ

を「物質的な欲望の充足」あるいは「物質的な事物に

よる諸欲望の充足」と読み替えなければならないこと、

その充足のための手段となる「物質的な事物」=「財

貨」*11がすべて人間労働の産物であることを指摘する。

こうして Luxemburgは、国民経済をそれぞれの「財貨」

生産への人間 (「ある国民」) 労働の分配と調節の問題

として再定義する。

われわれは国民経済をほぼ次のように考えることが

できるであろう。各国民は絶えず自分の労働によって

生活のために必要な多くの物・・・を作っており、これ

*7 Jérôme-Adolphe Blanqui(1798–1854)はフランスの経済学者。革命家 Louis Auguste Blanquiの兄。
*8 Eugen Dühring(1833–1921)はドイツの哲学者・経済学者。ドイツ社会民主党への Dühring学説の影響は、E. Bernsteinの修正主義の
台頭に呼応するものだった。これを批判し尽くす意図で Engelsは「反デューリング論」を執筆した。

*9 Gustav von Schmoller(1838–1917)はドイツの経済学者 (「新歴史学派」)。
*10 Karl Wilhelm Bücher(1847–1930)はドイツの経済学者 (「新歴史学派」)。
*11 Luxemburgは商品と言わず、財貨 (=労働生産物)と表現していることは、彼女の関心が再生産と「広義の経済学」に向かっていることを
意味する。第 2章と第 3章が「経済史的事実」に当てられていることからもそれがうかがえる。
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らの物の作製に欠かせない多くの素材や道具を作って

いる。そこで、ある国民がすべてのこのような労働を

行い、作製された諸財貨をその個々の成員たちのあい

だに分配し、それらの財貨を消費してはまた生活の永

久の循環中に繰り返しそれらを調整している仕方、そ

のすべてを集めたものが、ある国民の経済を形成し、一

つの「国民経済」を形成するのである。ルクセンブルク (1991)

人々はわれわれに一国民の諸欲望を語り、一つの関

連ある経済におけるこれらの欲望を語り、このような

やり方で一国民の経済を語る。国民経済学とは、われ

われにこの国民経済の本質を説明してくれる科学、す

なわち、一国民がその富を労働によって創造し、増殖

し、個々人に分配し、消費し、再びまた創造するにさい

して依拠する諸法則を説明してくれる科学である、と

言う。

したがって、研究の対象を形成するものは一国民全

体の経済生活であって、それは、私的経済または個別

経済にたいして、これが何を意味しようとも、つねに

これに対立するものである、と言う。それゆえまた、

この見解の外観上の確証として、国民経済学の父と呼

ばれるイギリス人アダム・スミスの 1776 年に刊行さ

れた画期的な著作も、「諸国民の富」という題名を持っ

ているのである。ルクセンブルク (1991)

次に Luxemburgは b).について、とりわけ「国民経

済」が分かれる先の「個別経済」とは何か、ということ

について検討を加える*12。

もしこれが個々の「家政」のことを言うのであれば、

そこには消費しかあらわれないこと、「国民経済」が個々

の「主婦や台所や洗濯物戸棚や子供部屋」に分かれてし

まうという不条理を指摘する。またそれが「個々の工場

や仕事場や農業経営」などであるならば、そこにはたし

かに生産と消費があるが、それらが非常に奇妙な性質を

持つことに注意を促す。つまり、消費の面では「消費さ

れるものは、ただ、作業が行われるための諸材料と諸用

具だけである。これに反して、完成生産物は、その経営

のなかではけっして消費にははいらない」。生産の面で

は、「今日の個々の工業及び農業経営は・・・それぞれた

だ一つだけのものを・・・供給するだけであって・・・

たいていのものはまだまったく消費されえないもので、

やっとある生活資料の一部分であるか、またはそれのた

めの材料や道具であるにすぎない」。こうして「国民経

済」―すなわち「ある全体的なもの、それ自身である程

度まとまったもの・・・人間の生活のために必要な最重

要な生活資料のおおよその調達及び消費」は「不定形な

破片」へと分解してしまうことになる。いずれ、「国民

経済」の定義には多くの不条理が充ちていることが確認

される。

Luxemburgは iii).において「国民経済」と「世界経

済」を対比させ、そこから「国民経済」という観念が一

つの欺瞞であることを、論理的かつ実証的に証明してい

る。まず Luxemburgが取り上げるのはわれわれの消費

生活の現実が他国の経済なしには成り立たないという事

実である。

きわめて単純な日用食料からごく上等な奢侈品や必

要な材料及び道具類に至るまで、たいていは直接また

は間接に、全部または幾分かが諸外国から渡来してお

り、(これらは) 他国民の労働の生産物である。・・・

このように巨大に発展している相互的交換に直面して

いながら、一体どうして人々は一国民の「経済」と他

の一国民のそれとのあいだに境界線を引いたり、同様

に多数の「国民経済」などと言ったりして、それらが

経済的に全くそれだけとして考察されるべき諸領域で

あるかのように言うのであろうか？ルクセンブルク (1991)

ところがこの「急速に発展しつつある世界貿易という

事実」にたいして「国民経済学」は別種の説明を用意し

ている。Luxemburg は Bücher がこの事実を「まった

く外的なゆるやかな関係として、一国の生産物中の自己

需要を超えるいわゆる「余剰」の輸出として、自国の経

済に「欠けているもの」の輸入として」説明しているこ

と、そして世界貿易の事実は「彼らが相変わらず「国民

経済」や「国民経済学」を語ることをけっして妨げない」

ことを指摘する。そしてこの態度を「人間社会の新たな

一発展段階として世界経済を認めることにたいする学

者仲間の諸君のあの頑固な拒否」と表現する。この「拒

否」は論理的には交易というものの超歴史化によって可

能となっている。

交換は、人類の文化史と同じ古さのものであって、

それは古来から文化史の不断の随伴者であり最も強力

な促進者であった。そこで、この一般的な、そしてそ

の一般性のためにまったく漠然とした認識のなかに、

われらのこの学者は、諸時代や諸文化段階や諸経済形

態やのいっさいの特殊性を溺死させるのである。ルクセン

ブルク (1991)

*12 Bücherはここで今日言われるところの「マクロ経済」と「ミクロ経済」の連関のことを取り扱っている。



5.2 「原理論的国家論」 85

交換されるものは余剰に過ぎない、という観念にた

いして Luxemburg は直ちに F. Lassalle の次の批判を

もって答える。

一体あなたは、各人が自分自身のためには使用する

ことができ
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るということには、まったく気がついていないのです
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は、われわれの今日の経済状態のただ一つの側面も、

われわれの今日の経済的諸現象のただの一つも、理解

されえないということ、こういうことにあなたは
●

ま
●

っ
●

た
●

く気がつかないのですか？

フェルディナント・ラサール、「バスティア-シュルツェ・フォン・デーリッチ氏、経済学のユリ

アーヌス、または、資本と労働」。ルクセンブルク (1991) より重引

そして具体的に次のことをもって、交換されるのは余

剰に過ぎない、という観念を完全に退ける。

1). 一国から輸出されるものは時代によって異なるこ

と。ドイツは 1860 年代には農業国 (農産物輸出

国)だったが、70～80年代には工業国 (工業製品

輸出国)に変わった。

2). 最近の世界中の国の総対外貿易は 1904年の 1050

億マルクから 1912年の 1650億マルクへと、8年

間に 57%成長している*13。

3). 一国のなかで同一の商品種類が輸出と輸入の両側

であらわれていること*14。この事実はたんに余

剰と不足という以上の複雑な経済的諸関係をあら

わしており、たとえば「ドイツが輸入するのは、

輸出することができるようにするため」である。

4). 仮にドイツ「国民経済」が孤立させられたと仮定

すればどうなるか。次のような破局が生じること

は目に見えている*15。

生産部門は次々に崩壊し、一つがほかのものを

深淵に引き入れ、プロレタリアの大群は失業し、

全人口は不可欠な食料や嗜好品や衣服を奪われ、

商業はその土台である貴金属貨幣を奪われ、全

「国民経済」は―瓦礫の山、粉砕された廃物!・・・

ドイツの経済生活における「いくつかの
くうげき

空隙」と

は、このようなものに見える。ルクセンブルク (1991)

5). 貿易の不均衡。ドイツは長期にわたって輸入超過

であった。ロシアは輸出超過であった。トルコ、

中国はドイツとは異なる理由で輸入超過であっ

た。いずれにおいても輸出入が単なる商品交換

であるならば、こうした不均衡は生じるはずがな

い。取引されているのは、他のいかなる時代にも

知られていなかった特殊な「商品」―すなわち資

本である。

こうして Luxemburg は「国民経済」と「世界経済」

の関係について、Bücherとはまったく異なる描像―帝

国主義経済―を描き出している。

この商品 (資本)は、外国の「諸国民経済」の「いく

らかの空隙」を充たすことに役立つのではなくて、む

しろ逆に、空隙をつくり出すこと、古風な「諸国民経

済」の壁のなかに裂け目や割れ目をあけること、そし

て、爆薬のように作用しながら、早晩かの「諸国民経

済」を廃墟と化することに役立つのである。

資本という「商品」とともに、さらにいっそう奇妙な

「諸商品」がいくつかの古い国々から全世界に向かって

ますます大量に運び出される。すなわち、現代的交通

機関と全土着民族の絶滅、貨幣経済と農民層の負債、富

と貧、プロレタリアートと搾取、生存の不安定と恐慌、

無政府と諸革命とがそれである。ヨーロッパの「諸国

民経済」はその触手を地球上のあらゆる国々と民族と

に差し伸べて、それらを資本主義的搾取の大きな網の

なかで絞め殺そうとしているのである。ルクセンブルク (1991)

*13 興味深いことに Luxemburgはこの貿易拡大を「国民経済」の「死」と結びつけている。「「死者たちは大急ぎで走る。」資本主義的「国民経
済」は、その生存能力の限界に達してしまうことを、その存在資格の猶予期間を短縮することを、急いでいるように見える」。Luxemburg

は、拡大再生産が破局への道であることを直感的に見抜いている。
*14 この事実は 1960年代にも再発見されている。サラカン,P.K.M.,J.コル 編 (1993)を参照のこと。
*15 Luxemburgは、ここで具体的な商業統計から商業恐慌の生じるありさまをありありと再現して見せている。また「戦時経済」の資料と比
較しており、後者の場合には、実際には原料の調達は維持されていたこと、製品販路は軍需産業にとって代わられていたことを描き出して
いる。
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表 5.1 イギリス綿工業の世界的影響

アメリカ イギリス 東方

1768 Arkwright 最初の機械設備紡

績工場

1785 Cartwright力織機発明

1790 黒人人口 69.7万人

1848 チャーチスト運動衰微

1855 (リンネル恐慌←) クリミア戦争

1856 第二阿片戦争 (～1860)

1861 黒人人口 400 万人, 南北戦争

(～1865)

エジプトで綿花栽培農場

1863 Gradstone演説*16,綿花飢饉

1866 東インドで綿花栽培農場,米作

駆逐による飢饉

1882 英軍エジプト占領

出所：ルクセンブルク (1991)より筆者作成

Luxemburgは iv).において「世界経済」の事実を見

ない「国民経済学者」に、イギリス綿工業の「世界経済」

への躍進のありさまを見せようとする (表 5.1)。それは

一産業のたんなる量的な拡大というものではなく、イギ

リスみずからは唯一の工業国となり、その周辺国を漸

次それにたいする原料供給国に仕立て上げるというも

のだった。それは戦争と革命を輸出した (アメリカ南北

戦争とイギリスのエジプト占領)。それは飢饉を輸出し

(東インド)、みずからも恐慌に苦しんだ。このような現

実にたいしてかたくなに目を開こうとしないのは「不可

解な謎」であり、それが彼らの (天動説に匹敵する)「民

族国家」への信仰告白にほかならない、と Luxemburg

は喝破するのである。

われわれはここで簡単な記述の中で近代的な一産業

部門の 140年の歴史を眼前に見ている。この歴史は五

大陸のすべてをうねり流れ、幾百万の人間の生命を投

げ出し、ここでは恐慌となって出現し、あちらでは飢

饉となって出現し、あるときは戦争、あるときは革命

となって燃え上がり、その途上の至るところに富の金

山と貧の深淵とを残していく―それは人間労働の、幅

の広い、地に染まった、汗の流れである。

・・・それだのに、すべてこういうことは、ビュッ

ヒャーやゾンバルトや彼らの同僚たちにとっては存在

しないのである！彼らにとって存在するのは、ただ「ま

すます完成されて行く小宇宙」だけなのである！彼ら

は国民経済と「本質的な諸特徴において異なる」よう

な「特殊な諸現象」をどこにも見ないのである！これ

は一つの不可解な謎ではないであろうか？

・・・今日、資本の支配下では、社会体制の刺激点

は、蒼穹における地球の使命にたいする信仰 (天動説)

にあるのではなく、むしろ地球上のブルジョア国家の

使命にたいする信仰にあるのである。そして、世界経

済の巨大な波浪の上にはすでに重苦しい霧が立ち込め

て集塊となっているので、また、そこではブルジョア

国家の「小宇宙」を鳥小屋のように地上から吹き払お

うとする暴風雨が迫ってきているので、そのために資

本支配の学問的な「傭兵隊」は資本支配の威圧的な堅

城たる「民族国家」の門前に駆けつけて、最後の息を

引き取るまでこの資本支配を守ろうとするのである。

今日の国民経済学の最初の言葉、その根本概念は、

ブルジョアジーの利益のための学問的な欺瞞なのであ

る。ルクセンブルク (1991)

*16 William Ewart Gladstone(1809–98)は自由党党首。自由党–保守党の古典的二大政党制の立役者の一人。彼はこのとき議会で「人を酔わ
すような富と力との増加」について語り、これが貧者にも恩恵をもたらすという希望的観測を述べた (今日言われるところの「トリクルダウ
ン理論」と同じである)。「資本論」第一巻第 23章「資本主義的蓄積の一般的法則」第 5節「〃の例解」に引用がある。
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v).において Luxemburgは「国民経済学」にたいする

別の見方「人間たちの経済的諸関係に関する科学」をと

りあげる。この定義は前節まで検討してきたもの (「物

質的な欲望の充足に関わる科学」)とはあまりに異なり、

しかも単純であり、それが何を意味するのかあらためて

説明が必要であるように見える。

まず Luxemburgは「あらゆる状態における
●

す
●

べ
●

て
●

の

人間の、経済的諸関係に関する特殊な一科学」はそもそ

も不要だと論じる。なぜならば、たとえば中世の農村経

営でも、皇帝所領の荘園管理でも、「経済的諸関係」は

「きわめて自明的に簡単明瞭」であって、わざわざそれ

についての科学を興す必要はないからである。

どんなに愚鈍な農民でも、中世においては、自分の

「富」が、またはむしろ自分の貧窮が・・・自然現象は

別として、なにによって左右されたか、ということを

まったく正確に知っていた*17。ルクセンブルク (1991)

すると、「経済的諸関係」について「特別な一科学」が

必要とされるのは、いつでも、ではなく、近世以降から

今日までつづくわれわれが現存するこの社会についてだ

ということになる。Luxemburgはそのような科学が必

要となる事象として、商業恐慌、失業、価格変動をあげ

る。これらは経済社会の内部以外には原因をもたず、そ

の意味ではわれわれ自身がつくりだしたものである。し

かも、誰も好き好んでそうしているわけではない。とこ

ろが、こうした諸現象は、あたかも天変地異のように、

自然の気紛れのように、人間社会を翻弄し、われわれは

それが通り過ぎるのをじっと待つことしかできない。

こうして「人間たちの経済的行為の諸結果が、もはや

彼らの意図と、彼らの意志と、要するに彼らの意識と一

致しないということを伴うところの、隠された諸関係

を見つけ出すことが必要になってきた」。ここにおいて

Luxemburgはわれわれが「国民経済学の根元」に到達

したと宣言する。つまり、われわれの行為そのものが、

われわれにとって疎遠な力を生み出し、これがわれわれ

自身に降りかかってくるような特殊な社会―市民社会

―の秘密を解明するものが「国民経済学」だと言うので

ある。

ところで、ここで研究されるべき「経済的諸関係」と

は何であろうか。Luxemburgが言うように「今日われ

われは、主人と奴隷も、封建豪族と農奴も、知らない。

法のまえでの自由と平等とが形式的にはいっさいの専制

的諸関係を除去した」。その結果として、「社会的な経済

がわれわれには無縁な、外化された、われわれによって

左右されない現象になっている」*18。これは実に不思議

なことである。

そしてこの節の終わりに Luxemburgはこの現象の科

学的な究明にあたって、次のような注意を与える。だ

が、われわれはこれらの留意点の当否の判断について

は慎重に留保しておきたい (脚注にそれぞれ疑問点を

示す)。

1).「われわれはこの現象の諸法則を、ちょうど、わ

れわれが外的自然の諸現象を探求するのと同じよ

うに、また、植物界や動物界の生活や地殻の変異

や諸天体の諸運動を支配する諸法則をわれわれが

解明しようと努めるのと同じように、解明しなけ

ればならない・・・。」*19

2).「ブルジョア的国民経済学者たちにとって、彼ら

の科学の本質を明らかにし、彼らの社会秩序の傷

口のなかに指を入れ、その内部の衰弱を告発する

ことが、なぜ不可能なのか、ということはいまや

明らかである。無政府が資本支配の生活要素であ

ることを認識し、承認することは、同時に死刑の

判決を下すことであり、資本支配の存在にただ刑

の執行猶予が与えられているにすぎないことを言

*17 Luxemburg は農民戦争がその実感の表現にほかならなかったとしている。「第一には、領主による夫役および年貢の無際限な搾取、第二
には同じ領主による共同地の、森林や牧場や水流の盗奪がそれである。そして、農民は彼が知っていたことを農民戦争において声高く世間
に向かって叫んだのであり、彼の吸血者たちの家に放火することによってそれを示したのである」。

*18 この表現はMarxの初期の論考、たとえば「経済学＝哲学草稿」の表現を想起させる。
*19 対象認識として経済現象を解明しようとするのは、古典派経済学でも、歴史派経済学でも同じことである。しかし、その現象がわれわれに
疎遠なもの、外的なものであるにせよ、それを

●

本
●

当
●

にわれわれの行為 (労働)と無関係なものとして取り扱ってしまってはならない。そうで
はなく、われわれの行為そのものが「物化」され、「疎外」されているのである。それはわれわれが自らの労働力を他者に売り払っている結
果にほかならない。

*20 かならずしもそうではない。彼らは必要があればいつでも「無政府」(共和制)を「統制」(ボナパルティズム、ファシズム)で置き換える。
「今日でも、労働する人類を、一つの超強力的な支配者、すなわち資本が統治している。しかし、その統治形態は専制ではなく、無政府であ
る」と Luxemburgは言うが、資本も (絶対主義の専制とは異なるかたちで)国家を必要としていることには変わらない。
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明することである。」*20

3).「すでに国民経済学とはなんであるか、そして、

その根本問題はなんであるか、という最初の根本

的な問いに当面して、今日ではブルジョア的認識

とプロレタリア的認識の道は分かれるのである。

この最初の問いは、一見したところでは現代の社

会的諸闘争にとって抽象的で無関心に見えるにし

ても、科学としての国民経済学と革命的階級とし

ての現代のプロレタリアートとのあいだの特殊

な紐帯は、すでにこの最初の問いに結びついてい

る。」*21

vi).において、Luxemburgは「国民経済学」の成立・

展開・死滅の過程を素描する。彼女はこの一連の過程が

たんに理論の問題というだけではなく、諸階級の闘争の

場だということを強調している。これは、まったくその

とおりであって、われわれはこのことをイデオロギー＝

科学の立場から確認しておかなければならない (付録

A.3の宇野の理解と比較対照すること)。

まず Luxemburgは「国民経済学」の誕生の経過を観

察する。「国民経済学」の年齢は (E. Dühringの言うよ

うに)その時点で一世紀半であり、これはその研究対象

の生誕に規定されているばかりではなく、その後のブル

ジョア階級の覇権 (ヘゲモニー) の確立にも左右されて

いた。

無政府的な資本主義的生産様式の諸法則を暴露する

ことを課題とする科学は、明らかに、この生産様式そ

のものより早くは成立しえなかったし、近代ブルジョ

アジーの階級支配のための歴史的諸条件がしだいに政

治的および経済的推移によって何世紀にもわたる仕事

として合成されるより早くは成立しえなかった。ルクセン

ブルク (1991)

ブルジョア社会そのものは (Bücher が言うように)

絶対主義によって、その解明的君主と家臣団とによっ

て形成 (〈資本の原始蓄積〉) されたものであり、この

過程は同時に「国民的統一国家の創建」ではあったが、

彼ら自身はそれを意識的に行ったものではなかった。

Luxemburgは「国民経済」を「絶対主義的な君主たち

の至高な意思と雄大な計画との成果」であり、その前提

に「政治的中央集権」があったとする Bücherに反対し、

それをひっくり返さねばならないと批判している。つま

り「政治的中央集権」は前提ではなく、結果である。

もちろん、中央集権的官僚的諸大国家の確立は資本

主義的生産様式の不可避的な一前提だったのではある

が、しかし、その確立はまたそれとして同じ度合いでた

だ新たな経済的諸要求の一つの
●

結
●

果にすぎなかったの

であって、人々ははるかに大きな権利を持ってビュッ

ヒャーの命題をひっくり返して次のように言うことも

できるであろう。すなわち、政治的中央集権の形成は

「本質においては」成熟しつつある「国民経済」の、す

なわち資本主義的生産の、一つの成果なのである、と。

しかし、絶対主義がこの歴史的な準備過程に疑いも

なく関与したかぎりでは、それは歴史的発展傾向の盲

目的な道具の愚かな無思想をもってこの役割を演じた

のであり、その同じ無思想をもって絶対主義は好都合

な機会があるごとにこの傾向に逆らうことを心得てい

たのである。ルクセンブルク (1991)

新たに生まれた経済様式は (大航海時代の諸発見をと

もない)飛躍的な商業活動の拡張をもたらした。新興ブ

ルジョアジーの利害は、国内において従来の封建的秩序

とことあるごとにぶつかり、ここに「国民経済学」を創

造する必要性があらわれた。

西ヨーロッパにおける新興市民層は、自由な世界貿

易とマニファクチャとの代表者として、もしそれが自

分の世界史的使命を全く放棄してしまいたくなかった

ならば、すべてのこれらの障害をなんとかして除去し

なければならなかった、ということは明らかだった。

そこで、それが封建制度をフランス大革命において粉

砕した以前に、それは封建制度とまず最初は批判的に

対決した。そして、国民経済学という新しい科学が、

中世的封建国家に反対し近代的資本主義階級国家に味

方する闘争においてのブルジョアジーの最も重要なイ

デオロギー的な武器の一つとしてこうして成立するの

である。ルクセンブルク (1991)

「国民経済学」の展開は、「富とは何か？」という基本

的問いのもとに行われた。最初は製造業ではなく商業

が、すなわち商人資本の利害が擁護された。富とは金の

ことであり (「重商主義」)、これを国内に蓄積すること

*21 たしかにこの問いの追及は一個のイデオロギー闘争である。しかし、この課題を追及する Luxemburgの立場は「イデオロギーの立場」に
落ち込む気配がある。われわれはこの課題に「イデオロギー＝科学の立場」から、言い換えれば「批判の立場」から取り組まねばならない。
その際に「国民経済学」の信仰告白 (「民族国家」)のなかにも一片の真実があることを見抜き、「民族国家」と「世界経済」との矛盾が現代
社会を動かす隠された動力となっていることをあぶりださなければならない。
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こそが求められた。

富とは金であって、金をもってすれば人はあらゆる

ものを買うことができる。だから、商業は富を生み出

す。だから、金をたくさん輸入して少しもそれを国外

に投げ出さないようにすることができる諸国家は富裕

になる。だから、世界貿易、新大陸における植民地獲

得、輸出品を製造するマニュファクチャは、国家によっ

て奨励されなければならず、金を国外におびき出す外

国生産物輸入は禁止されなければならない。これこそ

は最初の国民経済学説だった・・・

・・・この学説は、いかにもまだ未熟であるとはい

え、封建的現物経済の概念界との最初の際立った断絶

を、この概念界への最初の鋭い批判を、商業や商品生

産やこの形態における資本の最初の理想化を、最後に、

勃興しつつある若いブルジョアジーの意に
か な

適った国家

政策の最初の綱領を、示しているのである。ルクセンブルク

(1991)

次に重農主義者 (「フィジオクラート」) が続く。彼

らは金属がいくらあろうとも、それによって飢えを満た

せないだろう、と批判する。富の源泉は再び自然の側に

引き戻されるが、これは単純に封建主義への復古を意味

するのではない。そうではなく、資本主義的な農業が求

められているのである。

富とはすべて食料や衣料としての自然の贈り物のこ

とであって、それによって・・・われわれの欲望を充

たすもののことである。人口がその諸欲望を充たすこ

とが豊かであればあるほど、国家もまたますます富裕

である。なぜならば、国家のための租税もまたより多

く手にはいりうるからである。

・・・農業が、自然の胎内での労働が、ただ封建制

度のあらゆる桎梏から解放されさえすれば、国民と国

家とのための富の源泉がその自然な豊富さをもって流

れるようになり、また、万人の最高の幸福がおのずか

ら必然性をもって自然的調和をなして全体に適合する

ようになるのである。ルクセンブルク (1991)

やがて Adam Smith の業績がくる。彼の発見 (「農

業は決して富の唯一の源泉ではない・・・どんな賃金労

働でも、商品生産のために用いられるものは・・・富を

創造する」)は「労働一般」というカテゴリーを史上初

めて世にもたらすことになった。またその背後には「バ

スティーユへの嵐の遠鳴りの接近」、自己の十分な力を

自覚したブルジョア階級による「国家の改造」への要求

が現れている。

封建国家にたいするブルジョアジーの実際的な改良

提案や警告は、その試みにおいて、新しい酒を古い皮

袋に注ぎ込もうとする歴史上の試みがまだいつでも挫

折していたのと同じように絶望的に挫折した。革命の

ハンマーは、半世紀にわたる改良的な補修の試みがな

しえなかったことを、24時間でなしとげた。ブルジョ

アジーの手にその支配の諸条件を与えたものは、政治

的な権力奪取の行為だった。ルクセンブルク (1991)

これ以後の展開はもはやブルジョアジーのものでは

ない。「国民経済学」ではなく「経済学批判」が問題と

なっている。その担い手は資本蓄積と同時に生み出され

たプロレタリアートである。この過程は従来の「国民経

済学」から見れば、その全面的な完成にして、同時に死

滅の過程であろう*22。

・・・国民経済学がひとたび資本主義的生産様式の

特殊な諸法則に関する科学を表すことになれば、その

存在および機能は明らかにこの生産様式の存在に結び

つけられているのであって、この生産様式が存立しな

くなってしまえば、その土台を失うのである。言い換

*22 経済学の死滅について Bukharin もほぼ同様のことを述べている。ブハーリン (1978) の冒頭にはこうある。「
●

理
●

論経済学は、商品生産を
基礎とする社会経済に関する科学、すなわち

●

非
●

組
●

織
●

的
●

な社会経済に関する科学である。・・・生産が無政府的であり、生産物の分配もやは
り無政府的である社会においてのみ、社会生活の法則性が、個人または人間集団の意思如何にかかわらず作用する「自然の」、「自然発生的
な」諸法則の形で、すなわち「あたかも家が人の頭上に崩れかかる場合における」重力のように「盲目的」必然性を持って作用する諸法則
の形で現れる。マルクスが初めて、商品生産のこのような特殊性を強調したのであり、商品の物神的性格に関する彼自身の学説において、
理論経済学の中に鮮やかに社会学的なものを取り入れ、前者を

●

歴
●

史
●

的
●

に
●

制
●

限
●

さ
●

れ
●

た一科学部門として創設したのである。・・・実際、われ
われが組織された社会経済をもつことになるやいなや、経済学のあらゆる基本「問題」―価値、価格、利潤などの諸問題―は消失してしま
う。その場合「人間相互の関係」が「物と物との関係」としては表現されず、社会経済は市場及び競争の盲目的な力によらずに、意識的に
伝導し得る一個の計画によって規制される。それ故、この場合、一方では、一定の記述体系が、他方では規格の体系が存在し得るわけであ
る。・・・しかし、市場そのものが存在しないのだから、「盲目的な市場法則」を研究対象とする科学が存在する余地は全くないであろう。
かくして、資本主義―商品社会の終わりは、経済学の終わりにもなるであろう。」
しかし、この考えにはいくつか再検討を要することが含まれている。まずなによりも、「(国民)経済学」が「経済学批判」に転化したから

には、その将来が問題とされるのは後者ではないだろうか。「経済学批判」はわれわれ自身の労働支出のありかた、またそれがいかに社会を
成立させているか (社会の物質代謝) を問題とする。このような問いかけをわれわれはいついかなるときも止めることはないし、(それがな
んという名で呼ばれようとも) それをいくらでも深めていくだろう。この態度は、現実の変容に合わせて経済学のカテゴリーがいかに変容
したとしても、変わることはない。なお、この話題については第 6章でふたたびふれることになる。
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えれば、科学としての国民経済学は、資本主義の無政府

的な経済が、労働する社会全体によって意識的に組織

され管理される合計画的な経済秩序に席を譲るやいな

や、その役割を演じ終わっているのである。したがっ

て、現代の労働者階級の勝利と社会主義の実現とは、

科学としての国民経済学の終末を意味しているのであ

る。ここで国民経済学と現代のプロレタリアートの階

級闘争との特殊な関係が結び付けられるのである。ルク

センブルク (1991)

2020年代の現代における経済問題は、Luxemburgの

以上の叙述に照らして何を物語っているのだろうか。ま

ず気がつくのはプロレタリアートの国際運動が壊滅し、

これが各国の民族的運動に歪曲され (アフガニスタンに

おけるタリバンの復権がまさにそれである*23)、その他

方でグローバル資本主義が猛威を振るうこの現代世界

と、以下の Luxemburgの描像とのあいだのあまりの乖

離の激しさであろう。

社会主義は、構想でも美しい幻想でもなくなり、あ

るいはまた、各国における個々の労働者群の独力での

実験でもなくなる。国際的プロレタリアートの共同の

政治的な行動綱領として、社会主義は
●

一
●

つ
●

の
●

歴
●

史
●

的
●

な
●

必
●

然
●

性である。なぜならば、それは資本主義の経済的

諸発展傾向の一成果だからである。

いまや、なぜマルクスが彼自身の経済学説を公認の

国民経済学の外において、それを「経済学批判」と名

づけたのか、ということは明らかである。マルクスに

よって展開された資本主義的無政府とその将来の没落

との諸法則は、もちろん、それ自身はただ、ブルジョ

ア学者たちによって創始された国民経済学の一継続で

しかないのであるが、しかし、それは、その結末にお

いてはかの国民経済学の出発点にたいして最も鋭く対

立する継続なのである。マルクスの学説はブルジョア

経済学の子ではあるが、その誕生は母の生命を犠牲に

した子なのである。マルクスの理論のうちに国民経済

学はその完成を見いだしたのであるが、しかしまた科

学としてのその終末をも見いだしたのである。

今後これに続くべきことはと言えば―個々の点にお

けるマルクスの学説の仕上げのほかには―ただこの学

説を行為に移すこと、すなわち、社会主義的経済秩序

を実現するための国際的プロレタリアートの闘争だけ

である。こうして、科学としての国民経済学の終末は、

一つの世界史的な行為を、すなわち、計画的に組織さ

れた世界経済の実践へのそれの置き換えを、意味する。

国民経済学の終章は世界プロレタリアートの社会革命

なのである。ルクセンブルク (1991)

乖離の核心には次のことがある。a). 世界プロレタリ

アートの社会革命がブルジョア革命を模範として、その

アナロジーとして捉えられたこと (「二段階戦略」)。b).

したがって、その社会革命が狭い民族国家の枠内で捉え

られ (「一国社会主義」)、その優劣を比較したり (「中

ソ対立」)、独自路線として正当化されたり (ユーゴスラ

ビア) したこと。c). その社会革命が抽象的な政権の奪

取としてのみ構想され、具体的な「経済学批判」として

は受け取られなかったこと。d).したがって、「経済学批

判」が未完のまま放置されていること、などである。

「経済学批判」(とりわけ後半の体系)が完成されてい

ないので「国家批判」も完成されず、本質を持たない

様々な社会主義の「実験」が無作為に乱立した。分断さ

れたプロレタリアートは、その成果をブルジョア国家群

と即物的に競い合い (「生産力主義」)、ついに力負けし

て今日に至った。われわれが今なすべきことは「経済学

批判」の継続からやり直すことである。

* * *

Luxemburgは「国民経済学」を批判して、これに「世

界経済」の現実―帝国主義―を対置した。「国民経済学」

は国際貿易をたんなる余剰の交換として描き出そうと努

めたが、資本蓄積の現実は狭い民族国家の枠組みをとお

の昔に乗り越えてしまったことを明らかにした。そこで

*23 2021年 8月 30日、米軍はアフガニスタンからの撤退を完了させた。この撤退は 2001年 9月 11日の米同時多発テロ事件以来の同地にお
ける米軍の 20 年超にわたる駐留の終焉を示すものであった。が、これを入念に準備され、きちんと管理された撤退作戦と受け取る者はご
く少数である。カブール陥落は算を乱しての潰走であり、第二の「サイゴン陥落」にほかならなかった。
他方で復権したタリバンは今後どのように行動するだろうか。「タリバン」という語は、イスラム教の神学校で学ぶ学生「タリブ」の、バ

シュトー語による複数形、とされる。1979～89年の (Brezhnevのドクトリンにしたがった)ソ連のアフガニスタン侵攻への抵抗組織がタ
リバンの源流であった。彼らは諸大国の侵略への抵抗という一点で結束し、「イスラム原理主義」を民族統合の象徴としている。しかし、ア
フガニスタンは一枚岩ではなく、タリバンは北部同盟と根深い対立状態にある。
アメリカは撤退したが (またそのことによって、Baiden政権の「同盟国重視」という掛け声とは裏腹に、NATOは分裂の危機を迎えた

が)、その代わりに中国が同地に触手を延ばしている (新疆ウイグル自治区に隣接するアフガニスタンは、習近平の一帯一路構想の実現に欠
かせないパズルのピースのように見える)。タリバン自身はこのたびの復活劇を周到な準備の上で実現したが、現時点の彼らがなんらかの長
期的な展望をもっている節は見られない。彼らはただ国土を民族的に掌握したいという素朴な願望に突き動かされているように見える。彼
らが諸大国の思惑に翻弄される自国の運命から何事かを学び取るかどうかは、これからのことである。
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Luxemburgは「国民経済学」の死亡を宣告した。

しかし、そのことによってブルジョア社会がなぜ国家

を必要とするのか、を問うことなく通り過ぎてしまっ

た。たしかに彼女は「政治的中央集権」が「市民社会」

の前提ではなく結果であること (具体的には、封建諸勢

力との対抗関係において、新興ブルジョアジーによって

創造されたものであること) を直感的につかんでいる。

また、その国家意思が各種の経済政策として発動され、

そのそれぞれが (重商主義、重農主義、自由主義など)の

経済学説として理論的表現を与えられることを見抜いて

いる*24。だが、その完成された姿としての自由主義を

それとして批判しているわけではなく、ただそれに「無

政府」というレッテルを貼って終わりにしてしまってい

る。しかしこの「無政府」(Bukharinの言う「非組織」)

は、けっして官憲を永久に廃止してしまうものではな

い。それどころか、その銃剣はつねにプロレタリアート

に向けられている。

だから、われわれはあらためて「経済学批判」の「後

半の体系」に向かわなければならない。これは Hegel

が「法の哲学」において取り組み、その弟子である若

き Marx が批判的に引き継いだ仕事であった。また

Lukács が (Luxemburg の試みに飽き足らず)Hegel と

Marxの業績を真に結びつけ、「階級意識論」として提示

しようとした、その舞台であった*25。

5.2.2 経済学批判―後半の体系

福本 (1972)は以下の「経済学批判」序説の「3.経済

学の方法」の末尾を引用しつつ、この篇別のうちの 2).

が「資本論」の内容に相当することを確認している。す

なわち、「資本論」全三巻からは、原則として、福本の言

う 3).「国家過程 (政治過程)」、4).「国際過程」、5).「世

界過程」が除外されている*26。

1). 一般的抽象的な諸規定、したがって多かれ少なか

れすべての社会形態に、ただし右に説明した意味

で見られる諸規定*27。

2). ブルジョア社会の内部の仕組みをなし、かつ基本

的諸階級の基礎となっている諸カテゴリー。資

本、賃労働、土地所有。それら相互の関連。都市

と農村。三大社会階級。これらのあいだの交換。

流通。(私的)信用制度。

3). ブルジョア社会の国家形態での総括。それ自身と

の関連で考察すること。「不生産的」諸階級。租

税。国債。公信用。人口。植民地。移住。

4). 生産の国際的関係。国際的分業。国際的交換。輸

出入。為替相場。

5). 世界市場と恐慌。

そこで問題となるのは、篇別 3).「ブルジョア社会の

国家形態での総括」をいかにして具体的に展開すべきか

ということである。国家は、ここでは「それ自身 (ブル

ジョア社会) との関連」でのみ考察されるにすぎない。

そのため、まず国家は経済的諸機能―租税、国債、公信

用など*28として取り扱われることになり、またその関

連から「不生産的」諸階級―三大諸階級以外の、官吏、

小ブルジョアなどにも言及される。しかし、もっとも重

要であるのは、ここで人口と、さらには国境を超えた人

口移動―植民・移民が議論されることである。人口は、

*24 「経済学批判」序説には、絶対主義国家が自己と富とを同一視したことが記されている。「国富という概念自体が 17世紀の経済学者のあた
まにしのびこんだのは・・・富はただ国家のためにだけ創造され、しかも国家の力はこの富に比例する、という形においてであった。これ
はまだ無意識のうちにごまかした形態であり、そこでは、富そのものと富の生産とが近代国家の目的だとされ、しかも近代国家は、まだ、
富の生産のための手段にすぎないものとみなされていたのである。」

*25 またこの部分の空白を帝国主義の現実のもとで埋める努力が、現象学、実存哲学、構造主義哲学、ポストモダン哲学などとして、その成否
はともかく、展開されてきたのであった。

*26 また福本は、「意識過程」をこれらに加えたが、河上肇はこの「意識過程」の位置づけの不明瞭さをもって福本を批判したのだった。付録
A.4を参照のこと。

*27 「右に説明した意味」とは、この 3節のなかで説明されている注意のことであり、具体的には「地代は資本をぬきにしては理解できない。
しかし、資本は地代をぬきにしてもじゅうぶん理解できる。」という注意である。地代は自然的な意味でも、歴史的な意味でも最初に説明さ
れるべきとの錯覚を与えるが、そうではなくあくまでも市民社会の解剖から得られたかぎりでのカテゴリーとして取り扱われねばならない、
ということである。
なお福本はこの部分 (いわゆる史的唯物論の「公式」)は「資本論」からは正当な理由にしたがって省かれた、としている。この解釈はき

わめて妥当である。
*28 これらは、実は、「資本論」第一巻第 24章「いわゆる本源的蓄積」で叙述される。この章は、「純粋資本主義」の想定が留保される場所であ
り、入れるとしたらこの場所にならざるを得ない、という箇所である。
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租税、国債などの基礎でもあるが、それ以上に、現実に

可変資本として機能している人口、将来可変資本として

機能しうる人口を擁することに目を向けなければならな

い。ここにおいて、われわれは前章の再生産の観点と国

家過程との結びつきを認めることになる。

* * *

ここで以後の展開の便宜のために、簡単な素描をして

おこう。まず国 (nation) は一定の人口と自然資源を包

含する地理的な領域として抽象的に理解される。この領

域は、資本主義的な方法にしたがって再生産される必要

がある。だからこの領域を再生産表式に照らし合わせて

解釈することは自然であろう。

この領域では Iv+m = IIc の流通過程の均衡が前提

される (拡張再生産ではなく単純再生産を想定してい

る*29。というのも、ここでは〈価値法則の論証〉が問題

となっているからである。表 4.4 を参照のこと)。この

とき可変資本 Iv, IIv は (「不生産的」人口を含む)この

国の全人口を支えている。この均衡条件こそ、一国の労

働力の価値、すなわち国民の標準的な生活と欲求の水準

を定めるものである (前章脚注*135 を参照)。またこの

範囲で、相互に取り換えの効く〈人間労働一般〉あるい

は〈抽象的人間労働〉というカテゴリーが成立し、同時

に標準的な〈資本構成〉すなわち一国の〈生産力〉が規

定される*30。こうした関係は一国内のこの流通過程の

絶えざる繰り返しと一連の動揺によって日々再定義され

ている*31。

それではこのような人口はいかに再生産されている

か。可変資本＝労働力は工場で生産されるのではなく家

族過程のなかでなかば生物学的に形成されている。次世

代の養育費や老後、疾病、事故などに対応する社会保障

費用なども必要になるが、それらは Iv+m = IIc の均衡

を前提として、そこで労働者に支払われる労働力の価値

のなかから工面されなければならない。なぜ、そうなの

かと言えば、家族がそれ自体、神聖にして冒すべからざ

る私有財産なのだからである。この負担は重いが、ブル

ジョア国家はこれらの負担を義務としてあるいは私事と

して各家庭に押し付ける*32。

この流通過程において、万人は法のもとに自由で平等

な市民として扱われる。この自由と平等は、商品所有者

としてのそれにほかならない。商品所有者たちのばらば

らの意志＝欲望の衝突を第三者として調停するためにこ

そ国家 (state)がたちあらわれる。ここにおいては立法

権が至高のものであり、すべての「市民」は代議員の選

出を通じてこれに参与することが求められる。そして法

の執行を官吏 (statesmen) に委任する。すべての人間

関係は商品交換をさばく契約関係として「物化」されて

おり、人間は孤立した商品所有者として、間接的な方法

で社会に働きかけ、同じようなやり方を全生活過程に貫

徹しようとする*33。国家意思は、すべての人間から超

然と立ち、この自由で平等な関係を維持し、拡大すべく

対外的にも対内的にも (独占された暴力として) 発動さ

れる。

しかし、この流通過程の自由と平等は真の生産諸関

係を隠蔽するものでしかない。真の関係は流通過程 Ck

と直接的生産過程 P(W′)の結合としてのみあらわれる

(p.31 参照)。たしかにこの流通過程をつうじて総労働

は社会的に適切に分配され、社会が必要とする欲求をす

べて満たしているように見える。しかし、真の生産諸関

係は生産物の分配にではなく、生産諸手段の分配にこそ

*29 われわれはブルジョア国家一般を問題にしているので、今は帝国主義の諸現象については気にしなくても良い。
*30 念のために注意するが、これらのカテゴリーは「自然な」(超歴史的な)ものではない。たとえば〈抽象的人間労働〉とは、別名「疎外され
た労働」のことである。

*31 このような不断の流通過程の繰り返し＝「交通」が国民の意識統合とナショナリズムの基礎となる。前章脚注*134を参照。
*32 家族のほかに地縁団体などにもこの負担は押し付けられる。これらは先資本主義社会における血縁・地縁団体に由来する。家族制度はブル
ジョア社会においては、再生産のつじつまを合わせるための「抑圧の移譲」組織になりさがっており、その抑圧が各種の「社会問題」―社
会学がその解明に取り組んでいるところの―を生み出している。宗教もこの観点から考察される。

*33 「18世紀になり、「ブルジョア社会」においてはじめて、社会的な連関のさまざまな形態は、個人の私的な目的のための単なる手段として、
外的必然として、個々人に対立するようになる。けれどもこういう立場、すなわち個別化された個々人の立場をうみだす時代こそ、まさに
それまでのうちでもっとも発達した社会的な (こういう立場からみて一般的な)諸関係の時代である。」

*34 「経済学批判」序説の 2「分配、交換、消費にたいする生産の一般的関係」。「もっとも浅薄な理解では、分配は、生産物の分配としてあら
われ、生産とははるかにかけはなれたもの、生産にたいして

ほ と ん ど

quasi自立したものとしてあらわれる。けれども分配は、生産物の分配であるま
えに、(1)生産用具の分配であり、(2)同じ関係のよりたちいった規定ではあるが、さまざまな種類の生産への社会成員の分配である。(一
定の生産関係のもとに個人を包摂すること。) 生産物の分配は、あきらかに、生産過程そのものの内部にふくまれていて生産の仕組を規定
しているこういう分配の結果にすぎない。生産に含まれているこの分配を無視して生産を考察することは、あきらかに空虚な抽象なのであ
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あらわれる*34。一方には生産諸手段 (不変資本 c) を占

有するブルジョアジーが、他方には自らの労働力 (可変

資本 v)以外には何ものも持たないプロレタリアートが

存在している。

プロレタリアートは確かに商品所有者であり、その意

味では「自由で平等な市民」である。しかし、彼は労働

力を日々売り渡す存在でしかない。彼の意思は労働のな

かにはなく、またわずかばかりの意志の発露も、自己の

労働力をいかに有利な条件で売り渡すかということに費

やされてしまう。彼の立法権への参加は、彼の隷属状態

をより立派に完成させるためのものである。

ところでこのような社会が永続するかというと、それ

は原理的にありえない。拡張再生産を続けるかぎりかな

らずや〈資本の過剰〉が、したがって恐慌が (あるいは

それが変形した経済的災厄が)襲い掛かる。たしかにこ

の破局 (資本破壊) は一時的なものにすぎないのだとし

ても、これが繰り返されるたびに、この社会そのものの

一時的な性格が誰の目にも明らかとなる。誰が好き好ん

でこのような社会を永続させようとするだろうか。こ

れは社会の再生産過程の危機であると同時に、国家過程

(政治過程)の危機でもあるのだ。

5.2.3 homme と citoyenの分裂

ここでは以上の素描を、初期のMarxの諸論考に照ら

して確認する。その際、竹内 (1981)、梅本 (1964)を読

解のための手引きとする。なお初期 Marx の論考は当

時のドイツの現実を対象とする Hegel と Marx の師弟

による下向分析の過程でもあることに注意する。

まず Hegel の業績である「法の哲学」(Grundlinien

der Philosophie des Rechts, 1821)が参照されねばなら

ない。竹内によれば、Hegelの関心は「迫り来る近代市

民社会の危機をプロイセン国内でいかに克服するべきか

という強烈な実践的課題と結びついていた」。

・・・ドイツは絶対主義的な社会構成にありながら

近代市民社会への胎動がもはや否定しがたく、シュタ

イン=ハルテンベルクの改革*35をとおして「上から」

の一定の再編をおこなわざるをえない事態におかれて

いたが、他方では近代市民社会をすでに実現した先進

イギリス、フランスにおいても失業や階級的困窮が激

化し、その限界を露呈していたのである。竹内 (1981)

しかし Hegel の結論は、プロイセン国家を「理性国

家」として観念的に弁護するものでしかなかった。(身

分制度がそのまま温存された)プロイセン国家の現実は

Hegelの弟子たち (Marxを含む)にとって容認できるも

のではなく、いずれ「法の哲学」との対決は避けられな

いものになっていた。

Hegelの「法の哲学」は、それ自体、市民社会の特質

とその否定面を明確に取り出していた。その作業に際し

ても Adam Smith、Ricardoの著作を十分に研究してい

た跡が見られる。梅本は、Hegelのこうした研究はのち

に Marx によって批判的に摂取されたものと論じてい

る。梅本によれば、Hegelの市民社会の把握は次のよう

なところに垣間見える*36。

• (188節)市民社会は次の三契機を含む。

a). 個人の労働並びに、一切の他人の労働および

欲求の満足によって、欲求を媒介し、且つ個

人を満足せしめること―欲求の体系。

b). この体系に含まれる自由という普遍者の実

現、換言すれば
●

司
●

法による所有の保護。

c). この体系内に残存せる偶然性に対する準備、

並びに特殊的利益を共同の利益として、警察

及び職業組合によって配慮すること。

• (198節)併し、労働に於ける普遍的にして客観的

なもの*37は、手段及び欲求を特殊化し、従ってま

た生産を特殊化して分業をもたらすところの抽象

のうちに存する。個人の労働は分業によって一層

単純となり、且つこれによって個人の抽象的労働

における技能並びに生産量が一層増大する。同時

るが、他面では逆に、生産物の分配は、もともと生産の一要因をなしているこの分配とともにおのずからあたえられているのである。」
*35 1806 年のイエナの敗戦を契機とする、1807～1808 年のプロイセンの一連の改革。農民解放、都市自治制度の導入、営業の自由化、中央
行政機構の近代化などを内容とする。Karl Stein(1757–1831) はティルジット条約以後の国務長官。Karl Hardenberg(1750–1822) は
Steinの後任であった。

*36 243節～248節には貧富の差の拡大、プロレタリアート (「賤民」)の発生、〈資本の過剰〉、植民までもが語られているが、ここでは省略す
る。

*37 Hegelは〈抽象的人間労働〉のことを言っている。これが労働の特殊化、単純化を帰結し、一方では生産の拡大に、他方では労働の縮小と
機械への置き換えにつながっている。
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に技能及び手段のこの抽象は、その他の欲求を満

足するための人間相互の依存性及び交互関係を全

き必然性にまで完成する。生産行為の抽象は、労

働をますます機械化し、ついには
●

人
●

間
●

を
●

労
●

働
●

か
●

ら
●

除
●

外
●

し
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て
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、
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●

械
●
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て
●

人
●

間
●

に
●

代
●

わ
●

ら
●

し
●

め
●

る
●

こ
●

とを

可能にする。

Hegel による立法権 (議会) 論の分析の拙さが、彼が

真に市民社会を克服する途をつかめなかった原因である

と竹内は指摘している。まず Hegel の立法権の理解は

次のように整理される。

ヘーゲルによれば、市民社会における人間、つまり

市民 (ブルジョア)は自らの主観的欲求を労働を通して

充足させる。しかし、このことは他人の欲求および労

働によって制約されており、こうして市民社会は私人

の対立と相互依存の諸関係の全体、すなわち「欲求の

体系」を織りなしている。立法権とは、このように私

的な特殊利害に傾きがちな市民の主観の内部に政治的

国家の普遍的意志を介在せしめ、彼ら自身のことがら

として国家を受容させる役割を果たす機関、ひとこと

で言えば、市民社会と政治的国家の媒介機関にほかな

らない。竹内 (1981)

ここまでは良いが、Hegelはこの後、立法権を現にあ

るプロイセン身分制議会によって解釈してしまう。すな

わち「実体的 (土地所有者)、反省的 (商工業者)、普遍的

(官僚)という三身分」が市民社会に存在する。官僚層は

「直接その使命が普遍的なものを目的としている」ので

除き、「本来の私的身分」である残りの二身分について、

「立法権において異なる位置をしめる」ものと解釈され

る。整理すると次のようになる。

• 実体的身分 → 貴族院 (上院)：土地所有と家族生

活を土台とし、国家資産から独立するとともに、

商工業の不安定と利得欲と占有一般のかわりやす

さからも独立しているために、選挙という偶然な

しに、出生によって、政治的な活動をする地位を

本源的にもつ。

• 反省的身分 → 代議院 (下院)：数が多く、彼らが

私的利害に偏した恣意と偶然性に向きやすく、本

質的に政治的な使命に不向きであるため、ただ代

議士を通してのみ議会へ入ってゆく。またこの

代議士は、もともと制度化されている地方自治体

(Gemainde)や職業団体 (Korporation)を単位と

して選出されるので、一つの政治的なつながりを

得ることができる。

こうして「二つの「私的身分は政治的な意義とはたら

きをもつようになる」というわけである。これがヘーゲ

ルにおける市民社会と政治的国家の分離の止揚なのであ

る」と竹内は Hegelの着地点を確認している。「だが果

たしてこれが本来の止揚なのであろうか。」実際にはも

ちろんプロイセン国家の身分制議会の構成を解釈してみ

せただけで終わってしまっている。

以下、さらに竹内にしたがって、この後でMarx「ヘー

ゲル国法論批判」(Kritik des Hegelschen Staatsrechts,

1842) が Hegel をいかにして乗り越えたかを追跡して

みる。

1). Hegel は、現象的にではあれ、「市民社会と政治

的国家の分離」を「一つの矛盾」として感じてい

た。この矛盾の止揚を自身の課題として引き受け

たからこそ、「私的な利害に傾きがちな市民社会

と普遍的な政治的国家の媒介」の論理を議会制度

に求めた。

2). しかし Hegel はその議会をあるがままのプロイ

セン身分制議会として見たために、「彼自身の論

理的前提であり、出発点であったはずの市民社会

と政治的国家の分離をくつがえして」しまった。

もしも最初から二身分がそれぞれ政治的なつな

がりを帯びているならば、媒介としての議会は不

要になるからである。ゆえに Hegelの「止揚」は

けっして真にその課題に応えたものではなかっ

た*38。

3).「貴族院と代議院は「二つの本質的に相違する原

理と社会的状態に属するもの」である。したがっ

て、ヘーゲルの場合のように (一つの原理の違っ

たあり方であるがゆえに)いつかは同一性を実現

*38 媒介は二重に行われている。一方では「市民社会は、特殊と普遍の分裂態とされるのみで、内在的な自己止揚の可能性をもたず、国家のう
ちに包摂・止揚されること、言い換えれば身分制議会の媒介によって上から矛盾現象を解決してもらうことを待たねばならない」。他方で
は、「実体的身分が生まれながら政治的身分であり、反省的身分も職業団体において政治的意義をもつに至る」。竹内は前者を「近代 (市民社
会と政治的国家の分離)」、後者を「前近代 (両者の直接的同一性)」と呼んでいる。
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する、といったものではない。だから、「二つの原

理」の対抗にそくすならば「代議制か身分制か」

が問題の核心」である*39。そして、近代社会とは

後者を排するところに成立する。

4). よって「絶対主義の矛盾が指摘され、「近代」への

展開が一応明らかになったあと、問題は「近代」

そのものの構造と運動の論理を明らかにするこ

と」として残される。

竹内は次のMarxの記述に注目する。これより「市民

社会と政治的国家の分離」は、私的所有と社会的分業の

結果であり、「絶対主義段階に端緒的に形成され、フラ

ンス革命において完成」したものだとするのである。

私的諸圏が自立的現存を獲得してはじめて政治的体

制が政治的体制として完成した在り方をもつことは自

明のことである。交易と土地所有が不自由で、また自

立するにいたっていないところでは、政治的体制もま

た存しない。中世は不自由性の民主制であった。

国家としての国家という抽象物は近代にこそはじめ

て属する。なぜなら私的生活という抽象物が近代にこ

そはじめて属するからである。政治的国家という抽象

物は一つの近代的産物である。Marx「ヘーゲル国法論批判」(竹内

(1981) より重引)

この記述の論理は、Hegelにたいする批判の文脈 (反

省的身分を媒介するもの)から自然に引き出されるもの

であるが、それと同時に、Hegelが「政治的国家」を「政

治的つながり」「政治的意義」として身分の一つの属性

のように取り扱っていたものを、個人の「私的生活」に

対応 (対立) する意識のあり方へと、転換していること

に気づかされる。そしてこの意識のあり方が、「人間の

homme(現実的な私人) と citoyen(抽象的な公民) への

自己分裂」*40と表現されることになる。

さらに竹内は「抽象的な公民」の意味を次のように整

理している。

1). 前提として、国家の成員でありながら「国家の公

共事にかんする審議と決定に皆が直接に参加する

ということ」の不可能、がある。

2). したがって、公民 (国家の成員)であることは、な

んら現実的なものではなく、「仮想的な主権の空

想的成員」ということでしかない。

3). 公民の抽象性に対応して、国家も「たんに政治的

なだけの国家」としてあらわれる。「政治的国家」

は「
●

市
●

民
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●

会
●

が
●
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を、
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方において」出現したも

のにすぎない。

4). そして、「このような「近代」固有の社会構成原

理を純粋に反映するところの議会形態は代議制

議会である」。そこにおいては「市民社会の
●

政
●

治
●

的
●

行
●

為は・・・
●

孤
●

立
●

的
●

か
●

つ
●

一
●

時
●

的
●

なもの」であ

る。これが「抽象的な公民の唯一の政治的行為」

となる。「
●

代
●

議
●

士をつうじての政治的国家への参

加こそは、市民社会と政治的国家との分離および

それらのたんなる二元的一体性の
●

表
●

現にほかなら

ない」。

これ以降、竹内はMarxが「普遍的参加」という論点

をめぐって展開する議論をさらに追跡しているが、ここ

では省略する。たしかにその論点は Sozietät(コミュー

ンないしソヴェト)のあり方に重要な示唆を与えると期

待されるが、それのみでは「抽象的な政治的国家の内部

での・・・抽象的な政治的問題」の域をでないものであ

ることもまた確かだからである。

5.2.4 物神礼拝

われわれは前小節において、「市民社会と政治的国家

の分離」が「人間の homme と citoyen への自己分裂」

に帰着されるところを見た。つまり、下向分析の結果と

して、国家論の問題が人間論の領域に移された。ここか

ら先は、人間と人間との関係が分析されるべきところで

*39 竹内はこれを「絶対主義の矛盾」、「旧市民社会と近代市民社会の対抗が身分制議会と君主制によって政治的に統合されている」と言い換え
ている。

*40 homme(現実的な私人)と citoyen(抽象的な公民)とは、フランス人権宣言 (Déclaration des Droits de l’Homme et du Citoyen)に
ある言葉である。この宣言そのものは、フランス革命の基本原則 (したがって、ブルジョア国家の基本原理)を記したものとして、Lafayette
により起草され、1789年の憲法制定国民議会により採択された。
この用語について、竹内はたんなる「私人/公民」ではなく、「現実的な私人/抽象的な公民」ととらえることの重要性を指摘している。と
いうのも、「「現実的」とは真の主体としての根源性を指示し、一方の極の現実性が他方の極の抽象性を結果させ、規定する」からである。
なお、周知のようにこの用語は「ユダヤ人問題」でも再び活用されることになる。
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はある。ところが「経済学批判」と「資本論」には商品

論があるばかりで、一見して人間論はどこにも見当たら

ない*41。

しかし、実は逆に、「経済学批判」と「資本論」では

その全巻を通じて、人間と人間との関係のこと
●

し
●

か
●

書
●

か
●

れ
●

て
●

い
●

な
●

い、と見ることもできる。人間と人間との関係

は、そこでは商品と商品との関係として取り扱われ、す

べてが経済的カテゴリーとして表現されているからであ

る。「資本論」の序文に次のように記されているのはそ

のような意味である。

起こりうる誤解を避けるために一言しておく。私

は資本家や土地所有者の姿を決してバラ色の光で

描いていない。しかしながら、ここでは、個人は、

経済的範疇の人格化であり、一定の階級関係と階級利

害の担い手である限りにおいてのみ、問題となるので

ある。私の立場*42は、経済的な社会構造の発展を自然

史的過程として理解しようとするものであって、決し

て、個人を社会的諸関係に責任あるものとしようとす

るのではない。個人は、主観的にはどんなに諸関係を

超越していると考えていても、社会的には
ひっきょう

畢竟その造

出物にほかならないものであるからである*43。マルクス

(1969a)・・・下線は本稿筆者

とりわけ、商品論が実は人間論であることに論及した

箇所が、商品論の末尾に置かれた第 4節「商品の物神的

性格とその秘密」である。この箇所を読み解くことは、

なぜ人間が経済的カテゴリーのたんなる「人格化」とし

て現れるのか、逆に言えば、人間と人間の関係はなぜ経

済的カテゴリー間の関係へと「物象化」しているのか、

を理解する鍵となる*44。この部分が空白であることに

いち早く気づき、この空白こそが「修正主義」と「正統

主義」の不毛な争いの根源であると問題提起したものが

「過渡期の哲学者」たる Lukács の「物象化とプロレタ

リアートの意識」であった。

ここでは Lukácsの問題提起そのものに取り組む前に

「資本論」第一巻の当該箇所をあらためて振り返ってお

くことにしたい。その際にわれわれが経済学批判の「後

半の体系」への糸口を探っているのだということ、再生

産論の観点をいつでも活用できるのだということをつね

に忘れないでおく。

* * *

「経済学批判」の商品論のなかに、短いが「資本論」の

当該箇所と実質的に同じ内容が記されている。その要点

は次のとおりである。

1).「交換価値を生み出す労働力」すなわち〈抽象的

人間労働〉を「特徴づけるもの」は「人と人との

社会的関連が、いわばあべこべに・・・物と物と

の社会関係として表示される」事態である。

2). 上のことはただちに次のように言い換えられる。

「一個の使用価値が交換価値として他の使用価値

に関連する」かぎりにおいてのみ、「いろいろな

人々の労働が、同等な、一般的なものとして互い

に関連し合う」。「富とは二人の人のあいだの関係

である」という F. Galiani*45の言葉にたいして、

ただしそれは「物という外被におおわれた」かぎ

りでの「関係」であると注釈される。

3). この関係は「ありふれた自明のこと」のように思

わされているが、決して自明ではない*46。この

こと (「神秘化」)は、商品のばあいには「極めて

単純」であるが、貨幣、資本へと経済学的諸カテ

*41 ここからして、マルクスの初期の著作と晩期の著作には「断絶」(あるいは「切断」)があるのだと考えたくなる誘惑に駆られる者があるか
もしれない。とりわけ党派的な利害が絡む場合 (イデオロギーの立場) に、それは著しい。(また科学の立場に立とうとする者もおそらく同
じ態度をとる。)

*42 「経済的な社会構造の発展を自然史的過程として理解しようとする」とは、史的唯物論の立場を表明するものであり、客観的なものであ
れ、主観的なものであれ、観念論を排する態度を指す。「資本論」冒頭でこの注意が与えられた意味を問うたのが梯の諸研究であった。たと
えば、梯 (1980)を参照のこと。

*43 これは、諸個人を資本制的に疎外された形態のもとで叙述しようというのであって、経済学批判の立場からそうしているのである。それゆ
え、疎外から脱却しようとする者に対して同じ態度を取れないのは、本来は自明のことである (Kuusinen にとってはそうではないが。付
録 A1を参照のこと)。

*44 岩淵 (2003)は「物象化」は「人格化」の対概念にすぎないと指摘している。だから Lukácsの物象化論の意義を否定するのであるが、本
稿はむしろ Lukácsが「人格化」の対として「物象化」という名辞を与えたことの意義を高く称揚するものである。

*45 Ferdinand Galiani(1728–1787)はイタリアの僧侶、外交官。重商主義者。この「貨幣について」からの引用は「資本論」でも踏襲される。
*46 このことは「資本論」においては次のように言い換えられている。「生産過程が人々を支配し、人間はまだ生産過程を支配していない社会
形成体に属するということがその額に書き記されている諸法式は、人間のブルジョア的意識にとっては、生産的労働そのものと同じように、
自明の自然必然性と考えられている。」
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ゴリーが高度になるとともに、より複雑で理解困

難なものとなる*47。

4). (つづいて、商品について「二重の視点から、使用

価値として、また交換価値として、そのつど一面

的に考察」されたあと、)「けれども商品は、商品

としてはまさに使用価値と交換価値との直接の統

一である」と注意される。つまり、たんなる使用

価値ではなく、交換価値との統一のもとで、商品

ははじめて商品となる。

5). したがって、商品を現実的に商品たらしめるもの

は、交換過程である。「それは他の諸商品にたい

する関連のうちでだけ商品なのである」*48。この

交換過程は「互いに独立した個人がはいりこむ社

会的過程である」が、しかし「かれらはこの過程

にただ商品所有者としてはいりこむにすぎない」。

つまり、労働者としてではない。「かれらお互い

同士の定在は、かれらの商品の定在であり、こう

してかれらは、実際には交換過程の意識的な担い

手*49としてあらわれるにすぎない」。

6). 交換過程で、商品の謎めいた性質の一端が明らか

となる。たとえば商品はもとの商品所有者にとっ

ては「非使用価値」であり、「交換価値の単なる

素材的な担い手、あるいは単なる交換手段」にす

ぎない (「超感覚的」)。商品は譲渡されてはじめ

て使用価値となり、それにふくまれた労働も有用

労働となる。ところがこの過程で、諸商品は何ら

素材的な属性を変えていない*50。(その後、諸商

品の交換過程が、後に〈価値形態論〉として結実

することになる方法で説明され、貨幣論が展開さ

れる。)

7). 最後に交換過程の特徴が次のように要約される。

「諸商品の交換は、

a). 社会的な素材転換、つまり私的個人の特定の

生産物の交換が、

b). 同時に、個々人がこの素材転換のなかでとり

むすぶ、一定の社会的生産諸関係*51の創出

でもある

ような過程である。」a)が「物と物との関係」、b)

が「人と人との関係」である。

この時点では、交換価値は価値と区別されてはおら

ず、「貨幣の資本への転化」も説かれていない。それで

も、「商品の物神的性格」は十分に説明されている。

* * *

いよいよ「資本論」の当該箇所である。商品は価値と

使用価値との統一とされ、交換価値は価値の現象形態、

すなわち〈価値形態〉とされている。商品の物神的性格

の説明に先立って、〈価値形態論〉が独立して展開され

る。これまで交換価値と関連させて説明されていたこと

がらは、価値との関連によって説明し直される。これに

よって、商品の「神秘的性質」の起源の説明もわずかな

がら修正されることになる。

a1). 商品の神秘的な性質は、使用価値から出てくるも

のではない。使用価値をもたらす〈具体的有用労

働〉は「人間有機体の機能」としてなんら神秘的

*47 つまり貨幣の神秘性は、それ自体で説明されるべきではなく、より単純なかたちであらわれている「商品の物神性」から説明されるべきだ
ということになる。

*48 これは商品が単独で、すなわち単純商品として考察されているのではなく、「巨大なる商品集成」の一部として、すなわち資本制商品とし
て、とりあげられていることを意味する。

*49 「意識的な担い手」とは「資本論」の第 2章「交換過程」で「商品に欠けているこの商品体の具体的なるものにたいする感覚」と叙述され
る予定のものである。

*50 「たとえばパンは、パン屋の手から消費者の手に移っても、パンとしてのその定在を変えない。それどころか、それがパン屋の手にあると
きは、経済関係の担い手であり、感覚の上では超感覚的なものであったのに、消費者こそはじめて使用価値としての、こうした一定の食料
としてのパンに関連するのである。」
また、この使用価値はその製造工程にまで遡っては関心をもたれない。「使用価値としてのパンにたいしてわれわれが関心をもつのは、食

料品としてのそれの諸属性であって、農夫や粉引きやパン屋等々の労働ではけっしてない。もし何かの発明によって、これら労働の 19/20

がはぶかれたところで、パンはまえと同様にわれわれの役に立つであろう。もしパンができあがったかたちで天からふってきたところで、
その使用価値のわずかでも失われるものではあるまい。」

*51 「素材転換」とは流通過程W1 −G−W2 のことである。この過程が、同時に〈生産諸関係〉の創造だというのである。つまり、W1 の背
後にある労働過程が、目に見えないかたちで、またそれ自体にはまったく関心をもたれないかたちで、別の商品W2 の背後にある労働過程
と結び付けられるわけである。このことをMarxは〈生産諸関係〉の「創出」と言っている。資本家と賃労働者の関係は、賃金ないし生活
諸手段という商品と労働力商品ないし可変資本との関係として、これら〈生産諸関係〉の一部をなす。
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なところはない。

a2). 同じく、価値から出てくるものでもない。やはり

価値をもたらす〈抽象的人間労働〉の継続時間の

大小も神秘的ではないからである。

a3). したがって、神秘的な性質は「あきらかにこの形

態自身から」生じる。つまり、商品と商品とが相

対され、一方の価値が他方の使用価値によって

表現されるという交換価値 (〈価値形態〉)から、

生じる。言い換えれば「交換された」という事実

(交換過程)そのものから生じる。

このことをより明確にするために、われわれは再生産

の観点 (すなわち、直接的生産過程と流通過程とを統合

した観点)を援用しよう。

W · · ·P · · ·W′ −G′ −W′

または

P(W′) · · ·Ck

b1). P(W′) : 「使用対象が一般に商品となるのは、

もっぱらそれが相互に相独立して営まれる私的

労働の生産物であるから」である*52。結果的に

「これら私的労働の複合が社会的総労働をなす」

はずであるが、それはまだそれとして判明してい

ない。

b2). Ck :「生産者たちは、彼らの労働生産物の交換に

よって、はじめて社会的接触にはいる」。「彼らの

私的労働の特殊的に社会的なる性格も、この変換

の内部においてはじめて現れる。言い換えると、

私的労働は、事実上、1). 交換のために労働生産

物が、そして ii).これを通じて生産者たちが (、)

置かれる諸関係によって、はじめて社会的総労働

の構成分子たることを実証する」。

b3). こうして「生産者たちにとっては、彼らの私的労

働の社会的連結は・・・彼らの労働自身における

人々の直接に社会的な諸関係としてでなく、むし

ろ人々の物的な諸関係として、また物の社会的な

諸関係として現れる」。(物象化)

上の事実は、価値の存在によってはじめて可能かつ現

実のものとされる。「人間労働の等一性は、労働生産物

の同一なる価値対象性の物的形態をとる。人間労働支出

(P(W′))のその継続時間によって示される大小は、労働

生産物の価値の大いさの形態をとり、最後に生産者たち

の労働のかの社会的諸規定が確認される (Ck)」。

この事実が人間にはどのように見えるのか (「物神礼

拝」)が問題となる。これは以下のように図式化される。

商品形態は、人間にたいして、Aを Bと

して反映する。

A: 彼等自身の労働

の社会的性格

B: 労働生産物自身

の対象的性格 (これ

らの物の社会的自然

属性)

A’: 総労働にたいす

る生産者の社会的関

係 (人間自身の特定

の社会関係)

B’: 彼ら (人間)の外

に存する対象の社会

的関係 (物の関係)

このような商品形態 (「物の関係の幻想的形態」) は

「宗教的世界」にその類似物を見出す。これが「物神礼

拝」である。

宗教的世

界

人間の頭脳の

諸生産物

それ自身の生命を与え

られて、相互の間で、ま

商品世界 人間の手の生

産物

た人間との間で相関係

する独立の姿に見える

*52 これら商品生産者たちの孤立性は、「貨幣の資本への転化」のなかで次のように表現されている。「・・・流通または商品交換の部面は、実
際において天賦人権の真の

エ デ ン

花園であった。ここにもっぱら行われていることは、自由、平等、財産、およびベンサムである。自由！なんと
なれば、一商品・・・の買い手と売り手は、その自由なる意志によってのみ規定されるから。彼らは自由なる、法的に対等の人として契約
する。契約は彼らの意志が共通の法表現となることを示す、終局の結果である。平等！なんとなれば、彼らは、ただ商品所有者としてのみ
相互に相関係し合い、等価と等価とを交換するからである。財産！なんとなれば、各人が自分たちのものを処理するだけであるからである。
ベンサム！なんとなれば、両当事者のいずれも、ただ自分のことにかかわるのみであるからである。彼らを一緒にし、一つの関係に結びつ
ける唯一の力は、彼らの利己、彼らの特殊利益、彼らの私的利益の力だけである。そしてまさにこのように各人が自分のことだけにかか
わって、何人も他人のことにかかわらないというのであるから、すべての人々は、事物の予定調和の力で、あるいは万事を心得た神の摂理
のおかげで、はじめて彼らのお互いの利益、共通利益、総利益のために働くことになるのである。」
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次に、私的労働が交換過程のなかで受けとる「二重の

社会的性格」が説明される。これは労働生産物が商品へ

と転化するその過程を追ったものと言える*53。

c1).「労働生産物は、その交換の内部においてはじめ

て (その感覚的にちがった使用対象性 (有用性)か

ら分離された) 社会的に等一なる価値対象性 (価

値性)を得る」。

c2).「この瞬間から、生産者たちの私的労働は、事実

上、二重の社会的性格を得る」。

i).「私的労働は・・・特定の有用労働として一

定の社会的欲望を充足させ、そしてこのよう

にして総労働の・・・構成部分であることを

証明」する。

ii).「私的労働は・・・生産者たち自身の多様な

欲望を (すべてのそれぞれ特別に有用な私的

労働がすべての他の有用な私的労働種と交換

されうるかぎりにおいて、したがって、これ

と等一なるものとなるかぎりにおいてのみ)

充足する」。

c3). したがって「彼らは、その各種の生産物を、相互

に交換において価値として等しいと置くことに

よって、そのちがった労働を、相互に人間労働と

して等しいと置く」*54。

価値法則が人間社会に作用するありさまが叙述され

る。それは「あたかも家が人の頭上に崩れかかるばあい

における重力の法則」のようである。しかしこの法則を

つくりだしているのは、人間自身の行為である。「彼ら

自身の社会的運動は、彼らにとっては、物の運動の形態

をとり、交換者はこの運動を規制するのではなくして、

その運動に規制される」。実際、交換者が行っているこ

とは、利己心に充ちた取引行為「自分の生産物にたいし

て、どれだけ他人の生産物を得るか」にすぎない*55。こ

の行為が合成された結果、価値が確定される。これは一

人一人の「交換者の意志、予見、行為から独立して変化

する」。

このような価値をはじめとする「ブルジョア的経済学

の諸範疇」=「商品生産に基づく労働生産物をはっきり

見えないようにしている商品世界の一切の神秘、一切の

魔術と妖怪」は、他の諸生産形態に移行することによっ

て「消えてなくなる」*56。他の諸形態の例として、α).

ロビンソン・クルーソーの世界、β).中世社会、γ).共産

主義社会 (「自由な人間の一つの協力体」) が取り上げ

られる。

まず α).ロビンソン・クルーソーの世界について。「ロ

ビンソンと彼の自分で作り出した富をなしている物と

の間の一切の関係は、ここではきわめて単純であり、明

白」である*57。

α1).「彼は各種の欲望を充足せしめなければならない。

したがってまた、各種の有用労働をなさなければ

ならない」。

α2).「彼の生産的な仕事がいろいろとあるにもかかわ

らず、彼は、それらの仕事が同じロビンソンのち

がった活動形態にすぎないことを知っている」。

α3).「必要そのものが、彼の時間を、精確にそのちがっ

た仕事の間に分配しなければならないようにす

る。彼の総活動の中で、どの仕事が割合をより多

く、どのそれがより少なく占めるか、ということ

は、目的とした有用効果の達成のために克服しな

ければならぬ困難の大小にかかっている。経験が

彼にこのことを教える」。

α4).「彼の財産目録は、彼がもっている使用対象、彼

の生産に必要な各種の作業、最後に、これら各種

*53 ここでの説明が貨幣商品の使用価値の「二重性」に類似していることに留意せよ。すなわち、金商品は、i).金属としての使用価値、ii).一
般的等価としての使用価値をもつ。貨幣のこの性質は実質的に商品一般のなかにすでに予告されていたと見ることができる。

*54 これの逆は誤りである。つまり「これらの事物が、彼らにとって同種的な人間的労働の、単に物的な外被であると考えられるから」「人間
がその労働生産物を相互に価値として関係させる」のではない。

*55 もちろん一つの取引行為はその先の労働のあり方にも影響する。たとえば政府の予算が割り当てられた公共事業は、貨幣資本と引き換えに
将来の公共建築物が指定の時期までに供用開始されることを約束され、そのなかで設計労働、建築労働など一群の労働への需要を発生させ
る。

*56 実際に経済学的カテゴリーがどのように「消えてなくなる」かを示したものが、ブハーリン (1978)の第 9章「過渡期における資本主義の
経済学的範疇」である。

*57 「この中には価値の一切の本質的な規定が含まれている」という記述には注意が必要である。ここでの「価値の一切の本質的な規定」とは
価値そのものではない。なぜならば、ここには交換過程を経たものも、これから価値物になる予定のものもないからである。価値に転化す
る以前の労働の継続時間のみが問題となっており、ロビンソン一人しかいないので、これが実質的に「平均的な人間労働」を表している。
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の生産物の一定量が平均して彼に支出させる労働

時間の明細を含んでいる」。

β).中世世界について。「労働と生産物とは、その実在

性とちがった幻想的な
す が た

態様をとる必要はない」。

β1).「ここでは、独立人のかわりに、すべての人が非

独立人であるのを見いだす・・・与えられた社会

的基礎をなしているのは、まさしく人身的隷属関

係である」。

β2).「労働と生産物とは・・・
サ ー ビ ス

奉仕として、また現物

貢納として、社会の
い と な み

営為の中にはいる。労働の自

然形態*58と (・・・商品生産の基礎におけるよう

に、その一般性ではなく)その特殊性とが、ここ

では労働の直接に社会的な形態である」。

β3).「
よ う え き

徭役労働は、商品を生産する労働と同じように

時間によってはかられる。だが、各農奴は、彼が

その主人の仕事のために支出するのが、彼の個人

的労働の一定量であるということを知っている」。

γ). 共産主義社会。「人々のその労働とその労働生産

物とにたいする社会的な連結は、このばあい生産にお

いても分配においても簡単明瞭であることには変わり

ない」。

γ1).「人々は、共同の生産手段をもって労働し、彼ら

の多くの個人的労働を、意識して一つの社会的労

働力として支出する」。

γ2).「この協力体の総生産物は一つの社会的生産物で

ある」*59。

•「この生産物の一部は、再び生産手段として用
いられる。それは依然として社会的である」。

•「他の部分は生活手段として、協力体の成員

によって費消される。したがって、この部分

は彼らの間に分配されなければならぬ」。

γ3). 上の分配のため「各生産者の生活手段にたいする

分け前は、その労働時間によって規定される」と

仮定する*60。このとき、「労働時間は二重の役割

を演ずる」。

•「労働時間の社会的に計画的な分配は、各種
の労働機能が各種の欲望にたいして正しい比

例をとるように規制する」。

•「労働時間は、同時に生産者の共同労働にた
いする、したがってまた共同生産物の個人的

に費消さるべき部分にたいする個人的参加分

の尺度として役立つ」。

他の生産諸形態への移行とともに、(経済的カテゴリー

が消滅するのと同様に) 宗教的意識 (「現実世界の宗教

的反映」)も消滅する。「物質的な生産過程の態容は、そ

れが自由に社会をなしている人間の生産物として、彼ら

の意識的な計画的な規制のもとに立つように」なると、

また「実際的な日常勤労生活の諸関係が、人間にたいし

て、相互間のおよび自然との間の合理的な関係を明瞭に

示すように」なると、「その神秘的なおおいをぬぎすて

る」*61。

最後に商品の人知を超えた「物神」としての奇怪な姿

が、その神託として紹介される。

われらの使用価値が人間の関心事なのであろう。使

用価値は物としてわれらに属するものではない。が、

われらに物として与えられているものは、われらの価

値である。商品物としてのわれら自身の交易が、この

ことを証明している。われらはお互いに交換価値とし

てのみ、関係しているのである。

そこでいかに経済学者が商品の心を読み取って語る

かを聴け、曰く、「価値」(交換価値)「は、物の属性で

*58 農村手工業のなかで「共同的な、すなわち直接に社会的となっている労働」が観察される。これらは「自然形態のままで社会的機能」をな
す「分業」として、「家族の機能」として「自然発生」した。ここで「個人的労働力の支出」は「家族の共同の労働力の器官としてのみ作用
する」(「継続時間によって測定」されても構わないが、そこに損得の観念がないので、あまり意味をもたない)。

*59 私的生産物とは異なり、これらの社会的生産物は交換過程に入る必要はないことに留意せよ。生産手段については、完成品なり補修部品な
りがそれぞれを必要とする職場に配送される (または修繕サービスなり、新規の増設サービスなりが現地で費消される)。生活手段について
は、労働証書 (非接触 ICチップのような記録装置として実装してよい)に労働時間を記録される。これは賃金ではない。つまり貨幣資本の
ようには流通しない。(「店舗」・・・ただし商品ではなく生産物が置かれている場所で)分配を受け取った時点で記録は抹消される。

*60 この仮定は「ゴータ綱領批判」で示される「共産主義第一段階」の分配を記述したものと一致する。一般的には「この分配の様式は、社会
的生産有機体自身の特別な様式とともに、またこれに相応する生産者の歴史的発展の高さとともに、変化するだろう」。

*61 「商品生産者の社会にとっては、キリスト教が、その抽象的人間の礼拝をもって・・・もっとも適応した宗教形態となっている」。「古代の
社会的生産有機体は、(ブルジョア的なそれにくらべると、特別にずっと単純であり明瞭である)・・・人間の・・・相互間と自然とにたいす
る諸関係が、

きょうあい

狭隘であるということによって、条件付けられている。このような・・・狭隘さは、思想的には古い自然宗教や民族宗教に反
映されている」。
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あり、富」(使用価値)「は、人の属性である。この意味

で価値は必然的に交換を含んでいるが、富はそうでな

い」。「富」(使用価値)「は、人間の特性であるが、価値

は商品の特性である。一人の人間または一つの社会は

富んでいる。一個の真珠または一個のダイヤモンドに

は価値がある。・・・一個の真珠または一個のダイヤ

モンドは、真珠またはダイヤモンドとして価値を持っ

ている。」マルクス (1969a)

* * *

ここまでで、物象化、すなわち人と人との関係が物と

物との関係としてあらわれるということの意味は明瞭

になった。その基礎には、人間労働が私的労働へと孤立

する資本制的分業がある*62。これを社会的労働たらし

めるために、諸生産物は神聖なる供物として交換過程

に入らねばならず、そのなかで〈抽象的人間労働〉の産

物たるの実を示す。否、互いに等しいと置かれることに
●

成
●

功することによって、そのような〈抽象的人間労働〉

がはじめて生まれる*63。またその等置は二人の人間の

共通意思として、契約として表現され、一人歩きするよ

うになる (脚注*52を参照のこと)。労働生産物は商品と

なる。それは (有用物というよりは)価値物とみなされ、

崇拝の対象となる (「物神礼拝」)。

上の物象化は、国家を説明するものとしてはまだ抽象

的である。しかし〈交換過程〉が、したがって〈価値形

態〉がその基礎をなすことはこれによって十分にわか

る*64。とりわけ二人の人間の合意を裁く法の必要性が

示されること、法が文明の範囲を照らし出す光のように

領土に広がるのだということも了解される。法は契約の

締結と履行をめぐっての二人の人間の争いを裁定するも

のである。

ところで、流通過程においては対等な二人の人間であ

るのに、直接的生産過程においてその利害が全く対立す

る二つの存在がある。ブルジョアジーとプロレタリアー

トである。彼らは労働契約の内容をめぐって、とりわけ

労働日の長さをめぐって互いに争う*65。国家はこれに

対して第三者的に裁定に入るが、これが可能となるには

双方の特殊利害が立法権を通じて一般利害へと前もって

高められている必要がある。そして特殊利害が (あたか

も一般的等価の立場をめざして争う諸商品のように)争

う場が、代議制度すなわち普通選挙である*66。

また上の労働契約をめぐる争いの前提として、労働力

の価値 (一国の平均的な生活手段) についての両者の合

意が必要となる。したがって、ここでもまた一国の範囲

が定まり、その「気候的及び他の自然的特性」にしたが

う「自然的な欲望」と、「歴史的な産物」であり「一国

の文化段階に依存」する「必要なる欲望の範囲」とが定

まっていることが必要となる。加えて、この労働力の支

出は、互いに等置されるべき平均的な人間労働となら

なければならないが、このためには、(言語能力を含む)

技能と熟練の平均化、したがって「一定の教養または教

育」を必要とする。このことも国の範囲を確定しなけれ

ばならない大きな理由となる (またそれが移民憎悪とナ

ショナリズムをはびこらせる一因となる)*67。

* * *

ところで、宇野弘蔵は「商品の物神的性格」を〈原理

論〉のなかで論じることに否定的である。たとえば宇野

*62 〈私有財産〉の神聖さは、それが私的労働の対自的 (für sich)形態であることに求められる。マルクス (1964)の第三草稿「私有財産の
●

主
●

体
●

的
●

本
●

質、対自的に存在する活動としての私有財産、
●

主
●

体としての、
●

人
●

格としての
●

私
●

有
●

財
●

産は、労働である。」
*63 したがって、失業、すなわち労働力商品販売の失敗が、いかに人間の尊厳を破壊するか、これをわれわれがいかに疫病のように恐れ、これ
をもたらす恐慌の到来を恐れるか (また反面、ブルジョアジーがこれを「自然失業」と称し、それが自由意志の結果であるかのように言い募
ることを憎むか)は、いくら強調しても足りないであろう。

*64 共産主義社会は、この〈交換過程〉を廃棄するものなので、国家の死滅の基礎をなすものとみなされる。
*65 これは第 8章「労働日」で言及される。「ともに等しく商品交換の法則によって、確認された権利と権利との対立が生ずる。同等な権利と
権利とのあいだでは、力がことを決する。かくて、資本主義的生産の歴史においては、労働日の標準化は、労働日の諸制限をめぐる闘争と
して現れる―全資本家、すなわち資本家の階級と全労働者、すなわち労働者階級とのあいだの一闘争として。」

*66 代議制はあたかも商品の交換過程のようである。抽象的な公民 (citoyen)としての市民が、その立法権を代議員に委任する。立法権は抽象
的な価値であり、これが (代議員の主張する)公約という使用価値を見出すのである。
なお、プロレタリアートは、もちろん常に自己の特殊利害を主張するが、ブルジョアジーとは異なり、それを一般利害として押し出す必

要がないことに留意しなければならない。そうではなく、自己の立場が普遍的であるからこそ、その特殊利害の貫徹がただちに普遍的な意
義をもつことになる。だから、プロレタリアートは議会制度を唯一の利害貫徹の手段とは考えず、さまざまある手段の一つとして数えるに
すぎない。逆に、プロレタリアートは必要があればいつでも議会的手段に訴えることを辞さないのであり、危機的な状況においてブルジョ
アジーは自分の敵に議会という武器を渡さぬために、自らそれを破壊しなければならなくなる (ファシズム)。

*67 これらのことはいずれも第 4章「貨幣の資本への転換」で論及されている。
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(1969b)には次のようにある。

それは、「宗教世界の夢幻境」のように「人間の頭の

産物が、それ自身の生命を与えられて相互のあいだに

も人間とのあいだにも関係を結ぶ独立の姿にみえる」

のと同様に「商品世界では人間の手の生産物がそうみ

える」というのであって、マルクスはこれを「商品の

物神的性格」としたわけであります。・・・

・・・商品経済に特有な貨幣物神が決して単なる「人

間の頭の産物」などではなく、商品経済ではそれに特有

な機能をはたすものになっているということが、せっ

かく価値形態論で明らかにされながら、いわゆる労働

価値説の内にかえって曖昧にされることになっている

のではないか―私にはどうもそう思えてならないので

す。宇野 (1969b)

この宇野の態度は彼が「資本論」の当該箇所を二重

に誤解していることが関係している。第一には、Marx

が神学批判のアナロジーを援用して説明していること

(「人間の頭の産物」)をそのまま文字通り受け取ってし

まっていること*68、第二には商品論において労働ない

し生産過程が捨象されていると勘違いしていることであ

る (付録 A3を参照のこと)。

5.2.5 物象化または疎外された前衛党

ルカーチ (1991)*69の問題意識が、Luxemburg と同

じく、第二インターナショナルの「修正主義」を批判

することにあったのは間違いない。ただし、Lukácsは

Luxemburgのように革命の客体面の変化 (「資本蓄積」

と「帝国主義」)の追求に向かったのではなく、主体側

の問題を取り上げたのだった。すなわち、前衛党 (第二

インターナショナルとドイツ社会民主党)の疎外をプロ

レタリアートの主体性の喪失として見ること、したがっ

て前衛党の理論に「客観主義」の態度が蔓延しているこ

とを暴露することにこそ Lukácsのねらいがあった。彼

が物象化 (Reification) に注目しているのはそのためで

あり、この部分の理論追求が当時の労働者党には決定的

に欠けていることが (加えて、F. Engels の自然弁証法

理解がこの傾向を助長していたことが)、痛切に感じら

れたからにほかならない*70。

われわれがここに、とりわけ第 4 章「物象化とプロ

レタリアートの意識」を取り上げて検討しようというの

も、Lukácsの問題意識の基本的な正当性を認め、これ

を現代の政治・社会理論の拠点となすためである。つま

り、今日克服されるどころか、ますますひどくなる一方

の物象化の諸現象の現実を率直に認め、これを本章の課

題である政治権力の弁証法の解明に結びつけるためであ

る*71。

* * *

Lukács の「物象化とプロレタリアートの意識」は以

下の構成をもつ*72。ここでは、a).物象化の現象のみを

とりあげ、その他は意識過程の問題にかかわるものとし

て、次節に廻すこととする。

a). 物象化の現象

1).経済の物象化、2).政治の物象化、3).イデオロギー

の物象化

b). ブルジョア的思考の二律背反

1).認識原理の二律背反、2).実践原理の二律背反、3).

*68 前述のように、「人間の頭の産物」＝神学と「人間の手の産物」＝商品が対比されている。前者については Feuerbachの業績が自然に連想
される。おそらくMarxの意図もそこにあったのであろう。

*69 Lukácsのこの著作、とりわけ「物象化とプロレタリアートの意識」と「組織問題の方法論」は、Leninとの会見 (1921)によって受けた
強い印象 (「強烈な感銘」)のもとで (ウィーンのシュタインホフ精神病院での拘留中に)執筆、刊行された (1923)に違いないのであるが、
Lenin 死後のコミンテルン第五回大会 (1924) にて、K. Korsch の著作とともに G. Zinoviev からの批判と排斥の対象となった。この大
会は周知のように「コミンテルンのボルシェビキ化」を基調とするものであり、その後のコミンテルン指導部の腐敗と堕落を予告するもの
であった。

*70 またこのことは、Lukács個人にとっても 1918年ハンガリー革命の挫折を総括すること、おのれのうちに潜む「サンディカリズム的傾向」
を克服するという課題とも結びついていた。
Lukács にとって、〈物象化〉の概念とは断じて現実を解釈し説明するための道具立てのことではなかった。そうではなく、「物象化とい

う現実そのもの」を弾劾すること、揚棄することこそが重要であった。
*71 前衛党の問題と国家の問題がどのように結び付くのか、には説明が必要である。市民社会/政党/国家がブルジョア的特殊利害を一般化させ
るための社会秩序を表現するものだとすれば、大衆組織 (労働組合など)/前衛党/ソヴェト (コミューン) はプロレタリアートの団結形態の
諸層を解明するべき図式である。この両者が、階級闘争 (社会的実践)のなかでどのように結び付くのか、がこれから問われるべきことがら
である。

*72 各小節の見出しはルカーチ (1962)に従ったが、原文には存在しておらず、またその妥当性も疑わしい。あくまで便宜的なものと受け取る
べきである。
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芸術原理の二律背反、4).矛盾の弁証法的克服―歴史的

生成の立場

c). プロレタリアートの立場

1).直接性と媒介、2).量と質、3).固定化と過程化、4).

経験的事実と発展的傾向、5). 相対主義と歴史の弁証

法、6). 理論の実践への転化

a-1は「資本論」第 1章 4節「商品の物神的性格の秘

密」への言及があることから、当該箇所をたんに繰り返

しただけのものにすぎない、と見る人もあるかもしれな

い。しかし、その印象は誤りである。Lukács は「物神

性」(Fetishism) を客体にかかわる叙述とし、これに対

応する主体側の問題 (人間からの主体性の喪失) に光を

当てており、両者の統一として「物象化の現象」を見て

いる。つまり、Lukácsは「資本論」の当該箇所の主体的

な側面についての重要な補足を行っていることになる。

商品関係の構造のなかに、ブルジョア社会でのあら

ゆる対象性の形態と、それに対応する主体性の形態と

の原型を見出すことができる・・・。ルカーチ (1991)

Lukács の記述においては、つねに客体面 (流通過程

Ck)と主体面 (直接的生産過程 P(W′))が対をなしてお

り、経済学批判は同時に哲学批判の位置づけが与えら

れている。これが可能となるのは、両者を包含する再生

産過程全体の視点があるからである。そしてなにより

重要なことは、主体面の変容のなかで「労働力の商品

化」*73を論じ、その意味をあますところなく解明しよう

としていることである。

以下、a-1の内容を要約する。

1). 物象性、すなわち「幻影的な対象性」が「見かけ

上は完結した、合理的な独自の法則」(「第二の

自然」)のなかに「みずからの根源的な本質であ

る人間関係のすべての痕跡を蔽い隠している」こ

と、これは、i). 客体の側では「商品の物神的性

格」、ii).主体の側では、それに対応する態度 (主

体性の喪失*74) としてあらわれている。「資本主

義とその没落とに関するイデオロギー的諸問題」

をはっきりと見てとるには、上のことを理解する

必要がある。

2). 物象化の現象のなかでは、再生産過程の姿は客体

側でも主体側でも著しく変容する。(〈価値法則〉

の支配と「労働力の商品化」)

i). 客体的側面 (物と物との関係の世界) では、

それを支配する法則は「たしかにしだいに人

間によって認識されてくる」(〈価値法則〉)

が、「その法則は、人間にとって制御しがた

い、自分から動いていく諸力として人間に対

立する」。「個人は、自分の活動によって現実

の経過そのものにはたらきかけて変革してい

く、ということはできない」。

ii). 主体的側面では、労働力が商品化する (「人

間機能の自己客体化」)。「人間の活動は・・・

商品体となった欲望充足の財と同じように、

人間から独立してみずからの運動を行わねば

ならない」。

したがって、資本主義時代を特徴づけるもの

は、労働力が労働者自身にとって、彼に所属

する商品の形態をとること、したがって、彼

の労働が、賃金労働の形態をとることであ

る。他方において、この瞬間からはじめて、

労働生産物の商品形態が一般化する*75。マル

クス (1969a) 第 4 章「貨幣の資本への転化」

3).「商品形態が普遍的になると、主体的な点でも、

客体的な点でも、商品に対象化された人間労働の

抽象化が生ずる」。

i). 客体的には、「商品形態が質の異なる諸対象

の等式また交換可能性の形態でありうるの

は、これらの異質の対象が―それらが商品と

しての対象性を、そこにおいてはじめて受け

*73 「労働力の商品化」とは、宇野弘蔵が「資本論」の「南無阿弥陀仏」と称して、詳細には説明しなかったところのものである。
*74 宗教はこの主体性の喪失という側面からもとらえられる。つまり、いま起きていることについて自己の責任を回避するためにこそ、人間の
上位者としての「神」が必要とされるのである。これは父親の権威を必要とする児童の態度に等しい。自己の行為の結果を自己の責任にお
いて引き受けようとする自覚したプロレタリアートはこのような幻想を必要としなくなるだろう。

*75 ここから、Lukácsは次のように言う。物象化の現象は「われわれの時代・・・に
●

特
●

有
●

の問題」である。「商品形態がすべての生活現象に決
定的影響をあたえる支配的形態となっている社会」と「商品形態がただエピソードのように副次的にあらわれる社会」とでは、「主体的現象
も客体的現象もすべて・・・質的に異なる」。前者では「商品形態が社会の生活現象全体を貫き、自分の似姿に従って、この生活現象全体を
変形」させている。
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取るこの関係 (交換過程または流通過程) の

なかで―形式的に等しいもの、と考えられる

からである」。

ii). 主体的には、「抽象的人間労働の形式的同質

性は・・・商品の事実上の生産過程の現実

的原理となる」。「労働者の質的な、人間的・

個人的な特性がますます合理化され、ます

ます強く排除されていく」。労働過程はテイ

ラー・システムのように、「心理学的に」分

解され、「心理学的特性さえも、かれの全人

格から切り離されて、全人格に対立して客体

化され・・・合理的な専門体系のなかに組み

入れられて、そこで計算できるものとして把

握される」。

4).「計算可能性を目的とする合理化」は客体側でも

主体側でも生産の統一性を破壊する。(目的意識

性の破壊)

i). 生産の客体の分裂。「労働過程の合理的、計

算的分解は、相互に関係し合い生産物のなか

で結びついている部分作業の有機的必然性を

破壊」する。「商品としての生産物の統一性

は、もはや使用価値としての生産物の統一性

とは一致しない」。

ii). 生産の主体の分裂。「労働者の人間的個性と

特性は、この抽象的な部分法則の合理的に予

測される機械に対しては、ますます誤ちのた

んなる源としてあらわれるようになる」。「人

間は、客観的にも、また労働過程に対する態

度においても、労働過程の本来の担い手とし

てはあらわれない」。労働過程は「機械体系」

としてあらわれ、「人間はこの機械体系をす

でにできあがったもの、自分から完全に独立

して機能しているものとして見いだす」。そ

のなかで人間の「意志」、「活動性」は喪失さ

れ、かれは世界に対して「
●

静
●

観
●

的態度」*76を

とる。

5). 労働のなかでの「静観的態度」は生活全般でも貫

徹される (「克服し得ない持続的な日常の現実」)。

労働者の孤立化・アトム化は、「資本主義的生産

の「自然法則」が社会の全生活現象をとらえてし

まったということ」(「社会全体が―歴史上はじ

めて・・・統一的な経済過程に従属し・・・社会

の全構成員の運命が統一的な法則によって動かさ

れていること」)の、意識への反映であり、その

意味では「外見上」のものにすぎない。

しかし、この「外見」は鉄の必然性をもつ。「個

人にとっては、あらゆる「物」の商品構造とその

関係の「自然法則性」とは、なにかできあがった

かたちで見いだされるもの、なにか廃棄できない

所与のもの」である。

再生産過程全体の視点があることは、「資本論」第一

巻第 1 章 4 節を客体面、第 4 章 3 節を主体面とする統

一的把握を可能にするとともに、人間関係の物象化され

た科学=経済学への批判と、物象化された人間学=哲学

への批判が同時になされることを意味する*77。これに

より、その論理展開は第 1章 4節単独の場合に比べて著

しく異なった印象を与える。とりわけ、ここで扱われて

いる主体が人間一般 (商品生産者) からプロレタリアー

トへと分裂していること、後者に重点が移っていること

に気づかされる。もちろん、労働力商品の買い手は、そ

の売り手 (プロレタリアート) がいかにしてその境遇に

落ち込んだか、ということにはまったく関心をもたない

のであって、それはパンの買い手がその製造工程にまっ

たく関心をもたないことと同一なのであるが。

* * *

つづく a-2 は、(「政治の物象化」を扱ったものでな

く、むしろ) 物象化の現象が (それ自体、肉体労働から

疎外され、独立化している)頭脳労働の領域でどのよう

に自己を貫徹するか、ということが描かれている。司法

内部の議論がなされるとしても、それは国家論の一部と

して考察されているのではなく、特殊な労働過程 (司法

*76 この「静観的態度」は、世界認識の「基本カテゴリー」さえも変容させてしまう、と Lukácsは論じている。たとえば時間は、質感をもっ
た流れゆくものとしての性格を失い、商品体として対象化され、人格から切り離された「活動」によって充たされた連続体へ、「一つの空間
へと凝結する」。

*77 Lukács は 1930 年にモスクワのマルクス・エンゲルス研究所の研究員となり、そこではじめて「経済学=哲学草稿」の原稿を読んだ。つ
まり、彼の経済学と哲学を同時に追及する視点は、それ以前に独力で獲得されたものである。
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労働)への、物象化の作用を論じているものである。

頭脳労働の能力も (本来は一つの人格の中で、肉体労

働と統合されているべきものであるが)それ自体、社会

的な機能を持ちながら、さらに物象化し一つの「商品」

と化している。その売り手たる頭脳労働者 (社会学者、

裁判官、行政官僚、ジャーナリストなど)も、「商品」販

売者として物象化の諸現象のなかの直接性のなかで活動

し、これに抗うことなく埋没している。そのありさまが

以下のように描写される。

1). 社会学者*78。物象化現象の現実に気づきながら

も、その「直接性のなかにとどまって・・・物象

化現象そのものを拒否したり抹消したりすること

を欲」しない。みずからも「物象化した意識とし

て・・・ここで把握できる合法則性を「科学的に

深める」ことによって、この直接性を確保し、永

久のものとすべく努める」。

2). 裁判官。資本主義的経営に適合的な合理的な裁判

制度が出来上がっており、この裁判の判決は合理

的に「計算」可能な「商品」となっていることが、

M. Weberからの引用によって示される。

上から費用と手数料等を添えて書類を投げ込む

と、この自動機械は下から多少とも根拠のある理

由をつけて、判決を吐き出してくれる。M. Weber

「政治論集」

また、この合理的「計算」から逸脱する部分

は、現代の保険制度がカバーしてくれる。

3). 官僚制一般。法、国家、行政などの形式的な合理

化が客体面、主体面で労働一般の物象化と同じ運

命をたどる。

i). 客体面では「すべての社会的諸機能」は「そ

の要素に分解」され、「部分体系の合理的な

形式的な諸法則」の「探求」=縦割り行政に

終始する。「あらゆる問題の取り扱いがます

ます形式的・合理主義的となり」その官僚の

取り扱うべき案件の「質的・内容的本質から

ますます分離する」。

ii). 主体面では「労働を実行する者の個人的能

力と欲求」が、その労働そのものから「意識

的に分離」され、「分業の中で人間の人間的

本質を迫害する一面的な専門化が驚異的に

進む」。官僚の能力は「全人格から切り離さ

れて、全人格に対立して客体化され、物とな

り、商品となる」。この能力には「倫理的な

もの」・・・「誠実さ」「名誉心」「責任感」を

も含まれる。

4). ジャーナリスト。「知識、技術、表現力といったま

さに主体性そのものが、その「所有者」の人格か

らも、取り扱われる諸対象の素材的・具体的な本

質からも」切り離される。「ジャーナリストの「無

定見」、その体験や信念の身売りは、ただ資本主

義的物象化の頂点としてのみ把握され得る」*79。

このように見るならば、理論のイデオロギー的・階級

的疎外が、まさにそのイデオロギー生産の現場 (生産過

程)が物象化されたことに根源を持つことがわかる。そ

れゆえ、Lukácsはたんに「国家その他の階級的性格」を

強調する以前に、そのブルジョア的階級性が刻印される

「構造」の基本骨格 (社会の再生産過程の物象化)が明ら

かにされねばならない、としているのである。

* * *

上のように、頭脳労働の物象化は、理論を創造し操る

者たちの能力を、「所有され」「譲渡され」ることが可

能となる「物」に変えてしまう。またその理論そのもの

は、その法則の「素材がもつ具体的なもの」への「軽蔑」

のゆえに、内的なつながりを失い、「事実上、支離滅裂

となり」、「部分体系」の偶然的集積となる。それら「部

分体系」はますます相互に自立し、離れてゆき、「問題

性のなかにありながら」もそれを自分たちではなんとも

できない。なぜならば、それら「部分体系」は、資本主

義的現実が前提とし、かつ、それが生み出した結果だか

らである。

こうした理論の各専門への細分化によって、現実の全

*78 大著「貨幣の哲学」を著した G.Simmelの名が挙げられている。Georg Simmel(1858–1918)はベルリン大学の員外講師として、当時同
大学に在籍していた Lukácsを指導していた。つまり、この直言によって Lukácsは師と袂を別ったことになる。

*79 A. Fogarasiの論文が参照されている。Alabert Fogarasi(または Fogarasi Béla、1891–1959)はハンガリーの哲学者で、日曜サークル
以来 Lukácsと行動を共にしている。
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体像が見通せなくなった、との不平が聞こえるが、こ

の不平は筋違いである、と LukácsはMarxとともに言

う。なぜならば、この事態は理論自身の責任ではなく、

たんに理論が物象化した現実を反映した結果にすぎない

からである*80。

このような非難は「あたかもこの相互分離が現実

から教科書に侵入してきたものではなくて、反対に

教科書から現実に侵入してきたものであるかのよう

に」*81おこなわれている。ルカーチ (1991)

こうして細分化されてできあがった諸科学は、本来の

自己の対象たる現実の素材的基礎から遊離し、それゆえ

に無能を露呈してしまうが、それもやはりそれら諸科学

の責任ではない。それどころか、諸科学が「自分自身を

方法的に明確にすればするほど」、「その概念構成の諸前

提から―首尾一貫してはたらけばはたらくほど」その無

能がはなはだしくなる。

Lukács は a-3 で理論の陥ったこうした危機を、経済

学、法学、哲学の諸領域から具体的な例をとって以下の

ように描写している。

1). 経済学。「限界効用理論」と恐慌論が取り上げら

れる。いずれも素材的世界を視界から排除するこ

とによって成立している。

i).「限界効用理論」は商品の「具体的素材を原理

的に排除」し、「市場での主観的態度から出

発しようとする試み」である*82。それは「形

式的な一般性における交換行為」を「基本的

事実」とする。したがって、この理論は「素

材的基礎から社会の総体を認識する道」を見

出さず、その「素材を不変の永久の「所与」

であると考える」。

ii). 恐慌の取り扱い。もともと「物象化された合

理的思考」は恐慌の到来を予見できない。そ

の到来時点で経済学者たちは、普段の量的な

思考が通用せず、突然に質の問題に直面しな

ければならなくなる。それよりは恐慌をたん

なる「非合理」として排除してしまう*83。

2). 法学。「自然法をめぐる闘争」と純粋法学が取り

上げられる。前者で武器となった法の形式性が、

後者では最大の弱点となっている*84。

i).「自然法をめぐる闘争」において「革命的な

市民階級」は、a).「中世に由来する多面的

で多様な特権法」、b).「専制君主の法からの

超越性」を打破した。これを可能にしたもの

は「法の形式的平等性と普遍性、したがって

合理性が同時に法の内容を規定する」とい

う信念だった。これは「法関係が事実として

存在すること」のなかに「法関係の妥当性の

根拠を見ること」を拒否することにほかなら

ない。

ii). 純粋法学。K. Bergbohm*85は「法律制度の

内容は、けっして法律的なものではなく、つ

ねに政治的な、経済的な性質のものである」

と云い、G. Jellinek*86は「法の内容」を「超

*80 M. Weberらの F. W. Ostwald、O. Neurathへの批判は、理論の「越境」を論難する趣旨のものであったが、このような理論家の態度
は実は自分が物象化作用を受けていることに気が付いていないことを物語る。

*81 この引用はマルクス (1956)の序説「2.分配、交換、消費にたいする生産の一般的関係」からとられたものであり、「生産をあまりにもそれ
だけ切りはなして、自己目的として考えすぎる」という、経済学者に向けられた世人の「非難」について述べられたものである。Lukácsは
これを諸科学の細分化に広げてあてはめているが、もちろんそれはまったく正当なものである。

*82 この意味で「限界効用理論」とは、経済学の領域における「経験批判論」であると言える。一般均衡論は、そのマッハ主義的な体系化と位
置付けられよう。

*83 Lukács はこの態度が、i). 内容的には「ブルジョアジーの階級状態と階級利害」に沿ったものであり、ii). 形式的には「ブルジョア経済
学の方法からの必然的な帰結」である、としている。そして、Tugan-Baranovsky の恐慌論はまさにこの態度から説明できるとされてい
る。つまり「事実として拒否できない恐慌の原因を生産の諸要素の不均衡に、したがって純粋に量的な契機に見いだせると考えている」。
Lukácsは、必ずしも〈原理論的恐慌論〉を知っているわけではないが、本筋は外していない。

*84 Lukácsはここでは言及していないが、純粋法学の延長線上に C. Schmittなどのファシスト法学を見ることは自然であろう。
*85 Kahl Bergbohm(1849–1927) はドイツの法律学者。実証主義的立場から自然法を批判し、実定法論を展開し、純粋法学の先駆者とされ
た。彼は「批判的」法学が自然法の諸要求から唯一引き継いだものとして、「形式的法体系の隙間のない連関」を挙げ、これを「法的に空虚
な空間」と称した。

*86 Georg Jellinek(1851–1911)は 19世紀ドイツ国家学の集大成者。法学的国家概念と社会学的国家概念を区別した。
*87 Hans Kelsen(1881-1973)はオーストリアの法学者。1920年のオーストリア共和国憲法の起草に (K. Rennerの要請を受けて)かかわっ
た。純粋法学の提唱者。
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法律学的なもの」と呼んだ。H. Kelsen*87は

「法の成立は立法行為において完成される、

法と国家との偉大な
●

神
●

秘である」としてその

理解をあきらめ、「不法に成立した規範も一

つの法規範でありうるということ、別の言い

方をすれば法の合法的成立の条件は法の概念

のなかでは取り上げられない」と言わざるを

得なかった。

これら「「批判的」法律学者たちは、法の内

容の研究を歴史学、社会学、政治学などに委

ね」、自分たちは「一定の行為から必然的に生

じてくる法律的諸結果を・・・できるだけ正

確に計る」手段を構築することに励んだ。し

かしこの目論見は最初から失敗することを運

命づけられている。なぜならば「法の成立の

現実的基礎である諸階級の力関係の変化が、

これを取り扱う諸科学の中では・・・消失し

ている」からである。

3). 哲学。「自分の概念構成の物質的基盤から離れる

ことによって、全体の連関の認識を意識的に断

念」せざるをえなくなった個別諸科学が、哲学に

たいして自分の代わりに「全体の連関を把握して

もらうことを期待する」*88。しかし哲学はこの期

待に答えられない。

もしその期待に正面から答えようとするなら

ば、哲学は「この形式主義 (つまり物象化の現象)

の原因、生成、必然性を洞察することが必要とな

り、また専門化した個別諸科学を機械的に統一へ

と結びつけるのではなく、内的に統一」しなけれ

ばならない。これは必然的に「諸科学の内部」の

「改造」につながる。そして結局のところ、この

「根本的変革」は「ブルジョア社会の土台」を掘

り崩すことにつながってしまう。

上の変革をあきらめた哲学は「個別諸科学の

成果と方法とを必然的なもの、所与のものとして

承認し、その上で、この個別諸科学の概念構成の

妥当性の根拠を発見し、正当化すること」にとど

まらざるを得ない。その結果「物象化された世界

が・・・哲学的に自乗されて・・・われわれ人間

に与えられた唯一可能な世界、概念的に把握され

る世界として」、「理想化されて」、あるいは「諦

めのうちに」、あるいは「疑惑に包まれて」、ある

いは「非合理的・神秘的体験」につながる「生き

生きとした生」*89への逃避と抱き合わせで、出現

する。

*88 W. Wundtによる「あらゆる知識の―百科全書的―総括」の試みは、この期待に直対応するものだった。Wilhelm Max Wundt(1832–

1920)はドイツの心理学者、哲学者。実験心理学の創始者。
*89 Lukácsは、J. G. Hammann、H. Bergsonの名を挙げている。Johann Georg Hammann(1730–1788)はドイツの哲学者。信仰哲学
を唱えた。Henri Bergson(1859–1941)はフランスの哲学者。その「時間と自由意志」は、本来分割できない「時間」が分割されるという
事態を糾弾するが、この分割が〈物象化〉すなわち〈労働力の商品化〉に起源をもつということを不問に伏している。なお脚注*76を参照。
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5.3 意識過程―階級意識論

ここではブルジョア的思考の完成された姿をドイツ古

典哲学のなかに探り、その限界を乗り越えることが主要

な課題となる。一見して、国家論の領域から大きくかけ

離れているように思われるが、結局のところプロレタリ

ア革命とは日常生活のなかで物象化された意識を乗り越

えて、あらたな現実を創造することだ、と理解するかぎ

りは、この課題を避けて通るわけにはいかないことも容

易に見て取れる*90。

このような理由で、われわれは Lukácsの「物象化と

プロレタリアートの意識」の後半、b.「ブルジョア的思

考の二律背反」と c.「プロレタリアートの立場」を、つ

づけて検討することにしたい。

5.3.1 ブルジョア的思考

「ブルジョア的思考の二律背反」とは何か。それは「ブ

ルジョア社会の発展が、その社会的存在の個々の部分ま

でをしだいに支配してゆき、自分の諸要求形態に従属さ

せるが、しかし同時に、―同時にますます―総体として

の社会を思想的にわがものとする可能性および社会を導

く使命を失ってゆく」という問題である。b-1.ではこの

ような事態が、なぜ、どのようにして、生成・発展した

のか (これは a-3で、特に「法学」の項でそのヒントが

与えられている)、また、ブルジョア的思考の枠内では

結局この事態を解決=止揚する希望が断念されることが

議論される。

以下、b-1の内容を要約する。

1). Lukács はブルジョア社会にとってのドイツ古典

哲学の意義を次のように説明している。すなわち

(ブルジョア経済への移行が遅れた) ドイツの地

で生まれたことにより、i).「ブルジョア社会発展

の最も深刻な究極的な諸問題」を「徹底的に考え

抜くこと」「ブルジョア階級の状態の持つすべて

の矛盾を―思想的に―極限にまで推し進め」るこ

とによって、ブルジョア社会という一つの「人類

の歴史的発展段階」を乗り越えることが「方法的

に必然的なもの」となるような「問題」を提示す

ることが可能となった、ii).ただし、自分自身は

その「具体的な脱出路」を見つけることを不可能

とした。

2). ドイツ古典哲学の開始点として Kantの「批判哲

学」(特にここでは「純粋理性批判」)が取り上げ

られる。Lukács によれば近代の「批判哲学」は

「物象化された意識構造から成立した」*91。そこ

では近代ブルジョア社会特有の諸問題が論じら

れる。

3). 認識にかんする Kant の「コペルニクス的展開」

とは次のような主張である*92。「世界はもはや認

識主体から独立して成立する何者か (たとえば神

によって創造されたもの)と受け取られるべきで

はなく・・・認識主体自身の産物として把握され

るべきである」*93。このような主張は「中世的思

考」との対立と思想闘争の中で形成された。つま

り「中世的思考」が聖の領域と俗の領域をまった

く分けてしまうのにたいして、「近代的思考」は

「あらゆる現象の統一」を要求し、「諸現象の根拠

と結合とその内在的連関の外側に求める考え方に

対抗して、諸現象の内在的な因果的連関を要求」

*90 Marxも、Hegel法哲学の批判の仕事の途中で「フォイエルバッハ・テーゼ」の定式化に向かわねばならなかった。
*91 Lukács はギリシア哲学も、同様に「物象化された意識」の哲学だったといっている。ただし「近代と古代とでは社会的存在のあり方が
まったく異なっている」。つまりギリシア哲学は「物象化現象を確かに知ってはいたが、しかし全存在の普遍的形態として物象化を体験した
のではない」こと、ギリシア哲学は「一方の足は物象化現象のなかに」「他方の足ではまだ自然成長的に形作られた社会のなかに」立ってい
たことから、その「問題提起や解決の仕方は近代哲学のそれとは質的に異なっている」としている。これと、当時の商業世界の状況とを関
連づけて考察することは興味深い課題である。

*92 Lukácsは「コペルニクス的展開」は Kantに由来するものではなく、Kantはただ「先駆者よりも徹底した仕方で」これを引き出しただ
けだと言っている。そして先駆者の例として G. Vicoの名を挙げている。Giambattista Vico(1668–1744)はイタリアの哲学者。

*93 この主張自体は、唯物論か観念論か、という論議とはまったく別物であることに留意する。認識の端緒となる経験も、またその認識を先に
進める思惟も、またその結果得られた概念も、神のものではなく個人のものだと言うのである。

*94 Lukácsは「合理主義」一般のことを言っているのではない。というのも、この近代「合理主義」はブルジョア社会特有の思考形式だから
である。それ以前の「合理主義」は (非合理な領域として残されている)目的にたいして、これを達成するための手段の体系としてあらわれ
る。ところが近代「合理主義」は、その非合理な領域さえも全般的に合理化しようとする、という違いをもつ。
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する。

4). 近代哲学のこのような「内在的因果連関」の要求

こそが近代「合理主義」である*94。そこで取り

扱われる「連関」とは「悟性が把握でき、悟性か

ら産出され、それゆえ悟性によって支配でき、予

見でき、計算できる諸現象」にかかわる。「形式

化」・「数学化」はこうした要求からあらわれ、精

密諸科学の発展と平仄を合わせて展開された。

5). ところが、こうした近代「合理主義」はそのな

かに非合理を含まざるをえない。これが Kantの

「物自体」の概念である。それはさまざまな色彩

に彩られるが、そこに共通するものは「抽象的な

形式的・合理主義的な「人間の」認識能力の限界

または境界」である。あるいは「形式」に解消さ

れえない「内容」のことである。近代「合理主義」

は、その非合理性が「なんらかのかたちで「事実

存在していること」を承認」せざるをえない。

6). ドイツ古典哲学は Hegel において弁証法を発展

せしめることにより、この限界を越えようとし

た。そこではまず認識の端緒は「できるかぎり概

念的な事実の記録、できるだけよく整えられた事

実の記述」=現象論 (それ自体としては「合理的」

でも「体系的」でもない)として理解される。そ

こに含まれる合理と非合理の対立は「矛盾」*95と

して定立され、そこから体系的な展開が試みられ

る。しかしこのような弁証法体系も、結局は「存

在または素材の非合理性」を合理的形式的体系の

なかに解消させることはできない。やはり依然と

して Kantの「物自体」は残されている*96。

7). そこで、i).そのような総体的な体系化を「非学問

的」なものとして諦め、個々の精密科学の「部分

体系」に逃げ込むか*97、ii).「個別諸科学の「数

学化された」方法を哲学の方法にまで持ち込む

か」*98、iii).「論理的意味での素材の非合理性を

「究極の」事実に仕立て上げるか」*99、の態度が

生まれる。これらはひとしく「全体および存在と

しての現実を把握するのを断念する形態」なので

ある。

以上の Lukács のドイツ古典哲学=近代「合理主義」

の把握は、a-3の「法学」における法の形式性にかんす

る論理と非常に類似していることがわかるであろう。つ

まり、中世の非合理を合理化する「形式」の体系が、そ

こに汲み取れない「内容」=「素材的世界」を、社会の

領域 (法) だけではなく、認識一般の領域にも見出して

しまうのである*100。

* * *

Lukácsは b-2のなかで、EngelsがKantの「物自体」

をあまりに安易に取り扱っていると非難している。b-2

の検討に入る前に、これについて見ておきたい。問題の

Engelsの発言は次のようなものである。

この物自体についてのカントの見解に対する最も強

烈な反駁は、他のすべての哲学的妄想に対するのと同

様に、実践である。すなわち、実験と産業である。わ

れわれがある自然事象そのものを自分で作り出し、そ

れをその諸条件から発生させ、その上これをわれわれ

の目的に役立たせることによって、その自然事象につ

いてのわれわれの認識の正しさを証明することができ

るならば、カントのいう認識できない物自体も片付い

てしまう。Engels「フォイエルバッハ論」ルカーチ (1991) から重引

Lukácsはこの見解を以下のように批判している。こ

の批判には妥当なところもあるが議論の余地が残され

ているところもある。これらについては注釈の中で触

れる。

1).「物自体の問題が、われわれの認識を具体的に拡

大する可能性の限界を意味するかのように受け取

るのは、カントの認識論の完全な誤解である。む

しろ実際は反対である」。Kantの主張は「現象全

体の完全な認識ですら (物自体ではなくて) たん

*95 Lukácsはこれが Leibnizの体系をモデルにしていると主張している。
*96 これはわれわれの立場からすれば〈哲学的物質〉であり〈唯物論的目的論〉の領域である。
*97 E. Mach、R. Avenarius、H. Poincaré、H. Vaihingerなど。
*98 マールブルグ学派。H. Cohen、P. Natorp、E. Cassirerなど。
*99 バーデン学派。W. Windelband、H. Rickert、E. Laskなど。

*100 付録 A-2の戸坂による Kant哲学解釈とも比較のこと。戸坂は、唯物論哲学の側から Kantの問題提起をどのように受け止めるべきかを
論じている。これにたいして Lukácsは認識のブルジョア的物象化という観点から、Kant哲学をその症状の典型として描いている。
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に諸現象の認識にほかならないということ・・・

(それ)でさえ・・・総体性と内容との二律背反を

―けっして克服できない」というものだった*101。

2). Engelsは「産業と実験という態度を―弁証法的・

哲学的意味での―実践だと考えている」。しか

し「実験こそ極めて純粋に静観的な態度」であ

る*102。また「産業は―それが「目的」を立てる

かぎり、決定的な弁証法的・歴史的な意味におい

ては、社会的自然法則の主体ではなくて、客体に

過ぎない」*103。

* * *

Lukácsが上の Engels批判をもちだした理由は、実践

一般 (あるいはブルジョア的実践)がかならずしもKant

の「物自体」をめぐる二律背反を解消するものではな

い、ということを強調するためであった。b-2の主題は、

それまでの「形式」と「内容」の対立の問題からさらに

進んで、「必然」と「自由」の対立が俎上に載せられて

いる。

以下、b-2を要約する。

1). Kantは「実践理性批判」のなかで「理論的には

(静観的には)克服できない限界も、実践的には解

決可能であることを示そうと試みた」。その際に、

彼は「経験」のなかに「主体と客体との二元論」

があることを見逃さず、この主客の統一性=
●

活
●

動

●

性*104に迫ろうとしたが、ここでもやはり二律背

反に落ち込まざるを得なかった。

2). Kantの失敗の原因は、(「合理的・形式主義的な

認識の仕方は、諸事実の・・・現実を認識する唯

一の可能な・・・方法である」という)近代合理

主義の独断にあくまでも固執したからである。た

しかにこの独断論は、たんなる静観を越えねばな

らない、ということが分かるという程度には「道

標」ではあったが、それによって実際に実践の原

理をつかむことはできない、という意味では「人

を惑わす鬼火」であった。Kantの倫理学は、結

局は「個人的意識に適合するようにつくられた形

式的な」ものであった。

3). 上の失敗は、どのような過程を辿ったか。Lukács

によればそれは次のようなものだった。

i). まず「倫理的行為という活動のなかでのみ

(あるいは倫理的に行為する個人・・・の自

己自身との関係のなかでのみ)、この主体の

意識構造およびそれと対象との関係が現実的

に具体的に発見できる」とされる。

ii). この「倫理的事実」は「たんなる事実性」*105と

して掴まれる。というのも、それは (理論と

は異なり)「もはや「産出されるもの」とは考

えられない」からである。

*101 Lukács からしてみれば、生化学の発展のおかげでアリザリンが野草からではなくてコールタールから合成 (1868) できるようになり、コ
ストが安くなった、といって「それが何になるんだ」、と言いたいのであろう。確かにわれわれの知識はそれによって豊富になったかもしれ
ない。またそのおかげでわれわれの欲求は広がり、かつ、高まったであろう。このように部分体系の立場にたつかぎり、技術進歩の成果を
いくらでも讃えることはできる。しかし、総体性の立場に立てば、われわれの社会がアリザリンをコールタールから得るようになったこと
の

●

意
●

味が問われねばならない。そうでなければ、われわれが物象性に埋没していることには変わりがない。
さらに云えば、アンモニア合成のハーバー・ボッシュ法が発見 (1906) されたとしても、それによって得られたのは硝酸の大量生産と、

(農業革命の他に)その大量消費場面たる第一次世界大戦 (1914)であった。
*102 実験が「純粋に静観的な態度」である、というのは、Lukácsの言い過ぎである。というのも、実験は (また観察でさえも)、認識主体の能

動的なはたらきを前提するからである。また、そうでなければいかなる認識も成立しない。付録 A-2および高嶋 (2020)を参考のこと。
しかし、Lukácsは総体性の立場から実践を捉えているので、こうした部分体系における技術的実践を実践の典型例として挙げる Engels

に腹を立てているのだ、と言える。そしてその腹立ちは尤もなことである。これと比べると、Kantの問題意識は理論的に誠実である。
*103 産業資本家の「実践性」とは「競争」によって外側から押し付けられた、という意味で受け身のものであり、銀行資本家の貨幣蓄蔵への熱

意となんら代わるところがない、とMarx が評価していることを Lukács は紹介している。そして、Engels その人がかつてみずから「国
民経済学批判大綱」で書いたこと (「関与者の無意識にもとづく」「自然法則」)を忘れ果てていることを非難している。
Lukácsはさらに次のように言うべきであった。すなわち、人間労働=実践の契機が、肉体労働を封じ込める牢獄としての「産業」と、研
究機関で行われる頭脳労働としての「実験」とに分離されていることを、Engelsは不問に伏している、と。

*104 Lukácsによれば、そのあとを受けて J. G. Fichteが「実践行為・活動性を統一的な全体哲学の方法的中心点に据えた」。Johann Gottlieb

Fichte(1762–1814)は I. Kantに直接学び、実践理性批判を発展させた。ベルリン大学初代哲学教授。
*105 この「事実性」について、Kantはそれが存在か非存在か、ということにこだわっている。しかし、Marxが「古代のモロク神は支配しな

かったか。デルフォイのアポロ神はギリシア人の生活のなかで現実的な力ではなかったか。」と問い、Hegelが定在、実存、実在性を区別し
たように、存在にもさまざまな態様・段階がある。Kantの「事実性」はこれらと比べて単純である。
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iii). 合理主義的・静観的な思惟が主体の意識に

向けて作用され、その「倫理学」は「純粋に

形式的となり、無内容となる」。「その静観

自身の態度からすべての主体的・非合理的契

機・・・を消し去る方向にますます精力的に

努力し」、「・・・認識の」また実践の「主体

を「人間」からますます精力的に切り離し、

純粋な―形式的な―主観に転化する」。こう

して、「自由」はたんなる「内的諸事実を
●

判
●

断
●

す
●

る
●

視
●

点」にすぎないものとなる。

iv). 他方で、「自然法則に従属する「外界」の「叡

智的偶然性」はますます増大する」。つまり、

「諸事実のすべての原因と結果とは (それを

構成している心理学的諸要素さえも)客観的

必然性という宿命的な機構に余すところなく

従属している」。

v). こうして、現象 (必然、宿命論) と本質 (自

由、主意説)との分裂は解決されず、主客の

統一も「世界の基礎付け」には役立たず、矛

盾が「主体そのもののなかに持ち込まれ」て

終わる。

4). この Kantの挫折から、われわれは次のような教

訓を汲みださねばならないと Lukácsはいう。

・・・物自体の問題のなかの非合理性を解決する

ためには、静観的な態度を乗り越えるよう試みる

だけでは不十分であって、より具体的に問題を設

定し、物自体の問題が方法的に反映している、
●

内
●

容
●

に
●

対
●

す
●

る
●

形
●

式
●

の
●

無
●

関
●

心
●

さを廃棄することが、

実践的なものの本質である、ということを示さね

ばならない。・・・実践的なものの原理が現実変

革の原理となるためには、それが行為の具体的・

物質的基盤に適合するよう、つくられねばならな

い・・・。ルカーチ (1991)。下線は筆者

5). Kantの到達点、すなわち主観性 (「認識とは「わ

れわれ」の産出物・・・である」ということ)と

客観性 (認識=実践主体がますます「われわれ」

から切り離され、形式的なものとされること)の

矛盾は、「哲学者が自分の目の前にある諸事実を

はっきり説明できないという無能さ」のあらわれ

ではない。そうではなく、「かれらが把握するこ

とを課題としている客観的な事態 (物象化された

資本主義の現実)そのものの思想的表現」こそが

この矛盾なのである。

Lukácsは以上のように、「形式」と「内容」との二律

背反は認識から実践の領域に視点をうつしても解決され

るどころか、なおいっそうひどくなる (「むしろ反対に

永遠化される」)と云う。つまり、人間を取り巻く客体

(「客観的必然性」)は「その素材的基盤が・・・廃棄でき

ない偶然性の中に固くとどま」る。他方で、「主体の自

由は、空虚な自由として宿命論の深淵に落ち込む」。そ

の自由は、たんに束縛されない個人の内面の自由に過ぎ

ず、「宿命的自然法則の非情さを打ち破る」意思を持た

ず、それに「意味を与えること」さえもできない。Kant

の「哲学的偉大さ」とはブルジョア社会のこうした不可

能状況を、つつみ隠さず暴露したということに表れてい

る、と Lukácsは評価している。

関連して Lukácsは、ブルジョア社会における実践と

認識の特殊性を次のように総括している。

1). 実践は、近代哲学においては「行為」に転化して

いる。すなわち「合理的法則体系」の必然性を認

識し、「この諸法則の結果の可能性を、できるだ

け予測し計算してとらえること」、「この諸法則の

結果を、自分の目的に利用するための良い機会を

与えてくれる位置に立」ち、そこで結果を待ち受

けることである。このような合理化がますます完

成されるにつれて、主体の「能動性もますます限

定され」、「行為の主体」は「認識される合法則性

の機会をたんに把握する機関に転化する」。

2). 認識は、それ自体「原子論体系」となる*106。あ

るいは知識の「市場」=巨大なる商品集成となる。

Lukács はそのありさまを F. Tönnies から次の

ように引用している*107。

専門的な考察における抽象的理性は、
●

科
●

学
●

的理

性である。この理性の主体は、諸関係を認識する

客観的な人間であり、概念的に思考する人間であ

る。したがって科学的概念は、その普通の起源や

*106 国家についても同じことがいえる。Hegel が Fichte の国家について「一つの機械」、「原子論的な・・・多数性」と批判していることを
Lukácsは紹介している。

*107 Ferdinand Tönnies(1855–1936)はドイツの社会学者。ドイツ社会学会創設者の一人。ナチスを公然と批判した。
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物的性質からみて、感覚的統合体に
●

名
●

称を与える

判断であり、科学的概念が科学のなかで果たす役

割は、商品が社会のなかで果たす役割と同じであ

る。商品が市場に集まるように、科学的概念は集

まって体系をつくる。もはやその名称に対応する

現実的なものをもっていない科学的な上位概念、

たとえば原子とかエネルギーとかいう概念は、貨

幣と同じようなものである。

F. Tönnies「利益社会と共同社会」。ルカーチ (1991) から重引

ドイツ古典哲学の到達した地点、「静観的原理と (個人

的)実践原理との二元性」への、哲学の分裂は「第一の

頂点であり、その後の問題展開の出発点」でもあった。

これは「ブルジョア的人間が資本主義的生産過程のな

かに占める位置から生じた、たんなる結果である」と、

Lukácsは最後に確認する。

1). まず「・・・ブルジョア社会の発展の結果、社会

的存在のすべての問題は、その超人間的な性格

を失い、人間活動の産物としてあらわれて、中世

及び近世初頭 (たとえばルター) の社会観に対立

する」。

2).「ここにあらわれる人間は、資本主義によって人

為的に孤立化された個人的な、利己的なブルジョ

ア」であって、その「意識は、ロビンソンのよう

な個人的な孤立化した意識である」。

3).「このことによって・・・社会的行動の活動的性

格」は失われる。認識面では、「人間の頭脳は、人

間が受けとめようとするすべての印象を受けいれ

るために適した蝋にすぎない」ものとされ、実践

面では「人間の
●

意
●

識
●

的
●

な行為のみが活動とみなさ

れ」る。

* * *

b-3では「純粋理性と実践理性との止揚できない二元

性」が「思いがけずに」解決される糸口が「発見」され

る。この発見は、(本来は社会に対立するものとしての)

「自然」を人間がどのように見るか、その観点の分裂か

ら見出されるものであり、美学の原理に関わるものであ

る。たしかにブルジョア社会の現実においては、「この

発展の過程で芸術的に生産されたものは・・・従来の全

盛期と比べてはるかに劣る」。しかし、それにもかかわ

らず (物象化という「社会的歴史的根拠」が上の哲学の

危機をもたらした結果として)「芸術についての意識で

ある美学に、芸術が従来の発展のなかでけっして持ちえ

なかった世界観的意義」が付与されたのであった。

まず、ブルジョア社会における様々な「自然」観が次

のように列挙される。このうち最後のものが「思いがけ

ずに」発見された (哲学の危機を乗り越える) 美学原理

にかかわる。

i). まず現象の「合法則性の総括」としての自然があ

る。この定義は Kantによってはじめて明快に定

式化された。

ii). 次に「価値概念」としての自然 (「第二の自然」)

がある。これは「自己展開しつつある来るべき社

会の「合法則的な」計算可能な、形式的・抽象的

な本質」としての自然のことであり、自然法の歴

史の中で「封建制度や絶対主義の人為性、恣意性、

無規則性に対立」して見出されたものである*108。

iii). 上と並んで、また対立して、第三の自然がある。

これは J. Rousseauの自然観に代表され*109、「人

間的・文明的な人為的構成物とは反対に、有機的

に成長したもの・・・人間の創造物ではないもの」

としての自然である*110。この自然観は「増大す

る機械化や魂の喪失や物象化に反対してはたらく

すべての内的傾向が集っている貯蔵所」となって

いる。

iv). 最後に「物象化された定在の問題性を克服する傾

向」としての自然がある。この自然は、実は「み

ずから完成する総体としての人間、理論と実践と

の、理性と感性との、形式と素材との分裂を自分

の内部で克服した・・・または克服する人間」(的

*108 前章との関係でいえば「純粋資本主義社会」の想定のことであり、今日でもたとえば「自然失業率」などの用語にその片鱗を見いだすこと
ができる。

*109 加えて Newton的な自然の「征服」に対立する J. Goetheの自然哲学が想起されよう (Goetheは F. Schillerの友人であった)。
*110 やはり前章との関係でいえば、拡大再生産表式の外側にある領域のことである。
*111 たんなる「自然」ではなく「人間的自然」となっていることに注意する。このことにはすでに、人間を自然に対立するものではなく自然の

産物とみなす、観点の転換が隠されている。
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自然) のことである*111。「この人間にとっては、

みずから形式に与える傾向も、具体的内容を排除

する抽象性を意味しなくなり、この人間において

自由と必然とは合致する」。

こうした自然観の総合から得られる芸術の原理を

Lukácsは次のように説明している。

1).「芸術の原理」とは「形式の構想に従って具体的

な総体を創造すること」である。

・・・芸術の原理は、形式の構想に従って、具体的

な総体を創造することであり、この形式の構想が

まさにその素材的基盤の具体的内容をめざしてお

り、そのために全体に対する諸要素の「偶然的」な

関係を解消し、偶然と必然とを (たんに外見上の

対立であるとして)止揚することができる・・・。

ルカーチ (1991)

2). この芸術原理の強みは、(他の哲学上の諸原理と

は異なり、)芸術作品という具体的かつ現実的な

ものを
●

す
●

で
●

に持っていることである。

・・・この (分裂を克服する) 態度・・・は神秘

化されて超越的な構造のなかに求められてはなら

ず、それはたんに「魂の事実」とか憧憬として意

識のなかに示されるだけでなく、芸術という具体

的で現実的な実現領域を持っている・・・。ルカーチ

(1991)

3). 美的原理は (本来ならば) たんに「芸術の現象を

説明し、解釈することにとどまりえない」。つま

り、世界の変革に結びつかざるをえない*112。な

ぜならば、この原理の発見された場所は「種々の

自然概念」だからである。

4). 芸術原理の哲学への拡大要求 (「直観的悟性」

の問題) は、(Kant の「判断力批判」に学ん

だ)F. Schiller*113によってその基礎を与えられ

た。Schillerはこの原理を「遊戯衝動」として以

下のように表現している。

結局のところこれを一言で表現すれば、人間は言

葉の完全な意味で人間である場合だけ、遊んでい

るのであり、
●

人
●

間
●

は
●

彼
●

が
●

遊
●

ん
●

で
●

い
●

る
●

場
●

合
●

だ
●

け
●

完
●

全
●

な
●

人
●

間
●

な
●

の
●

で
●

あ
●

る。Schiller「人間の美的教育について」 ルカーチ

(1991) から重引

この美的原理はたしかに「把握されうるかぎ

りでの美的形態の・・・なかでは物象化をもたら

す機構の破壊的作用から
の が

脱れることができる。だ

が、生活の全内容は、それが美的となるかぎりに

おいてのみ、この絶滅から脱れるのである」。こ

の物象化世界の牢獄のなかでそれを求めるのは、

不可能に近い。社会の物象化作用は「人間として

の人間を絶滅してしまった」。そこで「
●

社
●

会
●

的
●

に
●

絶
●

滅
●

さ
●

れ
●

切
●

り
●

刻
●

ま
●

れ
●

、
●

部
●

分
●

体
●

系
●

の
●

あ
●

い
●

だ
●

に
●

分
●

割
●

さ
●

れ
●

た
●

人
●

間
●

が
●

、
●

ど
●

の
●

よ
●

う
●

に
●

し
●

て
●

思
●

想
●

的
●

に
●

再
●

建
●

さ
●

れ
●

る
●

べ
●

き
●

か」が問われている。

* * *

b-4 においては、Kant の三批判から Hegel の「精神

現象学」と「大論理学」に舞台が移され、上の二律背反

を乗り越える論理が追及される。すなわち、i).「内容の

質的なものと具体的なものを認識する道」と、ii).「内容

の生成したがって歴史的生成を認識する道」の双方が、

弁証法的方法として追及されることになる。これらはい

ずれも従来の合理主義的思考が、みずからの「
●

方
●

法
●

そ
●

の
●

も
●

の
●

に
●

よ
●

っ
●

て閉鎖」していた道である。前者は、ひたす

ら「抽象化された形式内容を形式的に計算」することを

目指したがゆえに、後者は、その抽象性ゆえに「この内

容を
●

不
●

変
●

の
●

も
●

の
●

と
●

し
●

て
●

定
●

義」したがゆえに。

そして、ここで問われていることは「われわれ」であ

る。つまり「ばらばらに分解されており、統一されね

ばならない
●

人
●

間」のことである。「自然」のイメージが

様々に分裂していたように、「われわれ」自身のイメー

ジも様々に分裂している*114。これを第四の「自然」す

なわち「人間的自然」へと統合するための、生成と産出

の主体としての「われわれ」を発見することが Hegel弁

*112 Lukácsは Fichteの言葉、「(芸術とは)先験的観点を公共の観点とすることである」を引いて、先験 (批判)哲学が「世界解明の要請」と
した「多様な問題」への解答が「すでに完成されたものとして芸術のなかに」見出されていることを強調している。

*113 Johann Christoph Friedrich von Schiller(1759–1805)は Goeteと並ぶドイツ古典主義作家・詩人。
*114 第一～第四の「自然」に対応して第一～第四の「人間」を考えることができる。第一の人間とは、社会代謝の主体たる抽象的な人間一般の

ことである。第四の人間とは第四の自然と統一を果たした人間である。第二の人間と第三の人間は相互に対立する。政治的には citoyan と
homme との対立、経済的には可変資本と相対的過剰人口との、階級的にはブルジョアジーとプロレタリアートとの、技術的には頭脳労働
と肉体労働との対立などとして、さまざまに表現される。



114 第 5章 国家論と国民経済学

証法の課題となっている。「われわれ」は「直観的悟性

の要求」、すなわち「合理主義的方法の原理を方法的に

克服しようとする要求」を掲げ、なおそれを「客観的で

科学的なかたち」で要求する*115。Lukács はこの主体

と弁証法の関係 (従来の弁証法との違い) を次のように

説明している。つまりここでの主体は静観的傍観者で

はなく、過程のただなかに飛び込み、そこにはたらきか

け、また客体と立場を入れ替えみずからも変容するよう

な主体である。

ここでは主体が・・・存在および概念の客観的弁証

法の不変の傍観者でもなく、また・・・弁証法の純粋

な思考の上での可能性を実際的目的のためにうまく利

用する者でもなくて、硬直した諸形態の硬直した対立

を解消する弁証法的過程が、本質的に
●

主
●

体
●

と
●

客
●

体
●

と
●

の
●

あ
●

い
●

だ
●

で進められる・・・。ルカーチ (1991)

まず、そのような主体を表現する新しい論理学、「具

体的概念の論理学、すなわち総体性の論理学」、「自己変

化する内容の論理学」が組み立てられねばならなかっ

た。この論理は「あらゆる論理的問題の意識的に新しい

把握」にして、「内容の質的に素材的な性質」、「論理的・

哲学的意味での素材」を基礎づけるものである*116。

次に上の論理学を拠点として、歴史的生成が論じら

れるはずであった。そこでは、歴史的主体である「われ

われ」(すなわち「その行動が実際に歴史であるような」

「われわれ」)が発見され (具体的に示され)る。この主

体による生成は、これまで対立していた「個別的内容の

具体性」と「総体性」とを相互浸透させ、物自体の非合

理性を、理論と実践の対立を、自由と必然の対立を止揚

することになっていた。

しかし、Hegelは現実の歴史のなかで「われわれ」を

見出すことはできなかった。その代わりに「歴史を飛び

越え、歴史の彼岸に自己自身へと到達する理性の王国」

を作り上げた。

ヘーゲルが見出すことのできた「われわれ」とは、周

知のように世界精神である。あるいはその具体的な姿

をよりよく表現すれば、個々の民族精神である。・・・

民族精神が歴史の主体であり、その行為の実行者であ

るというのはただ外見だけのことであり、むしろ歴史

の主体や実行者は世界精神である。世界精神は、自分

の実際的要求や理念に適応する民族の「自然的規定性」

を
●

利
●

用
●

し
●

な
●

が
●

ら、
●

民
●

族
●

の
●

な
●

か
●

を
●

貫
●

き、
●

民
●

族
●

を
●

越
●

え
●

で
●

て、

自分の行為をなしとげるのである。ルカーチ (1991)

こうして「この理性の王国から、その後歴史が段階と

して、進行過程が「理性の狡知」として把握され・・・歴

史は、芸術、宗教、および哲学という「絶対精神」のなか

に頂点をもつ体系全体のうちの一部または一契機」に取

り込まれた。「歴史そのものが・・・ヘーゲルの体系に

とって不可欠の本質ではなくなって」しまった。Lukács

はこのような Hegelの試みを「概念神話学という逃げ場

のない迷宮」と称し、これが失敗である所以を次のよう

に説明している。

1). まず「理性そのもの」(「絶対精神」)と「歴史と

の関係を明らかにしえなかった」。両者の関係は

「いまや偶然的なものとしてあらわれる」。

2). したがって「歴史の終末という、方法的にきわめ

て理解しにくい仮定をしなければならなかった」。

その結果「歴史はプロイセンの反動的国家のなか

にその終末を見出」すことになった。

3).「歴史から切り離された生成は、論理学から自然

を通過して精神にいたる、それ自身固有の発展を

続け」ることになった。「超歴史的であると考え

られる過程が、一歩一歩と歴史の構造を呈示す

る」という倒錯した事態が現出した。

Lukácsは以上のことを次のように総括する。

古典哲学は、たしかに自己の生命把握のすべての

二律背反を、自分の達しうる究極の思想的な頂点に

まで押し進め、それに最高度の思想的な表現をあたえ

た・・・。しかし、これらの二律排反は、古典哲学の

*115 この要求は、実は〈本質論的技術論〉である。すなわち、〈科学〉的認識を踏まえるが、方向性は芸術と同じく具体化・対象化に向かうもの
である。

*116 この論理とは、武谷三段階論に言う〈実体論〉のことである。従来の論理学が〈本質論〉と〈現象論〉しか知らなかったとすれば、両者を
媒介する新しい論理として Hegelが導入した。
Lukácsによれば、この論理は Spinozaの提唱した「理念の秩序および結合と事物の秩序および結合との同一性」に起源をもつ。しかし、

Spinozaの実体論では「どの主観性も、どの個別的内容も、どの運動も、実体の硬直した純粋性と統一性の前ではすべて無のなかに消え失
せてしまう」。Hegel としては「この同一性は・・・まさに具体的なものや運動を説明するのに役立たなければならない」わけであったか
ら、Hegelの実体は Spinozaの実体 (事物の秩序と結合)とかならずしも同じものではない、と Lukácsは論じている。
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思考にとっても解決できず、解決されるはずもない二

項背反にとどまった・・・。その結果としては、ただ

ブルジョア社会を完全に思想的に再生産し、先験的に

演繹するだけにとどまった。・・・ただこの演繹の
●

仕
●

方である弁証法的方法だけが、ブルジョア社会を乗り

越えている・・・。ルカーチ (1991)

そして、最後に Lukácsは次のことを宣言する。古典

哲学が見出した弁証法を担うのは「われわれ」、すなわ

ち「自己の生命根拠にもとづいてみずからのうちに」そ

の主体を「発見することができた階級」、プロレタリアー

トである、と。

5.3.2 プロレタリアートの立場

弁証法を用いてブルジョア社会を乗り越えてゆく使命

を帯びた主体、歴史の創造者としての「われわれ」、プ

ロレタリアートは、しかし、そのあるがままの姿で歴史

の主役として登場するわけではない。なぜならば、プロ

レタリアートのあるがままの存在は、ブルジョアジーと

同じく物象化されているからである*117。つまり、第三

の「人間」たる (an sichとしての)プロレタリアートは、

非人間化の極みにある。そこから (an und für sichとし

ての) 第四の「人間」への移行の論理 (プロレタリアー

トの世界史的使命*118の自覚の論理) が示されなければ

ならない。Lukácsは、弁証法的唯物論の論理を確認す

ることを通じて、この課題を果たそうとしている。

* * *

c-1では、とくに歴史認識において、いかにして
●

直
●

接
●

性にとらわれた意識から脱却して、媒介された対象認識

に到達するか、という問題が論じられている。プロレタ

リアートも即自的にはブルジョアジーと同じく物象化

された世界に囚われていること、両者にとって与えられ

た客観的な現実はなんら変わらないこと、が出発点と

なる。ただし「この現実に判断を下す視点が異なってい

る」。これを Lukácsは「媒介」と表現し、「直接性」と

対立させる。下の例では、同一の物象化=自己疎外の現

象について、ブルジョアジーの直接性の認識とプロレタ

リアートの媒介された認識が対比されている*119。

所有階級とプロレタリアートの階級とは、同じ人間

の自己疎外を示している。だが、所有階級はこの自己

疎外のなかでみずから安穏と保証とを感じ、疎外を自

分たちの力だと考えている。そしてこの疎外のなかで、

外見上は人間らしい生活をしている。これに対してプ

ロレタリアートの階級は、疎外のなかで自己が破滅す

るのを感じ、そして疎外のなかに自己の無力さと非人

間的な生活という現実を洞察するのである。Marx「神聖家

族」 ルカーチ (1991) から重引

歴史の本質は「人間とその環境との対決をしばしば

媒介し、人間の内的生活および外的生活の対象性を規

定するところの、構造諸形態の変化のなかにある」。し

たがって、歴史の主体は古い「構造諸形態」から新しい

「構造諸形態」への変化の結節点を「直接的現実性」の

なかに見出さなければならない。

しかし、「直接的現実性は、これを体験する人間にも、

歴史家にも、直接にはその真の構造諸形態を示」さな

い。物象化された意識の持主にとっては、ただ「同じ状

態にとどまる」保守的な意識から現実を「永遠の」もの

として眺め、そこに変化を見出す言説を「主観的なもの」

として非難するのである。これが「直接性の立場」であ

る。彼らにとって「すべての現実的変化はなにか把握で

きないもの」=「破局 (突然に外部から生じた転換)」=

「物自体」である*120。また、彼らにとって歴史の創造主

体は、「偉大な個性」と「歴史的現実の自然法則」とに

両極分解し、「それら二つの極は―別々に切り離しても、

*117 このギャップの直接的な表現が、Leninのいわゆる「外部注入論」として知られているものである。ただし、この外部とは、よく誤解され
ているような「労働者階級の外部」という意味ではなく、「労使関係の圏外」という意味である。高嶋 (2021)を参照のこと。

*118 LukácsはMarx「ヘーゲル法哲学批判序説」からの言葉を引いて、これを簡単に説明している。「もしプロレタリアートがこれまでの社会
秩序の解体を告げたとしても、それはまさしく自分自身のあり方の秘密を表明しているにすぎない。なぜならば、プロレタリアートは、こ
の世界秩序の事実上の解体であるからだ。」

*119 媒介とは、下の例ではプロレタリアートの立ち位置のことであり、自明でわかりやすい。しかし、たとえばその時代を代表する各国経済の
配置を媒介として資本主義の発展諸段階―重商主義・自由主義・帝国主義―を掴むことはより困難である。

*120 Lukácsは次のように言っている。「世界戦争と世界革命以来、冷静に判断する人間なら誰でも、すべてのブルジョア思想家および歴史家が
現代の世界史的出来事を世界史として把握できない完全な無力さを、嫌悪すべき記憶として肝に銘じている」。この言葉は、同じく第二イン
ターナショナルの指導者にも向けられている。

*121 Lukácsは、Marxが Bruno Bauerへの批判のなかで「ブルジョア的歴史観すべての論理的立場は、「大衆」の機構化と英雄の非合理化を
めざしている」と指摘していることに注目している。これはコミンテルンとスターリニスト党のなかで起きたこと (官僚主義の蔓延と「ス
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また結びつけても」現実に目の前で起こっていることに

何の解明ももたらさない*121。

これにたいする媒介の論理とは何か。これは目の前

にある現実を、社会の普遍的な本質が歴史的「構造諸形

態」を通じて現象したものとみなす論理であり、「存在

の各段階 (およびそれに対する概念的把握の態度の各段

階)」をつなぐ実体の論理により構成される。この論理

はそれ自体が弁証法的な性格をもち、「現実」と「(現実

に対決する)われわれの努力」(両者ともに「弁証法的性

格」をもっている)とのあいだで、新たな対象性を生み

出す*122。こうした「経験の総体」として、「媒介の概念

体系」が得られる。これは「直接性の乗り越えが対象の

具体性を高めてゆく方向で行われる場合」に、はじめて

現実的なものとなる。

* * *

上では媒介の論理=プロレタリアートの方法は、さし

あたり直接性の論理=ブルジョアジーの方法と区別され

ただけで、その内実は明らかにされていなかった。c-2

では、これが批判の論理*123として、より詳細な規定を

与えられることになる。

今はいかなる「構造諸形態」であるのか。「なぜ、こ

れこれの原理が」この時代に「あらわれ、他の世紀にあ

らわれなかったのか」という問いは、歴史的なものを論

理的につかむ極意である。この問いかけの態度は、次の

ものとは違う。

i). 上の問いかけは、「直接にあたえられた (すなわち

経験的な)社会構造を単純に受容すること」では

ない。そうした態度は「経験のたんなる直接性」

の立場でしかない。

ii). また上の問いかけは、「ユートピアへの意志」とも

異なる。つまり「経験に単純な不満を感じ」、「経

験の受容を拒否」し、あるいは「この経験を変化

させようと単純に―抽象的に―意志」することで

はない。そうした態度は「たとえ哲学的に客観化

され明晰なものとされた当為 (sollen)という形態

をとったところで」、「哲学的に純化された単純な

主観主義」を少しも越え出るものではない。

プロレタリアートに求められているのは「いかなる原

理の媒介によって、当為 (sollen)が
●

一
●

般
●

に存在 (sein)の

なかに影響をおよぼすことが
●

で
●

き
●

るのかを明示するこ

と」である。そのためには、今目の前にある存在を、主

体にとっての「自然」として措定し、これとの交互作用、

すなわち批判を実行することが必要である。つまり「プ

ロレタリア的思考は、ブルジョア社会を、その思想的な

いし芸術的な加工物とともに、方法の
●

出
●

発
●

点としてとら

え」なければならない。

この批判という方法は「ブルジョア的歴史観」の「虚

偽なるもの」「一面的なもの」を「社会認識の方法的構

築のなかでの必然的な契機」とする。その誤びゅうも特

質もそれぞれの「当の階級のあり方と必然的に結びつい

ている」。すなわち、

i).「ブルジョアジーにとっては、かれらのとる方法

は直接その社会的なあり方から出てくる・・・そ

れゆえたんなる直接性は、表面的ではあるが、そ

のためにかえって克服できない限界としてブル

ジョアジーの思考にまとわりついている」。

ii).「プロレタリアートは、
●

出
●

発
●

点で、すなわち自分

の立場を受け入れた瞬間にこの直接性の限界を、

内的に克服」している。

上の方法は、労働の自己疎外の現実にたいする認識に

ついてもあてはまる。ブルジョア社会において、人間は

「自分の社会的存在」を二重化させる。この「人格の二

重化」のなかでは、「一方で人間が商品運動の要素に分

解されるとともに、他方でこの運動の (客観的で無力な)

傍観者になる」。この事態は、ブルジョアジーとプロレ

タリアートでは異なって意識される。

i). ブルジョアジーの意識にはこれが「自分の主体の

―もちろん客観的には見かけだけの―行動または

ターリン崇拝」)にも当てはまっている。ただし、このことは当時のソ連邦が「赤色帝国主義」であったということをかならずしも意味しな
い。

*122 Lukács は技術的な対象認識 (人間と自然とのあいだの認識) ではなく、社会史における人間と人間社会とのあいだの認識を問題としてい
ることに注意する。だから、「(現実に対決する)われわれの努力」とは典型的には革命実践のことであろう。

*123 もしこの論理が同時に、マルクス主義理論家同士の間でも守られるべき倫理として共有されていたならば、われわれは「イデオロギーの立
場」に陥ることなく、理論と実践を強力に押し進めることができていたであろう。
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成果であるというように受け取られる」。

ii).「プロレタリアートにとっては、自分の社会的存

在のこの二重化した姿は存在しない」。というの

も「個々の労働者は、みずからを自分の生活の主

体であるかのように」考える幻想を絶えず打ち砕

かれるからである。労働力商品化の「抽象過程」

のなかで彼の労働力は「自分に属する商品とし

て」売られ、「機械化され合理化された部分過程

のなかに組み入れ」られる。彼の労働は「純粋量

に還元される」。

また商品の資本への転化において、ブルジョアジーに

とっては量の変化にすぎないもの (価値形成過程→価値

増殖過程)が、プロレタリアートにとっては質の問題に

転化している。労働時間の問題は「そこにおいてまさに

物象化がその頂点に達する」問題である。すなわち、

i). ブルジョアジーにとって、労働日における「搾取

の量的区別」は・・・「自分の計算の (対象である)

客体の量的規定」にすぎない。

ii). プロレタリアートにとって、労働時間は「肉体的、

精神的、道徳的など自分の実存全体の決定的な質

的なカテゴリー」であり、「主体または人間とし

ての労働者の定在の特定の実存形態」である。そ

れはたんに「自分の販売される労働力という商品

の客体的形態」というばかりではない。

そして、プロレタリアートが意識*124をもちながら労

働力商品という一個の商品になるとき、つまり「自分の

労働力を全人格に対して客体化し、これを自分に属する

商品として販売することを強制される」とき、「商品とし

て自己を客体化する人間のなかで客体性と主体性との分

裂が生じる」。「生産過程のたんなる客体への労働者の転

化・・・の状態は同時に意識されうるものとなる」*125。

i). 一方では「労働者はその社会的存在において、直

接的に
●

完
●

全
●

に客体の側にたっている」。つまり、

労働者は生産過程において「社会的労働過程の担

い手ではなくて、その対象」(使用価値) にすぎ

ない。

ii). 他方では「労働者は、商品のなかで自分自身を認

識し、資本と労働者自身の関係を認識する」。た

しかに「商品としての労働 (力)の「使用価値」は

(すべての使用価値と同様に) 資本主義の量的な

カテゴリーのなかに跡形もなく消え去る」。しか

し、商品生産のために労働者が自己の労働を支出

しなければ、この社会は停止してしまう。そして

この自己の労働は個人的な労働である*126。した

がって流通過程において「労働者は、自分自身を

商品として意識するときにのみ、自分の社会的存

在を意識する」。

このような客体性と主体性の分裂は、「実践」として

機能する (つまり反抗を呼び起こす)「認識」をもたら

す。すなわち「労働者が自分を商品として認識するこ

と」は、「商品の物神的性格の秘密」(商品同士の関係の

なかの人間の関係) を暴露する。だから Lukács は、こ

こから次のように結論するのである。

商品の物神的性格についての章のなかに、史的唯物

論全体が、すなわち資本主義社会の認識としてのプロ

レタリアートの自己認識全体 (および資本主義社会へ

の諸段階としての従来の諸社会の認識) がひそんでい

るのだ・・・ルカーチ (1991)

* * *

c-3においては、直接性をいかにして離れるか (乗り越

えるか)が議論される。しかし、それはただちに階級闘

*124 Lukács は官僚制と意識との関係について興味深い考察を行っている。「労働者の物象化過程」において、普通はその意識=「かれの人間
的・心的本質」は商品には転化せず、それゆえに労働者の反抗ということが可能になっている。ところが、官僚においては「物象化に反抗
する唯一の担い手であるはずの器官もまた、物象化され機械化されて、商品になっている・・・そこでは、かれの思想や感情などもその質
的存在において物象化されている」。彼の地位は「安全性の見かけがあり・・・支配階級に出世する―抽象的な可能性が存在している・・・
それゆえ・・・「身分意識」が培われ、これが階級意識の成立を妨げる」。

*125 この傾向がさらに労働力商品化の個々の過程だけではなく、全般的なブルジョア社会の拡大と完成という観点から見られるとき、やはり
「量の質への転化」という側面が現れる。ブルジョアジーにとってはこれは「かれの計算と投機との対象の量が増大する」ということにすぎ
ない。ところがプロレタリアートにとっては、この

●

同
●

じ過程が「
●

階
●

級
●

と
●

し
●

て
●

の
●

自
●

分
●

自
●

身
●

の
●

成
●

立を意味する」。
*126 Lukácsは奴隷制、隷農制では、労働が「直接的に社会有機体の一肢体の機能として」支出されるがゆえに、このようなことを意識しえな

いとしている。だから、この事態は資本制に特有の歴史性をもった事象である。そしてまた、この事態は「個人労働の社会への関係を媒介
している抽象的一般性と個別化された個人との対立」としても表現される。
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争と革命の問題を提起することにはならない。Lukács

は次のように警告を与える。

ここでわたしは、(直接的な)個別利害と、経験や認識

によって獲得される (媒介された) 階級利害との矛盾、

つまり一時的な直接的な利害と持続的な一般的な利害

との矛盾、という問題を取り扱うつもりはない。・・・

ここで、もし階級意識を直接的な定在形態であると考

えようとすれば、神話学におちいることを避けられな

いのであり、(ちょうどヘーゲルの「国民意識」のよう

な)謎めいた類意識―この類意識と個人意識との関係、

および前者が後者に及ぼすはたらきはまったく理解で

きないものであり、さらに機械的・自然主義的心理学

によってはいっそう理解できないであろう―が運動の

創造者として現れることになる・・・。

・・・共通の状態および共通の利害を認識すること

によってめざめ成長する階級意識は、抽象的にとらえ

れば、プロレタリアートに特有のものではない。プロ

レタリアートの状態に唯一のあり方が基礎としている

のは・・・直接性の乗り越えが社会の
●

総
●

体
●

性
●

を
●

志
●

向
●

し
●

て
●

い
●

るということである。したがって、―乗り越えの
●

意
●

義からいって―乗り越えは、再帰する直接性という、

相対的により高次の段階のところにとどまってはなら

ず、この総体性への不断の運動のなかに、それゆえ自

己をたえず止揚する直接性という弁証法的過程のなか

になければならない*127。ルカーチ (1991)

プロレタリアートにとって、資本主義的物象化の直接

性を乗り越えることにおいて「観想的に完結すること」

は許されない。その乗り越えは「直接的な目前にある存

在 (とその「法則」)」から出発し、「弁証法的矛盾から

発生する質的に新しいもの」をめざす「現在から未来へ

の媒介運動でなければならない」*128。この過程は次の

ように記述される。

1).「人間はつねに物象化された合法則性というこの

直接性から出発せざるをえない」。

2).「現代ブルジョア社会の止揚が現実的な止揚であ

るべきだとすれば、それはたんなる思想的運動に

とどまることはできない」。

3).「実践は認識から分離されることができない」。

「弁証法は歴史のなかへ持ち込まれるものでも、

歴史を手がかりとして解明されるものでもなく

て、むしろ歴史そのものから、一定の発展段階に

おける歴史の必然的な現象形態として
●

読
●

み
●

取
●

ら
●

れ
●

るのであり、意識される」*129。

4). 一方では「プロレタリアートの意識は歴史的に

必然的なものの表現にほかならない」。他方では

「弁証法的必然性は、機械的因果必然性とはけっ

して同じものではない」。「労働者階級は崩壊しつ

つあるブルジョア社会の胎内ですでに発展してい

る新しい社会の要素のみを
●

解
●

放しなければならな

い」。つまり「資本主義発展の産物である―たん

なる矛盾」に「何かある
●

新
●

し
●

い
●

も
●

の」=「行動へ

と転化するプロレタリアートの意識」が「つけ加

えられなければならない」*130。

5). そのようなわけで、プロレタリアートにとって

「直接性を乗り越えること」=「行動の客体の対

象性を変革すること」である。この変革と社会法

則の関係は、ブルジョアジーの意識にあらわれる

ものとは全く異なる。

i).「目前にある諸対象も、遠く離れている諸対

*127 ここで Lukácsは極めて重要なことを指摘している。つまり批判の立場が「相対的により高次の段階」を自称するだけのイデオロギーの立
場へと疎外されてはならず、あくまでも「自己をたえず止揚する直接性」の立場に、すなわちイデオロギー=科学の立場に立たねばならな
い、ということを主張しているのである。さもなければ、プロレタリアートの運動は一つの (あるいはいくつかの)「神話学」に、つまりファ
シスト的なものか、スターリニスト的なものかを問わず「謎めいた類意識」の強制する「神話学」に堕落する、と警告しているのである。

*128 唯物弁証法においては「対象そのものの対象性形態を一つの過程に、または一つの流れに転化する」のであり、ここで「物とは過程に解消
された契機」とされる。Lukács は古代弁証法と唯物弁証法とがまったく異なること、しかし Hegel においてはこの二つの折衷 (あるいは
古代弁証法の要素の混在)が見られることを指摘している。

*129 歴史の中から読み取られるべき弁証法として、再生産の観点がある。つまり繰り返される「過程」は、その「過程がたんに孤立している事
象であるかのような仮象的性格を消滅させる」。そこで「社会的諸対象はたんなる物ではなくて人間関係にほかならない」という、商品の物
神的性格の秘密にかんする認識は、さらにそれが「生産と再生産の不断の過程のなかに解消されてしまうとき、この立場においてこそプロ
レタリアートが―たとえ束縛され、しかも最初は無意識であろうと―その過程の真の

●

主
●

体であることが意識できる」。
そこでMarxの次の言葉が参照されることになる。「ある木綿工場の一労働者、彼はただ綿布を生産するだけであろうか。そうではない。
彼は資本を生産するのだ」。

*130 この意識について Lukácsは、「意識はそれに対立する対象についての意識 (a) ではなく、対象の自己意識 (b) であるから、
●

意
●

識
●

化活動はそ
の客体の対象性形態を変革すること

●

な
●

の
●

で
●

あ
●

る」と注釈している。(a) は通常われわれが対象認識の起点として発見する意識のことである
が、ここで問題とする (b)は労働力商品の意識としての意義を持つ労働者自身の自己認識のことである。だからこの場合、意識することが
すなわち変革になるのだと Lukácsは言っている。
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象もまったく同様にこの (プロレタリアート

の)変革を受ける」が、変化は「目前の諸対

象ではより明白に目に見えるようにあらわ

れる」。

ii). 他方、ブルジョア的思考にとって「直接的所

与から離れることは・・・空間的・時間的に

離れている諸対象を合理的な計算に引き入れ

ることを意味する」。これは「諸対象を社会

的「自然法則」*131の形態のなかで把握する

仕方」であり、同時に彼らにとって「乗り越

えがたい限界」として特徴づけられる。

このような変革の具体的な例として、c-2でも取り上

げられた労働時間の問題が再び取り上げられる*132。た

だしこれはたんなる例示ではなく、実は階級闘争の根本

問題=暴力の問題にかかわることが明らかとなる。ここ

での暴力とは以下の引用にあるブルジョア社会における

「同等な権利と権利とのあいだ」を裁定する権力 (すなわ

ち「資本主義的合理主義のもつ非合理性の (という) 限

界、または資本主義的法則の中断点」)と同義である。

要するに、全く弾力性のある諸制限を別とすれば、

商品交換そのものの性質からは、労働日のいかなる限

界も、したがって剰余労働のいかなる限界も、生じな

いのである。資本家は、労働日をできるかぎり延長し、

そしてできれば、一労働日を二労働日にもしようとす

るばあいには、彼の買い手としての権利を主張する。

他面では、売られた商品の特殊な性質が、買い手によ

るそれの消費にたいする一つの制限をふくみ、そして

労働者は、彼が労働日を一定の標準的な大いさに制限

しようとするばあいには、売り手としての彼の権利を

主張する。したがって、ここには一つの二律背反が、

ともに等しく商品交換の法則によって、確認された権

利と権利との対立が生ずる。

同等な権利と権利とのあいだでは、力がことを決す

る。かくて、資本主義的生産の歴史においては、労働

日の標準化は、労働日の諸制限をめぐる闘争として現

れる―全資本家、すなわち資本家の階級と全労働者、

すなわち労働者階級とのあいだの一闘争として。

マルクス (1969a2)、第 8 章「労働日」第 1 節「労働日の限界」

また Lukácsはこの暴力の意味がブルジョアジーとプ

ロレタリアートとではまったく異なることを指摘して

いる。

i). ブルジョアジーにとっては「彼らの日常生活を直

接的に継続すること」である。これは「新しい問

題を意味するものではなく」、それゆえ「おのず

から生じてくる社会的矛盾の一つすらも解決」し

ない。

ii). プロレタリアートにとっては、その効力、働き、

可能性、意義は「既存の経済の直接性を克服する

程度」に応じて変わる*133。

* * *

c-4では現実性の問題、したがって現実主義、日和見

主義の問題が論じられる。つまり、いったん直接性を離

れて過程に身を投じたプロレタリアートはその現実性を

どこに (どのように) 見出すか、ということが主題とな

る。ここでは「現実性」というものについて、低次の段

階のそれからより高次の段階のそれが区別され、この区

別が「事物」と「過程」の弁証法的なつながりのなかで

統一的に把握されることになる。

ここで注意すべきことは、もしも Lukácsが前章で取

り扱った〈原理論的恐慌論〉を知っていたならばより

明快な記述をなしえたであろうということ (これらに

ついては脚注のなかで言及する)、それにもかかわらず

Lukácsの議論は大筋のところで間違っていないという

ことである。そしてその論述は、明らかに当時のドイツ

社会民主党と第二インターナショナルの痛いところを突

いている。

まずプロレタリアートは「あらゆる現象の過程性」を

認識する。つまり、「「事実」と普通に呼ばれているもの

も、実は過程から成り立って」おり、「事実」は「全過程

の部分にほかならず、切断され人為的に孤立化され、硬

直化されたその契機」にすぎないことを知る。したがっ

て「全過程」の傾向こそが「「事実」よりも真の高次の現

*131 「このような法則概念は・・・本来は (封建的)現実を変革する原理であった・・・が、変革が行われてしまうと、その法則としての構造を
保持することによって (ブルジョア的)現実を保守する原理となった」と Lukácsは指摘している。

*132 c-2では「さしあたりただ労働者の立場から、彼の意識が商品の意識として (したがってブルジョア社会の構造的核心の意識として)成立す
る」ことが論じられたに過ぎなかった。

*133 この点について、L. Trotsky と J. Dewey とのあいだの「目的は手段を浄化するか」についての論争が是非とも参照されるべきである。
高嶋 (2020)を参照のこと。
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実性を体現する」ことを知る。ここにおいて現実性は、

通俗的な意味とは著しく異なった姿をあらわす。

生成が存在の基礎としてあらわれ、過程が物の真理

としてあらわれるとすれば、このことはたんなる経験

の「事実」よりも歴史の発展傾向の方がより高次の現

実性を付与されるということを意味する。ルカーチ (1991)

この過程のなかで、存在と思考とはこれまでとは異

なった光で照らし出される。

i). これまでの「内在的で盲目的な動力によって動か

され、敵対しあっている過程は・・・現在に対す

る過去の支配として、または労働に対する資本の

支配として、みずからをあらわす」。

ii).「直接性の基盤にしがみついている思考は・・・

謎めいた力としてはたらきを貫徹する傾向に (助

けを求めるすべもなく)対立する」。「これらの傾

向のなかで開示される過程の意味は資本主義の止

揚ということであり・・・この問題を意識するこ

とは、ブルジョアジーにとっては精神的自殺を意

味する」。

新しい発展の傾向性として、「平均利潤率の傾向的低

落の法則」がとりあげられる。ただし、Lukács はこれ

を「傾向」にたいする意識や反応の例示として取り扱っ

ており、これが社会法則性として何を意味するかまでは

つきつめて考えていない。

i).「平均利潤率は個々の資本家に知られも、認識さ

れもしないものであって、しかもかれらの行動を

規定するものであるから、平均利潤率の資本家に

対する関係は、ヘーゲルが鋭く認識した「理性の

狡知」の構造をそのまま示している」*134。

ii).「真の弁証法論者であるローザ・ルクセンブルク

は、発展の傾向としては純粋資本主義は不可能で

あるととらえていた。そしてこの傾向は、その必

然的結果として、それ自身が「事実」となる以前

に人間の行為を―人間に意識されずに―決定的に

規定するものとされた」。このような行為は、資

本家階級の「熱狂的な植民地獲得とか、原料市場

や製品販売市場をめぐる闘争とか、帝国主義や世

界戦争など」に示される*135。

そして最後に Lukácsは日和見主義というものを次の

ように性格づける。すなわち「日和見主義はつねに「事

実という基盤」に立」ち、「弁証法的方法を放棄する」精

神である。彼らは「発展の傾向に無知であるか、それと

も、これ (発展の傾向) を一つの―主観的倫理的な―当

為へと押し下げ」、より高次の現実とは見ないのである。

* * *

c-5 では相対主義の危険性が論じられる*136。相対主

義とは、絶対的価値観に反対する一群の哲学のことで

あり、ソフィスト Protagorasの言葉「人間は万物の尺

度である」を源流とし、その範囲は Feuerbach の人間

学から、Meister Eckhart、Thomas Carlyle、Lev Tol-

stoy、Friedrich Jacobi の人間主義 (ヒューマニズム)、

Friedrich Nietzsche、Oswald Spenglerの虚無主義 (ニ

*134 平均利潤率の存在は、資本 (と労働) がどの生産部面に振り向けられるかを規定する、という意味で、資本家の意識の外にある客観的な社
会法則性であり、しかもその法則は資本家自身の行動によって確率的平均値として決定されている。これはまさしく「理性の狡知」と呼ば
れるべきであろう。
さらに再生産の繰り返しは、日々あらたな可変資本を生産過程に吸収させ、相対的過剰人口を枯渇させ、個別利潤率の傾向的低落をもた

らすであろう。そして、これは〈資本の過剰〉として恐慌を呼び込む。これらのことが上に付け加えられなければならない。この過程は前
述の平均利潤率を形成する競争と同じく無意識のものであり、直接性にとらわれた人間はそれに服従せざるをえない。
ところが、これに労働日の標準化にかんする闘争を加えてみると不思議なことが起こる。やはりこの過程は上と同様に利潤率を押し下げ、

経済的危機の到来を早めるが、上のものとは違いこれは目的意識的行動なのである。つまり、プロレタリアートは〈価値法則〉の存在を利
用して、ほかならぬその〈価値法則〉自体の崩壊を準備することになる。このような闘争が可能となるには、プロレタリアートが、直接性
から離れた上で、自身の目的と行動を十分に自覚していることが前提となる。

*135 Luxemburgの信念は理論的に正しいかたちで表現されるべきであった。すなわち、拡張再生産過程のなかで〈資本の過剰〉が露呈するこ
とは必然であることが示されるべきだった。そしてこの〈資本の過剰〉を処理する形態として、植民地政策や帝国主義戦争などがある。こ
れらのものは、現実の矛盾をたんに弥縫するものであり、危機を先送りにするものでしかない。またさらにその先により大きな危機を呼び
起こす「傾向」ともなる。われわれはこれを「傾向」ではなく「事実」としてつかむべきである。

*136 Lukácsは無政府主義について一言も触れていないが、その記述を追っていけば「権力獲得の放棄」という無政府主義者の主張も、絶対者
=国家を否定する相対主義の文脈に含まれていることがわかる。Lukácsは「絶対者とは、思想的固定化にほかなら」ず「現実を具体的に歴
史的過程として把握しえないという (相対主義者たちの)思考の無能さが、神秘化されて積極的な方向をとったもの」であり、相対主義者た
ちは「絶対者を見かけの上でだけ世界から遠ざけている」と批判している。
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ヒリズム)、プラグマティズムなど幅広い。彼らの基本

戦略は、他者の価値観にたいして自己の価値観をぶつ

け、そこに矛盾を生成してみせることで他者の価値観を

相対化するというものである。相対主義はなにごとも解

決しないが、価値観が崩壊する危機のなかでは一種の避

難所を提供する。

そして、この相対主義は当時のドイツ社会民主党のな

かにも (Lassalle 主義の残滓として) 存在していた。台

頭しつつあったボルシェビズムにたいして Kautsky を

はじめとした批判がまき起こっていたが、その隠された

動機が彼らの相対主義であり、それは物象化の乗り越え

損ないの一形態にほかならないことを Lukácsは明らか

にしようとしている*137。

相対主義は、物象化を克服する運動のただなかで、こ

の運動に対抗するかたちでプロレタリアートの意識内部

に誕生する。その物質的基礎、物象化との関係からみた

特色は以下のとおりである。

i). 相対主義は、現実的に「人間が、あらゆる (社会

的な)事物の尺度」になったときに出現する。つ

まり相対主義はその物質的基礎をもっている。

1).「人間世界の構造」は「人間と自然との対決

および人間と人間との対決・・・の過程がそ

こで行われるところの」舞台となり、人間は

そのなかに「自分の実存の基礎を、それゆえ

また自分自身をどの程度まで明瞭に意識して

いるか」を見出す。

2). 物象化過程はすでに逆転をはじめている。つ

まり「事実」と傾向とのあいだに次元の異な

る現実性が見出されるようになり (つまり現

実の基盤が希薄になり)、「この思想にもとづ

いて経済的諸対象を事物から、過程的に自己

変革する具体的な人間関係へと再転化する」

試みがなされている。この時期には、「究極

の存在根拠および説明根拠として、人間また

は人間の相互関係に還元されないようなも

のは、もはやなに一つ歴史にはあらわれてこ

ない」。

3).「歴史は、一方では人間自身の行為の・・・産

物であり、他方では人間活動の諸形態または

人間の自分自身・・・との関係がそこで変革

される過程の次々に続く連続」となる。

このような物象化過程の逆転、すなわち「客観

的現実」のいわば弁証法化に直面した個人が、人

間を同様に弁証法化することを拒絶し、たんに人

間主義または人間学的立場を絶対化 (「非弁証法

的ヒューマニズム」)するところに相対主義が生

み出される。またこの相対主義は「人間を、神で

は止揚できない外的現実を内的に克服すべき「聖

者」だとするユートピア的な考え方」(「革命的

ユートピア主義」)にもつながる。

ii). 相対主義は、古い価値観の一種の「思想的崩壊現

象」である。

相対主義者たちは、自分もまた疑問を抱いてい

る合理主義または宗教性の―疑惑や絶望というか

たちをとってあらわれる―
●

思
●

想
●

的
●

崩
●

壊
●

現
●

象にほ

かならない。それゆえ相対主義者は、彼らの「敵

対する」合理主義などの成立基礎である社会的存

在が、すでに内的に問題をはらむようになったこ

とを示す・・・歴史的に重要な一つの
●

徴
●

候なので

ある。

だがかれらは、ただこのような徴候としてだけ

意味をもっているにすぎない。というのは、現実

の精神的価値は、かれらに対して、かれらの敵対

している文化を、つまりまだ打倒されていない階

級の文化を代表しているからである。ルカーチ (1991)

相対主義への処方箋は、プロレタリアートの実践と

(その階級的立場の意識化されたものとしての) 弁証法

的唯物論である。相対主義と弁証法的唯物論は「あらゆ

る事物の尺度としての人間を・・・見かけの上では共通

の・・・出発点としている」。しかし後者は、絶対者と

それを拒否する相対主義者をともに歴史的過程のなかの

契機となし、両者にはたらきかけることでその止揚を図

るのである。

さまざまな形態での絶対者がその概念的対応物と

なっている存在形態がすべて過程に解消され、具体的・

歴史的現象として把握され、その結果、絶対者はもは

や抽象的に拒否されるのではなくて、むしろ過程その

ものの契機として、具体的・歴史的な姿において把握

される・・・。さらにまた、歴史的過程の一回性、そ

*137 ボルシェビズムの評価についてはルカーチ (1991)第 5章以降の具体的な課題となる。
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の弁証法的前進および弁証法的後退は、
●

人
●

間の (社会

的)
●

自
●

己
●

意
●

識である真理*138がより高次の段階へ到達す

るための不断の闘争なのである。・・・人類が自分自

身の生活根拠をはっきり見抜き、それに対応してこの

生活根拠を
●

変
●

革
●

す
●

るやいなや・・・同時にその絶対者

もその「相対主義的」対極も、その歴史的役割を果た

しおえてしまうのである*139。ルカーチ (1991)

弁証法的唯物論において、人間は歴史的かつ弁証法的

に二重にとらえられる。Lukácsはこれを次のようにま

とめている。

i).「人間を社会という具体的総体の構成員としてつ

ねに考え」る。「人間自身」を「この具体的総体

のなかに組み込まれ、真に具体的なものにまで高

め」た上で、「この総体そのものも人間から説明」

する。「抽象的に絶対化された人間」については

これを断固として拒否する*140。

ii).「人間そのもの」を「弁証法の基礎をなす主体・客

体の同一性として」とらえる。「さしあたり弁証

法の最初のカテゴリーをこの人間にあてはめるな

らば、
●

人
●

間
●

は
●

存
●

在
●

す
●

る
●

と
●

同
●

時
●

に
●

存
●

在
●

し
●

な
●

い」*141。

最後に、Lukácsはドイツ社会民主党の陥った疎外状

況を相対主義の観点から検討する。

i). 社会民主党の態度のなかに「非有機的に並び立つ

経験主義とユートピア主義」が明瞭に示されてい

る。前者は「事実」(止揚されることのない直接

性、社会の「自然法則」)への癒着を、後者は「現

代および歴史には無縁な空虚な幻想主義」(たん

なる当為)をあらわしている。この態度は、前衛

党による「弁証法的・実践的統一」の過程が、相

対主義によって分解されてできたものである。

ii). 上の態度は、経済の領域と政治 (国家) の領域を

抽象的・絶対的に引き離すことによっていよいよ

明白となる*142。前者については経済的宿命論、

後者については「倫理的」ユートピア主義がもち

だされる。つまり、(「物象化された意識では把

握できない」) 前者への対応策として後者 (「国

家の「人間的」機能」)を考えていることになる。

経済の領域ではプロレタリアートをして「意志

を失って宿命論に従属」させ、政治の領域では諸

問題を「倫理的」に自分の意志にもとづいて取り

上げる。これは「プロレタリアートの歴史的な使

命」を「みずから進んで断念し、資本主義の「諸

法則」が (プロレタリアートを) いかに奈落に向

かって追いやるかを、宿命論的に傍観」する態度

である。

*138 「人類社会の前史」における「真理」について、Lukácsは次のようにいう。「真理というものは、「人間社会の前史」つまり階級闘争の時
期では、本質的に把握できない世界に対してとりうるさまざまな態度を、周囲の世界の支配や闘争の要求に応じて固定化させるはたらき以
外のどんなはたらきもなしえず、したがって個々の階級の立場およびそれにふさわしいその対象性諸形態に関しての「客観性」だけをもつ
にすぎない」。これはわれわれがイデオロギーの立場としたものと同じである。(ここで Lukácsが「階級闘争の時期」といっているのは文
脈からいってプロレタリア革命以前の状態を指す。)

*139 Lukácsのこの記述は、是非とも国家=革命論として読まれるべきである。ブルジョア社会における絶対者とは言うまでもなく国家である。
これを無政府主義者 (相対主義者)は自分から遠ざけて、見ないふりをしている。しかし、プロレタリアートはこれを歴史的過程の現象とし
てそこに積極的に関与し、国家を絶対者の地位から引きずり落とす。またその関与のなかで自己自身の位置を確認するのである。

*140 Lukácsはここから「個人というものはけっして事物の尺度とはなりえない」としている。個人の「純粋に「内的な自由」は外界の不変性
を前提としているのであるから、物象性と決定論から「自由」へと脱出しようとする試みは、すべて挫折せざるをえない。それゆえ、自我
を当為と存在に、叡智的自我と経験的自我に分裂させても、それは個別化された主体のためにけっして弁証法的生成を基礎づけることはで
きない」。

*141 Lukácsはこれを社会的実践の枠内でのみ考えており、この観点から物象化の結果としての「抽象的な公民」にあてはめ、Marxの次の言
葉「国家とか私有財産などはどのようにして人間を抽象的なものに転化するのか、いいかえれば、どのようにしてそれらは個々の具体的な
人間の現実性ではなくて、抽象的人間の産物であることになるのか、が示されなければならない。」を引用している。
しかし、これに先だって技術的実践、すなわち人間と自然との関係が措定され、その主客交互作用において「存在すると同時に存在しな

い」人間が理解されるべきではないか。その労働する人間がやはり具体的に労働組織 (人間と人間との関係) として掴まれるべきではない
か。

*142 Lukácsはこの発想の源流に Lassalleの考えがあることを暴き出している。「ラサールは経済と国家とを抽象的・絶対的に分離し、人間を
一方では物、他方では人間として固定して規定しているために、そこでは第一に、直接的・経験的な事実性にはまりこんだ宿命論を成立さ
せることになる・・・とともに、第二に国家の「理念」は資本主義的経済発展から切り離されて、まったくユートピア的な、その具体的本質
とはまるで無縁な機能を付与される」。そして、Lukácsは Kautskyを「ラサールの混乱の後継者」と呼んでいる。
なお Kautsky 批判に関連して Lukács の云っている「カウツキーの新しい綱領草案のなか・・・では、政治と経済とが固定されて機械
的に分離されて」いる、とはおそらく”Guidelines for a Socialist Action Programme”(1919)のことではないかと思われる。
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iii). 社会民主党のこの態度は、「ブルジョアジーの前

での完全な降伏」である。なぜならば、上の態度

はみずからの武器 (社会の総体的な・弁証法的な

把握) を放棄して、「ブルジョアジーの基本的な

階級的利害」に拝跪し、はじめから社会の「弱体

な部分にとどま」ることだからである。これは

「価値・理念・当為などとしての「人間」の原理

が・・・ブルジョア的な物象化した直接性に逆戻

りする徴候なのである」。

* * *

c-6 では、物象化からの脱却の過程 (プロレタリア革

命*143) が実践の見地からあらためて整理され、いくつ

かの注意がなされる。またこの過程がたしかにブルジョ

アジーの陥った二律背反を解消することが示される。

まず Lukácsはプロレタリア運動の総過程を次のよう

に叙述する。

この物象化を克服することは、具体的に生じてくる

発展全体の矛盾に具体的に関わり、この発展全体に対

する矛盾の内在的意味を意識化することによって、物

象化された定在の構造を実践的に打破しようとする傾

向をたえずくり返し新たに再生産すること以外の形態

ではありえない・・・ルカーチ (1991)

またその総過程において重視されるべき点を以下のよ

うにまとめる。

1).「物象化された定在の構造の打破は、過程そのも

のの内在的矛盾を意識化してはじめて可能とな

る・・・したがって、プロレタリアートの行動は

つねに発展のすぐ次の歩みを具体的・実践的に遂

行できるだけである」*144。

2).「総体性の関係が外への広がりにおいても、内容

的にも充実して、これが行動の動因と客体へと意

識的に関係づけられるということは、必ずしも必

要ではない・・・弁証法的総体性においては、個

別的契機は全体の構造をみずからのうちに担って

いる」*145。

3).「この歩みが正しいか誤っているかを判断する際

に重要になるのは、発展全体に対して機能する正

しさや誤りだということである・・・行動が機能

において正しいか誤っているかということを最後

に決める基準は、プロレタリアの階級意識の発展

のなかにある・・・*146」

4).「プロレタリアートの意識の優れて実践的な本質

は、適切な正しい意識がその客体の変革を、なに

よりもまず意識自身の変革を意味する、というこ

とにあらわれる・・・プロレタリアートこそが真

の現実性―意識性にめざめた発展傾向―を代表

する・・・」

第 4の点にかんして、さらに Lukácsは古典哲学が解

答を目指した意識と存在の統一の問題 (Kant の「物自

体」)が、プロレタリアートの実践のなかでどのように

*143 Lukácsは物象化からの脱却=プロレタリア革命であると云っているわけではないが、これらを等置することはわれわれの思い込みを浮き
彫りにすることに役立つ。「プロレタリア革命」という言葉によって表現されるものは、通例は革命政権の樹立であるとか、生産諸手段の共
有化、あるいは労働者による生産管理などであろう。しかし、これらはすべてその時点での「事実」であり、過程ではないことに注意すべ
きである。Lukácsが「事実」を過程のなかに解消すべきことを説いている以上、通例的に理解されている一つ一つの事象は (結節点として
の意味はあるとはいえ)プロレタリア革命ではない、と言える。

*144 これに関連して Leninのいわゆる「すぐ次の環」が参照される。また同じくMarx「経済学批判」序文の次の言葉も想起されるべきであろ
う。「人間が立ち向かうのは、いつも自分が解決できる課題だけである。課題そのものは、その解決の物質的諸条件が既に現存しているか、
または、少なくともそれができはじめている場合に限って発生する」。
興味深いことに、Lukácsはこのことに関連して「革命の必然性」について (通常理解されるような)経済的宿命論ではない方法による解
釈を与えている。「もしプロレタリアートがこの歩みを進めることができないならば、矛盾は解決されずに残り、発展の弁証法的力学によっ
て、より高次の活力をもって形を変え強度を加えて再生産される。そして

●

こ
●

こ
●

に
●

こ
●

そ、発展過程の客観的必然性が存在する・・・」
*145 この例示として、Lukácsは始元的商品論からの資本論体系の展開を挙げている。だから、このことが可能になるにはわれわれが「次の環」

に内在された本質 (始元)を掴んでいることが必要になるのである。
*146 Lukácsは、認識の真理性の基準について「プロレタリア的思考」の実際的な性格を指摘するが、Engelsの言葉「プディングであるかどう

かは食べれば確かめられる」には一定の留保を付ける。Engelsの言葉はフォイエルバッハ・テーゼの第二テーゼを通俗化したものと思われ
ているが、Lukácsはこの場合の「プディング」とは「プロレタリアートが階級を構成すること」、「その階級意識が実践的に現実的となるこ
と」だと釘を指しているのである。

*147 Lukácsはこの問題を社会的実践の領域で議論していることに留意する。ブルジョア的物象化が解消され、「第二の自然」という名の「物自
体」が消失したあとになお残る領域 (「第一の自然」ないし技術的実践)は依然としてある。ただし、そこで議論される「物自体」とはもは
や物象化の現象としてのそれではない。なお、付録 A.2の戸坂の議論、A.3の宇野の議論も参照のこと。
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解かれるかを説明する*147。

1).「どのような「純粋思考」も、自己に対立する客

体の認識を課題としないわけにはいかず、こうし

て同時に主観性と客観性との問題を提起」するこ

とになる。「思考が「批判的に」なればそれだけ

「主観的な」思考形式と (存在する)対象の客観性

とのあいだの深淵はますます大きくなり、越えら

れぬものとなる・・・この現実性はカントでは―

物自体―として「批判的に」認識可能なものの外

部に立てられる」*148。「思考と (経験的) 存在と

が硬直し対立している結果、一方では両者が相互

に模写の関係に立つことができなくなるが、しか

し他方では正しい思考の基準は模写の道の上にし

か求めることができない」。

2).「マルクスはこの問題をフォイエルバッハに関す

るテーゼのなかで哲学を実践的なものへ転化する

ことによって解決した」。

i).「現実は存在するものではなくて、生成する

ものなのである・・・この生成のなかで、こ

の傾向のなかで、この過程のなかでこそ、対

象の真の本質が明らかになる」。「存在する

事物のパラドックスによって思考に課せられ

た
●

具
●

体
●

的
●

な問題」は「すべて、過程への事物

の・・・転化によって
●

具
●

体
●

的
●

に解決」される。

ii).「生成とは、同時に・・・過去と未来とを媒

介するものである。しかも具体的すなわち歴

史的な過去と、同じく具体的すなわち歴史的

な未来とを媒介する」。「具体的なものであ

る〈ここ〉と〈いま〉は、過程に解消される

ことによって、もはや過去を去り行ゆく把握

できない瞬間でも、かすめ去る直接性でもな

く、きわめて深く広く分岐する媒介の契機で

あり、決断の契機であり、新しいものを生み

出す契機」となる。

3).「人間が発展傾向を、その弁証法的対立から人間

が未来を
●

創
●

造することができる発展傾向を、現在

のなかに認識することによって、現在を生成とし

て把握しうるときにはじめて、現在、すなわち生

成としての現在は
●

か
●

れ
●

自
●

身
●

の現在となる」。「した

がって、未来を導きだす使命と意欲をもつ人のみ

が、現在の具体的真理を見とることができる」。

4).「たしかに思考の正しさを決める基準は現実であ

る。だが、この基準である現実は存在するもので

はなくて生成するものであり、しかも思考の関与

なしには生成しないものである。・・・このよう

な生成の機能を果たしうるのは、ただ具体的 (歴

史的)な生成だけである。そして、この生成のな

かでこそ意識は・・・必然的な不可欠の構成的な

要素となる・・・両者 (思考と存在)の同一性は、

それが同一の現実的・歴史的な弁証法的過程の契

機であるということにもとづいているのである」。

次いで Lukácsは、存在との統一を確かめた思考その

ものの特質 (実践性)の構造を明らかにしようとする。

1).「階級意識の弁証法的本質は・・・すべての非実

践的態度に内在する直接性への傾向を批判的に意

識し、過程としての総体または階級としてのプロ

レタリアートの行動への媒介と関係を批判的に解

明しようと努めることのなかにある」。

2).「プロレタリアートの思考のなかで実践的性格が

成立し現実化することも、同じく一つの弁証法的

過程である。この思考の内部での自己批判は、そ

の思想の対象の自己批判であり、ブルジョア社会

の自己批判*149である」。

3). またこの自己批判は「それ (プロレタリアートの

思考)の実践的本質が現実にどの程度まであらわ

れたのか、真に実践的なもののどの段階が客観的

に可能であるか、さらに客観的に可能なもののう

ちどれだけのものが実践的に実現されたか、とい

うことを批判的に自覚すること」でもある。

4).「プロレタリアートの思考は、まず最初はたんに
●

実
●

践
●

の
●

理
●

論であるが、その後しだいに (もちろん、

*148 Lukácsは、Kantの「物自体」がブルジョア社会の物象化現象をきわめて正しく表現したものであるので、これを「懐疑論または不可知
論」などとすることは不当だとしている。ただし、そのように誤解される根拠が Kantの学説の構造そのものにあると指摘している。

*149 福本の云う「ブルジョア社会の自己批判」もこれと同じ意味である。付録 A.4を参照のこと。
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しばしば飛躍的に)・・・現実を変革する
●

実
●

践
●

的
●

理
●

論に転化する」。これらの理論において「諸カ

テゴリーを階層的に段階づけることは、同時に体

系と歴史との統一点を思想的に規定することにな

り「諸カテゴリーの順序はそれらが近代ブルジョ

ア社会で相互に対してもつ関係によって規定され

る」という・・・マルクスのカテゴリーに関する

要求をみたす」*150。

最後に Lukácsは、プロレタリアートの階級意識から

その実践性が失われる危険*151に言及している。

1). プロレタリアートの実践的理論 (言うまでもなく

弁証法的唯物論)においても「弁証法的方法の固

定化」・形式化があらわれうる。「これを制御し、

救い出す唯一の手段はマルクスの歴史的具体」的

方法の適用にほかならない。

2). とりわけ (「プロレタリアートの権力奪取、また

さらに国家と経済との社会主義的組織化」などの

諸「事実」を「目的への到達」と誤認するとき、

上の危険は著しく大きくなる。

3).「資本主義の決定的な危機」の状況において、た

しかに「物象的カテゴリーは役にたたなくなり、

それらの根柢にある「自然形態」*152に立ち戻ら

ざるざるを得なくなる」。しかし、それは物象化

現象がすみやかに克服されることを必ずしも意味

しない。むしろ「物象化形態が量的に増大し、現

象の表面全体の上に物象化現象が空虚に外延的に

広が」り、これにプロレタリアートが「イデオロ

ギー的に従属してしまう危険も増大する」。

4). これらの危険に際しては「教育者自身が教育され

ねばならない」。

* * *

Lukácsの云わんとしたことをまとめると次のように

なる。

1). ブルジョア社会の物象化された意識の最高形態

がドイツ古典哲学の中に表現される。そこでその

存在があきらかにされる二律背反 (Kant の「物

自体」を含む)はブルジョア社会の矛盾を極限に

まで推し進めたものであり、ブルジョア的意識に

よっては解明できないものであった。この二律背

反は、まず認識の分野において発見された。これ

を実践において解決しようとする試みは、(その

実践がブルジョア的なものであるかぎり)いっそ

うひどい二律背反をもたらしたにすぎなかった。

唯一の脱出口となる美学はブルジョア社会におい

ては副次的なものにすぎず、全社会の原理にかか

わるなどと想像することも思いもよらないことで

あった。ドイツ古典哲学の内部で物象化から逃れ

る最後の試みは Hegel によってなされたが、そ

の結果は結局ブルジョア社会そのものを演繹する

ことで終わった。ただしその演繹方法のみがブル

ジョア社会を乗り越えていた。この方法を真に継

承する主体、「われわれ」=プロレタリアートを

Marxが発見した。

2). プロレタリアートの意識はブルジョアジーと同様

に物象化にとらわれているが、その立場の違いか

らブルジョアジーとは異なる認識の端緒をつか

む可能性を持つ。プロレタリアートの「媒介」の

視角はブルジョアジーの「直接性」の視角とは異

なる景色をプロレタリアートに見せる。これはプ

ロレタリアートの意識の内部に「行動へと転化す

る認識」を生み出す。この認識は (労働日の標準

化をめぐる闘争などの)経済闘争を通じて育まれ

る。それはさしあたっては自然発生性に支配され

た意識でしかないが、同時に、(Leninの言うよう

な)目的意識性の萌芽的形態である。

3). ブルジョア社会の物象化された直接性をいかにし

て乗り越えるか。そのカギとなるものは眼前の現

実 (「行動の客体の対象性」) を変革することで

ある。これは、今そこにある「事実」を、流動す

*150 科学の分類にかんする戸坂の議論 (付録 A.2) も参照のこと。またこれらは最初から史的唯物論や自然弁証法として組み立てられるのでは
なく、あくまでも現実のブルジョア社会の下向分析の結果から生み出されるべきことも想起せよ。

*151 この危険は「スターリン主義」=「一国社会主義」のイデオロギーとして現実化してしまった。われわれはその後 100年以上もこのイデオ
ロギーの呪縛の下にある。

*152 Bukharinの「過渡期経済学」が参照されている。
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る過程の中の一つの契機へと置き換える。現実性

は二重化する。意識し行動する主体としてのプロ

レタリアートこそが現実となる。

4). 日和見主義と相対主義 (無政府主義)、これらは

それぞれ物象化された直接性の乗り越えの破た

ん形態である。ドイツ社会民主党において、前

者は右派の E. Bernsteinに、後者は中央派の K.

Kautsky に代表される。前者は「事実」のもつ

現実性、すなわち直接性にこだわり、過程ないし

生成の立場を理解しない態度、後者は「事実」が

過程へと解消され、弁証法化されたにもかかわら

ず、人間を弁証法化することを拒絶する態度で

ある。これらを克服するものは、批判の立場であ

る。とりわけ相対主義者とその忌避する絶対者

を、ともに対極にある二つの契機として同一の過

程のなかに解消する批判活動が必要である。彼ら

の失敗をも乗り越え、物象化からの脱却の過程を

最後まで遂行することが、プロレタリアートには

その使命として課せられているのである。

Lukácsをして以上のような理論展開を可能にせしめ

たものは何であったか。その要点を列挙すれば次のよう

になる。

1). ドイツ古典哲学を、その物質的基礎たるブルジョ

ア社会の産物として見る正当なイデオロギー批判

の視点を持っていたこと

2).「資本論」の「商品の物神性の秘密」の章節のな

かに史的唯物論の一切の原理が叙述されているこ

とを見抜いたこと

3).「商品の物神性の秘密」と「貨幣の資本への転化」

とがブルジョア社会の物象性を記述するピースの

両面であることに気づいたこと、またその背後に

資本主義の再生産過程がつねに二重の視点から、

つまり直接的生産過程と流通過程の観点から記述

されねばならないことを知っていたこと

また、何よりも腐敗した第二インターナショナルを打

倒するために結成されたばかりのコミンテルンが早々

に変質を始めたこと、それにいち早く気づき糾弾の声を

上げた Luxemburgを擁護しなければならない、との危

機意識が Lukácsにこれだけのものを書かせたのだと言

える。
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いまやあきらかであろう。第一に、哲学、経済学、政

治学、社会学などを疑問を感じることなくばらばらに記

述することは、その記述者自身の意識が物象化されてい

る兆候をあらわす。第二に、前述の Lukácsの議論のな

かの随所に「原理論的国家論」を記述するためのヒント

が埋め込まれている。われわれはこれらのヒントを使っ

て、われわれの当初の目的を果たせるか試してみよう。

* * *

国家は、社会の「自然法則」の及ばない時と場所に出

現する「現象」である。この社会の「自然法則」とは〈価

値法則〉のことであり、売り手と買い手の共同意志=契

約の従う規則である。これが十全にその機能を果たして

いる範囲 (「第二の自然」) では、国家の出る幕はない

(「レッセ・フェール」)。しかし、その法則が及ばない

領域 (「第三の自然」) では、そのかぎりではない。ま

ず売り手と買い手との同等の権利がぶつかるところ (労

働日の標準化など)、〈価値法則〉が崩壊する瞬間=恐慌、

「第三の自然」内部の領域 (家族、地縁・血縁団体)、さ

らには各国経済の必然的に抱えることになる〈資本の過

剰〉を処理する諸形態としての植民地政策など、これら

の広大な領域が残されている。

ブルジョアジーはこれらの領域をも契約 (や条約) の

範疇で理解し、物象化・合理化を図ろうとする。しか

し、どれほど合理化しても合理化し尽くせないもの=

「物自体」が残される。これが国 (nation)である。そし

て、合理化された形式が (絶対者としての)国家 (state)

である。ブルジョア国家 (nation-state)は両者の統一で

あり、内容と形式を備えたひとつの定在である。

こうしてできたブルジョア国家は、ブルジョアジーが

それに先行する中世社会から奪取し、形式化を図ったも

のである。この形式化の結果、この国家は多数の国民を

擁する一種の機械装置のようなものになった。この機械

装置は徹頭徹尾、物象化されている。法は形式的なもの

としてその内容を問われない (「不法に成立した規範も

一つの規範でありうる」)。司法は、書類を判決に変換

する自動機械でしかない。行政はその取り扱う内容的本

質からますます浮き上がり、これを執行する倫理的能力

でさえも「全人格に対立して客体化され、物となり、商

品となる」。そして立法は、権利と権利とが商品交換の

法則にしたがって円滑に処理されているあいだは問題に

ならず、唯一立法権を配分する瞬間、すなわち形式的な

国民としての地位を配分する瞬間のみに人々の意識にの

ぼる。

国家と国民との関係は、絶対者にたいして相対主義者

が抱く観念と同じである。この絶対者は空虚であり、い

かなる事態にたいしていかなる責任もとるつもりがな

い。この形式的直接性を真に受けて、相対主義者 (無政

府主義者) はこれにかかわることを拒絶する。しかし、

彼らは、この直接性がブルジョア社会の本性からあら

われていることを無視し、そうすることによってブル

ジョア的物象性に消極的な支持を与えていることになる

のだ。

プロレタリアートは、無政府主義者の上のような態度

に反対し、「国家」という「事実」=現象が生じた瞬間を

とらえ、これを過程のなかの一契機としてとらえようと

する。プロレタリアートにとっては、「国家権力の奪取」

は到達すべき目標ではなく、物象化からの脱却をめざ

す総過程のうちのひとつの瞬間でしかない。「国家」と

いう「事実」が生じる瞬間とは、実際には他の諸国への

戦争行為、さまざまな経済政策の発動、紛争の裁定など

である。われわれはこれを抽象的な国家の主権 (国家意

志)の発動として見るのではなく、具体的で現実的な政

治過程として、諸階級の政治的実践として受け取り、そ

こで政治批判 (理論的・実践的)を行っていくのである。

それらの行為そのものがプロレタリア階級の意志と力を

確認し、その自由と必然とを統一する。

* * *

冒頭で出されたいくつかの疑問にたいしてここで暫定

的な回答を与える。

Q1 ブルジョア社会の揚棄はなぜパンの略取ではなく

権力の奪取でなければならないのか。

A1 無政府主義者の主張はパンの略取ではなく、権力

の奪取の
●

拒
●

絶というところにある。その拒絶こそ

がブルジョア社会の物象化に囚われていることの

証左となる。プロレタリアートの真の主張は権力

の奪取を拒否しないこと、権力を絶対者とせずに
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これを実践の舞台とするところにある。

Q2 国境があるのはなぜか。

A2 この境界を単位として労働力が商品化され、その

価値が確定するからである。この境界がなけれ

ば、一国の平均的な生活水準というものが決定さ

れず、労働力の価値が計算されないことになる。

ブルジョア社会が必要とするのは、実はこの境界

である。中央集権はその結果にすぎない。

Q3 国境の外と内でわれわれの振る舞いが変わるのは

なぜか。

A3 われわれが労働力商品だからである。またわれわ

れが労働力商品になるのは境界の内部においてで

あり、外側ではわれわれは何者でもない。

Q4 境界をあたかも存在しないかのように振る舞うこ

とはなぜ犯罪にも等しい行為とみなされるのか。

A4 実際に
●

犯
●

罪だから。つまりそのような行為は、

物象化された既成秩序を破壊する行為だからで

ある。

Q5 われわれはなぜ諸外国からの侵略を恐れるのか。

諸外国はなぜ他国を支配しようとするのか。

A5 各国で必然的に生じる〈資本の過剰〉を自国に有

利なように処分するため。

Q6 各国がおのれの国力を誇示しようとするのはなぜ

か。われわれはなぜ没落を恐れるのか。

A6 諸外国からの〈資本の過剰〉の処理を押し付けら

れないようにするため。

Q7 われわれの権利が内発的なものではなく、他者か

ら与えられたものにすぎないのはなぜか。

A7 もともとブルジョア社会に特有の私有財産の権利

があり、私有財産が労働の対自態である以上、前

者の神聖さは後者から由来すると考えるのが自然

であろう。しかし、死せる労働と生ける労働の権

利を等しいとするならば、そこには不可避的に矛

盾が生じる*153。したがって、この権利の衝突を

第三者的に調停する権威=絶対者が必要となる。

それをわれわれは権力と呼び、国家と呼んでいる

のである。権利が商品ならば、権力は貨幣 (一般

的等価) である*154。かくして、われわれの権利

は抽象的な国家から与えられたように見えること

になる。このしくみこそが物象化の最たるもので

ある。

Q8 権利とは別に義務が定められているのはなぜか。

A8 ブルジョア社会における義務とは、労働力商品の

再生産にかかわるものである。これは強制されな

ければならず、ここにも国家が顔を覗かせる。

Q9 われわれはなぜ法に従わねばならないのか。

A9 A7と同じ。権利を争う二者の外に中立的に立つ

第三者としての意義が法に与えられている。こ

の法とは自然法のことであるが、ここで云う「自

然」とは中世の「人為」に反対するという意味で

ある。

Q10 様々なものに契約が必要であるのはなぜか。契約

とは何か。宗教上の契約との関係は何か。

A10 契約とは商品を交換する二者の間に成立する共通

の意志である。その交換が確実に行われることを

第三者的に保証させるためにこそ契約がある。宗

教上の契約とは、信者と絶対者との間の「商品」

交換の意志ということになる。

Q11 われわれはなぜ政治を疎遠なものと感じるのか。

他者への直接的な働きかけが忌避され、法を通し

た働きかけのみが許されるのはなぜか。われわれ

はなぜ直接的に立法権に参加できないのか。

A11 他者への直接的な働きかけこそがブルジョア社会

の物象性を破壊するものであるから。立法権への

直接参加が禁じられているのもまったく同じ理由

による。

Q12 われわれがこれらの謎を謎として受け取らず、あ

たりまえのものとして認めているのはなぜか。

A12 われわれの意識が物象化されているから。

*153 ちなみに、生産諸手段の共有とは、死せる労働の権利と生ける労働の権利がぶつかったとき、つねに後者を優先することである。生ける労
働同士の権利の仲裁は「労働者国家」の取り組むべき内容となる。

*154 これは比ゆ的な意味でもそうであり、現代経済上の意味でもそうである。3.2.2節を参照のこと。
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本章の主要な結論は以下のとおりである。

• Luxemburg は「国民経済学」を批判して、これ

に「世界経済」の現実―帝国主義―を対置した。

「国民経済学」は国際貿易をたんなる余剰の交換

として描き出そうと努めたが、資本蓄積の現実は

狭い民族国家の枠組みをとうの昔に乗り越えてし

まった。そこで Luxemburgは「国民経済学」の

死亡を宣告した。しかし、そのことによってブル

ジョア社会がなぜ国家を必要とするのか、を問う

ことなく通り過ぎてしまった。だから、われわれ

はあらためて「経済学批判」の「後半の体系」に

向かわなければならない。

•「経済学批判」序説、篇別 3).「ブルジョア社会の

国家形態での総括」をいかにして具体的に展開す

べきか。国家は、ここでは「それ自身 (ブルジョ

ア社会)との関連」でのみ考察され、経済的諸機

能―租税、国債、公信用などとして取り扱われる

にすぎない。しかし、もっとも重要であるのは、

ここで人口と、さらには国境を超えた人口移動―

植民・移民が議論されることである。人口は、租

税、国債などの基礎でもあるが、それ以上に、現

実に可変資本として機能している人口、将来可変

資本として機能しうる人口を擁することに目を向

けなければならない。ここにおいて、われわれは

前章の再生産の観点と国家過程との結びつきを認

めることになる。

• Hegelの法哲学、Marxによるその批判は、当時

のドイツの現実を対象とする Hegel と Marx の

師弟による下向分析の過程であった。Hegelの関

心は「迫り来る近代市民社会の危機をプロイセン

国内でいかに克服するべきかという強烈な実践的

課題と結びついていた」。Hegel は、現象的にで

はあれ、「市民社会と政治的国家の分離」を「一

つの矛盾」として感じていた。しかし Hegelの結

論は、プロイセン国家を「理性国家」として観念

的に弁護するものでしかなかった。

Marxは Hegelの分析を引き継ぎ、絶対主義国

家が「代議制」と「身分制」という二つの異なっ

た原理をもったものであること、ブルジョア国

家の典型が後者の原理の廃止であることを見抜

き、「代議制」の原理の解明に向かった。その際

に Hegelが「政治的国家」を「政治的つながり」

「政治的意義」として身分の一つの属性のように

取り扱っていたものを、個人の「私的生活」に対

応 (対立) する意識のあり方へと転換した。そし

てこの意識のあり方が、「人間の homme(現実的

な私人)と citoyen(抽象的な公民)への自己分裂」

と表現された。

• 国家論の問題が人間論の領域に移され、人間論に
おいて人間と人間との関係が分析されるべきとこ

ろではあるが、「経済学批判」と「資本論」には商

品論があるばかりで、一見して人間論はどこにも

見当たらない。しかし、実は逆に、「経済学批判」

と「資本論」ではその全巻を通じて、人間と人間

との関係のこと
●

し
●

か
●

書
●

か
●

れ
●

て
●

い
●

な
●

い、と見ること

もできる。商品論が実は人間論であることに論及

した箇所が、商品論の末尾に置かれた第 4節「商

品の物神的性格とその秘密」である。この箇所を

読み解くことは、なぜ人間が経済的カテゴリーの

たんなる「人格化」として現れるのか、逆に言え

ば、人間と人間の関係はなぜ経済的カテゴリー間

の関係へと「物象化」しているのか、を理解する

鍵となる。

• 物象化の基礎には、人間労働が私的労働へと孤立
する資本制的分業がある。これを社会的労働たら

しめるために、諸生産物は神聖なる供物として交

換過程に入らねばならず、そのなかで〈抽象的人

間労働〉の産物たるの実を示す。否、互いに等し

いと置かれることに
●

成
●

功することによって、その

ような〈抽象的人間労働〉がはじめて生まれる。

またその等置は二人の人間の共通意思として、契

約として表現され、一人歩きするようになる。労

働生産物は商品となる。それは (有用物というよ

りは)価値物とみなされ、崇拝の対象となる (「物

神礼拝」)。

物象化は、国家を説明するものとしてはまだ抽

象的である。しかし〈交換過程〉が、したがって

〈価値形態〉がその基礎をなすことはこれによっ
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て十分にわかる。とりわけ二人の人間の合意を裁

く法の必要性が示されること、法が文明の範囲を

照らし出す光のように領土に広がるのだというこ

とも了解される。法は契約の締結と履行をめぐっ

ての二人の人間の争いを裁定するものである。

ところで、流通過程においては対等な二人の

人間であるのに、直接的生産過程においてその利

害が全く対立する二つの存在がある。ブルジョア

ジーとプロレタリアートである。彼らは労働契

約の内容をめぐって、とりわけ労働日の長さをめ

ぐって互いに争う。国家はこれに対して第三者的

に裁定に入るが、これが可能となるには双方の特

殊利害が立法権を通じて一般利害へと前もって高

められている必要がある。そして特殊利害が (あ

たかも一般的等価の立場をめざして争う諸商品の

ように)争う場が、代議制度すなわち普通選挙で

ある。

また上の労働契約をめぐる争いの前提として、

労働力の価値 (一国の平均的な生活手段) につい

ての両者の合意が必要となる。したがって、ここ

でもまた一国の範囲が定まり、その「気候的及び

他の自然的特性」にしたがう「自然的な欲望」と、

「歴史的な産物」であり「一国の文化段階に依存」

する「必要なる欲望の範囲」とが定まっているこ

とが必要となる。加えて、この労働力の支出が、

互いに等置されるべき平均的な人間労働となるに

は、技能と熟練の平均化、したがって「一定の教

養または教育」を必要とする。このことも国の範

囲を確定しなければならない大きな理由となる

(またそれが移民憎悪とナショナリズムをはびこ

らせる一因となる)。

• ルカーチ (1991)の問題意識が、Luxemburgと同

じく、第二インターナショナルの「修正主義」を

批判することにあったのは間違いない。ただし、

Lukács は Luxemburg のように革命の客体面の

変化 (「資本蓄積」と「帝国主義」) の追求に向

かったのではなく、主体側の問題を取り上げたの

だった。すなわち、前衛党 (第二インターナショ

ナルとドイツ社会民主党) の疎外をプロレタリ

アートの主体性の喪失として見ること、したがっ

て前衛党の理論に「客観主義」の態度が蔓延して

いることを暴露することにこそ Lukácsのねらい

があった。

• Lukács の云わんとしたことをまとめると次のよ

うになる。

1). ブルジョア社会の物象化された意識の最高

形態がドイツ古典哲学の中に表現される。そ

こでその存在があきらかにされる二律背反

(Kantの「物自体」を含む)はブルジョア社

会の矛盾を極限にまで推し進めたものであ

り、ブルジョア的意識によっては解明できな

いものであった。ドイツ古典哲学の内部で物

象化から逃れる最後の試みは Hegel によっ

てなされたが、その結果は結局ブルジョア社

会そのものを演繹することで終わった。ただ

しその演繹方法のみがブルジョア社会を乗り

越えていた。この方法を真に継承する主体、

「われわれ」=プロレタリアートを Marx が

発見した。

2). プロレタリアートの意識はブルジョアジーと

同様に物象化にとらわれているが、その立場

の違いからブルジョアジーとは異なる認識の

端緒をつかむ可能性を持つ。プロレタリアー

トの「媒介」の視角はブルジョアジーの「直

接性」の視角とは異なる景色をプロレタリ

アートに見せる。これはプロレタリアートの

意識の内部に「行動へと転化する認識」を生

み出す。この認識は (労働日の標準化をめぐ

る闘争などの) 経済闘争を通じて育まれる。

それはさしあたっては自然発生性に支配され

た意識でしかないが、同時に、(Leninの言う

ような)目的意識性の萌芽的形態である。

3). ブルジョア社会の物象化された直接性をいか

にして乗り越えるか。そのカギとなるものは

眼前の現実 (「行動の客体の対象性」)を変革

することである。これは、今そこにある「事

実」を、流動する過程の中の一つの契機へと

置き換える。現実性は二重化する。意識し行

動する主体としてのプロレタリアートこそが

現実となる。

4). 日和見主義と相対主義 (無政府主義)、これら
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はそれぞれ物象化された直接性の乗り越えの

破たん形態である。ドイツ社会民主党におい

て、前者は右派の E. Bernstein に、後者は

中央派の K. Kautskyに代表される。前者は

「事実」のもつ現実性、すなわち直接性にこ

だわり、過程ないし生成の立場を理解しない

態度、後者は「事実」が過程へと解消され、

弁証法化されたにもかかわらず、人間を弁証

法化することを拒絶する態度である。これら

を克服するものは、批判の立場である。とり

わけ相対主義者とその忌避する絶対者を、と

もに対極にある二つの契機として同一の過程

のなかに解消する批判活動が必要である。彼

らの失敗をも乗り越え、物象化からの脱却の

過程を最後まで遂行することが、プロレタリ

アートにはその使命として課せられているの

である。

• Lukácsの議論のなかの随所に「原理論的国家論」

を記述するためのヒントが埋め込まれている。こ

こから可能な限りわれわれの当初の目的にたいす

る答えを引き出すと次のようになる。

1). 国家は、社会の「自然法則」の及ばない時と

場所に出現する「現象」である。この社会の

「自然法則」とは〈価値法則〉のことであり、

売り手と買い手の共同意志=契約の従う規則

である。これが十全にその機能を果たしてい

る範囲 (「第二の自然」)では、国家の出る幕

はない (「レッセ・フェール」)。しかし、そ

の法則が及ばない領域 (「第三の自然」) で

は、そのかぎりではない。まず売り手と買い

手との同等の権利がぶつかるところ (労働日

の標準化など)、〈価値法則〉が崩壊する瞬間

=恐慌、「第三の自然」内部の領域 (家族、地

縁・血縁団体)、さらには各国経済の必然的

に抱えることになる〈資本の過剰〉を処理す

る諸形態としての植民地政策など、これらの

広大な領域が残されている。

2). ブルジョアジーはこれらの領域をも契約 (や

条約)の範疇で理解し、物象化・合理化を図

ろうとする。しかし、どれほど合理化して

も合理化し尽くせないもの=「物自体」が

残される。これが国 (nation) である。そし

て、合理化された形式が (絶対者としての)国

家 (state)である。ブルジョア国家 (nation-

state)は両者の統一であり、内容と形式を備

えたひとつの定在である。

3). こうしてできたブルジョア国家は、ブルジョ

アジーがそれに先行する中世社会から奪取

し、形式化を図ったものである。この形式化

の結果、この国家は多数の国民を擁する一種

の機械装置のようなものになった。この機械

装置は徹頭徹尾、物象化されている。

4). 国家と国民との関係は、絶対者にたいして相

対主義者が抱く観念と同じである。この絶対

者は空虚であり、いかなる事態にたいしてい

かなる責任もとるつもりがない。この形式的

直接性を真に受けて、相対主義者 (無政府主

義者)はこれにかかわることを拒絶する。し

かし、彼らは、この直接性がブルジョア社会

の本性からあらわれていることを無視し、そ

うすることによってブルジョア的物象性に消

極的な支持を与えていることになる。

5). プロレタリアートは、無政府主義者の上のよ

うな態度に反対し、「国家」という「事実」=

現象が生じた瞬間をとらえ、これを過程のな

かの一契機としてとらえようとする。プロ

レタリアートにとっては、「国家権力の奪取」

は到達すべき目標ではなく、物象化からの脱

却をめざす総過程のうちのひとつの瞬間で

しかない。「国家」という「事実」が生じる

瞬間とは、実際には他の諸国への戦争行為、

さまざまな経済政策の発動、紛争の裁定など

である。われわれはこれを抽象的な国家の主

権 (国家意志)の発動として見るのではなく、

具体的で現実的な政治過程として、諸階級の

政治的実践として受け取り、そこで政治批判

(理論的・実践的)を行っていくのである。そ

れらの行為そのものがプロレタリア階級の

意志と力を確認し、その自由と必然とを統一

する。
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今日の労働運動の退潮を基本的なところで決定づけ

ているものは、ボリシェビキ党の経済運営の蹉跌であ

る。これに心理的な打撃を受け、「それ見たことか」と

いうブルジョアジーの物言い (とはいえ彼らは積極的に

は何も証明したわけではないが)に反論することもかな

わず、物象化の直接性のまえに拝跪しているのがわれわ

れのありのままの姿である。だからといってこの現実に

腹を立てて、この状態を招いた初期のボリシェビキ理論

家たちを非難したとしても、それは Lukácsのいう相対

主義者の態度でしかない。われわれはこうした状況を根

底から覆すべきである。

そして、やはりここでも問題となるのは方法論であ

る。ブルジョア社会崩壊後の、経済学なきあとの経済学

(「広義の経済学」)とは何か、またそれはいかにして可

能なのか、が問われている。そして、これに回答を見出

せなかったことが、2020 年代の今日の状況を作り出し

ているのである。そこで、われわれは「広義の経済学」

の方法をめぐる論争としてもっとも激烈に戦われたもの

である Bukharin*1と Preobrazhensky*2とのあいだの

論争に着目することで、当時のボリシェビキ理論家たち

の苦闘を批判的に追体験してみたい。

6.1 素朴な疑問

本論に入る前に、いくつかの疑問を提示する。

経済学の本質がブルジョア社会の解剖であるとした

ら、そのブルジョア社会の崩壊しつつある時代=過渡期

社会の解剖はいかなるものである
●

べ
●

きなのか。つまり今

あるものの分析ではなく、これから生成するものを理論

的に記述することはいかにして可能なのか。また史的唯

物論がそれを明らかにする能力を無条件に有すると考え

ることは適当なのか。

死滅しつつある「国家」としての労働者国家 (コミュー

ン、ソヴェト)はいかなる経済諸政策を実施すべきなの

か。自らの死を準備しながらも、積極的な諸政策を立案

し実行することははたして可能であるのか。またそれは

一国社会主義のイデオロギーとどのような関係にあるの

か。またこの観点から、ブレスト=リトフスク講和はい

かに評価されるべきか。

経済計画の使命が総労働の社会的分配であるとして、

これが基本的には労働証書制度で実現されるものとす

れば、労働者国家の諸政策はこれといかなる関係にある

か。そもそもボリシェビキの理論家たちは労働証書制を

*1 Nikolai Ivanovich Bukharin (1888–1938) はボリシェビキ党の理論家。1908 年、党モスクワ委員会メンバー、1912 年ウィーン大学で
経済学を修める。1917年の二月革命時にアメリカから帰国、モスクワ・ソヴェトで活躍。第 6回党大会で中央委員選出。十月革命後「プラ
ウダ」編集長。1918年、ブレスト=リトフスク講和をめぐる論争で「左翼共産主義者」グループを率いる。1919年に Preobrazhenskyと
共著で「共産主義の ABC」を著す。1920年、社会主義アカデミーの会員として「過渡期の経済学」を刊行。1921年「史的唯物論」。1921

年の NEP(新経済政策)転換とともに一国社会主義の立場に転落、1926年コミンテルン執行委員会議長に就任。1937年、Aleksei Rykov

とともに党から除名、逮捕。1938年モスクワ裁判で Stalinに屈服、刑死。
*2 Yevgeni Alekseyevich Preobrazhensky (1886–1937)はボリシェビキ党の理論家。1917年、チタ・ソヴェトの代表。1917–1918年に
「左翼共産主義者」グループに合流し、講和に反対。1921年の NEPに反対し、Trotsky派幹部になる。1923年「46人宣言」の起草者の
一人。1924–1927年の「工業化論争」で Bukharinと争い、その成果を 1926年「新しい経済」としてまとめる。1927年の合同反対派「84

人宣言」に署名、1928年ウラリスクへ追放。1929年に復党。1931年に再除名、1936年逮捕、翌年刑死。
*3 過渡期経済学が対象とするのは、〈資本の過剰〉の露呈により〈価値法則〉が崩壊した結果、再生産の継続が立ちいかなくなった社会であ
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どのようなものとして理解していたのか。また再生産の

観点*3(食糧危機、工業化、貿易など)とはどのような関

係にあるか。

Bukharin と Preobrazhensky が NEP 開始以前には

協力してブレスト=リトフスク講和に反対していたのは

なぜか。また両者が同じく民族自決に反対していたのは

なぜか。NEP転換後に両者が互いに敵対する陣営に分

かれて争った (「工業化論争」)のはなぜか*4。Bukharin

がコミンテルンを「世界党」と称したのはなぜか。

6.2 過渡期の経済学

最初にブハーリン (1978) が検討される。これはその

副題を「第一部 転形過程の一般理論」としている*5。

この著作は 1918 年に結成されたばかりの社会主義ア

カデミー (The Socialist Academy)*6会員の労作として

1920年に出版され、その翌年にドイツ語版が出された。

これは次のような構成をもっている。

1). 世界資本主義の構造

2). 経済機構、国家権力、戦争

3). 資本主義体制の瓦解

4). 共産主義建設の一般的前提

5). 社会的転形過程における都市と農村

6). 生産力、革命の費用、技術革命

7). 過渡期の一般的な組織形態

8). プロレタリアートの独裁下の生産管理制度

9). 過渡期における資本主義の経済学的範疇*7

10). 過渡期の「経済外的」強制

11). 世界革命の過程と世界共産主義体制

この著作の目的は「プロレタリア革命を、一方から他

方への平和的な政権移行だと考えたり、生産関係の変革

を、諸組織装置の最高部を交代させることだと思ってき

た人」に反対して「内乱の焼跡の煙と爆裂音の中で、来

るべき社会の荘厳華麗な輪郭を観察」することに充てら

れている*8。

以下、その内容を整理する (疑問点は注釈中に記す)。

6.2.1 資本主義経済の瓦解

第 1章では、最初に Luxemburgと同様に世界資本主

義という事実が強調され、「生産力と生産関係の矛盾」

から資本主義体制の瓦解が説明される。

1). 一方では「純粋資本主義」の想定から「国民経済

学」が否定される (「純粋理論にとっては、与え

られた社会経済の
●

範
●

囲の大きさは・・・全くどう

でもよい」)。他方では資本主義的秩序が実際上

も全世界を覆い尽くしている (「現代資本主義は、

世界資本主義である」)*9。

2).「生産力の発展と資本主義的な生産関係との衝突」

る。価値は全面的に破壊されているが、使用価値はわずかに残存している。これら出来合いの使用価値を組み合わせて、新しい再生産過程
を再開することが求められている。
なお、Bukharin の提唱した「均衡」の方法は、ある意味では再生産の観点から解釈することができる。ただし、資本論が資本主義的生

産諸関係の再生産を取り扱っていたことを考えれば、それとまったく同じことを過渡期経済学にあてはめることが不適当であることはただ
ちにわかる。

*4 これは農業経済の位置づけに関連があった。結果的に言えば、Bukharinは農民に依拠し、NEPを農業経済の再建と考えた。おそらくこ
の背景には左翼エスエルとの協力関係を重視する視点があったと思われる。他方、Preobrazhenskyは農民を犠牲にして工業化を図るとい
う発想があった。彼らがこのように農業に異なった位置づけを与えたのはなぜだったのか。

*5 Leninはこの「一般理論」という言葉に不満を表明し、具体的なデータを加えるべきであったと批評している。Bukharinとしては「現下
のロシア経済に関する具体的な記述」は第二部で展開するつもりであったと弁明したいのであろう (しかし第二部は存在していない)。また
ドイツ語版が出た折には、「NEP期には役に立たない」という批評の声に答えてこれがあくまでも一般理論であるため依然としてその論旨
は有効であること (「私が書いたのはソビエト・ロシア経済の歴史ではな」い)、NEP の方こそが農業問題という特殊問題に対応した特殊
な政策にすぎなかったとしている (「この特殊なロシア的方向転換は、この国の農民農業的性格がその最も底深い前提条件となっている」)。

*6 この組織は 1924 年に共産主義アカデミーと改称され、1936 年にソ連科学アカデミー (ロシア科学アカデミーが 1925 年に改称した組織)

と併合された。
*7 この章は Yury Leonidovich Pyatakovの草稿に基づいて作成された。本来は両者の共著となる予定だったとされている。
*8 これは「攻勢戦術」の雰囲気で書かれており、それゆえに「ドイツの同志たちの一部」がドイツ三月行動の「正当化の根拠」をこの著作に
求めている。これにたいして Bukharinは「具体的な行動の結論は、私の著作からも、「窮乏化理論」などからも引き出せない」と反論して
いる。

*9 原理論を展開する上での理論的な想定と帝国主義段階の現象が、まったく同一の平面で語られている。前者において、国家は登場しない。
後者では、帝国主義の経済諸政策を打ち出し実行する諸国家の争いが措定される。ここで、Bukharinは Luxemburgと同様にどっちつか
ずの態度をとっている。
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が恐慌をもたらす。恐慌下で資本破壊 (「価値

破壊」)が進展し、そのあとの不況期に資本の集

中 (「経済体制の各要素間の
●

摩
●

擦を消滅させるこ

と」)が進む。これが生産力の観点から解釈され、

一時的な低下と新たな循環の開始が識別される。

生産力の破壊は「資本主義的発展に
●

絶
●

対
●

必
●

要
●

な
●

条
●

件」であり、「競争の費用」とみなされる*10。

3). 帝国主義戦争が「競争の費用」の特別な場合とし

て、「資本主義的再生産の必要雑費」としてみな

される。恐慌が資本の破壊と集中とをもたらすよ

うに、戦争が国の「破壊」(小国の滅亡)と「集中」

(帝国の膨張)をもたらす*11。

4).「純経済的矛盾」の進展に合わせて「社会的矛盾」

も激化する (「生産力の破壊と資本主義的集中過

程とが階級間の矛盾を極端に先鋭化せしめ」る)。

「体制全体の崩壊」が、「組織的に弱い連環の環の

部分」から起きる。これが「共産主義革命の発端」

となる*12。

第 2 章では、国家と戦争が資本主義の再生産の観点

(「経済的要因としての国家」)から考察される。

1). 第一次世界大戦 (1914～1918)の現実が「あらゆ

るものを吸収する国家組織の生活」として現れた

こと。つまり、国民の全生活が戦争に動員された

こと。これが「世界資本主義の無政府性」と「「民

族」国家による領有」との矛盾として表現され

る*13。

2). 階級対立を含みながらも、これが一つの「体制」

として維持されていることがどうして可能なのか

という問いが提示される。その答えを Bukharin

は「物質のみならず・・・
●

人
●

々をも統御する
●

組
●

織

・・・国家」に求める。

3). 国家の「公益的機能」―「鉄道や病院の建設、工

場立法、保険の制定など」がまず取り上げられる

が、これらは「搾取過程の拡大のための必要条件

であるか (鉄道)、支配階級のその他の利益を保

全するためのものか (保健衛生に関する諸措置)、

階級敵に対する戦略的な譲歩に属する」とされ、

けっして「純階級的な性格を排除するしているも

のではない」どころか「
●

搾
●

取
●

過
●

程
●

の
●

必
●

要
●

条
●

件以外

のものではない」とされる*14。

4). 上が国家の実体論であるとすれば、その本質 (的

機能)は「支配階級の利益にふさわしいような
●

生
●

産
●

関
●

係を保全し、強化し、発展させること」とさ

れる。ここでは国家は人間と自然とのあいだの技

術的関係ではなく、もっぱら人間と人間との社会

的関係に関わるものという観点から「組織」と表

現される。そして中央集権という事実は本質では

なく、この事実が「支配・権力・圧政・迫害の関

係を体現している点」が本質とされる。この観点

から、F.Oppenheimer*15の国家の定義がそのま

ま是認される。

*10 この生産力は超歴史化されてはならない。これは資本の生産力であり、人間生活の物質的再生産を犠牲にして顧みることのない物神であ
る。だからわれわれはこの悲劇を冷静に「競争の費用」と表現することはできない。この費用は放置されるならばプロレタリアートが払う
ことになるのである。ただし、これが「資本主義的発展に絶対必要な条件」であることは間違いがない。

*11 帝国主義戦争が表面的に恐慌とのアナロジーで説明されている (あとで見るように Leninはこのアナロジーを批判した)。恐慌の発現と帝
国主義戦争はともに本質的な〈資本の過剰〉の現象形態として説明されるべきである。

*12 プロレタリアート革命が客体的な条件のみに解消され、つまり「事実」として説明され、過程あるいは実践としては理解されていない。主
体側の条件が説明されないと、プロレタリアート革命そのものがブルジョア社会の内在的法則性が自動的にもたらす「事実」となってしま
う。Bukharin は、ブレスト=リトフスク講和で攻勢戦術の立場をとり、その後革命的機運の退潮とともに NEP という「事実」に沈潜し
た。このように左派と右派の方針のあいだをジグザグすることを福本は Bukharinの弁証法的な立脚点の弱さと受け取った。

*13 Bukharin が第一次世界大戦から解き起こしていることに注目するべきである。これは国家について出来合いの史的唯物論から天下り
の説明をなすのではなく、彼が現実からの下向分析を志向していることが読み取れる。第一次世界大戦においてみられた「総力戦」(E.

Ludendorff) という現象から出発し、「公益的機能」を記述する実体論 (ゆえに戦争もこの「公益的機能」と同列に説明される)、そこから
資本主義的な経済秩序を再生産する手段としての国家の本質論が説かれている。ただし Bukharinの本質論は機能論に、つまり本質を実体
の属性として記述してしまう Spinoza的論理にとらわれている。Bukharinの階級戦争論のおかしさはこの点に由来する。

*14 「国家の公益的機能」は、それ自体生産過程と流通過程の統合した再生産過程として、つまり一つの作業場として理解されていることが注
目される (戦場でさえも)。これはそれ自体資本の定有である。つまり不変資本と可変資本が結合されて「国家の公益的機能」という「商品」
が生産されている。ここでその生産をいかに方向付けるかが問題となる。この「商品」は表向きは販売価格を持たず、それゆえ利潤率均等
化の法則の作用を受けない。だからこれを行政執行と解釈し、この自動機械を動かすための立法権が必要となるのである。

*15 Frantz Oppenhaimer(1864–1943)はドイツの社会学者。ナチスの追放に合い、アメリカに亡命した。社会主義的国家論を提唱。
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その
●

形
●

態からみた国家は、勝利者集団から被

征服者集団に押し付けられる一法制である。その

内容は隷属集団の統制経済的搾取 (「管理」) で

ある。

F.Oppenhaimer「歴史的国家」ブハーリン (1978) から重引

5). 戦争が国家と同様に機能的観点から叙述される。

戦争が「国家の機能」として「国家権力の発現」と

して観察され、この機能もまた国家の本質=「一

定の生産関係を拡大・強化する手段」に資するも

のとされる。

戦争を遂行するのは「人民」でも「国民」でも

ない。その遂行にあたるのは
●

諸
●

国
●

家であり、これ

らの国家が工場や鉱山において「人民」の生命力

を利用していると全く同じに、その生命力を戦場

において利用するのだ。
●

軍
●

隊―戦争が勃発すると

始動させられる道具―は、国家機関の最も本質的

な構成部分である。ブハーリン (1978)

6). 戦争が体制の維持強化という観点から説明された

以上、戦争と国家はいかなる体制に属するかとい

う視点で「分類」できるものとされる。ここから

次のような Bukharin特有の攻勢戦術が引き出さ

れる*16。

社会主義的独裁政権が戦争遂行にあたるとき

も、事情はまったく同じである。労働者国家は戦

争を遂行しつつ、その上に生成した経済的基盤、

すなわち社会主義的生産関係の拡大強化に努め

る (何よりもこのことから、攻勢的な革命的―社

会主義的戦争が原則的に許されることは明らかで

ある)。

社会主義的戦争は
●

階
●

級
●

闘
●

争であってこれは単

なる
●

内
●

乱とは区別する必要がある。後者は本来の

意味の戦争ではない。というのは、それが二つの
●

国
●

家組織間の戦争ではないからである。ところが

階級戦争においては、両陣営が
●

と
●

も
●

に国家権力と

して組織されており、一方は金融資本の国家、他

方はプロレタリアートの国家なのである。ブハーリン

(1978)

第 3章前半では「経済の組織化」という観点から、資

本主義のもとでの戦時 (戦間期) 統制経済が、縮小再生

産過程 (「マイナスの拡大再生産」)として叙述される。

1).「世界資本主義体制の生産力の成長」と「無政府

的な生産構造」との矛盾が「世界経済の組織化を

求める要請」を客観的に歴史の日程にのぼせる。

この組織化は、まず「国家資本主義的トラスト」

の枠内での生産関係の再編=戦時統制経済として

実現される*17。

a).「一連の生産物の不足、特に原料の不足」が

著しくなる。国際貿易の攪乱により国内生産

と消費とが窮乏化する。不足が分配の節約と

合理化の必要をもたらす*18。

b). 商業資本と産業資本の利害が対立する。金

融資本の手で商業利潤と投機が排除される。

商業の自由という「神聖な権利」は侵害され

る。「剰余価値の再分配」の形態は商業利潤

から「国立銀行から支払われる配当金または

利子」に転化する。

c). すべての経済組織が「軍事化」される。つま

り国家統制のもとにおかれる。その基礎とな

るものは金融資本のシンジケート、トラスト

*16 Bukharinの観点からすれば、攻勢戦術が演繹されてしまうことになるが、この結論は明らかにおかしい。国境線を挟んで対峙しているの
は敵対する諸国の軍隊であるとはいえ、その兵士一人一人はプロレタリアートである。Bukharin は未来の友人であり同志となりうる者の
生命を奪うことを推奨しているのであろうか。ここでは「殲滅戦」ではなく、H. Delbrückの言う「持久戦」の論理が適用されなければな
らない。また Bukharinが内乱と階級戦争を原則的に区別立てしているのは形式主義であり、Lukácsならばこれを物象化にとらわれた態
度だと非難するであろう (そもそもこのような形式主義からは「帝国主義戦争を内乱へ」という Leninの革命的敗北主義のスローガンは出
てこない)。

*17 「世界経済の組織化を求める要請」という神託が聞こえる。この神託は資本主義的な物象化が Bukharin の脳裏にもたらされたものであ
る。また、われわれは生産力の向上や生産組織化をブルジョアジーと競っているわけではない。この無目的に競い合ってしまう精神も物象
化の表れであろう。
実際には、固定資本設備の肥大化が、これを形成するにも処分するにも相応の時間を要することになるので、否応なく投資の計画化をも

たらし、生産の組織化の一端はこの計画化から現れる。生産設備を運用する労働力についてもこれを計画的に育成する必要が生じるのであ
る。これは断じて神託などではない。むしろわれわれはこれをファシズム体制の経済学的記述と読むべきである。

*18 これには商業投機の正常な作用のほかに過剰流動性 (ホットマネー) の影響を見て取ることができる。資本蓄積の結果〈資本の過剰〉が露
呈する。つまり資金は次々に貫流して戻ってくるものの、新たな投資先がない。または投資した先で期待されたリターンをもたらさない。
そこで滞留した資金はバランスを崩した国際的商品市場や為替市場に一挙に流入することになる。こうして資源・エネルギー危機が顕在化
し、生産諸資本は原材料の安定確保 (経済安全保障)を政府に要求することになるのである。
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である。これらの組織に国家が資本「参加」

することにより国家と私企業とが統合された

「混合企業」が創出される。これ以外にも、

i).国家による生産統制 (生産の強制、規格化

など)、ii).分配の規制 (強制的な供出・徴収、

国家調達、価格公定、配給切符など)がなさ

れる。

d). 特定の分野への人為的な資本の集中がなされ

る。まず預金の義務化により中央銀行への金

融諸機関の系列化がなされる。預金は集中さ

れ、これが軍需産業に一括投資される。貨幣

はたんなる計算単位に転化する*19。

2). (上のような生産の再編成とならんで) 大衆組織

(労働組合、労働者政党、協同組合など) が統制

に服する。そのイデオロギーは「愛国主義」に染

め上げられる。第一次世界大戦開戦時の「城内平

和」のスローガンこそ、労働者諸組織が「軍国主

義機構の労働者部門」に転落したことを物語って

いる。

3). 戦争の脅威とともに、資本主義諸国家によるより

高次の「シンジケート」―「連合国」、「同盟国」な

どの諸国家の連合体、国際連盟が組織される*20。

4). (これらの生産の組織化過程の裏側で同時に) 生

産力の大規模な破壊が進行する。これが「軍需産

業のための生産力の再分配」であり、「戦争需要

に向けられる労働は経済的観点からは不生産的」

なものにとどまる以上、この過程は「マイナスの

拡大再生産」として記述されることになる*21。

a).「兵士たちは生産過程から引き抜かれ、生産

過程の外におかれる。・・・戦争が続く限り

消費手段の大部分が労働力の生産手段とし

ては役に立たず、生産過程において何の役割

も果たさない特殊な「兵力」の生産手段とし

て」のみ役立つ。

b).「軍隊は・・・それ自身の給養を要求するも

のであるが、決して労働等価物を与えること

はない」。

c). 上に加えて「戦争による直接的破壊 (道路の

爆破、都市の消失) や一連の間接的破壊 (労

働力の質的低下)」が生じる。

5). このような「マイナスの拡大再生産」のもとで、

「資本主義的所得」はもっぱら「国債証券によっ

て支払われる利子」となってあらわれる。国債は

「将来の実質価値に対する権利」にすぎないが、

これは流通し、しかも大量に蓄積される。それが

実現されるか否かは「一方では資本主義的再生産

の条件いかんに、他方では資本主義的体制そのも

のの存続いかんに、かかっている」*22。

第 3章後半では縮小再生産のもとで、労働過程内部で

の技術的生産諸関係の腐朽と崩壊、革命体制への移行が

描かれる。

1). 再生産過程が「単に物質的な再生産であるのみな

らず、また生産関係そのものの再生産」でもある

ことが、まず確認される。そしてこの生産関係は

直接的な労働過程の内部では「技術的な労働組織

*19 貨幣がたんなる計算単位になる、とは、紙幣の金商品との兌換が停止されていることを意味する。国際商品市場のかく乱に引き続き通貨
危機が起こり、金準備が国外に流出することに歯止めをかけるべく、政府および中央銀行は金兌換を停止する。この時点ですべての価格は
〈一般的等価〉とのつながりを断ち切られ、〈価値法則〉は一時的に崩壊する。これを通貨制度の側から見れば、金本位制から管理通貨制に
移行したことを意味する。その場合でも、より一般的に通用する通貨 (ポンドなど)が国際的な決済に使われることには変わりがない。

*20 連合国=協商国や同盟国の形成と国際連盟の組織化は、たんなる例示としてでなくそれとして分析されるべきである。まず国際連盟につい
ていえば、ボリシェヴィキ (Lenin)の政策 (「平和にかんする布告」)がヴェルサイユ体制 (とりわけW. Wilson米大統領の「14箇条の原
則」)と反応した結果として押さえられるべきである。また、協商国、同盟国の形成についても、中心国同士の基本的な対立 (消極型帝国主
義イギリスと積極型帝国主義ドイツ) が押さえられるべきである。これに加えてそれ以前の戦争による賠償や条約管理など、条約と契約の
網の目が「シンジケート」を作り上げた。

*21 軍需産業一般が「マイナスの拡大再生産」をもたらすという Bukharin の説には、留保が必要である。大日本帝国陸軍の兵士はおもに農
村から徴集されたが、日本経済全体にとっては相対的過剰人口を吸収する意義 (口減らし) があった。これが「不生産的」ととらえられる
のは、Bukharinが「正常な」つまり産業資本主義の時代の典型的な拡大再生産と比較しているからである。確かに軍需産業が「不生産的」
というのは間違いがないが、それを上回る資本の生産力によって軍需産業が維持可能になっており、そればかりか帝国主義経済全体の不可
欠な要素ともなっている。

*22 国債はその償還期日が深刻な影響をもたらしうる。日本の場合でいえば、日露戦争時の借款の償還期限が (震災手形の処理と並んで) 日銀
が金解禁を決断する有力な判断材料となった。
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と区別されるものではない」。ゆえに再生産過程

の全体が震撼させられるとき、この労働組織その

ものが危機に陥る*23。

2). 通常の状態においては、体制=政治過程と生産関

係とのあいだに一定の照応が存在する*24。「資本

主義的な生産関係は労働者階級の政治的支配のも

とでは考えられないし、社会主義的生産関係は資

本の政治的支配のもとでは考えられない」。

3).「生産体制が「異常な」条件のもとに置かれる場

合には」事情が異なる*25。

a). 再生産においては、「動的均衡の条件がそな

わっていない」。「価値が価格では測れなく

なる」。

b).「一方では固定資本の「食いつぶし」が始ま

り、他方では労働者階級の過少消費、労働力

の機能に対する無保証、その資本形成の役割

の達成に対する無保証、すなわち労働力再生

産の破壊が始まる」。

c).「・・・生産過程から労働力が排出され

る。・・・実質賃金の引き下げ、労働力を

つくりだすエネルギーの生産不足、労働力の

質的低下、そして結局は技術的な
ヒ エ ラ ル キ ー

生産階層制

における下層分子と上層分子の結びつきの決

裂となって現れる」。

4). 技術的生産階層制の崩壊としての生産関係の変

化・移行が、生産現場一般だけでなく国家機構の

領域でも進行する。

a).「ブルジョアジーからプロレタリアートへの

権力移行・・・はその構成要素が分解する古

い国家機構の瓦解という形で現れる・・・「プ

ロレタリアートによる国家権力の奪取」は、

ブルジョア国家体制の
●

破
●

壊であり、新たな国

家体制の組織化である」。

b).「銀行奪取はただ単に資本の指揮権を掘り崩

すだけである。・・・銀行が特殊な、信用

―貨幣関係に基づいて産業を「管理してき

た」・・・プロレタリアートによる銀行奪取が

起これば (この関係は)それこそ崩れ去る」。

c).「帝国主義軍隊が崩壊するのは―大まかにい

えば―「兵士の規律低下」によるものであり、

階層制の下部の環がこの階層制の環としても

はや役立ち得なくなるからである」。

5). 再生産過程を再建する方法 (「唯一の脱出路」)

は、技術的生産関係のプロレタリアートによる再

建 (「労働者階級が社会的労働の組織化において

支配的な地位を占めること」)である。この「生

産関係の再建の前提条件は「プロレタリアートの

権力」すなわち国家装置とその一部としての軍隊

と生産とにおけるプロレタリアートの「指揮権」

である」。

6.2.2 共産主義建設の条件

第 4章は、前章の生産における「革命的無政府状態」

(「絶対に必要な要因」)に続いて起きた生産組織化の過

程を一般的に叙述することに当てられる。

*23 革命過程における生産関係をまず技術的労働組織としてとらえている点は、実は Bukharin の優れた点である。この過程においては物象
性の殻が破れ、すべてのカテゴリーは実体論に即して、抽象的にではなく具体的に取り扱われねばならない。生産関係といえばそれまでは
物と物との関係としておもに流通過程において取り扱われていたものが、革命期においては人と人との関係として直接的生産関係の内部で
取り扱われることになる。だから Bukharinが具体的な労働組織に注目しているのはきわめて正しいことなのである。

*24 この照応関係が原則的・近似的なものにすぎないことは、絶対主義国家を見ればわかる。初期の明治政府の例でいえば、政治的には憲法的
機関 (帝国議会等) に依拠するブルジョアジーと、憲法外的機関 (元老院等) による封建諸侯との勢力均衡のもとで、経済的には全面的な上
からの資本主義化が行われたのだった。農村等において因襲的な経済秩序が残存するものの、これは経済外強制などではなく、実質はまっ
たくの資本主義的生産諸関係につくりかえられている。ところが Bukharin は機械的な照応関係にもとづいて各国の革命情勢を見ており、
この姿勢が「日本に関するテーゼ」(27年テーゼなど)の見立て違いにつながった。

*25 ここで Bukharin が「動的均衡の条件」と言っているものは、
●

さ
●

し
●

あ
●

た
●

っ
●

て
●

は、Iv+m = IIc のことである。これが成り立たないばかり
か、価格は価値の裏付けを欠いたものとなる (というのも金との兌換が停止されているから)。そのためハイパー・インフレなど価格体系の
混乱と通貨の通用力の下落が著しくなる。デノミネーションや価格公定などによってこれが食い止められ、かろうじて流通が維持される。
固定資本は「食いつぶ」されるというよりは、稼働率が大幅に低下し、加えて修繕がなされない。新造設備等の計画は放棄される。可変資
本においては賃金の未払い、自宅待機、解雇が横行する。職場は荒廃・混乱し、労働争議が勃発する。消費生活は窮迫する (またこれにイン
フレが追い打ちをかける)。
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1). これまで共産主義建設の前提条件として一般にみ

られていた「資本の集積―集中度」は、実際には

まったくそうではなかったことが明らかになる。

なぜなら「この集中化された「装置」そのものが

革命の過程で崩壊する」からである (銀行接収で

見られたとおり)。

2). 実際に必要とされていたものは、作業場内の「協

業体制」である。これは資本主義社会の胎内にお

いて「成熟」し、「労働者間の生産関係において

具現し・・・人間原子を
プ ロ レ タ リ ア ー ト

革命的階級へと接合させ

る」。これは「資本主義体制の胎内で不断に再生

産されて成長した、最大限に拡大した (資本への)

敵対関係の結果」である。

この紛争 (プロレタリアートの叛乱) の震動力

こそ、資本主義の発展段階を示す十分正確な指標

であり、資本主義的生産関係という外被のもとで

は、生産力*26のそれ以上の発展が完全に不可能に

なったことの悲劇的表現である。これこそ、科学

的共産主義の創始者たちが再三予言したあの瓦解

そのものなのである。ブハーリン (1978)

3). 一方で「プロレタリアートが当面する課題は・・・

マイナス拡大再生産の場合にブルジョアジーが当

面する課題と同じである。すなわち、あらゆる資

源の節約、その計画的利用、最大限に可能な集中

などである」。他方で「資本主義の瓦解とともに、

商品物神性とその半神秘的な範疇はうち砕かれ

る」。この過程では、イデオロギー革命、政治革

命、経済革命、技術革命が互いに「区分のはっき

りした各時期ではなくて、流動しつつある過程」

として、「諸傾向」として、融合しつつ進行する。

こうして「プロレタリアートに対しては、この階

級が実践によって解決せねばならない組織問題を

提起する」。

社会主義的方法は、この積極的な組織化過程

(国家資本主義)の継続となるであろうが、それは

もっぱら自由な社会の救済および発展のためのも

のであろう。最初は、この方法はただ生産手段お

よび消費手段の新たな節約のみに力を入れ、間接

的に社会を救うことになろうが、それに次いで生

産力の復興に着手し、その後に生産力を新たな、

より高度の開花期へと導く。その間に一段一段と

次第に、大規模生産として、また明白、単純、自由

な社会関係の体制として、社会主義が建設される

であろう。N. Osinsky*27「社会主義革命の諸前提について」(1918)、

ブハーリン (1978) より重引

4). 上の組織問題のなかでとりわけ重視されるべきも

のが「技術インテリゲンチアの新体制への包含」

である。この「
ス ペ ッ ツ ィ

専門家」問題*28は、「どんな体制

においても維持されねばならない内的、純技術

的、実務的な論理」が存在することを認めた上で

なお「技術的―生産的な人的要素の、別の形の結

合」がいかにして可能なのか、という問いを提起

している。この問いは次のように解かれる。

a). まず「ブルジョア社会の特殊な範疇としての

剰余価値の創出過程が消滅する」。それまで

技術インテリゲンチアは「生産過程において

組織者の機能を果た」すとともに、「剰余価

値を搾取するための伝達機構」でもあった。

これが「労働者の集団的意志」=「プロレタ

リアートの国家―経済組織」に従属し、剰余

生産物を「再生産元本の増大」に向けるべく

「社会的必要に対する計画的な充足過程」に

寄与することになる。

b). 上の機能転化は自然に進むのではなく、技術

インテリゲンチアの生産過程からの「一時的

*26 Bukharinはここでは生産力という言葉をほぼ労働と同義のもの (実体論のカテゴリー)として使っていることに注意する。「資本主義の崩
壊期には、資本主義は決して救われない。その理由は、社会の基本的な生産力である労働者階級が、それ自身の資本主義的な機能、資本形
成の機能を果たすことを拒否するところにある」。

*27 N. Osinskyは Valerian Obolensky(1887–1938)の筆名。ボリシェビキの理論家。モスクワ農業アカデミー教授。1918年に「左翼共産
主義」グループに参加、「デセミスト」(Democratic Centralists)の中心メンバー。1919年農業副人民委員。1926年共産主義アカデミー
の世界経済及び世界政治研究所長。1935年ソビエト連邦科学アカデミー科学技術史研究所長。1937年逮捕。1938年刑死。

*28 生産の再建のために、いったん離脱した専門家を高い報酬によって引き戻すべきかどうかが 1920年のボリシェビキ党内部で論争になった
(「労働組合論争」)。湯浅 (1971)によれば「早くも 1918年 4月末、レーニンは第七回党大会への報告と、これを改定した小冊子「ソビエ
ト政権の当面の諸任務」において、当面の課題は、産業管理に秩序を回復して生産性を高めることにあるとして、そのためには、ブルジョ
ア「専門家」の利用が不可欠であると結論した。」

*29 Bukharin は技術インテリゲンチアが従来のイデオロギーを清算し、職場復帰することをもって「弁証法的転化」と称している。しかし、
ここで本来問題にすべきことは、生産体制の再建が作業場における目的創造と同時に進まなければならない、ということである。旧来の生



140 第 6章 「広義の経済学」

な脱落」ののちの「復帰」によってはじめて

可能となる。彼らは「新しい心理*29に著し

く目覚めながら、形式だけは「旧来の」地位

に復帰」する。プロレタリアートは彼らを同

盟者として遇することになる。

彼ら (専門家) を敵階級の代表者、プロレ

タリアート独裁と金融資本との調停者たらし

めることは許しがたい。N. Osinsky「社会主義革命の諸

前提について」(1918)、ブハーリン (1978) より重引

c).「ソビエト、労働組合、政権を握っている労

働者階級政党、工場委員会、政権奪取後に創

設された各種の特殊な経済的組織*30」の擁

する「組織的―技術的に適格有能な労働者幹

部」がさらに上の専門家に加わる。

d).「プロレタリアートの中から絶えず次々と新

しい層が湧き上がり、これらの層が次第に

「古い」技術インテリゲンチアと並び立つ」。

「技術インテリゲンチアはこの体制の中で彼

ら自身の社会的身分の性格を失い始める」。

5).「プロレタリアートの国家権力」は、同時に「経

済管理」と「技術管理」の役割も果たさねばなら

ない。この機構の持つ組織特性は「旧社会の国家

管理機関」の崩壊の跡に残る「物質的―技術的―

実質的な骨組み」を接収したものからつくられ

る。またこの組織は、課題がブルジョアジーの直

面していたものと同じものである以上、ブルジョ

アジーの組織「国家資本主義」と類似したものに

なる。逆にいえば「国家資本主義体制がそれ自身

の対立物へと、弁証法的に転化する」*31。

表 6.1 プロレタリア的諸機関の機能変化

革命前 革命後

労働者代表

ソヴェト

権力獲得闘争の

要具

権力手段

労働者諸政

党

プロレタリア的行動の
spiritus

精神的
r e c t o r

指導者

労働組合 企業家に対する

闘争の要具

生産管理機関の

一つ

協同組合 商取引仲介業に

対する闘争の要

具

一般的分配のた

めの組織の一つ

工場委員会 企業家に対する

労働者の局地的

闘争機関

全般的生産管理

のための補助的

細胞

ブハーリン (1978)をもとに筆者作成

6). 各種の「プロレタリア的諸機関」は表 6.1に示す

機能変化を遂げた後に、上のソヴェト国家 (「総

括的な組織」)と並列されることになる*32。労働

組合 (プロレタリア大衆組織) の「国家化」はこ

の観点から解釈されるべきであり、これは「転形

産体制は市場での流通過程を前提としており、いずれの作業場でもその目的は物象化のなかで見失われていた。これまで流通過程が社会の
「自然法則」を通じて果たしていた機能を、ここでは目的意識的に再構築することが要求されている。だから、作業場内の技術的組織化だけ
でなく、作業場間の技術的組織化も要求される。この目的の生産において、技術インテリゲンチアとプロレタリアートとのイデオロギー闘
争 (統一戦線)が必要となるし、またそのなかではじめて旧来のイデオロギーの清算も可能になる。Bukharinはこの過程をあまりに機械的
に考えている。

*30 たとえば Trotsky が指揮した Zektran(Zentralkomitee der vereinigten Gewerkschaft der Eisenbahner und Schiffahrtsarbeiter.

D. V : 鉄道・海運労働者連合中央委員会)など。湯浅 (1971)は次のように説明している。「ポーランド戦争が激しく戦われつつあった 20

年 8月、これまた中央委員会の支持を得て、トロツキーはトムスキーらの抵抗を押しきって、いわゆるツェクトランを設け、このもとに一
切の運輸交通事業を包括することとした。ツェクトランとは人民委員部、労働組合、党員フラクションの融合体で、それがトロツキーの
「労働組合の国家機関化」の原型となり、軍隊組織的に機能したことはいうまでもない。彼は労働組合官僚をおさえ、組合ヒエラルキーにか
かわることなく、あるいは党員と非党員の区別なく、能力ある労働者を管理者に登用して、彼らの活動によって、当初期待された以上のス
ピードで運輸交通の再建に成功したのであった。」

*31 Bukharin は、課題が似ているので組織も似たものになると主張する (またこの主張には N. Osinsky も同意している) が、プロレタリア
組織においてはブルジョア的物象性が払拭されねばならない、ということが忘れ去られている。実際には社会が物象性の夢から覚めるので、
金融取引秩序も崩壊し、諸権利の「一般的等価」たる国家権力も崩壊するのである。そのために、その実体である作業場内協業のみが生き
残る。作業場間において、これと同等のものを組織化することが求められているのであり、これが国家資本主義と類似するとは到底考えら
れない。

*32 この表において、「労働者諸政党」の欄のみ、機能変化が見られないことに留意せよ。これが放置されるならば、唯一の特権をめぐってボ
リシェビキ党と左翼エスエルが相争うことも予見され、その後のボリシェビキ党の一党独裁が正当化されることになる。だから、前衛党の
機能変化とは何か、それはいかにあるべきか、が実は重要な検討課題なのである。
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過程の内的論理そのものから」おのずと生み出さ

れる。「この組織化過程は、労働者階級の集団的

理性によって計画的に方向を与えられ、指導さ

れる」。

第 5章は、都市と農村の対立、工業と農業の対立とそ

の止揚が描かれるはずであった。Bukharinは「物質的

―自然的観点*33が今や決定的な意義をもつにいた」り、

「「具体的」な労働の様々の分解」とりわけ「工業と農業

へと社会的生産が分かれている」現実をいかに変革する

か、という課題が、ロシア社会の現下の根本問題である

原料問題と食糧問題に結びついていることを正当に指摘

している。しかし、彼にはその解答を見つけられなかっ

た。結局は生産力の向上に、すなわち技術革命に救いを

見出すほかはなかった。

1). ロシア農業経営体の組織構造の多様性が以下のよ

うに叙述される*34。

a). (賃労働に基づく) 資本主義的大経営。その

内部では工業とほぼ同じ生産的―社会的階層

制が敷かれる。

b). クラーク経営 (大農)*35。経営主と労働者の

二階層から成る生産階層。

c).「勤労」農民経営 (独立自営農)。階層は存在

しない。

d). 半プロレタリアの零細経営。他の経営形態の

最下層を構成する。

2). 現下のロシア農業生産の現状が、工業と同様に

「マイナス拡大再生産」として叙述される。

戦争によって労働者が生産的労働から引き離さ

れ・・・機械器具や貯蔵農産物が徴発され、農業

から畜力が奪われ、家畜の飼養頭数が減らされ、

施肥量が切り詰められ、耕作面積が縮小される。

農業においては労働力が工業よりも相対的にはな

はだ大きな役割を演じているが (これは農業にお

ける「資本」の有機的構成が低いためである)、戦

争がこの労働力を引き揚げ、生産および再生産の

基盤を狭める。ブハーリン (1978)

3). 農産物価格の上昇と同時に工業製品価格も上昇す

る。そのため農村はこれらの工業製品を入手し得

ず、生産縮小に追い込まれている。これを解決す

る「国家資本主義的組織化」は次の二通りの経路

をとる。特に後者 b).が重視され、協同組合がそ

のための有力な手段とされる。

a).「大規模な生産単位の一部」の「国家化」。

b).「流通過程」を通じた「生産過程の間接的規

制」。具体的には「国家の穀物専売、農産物の

配給切符制、生産物の義務供出、固定価格、

工業製品の組織的供給など」。

ところが、経営体の多様性・零細性などの特

性により、流通を通じた規制は機能せず、「「非合

法」市場、「自由」市場、青田買いなどの投機的取

引」が横行する。これは「国家資本主義装置の腐

朽」をあらわす。

4). 国家資本主義の瓦解は、工業分野から農業へも波

及する。この「紐帯の革命的切断は、最初には、

都市と農村との分断を促進する」。これは次の三

つの経路の切断としてあらわれる。

a). 信用―貨幣的・金融資本主義的結合 (主に銀

行)。これは「プロレタリアートの権力獲得

によって、完全に回復不能なほどに永久に切

断される」。

*33 Bukharinは物質的―自然的観点の重視を強調するが、その観点を農村の再生産過程の叙述に貫徹すべきであった。たしかに階級闘争視点
は重要であるが、これは農村においては抽象的な階層によってではなく、農事暦に沿った社会的労働の組織化によって議論されるべきで
あった。

*34 なぜ農業経営体がこのような雑多な状態であるかが分析されるべきである。基本的には資本制的商品経済による農村の分解過程と、帝国主
義段階に特有の労働生産性の二重構造がある。これは本質的には〈価値法則〉の作用の結果であるとともに、土地の占有状態に依存して総
剰余価値から地代が分与される構造にも由来している。
流通過程が混乱し、競争が正常に機能していない以上、これらの構造も揺らいでおり絶対的なものではなくなっている。そのため、経営

形態の違いを当面の分析の必要性を超えて過度に固定化して考えることは誤った農業政策の誘因になるだろう。
*35 平凡社「世界大百科事典」によれば「ロシア語のクラーク (拳;κyπaκ)から出た言葉で、ロシア農村の富裕な層をさす。もともとは主とし
て高利貸、買占人、投機業者などを意味したが、1890年代以降は農村の資本主義的関係の発展を背景として、他人を搾取する富農を意味す
るようになった。しかしロシアの大半の富農は、ヨーロッパ的な意味での農業資本家とは異なって、みずから農作業に従事する農民という
性格を維持していた。」
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b). 国および地方自治体の組織機関。旧来の国家

機構の崩壊とともに、これも分解する。

c). 都市―農村間のきわめて現実的な交換過程。

「マイナス拡大再生産」により「その規模がは

なはだしく縮小する。・・・都市から放出さ

れる生産物量、すなわち農村が必要とする現

実の等価生産物量」は「最低限にまで削減」

される。「生産過程はほとんど全く麻痺する。

古い在庫品・・・によって生活が営まれる」。

これらの切断において「「正常な」時期には自

己価値をあらわしていた貨幣が、独立の価値をも

たない媒介表章であることを、ついにみずから暴

露する」。「都市への農産物供給の刺激がほとんど

失われてしまう」。「飢えに悩む都市と、生産力の

一部が破壊されたにもかかわらず、どこにも販路

のない「剰余」生産物を十分多量にかかえている

農村」とに社会が二分される*36。

5).「農業革命」が叙述される。これは「農業におい

て・・・経営相互間の闘争として現れる結合の分

裂」であり、「勤労農民層および半プロレタリアー

トと大農層および半地主層との闘争」である。そ

して「与えられた歴史的脈絡において、この分裂

は資本主義体制の一般的な崩壊過程の一構成部分

となっている」。この闘争の特質は、工業部門の

プロレタリア革命と次の点で異なっている。

a).「能動的な作用力は小所有者層の全く分散的

な労働であって、プロレタリア層の社会化さ

れた労働ではない」こと。そのために「農業

プロレタリアート自身の成熟がはなはだ遅れ

ている」こと。

b). また「農民層によって土地獲得闘争が行わ

れ」*37、その結果として「資本主義的大経営

の部分的な崩壊」が起きていること。

つまり、農民の闘争は「商品―無政府的傾向」

としての土地獲得要求のかたちをとり、プロレタ

リアート独裁の「組織化傾向」との「隠然たる、も

しくは多かれ少なかれ公然たる闘争を伴う」*38。

農民経済は従来通り、ひきつづき小商品生産と

して残る。ここにわれわれは、きわめて広大で、

きわめて深く、きわめて堅く張った根をもつ資本

主義の基盤をみる。この基盤の上で資本主義は、

共産主義に対する最も激烈な闘争において、みず

からを維持し、新たに更生しつつある。この闘争

の形態は、国家による穀物 (その他の生産物)分配

に反対する傾向―総じて、国家による生産物分配

に反対する傾向―をもつ、闇取引および投機活動

である。Lenin「プロレタリアート独裁期の経済と政治」1919、ブハーリン

(1978) より重引

6). 上の農民の傾向にたいしてプロレタリアート独裁

国家は「都市と農村の間の現実的な「新陳代謝」

過程」をつうじて農村に「都市の決定的な影響」

を与える。その前提として「工業自体の復活」が

必要であり、そのためにこそ、農村から「都市へ

の生活手段の流入」を確保する必要がある。次の

二つの手段がとられる。

a).「都市に残されている資源の一部を犠牲にす

ること」。

b).「国家的―プロレタリア的強制」。具体的には

「余剰穀物の収用、現物税、またはその他の

何らかの形の強制」。

後者の「国家的強制」は次の理由から正当化

*36 恐慌時と同じように、資本と労働とが結合できない状態が、しかも都市と農村という地理的に特殊な関係として出現している。ところがこ
の分断は恐慌のように一時的なものではない。なぜならば、すでに貨幣は〈一般的等価〉であることをやめているからである。生産物交換、
すなわち等量労働交換は貨幣とは別の方法で実現されねばならない。

*37 1917年の「土地に関する布告」は地主的土地所有権を廃止した。問題はこのように共有された土地という生産諸手段が広く農民に配分さ
れてしまったことである。所有権と利用権が分離され、前者が革命政府に、後者が農民に配分されたとするならば、後者をいかに共同管理
するかが本来は重要なものになる (この課題は Nikolai-onらナロードニキがつとに強調していたことだった)。ところが Bukharinはなぜ
かこの土地の管理についてはまったく言及していない。

*38 Bukharinが、またこれ以降の論争者が、農業資本主義との闘争、あるいは革命政府による農民の収奪を言い出す発端となったものが以下
の Leninのプラウダ論文であった。これは前年に地方ソヴェトで進行していた危機的な事態を追認し解釈したものでしかなかった。
しかし、農民の革命政府への抵抗をもたらしているのは、実は革命政府による「国家的強制」である (これが地方ソヴェトの崩壊と左翼エ

スエルのソヴェトからの離脱・追放をもたらした)。さしあたって必要とされた臨時的措置としての徴発が永続化されるおそれがあるなら
ば、これに農民が抵抗するのは当然である。こうして「プロレタリアート独裁」権力と農民との対立が構造的に安定してしまう。これこそ
Bukharinが望まなかった「均衡」であろう。
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されている。「国家的強制は・・・その限りでは

一般的な経済発展の本筋に即した一要因なのであ

る」*39。

i). 直接的理由：「農民層自身が・・・農業機械

器具、人造肥料、電力などを供給する工業の

発展に利害関係をもつ」。

ii). 間接的理由：「プロレタリアートの国家権力

が、大地主、高利貸、銀行家、資本主義国家

などによる経済的圧迫の復活に対して、最善

の防止手段である」。

「新しい均衡の確立は徐々に、苦悩のうちに進

む。工業における再生産の回復が早ければ早いほ

ど、またプロレタリアートが、より深刻な課題で

ある技術革命の開始にふみきるのが早ければ早い

ほど、それだけ均衡確立の過程が早められる」。

7). 協同組合組織の意義が最後に説明される。「農民

経済の安定が農民協同組合という装置の相対的安

定という形で現れる」。

工業プロレタリアートが・・・生産過程を直接

的に組織している農業機械器具の不足が農業者の

一部を生産連合 (農業コミューン、組合、アルテ

リ*40)の結成へと動かす。しかし、主要な小生産

者大衆に対して、彼らを組織的な機関に引き込む

ことが可能なのは、主として流通分野を通じて、

したがって、形式上は国家資本主義体制の場合と

同じ道を通じてである。国および地方自治体・・・

の分配・調達機関が新しい均衡体制の主要装置と

なる。ブハーリン (1978)

この協同組合の命運がソヴェト経済の命運を

も左右する。次のような可能性が存在する。

a). 協同組合の衰弱。「都市と農村との間の交換

を通じての結合がしだいに弱まるとき」。

b). 協同組合の破壊。「農村においてクラークが

優勢なときと、クラークとプロレタリアート

との間の闘争が先鋭化したとき」。

c). 協同組合の改造と一般的な社会主義的分配組

織へのその吸収。「現実の生産物交換過程が

再開され、都市の経済的影響が決定的となる

とき」。

第 6章は、生産力の概念について振り返り、生産力の

低下と再生を「革命の費用」の発生から技術革命の開始

への流れとして叙述する。またその結節点として「社会

主義的原始蓄積」の概念に言及する。

1). 生産力は、i).「生産の物的ならびに人的要素」(技

術的概念)と理解されることもあれば、ii).「社会

的労働の生産性」(経済的概念)と理解されること

もある。この二つの理解は次の定義式の二面を表

現するものと解釈するとよい。

生産力 =
M

a+ b
(6.1)

ここでM は生産物総量、a、bはそれぞれ「死

んだ労働」、「生きた労働」の総量を表す。

i). これを物質的観点から見れば、一定の生産物

M をもたらすためには必要な「具体的生産

手段一般」aとそれに照応する「質をそなえ

た労働力」bが要求され、ここから前者の定

義があらわれる。さらに「生産手段そのもの

が、その物質的規定性によって互いに規制し

*39 「直接的な理由」はかならずしも「国家的強制」を正当化しない。なぜならば、農業機械、肥料、エネルギーの供給などは原則的に等量労
働交換によって賄われるべきであり、なんら「正当化」する必要をもたないからである。そのためには農村内部での工業の再建、土地改良、
また都市間輸送サービス (物流)の再開が必要であり、やはりそこでも等量労働交換が支配する。これが「強制」という見かけをもつのだと
すれば、それはやむを得ず不等量の交換が行われていることを意味する。この交換が臨時的なものとして将来の見通しとともに説明される
ならば、農民の抵抗をもたらさない。
「間接的な理由」についても、それを神秘化・物象化させないためには「国家権力」の機能が実体論に即して、つまり労働過程の論理に即
して説明されるべきであろう。具体的には国境警備や内戦の危険を抑止するための持久戦力など、「不生産的」(実際はそうではない) であ
るが必要な兵士労働との等量労働交換と、本当に不生産的な社会保障のための控除を区別して表示することである。またその負担は農村に
ばかり負わされるものではなく、すべての労働者に公平に等しく掛けられなければならない。またそうでなければ、国家はいつまでたって
も「死滅」しないことになる。

*40 平凡社「世界大百科事典」によれば、アルテリ [artel’]とは、「ロシア、ソ連邦における小生産者または労働者の経済的目的追及のための自
主的な共同組織。チュルク語の ortak(組合) 起源とも、イタリア語の artieri(職人たち) 起源ともいわれる。17 世紀にこの語は現れるが、
農奴解放後この種の組織は多様に発達し、語義も多様化した。」
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あう二部分」=労働手段と労働対象、に分か

れ、そのうちの「能動的部分」=労働手段が

「社会の技術体系」にして「生産力の進歩の

真の尺度」をなす*41。

ii). 他方で、これを社会的観点から見れば、「社

会とその外部環境とのあいだの一定の均衡」

を表現するものとなり、「自然に対する人間

の支配力」=「自然を占有する度合い」を示

す。ここから後者の定義があらわれる。これ

が「さまざまの社会的―人的グループ間、社

会体制の人的要素間における均衡の耐久性」

を規定するものとして、「結局のところ、社

会現実の複合体全体を規定する」*42。

2). 社会的再生産の「正常な」進行のもとでは、式

(6.1)における a、bは「全生産手段と全労働力の

現在量」をあらわし、これらが社会の様々な生産

部門に適切に分配および再分配されている。そこ

では「技術的に与えられた、各量の比例性」(有機

的構成)が保たれている。

3). ところがこの「社会的均衡が崩れた」時期、恐慌

期においては、a、bはもはや「現有生産手段の全

部」、「現有の・・・労働力の全部」を意味せず、

またその有機的構成も崩れている*43。これは生

産力の「物理的絶滅」そのものである。Marxに

よる次の資本破壊の描写が参照される。

恐慌による資本破壊を問題とする場合には、こ

れを二種類に区別すべきである。

再生産過程が停止され、労働過程が制限され

るか、または所々で全く停止される限り、現実の

資本は破壊される。使用されない機械装置は資

本ではない。搾取されない労働もやはり失われた

生産である。利用されない状態にある原料は資本

ではない。利用されないか未完成のままの使用価

値・・・や倉庫内で腐朽する商品など、これはす

べて資本の破壊である。そのすべてが再生産過程

の中絶によって、また現有の生産手段が生産手段

として作用せず、運転されないという事実によっ

て制限を受け、その場合それらの使用価値も交換

価値も破滅する。

しかし、第二に、恐慌による資本の破壊は大量

の価値の切り下げを意味する・・・それは商品価

格の破滅的な暴落である。しかしそれとともに使

用価値は破壊されはしない。

・・・単なる擬制資本、国債、株式等の場合に

関する限り―それが国家及び株式会社の破産にま

で及ばない限り、またはそれによって一般に再生

産が中断されるだけである限り・・・それは一方

から他方への富の単なる移転に過ぎない。Marx「剰

余価値学説史」、ブハーリン (1978) より重引

4). 競争、恐慌、戦争が生産力の絶滅・破壊の観点か

ら考察される。いずれの場合も生産力の一時的

破壊がさらなる拡大のための前提条件とされて

いる。

i).「競争の機構」とは「不断の均衡破壊の機構」

のことである。「資本主義社会における生産

力の発展は、その不断の浪費という代償に

よって
あがな

購われる」。「この浪費 (「競争の費

用」)は資本主義体制全体にとって前進運動

の必要条件である」。

ii).「恐慌によって促進される資本の集中が「よ

り高度の形態」への運動の進展を作り出し、

生産力のより一層の発展が生産力の一時的・

部分的な破壊という代償、すなわち生産力の

低下という代償によって購われる」。

iii).「戦争は一定の発展段階における競争の方法

の一つに他ならない。・・・それは国家資本

主義的トラスト間の結合的競争の方法なので

ある。したがって戦争自体の費用は、その本

質において集中過程の費用に他ならない」。

*41 これらは生産力の実体をなす生産諸力 (労働そのもの、労働手段、労働対象)である。
*42 これは本質的な概念としての

●

人
●

間
●

労
●

働の〈生産力〉である。これが「人間の自然を支配する度合い」というのは、総労働に対する必要労働
の比率を表現しているからである。資本主義的な生産においてこれは

●

資
●

本の生産力をあらわす。というのも、

M

a+ b
=

c+ v +m

c+ v
= 1 +

m/v

1 + c/v

のように、剰余価値率=搾取率 (m/v)と資本の有機的構成 (c/v)で表現されるからである。
*43 有機的構成が崩れるから恐慌になる (Tugan-Baranovsky) のではなく、恐慌になるから有機的構成が崩れるのである。このことを

Bukharinは正しく指摘している。ただし、〈原理論的恐慌論〉のことを知って言っているのではない。
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5).「革命の費用」が生産力の観点から考察される

(「戦時共産主義」)。「革命において生産関係と

いう・・・「外被」が「爆破される」が、このこと

は再生産過程の攪乱を、したがって生産力の破壊

を意味する」。「この客観的必然性は、経済的外被

が生産力の発展と両立し難くなったということに

よって与えられる」。それは次の段階を踏む。

i).「世界的な生産力が、生産の国家的―国民的

構造に耐えられなくなり、矛盾が戦争によっ

て「解決される」」。

ii).「戦争そのものが、基本的な生産力―労働者

階級―の存在と両立し難くなり、矛盾が革命

によってのみ解決され得る」。

しかし、プロレタリアートは彼ら自身の破壊の

脅威に対して憤激を持って答えるという点で、他

の生産力 (機械、原材料、その他)と違っている。

恐慌期は、プロレタリアートの中で革命的憤激が

目覚める時期である。プロレタリアートの革命自

体が、ブルジョアジーの努力に対する―労働力の

破壊によって出費を緩和し、彼らに属する諸力の

遊休を少なくしようとし、プロレタリアートに犠

牲を払わせて、資本主義的生産様式の無政府性に

よって引き起こされる恐慌を除去しようとする努

力に対する―プロレタリアートの反作用に他なら

ないのである。L. Kritsman*44「生産力の発展とプロレタリアート独

裁」、ブハーリン (1978) より重引

6). 革命による生産力低下の意味について、これが戦

争に引き続いて起こるところに求められる。「生

産力の低下を「否定する」ことは、革命の過程を

「否定する」」ことに他ならない。なぜならば「戦

争と革命とが、資本主義体制の爆発として、社会

的転形過程において互いに融合」しているからで

ある。

7). 革命に引き続き、「社会主義的原始蓄積」(V. M.

Smirnov*45)の時期がくる。これは「資本主義的

原始蓄積」とまったく対照的な、むしろその「弁

証法的否定」である。

i).「資本主義的原始蓄積の生産的な本質は・・・

ブルジョアジーの政治権力が、住民の大群を

動員し、彼らから強奪し、彼らをプロレタリ

アートに転化せしめ、彼らから資本主義社会

の基本的な生産力を創出したという点にあ

る。プロレタリアートの生産―これこそ原始

的蓄積期の「本質」なのである」。

ii).「廃墟の山の上で生長する社会主義もまた、

生きた労働力の動員から必ず始めねばならな

い」。「この契機の段階的本質は、(搾取過程

の前提条件の創出にあるのではなくて)搾取

の廃絶による経済復活にあり、(一握りの資

本家による暴力行使にあるのではなくて)勤

労大衆の自己組織化にある」*46。

生産過程から脱落した諸力の動員から始めなけ

ればならない。・・・一般的労働義務制への移行、

すなわち広範な非プロレタリア大衆―とりわけ農

民大衆―をもプロレタリア国家の労働過程に編入

することが絶対必要である。・・・当初の最も重

要な労働分野は、運輸 (すなわち燃料)、原料及び

食糧の調達である。ブハーリン (1978)

8). 最後に技術革命が叙述される。さしあたってはエ

ネルギー改革 (「電化」) が注目される。当時は

私有財産制によって発電所の新設が頓挫していた

*44 Lev Natanovich Kritsman (1890–1938) はボリシェビキの理論家。1918 年ロシア共産党に入党。1922 年以後、スヴェルドロフ大学、
モスクワ大学の経済学教授、ゴスプラン副議長などを歴任。1925年共産主義アカデミー農業研究所長。戦時共産主義にかんする著作あり。
死の詳細は不明 (病死とも、粛清の犠牲になったとも言われる)。
Kritsmanの描写は Lukácsによる物象化からの脱却についての説明と一致する。

*45 Vladimir Mikhailovich Smirnov (1887–1937) はボリシェビキの活動家。モスクワ大学在学中に 1905 年革命に参加。1909 年に
Bukharin に出会い、以降 Bukharin、Smirnov、Osinsky の 3 名はボリシェビキの理論家トリオと称される。1918 年左翼共産主義グ
ループに参加、1920年に Osinskyらとともにデセミストのメンバー。1921年から 1927年にかけてゴスプラン幹事会、中央委員会のメン
バー。1926年に Trotsky、Zinovievらの合同反対派に参加。1927年に追放。1935年に逮捕。1937年刑死。

*46 「社会主義的原始蓄積」は「資本主義的原始蓄積」の逆回しである。これは、労働の義務というよりは労働の権利 (当然ながら分け前を受
け取る権利と統一された)と受け取られるべきである。
「国家独占資本主義」(「ニューディール政策」)においては、「同じこと」が失業対策として行われる。つまり、新たな公共事業が立案さ
れ、失業者の動員が行われる。資本主義はこれを可変資本の購入というかたちでしか実現できない。その元手は中央銀行の発行する銀行券
によって賄われるが、それにはこの銀行券が金との兌換の義務を負わないことが必要である。この銀行券の通用力はその国の将来期待され
る税収に依存している。
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ことから、この実現のために「生産手段の私有制

の廃止、特許「権」および営業機密の廃止、計画

の統一」が要求される。「工業の電化、大発電所

の建設、強力な運輸網の創設」が「都市と農村と

の間の相互関係を根本的に変化」させ、「工業発

展と農業発展との不均衡を廃する」*47。

6.2.3 共産主義組織と生産管理

第 7 章～第 8 章では「生産の国家化」ないし「社会

化」と生産管理の問題が議論される。

1). プロレタリアート独裁のもとで「生産における資

本の最高権力が廃絶されている」。ここでの「経

済担当の主体」は「国家権力として組織されたプ

ロレタリアート」であり、これが「社会的需要の

計画的充足」を導く。資本主義のもとでの「一般

的労働義務」は「大衆自身による労働の組織化」

に置き換えられている。このプロレタリアート独

裁権力 (「プロレタリアートの集中された威力」)

は、資本主義へ移行するための「てこ」である*48。

2). 生産の「社会化」とは、「収奪者の収奪」であり

「生産手段を社会の手中に移譲すること」である。

その基本形態は「生産の国家化」であるが、具

体的諸形態は「多種多様の物質的・階級的内容を

はらんでいる」。「管理の方法および形態がそれ

に適応せざるを得ないような、種々の条件をも

ち・・・技術的な合目的性の標準によって規定せ

られ」る。

生産管理の諸段階が i).資本主義の崩壊期、ii).「生産

の軍事化」の段階、iii).より「発達した」管理制度の時

期に分けて叙述される。

1).「プロレタリアートへの政権「移行」の前に」、す

でに「生産の社会化のための闘争、すなわち、プ

ロレタリア工場の実現をめざす闘争」が始まっ

ている。ロシアでは革命的「工場委員会」などが

「旧制度に楔を打ち込み、それを分裂」させた。

a). 管理制度としての「工場委員会」は、「技術

的に最も完全なもの」ではない。それよりも

「経済闘争的な課題、すなわち、労働者階級

を支配階級として、経済生活のあらゆる隅々

で強化するという課題」が優先される。

b). これを政治組織としてみた場合、「最も広範

な合議制、無条件選挙制の原則 (この場合の

選挙は政治的な旗印によるもので、技術経歴

は旗印にならない)、任期を定める交代制、さ

らに広範な合議による責任の分散などが必ず

伴う」。

c).「教育機能」は「管理そのものの機能と融合

している。

・・・ブルジョア的な生産組織者である技

術インテリゲンチアは、この時期にはプロ

レタリアートに反抗しているが、労働者には

まだ管理の経験がなく、しかもすべてが労働

者の肩にかかっている。こうした情勢のも

とでは、前衛プロレタリアートは学びつつ管

理に当たり、管理に当たりながら学ぶのであ

る。・・・この目的を達するために、合議制

を広く採用するという形態が適当である。こ

れは管理というよりも、むしろ管理の学校で

ある。ブハーリン (1978)

2). 同じ時期に、軍隊においてはやや異なった過程が

生じている。

a).「極度に厳格な帝国主義的服従に代わって、

広範な選挙制が出現する。軍隊装置のすべて

の連鎖において無数の委員会が創設される。

軍隊の諸問題がきわめて広範な審議討論の対

*47 資本主義はいくらでも「電化」を実現することができたということはその後の歴史が物語っている。ここでは、むしろ「電化」が「工業と
農業の矛盾」を止揚すると考える Bukharinの認識の歪みを問題にしなければならない。たしかに「工業と農業の矛盾」は競争と地代 (土
地占有) がもたらしたのだとは言えるが、土地占有の除去が、あるいは無尽蔵のエネルギー供給がただちに農業を工業のようにするわけで
はない。自然の制約はいかなる社会においても存在するのであり、資本主義的物象性が自然の存在を消し去っていたとしても、危機的な状
況においてはこれに逆襲されるのである。社会主義は見えなくなっていた自然の存在を可視化して前面に押し出し、生産をその調和のもと
に編成するがゆえに、工業と農業の統一が生まれるのである。そのことを忘れた結果が旧ソ連邦の「自然改造」であった。

*48 プロレタリアート独裁権力が抽象的な国家として、資本主義国家からのアナロジーによってとらえられている。これは執行から分離された
抽象的な権力=権威であり、物象性作用の産物である。「資本主義の崩壊期」の闘争手段・組織と具体的な「公務」労働との関係が論じられ
るべきである (実際のところ、あらゆる労働は公務に転化している)。
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象となる。軍隊内の「旧権力」が決定的にそ

の声望を失い、葬り去られる。・・・その第

一の最も重要な意義は、旧帝国主義的軍隊の

分解・崩壊にある。第二は、将来のプロレタ

リア的軍隊の活発な組織力の育成・準備、す

なわち、旧来のものの崩壊を代償として獲得

される育成である」。

b).「連隊委員会は軍隊に戦闘力を与えるものだ

と主張する人は一人もいないだろう。だがま

さにその客観的な任務は旧軍隊の戦闘力を維

持することにあるのではない。逆に旧軍隊を

破壊し、別の装置のための力を準備すること

がその任務なのである」。

c). 軍隊においては、生産一般とは異なり、「労

働組合に相当する軍事組織」は与えられて

いなかった。それゆえに、「軍事の分野にお

いては・・・全過程がより鋭く、より荒々し

く・・・より革命的に現れる」*49。

3). 外的な状況が危機的になったとき、しかもプロレ

タリアート独裁権力がまがりなりにも確立された

という条件のもとで、「軍事的―プロレタリア的

独裁の性格」を帯びた生産管理が登場する*50。

a).「最大の正確さ、無条件絶対服従の実行、迅

速な決定、意志の統一、したがって最小限の

討議および会話、最小限の合議、最大限の意

見一致など」が要求される。「抑圧制度」が

これを遂行する。「抑圧という要素」を必要

とする理由は、軍隊においては「徴兵による

軍隊の構成分子・・・の利益に反する戦争が

行われ」、「彼ら自身が戦争に無関心」だから

である。生産一般においては、「純粋にプロ

レタリア的でない要素の比率」が高く、「プ

ロレタリア自体の中での意識的でない・・・

要素の比率」が高いからである。

b).「広範な合議制」が狭い範囲のものに改めら

れ、労働者出身の組織者および管理者の全員

が極度に節約的な方式で配置される」。「合議

制の縮小」からさらに「個人管理制の導入へ

と進む」。しかし、それでもこれは「階級の

権利の削減でも、階級組織の役割の縮小でも

ない。それはプロレタリア的な工場管理の圧

縮、濃密化された形態であり、迅速な作業―

「戦時的」な作業テンポ―という条件に適応

した形態なのである」。

下から上への広範な選挙制 (ふつうは各工

場別の労働者による)の原則に代わって・・・

技術者・管理者としての経歴・資格・信頼度

などと睨み合わせた、慎重な選抜制の原則が

採用される。各工場の管理部長に労働者出身

または技術専門化出身の責任者が据えられ

る。しかし、これらの人たちは、プロレタリ

アート独裁の経済機関によって選抜任命され

る。ブハーリン (1978)

c).「ある程度まで、管理機能と管理教育機能と

が分離する」*51。

すでに管理教育は、管理そのものにおける

失錯の連続という代償を支払うことがない状

態にある。ますます広範に大衆の関心が盛り

上がり、彼らは特別の公共施設において工場

管理の教育訓練をうける。その教育方法は、

前の段階で採用し得たものに比べると遥かに

*49 軍隊と生産一般の比較からわかることは、後者において工場委員会と労働組合の関係性が不分明となっていることである (表 6.1を参照の
こと)。ここに労働組合が保守化し、官僚主義の温床となる危険が予見されている。連隊委員会においては、工場委員会と労働組合の機能が
統一されていることでこの不分明を免れている。

*50 「生産の軍事化」の概念は Trotskyの提唱によるもの。Bukharinはこれをひとつの段階として「理論化」している。彼はしかしこの状況
が発生した原因の特殊性を十分に強調せず、「軍事化」を安易に原則化している。まず内戦の勃発により「社会主義的原始蓄積」の基礎とな
るべき質の高い労働が失われた、という客観的な事実がある。このため選挙を行おうにも被選挙権者の豊富な層を見いだせず、結果的に選
任の原則 (ボリシェビキ党による身元保証)に頼らざるを得なくなった。しかし、党自体の健全性はいったい誰が保証するのであろうか。
この危機的な事態を Bukharin が「疲弊恐慌」と表現したのは、本質を突いている。まさに労働の再生産が継続できないために (あるい
は「縮小再生産」に転じているがゆえに)生産諸関係が崩壊しはじめているのである。したがって労働の再生産、とりわけ生産管理にかかる
教育をいかに立て直すかが問題の焦点になっており、このことをめぐって「労働組合論争」がボリシェビキ党内で戦われたのであった。そ
して不幸なことにこの論争は、止揚されないまま分派禁止措置とともに中断されてしまった。湯浅 (1971)を参照のこと。

*51 管理機能と管理教育機能の分断は状況の圧力によって強いられたものである。管理において失敗できないという余裕のなさが保守的な態度
を生み、これがソヴェト社会全体に伝染している。特権のにおいをかぎつけた大衆が教育訓練に群がることはけっして肯定的に理解される
べきものではない。
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系統だっている。ブハーリン (1978)

4).「経済恐慌 (疲弊恐慌)の鋭さが消えて行き、管理

能力をそなえた人的資源量がしだいに蓄積される

であろうが、その限りにおいて、鋭く現れた軍事

的な型の管理も必要でなくなる」。「それに代わる

「発達した」管理制度の新段階・・・はすでに通

過した段階の単なる再現ではなくて、先行二段階

のジンテーゼである」。

国家権力と人間関係における強制的規格化と

が死滅してゆくにしたがって、共産主義的人類は

「物に対する管理」の最高形式を創出し、その場

合、どんな方式のものにせよ、合議制または個人

制の問題そのものが消滅する。なぜなら、人間は

統計的計算による冷厳な結果が要求することを

自発的に実行するものと思われるからである*52。

人間に対する管理は永久に消滅するであろう。ブ

ハーリン (1978)

6.2.4 経済法則と経済外強制

第 9章では方法論の問題が改めて検討される*53。

1). 過渡期経済学における方法ならびに理論的範疇の

有効性の問題が取り上げられる*54。というのも、

a).「存在の範疇の代わりに生成の範疇が現れ

る。流動性、変動性、運動性―これらの特徴

が・・・独特のものとなっている」。「商品、

価格、賃金、利潤などの諸範疇においてイデ

オロギー的な表現をとる自然発生的な諸関係

が、現実において存在すると同時に存在しな

い」。この背後には商品の物神崇拝の外被が

爆破されつつある、ということがある。

概念的に言えば、過渡期の基本的傾向の一

つは商品―物神崇拝の外被の破裂である。経

済関係の社会的―自然的体制が成長するにつ

れて、これに照応するイデオロギー的諸範疇

もまた爆破される。・・・自然的―経済的な

考察への移行の必然性が、すなわち、社会お

よびその各部分を自然形態にある諸要素の体

制として考察する態度への移行の必然性が生

じてくるのである。ブハーリン (1978)

b).「しかし、実際生活の習慣においては、それ

らの (従来の) 思惟用具が、経済生活現象を

現実に理解する手段として引き続き無批判

に利用されている」*55。「経済学の旧来の諸

概念は、絶えず変化しつつある生きた経済的

現実を、実際に一般化するという形をとり続

ける」。

2). Marxが「資本論」において提起した問題は次の

とおりである。「与えられた経済形態の存在はい

かにして可能なのか、また、生成・発展・消滅の

法則はどのようなものか」。この問題提起は過渡

期においては次のように変えなければならない。

a). 所与の条件下で社会はどれだけ長く存在す

るか

b). いかに生産が可能か、果たして均衡は可能か

c). (均衡が可能ならば) その状態はいかなるも

のか、生産関係はどうなっているか

d). (均衡が不可能ならば) どんな結果が待ち受

けるか

e). (いずれにおいても)その間の「運動法則」は

どのようなものか

*52 自由と必然の統一にかかわることが、現在的にあるいは過程的に問題にされず、遠い将来の状態として予想されるにとどまっている。「管
理能力の蓄積」とは、国家官僚および党官僚の分厚い層が蓄積することではないとすれば、管理労働の技術的側面の考察と結び付けられな
ければならなかった。

*53 これが冒頭にではなくこの位置に置かれていることは、この章以降が付録的取り扱いとなっていることを示唆する。またそれとともに、
Bukharinがこれらの章を意識過程・政治過程・国際過程として叙述しようとしていることが読み取れる。

*54 ここでは対象認識の問題と目的創造の問題とが混然一体となって論じられる。われわれは経済学 (ブルジョア社会の自己認識) ではなく経
済学批判 (ブルジョア社会の自己批判)を問題にしてきた。この自己批判の内容の物質化・対象化が社会主義社会・共産主義社会なのだとす
るならば、この自己批判の立場は社会主義社会になると消失するのか、という疑問が生じる。眼前にあるものが純粋なブルジョア社会では
ないとしても、かつ、われわれがブルジョア社会の物象性から脱却しつつあるのだとしても、依然として批判の立場は必要ではなかろうか。
この意味では、批判の仕事は継続されており、対象認識と目的創造とはその仕事の表裏二面にあたる。
さらに過渡期社会が「一国社会主義」のイデオロギーによって奇妙な疎外態へと変質したときに、これを変革の対象として「肯定的に」

認識する作業がわれわれに宿題として残されている。
*55 Bukharinは「鉄道輸送運輸の状態」についての記事が、すべての数字をルーブルで表示していることに対して「われわれは計測単位とし
てルーブルを使えるのであろうか」と疑問を呈している。
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3). 同じく「資本論」の方法的特色を抽出すると表

6.2のようになる。これらの特色には過渡期経済

の研究にあたって変わらずに有効であるもの (む

しろ強調されるべきもの)、無効となるものに分

かれる。このうち「均衡の仮定」については若干

の説明が必要である。

a).「均衡の条件の下において資本主義体制全般

を観察した結果が、科学体系としての理論経

済学である」。その「典型的な場合」には「均

衡が回復しない可能性と体制の破滅の可能

性」は排除されている。

価値法則は単純商品生産制度の均衡法則で

ある。生産価格法則は変形した商品制度―資

本主義体制―の均衡法則である。市場価格法

則はこの体制の動揺の法則である。競争の法

則は攪乱された均衡の不断の回復に関する法

則である。恐慌の法則は体制の必然的な、周

期的な均衡喪失と均衡回復の法則である*56。

ブハーリン (1978)

b).「均衡の仮定」を置く方法論的意義は、諸現

象を「運動によって惹起される外観」から独

立に考察するためにある。

需要と供給とは実際には決して一致しな

い。・・・ところが、経済学ではこの両者が

一致するものと想定される。それはなぜか。

諸現象をその法則的なその概念に対応する姿

において考察するため、すなわち、諸現象を

需要と供給との運動によって惹起される外観

から独立に考察するためである。Marx「資本論」

第三巻第 10 章、ブハーリン (1978) より重引

表 6.2 要求される方法論の変化

客観的–社会的な視点 物質的–生産的な接近

法

弁証法的–歴史的な問

題提起

均衡の仮定

「資本論」に

おける適用法

個々の経済主体 (個

人)に対する社会の優

位

消費及び全経済生活

一般に対する生産の

優位。社会は「生産有

機体」として、経済は

「生産過程」として考

察される。

社会を特殊な歴史的

形態において考察す

る。経済学的範疇を

「物質的生産の一定の

発展段階に照応する

歴史的生産関係の理

論的表現」とする。

資本主義体制の現存

という事実から出発

し、その生産関係それ

自体の再生産によっ

てこれを説明する。

過渡期におけ

る有効性

変わりなく守られる

べきでどんな限定も

必要ではない。ただ

し「論理的な調子」が

異なる。(自然発生性

に対する目的意識性

の優位)

本質的な変更と制限

を受ける。i).破局・停

滞の可能性、ii). 労働

者国家の諸政策、iii).

消費過程の重要性の

考慮

制限を受けないばか

りか、かえって前面に

押し出される。「不断

の形態変化」と「過程

の認識」の原則。

適用できない。均衡

とは体系が到達すべ

き目標になるが、到達

されないことがあり

得る。

ブハーリン (1978)をもとに筆者作成

*56 Bukharinは〈価値法則〉を単純商品にかかわるものと誤解している。たんに先資本主義社会から押し出された余剰生産物が身にまとうも
のとしての単純商品の交換価値は、偶発的なものであり法則性をもたない。〈価値法則〉の存在はあくまでも資本が社会的生産の根幹を握っ
ていること、すなわち労働力が商品化されていることを前提としている。競争の結果として一般利潤率が形成され、原価をこれによりマー
クアップして生産価格が計算されている。そして市場価格はこの生産価格の確率的な実現/非実現によって、その商品が価値物たることを
実証された結果であり、そのようなものとして価値、生産価格、市場価格の三者の関連において動的均衡が保たれている。



150 第 6章 「広義の経済学」

c). 均衡の背景にあるものは、その物神性のもたらす

仮象 (交換価値)の裏にある本質的なもの (労働の

分割) である。「ここに根本問題―価値の問題―

の解決への接近法が簡潔に示されている」。

一定の割合での社会的労働の分割の必要は、決

して社会的生産の特定の形態によって廃絶できる

ものではなく、ただその現象の様式を変え得るだ

けだという事は、自明である。・・・社会的労働の

関連が個人的労働生産物の私的交換として実現さ

れる社会状態において、このような一定の割合で

の労働の分割が貫徹される形態、それがまさにこ

のような生産物の交換価値なのである。Marx「クーゲ

ルマン宛のマルクスの手紙」、ブハーリン (1978) より重引

経済的範疇の有用性の度合いは、以下のように変化

する。

商品 「商品が一般的な範疇となり得るのは、無政府的

な生産基盤の上に立つ恒常的で、偶然的でない社

会的結合が存在する場合のみに限られる。した

がって生産過程の不合理性が消失している限り、

すなわち自然発生的な力の代わりに意識的な社会

的調節力が登場している限り、商品は生産物に転

化し、その商品性を失っている。」

価値 「均衡状態にある商品―資本主義的体制の範疇と

しての価値は、過渡期―商品生産が著しく消滅

し、均衡が欠けている時期―にはその有用性が極

めて乏しい。」*57

価格 「価格は一般的に言えば価値関係の表現である。

しかし常にそうであるとは限らない。

(A) 前者の場合は次の三種に分けることがで

きる。i).価値と価格の大きさが一致する (単純商

品制の静的均衡)、ii).価値と価格の大きさが一致

しない (典型的な場合)、iii).価格がそれ自体価値

を持たない商品に特有の派生的な大きさをとる

(例えば資本化された地代としての土地の価格)。

以上の場合と、(B)価格が価値の相互関係に立

脚しない時に取る仮象形態とを識別する必要があ

る。ここでは価格が価値から全く遊離する。した

がって過渡期においては、仮象形態をとる場合が

典型的な場合に近いものとなることが不可避的で

ある。この現象は、それ自体貨幣制度の崩壊と関

連がある。」

貨幣 「貨幣は発達した商品生産制度と関連のある物的

―社会的な結びつきであり、結び目である*58。当

然のことながら、過渡期においては・・・商品制

度の廃絶過程の中で貨幣の「自己否定」の過程が

進行する。それは第一にいわゆる「貨幣価値の切

り下げ」として現れ、第二に貨幣表章の分配が生

産物の分配から遊離し、その逆もまた真であると

いう形で現れる。貨幣は一般的等価物であること

をやめ、生産物流通の条件付き―この場合は極め

て不完全な条件付き―表章となる。」

賃金 「それ自体内容のない、仮象的な大きさのものと

なる。労働者階級が支配階級となっている限り、

賃労働は消滅する。社会化された生産において

は、賃労働が存在しない。賃労働が存在しない限

り、資本家に売り渡される労働力の価格としての

賃金もまた存在しない。賃金の外被―貨幣形態―

だけは維持されているが、この形態も貨幣制度と

ともに自己廃絶を進みつつある。プロレタリアー

*57 恐慌において、商品一般は価値物であることをやめ、唯一の資本である貨幣=金商品に変態しようとする。金の国外流出を恐れる諸国家、
中央銀行はその銀行券と金との兌換を停止する。価値尺度は一時的に脱線し、もはや価値=労働時間というレールの上を走っていない。た
だしこのことは将来の金本位制への復帰の可能性を排除するものではない。
ところが過渡期社会において、労働者国家は価値を破壊するためのありとあらゆる手段を行使する。戦争処理における無賠償の原則、資

産の接収はその一例であり、最大の破壊行為は賃労働の廃絶である。可変資本が存在しない以上、それが不変資本の価値を商品のなかに移
転することはなく、剰余価値をさらに付け加えることもない。価値は労働の継続時間というその自然形態に戻される。

*58 「結び目」という表現によって Bukarin が交換手段としての貨幣にしか注目していないことがわかる。貨幣は交換手段、支配手段、蓄蔵
(価値保存)手段、通貨=世界貨幣である以前に、価値尺度であり、一般的等価形態である。
過渡期社会においては、労働が直接的に社会化されることから、流通過程 (市場)が原則として崩壊している。その意味で本来は貨幣は不
要である。消費手段の分配という仕事が「貨幣」に残されているように見えるが、これはもはや流通しないという意味で、貨幣ではなく、
配給切符と変わるところがない。これを Bukharinは「生産物流通の条件付き表章」と表現している。
ところが上の記述と並んで、「貨幣の自己否定」、「貨幣価値の切り下げ」という記述がある。この点は後で見るように問題をはらむ箇所で

ある。
*59 「社会的労働に対する割り当て配分」とは、本来は労働証書制が実施されていることを意味しなければならない。ここで労働時間は二重の
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ト独裁体制下の「労働者」は社会的労働に対する

割り当て配分を受けるが、賃金は受けない。」*59

利潤 「剰余価値という範疇と同じに、われわれが新た

な生産循環を問題にする限り、消滅する。しかし

今なお「自由市場」が存在し、投機者その他がい

る限り、それに比例して投機利得が生じている

が、その運動法則は正常の資本主義体制における

それと違った規定が与えられる。この場合は売り

手の独占的地位が効果を発揮して彼らは他の分野

から大量の生産物を吸引している。」*60

第 10章は暴力の問題が取り扱われる。暴力は一方で

はひとつの経済的力 (経済的現象) として歴史のなかか

ら立ち現れ、他方では歴史を先に進めるものとして登場

する (「戦争と革命は歴史の機関車である」)。これを

Bukharinは過渡期社会における労働の組織化の観点か

ら叙述している。

1). 過渡期社会の意味が階級の廃絶過程としてあらた

めて提起される。革命的暴力 (プロレタリアート

独裁=労働者国家) はそのためのてことして位置

付けられる。この権力はみずからの死滅を準備す

る。したがって、この暴力は歴史的に最後の強制

行為となる。

資本主義は社会の・・・細分化を極度に進行さ

せるという結果を生んだ。資本主義は農民層を分

解し、「中産階級」を絶滅し、階級的矛盾を最大限

に先鋭化せしめた。

プロレタリアート独裁は (過渡期社会では) そ

の初期には資本主義世界の最も著しい分裂をみず

から現わしているが、ある程度の均衡を確立した

後は、人類をふたたび糾合せしめる。・・・階級

の特殊性が払拭され、各階級は、各階級としては

崩壊して、プロレタリアートに等しくなる。諸階

級の変形の時期が始まっているのである。この変

形化のてこはプロレタリアート独裁・・・集中さ

れた暴力である。この独裁が、結局、いかなる暴

力をも廃絶する。・・・いかなる形の強制もまた

永久に消滅する*61。ブハーリン (1978)

2). そこで、プロレタリアートの革命的暴力が「資本

主義時代の人的素材から共産主義的な人間をつく

り上げる方法」とされる*62。「マルクス主義 (者)

は最大の歴史的要因として現実に与えられたもの

を「度外視すること」はできない」。「「危急期」に

は暴力の役割が特に際立って現れる。・・・過渡

期においては、革命的暴力がその助産婦である」。

より大きな歴史的な尺度の観点からすれば、銃

殺刑に始まり労働義務に終わるプロレタリア的強

制のあらゆる形態は、いかに逆説的に聞こえよう

と、資本主義時代の人的素材から共産主義的な人

間をつくり上げる方法なのである。ブハーリン (1978)

3).「暴力は、一方で破壊的・・・役割を演ずるとと

もに、他方では凝集・組織化・建設の力となって

いる、現実に「経済的な力」である。この・・・

役割を果たしている (p.100を参照)。すなわち、i).総労働の社会的に計画的な配分による、労働種類と欲望種類の比率の調整、ii).控除後
の総生産物 (消費手段)の分配の調整。
問題は「賃金の外被」という記述である。過渡期社会においても、労働の分割・特殊化が部分的にしか克服されていないという主に技術

的な理由から、特定の労働が過少となり、そこに総労働を集中させるために割り増しが必要となる可能性はある。とりわけ生命・健康の危
険が高い労働、高度な技術知識が必要な労働 (加えて、Bukharinが p.145で指摘するような重要分野)について、このことを考慮しなけれ
ばならないかもしれない。このときに、仮象的な大きさの「賃金」(「擬制的労賃制度」) が計算される、と考えている節がある。しかし、
たとえ外被であるにせよ、そうした刺激を用いることを正当化できるか。これが「自己廃絶」するという楽観は Bukharinが物象性に囚わ
れていることをきわめて率直に表現している。

*60 ここでは工業生産物と農業生産物の交換が問題となっている。食糧危機、作況の変動、戦争による農村労働の消失などのため、世界市場で
農産物価格が高騰し、農家にとっては都市への食糧供給よりも「自由市場」で生産物を販売することの魅力が増している。従来より絶対地
代の存在により農業の低生産性が放置され、これが高い農産物価格を維持し「大量の生産物を吸引」した。この「利潤」は剰余価値が転化
したものではなく、地代を基礎とし、本来は競争を通じて総利潤から分与されたものにすぎない。

*61 Bukharin は「いかなる形の強制もまた永久に消滅する」と述べているが、これはもちろん人間による人間にたいする強制のことである。
Bukharinは自然による強制のことを忘れているが、この自然の領域の忘失ないし無視は彼の「生産力」主義と結びついている。

*62 革命的暴力が重要なのではなく、「資本主義時代の人的素材から共産主義的な人間をつくり上げる」ことこそが重要である。Bukharin 自
身が「人間は自然に対して働きかけることによって、自分自身の特性を変える―そうマルクスが述べている。しかしこれと同じことが社会
的闘争の進行中において生ずる」と正しく指摘しているが、このことを十分に展開していない。
「同等の権利と権利とのあいだでは、力がことを決する」(p.119)。問題は社会的闘争のさなかで、諸イデオロギーを同等な「権利」とし
て放置することなく、具体的な論点に即して批判し、これを通して共通目的として機能する「力」をつくりだすことである。この意味で、
Bukharinが「自由論」を議論していることはその実例としてきわめて適切なのである。

*63 「生産力」を超歴史化しているという意味でいかにこの「生産力曲線」という用語がまずいものであるか。労働の生産力と資本の生産力を
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力が強いほど・・・それだけますますこの過渡期

が短縮され、新しい基盤の上での均衡の確立がま

すます早められ、生産力曲線*63がそれだけ速く

上昇する」。

4). 革命的暴力を通じた組織化の問題がプロレタリ

アートの外部に向けた力、内部に向けた力の両面

において考察される。前者においては個人主義―

「自由な個人」の権利侵害への非難が、後者にお

いては労働者階級の非同質性と内的規律性の問題

が提起される。

5). 外側の問題として「社会的―合目的的な計画を

「自由な個人」の権利の重大な侵害」とする観念

が批判されねばならない。自由の問題こそ、外的

統制の意味を明白にする (表 6.3)。

表 6.3 強制と自由の歴史性

社会 強制の意味

資本主義 労働者階級にとっていかなる自主活動も存在

せずに、ただ敵階級による強制がある。

共産主義 「個人」が絶対的自由となり、人間相互の関

係に対する何らかの外的統制がなくなり、強

制なしの自主活動が行われる。

過渡期 労働者の自主活動と相並んで (対自的階級と

しての) 労働者階級が・・・すべてに対して

設定した強制が存在する。

こうした強制のうちもっとも重要なものは「労

働の自由」の廃絶である。この資本主義的「自由」

は「擬制」にすぎない*64。その意味は次のとおり

である。

i).「主人を自分で選択し得る相対的可能性・・・

に対して「首を切られ」「賃金を清算しても

らえる」可能性もあったこと」

ii).「労働者自身の相互競争」

6). 内部の問題として、階級の非同質性の問題があ

る。本来的に「階級としてのプロレタリアートは

所有者の偏見を総じて持たない」。しかし、実際

にはその内部にその出自の違いに応じた様々な非

同質性を抱える。これが偏見と利害の不一致をも

たらす。

i). 一般的には「即自的階級」と「対自的階級」

(前衛)の違いがある。後者にとっては、社会

的にどうしても必要な「一般プロレタリア的

な任務」も「内心の動機と一致」しており、

これに従うことを強制ではなく自己規律と

みなす。しかし、前者にとってはその「無理

解」から同じものを強制と感じる*65。

ii). 特殊的には、労働者と農民との間の違いがあ

る。危機的な経済状況によって強いられた労

働者国家の諸政策にたいして農民層の動揺と

反抗が現れる。これを労働者国家はふたたび

強制によって抑え込まなければならない*66。

後者 (農民) の動揺は次の形で現れる。そ

れは国家の穀物独占に対する反抗、それ自体

が投機である自由商業への努力・・・労働義

務制と総じて政府が経済の無政府性を抑制す

るために措置をとるあらゆる形態とに対する

抵抗などである。これらの動機が時に強まる

のは、疲弊した各都市が初めのうちは穀物に

対する等価物や、「共通の鍋」に入れられる

区別せず、その量にのみ拘泥し、質に頓着しない。その先には再生産元本 (フォンド)(p.139)の物神崇拝が待ち受けている。
*64 「資本論」第一巻第 4章「貨幣の資本への転化」の有名な句が想起される。「(労働者は)二重の意味で自由である。すなわち、彼は自由な
人格として、自分の労働力を商品として処置しうるということ、彼は他方において、売るべき他の商品をもっていないということ、すなわ
ち、彼の労働力の現実化のために必要なる一切の物財から、放免され、自由であるということである。」
なお、F. Hayek は計画が自由を侵害するという観点から計画経済への反対論を展開したが、これを批判するには計画と競争が絶対的な

対立関係にあるのではなく弁証法的な関係にあるということを認めなければならない。高嶋 (2020)を参照のこと。
*65 Bukharinは「即自的 (an sich)階級」と「対自的 (für sich)階級」については語るが、その統一 (an und für sich)については何も語っ
ていない。ここには統一戦線戦術の論理が欠落している。その理由は Bukharinが「対自的階級」をいかに形成するかについて何も語らな
いからである。即自的な階級から自己を区別し (つまり分派を形成し)政治闘争に入り、そこで自己を理論的に高める努力が必要である。こ
の努力は前衛党を自称することとは違う。さらに意見を異にするものとの統一戦線こそ an und für sichとしての階級である。

*66 Bukharinは農民層への強制を条件付きで (「所有者であり、投機者である限り」)ではあるが「階級闘争」と表現している。このように表
現せざるを得ないほど、労働者と農民の対立が当時先鋭化してしまっていた。
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税金を出すことができないときである。

・・・クラーク以外の農民層に対するプロ

レタリアートの側からの強制は、農民が所有

者であり、投機者である限り、一つの階級闘

争なのである。農民が勤労者であって搾取者

でなく、資本主義の反対者である限り、この

強制は農民の団結強化および労働組織化であ

り、その再教育と共産主義建設への吸引であ

る。ブハーリン (1978)

第 11章では国際過程が、世界経済秩序の過渡期への

突入という観点から叙述される。そのなかでロシア革命

の意義が振りかえられ、世界革命の展望が語られる。

1). 各国資本の世界的な結びつきと相互依存の事実と

が、戦争の世界的な性格をもたらしている。世界

大戦の事実を前にして「世界経済内部における資

本主義体制の各部分の安定性が国家資本主義の形

態を生み出すような生産関係の再編成によって明

らかにされる」。

2).「世界革命の過程は、世界経済の各部分体制のう

ち最も水準の低いものから始まる」。「組織的―

資本主義的に最も弱かった環」から「瓦解」が始

まる。

(ロシアでは) 国家機構の組織化が最も弱い状

態にあった。・・・この国の技術的な弱さが、稀

有の軍事的敗北を条件づけた。国家装置がはなは

だ不安定であったため、大都市中心地のプロレタ

リアートがそれを比較的容易に転覆することが

できた。・・・革命の勝利が容易であったのは共

産主義を目指すプロレタリアートが、地主に反対

する農民層の支持を受けたからである。これとは

逆にドイツ革命はひどい苦しみをなめた。この場

合は資本主義国家がかなり頑強な抵抗を示してお

り、プロレタリアートが唯一の革命的勢力なので

あり、勝利の達成がかなり困難である*67。ブハーリン

(1978)

3). ブルジョアジーの国家は「危機にさらされてい

る。なぜなら世界帝国主義は、そのあらゆる部分

を通じて、同質の、絶対統一的な改革を実施する

能力に欠けていることをみずから暴露しているか

らである」*68。「最初のソビエト共和国において、

世界プロレタリアートは最大限の社会的・物質的

な威力をそなえた、自分の諸組織を持っている」。

4).「旧体制の分解・崩壊と、新体制の組織化―こ

れが過渡期の基本的な最も一般的な法則性であ

る。・・・プロレタリアートの国家とブルジョア

ジーの国家との相互関係が最も明瞭となるのは軍

事的衝突であり、階級戦争である」*69。

a).「資本主義体制の分解の最大の要因は、帝国

主義国家と数多い植民地との間の結合崩壊

である」。「社会的諸勢力の闘争という観点か

らすれば、このことは、一連の植民地蜂起、

民族蜂起、小規模な民族戦争となって現れて

いる」。

b).「国際連盟」の創造は、過渡期におけるブル

ジョアジーが (恐慌を切り抜け、プロレタリ

アートに抵抗するための)経済的・政治的同

盟を必須としていることの現れである。

c).「プロレタリアートの部分的勝利 (プロレタ

リアート独裁)はみずからの崩壊克服を示す

*67 ロシア十月革命の特徴と意義は帝国主義段階の特殊性を踏まえて説明されるべきである。ロシア帝国主義はドイツに影響受けた強大な帝国
主義的軍隊とそれを支える工業品製造能力を持ち、それがかえって農村の発展を遅らせ、封建的意識の残存をまねいた。(日英同盟に操られ
た結果として)日露戦争の敗北がロシア・プロレタリアートを覚醒させ、第一次世界大戦 (連合国と強枢軸国の激突)が蜂起の機会をつくり
あげた。当時の帝国主義段階におけるブルジョア社会の自己批判は、後進国革命と先進国革命の結合とならざるを得なかった。ここにロシ
ア十月革命の特徴があらわれている。

*68 Bukharinは J. M. Keynes「講和の経済的帰結」を引用し、ヴェルサイユ条約がヨーロッパの復興をもたらさなかったことを指摘してい
る。第二次世界大戦後のアメリカと連合国はこの教訓を大いに生かした。つまり戦乱の後の復興支援が世界資本主義の安定に寄与すること
を知っていた。この復興が (アメリカとしては)うまくいった例が日本であるが、最近のイラク、アフガニスタンにおいては同じプロセスが
通用しないことが判明した。

*69 階級戦争、革命戦争を絶対的に肯定する立場からは世界プロレタリアートの団結は呼び起こされない。革命ロシアがプロレタリアート革命
の橋頭堡たり得るのはこの労働者国家が、ブルジョア国家一般とは異なる原理で行動していることが誰の目から見ても明らかになるからで
ある。つまりそれはもはや「民族国家」ではありえない、ということが明白となるからである。
歴史の現実においては、コミンテルンの「世界党」への変質と (各国プロレタリアートの諸権利の一般的等価たる)スターリニスト専制国

家とその計画があらわれ、その民族主義的な主張のぶつかり合いが第二次世界大戦後には「社会主義国家間戦争」をもたらすまでになった。
今日でも、2022年 2月のウクライナへの進軍を決めた Putinはこれと同じ民族主義的激情にかられているように見える。
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ものであるから、各プロレタリアート国家体

制の一致団結の客観的必然性がここから生

ずる。・・・世界的なプロレタリアート独裁

は、その本質においてすでにプロレタリアー

ト独裁一般の否定の始まりである」。

* * *

ブハーリン (1978)の意義、優れた点は、「転形過程の

一般理論」という副題を裏切って、当時のボリシェビキ

党の陥ったジレンマを明らかにした、ということにあ

る。これが可能であったのは、Bukharinが革命の過程

を抽象的にではなく「内乱の焼跡の煙と爆音の中で」具

体的に叙述しようと努めたからである。

他方、その問題点は次のところに現れている。

A). 革命実践が社会的労働の問題として本質的に押さ

えられていないこと。つまり、客体的契機 (労働

対象)と主体的契機 (労働手段、労働そのもの)の

組み合わせとして見ておらず、もっぱら客体の側

面からのみ事態を叙述しようとしており、主体的

契機についてはたんに客体的契機のはらむ属性と

して、客観主義的にとらえられているにすぎない

(脚注*12、*67)。

B). 戦間期世界経済のありさま (「総力戦」) を認識

の対象として措定し、下向分析から「国家資本主

義」という実体的な理論に到達しながらも、これ

を本質的なものと見誤って「世界経済の組織化を

求める要請」としてしまったこと (脚注*17)。戦

間期の政治=経済を、それとして分析していない

こと (脚注*20)。

C). 戦争を体制の維持強化という観点から抽象的に理

解し、ここから「攻勢戦術」を演繹してしまった

こと (脚注*16)。内乱と階級戦争を形式的に区別

し (物象化)、そのことによって革命的敗北主義の

精神を忘却した。これには体制の抽象的な理解が

寄与している (脚注*24、*69)。

D). 革命過程における生産関係を技術的労働組織と

して押さえる Bukharin自身の優れた観点*70を、

十分に方法論的に自覚していないこと。つまり、

生産関係を (物と物との関係ではなく) 直接的に

人と人の関係として認識する Bukharin の観点

は本来、物象性から脱却した意識の産物である

が、そのようなものとして表現されていない (脚

注*23)。

E). 生産力概念の揺らぎと混乱。一方では生産力を

労働そのもの、あるいは労働の生産力として正し

くとらえながら (脚注*26、*44)、他方では生産

力を超歴史化し、「生産力曲線」という量的な契

機 (式 (6.1)) にとどめている (脚注*63)。V. M.

Smirnovの「社会主義的原始蓄積」について、そ

れを資本の〈原始蓄積〉にたいする「弁証法的否

定」と表現しつつも、それがなにゆえに「否定」

であるかを詳しく説明せず、権利であるべきもの

を義務にしてしまっている (脚注*46)。

F). 専門家問題の誤った認識。技術インテリゲンチア

が観念的に (つまり作業場における目的創造の問

題とまったく無関係に)「新しい心理」に目覚める

ことをもって「弁証法的転化」と称している (脚

注*29)。「プロレタリアートの国家権力」と「国

家資本主義」の組織が、その課題の類似性をもっ

て互いに類似しているはずと思い込んでおり、こ

れをやはり後者から前者への「弁証法的転化」と

考えている (脚注*31、*48)。

G).「プロレタリア的諸機関の機能変化」(表 6.1) に

おいて、労働者諸政党のみが一定不変とされて

いること。労働者階級の an und für sichたるソ

ヴェトの創造という観点が存在しない (脚注*32、

*65)。

H). 農業問題の誤った認識。工業と農業の対立が、現

下の原料問題と食糧問題に結びついている点を

正当に指摘しながらも、これを十分に下向分析し

ていない。具体的には、今ある農業経営体の諸形

態を固定的にとらえており、その対立の止揚と

いう問題を技術革命の問題にすり替えている (脚

注*34、*47、*66)。土地管理の問題に言及してい

*70 この観点は A. Bogdanovの「組織学 (Tektology)」にも影響を受けているが、Leninはいたるところでこれに反対の評注をしている。そ
の理由は不明である。
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ない (脚注*37)。Lenin論文を批判せずに同意を

与えている (脚注*38)。農民への国家統制につい

て、国家を抽象的にとらえるばかりで、労働過程

の論理から説明していない (脚注*39、*60)。

I).「生産の軍事化」を原則化 (段階化)してしまって

おり、これが特殊な事情 (「疲弊恐慌」)によって

生まれたことを強調していない (脚注*50)。管理

機能と管理教育機能の分断を肯定的に描き出して

いる (脚注*51)。管理労働の技術的側面が十分に

考察されていない (脚注*52)。

国家にせよ体制にせよ、その内実は抽象的な

権力ではなく、具体的な公務労働である。農作業

までも含めてあらゆる労働が公務労働と位置づけ

られる (なぜなら私的労働はもはや存在しない)

のであるから、(ブルジョア社会の物象性のあら

われである)国家の神秘性は本来は即座に解体さ

れてしまうはずである (脚注*48、*62、*64)。こ

の公務労働の一つである管理労働は特権的な意味

を有さない (「コミューン国家の原則」*71)。すな

わち、生産計画の立案と執行の、頭脳労働と肉体

労働の対立は止揚され、統一されている。このこ

とを物質的に保証するものが労働証書制度である

(脚注*59)。

J). (対象認識と目的創造の二側面を統一した)「広

義の経済学」の方法論が十分に展開されていな

い (脚注*54)。Bukharin は自分でも意識しない

まま、革命ロシアにたいする対象認識を行ってい

る。そしてそのなかで、経済学の範疇が崩壊し、

その自然的形態に戻されることを論じている。そ

こでこの自然形態の運動を目的創造のなかで記述

することが要求されているが、これが十分に意識

されていない。

上の問題は「経済外強制」(労働者国家の諸政

策)を論じる際に難点としてあらわれる。プロレ

タリアートが他者を制約する主体としてのみ描か

れ、これが同時に他者から制約される客体である

ことを無視している。プロレタリアートを制約す

るもの、すなわち自然、未来の目的からの自己限

定*72、他の諸勢力などが登場しない。

「均衡の仮定」(表 6.2)について、正しい説明

を与えながらも、その規定を確固とした方法論に

高めていない。そのため単純に過渡期社会にはこ

れが「適用できない」としつつ、随所でムード的

に「均衡」の概念を使い続けている。

6.2.5 Lenin評注

レーニン (1967) は 1920 年 5 月頃に書かれた*73が、

それがソ連国内で公表されたのは 1926 年*74のことで

あった。ここでは Lenin が Bukharin の所論の何に賛

意を示し、何を批判したのかをふりかえってみたい。そ

の目的は Lenin を基準に Bukharin を断罪することに

あるのではなく、当時のボリシェビキ党がいかなる認識

と誤びゅうを共有していたのかを確認することにある。

A’). Leninは Bukharinが「国家資本主義の崩壊の必

然性」を主張すること (第 4 章) に反対して「絶

対に活路のない情勢というものはない」、「(資本

主義復活の) 不可能性は、(プロレタリアートの)

実践によってのみ証明が可能」と主張している。

また、Bukharinが「国家資本主義的な組織化が

最も遅れているところから崩壊がはじまる」と主

*71 周知のように、Marxが「フランスの内乱」でコミューンを「ついに発見された形態」と呼び、その基本的教訓を十数箇条にわたって抽出
した。Leninは「国家と革命」でこれを次の 4点に集約した。i).常備軍の廃止と武装した人民への置き換え、ii).議員、官吏、司法職員の
選挙制、責任制、随時解任制、iii).全公務員の労働者並みの賃金、特権の廃止、iv).コミューンは議会風の機関ではなく、同時に執行し立法
する行動機関でなければならない。

*72 これが「規律性」の意味であった。
*73 対馬 (1967)は、「コミンテルン第 2回大会 (1920年 7月 17日～8月 7日)の前、恐らく「左翼小児病」が書かれたあと、第 2回大会に提
出された「民族・植民地問題テーゼ」や「農業問題テーゼ」の原案が書かれたすぐ前」と解説している。

*74 対馬はこの発表がスターリン派によるブハーリン派への攻撃の一環であったことを示唆している。「1928 年のコミンテルン第 6 回大会直
前頃からスターリン、ブハーリンのブロックは分裂しはじめ、29年に入るやブハーリン派は公然たる攻撃にさらされ、7月にはブハーリン
はコミンテルン議長をモロトフにとって代わられている」。ただしこの評注は「レーニン全集」には収録されなかった。その理由について対
馬は、i).「過渡期経済論」そのものがソ連国内で禁書扱いであったこと、ii).評注のなかで社会主義社会における価値法則と階級闘争の死滅
という思想が Leninその人によって (Stalinの意に反して)明記されているため、と推論している。
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張すること (第 11 章) を批判して、「中くらいに

弱いところ」と訂正している。これは Leninが革

命実践の主体的契機を重視していたこと、それゆ

えに Bukharinの機械的な革命観に不同意であっ

たことを指し示す。

B’). Bukharinが「国家資本主義は商品を剰余生産物

に転化させる」と主張していること (第 7 章) に

Leninは「奇怪だ」としているが、「(資本主義)体

制の安定性は組織化の程度に比例している」と主

張すること (第 11章)には「正しい」と同意を与

えている。現代資本主義が「国家資本主義」を必

要としているという点には、Lenin と Bukharin

に意見の一致があるが、Bukharinはこの観念を

流通過程の側から市場取引の内生化と捉える傾向

があるのに対して、Leninは生産過程への国家統

制として捉える、という違いがある。

C’). Bukharinが「民族国家」は戦前よりすでに「純

粋な擬制」であったと主張していること (第 11

章) に反対して、Lenin は「不純な形態」である

と主張している。またこれに関連して、Leninは

Bukharin が国家や政治過程についてしばしば

「具体的な段階を論理の上で飛び越してしまう」

と非難している*75。

また Bukharinが「社会主義戦争は、単なる国

内戦と区別する必要のある階級戦争である」と主

張する (第 2 章) のにたいして、Lenin は「概念

の遊戯」とし、また「戦争の結果、恐慌の結果生

ずるのと同じ現象が生じている」との主張 (第 1

章)に「類推の遊び」であり、「「独立」国家*76の

創出が帝国主義の強化を意味することもある」と

反例を挙げている。いずれにおいても、Leninが

戦争を抽象的に取り扱うことを拒否していること

がわかる*77。

D’). 技術的労働組織にかんする Leninの言及は (Bog-

danov 流の用語への嫌悪の表明を除き) ほとん

ど見られない。この領域について、i).Lenin の

当面の問題意識から外れていたか、あるいは

ii).Bukharin の説明を当然のこととして受け流

したのか、iii). 用語への拒否感から内容の批判

に踏み込まなかったのか、いずれとも判別しが

たい。

E’). Bukharin が「資本主義社会が存続しうるの

は・・・労働者階級、資本主義の社会のこの最

も重要な資産力が資本主義的な機能を果たすこと

を暗に「同意」している、その間だけなのだ」と

主張していること (第 3 章) に「正しい」と同意

を与えている。そして Bukharinが生産力を技術

的範疇だと主張していること (第 6 章) を Marx

の誤読であると批判している。

Lenin は「社会主義的原始蓄積」という用語

(第 6章)について、「きわめてまずい」「人間の生

誕の過程を、その死の過程と混淆することを正当

化」するものだと非難している*78。

F’). Bukharin が「社会主義的独裁の体制は・・・国

家資本主義の弁証法的否定であり、反対物であ

る」と主張する (第 7章)のにたいして、「社会主

義では独裁は死滅」するのだからこの場合は「プ

ロレタリアート独裁」とすべき、と表現を訂正

し、さらに Bukharinは「弁証法的否定」という

用語を濫用している、と注意している。Leninが

*75 対馬はこの議論が民族自決にかんする Lenin と Bukharin=Pyatakov の論争に関連があるとしている。「1917 年革命以前からボリシェ
ヴィキ内部において民族問題に関して意見の相違があった。つまりレーニンらの「民族自決論」のスローガンに反対したものがいた・・・。
その論拠は一言でいえば、資本主義の下では民族自決は不可能あるいは反動的であり、社会主義の下ではよけいなものであると云うので
あったが、ブハーリン、ピャタコフのグループがこの主張の旗手であった。」

*76 具体的には書かれていないが、「満州国」独立の事例はまさにこの見立てにあてはまる。また、第一次世界大戦の終戦後のフィンランド、
バルト三国、ウクライナの取り扱いがある。これらは同盟国 (ドイツ帝国)側から「民族自決」地域 (self-determined area)とされた。高
嶋 (2017)を参照のこと。

*77 対馬も 1917年 10月の党綱領改正問題にかんして、G. Sokolnikovへの Leninの以下のような反論を紹介しているが、ここでも戦争の抽
象的取り扱いを批判している。「現代の帝国主義戦争がその反動性と重荷とによって大衆を革命化し、革命を早めるということは正しいし、
そう言わなければならない・・・しかし、あらゆる「戦争」一般についてそう言うわけにはいかない。」

*78 対馬はこの用語を後に Preobrazhenskyが使っていることに同情的である。これは次節以降で取り扱う。
*79 対馬は Lenin「「左翼」的児戯と小ブルジョア性について」を引用している。それによれば「彼ら (左翼主義者) は国家資本主義がわがソ
ヴィエト共和国における今日の事態に対しては一歩前進であることを考えなかった」。ここからはむしろ両者を「反対物」というよりは「共
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Bukharinの見解に賛成であるのか反対であるの

かはここでは分からない*79。技術インテリゲン

チアの問題については、抜き書きはあるものの積

極的なコメントは見られない。

G’).「資本主義は敵対し、矛盾した体制である」との

Bukharinの言葉 (第 3章)を批判し、「敵対」と

「矛盾」は同じものではないこと、「社会主義の下

では前者は消滅し、後者は残る」としている。た

だし、社会主義における「矛盾」の具体的な内容

については言及がない。また Bukharinが「生産

の社会化の基本的形態としてあらわれるのは、国

家化もしくは国民化である」と主張している (第

7章)のにたいして、同意を与えている。しかし、

「プロレタリア的諸機関の機能変化」については、

まったく言及がない。

H’).「階級」という用語の定義 (第 3 章) について、

Lenin は Bukharin の与えた定義を訂正してい

る*80。

Bukharin 生産過程における共通の諸条件や共

通の役割によって、また、ここからでてくる

分配過程にとってのすべての帰結によって、

結びつけられた、人々のグループ

Lenin なによりもまず、社会的な生産機構のな

かでの地位を異にするところの、また、一つ

のグループが他のグループの労働を自分のも

のにすることができるという点に相異をもつ

ところの「人々のグループ」

また、農民と労働者の対立 (第 5 章) につい

て、Bukharinが前者を「無政府的傾向」、後者を

「組織化の傾向」と表現していることにたいして、

Leninは前者を「資本主義的傾向」、後者を「社会

主義的傾向」としているにすぎない。また農民へ

の強制について、Bukharinがその直接的・間接

的正当化を図ることにたいして、Leninはただ抜

き書きして、積極的なコメントを加えていない。

これらから、Leninは Bukharinの叙述を基本的

に是認していると判断できる。

I’). Bukharinが第 11章で「プロレタリアートの世界

独裁」を「プロレタリア－ト独裁一般の否定の始

まり」としていることに関連して、最初に「陸海

軍」、次に「従前の弾圧機関の体系」、最後に「労

働の強制的性格」が廃止されると指摘したことに

反対して、Lenin は廃止される順序が逆である、

と主張している*81。

「生産の軍事化」(第 8章)には Leninはほぼ

言及していない。たんに「プチ・ブル的・・・平

和主義に反対して」と補足しているだけであり、

この部分の問題性に気が付いた節は見られない。

J’). 第 9 章で叙述される方法論に関して、おおむね

Bukharinと Leninとの差異は少ない。いくつか

の論点を指摘しておく。

i).「弁証法的=歴史的方法」について、Leninは

通物」とみなしているニュアンスが伝わってくる。
*80 Bukharin は生産過程から分配過程への流れのなかで説明し、Lenin は「生産機構」、「地位」、労働の搾取などを駆使している。両者とも
階級を史的唯物論の抽象度で規定しようと努力しており、それでもうまくいかず不格好な規定になっている。
まずは (史的唯物論ではなく) 経済学の領域で〈階級〉が考えられるべきである。さしあたっては人が収入 (生活手段) を何によって得て
いるかの違い、すなわち収入階級のこととして捉える。ブルジョア社会の三大階級たる地主、資本家、労働者が数えられる。これらはそれ
ぞれ〈地代〉〈利潤〉〈労賃〉の人格化したものにすぎない。地主は、土地の占有という事実より、また周囲の競争を利用して地代というか
たちで、総利潤のなかから収入を分与されている。資本家は「自己の私的労働」によって得た私有財産 (商品) を活用 (処分・生産的消費)

することによる利潤として収入を得ている (しかし、その利潤は実は剰余価値として労働者から搾取したものである)。労働者は自己の労働
力を商品として販売した対価たる労賃を収入として得ている (実際には生産手段から疎外され、そのような境遇に落ち込んだ集団である)。
彼らが取り結ぶ生産諸関係は、彼ら自身が再生産しているものである。
過渡期社会にこれらの規定をそのまま持ち込むことはできない。Bukharin自身が第 9章で論じているように経済的範疇はその自然的形

態に引き戻されるからである。
*81 これは Leninのたんなる「軍国主義的発想」を示すものではない。もしそう理解されるとしたら、それは誤解である。最初に「労働の強制
的性格」が廃止されねばならない。これにより、警察労働、兵士労働は神秘的な国家によって使役される抽象的な暴力装置ではなく、特定
の任務をもった社会的総労働の一部となるのである。この労働が不要となるかどうかは、状況に応じて異なる。そして、一般的な傾向とし
て犯罪捜査を担当する警察労働が防衛を担当する兵士労働よりも早く不要になりそうだ、というのは容易に感得しえる。

*82 この注釈に関連して対馬は B. Borilinの次の解説に賛意を示している「範疇の論理的な継起は、その歴史的な必然の結果ときちんと一致し
うるものではない。・・・しかし、それはいわば鏡におけるが如く、最も正確な、合理的な、―エンゲルスの言葉のように―「訂正された」
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「弁証法は歴史に即したものを含んでいる」

と注釈している*82。

ii). Bukharinが均衡論に関連して「この知識の

出発点が、このような体制が現有するという

事実に、またこのような体制が発展するとい

う事実にある」としたことについて、Lenin

は「大いによし」と肯定している。両者とも

に、これを正しく再生産の観点と解釈してお

り、ただし Leninは「均衡」という表現に「観

念論に扉を開くもの」と不満を表明し、代わ

りに「一定の比率の必然性」*83という表現を

提案している。また、Leninは「均衡は常に

相対的なものだ。・・・ここから「均衡の仮

定は有効でない」という一句が有効でないこ

とは明らかである」と、むしろその方法の過

渡期社会への適用を肯定している*84。

iii). 価値、賃金、商品の範疇の変容について Lenin

は概ね同意を与えている。とくに労賃につい

ては「正しい！述べ方もごまかしぬきのうま

いものだ」と賞賛している。しかし、両者と

もに労働証書制への言及がないのはなぜか。

このことは Lenin が貨幣について相当長く

存続するとしたこと*85、Bukarinが「商品は

生産物に転化する」としたことに「不正確」

と注釈したことに関係があるか*86。

まとめると、Leninは A’)、B’)、C’)で Bukharinの

戦争と国家を抽象的に取り扱う傾向に反対している

が、J’)の方法論については概ね同意している。そして

Bukharinが詳述し、また当時の「労働組合論争」の内

容にもかかわる D’)、F’)、G’)、I’)の論点についてはそ

れほど熱心に検討した形跡が見られない。H’)の階級の

捉え方と農業政策については Bukharin、Lenin ともに

階級を経済学からではなく史的唯物論から機械的に把握

する傾向を共有し、農民と労働者との対立を安易に「階

級闘争」と見る点で一致している。

歴史的運動を表現する」。また Raya Dunayevskayaの次の発言も肯定的に引用している。「「資本論」のなかの歴史的な運動と論理的な運
動とは、決して二つの分離した運動ではない。弁証法はこの両者をあわせ含んでいる。マルクスがこの両者を互いに関連付けたのではない。
一方が他方を含む、というのが、まさしくその本性と生命なのだ」。これらの引用は、(対馬も含む)それらの著者が「歴史的なものを論理的
に表現すること」の困難とそのMarx的方法論にたいする意識が希薄であることを、そして彼らがいわゆる「認識の鏡的反映論」ともいう
べきものに落ち込んでいることを、またその源流が F. Engelsにあることを指し示している。これについて、付録 A.2～A.3を参照のこと。

*83 対馬は Bukharinがこの批判を受け容れた上で、後にこれを「(比例的)労働支出の法則」と言い換えていると、注釈している。これは〈価
値法則〉の「内容」(自然的形態)を表現するものであり、「あらゆる社会的歴史的構成における社会的均衡の必然的前提である」と説明して
いる。これは宇野弘蔵が〈価値法則〉と区別して使っている「経済原則」という用語と同じものである。

*84 この観点から Leninは Bukharinが「商品生産がいちじるしい程度に消滅し、均衡はそこにはない」としたものを「いちじるしい程度に
消滅している」と訂正している。

*85 あとで見るように貨幣について Leninの見解と Bukharinの見解は同一ではない。
*86 Leninは「転化」という用語に違和感を感じた可能性はある。つまり生産物のまとう「価値」という衣が、なにか別の衣に代わるものと考
えているように見受けられる。だから、革命により商品という外被が爆破され、その自然的な内容が露呈するものだとは考えていない。ま
たそれゆえに Bukharin が第 1 章で「資本主義的商品経済の終わりは、経済学の終わりとなる」という言葉に Engels の「広義の経済学」
の意義を否定するもの、と反発することにもなる。これらについては、むしろ Bukharinの認識の方が Leninよりも適切である。
なお、「広義の経済学」についてはエンゲルス (1960) の第二篇 経済学 一 「対象と方法」で次のように云われている。「さまざまな人間
社会が生産し交換し、またそれにおうじてそのときどきに生産物を分配してきた、その諸条件と諸形態とについての科学」。
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6.3 「社会主義的原始蓄積」

E. A. Preobrazhensky の著書「新しい経済　―ソビ

エト経済に関する理論的分析の試み―」は、その一部

が 1924年から順次発表され、これを巡って激烈な論争

が (とくに Bukharin とのあいだで) 巻き起こり、これ

らの論争を背景に 1926年に単行本にまとめられ刊行さ

れた。これには共産主義アカデミーで開催された討論会

の結果も反映された。

この著作は、Bukharinの「過渡期経済論」を戦時共産

主義の理論化とするならば、NEP期の経済理論を体系

化したものと受け止める見方もある*87。この二つの著

作を隔てるものは、明らかに 1920 年から 1926 年のた

んなる時間経過のみではない。NEP(新経済政策) とそ

れをもたらした 1921 年 3 月の第 10 回党大会、これに

影響を与えたクロンシュタット反乱の勃発という歴史的

現実がこの著作を生み出した。NEPとは、湯浅 (1971)

によれば次のようなものであった。

それは農産物の割当徴発という「戦時共産主義」的

手法を廃止して現物税に変え、それ以上の余剰を商品

として販売する自由を与えること、いいかえるならば

農村に市場経済の復興を許容し (これに付随して不可

避的に都市に中小の私的商工業と国家の統制下におけ

る一定の外国資本の導入を許容し)、これと国有工場と

の関係を貨幣によって媒介すること、と要約すること

ができる。明らかに、それは小ブルジョア的農民に対

する譲歩であり、タンボフの農民反抗*88、クロンシュ

タットの反乱*89に表現された農民大衆の不満の「蒸

気」を多少なりとも抜く試みであった・・・湯浅 (1971)

この著作の構成は以下のようになっている。第 2 章

(b、最初に発表されたもの)と第 3章 (c)とが独立したも

のとなっており、これは同時に二つの相争う法則をそれ

ぞれ叙述したものとされている。これらを第 1章 (a)の

方法論が結び付けている。この構成に Preobrazhensky

の固有の方法論と考え方が十分に表現されている。

a). ソビエト経済に関する理論的分析の方法について

1. マルクス主義経済学の方法/2. 経済学と社会工芸

学/3.商品–社会主義的経済制度の研究方法

b). 社会主義的原始蓄積法則

1. 資本主義的原始蓄積と社会主義的原始蓄積/2. 二つ

の法則の闘争

c). ソビエト経済における価値法則

1. 概説/2. 価値法則と独占資本主義/3. 農民国の工業

社会化における価値法則/4.商品、市場、価格/5.剰余

価値、剰余生産物、賃金/6.国営経済における利潤の範

疇/7.地代の範疇/8. 利子、信用制度/9. 協同組合

以下、Preobrazhensky の所論を要約する (その難点

については脚注で指摘する)。

6.3.1 方法論の問題

第一版の序文および第 1 章において、Preobrazhen-

skyは「ソビエト経済分析」の方法論の問題を取り扱う。

彼が「過渡期経済論」という用語を使っていないことに

注意すべきである。彼は実践論・戦略論ではなく、現に

あるものの対象認識の方法を議論している。しかもその

対象は NEPを契機として「価値法則」が人為的に復活

されたロシア経済である。

まずは序文に示される論争者たち (Q) と Preo-

brazhensky(A) との意見の相違を質疑応答のかたちで

まとめておく。

Q1 ソヴェト経済の研究に際して労働者国家の経済

政策を捨象することは (条件付きであったとして

も)可能なのか。

*87 この見方は Preobrazhensky自身のものでもある。「ソビエト経済に関する理論的分析の試みには全く希望がもてないと概して考える懐疑
論者がいる。その理由は、ソビエト経済が存続わずか 8年にすぎず、したがって理論的一般化のための具体的な材料を十分に提供すること
ができないから、というのである。その証明の中には、同志ブハーリンの「過渡期経済論」を引き合いに出したものがしばしば現れている。
だが、同書は社会革命の赤衛軍時代の理論だったし、今なおその当時の理論にすぎないことに変わりがなく、客観的にみてそれ以外のもの
ではあり得ない。」

*88 1920年夏から 21年夏にかけてタンボフ県で起きた大規模な農民反乱。エスエル党の Alexander Antonovに率いられた。
*89 1921年港湾都市クロンシュタットで起きた海軍兵士を主力とする反乱。
*90 Rudolf Stammler(1856–1938) はマールブルグ学派に属する法哲学者。Preobrazhensky は Stammler の名を N. K. Mikhailovskii、

N. I. Kareevの名とともに挙げている。LeninはMikhailovskiiらを主観主義的社会学と批判しており、Preobrazhenskyも同様の趣旨
でこれらの人を「主観主義的社会学」と非難しているのであろう。われわれはその是非をここで判断するわけにはいかないし、Leninの議
論については別に検討しなければならない。なお、脚注*106を参照のこと。
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A1 もしもそれを許容しないのならば、反対論者は

R. Stammler*90などのような「主観主義的社会

学」の観点に落ち込むこととなろう。経済法則性

の客観的把握を目指すかぎりは、労働者国家の経

済政策を捨象できるし、そうしなければならな

い*91。

Q2 ソヴェト経済において、相対立する二つの法則の

闘争を論ずることは、制度全体における「単一調

整力」の否定になるのではないか。

A2 反対者は価値法則と比例的労働支出の法則を混同

している。または、価値法則がソヴェト経済の単

一の調整力であると認めることによって、「誰の

目にも明白な事実」―わが国における商品経済原

則と社会主義的発展傾向との闘争に目を塞いでい

る。ソヴェト経済においては (資本家の無定見が

市場経済のなかで影響をもたないのとは異なり)

計画家の予見の誤りが致命的な結果をもたらすお

それがある*92。

Q3 われわれは「社会主義的蓄積」(市場にたいする

計画化原則の闘争)をもっている、とは言えるが、

「社会主義的原始蓄積の
●

法
●

則」(価値法則と社会主

義的原始蓄積法則との闘争)は確認されていない

のではないか。

A3 (A1 と同じく) もしも法則の存在を認めなけれ

ば、それは一片の「ソ連人民委員会議の政令」に

なってしまう。(A2と同じく)市場経済において

「価値法則」の作用を認めておきながら、社会主

義的拡大再生産について因果律の作用を認めない

のは、「科学」的態度ではない。

Q4 私的農業経営と社会主義的工業とのあいだの「不

等価交換」について、「政治的・宣伝的考慮」が重

視されるべきではないか。

A4 この「不等価交換」はたんに労働生産性の差があ

る、あるいは社会主義的蓄積元本への余剰生産物

の収用の必要性から来るものであり、なんら「政

治的・宣伝的考慮」の問題ではない*93。

1-1節で Preobrazhenskyは経済学と史的唯物論の違

いに焦点を当てている。

1). ソヴェト経済の分析にあたって、(一般的に)弁証

法的唯物論、(特殊的に)史的唯物論を適用するこ

とに「疑いを容れる余地は全くない」*94が、経済

学方法論についてはその適用可能性の是非を議論

しなければならない。研究材料そのものが本質的

*91 「資本論」のような経済学原理論において政策 (とりわけ通商政策)を捨象するということは、「全商業世界を一国とみなす」とする純粋資
本主義の想定から来るものであり、本質的な理論を構成しようとする意図から生じている。また、資本主義の発展傾向が経済と政治を分離
する方向にあったことからも (それゆえに経済学が出現した)政策の捨象は意味があった。つまり「政策の捨象」とは古典派経済学者のイデ
オロギーであり、彼らはそれをもって重商主義者を批判できたのである。われわれが古典派経済学者たちと同じ立場を無条件に採用するこ
とはないし、加えて、帝国主義段階論において経済政策の捨象は考えられないことである。
またソヴェト経済の客観的現実を下向分析しようとする際に、労働者国家の諸政策を一つの物質的な力として措定すること自体は「主観

主義」ではまったくない。それは正当なひとつの経済学批判の立場と言い得る。
*92 ここには Preobrazhenskyの真の問題意識―Bukharinが NEPの開始とともに過去の自分の立場を投げ捨て、「価値法則を単一の調整力
と認める」立場に転落したことへの弾劾―が表明されている。だからわれわれが真に問題にしなければならないのは、Bukharin の右転回
の事実である。それとともに、Preobrazhenskyが (他の多くのボリシェビキの理論家と同様に)NEPを単純に価値法則の復活と信じきっ
てしまっていることも指摘しておかなければならない。

*93 Preobrazhenskyがここで「不等価交換」と不用意に呼んでいるものには留保が必要である。Bukharinの過渡期経済論の第 9章は「戦時
共産主義」とは関係なく過渡期社会に妥当しうるものである。したがって仮に「価格」が残存するとしても、それは価値の裏付けを欠いた
「擬制的価格」である。そして価値は「価値法則の論証」で議論されたように、労働力商品化が繰り返しなされないかぎりは (したがって労
賃が支払われないかぎりは)物質的根拠をもたないものである。それにもかかわらず「価値」が新たに出現したというならば、それは NEP

で生み出された交換過程によって生じた、と考えなければならない (だがそれは本当か)。
また Preobrazhenskyが資本主義的農業について不等価交換と労働生産性の関係を論じ、同じことがソヴェト経済でも起きている、とす

ることにも注意しなければならない。農業と工業の間には労働生産性の違いはあるかもしれないが、それだけでは同じ構造が再生産される
必要はないはずである。資本の立場からすれば、わざわざ資本の有機的構成が低く、それゆえに利潤率の低い産業部面に新たな資本投下を
行う義理はない。にもかかわらず同じ構造が再現されるのは、そこに地代 (土地の占有)が関与するからである。過渡期において、同じこと
は起きないだろう。

*94 第二版序文で Preobrazhenskyは Bukharinにたいして「史的唯物論に関するルカーチの観点―階級社会についてのみ意義を有し、した
がって過渡期についてはその意義を失い始める概念としてみる観点」への賛否を問い、もしこの観点を否定するならば「この点について同
志ブハーリンは私と論争することはない」と指摘している。ここで Lukácsの観点とは、「歴史と階級意識」の第 5章「史的唯物論の機能変
化」で示された観点のことであろう。第 7章に後述。
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に異なるからである。

2).「資本論」の方法論については、「純粋な資本主義」

の想定だけではなく、これが経済構造として歴史

的特殊性をもつことの認識と暴露が重要である。

つまり、「この制度では全く自然発生的な道によ

る以外には均衡に達することができず、それと同

時に、またそれ故にこそ、人間相互の諸関係が事

物化され、物質化 (物象化)されている」。価値法

則をこのような歴史的特殊性のうちに確定するこ

とが必要である。

3). 価値法則は「生産者の意欲や行動から独立した盲

目的に作用する「自然法則」」である。Engelsが

「反デューリング論」のなかで示したように、分

配の領域のみで価値法則を温存しようとする試み

は、根本原因をそのままにし、望ましくない結果

のみを取り除こうという空しい試みである*95。

・・・価値法則は、ほかならぬ商品生産の基本

法則であり、したがってまた商品生産の最高の形

態である資本主義的生産の基本法則でもある*96。

今日の社会では、この基本法則は、およそ私的生

産者の社会で経済諸法則が自己を貫徹できる唯一

の仕方で、自己を貫徹する。すなわち、物や関係

のうちにひそみ、生産者たちの考えや行動から独

立した、盲目的に作用する自然法則として、自己

を貫徹するのである。

デューリング氏はこの法則を彼の経済コミュー

ンの基本法則に高め、経済コミューンは十分に意

識してこの法則を実施すべきだ、と要求するので

あるから、彼は、現存の社会を欲していながら、

ただその弊害をなくしたいのである。この場合、

彼はプルードンとまったく同じ基盤のうえで行動

している。エンゲルス (1960)

1-2 節では経済学にとって代わるべきもの (「社会工

芸学」*97)が論じられる。

1). ソヴェト経済の分析のためには、経済学ではなく

社会工芸学 (社会的に組織された生産に関する科

学)が用いられねばならない。

・・・もし経済生活の分野で、資本主義的生産

様式の商品の代わりに計画経済の生産物が、価値

の代わりに労働時間の算定が、価値法則の発現の

場としての市場の代わりに計画経済の簿記が、剰

余価値の代わりに剰余生産物が現れるとすれば、

科学の分野では経済学が社会工芸学―すなわち社

会的に組織された生産に関する科学―にその地位

を譲るのである。プレオブラジェンスキー (1967)

2). Marxは「経済学批判」序説で「経済学は技術学で

はない」*98と述べたが、その意味は経済学が「生

産関係における人間相互の諸関係―商品・・・経

済においていかにこの諸関係が形成されるか―の

分析にある」のにたいして、技術学 (工芸学) が

「自然に対する人間の関係を分析することにある」

という違いを指し示したものである。

・・・生産は、つねにひとつの特定の生産部門

―たとえば農業、牧畜、製造業等々、またはその

全体である。だが、経済学は技術学ではない。あ

るあたえられた社会的段階における生産の一般的

規定が特定の生産形態にたいしてもつ関係は、ほ

かの箇所で (のちに)展開されるはずである。マルク

ス (1956)

3).「完全に組織された」社会への移行は、人間の行

動に何をもたらすか。とくに人間の行動を支配す

る「必然性」について何が言えるのか。「この場

合にも、社会的関係の分野で法則性が存在するの

*95 1-2節の記述であったが、わかりにくいのでこちらに移した。
*96 Engels はたんに「価値法則は、資本主義的生産の基本法則である」と書くべきだった。単純商品にかんする彼の誤解が叙述をこのように
複雑にさせた。

*97 Preobrazhenskyはこれを「組織的生産と組織的労働に関する科学、生産関係の制度に関する科学」とも説明している。
Technologyについて「資本論」では「技術学」の訳語が充てられることが多いが、訳者の救仁郷はこの語 (Social Technology)を「社
会工芸学」と訳している。

*98 この記述は、「序説」の「生産一般」にあり、そこではブルジョア経済学者が「生産一般」を「自然的」なものとし、分配と引き離すこと、
またその思考のなかにブルジョア・イデオロギーが紛れ込んでいることが暴露されている。特にこの引用部分では、生産一般、特定の生産
諸部門、生産の総体との関係を論じ、ただしこの議論が「われわれのテーマ (経済学批判)の本来の範囲外」にあり、もしもそれがテーマに
出現するとしたら「競争、蓄積などの展開にさいして言及されるべきもの」と示唆されている。

*99 Hegelの言葉であるが、これについて武谷三男の与えた技術の本質的規定「技術=客観的法則性の意識的適用」を想起しても良い。ここで
の客観的法則性は自然にかんするものであるが、これは当然人間的自然たる (社会的) 労働にも (本来は) あてはまる。労働そのもの、労働
対象、労働手段はいずれも物質的存在であり、固有の法則性に支配されている。それにもかかわらず労働生産物には人間の意図・意識の内
容が対象化されており、この生産物の消費において人間の自由の存在が確認される。これは資本主義的物象化 (疎外された労働)のなかでは
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であろうか」。―然り。「自由」は「意識された必

然性」*99であり、「人間の経済的、社会的行動の

分野における法則性は・・・支配し続けるが、た

だその形式が変化する」。経済学が社会工芸学に

代位される理由は、「法則性が、異なる様式で自

己を貫徹する限り、この法則性を把握する方法も

変わ」るからである。

自由と必然の関係について、Engelsの以下の

有名な句「必然の国から自由の国への人類の飛

躍」も想起されよう (Lukács の叙述との類似性

に注目すること)。

社会における生産手段の占取とともに、商品生

産は除去されており、またそれとともに生産者に

たいする生産物の支配も除去されている。社会的

生産の内部における無政府状態は計画的、意識的

な組織によって代えられる。個体の生存のための

闘争はなくなる。・・・いままで人間を支配して

きた、人間をとりまく生活諸条件をなす外囲は、

今や人間の支配と制御のもとに入り、人間はいま

初めて自然の意識的な真の主人となる。というの

は、人間が彼ら自身の社会組織の主人となるから

であり、また、そうなることによってである。

彼ら自身の社会的行動の諸法則、それはこれま

では彼らを支配する外的な自然法則として彼らに

相対したのであるが、そのとき人間によって十分

な事実の知識をもって応用され、したがって支配

される。人間自身の社会組織は、これまで自然と

歴史とによって強いられたものとして彼らに対立

してきたのであるが、いまや彼ら自身の自由な行

為となる。これまで歴史を支配してきた客観的、

外的な諸力が、人間そのものの統御のもとに入る。

そのときから初めて、人間によって運動させられ

る社会的諸原因は、主として、またますます高ま

る度合いをもって、人間が欲した結果をもつよう

になる。それは、必然の国から自由の国への人類

の飛躍である。エンゲルス (1960)

4). Marx は「資本論」第三巻第 48 章 III で自由と

必然の関係を別の角度 (必要労働の変化) から次

のように叙述している*100。いずれにせよ、生産

を支配する法則性は、過渡期社会 (あるいは社会

主義社会)への移行により、なくなってしまうわ

けではない。ただその発現形態を変えるだけで

ある。

自由の国は、実際、窮迫と外的合目的性とに

よって規定された労働がなくなるところで初めて

始まる。したがって、それは事柄の性質上、本来

の物質的生産の領域の彼方にある。未開人が自分

の欲望を充たすために、自分の生活を維持し再生

産するために自然と戦わねばならないように、文

明人もそうせねばならず、しかも、いかなる社会

形態においても、可能ないかなる生産様式のもと

においても、そうせねばならない。

人間の発展につれて、この自然的必然の国が拡

大する。欲望が拡大するからである。しかし同時

に諸欲望を充たす生産力も拡大する。この領域に

おける自由は、ただ次のことにのみあり得る。す

なわち、社会化された人間、結合した生産者たち

が (自然との彼らの物質代謝によって、盲目的な

力によるかのごとく、支配されることをやめて)

物質代謝を合理的に規制し、彼らの共同の統制の

もとに置くこと、力の最小支出をもって、彼らの

人間性に最もふさわしく最も妥当な諸条件のもと

に、物質代謝を行うこと、これである。しかし、

これは依然としてつねに必然の国である。

この国の彼方において、自己目的として行為し

得る人間の力の発展が、真の自由の国が、といっ

てもかの必然の国をその基礎としてのみ開花し得

る自由の国が、始まる。労働日の短縮がその根本

条件である。マルクス「資本論」第三巻第 48 章「三位一体の定式」III プ

レオブラジェンスキー (1967) より重引

5).「資本主義的生産の諸法則」から「社会主義的計画

経済の社会経済法則性」への変化が、革靴の生産

失われているものである。
*100 Marxは、i).「自然的必然の国」における「自由」と、ii).「必然の国をその基礎としてのみ開花し得る自由の国」を区別している。Engels

の「自由の国」は前者 (i)にあたる。ii).はいわゆる「共産主義第二段階」のことである。
ここで前者 (i) について「必然の国」の拡大が語られていることは興味深い。これは次のように解釈されるべきである。資本主義社会の

もとでは、総労働は必要労働と剰余労働に分割され、それぞれに相当する価値量が賃金と利潤へと転化していたのだった。過渡期社会にお
いては、剰余労働は社会全体としてどうしても必要な控除分としてとり置かれ、残りは分配される。これは結果的には、必要労働の部分の
拡大として、したがって欲望 (生活の安寧)の拡大として解釈されるようになる。それでも、これは自由の拡大というよりは必然の領域の拡
大なのである。
Preobrazhenskyは「必然の国」の拡大について、Marxの言葉をうのみにしているだけであり、その意味を解釈していない。そのため、

この自由と必然についてのせっかくの着眼点が生かされることはなかった。
*101 Preobrazhenskyが心を砕いているのは、需要の変動に供給を合わせるということについての資本主義と計画経済の比較である。

商品市場がある場合には、原価に一般的利潤率を乗じて計算される市場価値を値札につけた商品が思惑よりも頻繁に売り切れるという事
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という卑近な例 (いずれも需要が供給を超えて増

加することが想定される)によって示される*101。

i). 資本主義の場合。不均衡が (需要増大の) 事

後に判明する。まず靴が値上がりし、国民所

得の分配の変更という結果をもたらす。靴の

増産とそこへの新資本の流入 (工場新設を伴

う)が生じる。この生産増加はもとの原因で

ある需要増加を上回る可能性があり、生産過

剰をもたらす。以下、価格の下落と再調整が

同様につづく。

ii). 計画経済の場合。不均衡は事前に知られて

いる。(生産後に市場での物化変動を通じて)

不均衡が警告されるのではなく)簿記の数字

欄が生産前に新たな需要増を中央計画機関に

知らせている。生産部門間の相互依存関係も

また国家計画機関があらかじめ定めた分配率

の均衡を通じて自覚されている。

1-3 節では、「混合経済」における法則性の把握方法

という観点から、ソヴェト経済の研究方法が叙述される

(前節で展開された「社会工芸学」との関係はさしあた

り不明である)。また、その研究上の難点が反対論とし

て整理され、反駁される (これは第一版序文の詳細な展

開にあたる)。

1). 十月革命によって生まれたプロレタリア国家は

「国外から世界資本主義の、国内からは私営経済

の抵抗をそれぞれうけ」ている*102。その結果、

「経済分野において達成される現実」は理想的な

ものとはならず、「社会主義的諸傾向とこれに対

する反動的影響との間における現在の力関係」に

沿ったものとなっている。

2). 上の現実は、統一的経済機構の内部での価値法

則と「社会主義的原始蓄積法則」の対立的な作

用の合成結果として解釈できる。後者を「計画化

原則」と呼ばずに「法則」と表現すべき理由は、

これが純粋な姿で現れたとき、「比較的同じ原因

が・・・比較的同じ社会的環境のもとで繰り返し

現れる」からであり、「一定の型の生産関係が再

現され」、「そこから起こる結果」も「一定」だか

らである*103。

3). いずれの法則も純粋な姿で現れておらず、そのた

め「抽象的・分析的な研究方法」をつうじて「先

ずその純粋な形の相反撥する傾向の暴露を試みね

ばならない」。このとき「主な困難は、社会主義

的原始蓄積の方にある」。それは価値法則とその

現象については、われわれはすでに知っているの

にたいして、「社会主義的原始蓄積法則」はわれ

われにはなじみのないものだからである。

4). 主要な困難は次の三つの反対論というかたちで表

現されている。

a).「社会主義的原始蓄積の過程への法則適用を

論ずることが一般に可能かどうか、計画化原

則とその作用とについてだけ論ずる方が正し

態であり、買い手からするならばその脳裏にある価値尺度よりも値札が買い得であるということである。このことは買い手と売り手が市場
で相対してはじめて判明する事実である。そこで売り手は値札を高めに書き換える (それによって自身の価値尺度も書き換える)が、それで
もその売れ行きが良いことには変わりがない (でなければ値札を書き換えることはできない)。これは、当該商品から得られる個別利潤率を
引き上げ、売り手は特別剰余価値を取得することになる。貨幣資本としては一般的利潤率よりも高い利潤を得られる生産部門を放置してお
くことはせずに、その部門に向かって新たに流入し、そこで不変資本 (生産諸手段) と可変資本 (労働力) に変態する。だからその生産量は
増大し、市場に商品が出回ることで品薄感が緩和される。価格は下落し、個別利潤率は一般的利潤率にまで落ち着くことになる。この仕組
みは、貨幣資本がより増殖に有利な生産部門を選んで移動してゆくという、一般的な競争の結果の一部である。
それでは過渡期社会においてはどうか。Preobrazhenskyは全知全能のゴスプランが前もって需要変動を知っているのだとしている。し

かし、それは無理である。資本主義から生れ出たばかりの社会にそのような能力があるはずがない。実際には労働証書による労働時間支出
の計測と在庫変動 (簿記) に基づいて需給調整がなされるのである。各生産部門に配置された生産諸手段を前提に社会的労働 (必要労働) が
配分される。中央計画機関が行うのは、総労働のうちの「剰余労働」として控除された部分の使途を決定することであり、そのなかに既存
生産諸手段の増強や新増設 (あるいは廃止)の是非の判断が (社会保障の判断とならんで)含まれる。
二つの制度の違いは明らかである。前者では剰余価値 (資本=死んだ労働)が社会のありかたを決定している。後者では必要労働 (生きた
労働)が社会のあり方を基本的に規定し (だから「必然の国」が拡大する)、剰余労働はただそれを補強・修正するためのものでしかない。こ
れは需要変動を知るタイミングが「事後」か「事前」かの違いではない。

*102 この認識 (「国外から」の影響)は Preobrazhenskyが「一国社会主義論」のイデオロギーに毒されていないことを示すとともに、彼の問
題意識がロシアのみならず、(2020年代のわれわれをも含む)世界プロレタリアートに向けられた広い妥当性をもつことも表す。

*103 これは再生産の観点であり、Bukharinが「均衡の仮定」と呼んだものに近い。
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いのではないか」(冒頭の Q3に相当)

b).「ソビエト国家の現実の経済政策―政治的環

境全般によって規定される―を捨象」するこ

とは「方法論的に正しいだろうか」(Q1、Q4)

c).「わが国の経済において二つの基本法則が互

いに闘争しつつあるという仮定から出発する

ことが、一般に可能だろうか。またこの両法

則のどちらが、経済の単一の調整力であろう

か」(Q2)

a). なぜ「法則」と表現することが必要かについて。

a1).「社会において計画化原則が作用し始め」た

としても、それによって「生産関係の分野に

おいて」、「因果律が作用することを止め」る

ことはない*104。

a2).「新しい型の生産関係」は「自己の存在と強

化のために戦わねばならない」。つまり「国

内では資本主義的関係が成長し、国外からは

資本主義に包囲されているという条件のもと

で」、「社会主義的関係を絶えず拡大再生産す

る」ことが求められている。これは言い換え

れば「プロレタリア国家に属する生産手段を

増加させ・・・この生産手段のまわりに、ま

すます多数の労働者を結集させ・・・制度全

般を通じて労働生産性を向上させる」ことを

意味する。これは、以下のような労働者の行

動変容をもたらす*105。

この法則が、国営経済における集団的生産

者たちの意識の上に絶えず圧力をかけ、与え

られた情勢のもとで適正規模の蓄積を達成

させる方向へ導く行動へと生産者たちを絶え

ず駆り立てる。こうした行動の必然性は、必

ずしもつねに明白ではないにせよ、意識され

ている。・・・蓄積の意気に燃えてテンポお

よびエネルギーを増大させつつ行動すべき必

然について認識不足であるとすれば―商品欠

乏、私的蓄積の増大、わが国の工業基盤およ

び軍需工業基盤の弱さから来る、制度全般の

存続が危ぶまれるおそれなどの―客観的事実

がわれわれを駆り立てるだろう。プレオブラジェン

スキー (1967)

a3). 戦時共産主義の時代に使っていた「計画化原

則」という用語を、NEP 以降のソヴェト経

済に同じように使い続けるべきではない。価

値法則が復活している以上「計画化原則」の

闘争のなかに秘められている「現段階に固有

で内在的な法則の基本的な輪郭をつかむこ

と」が必要とされている。

b). 国家の捨象について。

b1).「経済学批判」序説では社会を「土台」と「上

*104 これについて Preobrazhenskyは、「わが国の経済においては因果律と目的意識の原則とが結び付いており、それ故にまた、因果律を軸と
してソビエト経済に関する研究を行うのは不可能であるということは、われわれもはっきり認識している」との A. Konの発言を否定して
いる。Alexander Felixowitsch Kon(1897–1941)はボリシェビキの理論家で共産主義アカデミー会員。父はポーランド民族学者の Feliks

Kon。1941年の独ソ戦で戦死。
*105 この記述は Preobrazhenskyが「社会主義的原始蓄積法則」を、資本主義諸国ないし私的経営との対抗関係のもとで、それとの競争に支配

されながら形成されると考えていることを示す。そしてこの認識こそが、彼が Bukharinに同調して「攻勢戦術」を主張した理由であろう。
この認識は純粋なかたちで法則性をつかもうとする彼の方法論を裏切っている。対抗関係のもとで出現する諸現象は、かりにそれが一時

的な安定 (冷戦期のような)を保ったとしても、なんらかの疎外態であることには変わらない。こうした疎外態にたいしては「ブルジョア社
会の自己批判」の論理を妥当させなければならない。

*106 いわゆる「史的唯物論の公式」にかんして、経済学から政治学および法にかんする諸研究を切り離すことに反対する R. Stammler の説
(「経済と法」)が紹介されている。それによれば、「一方に経済的生活、経済的生産または経済構造などと、他方に法的秩序および政治的上
部構造とを対置させるのでなしに、人間という社会的存在の統一的産物の二要素である、社会的生活の本質とその形態とを対置させること
が正しいであろう。・・・自己の科学的研究の直接対象として、結合された協力としての社会的経済そのものを選ぼうと欲する者は、社会
的生活の予め決定された調節を仮定しないような単一の社会的、科学的テーゼを設定し、これを基礎として出発することは不可能である」。
Preobrazhenskyはこの説を頭から否定してかかるが、一定の留保をつけるかぎりでは、Stammlerはあながち間違っているとはいえな

い。一定の留保とは次のことである。
まず「人間という社会的存在」が資本主義的物象化の作用を受けて、現実的私人 (homme)としての生活 (土台)と抽象的な公人 (citoyen)

としての生活 (上部構造) に分裂するのであり、それゆえに社会科学も前者を取り扱う経済学と後者をとりあつかう政治学、法学とに分離
されるのである。「遅れたドイツ」の現実を分析対象とした HegelとMarxは、さしあたりは法学研究を出発点としたが、ただちにそこに
とどまれないこと、真の原因が土台たる生産様式にあることを見抜き、経済学批判の仕事に取り掛かったのであった。こうした経緯を十分
に承知した上で、なお、「結合された協力としての社会的経済」(すなわち共産主義社会) の研究に進まなければならない。その際に分析者
は (批判の立場にあり、商品の物神崇拝の影響から逃れているのだから)、土台と上部構造の連関を十分に踏まえながらも、その両者が実践
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部構造」に分け、しかも「土台」から分析す

べきことをMarxは説いている*106。研究を

「上部構造」たる国家ないしその政策から始

めるべきではない。

b2).「資本論」の初期プランの篇別においても、国

家が登場するのはずっと後の方である*107。

b3). 国家の経済政策が「一見したところ自由に導

かれた決定の形をとる」のは見かけだけのこ

とである。実際には「経済的必然が、一定の

政策方向を、外部からは自由に選択したとい

う外観をとりつつ、自己を貫徹」したにすぎ

ない。上の「困難を生ぜしめた原因」は混合

体制の「生産関係における社会主義的原則と

商品生産原則との交錯」である。

c). 二つの法則の闘争について。

c1). 統一的であり得るのは「闘争する二つの力

の、それぞれの瞬間における結果」である

が、反対者たちはこれを誤解して、調節力そ

のものが統一されなければならないと主張

している。彼らがこのように誤解するのは、

「科学上の偏見」の産物である。彼らは「発

達した資本主義の分析に慣れており、経済調

節力が資本主義においては唯一つである限

り、単一の調節力という概念が習慣になって

いる」*108。

c2). ところで「価値法則は、俄かに天から降って

きたものではなく、その作用は商品経済の発

達につれて発展してきたのであり、現在わが

国の経済においてそれが唯一の調節力でない

のみならず、過去においてもつねに必ずしも

そうだったわけではないのだから、なおさら

彼らの論理は不可解なのである」。

c3). 仮に「基本的に単一の法則が、価値法則が作

用している」とする。その場合「この法則は

自然発生的に必ず資本主義的な諸関係を再生

産する」のだから、どうしてそのもとで「社

会主義的な諸関係の拡大再生産」が出現しえ

るだろうか。また「われわれの計画化のすべ

て、われわれの「社会主義的」調節のすべて

は、単に価値法則の機能に過ぎない」という

ことになってしまうのではないか。

c4). また彼らは「経済における、分業によるあら

ゆる社会的生産制度に客観的に必要な均衡」

(経済原則)と「価値法則に基づいて均衡を達

成する、歴史的に過渡的な方法」とを混同し

ている。「あらゆる瞰制高地を私的所有に代

わって社会的所有が占め」ている以上、経済

原則にもとづいてわれわれが定める「均衡の

一般方針」は、価値法則の指定するものとは

異なる*109。これを調節力としての価値法則

によって指定されたものと等しいとする者

は、経済原則と価値法則を同一のものとみな

しているのだ。

c5). 統一的な一つの現実にたいして二つの調節力

があるという事態は、次のように理解するこ

のなかで流動化しつつ新たな形態をつぎつぎと作り出すことを、現実のなかに、また将来の可能性のなかに発見するのである。このことを
Stammlerが言おうとしたのならば、それは正しい。

*107 「資本論」のプランから外国貿易が捨象されたのは、「全商業世界を一国とみなす」という「純粋資本主義」の想定があったためであり、こ
れによって経済原理論としての「資本論」が確立されたのであった。これとは異なり、段階論では外国貿易も、国家の諸政策 (重商主義/

自由主義/帝国主義) も捨象されることはなく、またそのなかで支配的な資本蓄積の形態 (商人資本/産業資本/金融資本) も区別されたので
あった。したがって、「国家」が無条件に捨象されるべき、ということはなく、たとえ原理論であっても、第二の自然と第三の自然を包含す
る国土の存在は暗黙の前提になっていた。
問題は過渡期経済論において国家はどのように取り扱われるべきか、ということである。これについては脚注*110を参照のこと。

*108 これは Preobrazhensky 版の物象化イデオロギー批判と受け取ることができる。彼の反対論者はブルジョアジーほどではないが、それと
同様に現実の直接性にこだわり、過程ないし生成の立場に立とうとしていない (Lukács の云う「日和見主義」)。(Preobrazhensky 自身
は、後で見るように、労働者国家を物神崇拝する「相対主義」ないし「無政府主義」と同じ立場に転落している。)

*109 Preobrazhenskyは「価値法則の調節作用」を、労働者国家が「瞰制高地」を押さえた範囲内に限定されたものと理解している。他方で、
「経済情勢全体」においては「階級間の対立という形をとるような矛盾ではないが、矛盾一般は存在」し、この内部矛盾が革命ロシアを転覆
させかねない一触即発の経済的・政治的危機をもたらしうると考えている。そして「この矛盾が、分配の問題に関する限り、社会主義的原
始蓄積法則」を労働者国家に押し付けるものと考えている。その内実は「社会主義的生産関係の成長」のために「私営経済からの価値移動
を―調節する法則」だと言うのである。
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とができる*110。

i).「わが国の経済において商品―資本主義

的関係が再び支配するにいたったと仮

定する。・・・政治分野ではプロレタ

リアート独裁の解消・・・経済分野で

は・・・価値法則・・・が自由に発展す

る・・・。その場合、社会的労働および

生産手段の分配が、価値法則が作用する

場合につねにそうである通りの形で行わ

れるであろう」。

ii).「ヨーロッパにおけるプロレタリア革命

の勝利のおかげで、制度全体の再編成を

行い得る最大の好機をつかんだとすれ

ば、・・・社会主義的諸関係が形成され

るとともに、経済の組織化および指導の

方法*111としての計画化原則が勝利を収

めるのみではない。さらに、労働および

生産手段の分配比率もまた、現在の事態

に比べれば本質的に異なるものとなる」。

このような二つの極限の可能性を秘める

ものとして一つの現実が存在するのである。

6.3.2 社会主義的原始蓄積

第 2章では PSAの概念が PCAとの比較を通じて導

入される*112。

1).「ブルジョア革命は、すでに資本主義が経済分野

においてその制度を築き上げるという重要作業を

完了してしまった後に始まる。・・・ところが、

社会主義制度はプロレタリアートによる政権奪取

からその年代記が始まる。・・・この事実は社会

主義の発生についての理解のみならず、それに続

くすべての建設を理解する上でも、きわめて大き

な意義をもつ」。つまり「国営経済という複合体

がその経済的優越性のすべてを発揮し得るために

は・・・ある最低限度の、予め蓄積された生産手

段が必要である」。

2). PCA から類推して PSA を語ることが可能であ

る。PSA の SA にたいする関係は PCA が CA

にたいする関係に等しいからである。ただし、前

述のように、PCAは CA以前に始まったのにた

いし、PSAは SAと同時に起こらねばならない、

という違いはある。

*110 Preobrazhenskyの問題意識に沿えば、経済理論を次のように定式化できるであろう。

経済学原理論
⟨
帝国主義段階論
過渡期経済論

⟩
社会主義社会論

ここで Preobrazhensky が問うているのは、α).(原理論の法則性に対応すべき) 社会主義社会の「原理論」とも言うべきものはあるか、
β).そこに至る過渡期経済論はどのようなものか、γ).国家はそれぞれでどのような取り扱いを受けるべきか、ということである。
このとき、次のことに注意すべきである。i).原理論と帝国主義段階論との理論的関連が、社会主義論と過渡期経済論のあいだにも参照さ
れるべきこと。ii).帝国主義段階論 (ただし古典的なそれとは異なる)と過渡期経済論は一つの現実を総資本の立場から見るか、総労働の立
場から見るかの違いであり、現実そのものは (世界的な規模では)同一であることにはかわりないこと。iii).社会主義論においては、国家は
(捨象されるのではなく)死滅していること。
上のことを踏まえて国家について考えると、まずプロレタリアートの観念の上では国家の神秘性は廃棄されている。上部構造としての国

家は土台としての技術的労働組織へと転化している。「交通関係」(生産関係) そのものの生産としての共産主義が再生産され、史的唯物論
の完成とともに可能性としては全世界に広がっている。加えてロシア十月革命によりその現実性を獲得している。これらの可能性、現実性
は国境を超えて広がる。
そして、革命ロシアは、労働力商品 (=資本)の再生産の場ではなく、むしろ破壊の場であるということ (社会主義的原始蓄積)、そこに流

入した資本はもはや資本として機能しないこと、この事実のなかに国家廃絶の必然性が見出せる。他方で資本主義諸国家にとっては、(ヴェ
ルサイユ条約によりしぶしぶ承認した) 革命ロシアは、たんにロシア帝国を継承したものにすぎず、(自国の労働運動への影響を除けば) そ
こになんら特別な意義を感じるものではない。このように、革命ロシアという一つの現実が、総労働の立場から見た場合と総資本の立場か
ら見た場合で異なるのである。

*111 資本主義とは異なるもうひとつの極限である社会主義社会が叙述されるべきところで「指導」という奇妙な表現が登場する。つまりそこで
は国家が死滅していないことになる。(「社会主義的原始蓄積法則」など)Preobrazhenskyの違和感のある用語法は、基本的な立論が正し
いにもかかわらず、将来社会のヴィジョンが正しくない、あるいは現実と本質を取り違えている、というところから生じている。

*112 われわれはこれ以降次の略号を用いることにする。資本の原始 (根源的) 蓄積 (Primitive capitalist accumulation : PCA)、社会
主義的原始蓄積 (Primitive socialist accumulation : PSA)、資本蓄積 (Capital Accumulation : CA)、社会主義的蓄積 (Socialist

accumulation : SA)。
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3). SAとは「骨格の固まった社会主義経済の内部に

おいて創出せられ、社会主義的生産機関と社会主

義国家の間で追加分配されずに、拡大再生産に

役立つような剰余生産物部分が、機能中の生産

手段に加えられること」である。これにたいして

PSA とは「国営経済全体の外部に存在する給源

から・・・供給される物的資源を国家の手中に蓄

積すること」をいう。PSAは「真の社会主義経済

のために諸手段を予備的に蓄積するという性格を

帯び」、「国営経済以外の分野の犠牲による、この

分野との不等価交換に基づく蓄積」である*113。

4). PSA と SA を区別することには非常に重要な意

義がある。この二つが混同されたことにより「実

際の経済指導の面において極めて重大な誤謬が生

じているからである」。

5). また、PSA を支配する法則をわれわれは「PSA

法則」と呼ぶ。この法則は「価値法則との闘争に

おいて」、「経済における生産手段」(c)の分配と、

「労働力」(v)分配と、「全国の剰余生産物のうち、

社会主義的拡大再生産のために控除される部分」

(m)の大きさとを決定する。

6). PSAの方法を類推するために、PCAの主な方法

を系統的に検討する。

i). 他の経済形態からの収奪。商業資本の登場に

より、地方市場をめあてとする手工業者の仕

事が遠隔地の市場をめあてとする仕事に取っ

て代えられること、買占め業者が生産代理人

として絶対に必要になること*114。

ii). 植民地からの収奪。領主が農奴から強奪した

ものを商業資本と分け合うこと、国家が農民

層に重税を課して、その税収の一部を資本に

転化すること*115。このとき、国債は PCA

の「強力なてこ」の一つとなる。

7). PSAの場合は、上の可能性は次のように変わる。

i). 植民地からの収奪。「社会主義国家は、各民

族の平等と、あれこれの民族同盟への任意加

入という政策を実行しており、この分野にお

いて強制的に資本をつくり出す方法をすべ

て原則的に拒否する。社会主義国家にとって

は、こうした原始的蓄積の源泉は、当初から

永久に閉ざされている」*116。

ii). 他の経済形態からの収奪。「あらゆる社会主

義以前の経済形態から、剰余生産物の一部

を社会主義のために控除する」こと。たとえ

ば「非社会主義的経済形態に対する課税」は

PSA 期に「不可避的に行われざるを得ない

というだけでなく、ソビエト連邦のような農

民国においては・・・決定的な役割」をはた

*113 Preobrazhenskyの云う PSAは Bukharinの用語法 (生きた労働の動員)と異なっていることに注意する。脚注*46を参照のこと。また
これは Lenin の危惧した「死の過程と生の過程の混淆」の見本となってしまっている。P.145 を参照のこと。Preobrazhensky の考える
PSAとはたんに革命直後の生産諸手段の「収用・接収」のことである (それが奇妙なことに、いつまでも継続される)。

*114 ここで Preobrazhenskyは PCAを労働力商品の創出 (土地からの労働の引きはがし)、という本質から考察せず、その現象形態たる農村
手工業の収奪から特徴づけている。絶対主義権力による農村手工業の収奪は事実であるが、その結果として農村がこれまで維持されてきた
人口を収容できなくなり、これがプロレタリアート化するのである。絶対主義権力はこれを意識して行ったわけではないが、結果としてそ
の行為が PCAに妥当する。

*115 「資本論」第一巻第 24章から次の節が引用されている。「これらの方法は一部は最も残虐な暴力に基づいて行われる。たとえば植民制度の
ごときはそれである。しかし、封建的生産様式の資本主義的生産様式への転化過程を温室的に促進して過渡期間を短縮するためには、いず
れの方法も、社会の集中され、組織された暴力である国家権力を利用する。暴力は新しい社会を孕むすべての古い社会の助産婦である。そ
れ自体が一つの経済的な力なのである」。

*116 Preobrazhenskyは不用意にここで「労働者国家」ないし「コミューン国家」というべきところを「社会主義国家」と表現してしまってい
る。ここから、彼において国家の死滅についての問題意識が希薄だということがわかる。また、過去に Leninと民族自決の議論をめぐって
対立していたが、諸民族の平等について資本の破壊という観点からアプローチしておらず、民族政策という狭い範囲でしか論じていない。
さらに「強制的に資本をつくり出す」という表現に見られるように、PSAをやはり資本破壊としては捉えていない。これらの点は、のちに
Preobrazhenskyが Stalinに屈服する遠因となったと思われる。

*117 Preobrazhenskyは次のように云う。「この時期に、社会主義制度は、それに特有の有機的な長所のすべてを展開する状態にまだ達してお
らず、しかもそれと同時に、発達した資本主義制度に特有の、多くの経済的利点を不可避的に失っている。できるだけ速くこの時期を通過
すること、社会主義制度が資本主義に対する当然の優越性をすべて展開する瞬間に、できるだけ速く到達すること―これは社会主義国家に
とって死活の問題である」。この表現には Bukharinの「革命の費用」と類似の発想 (生産力主義)があらわれているばかりでなく、これを
PCAとの類推によって正当化しようとする発想があらわれている (脚注*115との類似性に注意せよ)。
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す*117。

その後、PSAにおける「他の経済形態からの収奪」の

諸形態が論じられる。

1). 農民経済も含めた小ブルジョア経済の資源からの

収奪*118。

2). 私的・資本主義的利潤に対する課税、すなわち、

資本主義的蓄積からの組織的収用 (「クラーク階

級に対する課税は、結局のところ、農村における

農業労働の犠牲による蓄積を意味する」)。

3). 国債。ただし二種類の国債制度を区別しなければ

ならない。半強制的割当て国債は、経済外強制の

方法による PSAである。しかし、普通の公債形

式による信用操作は、PSAではない (「ソビエト

国家はこの国債利子を歳入の中から支払うことに

なろうし、みずから資本主義的蓄積の中継機関と

化し、外国ブルジョアジーによるソビエト連邦の

勤労者大衆に対する資本主義的搾取を取り次ぐ機

関となる」)。

4). 紙幣の発行。「通貨価値が下落するような制度

のもとにおける紙幣の増発は、一種の課税であ

る・・・国家が一国の統治機関と巨大な経済複合

体の経営主とを同時に兼ねている場合には」、紙

幣の増発が PSAのための直接の導管となる。ま

た、信用制度を通じての国民所得の再分配。

5). 価格政策。「プロレタリアートの国営経済が歴史

的に、独占資本主義の背後で生じるという事実」

のもとで「資本主義経済形態の剰余価値の犠牲に

おいても」行われる「経済全体を調節する諸手段

と、経済的に国民所得を再分配する諸方法」。た

とえば鉄道運賃 (国有/私有貨物の差別運賃*119)。

6). 国内商業による財貨交換をつうじた PSA。i).国

営経済内部、ii).私営経済内部、iii).国営–私営間

の場合がある。

i). 国営経済内部*120。「交換を経済的に行うこ

と、流通過程の費用を節減すること」のほ

かに PSA のための積極的任務はない。「こ

の流通費は国営経済の剰余生産物からの直

接控除分となる」。ところがこれをめざして

「私的な買占め業者が、国営トラストの自由

市場進出の初期には、私的商業ルートのみ

ならず、あれこれの国営企業間の空隙にも入

り込もうと努め、そこで「流通費」をかき集

めた」。

ii). 私営経済内部。たとえば「フレボプロドゥ

クト社 (全ロシア穀類農産物販売株式会

社)*121による、農民からの穀類および食糧

一般の買い付けと都市市場の私的消費者に対

するその売り渡し」。この場合、国営商業機

関あるいは協同組合がこの取引から「商業利

潤」を取得している。

iii). 国営–私営間。上の二つのケースの混在状態

として理解される。それゆえ、国営→私営
については、「もともと社会主義分野に属し

*118 農民 (小ブルジョア)からの収奪は本来の PSAにおいては考えられない。PSAとは、生きた労働の動員であり、生産諸手段と労働とを固
く結びつける過程なのだとすれば、農民は最初から土地に結びついているので、改めての生産諸手段との分離も結合も必要ないからである。
むしろ農地が資本主義経済のもとで放任されてきたことによる投資不足の是正が課題となる。つまり、労働者国家全体の剰余労働が経営の
合理化、土地改良に向けて投下されるべきであり、これにより農地経営の科学化・技術化が進められなければならない。この技術化は (資本
主義的な技術化がその土地から労働を排除するのとは異なり) むしろ土地の生産力を増強することにより、同じ土地がますます多くの人間
生活を収容できる方向に大地の潜在力を展開させる。

*119 差別運賃については、鉄道普及とともに 19世紀よりイギリス、アメリカをはじめ広く実行された。これは従来負担力の概念によって説明
されることが多かったが、F. W. Taussig(1891)は結合費説により負担力を費用原則の枠内で説明しようと試みた。これにたいして A. C.

Pigou(1912)は独占価格の観点から批判を行った。衛藤 (2015)を参照のこと。
*120 「PSA 法則」なるものは社会主義社会において生産諸部門への社会的労働の分配を規定すべきものであるから、それにふさわしいものは

本来は労働証書制のことである。そしてこれは「必然の国」(必要労働の等量労働交換)にかかわる。しかし、Preobrazhenskyは市場での
商品交換がこの領域でもそのまま存続すると考えてしまっている。
だから流通費を商業利潤からそのまま類推して「剰余生産物からの直接控除」と表現している (先の鉄道差別運賃はこの理解を前提とし

たものであろう)。しかし本来はこれはあり得ない。運輸サービス労働、流通サービス労働などの労働はいずれも社会的総労働の一部として
「必然の国」の一部をなすものとして設計され、経営されている。また、そうでなければ適切な生産諸手段が作業場に届かず、消費手段とし
て必要な生産物もその消費場面に届かない。

*121 Khleboprodukt (All-Russia Joint Stock Company for the Sale of Grain and Agricultural Products).
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ており、この分野自身の生産基盤において創

出された自己元本であるものを、私有資本に

与えない」という消極的な任務を果たす。他

方、私営→国営については、「私有資本に対
する国営商業機関の・・・私営経済の剰余生

産物をめぐる烈しい闘争」(つまり、国営商

業機関が原料買い付けにおいて私的買占め業

者に競り勝つこと)としてあらわれる。

7). 外国貿易の独占。これは PSAの手段としてばか

りでなく、SA の保護手段 (あるいは資本主義諸

国の価値法則にたいする闘争手段)、「ソビエト連

邦経済全体の調節手段」としての側面ももつ。こ

のうち PSA の手段としての外国貿易の独占 (と

商業諸機関の創設)は、上の iii).とほぼ同じ意義

をもち、「経済闘争における決定的な地位から私

有資本を駆逐する」ためにどうしても必要なもの

である*122。

次いで「社会主義的保護貿易主義」*123が説明

される。これは「ソビエト連邦の関税政策」であ

り、「外国の軽工業製品に対してほとんど輸入禁

止に近い高税率を課し、機械工業製品に対しても

高率関税をかける」ことにより、「世界的な価値

法則の作用」から「国内の商品流通を保護」する

というものである。このとき「国営工業の新規設

備または設備更新のために輸入される生産手段に

課せられる関税収入」は PSAに寄与しない。そ

れはたんに国家資金がたとえば織物工業シンジ

ケートから財務人民委員部に移されるというだけ

のことである。これにたいして「私営工業向けの

輸入手段」と「消費財の輸入」*124にたいする課税

は PSAとなる。

8). 工業製品についての価格政策。この場合「国営経

済と非社会主義的分野との等価交換が一般に可能

か」という問題が検討される。aを国営経済が相

手に与える「価値」、bをその受け取る「価値」と

するとき、次の三つのケースが考えられる*125。

*122 ここで、その「収益」が低いことをもってこれをより効率的な私営商業機関にとりかえようとするのは、「私有資本に影響された偏狭な商
業観」のたまものであり誤った経済指導である、と Preobrazhenskyは訴えている。つまり「収益性」について、資本主義的な観点からで
はなく社会主義的な観点から評価すべきことを説いている。
それでは、その計算の基礎となるべき残存する資本主義国家と労働者国家のあいだでなされる生産物交換を規定する価格は何か。これは

資本主義国家から見れば、植民地商品の価格に類似し、Preobrazhensky の引用する「資本論」第三巻第三篇第 14 章第 5 節「外国貿易」
の記述が参照されよう。他方、労働者国家から見ればこれは価値の裏付けをもたない擬制的価格となろう。
なお、Preobrazhenskyは上のことを PSA法則と価値法則の衝突として叙述している。脚注*125も参照のこと。

*123 Trotskyによる造語とされている。これについて Preobrazhenskyは、資本主義諸国の保護関税が「一工業を、それと同一の経済制度に
属する他の工業に対して保護すること」であるのにたいして、「小児のような虚弱状態にある一生産様式を、これと決定的に敵対する別の経
済制度に対して保護すること」と説明している。

*124 これについて Preobrazhenskyは、(輸入品価格と国内市場価格の差額が生じたときに、これが結局関税と同じことになり)その消費財が
労働者大衆のためのものであったとしても、「労働者階級の実際の消費手段が削られるという犠牲においてであるにせよ、国家の歳入および
蓄積は増加する」という (「国家フォンドの物神崇拝」ともいうべき)奇妙な論理を弄している。

*125 Preobrazhenskyがいかなる意味で「価値」あるいは「等価交換」という用語を使っているか不明である。たんに値札としての価格、市場
価格のことであるのか (またそれは価値の裏付けのあるものか、ないもの―「擬制的価格」―なのか)、それとも本来の価値―すなわち不変
資本から移転された価値に剰余価値を加えたもののことか、それともその生産物に対象化された労働の継続時間のことをさすのか、が区別
されていないようにみえる。
資本主義諸国と労働者国家とのあいだで同一の生産物 (たとえば穀物)の交換があるものと仮定しよう (同じもの同士の交換なので現実的

ではないが)。品質も収穫時期も収量も同一としたとき、この両者は使用価値として「等価」である。しかも、その生産のされ方もほぼ同じ
であり、年間の農事歴にしたがう各種の農業労働 (両地域で同質) の組み合わせが投下されている。しかし、二つの地域で差異も生じてい
る。まず資本主義諸国には地代がある。これは資本が価値増殖するための場所を争って互いに競争するから生じるものであり、土地所有者
が利潤からの分与を要求するものである。ところが労働者国家においては土地は共同所有されており、また資本の競争が生じるわけではな
いので地代は生じない。だからたとえ使用価値として「等価」であったとしても、そのあとで資本主義諸国の生産者の取り分は労働者国家
の生産者のそれよりも (少なくとも地代の分だけ)小さくなる。またその後の収入の取り扱いも異なる。資本主義諸国においては労働力の価
値分が可変資本部分として生産者自身に与えられ、肥料・農具修繕などに不変資本部分が取り置かれ、残りが剰余価値 (もうけ)となる。労
働者国家においては、収入は全額が国庫に納められ、それとは別に生産者自身は自己の労働時間に応じた労働証書を受け取り、これを生活
手段のために使う。
さらに、穀物価格が国際市場において高騰したとする。これは資本主義諸国の〈資本の過剰〉のために行き場を失った資本が流入したた

めである。ところが労働者国家は (もしも余剰の蓄積があるならば)これにたいして大量売却をしかけることができる。これは穀物市場の市
況を一挙に冷却させ、投機業者に多大な損害を負わせる。つまり資本が破壊されるのである。このようなことが可能になるのも、労働者国
家が売り手としては資本とは異なった原理で (つまり価値法則に左右されずに)行動できるからである。
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i). a > b の場合。「大規模な社会主義的生産が

崩壊を続け、漸次その生産物を費用価格以下

で安売りするという事態にたちいたる」*126。

ii). a = bの場合。この状態は「ともに一つの国

民経済体制の中に包括されている社会主義

制度と私営商品生産制度とが、完全な経済的

均衡に基づいて共存」しているものであり、

「この種の均衡が長期にわたって存在するこ

とは」考えられない*127。

iii). a < b の場合。「あらゆる形の私営経済の剰

余生産物のうち、意識的に計算した一定部分

を収用する価格政策」であり、これが可能に

なるのは「プロレタリアートの国営経済が独

占資本主義の基盤の上に出現したから」であ

る。つまり、「自由競争の一掃」、「独占価格

の形成」、「小生産の搾取による超過利潤の取

得」などが PSAの土壌を準備したからであ

る。この方法は「わが国の条件のもとで可能

であるのみならず、不可避である」。ただし

その実施には製品価格引き下げとそれを上回

る費用価格の低減が必要であること、労農同

盟への政治的配慮からこれを「等価交換」と

言いくるめなければならないこと、などの障

害がある。

次に Preobrazhensky はソヴェト経済のこれまでの

情勢を回顧し、軍事共産主義の時代を PSA 期の前史、

NEP 期を PSA の本格的な開始と位置付け直し、それ

ぞれの時期に労働者国家のとった経済政策の特徴づけを

与えている。

1).「国営経済における、生産に基づく蓄積」に際し

て、その「源泉は・・・労働者階級の労働であり、

その賃金は労働者階級みずから創出する新生産

物の総価値よりも少なくならざるを得ない」*128。

また PSA が「一般にプロレタリア革命後でな

ければ始まり得ない」という事情が労働者国家

に PCAの場合よりも余裕のない経済運営を強制

した。

2). ロシア十月革命の直後から始まった戦時共産主義

は、戦線を維持しながらも失業者を扶養するとい

う特別任務を労働者国家に負わせた。この時期の

経済は「軍事的消費共産主義」であった。

国営分野内で創出せられ、この分野の内外に分

配された総価値が、生産物の原価総額を上回るど

ころか、却って後者より少なかった・・・。戦時

共産主義期は、国家に対して (新しい所有制度と

いう条件のもとで蓄積および拡大再生産の問題を

提示したのではなくて)、一方では軍事的勝利の

任務を与えるとともに、他方では (資本主義世界

全般を相手にして戦いつつある) 貧窮者コミュー

ン・・・を扶養すべき任務を負わせた。この時期

の経済は軍事的消費共産主義であった。その任務

は、みずからを維持し、どうにか食いつなぎ、そし

て勝利を得ることにあった。プレオブラジェンスキー (1967)

3). 上の時期、「国営経済が赤字となっても、決してそ

れを縮小する理由にならず、ましてそれを中止す

る理由にすることなどなおさら許されなかった」。

国家にとっては、工場を閉鎖して 200 または

500 の欠損を出すよりも、工場の操業を続けて

稼ぎ出した生産物で (価値計算上のことではない

が)100 の赤字を出す方が有利であった。これは

極めて特殊な経済であり、その根本において、任

務そのものと計算方法そのものとにおいて資本主

義的生産とは逆の経済であった。・・・剰余価値

なしの生産―これが戦時共産主義期においては原

則であったのだ。・・・今日の消費元本を増加し

得ることは、そのすべてが、あらゆる手段を尽く

して実行される (たとえその浪費分を急速に償却

できる望みがなく、固定資本および流動資本を浪

費するという仕方によろうとも)。プレオブラジェンスキー

(1967)

4).「国内戦の終了とともに」上の戦時共産主義の時

代、PSA期の「前史は終わりを告げ」、本格的な

PSA 期が始まった。この時期の原則は「国営経

*126 Preobrazhenskyは次の実例を挙げる。「ネップ・・・初期には、国家資本およびプロレタリアート労働力を捨て値同様で安売りするよう
な工業製品価格形成の実例が多数みられた」。また (資本主義の類似例として)「(第一次)世界大戦後におけるドイツ工業の価格政策」。

*127 Preobrazhenskyはこの論拠をなぜか資本の再生産過程の三つの循環から説こうとしているが、これは「資本論」の誤読であろう。三つの
循環とは P′、W′、Gの循環のことであり、これらが運動することはなんら均衡の不在を示すものにならないからである。

*128 Preobrazhenskyの用語「賃金」は「価値」と同じく不明瞭である。もしこれが必要労働量のことであるとすれば、それが総労働量を下回
ることは (いかなる社会でも)当然とみなさなければならない。
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済における年間剰余生産物の増大」ではなく、「経

済の年間欠損」の減少にある。「戦時共産主義期

においては、たとえ最大限欠損という犠牲を払

おうとも、製造品の最大数量を追及すること」が

原則であった。新しい時代においては「基本目標

は、国営経済全体のために*129・・・最小限欠損

を実現することに置かれる」。

5).「国営経済」内部の SA は表 6.4 のように説明さ

れる。これは 1925–1926 年度の「ソビエト連邦

の国営工業および運輸」の数値である。ケース A

は「不変資本」以外のすべてを「可変資本」すな

わち「賃金」に廻している。ケース Bは「賃金」

を 7億ルーブルに抑制し、3億ルーブルの剰余生

産物を得るが、これが「固定資本および流動資本

の減価償却」部分、「租税徴収費」と「経済指導

費」に充当される*130。

表 6.4 1925–1926年度のソヴェト経済

ケース A ケース B

総生産「価値」 25 25

「不変資本」 c 15 15

「可変資本」 v 10 7

剰余生産物 m 0 3

単位：億ルーブル

6).「賃金」政策。資本の考える賃金政策とは異なり、

労働者階級は (「その勝利の瞬間とともに搾取対

象から搾取の主体に転化した」とはいえ)、「自分

自身の労働、健康、労働条件を、資本家から受け

たと同様の取り扱いをすることはできない」。「国

営経済が (市場めあてに活動し、交換の面におい

ては商品生産であるとはいえ)・・・労働者との

関係においては、生産者による消費のための生産

制度として現れ始めた」*131。

Preobrazhenskyは「社会主義形態」がかならずしも

資本主義にたいして原則的に優っていることはなく、有

利な点 (競争の排除と経済/政治の融合) とともに難点

(管理者・経営者層の不在、剰余労働の搾取が不可能な

ことに由来する蓄積の不足)も抱えていると警告してい

る。その上で、ソヴェト経済の今後の展望について個別

の論点を以下のように指摘している。

1). 小生産 (主に農業労働) のゆくえ。三つの可能性

(部面)が指摘される。i).小生産の維持、ii).資本

主義的集産化、iii).独特の進化 (農民コミューン、

アルテリなど)を通じた社会主義への移行。

2). 対外借款の是非。これが「若い新経済に対する外

国資本の一搾取形態」であることは否定できない

が、SA元本を増加させ、技術装備率を高めるこ

とをつうじて PSA 期を短縮することに役立つ。

「この対外借款は、国家が握っている物質的生産

要素が不足しているために、現在、生産から切り

離されている失業労働者を就職させ」、これらを

*129 Preobrazhenskyは全体最適と部分最適の違いに注意を向け、「どの企業の経営を続けるべきかという企業選別の際にも (全体としての)最
小限欠損を狙いとする (さもなければ、第一番に運輸が中止されることになったことだろう)」と述べている。またこれと関連して「資本主
義は競争と相互排撃を基礎として発展するが、経済分野 (および政治分野) における社会主義の発展方法は、各部分の相互牽引と相互援助
と、統一経済複合体をめざす傾向とにある」と注意している。このように彼は競争を敵視するばかりで、競争と計画とがどのような弁証法
的な関係にあるのか、社会主義における競争が量 (剰余価値) から質 (使用価値) に転化することを見ない。全体最適とは、本来この使用価
値の完全性のことをさす。

*130 Preobrazhenskyは自分でも意識しないままに、後に「スターリン主義経済」として知られることになる特異な歴史的生産様式を叙述する
ことになってしまった。ここで「ルーブル」と表記されるものは実際には価値ではなく労働時間であるべきである。ただしその一部の生産
物が市場取引されるので貨幣換算できる。本来の社会主義では剰余労働の使い途 (主に社会保障と生産諸手段の修繕と改良)は労働者の創意
によって決められるべきであるが、先に官僚の取り分である「租税徴収費」と「経済指導費」が確保され、これは「賃金」v の圧縮によって
捻出される。これが「不変資本」たる生産元本を肥えさせ、官僚はますますより多くの「経済指導費」を要求できる。

*131 Preobrazhenskyはこの時期の賃金法則が資本主義のそれとは異なることを云うために、賃金と失業者数の関係を次のように論じている。
「1920 年当時、失業者が少なく、一時は熟練労働力の不足が一部に感じられたとき (労働人民委員部がある種の措置をとらねばならなかっ
たほどであった)の方が、全国の失業者 130万を数えた 1924年当時よりも賃金が著しく低かった」。なお、この時期の「失業者」について
Foster(1924)は、その原因を農村から都市への流入人口が産業に吸収し切れなかったこと、軍の動員解除、政府機関からの職員のパージな
どとしている。

*132 これが Preobrazhenskyの云わんとしたことの核心にあるものかもしれない。つまり、脚注*131に見るように内戦の終了が経済環境の激
変をもたらした。戦地からの帰還兵を養う余力は農村にはなく、余剰労働力は都市に失業者として流れ込んだ。ところが都市工業にも生産
諸手段が圧倒的に不足しており、これら失業者をただちに SAに算入 (これが本来の意味の PSAであった)すべきところが、それが不可能
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SAに参加させうる*132。

また対外借款は SAと CAとの「
ジンテーゼ

総合」とは

言えるが、そのために支払わねばならない利子

は、SA元本に流入する新「価値」よりも少ない。

3). 利権許可の是非。これは対外借款と比べてはるか

に危険である。「蓄積の主体は私有資本であり、

国家は生産物の分け前控除、賃貸料、租税、優先

買取権などの形で利子を受け取る」。労働者は国

家工業から引きはがされ、より条件の良い私有資

本に引き付けられ、「国営経済の分解が始まる」。

その政治的結果はきわめて不愉快なものとなり

うる。

2-1節「二つの法則の闘争」では、ソヴェト経済の現実

からいかに法則性を認識するかが論じられている (ただ

しこれを Preobrazhenskyは存在論的に表現している)。

ここで重要であるのは、Preobrazhenskyの最も主張し

たい論点が価値法則の一極支配論とも言うべき見解への

反対論だということである。この点を抜きにしていかな

る批判もありえない。

1). 日和見主義 (「実務家的現実主義」)の背後に、価

値法則の一極支配論ともいうべき認識の歪みが

ある。

一時わが国では、わが国の経済を商品経済の

一変種―大工業を国有に移した結果、ただ幾らか

歪められた形の商品経済―であると解釈すること

が、最高の実務家的現実主義であり、共産主義者

らしい勇気だと考えられた時期があった。こうし

た見方は商品経済に作用する基本法則―価値法則

―のみが、わが国の経済に存在するということを

暗黙のうちに仮定したものであった。プレオブラジェンス

キー (1967)

2). もしも上の認識が正しいとすれば、NEP期に「国

家による独占はしだいに擬制化し、赤字企業は閉

鎖され、黒字企業だけが残されるなどの事態が起

こったに相違ない」。現実はこれとは異なってお

り、上の認識が誤っていること、少なくとも「何

らか別の法則」*133が価値法則に干渉しているこ

とを認めなければならない。

3). 上の価値法則一極支配論が生み出される理論的根

拠は、その主張者が自覚することなく「貨幣によ

る商品交換」を価値法則の支配力をはかる尺度と

みなしている点に求められる。これは誤った認識

態度である*134。

戦時共産主義廃止後におけるわが国の流通部面

では、貨幣による商品交換が支配的になっている。

この交換は私営経済全般・・・の内部においての

みならず、また、国営経済と私営経済との間の財

貨交換においてだけでなく、さらに国営経済網内

であった。そのため彼は生産諸手段を急速に拡大するべく農民の搾取と対外借款の必要を訴えた。そうであるとすれば、彼の提案は暫定的
な打開策以上のものではないはずだった。ところが、彼はこれを (SA元本の物神崇拝のゆえに)労働者国家のとるべき原則的な政策にして
しまった。

*133 Preobrazhenskyは価値法則一極支配論 (それ自体は「日和見主義」の一形態と言える)を批判しようとする正当な問題意識をもちながら
も、その法則観がブルジョアジーと同じく物象化に囚われており、すなわち歴史の弁証法性を認めながらも、認識主体としての自己をあく
までもその作用から守り抜こうとする客観主義 (ないし「相対主義」) の立場に陥っている。法則の二極対立論はここから生じるものであ
り、実践を (価値法則に対抗する)謎めいた客体にまつりあげた結果が「PSA法則」なのである。
そこでは社会法則性の実体である労働への着眼がなく、〈価値法則〉に言及するときに真っ先に取り上げられるべき〈労働力の商品化〉の

観点が抜けている。
*134 Preobrazhenskyのこの判断自体は正しい。ただし、彼はその理由を説明するために Leninの「帝国主義論」を引用しつつ、「まして資本

主義独占期にはすでに・・・価値法則もまた部分的に解消されている。商品生産の基礎そのものに極めて重大な変化が起こっている」とし
てしまった。これは Lenin「帝国主義論」の難点をそのまま継承したものと言える。
宇野弘蔵は「帝国主義論」について、段階的特殊性を押さえることなく独占と集中からそのまま段階論を説き、これを直接的に不変本質

論たる「資本論」に接続させる誤りを犯したものと Leninを批判している。この場合、段階的特殊性とは、i).消極型帝国主義=イギリスと
積極型帝国主義=ドイツの対立、ii).鉄鋼業の技術的特性からくる固定資本の肥大化傾向、iii).それゆえに資本の回転期間の長期化、固定化
と、この難点を解消する金融資本蓄積形態の普及などのことである。価値法則は、こうした特殊性を媒介として現象しているが、価値法則
の本源的事実、すなわち〈労働力の商品化〉それ自体はまったく変わっていない。だからわれわれはこの経済の本質を相変わらず資本主義
経済と認めるのであり、国家独占と集中、また競争の部分的排除はその現象形態にすぎない。総資本の立場から見るかぎり、このようにし
か理解できないのである。
ところが Preobrazhenskyは帝国主義段階における競争の排除と国家独占の傾向を、価値法則の「部分的な破壊」ととらえてしまってい

る。彼はこの時点でみずからの視点が総資本の立場から総労働の立場に転換 (脚注*110参照)していることに気が付いていない。だからこ
の場合、彼の批判する「俗流的な考え方」、すなわち「社会主義形態はすでにその出現の初期に、ちょうど資本主義的工場が手工業に勝った
と同じように、競争において資本主義形態に対して勝っている」という見解の方が、ある意味でより適切なのである。
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における財貨交換の大部分においても支配的であ

る。わが国においてほとんど普遍化している、こ

の貨幣による商品交換形態と貨幣による計算と

が、多くの人々からは、あらゆる経済過程の調節

力としての価値法則の適用範囲および支配力を示

す指標と考えられている。疑いもなく、このこと

が商品経済法則の役割および重要性に対する過大

評価全体の基礎になっているのである。・・・し

かし、貨幣による商品交換の普及範囲と、価値法

則の重要度とをどんな場合にも決して等式記号で

結んではならない。プレオブラジェンスキー (1967)

4). 商品交換と商品流通の規模によって価値法則の

「威力」を計ることが不適当であるならば、他に

いかなる手段でそれが可能となるか。価値法則が

ソヴェト経済の内部にその姿を表すのは、次の瞬

間に限られる。

i).「国営分野が、それと同時に国内に他の競争

購入者があるような商品を、小生産者から購

入する場合」。売り手は国家とそれに対抗す

る買占め業者の買値をてんびんにかけ、より

高い方に販売する。その商品がどうしても必

要である場合は、価格は釣りあげられ、国営

工業の費用価格を高め「国営分野の内部に深

く浸透し、関係生産部門における損益計算の

みならず、そのあらゆる隣接部門におけるそ

れにも―とりわけ賃金の一般水準を通じて―

反映する」*135。

ii).「民間市場における国営工業生産物の実現」。

国営企業が「市場需要めあてに操業してい

る」という「市場関係」は、国営経済の内在

的な論理にしたがって形成されたものでは

なく、外部から押し付けられたものにすぎ

ない。このとき、市場需要は自然に変動して

おり、国営工業の計画性は大きく損なわれ

る*136。それにもかかわらず、私営経済との

取引は PSAの前提条件であることから、そ

れを放棄するわけにはいかない。

6.3.3 ソヴェト経済における価値法則

第 3 章では (前章の展開を受けて) ソヴェト経済にお

ける価値法則、そして「経済学の基本範疇」が「ソビエ

ト経済にとって・・・どの程度の関連性をもっているか」

が検討される*137。

3-2 節「価値法則と独占資本主義」では、「戦間期経

済」*138(古典的帝国主義から変質している)が、ドイツ–

アメリカの対立軸を押えた上で分析される。またこれら

と「資本論」の「純粋資本主義」の想定との対比が競争

の制限の観点から語られる。

1).「価値法則が商品生産における生産過程の自然発

生的な調節力である限り、この調節機構が最も完

全に、最も特徴的に作用するためには、最も自然

発生的な型の生産関係」、すなわち自由競争、が

必要である。「価値法則の理論的写真が最も良く

うつせるのは、その生来の自然発生性の純粋な姿

において、すなわち、資本主義の自由競争期にお

いてであって、マルクスがそれを「資本論」にお

*135 投機的価格が国営企業の経営内部だけでなく、全ソヴェト経済に、とりわけ「賃金水準」に波及することが指摘されている。ここには再生
産の観点がなく、もしもその価格高騰が一時的なものであれば、売り手の価値尺度に固定化されることがない。むしろ国営企業は安定した
買い手として小生産者から歓迎されるであろう。

*136 Preobrazhenskyは価値法則を文字通り無政府性と認知しており、市場取引が経済計画の能率を攪乱させるときに、そこに価値法則のあら
われを発見する。

*137 ここで注目すべきは、Preobrazhenskyが「経済学の諸範疇」とは「人間相互の・・・関係の科学的表現」だということを冒頭で強調し、
「価値法則の自然主義的理解」、すなわち「諸範疇が人と人との関係であることを形式的に理解するだけで、ふたたびこれらを物的な諸範疇
として理解する立場に頑なに逆戻り」することに明確に反対していることである。しかも、こうした誤りの原因を「現実の生活において外
見上は物象化されている人間関係が、頭の中でもこうして物象化されているため」、ときわめて正しく指摘している。加えて、ソヴェト経済
を「国家資本主義」と表現することの是非についても注意を促している。

*138 もちろん Preobrazhenskyは第二次世界大戦の勃発 (1939年のドイツ軍のポーランド侵入)という事象を知らないので、「戦間期経済」と
いう表現はとっていない。むしろこの事象そのものが、革命ロシアのスターリニスト的変質 (同年の独ソ不可侵条約) を前提とするもので
あった。
だから、付言すると、太平洋戦争について「日本はなぜ無謀な開戦を選択したか」と問うことは、民族主義的偏見に充ちたミスリードで

ある。そうではなく、日本はいかにしてこの必然的な流れに投げ込まれていったか、反戦運動はこれを見抜けたか、が問われねばならない。
*139 ここには認識論と存在論の混淆がみられる。Preobrazhenskyが語ろうとしているのは、経済学原理論の方法についてであり、その際に必

要となる「純粋資本主義」の想定である。そしてその素材をふんだんに提供したものが古典派経済学の成果であり、またそれを生み出した
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いて果たした」*139。

2). 第一次世界大戦中より、独英をはじめとする帝国

主義列強諸国で、戦時統制経済 (「総力戦」)が姿

をあらわした*140。

世界大戦中、この戦争によって交戦諸国の経済

―特に世界市場からほとんど全く切り離されたド

イツ経済―が・・・国家資本主義制度へと導かれ

た。国家が国防のための需要に強いられて、国内

のあらゆる生産能力を算定し、一定の計画にした

がって軍需発注を各トラストに分配し、連合体に

未加入の企業に対して、強制的なカルテル結成を

呼びかけた。・・・物価が国家によって固定され、

したがって国家が剰余価値の水準を規制した。す

なわち事実上、国家が剰余価値を各資本家に分配

したのである。原料不足によって供給の中央集権

化が強いられ、ラテナウを委員長とする工業原料

供給のための有名な委員会*141が創設された。プレ

オブラジェンスキー (1967)

3). 大戦の終結は統制の終焉をもらたさなかった。金

本位制への復帰が遅れ*142、各国経済はいわゆる

「アウタルキー」(ブロック経済圏)の様相を呈し

た。戦場となったヨーロッパの代わりにアメリカ

が世界経済の盟主となり、各国はアメリカからの

信用供与に依存することになった。

戦時中すでに・・・各国国民経済単位の経済的

アウタルキーが鋭く現れていた。このアウタル

キーは、金の流通停止と、アメリカ以外のあらゆ

る国の紙幣通貨制への移行とによって、さらに促

進された。世界経済における生産価値関係は、各

国それぞれの経済界に入り込むことが困難になっ

た。これにはただ単に世界貿易の絶対的規模が縮

小したためだけではなく、また多くの国の関税障

壁が高くなったためだけでなく、各国の商品集団

と世界貨幣との―世界市場における価値尺度とし

ての金との―接触がうすれたためでもある。プレオ

ブラジェンスキー (1967)

4). 第一次世界大戦後のアメリカの世界経済における

支配的地位が確立される。「アメリカ資本主義の

独占的傾向もまた・・・アメリカ国民経済の枠を

越えて急進出を遂げ、世界経済において支配的な

役割を獲得する」。この支配は次の仕組みにより

実現されている。

i). (戦場となることを回避することによって得

た)アメリカの巨大な資本蓄積。これはアメ

リカの豊富な金準備と、それを背景にしたド

ル基軸通貨体制 (「通貨独裁」) として表に

現れた。

アメリカ一国だけが金本位制の国として

残っており、したがって、以前と同じに金が

商品世界と直接に接触をもつのはアメリカ領

域だけであるということに現れている。もち

ろん、アメリカ・ドルは、金準備の基礎をも

つが故に価値尺度として支配的な役割を果た

してきたし、今も果たしつつある。ドルが金

の基礎から引き離されなかったのは、大戦の

被害がなく、却って大戦で利益を得たアメリ

カの全く異例に巨大な経済力によるものであ

る。この通貨独裁は、他の各国に対するアメ

リカの全般的な経済的支配の反映である。プ

レオブラジェンスキー (1967)

ii). アメリカによる信用供与を前提にした、各国

経済のアメリカ資本主義への従属。「信用供

与の拒否は、他の各国の政府に対しても資本

家層に対しても、アメリカ資本が握っている

最も強力な圧迫手段である」。

iii). アメリカ製品の、高品質・低価格による競争

相手の商品の駆逐。この背景にあるものは、

抽象的な経済力や信用供与ではなく、高い技

術水準とこれによる高い労働生産性である。

5). こうしたアメリカによる世界経済支配にたいし

て、他の資本主義諸国が「競争の自由を訴える方

物質的基礎たる 18 世紀イギリスの産業資本主義である。認識方法を語っていたはずが、いつの間にか認識対象そのものの叙述にすり替え
られているのである。
このことに災いされて、「純粋資本主義」の想定は、彼の「価値法則が完全に発現する」条件に置き換わっている。そのなかには「完全に

自由な商品流通」、労働力の商品化、レッセフェール (「生産過程に対する国家干渉・・・を最小限にとどめること」・・・これは本来は国家
の捨象のことである)などが含まれている。

*140 Preobrazhenskyはドイツの例だけでなくイギリスの Lloyd George時代の軍需省による統制も挙げている。
*141 KRA(Kriegsrohstoffabteilung; 軍需物資供給部門) のこと。Walther Rathenau(1867–1922) は実業家 (AEG 社監査役)、著述家、政

治家。ヴァイマル共和国の外相としてラパッロ条約に調印し、極右テロリストの怒りを買い、暗殺された。
*142 Preobrazhenskyは各国の金本位制への一時的復帰を指摘しているが、それにもかかわらず価格統制が続いていることに注意している。
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法でアメリカの競争と戦うということは、全く力

の及ばない話である」。「現代資本主義国の経済構

造それ自体が、アメリカによる収奪に対する真剣

な闘争の可能性を排除している」。

全然逆なのだ。ヨーロッパが自由競争を基盤と

してアメリカの独占主義と戦うのではなくて、ア

メリカの独占主義の方がしばしば、独占の勝利の

ために競争の自由を訴えている。ヨーロッパ諸国

はアメリカからの攻撃に対して極めて惨めな方法

で戦っている。その方法は、関税障壁を (19世紀

当時のように) 高めるのではなしに、低くするこ

と、または産業の発達を止めること (すなわち後

進性を土台として国家保護下にある独占を、自国

のためにさらに強化しようとして、競争の自由を

独占的に歪曲すること)、または経済復興のため

の信用供与を乞うことなどである。プレオブラジェンスキー

(1967)

6). アメリカによる収奪から各国が身を守るために、

「ヨーロッパは、外からアメリカの独占によって

強制される資本主義的独占と、国内の社会主義的

独占のいずれかを選ばなければならない」*143。

アメリカの独占主義に対する闘争が可能な道

は、あれこれの国の全構造を変えること、すな

わち社会主義経済へ移行すること以外にはな

い。・・・アメリカ独占主義による圧迫が障壁

にぶつかるのは、社会主義的独占主義においての

みである。・・・現代ヨーロッパにとっては、ど

んな意味においても、旧来の競争の自由は不可能

である。ヨーロッパは、外からアメリカの独占に

よって強制される資本主義的独占と、国内の社会

主義的独占のいずれかを選ばなければならない。

プレオブラジェンスキー (1967)

7). もう一つ別の可能性として「ブルジョア議会主義

型の資本主義国家からファシスト独裁国家への変

質」がある。「この変質は・・・労働力という商

品の売手と買手との関係に影響を与える。・・・

資本主義は、強制的に組織し、ファシスト労働組

合を通じてファシスト国家に従属させる、新しい

型の労働規律を導入せざるを得ない。これは搾取

者階級の利益のために、労働力市場に対する価値

法則の作用を制限することを意味する」*144。

3-3節「農民国の工業社会化における価値法則」では、

工業と農業の対立という観点から、アメリカ経済とロシ

ア経済が比較される。

i). アメリカは (そしてドイツも)「自国内の工業お

よび農業における中小生産を商業資本、トラス

ト、大銀行の少数の強力な組織に極度に従属せし

め・・・農業経営が・・・大商社、銀行、汽船会

社、穀物倉庫会社、冷蔵倉庫会社などによる信用、

供給、販路規制の面で、完全に従属状態におかれ

た」。これにより「・・・資本は、農業と工業とを

隔てる障壁を乗り越え、両生産部門を (資本主義

的な限界において)ある程度まで結合させること

―とりわけ交換と信用の面において―に成功して

いる」。

ii). ロシア経済はむしろ「国営経済の固く団結した拳

と単純商品生産の未組織の大海との間に大きな裂

け目のある状態」を呈している。「大規模な社会

主義的生産と小生産とが、工業対農業という形で

対立し」、そして「計画的な経済指導が、経済操

作に利用しうる予備資源が不十分なために・・・

しばしば失敗している」。

3-4節「商品、市場、価格」では、経済学の「三つの

最も一般的な範疇」が同時に一つのものとして、具体的

な事例をもとに検討される。これらの事例は、生産手段

の売買 (a～e)と消費手段の売買 (f)に分けた上で、価値

法則の関与の低いものから順次高いものへと並べられて

*143 Preobrazhenskyは次のように云う。「以上述べたところから読者諸君には次のことが解るであろう。それは、われわれがソビエト経済に
おける価値法則の問題を扱うには、歴史的な一時期―アメリカの独占による侵略を通じて特殊な独占へと移行しつつある、現代資本主義の
独占的傾向の強力な発展によって、価値法則がブルジョア社会そのものにおいてかなりひどく破壊された一時期―を選ばねばならないとい
うことである」。
Preobrazhensky は事態をあべこべにとらえている。「戦間期経済」=国家独占資本主義があったからソヴェト経済の展開が可能になっ
たのではなく、ロシア革命があったので〈資本の過剰〉を古典的な植民地支配によって処理するわけにも、そのまま金融恐慌として爆発さ
せるわけにもいかず、管理通貨制度の導入と「アウタルキー」への傾斜が必要となったのである。また、ここでも彼は脚注*139と同様の認
識論と存在論の取り違えをしている。

*144 救仁郷は、英訳者 B. Pearce がこの部分について原書第一版にはなく、第二版で新たに加えられたものであると指摘していることを紹介
している。つまり 1926年の数か月間において Preobrazhenskyは先を見通す恐るべき洞察力を発揮した。
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いる (図 6.1を参照)。その際、国営経済においては、労

働力にたいする報酬支払方法、すなわち「労働市場」の

影響についてはさしあたり「捨象」される。

輸業

国営

国営

私営

私営

機械

業

図 6.1 ソヴェト経済の産業区分

出所：プレオブラジェンスキー (1967) をもとに筆者作成

1). 社会主義社会では、「商品生産には社会主義的計

画を、市場には社会主義社会の簿記を、価値およ

び価格には生産の労働費を、商品には生産物を、

それぞれ対置させる」*145。過渡期社会における

これらの対応物を分析することがここでの課題で

ある。

2). 生産手段の売買について、産業区分にしたがって

その特徴と価値法則の関与の度合いが以下のよう

に叙述される。

a). 鉄道運輸業。「交通人民委員部が金属工業局

(グラーブメタル*146) に機関車、貨客車両、

軌条などを発注する」。このとき国家が「独

占的生産者」にして同時に「独占的な買い手」

である。「価格範疇」は「形式的な性格」*147を

帯び、たんに「共同元本」のなかから SAの

ために「一定額の資金を受け取るための名

目」にすぎない。

b). 紡織機械製造業。紡織製品の価格そのもの

は、「社会主義的保護貿易主義の障壁」に守

られて世界市場の影響を受けないが、その製

造機械は輸入されることがあり得る。これは

「減価償却」分の影響を最終価格にもたらす。

あまりにも「国内における製造が不利」な場

合には、国内製造そのものへの「労働分配」

が縮小される可能性がある。その是非は、経

済計画全体の「輸入適正度」から判断される。

c). 私営向け機械製造/燃料。たとえ買い手が国

営企業であったとしても、a). とは同一視で

きない。たとえば農業機械の圧倒的買い手

は農民層であり、国営農場向けはわずかであ

る。したがって、価格決定の主導権は国家に

はない*148。このとき「価格範疇」は二重の

性格をもつ。一方では a).と同様にたんなる

「計算」上の「名目」であるが、他方では、「国

営経済と私営経済との財貨交換」を媒介し、

「価値法則の作用」を受けながらも PSAの機

能をもつ可能性がある。

d). 鉄工製品/機械修理。この部門は「少数であ

り、生産手段生産におけるその役割も大きく

ない」。

e). 工業用作物/動物性原料。供給面では「国営

*145 これらの「対置」について、Preobrazhenskyはここでは明瞭に述べず、3-5節でもあらためてこれに触れている。すなわち「完成した社
会主義的計画生産制度においては、商品に代わって生産物が、価値に代わって労働時間計算が、賃金に代わって集団的労働者割当てが、そ
れぞれ存在するとすれば、剰余価値に代わって剰余生産物が存在することになる」。具体的な「賃金」制度自体は 3-5節の対象である。

*146 Glavmetall(Central Administration of the Metal-Working Industry)。
*147 ここで Preobrazhenskyは「外国製品」の製造コストが参照されるものの、基本的には国内の「生産費の水準」が基準に置かれ、ただし、

そこに「利潤」が可算されるか、あるいは逆に補助金を入れたうえで「生産費を割る価格」にされる、としている。これは Bukharinの「擬
制的価格」論 (p.150参照)を踏まえたものであろう。
a). では独占体同士の売買が取り上げられているが、価値法則の残存しない社会主義社会ではこのケースが全ソヴェト経済を蔽うことに

なる。そのとき、独占と競争の関係があらためて議論されねばならない。つまり、少なくとも生産諸部門は限りある総労働時間と天然資源
とをお互いに争うことになる。たとえ鉄道運輸業の内部であったとしても、どの路線の輸送力を増強すべきか、どの路線を廃止すべきかの
判断が計画内部に生じるが、これは必然性と自由の問題のひとつのバリエーションとみなせる。そのときに「擬制的価格」がいかに関与す
るかが検討されねばならない。

*148 Preobrazhenskyは 1923年秋の経済状況に言及している。農業機械にたいする農民の需要が薄く、その価格を引き下げねばならず、国営
企業は赤字となり、この分野での労働力の過剰が露呈した。つまり、PSAの機能をもつどころか、価値法則によって制約された、と彼は考
えた。なお、次節「鋏状差」にかかる論争も参照のこと。
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農場による生産量は極めて少な」く、「大部

分は農民経済・・・において生産される」。他

方需要面では必ずしも「国家が・・・独占的

な買い手というわけではない」。そのいかん

によって価値法則と PSA法則の力関係は変

わる*149。

3). f). 消費手段の売買について、生産手段の場合と

の違いが以下のように挙げられる。

i). 私営経済の競争の役割が大きい。食品工業な

どは資本の回転が速いため、小資本・小生産

の参入がたやすいからである。

ii). 価値法則の影響が、原料価格の変動におい

て顕著にあらわれる。とりわけ綿花、羊毛、

ゴムなどで外国製品の市況に大きく影響さ

れる。

iii). 国営経済以外の需要への依存度が高い。国家

公務員の「給与」がその「賃金政策」によっ

て抑制されているため、需要はそれ以外の層

に求めなければならない。しかし、国営工業

の高い生産物は消費者大衆の「購買ストライ

キ」を受け、「自家製造」へと迂回されてし

まう。

iv). 需給関係が小売価格に大きく影響する。市場

取引を通じた生産調整が存在しないので、小

売価格が急騰したままとなり、「国家の計画

的な固定価格政策」を破綻せしめる*150。

4). f). 消費手段の売買について、二つの部面に分け

てその課題が叙述される。

f-i).「農民経済から出荷され、市場で販売される

消費手段」(商品化穀物)。このうち「国家が

買付ける」部分は 1924–25年度で 36.8%に

すぎない*151。これが国家が現時点で行使で

きる唯一の調整手段*152であるが、この影響

は「農業の商品化率および輸出可能性の向上

に比例して強まる」。

f-ii).「農民相互交換」。ここでは国家の「計画的調

*149 Preobrazhenskyは、綿花と亜麻は大半が国家買い上げ、皮革は大半が (靴、馬具などの)農村手工業向けとしている。
前者の価格は「タシケントの自由市場で定められずに、国家の計画経済機関によってモスクワで定められている」。価格の決定範囲は、上

限が輸出入品の平均価格、下限が作物による相対的な「労力費および収益性の大きさ」によって決まる。つまり調達価格を下げすぎると、
農民が他の作物に転換してしまうことが中央綿花委員会の経験からすでに明らかになっている。
後者の場合は「国家の公定最高価格が・・・私的購買者がつける価格を下回るため、国家は止むを得ず価格の最高限度を改めるか・・・

調達を止めるかせねばならない」。これによる「価格の変動は完成品に関する計算に必ず反映する」。
*150 これについて Preobrazhenskyは 1925年の「商品欠乏」(goods famine)を取り上げている。これは「国内の工業生産と有効需要との不

均衡」からくる「工業商品の欠乏」のこととされる。もしも自由競争があれば、資本流入によりこうした需給不均衡は速やかに調整された
であろう。それはないので、価格上昇は「分配の領域から生産の領域へと移行しない」。価格を上昇させたのは価値法則であるが、それは
「国内生産力の再分配を生ぜしめるほどの力」をもたない、というわけである。結果として、「私的商業資本は何億ルーブルもの暴利をむさ
ぼるが、このことは生産に対してほとんど影響しない」。
この「商品欠乏」の原因について Preobrazhenskyは「国家が誤った経済政策をとったため」であり、価格騰貴にたいして「国営トラス

トの販売価格引き下げ」という対症療法に頼ったことを「無知蒙昧」であり、本来は PSAを通じた「工業集団化」により、工業生産力を増
大させるべきだった、と当時の経済政策担当者たち (Bukharin派)を批判するのである。
しかし、Preobrazhenskyのように、これをたんに経済政策担当者たちの誤りに帰すことは正しいだろうか。工業と農業の対立はすでに

帝国主義経済において顕著にあらわれていた。これは前者において固定資本が肥大化したことにより、資本の回転期間が長期化し、設備計
画を景気循環とは無関係に立案・実施しなければならないことに起因する。この分野における労働生産性の大幅な上昇により、後者との生
産性格差は解消されず、むしろ拡大する。そのギャップは後者における商品価格の高騰によって埋められる。商品流通が管理されない場合、
これは投機資金を呼び込み、農業恐慌となって爆発する。管理通貨制度によって制御される場合、これは持続的なインフレーションとなっ
てあらわれ、最終的に固定相場の放棄に帰着される。過渡期経済はこの工業と農業の対立をいかに調停するかが問われているのであり、こ
れがないかぎり「経済計算論争」などに見るように、「社会主義の不可能性」を論証しようとする者がかならずあらわれるのである。なお、
次節も見よ。

*151 Preobrazhenskyはここで農民層の意識に注意を向けている。「・・・戦前に比べて税負担を著しく軽減された結果、また、地主のための
小作料納入が廃止された結果、農民層にとっては戦前に比べると強制された販売の必要が著しく少なくなっている・・・。これによって農
民層は、余剰穀物を利用して操作ができ、大量の予備穀物を蓄積し、彼ら自身の穀物消費をふやすことができ、しかも重要なのは、家畜家
禽の飼料にする穀物を多く使うことが可能である。商業的畜産を含めて畜産拡張の可能性があることによって、農民層が国家の固定調達価
格に依存する度合いは少なくなっている」。

*152 調節の目的として Preobrazhensky は作況の影響緩和を挙げている。すなわち「不作の年に市場の自然発生的な力が強烈となれば、国家
が穀物輸入によってこれを抑制・調節・・・逆に豊作期における穀物価格下落の波は適時に国家が穀物買上げ活動を展開し、穀物輸出を拡
大する方策によって・・・これを抑える」。この輸出入を管轄するのは外国貿易人民委員部 (Vneshtorg)である。
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節が最も弱い」。そのうち、農民相互間での

穀物流通では「買入れにおいて圧倒的な部分

を占めるのは貧農層」であり、「しばしば穀

物代金が労働によって、すなわち貧農労働と

穀物との交換という形で支払われている。こ

れはソビエト農村の労働力過剰が甚だ大きい

点からみて、貧困者に売られる穀物の代価が

ひじょうに高くついていることを意味する。

国家による穀物価格調節は、この搾取関係を

看過している」。また「役畜の売買や家内工

業・手工業製品」では、16～18世紀的な「単

純商品生産関係」がいまだに支配している。

3-5 節「剰余価値、剰余生産物、賃金」では「階級」

と「賃金」制度が叙述される。Preobrazhenskyはけっ

して単純にブルジョア社会との類推でこれを語ってい

るわけではないが、同時にここではスターリニスト官僚

制につながる隠された機構 (この社会に特有の「搾取」)

を無自覚に分析している。

1).「国営工業において剰余価値または剰余生産物が

存在するであろうかという問題が、わが国の経済

学者の間でも、若い研究者の間でも、多くの論争

を巻き起こしてきた」。そこで、「どの程度までわ

が国営経済においてわれわれは、剰余価値から剰

余生産物への歴史的な道をすでに進んできたか」

が明らかにされねばならない。

2).「剰余価値の範疇」は次の三つの「基本的な前提

条件」に沿って検討される。

i).「剰余価値が存在するためには、価値が一般

的に存在しなければならない。すなわち、人

間労働の生産物が商品であることが必要で

ある」。

ii).「労働力が商品の形をとること、すなわち・・・

労働力という商品・・・の自由市場が存在す

る・・・・。商品としての労働力が存在する

ための前提条件は、一方の極に、生産手段か

らひき離されたプロレタリアートが存在する

とともに、これと反対の極に、生産手段の独

占所有権を有する労働力購買者階級が存在す

るということである」。

iii).「剰余」があること、すなわち「労働力全般

の生産性が発達して、生産的就業労働者が、

労働力回復のために最低限度に必要な以上の

ものを生産する段階に達していること」。

「社会主義形態における生産力の発展に比例した、剰

余価値範疇の諸要素の消滅過程」が、上の三つの前提条

件ごとに叙述される。

i).「ある特定の年度についてわが国営工業の全生産

物をとってみて、これが果たしてマルクスが使っ

た普通の意味での商品集積なのかと問われるとす

れば、われわれはこの問に対して、然りと否の両

方を答えねばならない」*153。

a).「われわれが市場に頼りつつ独占的に生産す

る限りにおいて、答は然りである」。

b).「国営分野内部において市場関係の
●

形
●

式だけ

を保ちつつ、われわれが国営分野そのものの

ために独占的に生産する限りにおいて、その

答は否である」。

c).「社会主義的独占の傾向が商品経済の破壊と、

多くの場合における競争解消と、商品市場の

本質そのものの変態とをもたらす限りにおい

て、その答は部分的に否である。農民経済に

おいては生産の商品化が・・・(3-4節、f-iを

見よ)・・・農村生産力の発展につれて進行す

るとすれば、国営経済においては生産の商品

*153 生産物/商品の二重の観点は、脚注*110に照らして妥当なものと判断できる。ここでは市場関係があくまでも形式的なものだということが
常に強調されねばならない。ただし、Preobrazhenskyの叙述にはこれと並んで生産力主義というべき傾向が混在していることに注意すべ
きである。脚注*154を見よ。

*154 Preobrazhenskyは次のように云う。「わが国営経済においては、商品から生産物への転化が、国営の生産手段生産部門において最も速や
かに進行し、最も深く浸透しつつある。読者諸君はこの事実の重要性を次の状況から理解できよう。周知のとおり・・・資本主義社会の生
産力の発展、技術の発達が、

●

一
●

般
●

的
●

原
●

則
●

と
●

し
●

て、資本の有機的構成を高度化せしめ、これは社会全体における労働の分配という見地からす
れば、生産手段生産の重要性がますます増大することを意味する。消費手段生産の拡大およびその低廉化の可能性は、相対的にこれを上回
る生産手段生産の拡大によって得られる。この法則は、資本主義的生産関係の特殊な様相いかんによるものではなく、社会の生産力が今後
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性が、生産物の絶対量の増加と国営経済機構

全体における計画性および組織化の進展とに

反比例して、まさに減退するのである*154」。

ii). まず「二階級間の搾取関係」の消滅過程は「社会

主義革命を通じて、資本主義的な生産手段所有を

廃止し、生産手段を、国家として組織されたプロ

レタリアートの手に移すという道によって前進し

た」。ただし、以下のような特殊事情が残存して

いる。

a).「剰余労働の一部・・・は、高度の熟練労働

に対する賃金水準を超える、専門家の報酬部

分として与えられる。国営工業労働者のこの

搾取形態は、新しい教育制度・・・の分野に

おける社会主義的関係の未発達による結果で

ある」*155。

b).「剰余生産物の一部は、私有資本の商業利潤

の形で搾り取られる。この場合の搾取は、生

産手段の社会化から生ずる分配制度の不十分

な発達による結果である」。

c).「国内債の利子で、農民層、ネップマン、都

市小ブルジョアジーなどが受け取る分と、さ

らに旧外債に対して支払われる可能性のある

元金および利子と、新規発行外債の利子とが

ある」。

次に「わが国の経済全般において、商品として

の労働力の販売が存在するか否か」という問題に

ついて、「経済全般において・・・この問に対し

ては肯定的な答を出さねばならない」。「国営経済

のみに関してみれば・・・過渡的な型の関係が存

在しており・・・然りと否の両方を答えねばなら

ない」。

a). 経済全般においては「然り」。なぜなら、1).

「国、地方ソビエト、協同組合の雇用労働者

および職員の数は、私営工業、私営商業、農

業におけるそれよりも・・・多くない」。2).

「すべての労働力一般の再生産」において「平

も発展する限り、社会主義社会においても作用するに違いない。この法則は、わがソビエト経済制度にも完全にあてはまる。そうだとすれ
ば、生産力の発展が生産手段生産の比重増大を必ず意味するに違いないし、この比重増大によって、全く自動的に、国営経済における商品
生産の消滅傾向が強められ、その結果、剰余価値の範疇の土台が掘り崩される」。ここで Preobrazhenskyの叙述はまったくの現象論に堕
している。
生産力観点は本来は再生産表式の視界の外にあった第三の自然の領域が、万人の視野に入ってくる、ということであって、商品 (第二の

自然) がその自然的形態である生産物に転化することによってはじめて可能になる。またその過程は、技術的実践の領域にある意識的活動
(Preobrazhenskyの云う Social Technology)であり、けっして「自動的」なものではない。

*155 「組織者機能を果たし、比較的高い賃金を得ている労働者と、その他の労働者大衆とへの、プロレタリアートの分裂は、
●

同
●

一
●

階
●

級
●

内
●

の分裂
であって、原則的には。熟練労働者と未熟練労働者への同一階級の分裂と全く区別がつかない。こうした事情は、工業管理に関する労働者
階級の異質化や、技術訓練・組織能力その他における多面化などと関連がある。・・・それは、労働生産性が向上するとともに、また、全大
衆の文化的、技術的訓練の高揚が、新しい教育制度と、指導および管理のすべての分野における労働者民主制の発展と、最後に、保守主義
および停滞の傾向に対する極めて意識的な闘争とを基礎として進むとともに、解消される・・・。・・・固定化した職業別区分が消滅する
につれて、また、科学と労働との裂け目が解消するにつれて、さらに、ブルジョア社会から受け継がれた「個人の奴隷的階層制」が消滅す
るにつれて・・・解消される・・・。国営経済における生産力の発展と、賃金の系統的増大と、社会主義的な普通教育・技術教育制度による
すべてのプロレタリア青少年および半プロレタリア青少年の包容・・・とが、未熟練労働者に比べて熟練労働者を急速に増加せしめ、組織
者および管理者の部署数の何倍にものぼる多数の労働者に、組織者の機能が果たせるような訓練を施すにいたるであろう。これは、固定化
した職業区分の解消を意味し、さらに、幹部要員と大衆との問題の真に社会主義的な解決への漸次接近を意味するであろう。その解決の道
は、大衆を幹部要員の水準へと近づけ、特定の機能は同一の人間が果たすという固定グループ化した職業を、すべての大衆が交代に担当す
る諸機能に転化させることにある。必要な諸機能は存続するが、これを果たす人間が交代するのである。・・・物的手段の分配における不
平等と、さらに、職業区分の保存と、科学・技術の知識および組織経験の占有に関する事実上の不平等とは、決して、プロレタリアート中
の少数者による生産手段独占の結果ではない。」
この叙述では既に官僚と一般労働者の対立が問題視されていること、またそれが新しい階級の発生なのではないかとの疑いが生じている

ことが暗示されている (既にデセミストや労働者反対派からの批判が巻き起こっていた)。Preobrazhenskyはこれを、同一階級内の分裂で
あってけっして階級対立ではない、と言い張っている (またそれは当時の Trotskyとて同じであった)。しかし、またそれゆえにこれをブル
ジョア社会の熟練労働と未熟練労働の分裂と同じであるとしてしまった。次のことが批判されるべきである。1). 本来、社会主義社会にお
いては労働の異質性は報酬において区別されない。当時専門家が高い報酬を得たのは「疲弊恐慌」への一時的な対応のためであり、けっし
て永続化されるべきものではなかった。熟練労働との類推はその一時性を忘れさせるおそれがある。2). とりわけ組織経験について高い報
酬がつけられると、これを教育によって解消することが困難になる。官僚的位階に席を確保することが高い報酬の根拠となり、独自の論理
による官僚の自己組織化が進行する。これは生産諸関係の固定化につながる、という意味で既に階級対立である。3). またそれらの不都合
は将来の生産力の向上による「解消」への期待に置き換えられる。その背景には、西側世界への対抗のためになんとしても労働生産性を高
めようとし、そのためのインセンティブを付与しようという歪んだ動機が隠されている。
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均的な労働者家計予算の半額ないし半ば以上

が、私営経済、とりわけ農民生産による消費

財の購入に充てられている」からである。

b). 国営経済の労働者および職員について、「商

品としての労働力の解消過程が始まってお

り、生産力の発展につれて進行しつつある」。

「このことは賃金元本の計算方法そのものと

関連している。・・・プロレタリアートの国

営経済においては、賃金元本総額の水準は

PSA法則によって調節せられ*156、ただ賃金

等級の格付けのみが・・・熟練労働と未熟練

労働の需要供給によって定められる」。

c).「今後、一般的には全労働者の、特殊的には

未熟練労働者の賃金上昇が、労働市場に左右

されることがしだいに少なくなり、国営経済

の生産力発展に左右されるところがしだい

に多くな」るが「このことはまだ、社会主義

的生産関係に固有な分配制度への接近では

ない」。「われわれの賃金等級は社会主義に共

通のものをもたないし、もつことはあり得な

い」*157。

d).「賃金」形態について、これまでさまざまな

取り組みがなされた*158。

1).「賃金固定制」。戦時共産主義期に初め

て実施されたが「完全な不成功に終わっ

た」。この分配方法が「労働刺戟を忽ち

失わせること」がわかったからである。

2).「集団供給・集団報酬制」。これが「かな

り大きな成功を収めたのは、現行賃金制

への過渡的な措置だったからである」。

3).「出来高払い制」。現在広範に採用されて

いる。確かにMarxの云うようにこの制

度は「資本主義的生産様式に最もふさわ

しい」が、「技術発展そのもの、運輸、電

化等の役割増大などが、出来高払い制の

可能な労働分野を縮小させる」。

4).「個人賃金と集団賃金とを組み合わせた

方式」。この制度への移行は、出来高払

いが「新しい労働組織制度と、新しい労

働刺戟に関する教育とにブレーキをか

け」るおそれに対抗するために必要で

ある。

5).「(個々の出来高に応じて個々の労働者に

賃金を支払う代わりに)労働者集団に対

する賃金支払い」。「この方向への動きは

今辛うじて始まって」いる。また、「社

会的施設の増加」(つまり結合的な消費

手段の増加・・・「労働者クラブ、託児

*156 「賃金元本総額」とは、労働者に配分されるべき消費手段の総量を指すのであろう。これについて Preobrazhensky は NEP 期への移行
とともに (したがって、終戦と動員解除とともに)戦前水準に回復したことを指摘しているが、これを「偶然的なもの」と断じている。彼が
このように判断するのは、産業部門別の賃金比率が「戦前のそれとは甚だしく違っている」こと、「賃金上昇が一方で失業者が増加していた
にもかかわらず現れた」こと、などを根拠としている。
ここで彼の説明にはいくつか混乱が見られる。1).「賃金元本総額」が消費手段総量であるからこそ、それが戦時の生産関係の混乱の解消

によって回復したと理解でき、「国営経済全般における労働生産性の向上と蓄積テンポの増大」(これを彼は PSA法則と同一視する)「によ
るところが大きかった」と評価できた。しかし彼は同時にこれを産業別の「賃金」の積み上げから見てしまうので、そこでの需給関係から
も同時に説明 (部門別賃金比率)しようとして混乱した。2).この時期の「失業者」が動員解除にともなう一時的なものであることを意識し
ていない (脚注*131を参照)。

*157 Preobrazhensky は第二版でこのように注記している。「出来高払い制および賃金等級が PSA―
●

強
●

制
●

的
●

なテンポによる蓄積―法則の作用
と関連している」。また本文においてもこれが主要には「労働刺戟」に関わるものであること、これがけっして望ましいものではなく「われ
われは疑いもなく、ただ単に労働生産性の向上のために必要でない場合のみならず、経済的、文化的な視角からすれば模写が直接有害であ
る場合にさえ、資本主義的関係の模写をしばしば行っている」と、これが旧社会の模写にすぎないことを論じている。「労働刺戟」の問題は
彼の主要な関心事であり、その観点からも「賃金」形態を後で論じている。しかし、彼は計画のなかからあらゆる競争の要素を排除してし
まっているので、そこで袋小路に入り込んでしまった。加えて、「熟練労働と未熟練労働」として理解された官僚制の問題について、彼はみ
ずからの目を塞いだままである。

*158 やはりこの時点でも Preobrazhenskyが労働証書制をどの程度意識しているのかが不明である。彼が 1～5の「賃金」形態を労働証書制へ
の過渡的な形態として位置づけ、それぞれの評価をなしていたとしたら、また、Marx のいわゆる「分配のブルジョア的基準」について適
切な解釈をなしていたとしたら、「労働刺戟」についてのより明快な理論構築につながったであろう。
なお、彼が 3と 5でいわゆる「社会的間接資本」の領域に言及していることは興味深い。これらはブルジョア社会にも普通に見られる事

象であり、ゆえにそれがあるからと云って〈価値法則〉が存在しないとか、破壊されていることの根拠にはならない。
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所、子供の家、工場食堂など」)が「集

団的供給の一形態への旧い賃金制の部分

的転化」とみなせる。

iii).「剰余」は実際にあるが、これは「国営工業労働

者層の消費需要を充たした後に国営経済に積み立

てられる剰余元本」のことである。これが「剰余

価値」なのか、「剰余生産物」なのかが問われて

いる (Preobrazhensky は後者がより妥当だと考

えている)。

なお、PSA 法則は、「剰余元本」をますます

増大させるという意味で「国営集団経済における

拡大再生産」への寄与であると同時に、労働者の

「賃金」を抑制するものという二重の性格をもつ。

PSA という用語においても「社会主義的」とい

う言葉を「蓄積」という言葉に直接つなげること

は一見して形容矛盾に見えるが、これも歴史的過

程の現実を示すものとしてそのまま受け取られね

ばならない。

3-6節「国営経済における利潤の範疇」では、ブルジョ

ア社会における利潤率均等化の法則に相当するものがソ

ヴェト社会に存在するか、という観点から「利潤」範疇

が検討される。

1).「第一に、国営トラストの利潤率は何によって決

定されるのか。第二に、国営経済の各部門に新規

投資を配分するとき、どんな方式が運用されてい

るのか。この場合、利潤率均等化および生産価格

の法則に代わって作用するものは何か」。

2).「工業の社会化と国営経済における計画化原則の

発展・・・の結果、(ブルジョア社会の分配関係と

しての利潤という範疇は、資本家階級の解消とと

もに消滅するのみならず、)集団的国営経済の各

部門の生産力分配を調節する力・・・としての利

潤という範疇は根本的な変態を遂げる」*159。

i).「資本主義的な機械製作企業や紡織企業は、

各社の営業年度初めに当たって、すでに決定

している受注数量をどれだけ上回る生産を

することになるかについても、また、原料価

格や、労働市場において今後起こる意外な変

動や、自社製品の販売価格についても、凡そ

のところすらつかめない。したがって、これ

らの企業の前途に横たわる利潤率も知り得

ない」。

ii).「国営経済においては事情がこれとは全く

違っている。ゴムザ*160はみずからの生産計

画を予め知っているが、すべての注文主がこ

の生産計画を知っているが故に、それが分か

るのである。・・・この生産計画の結果と予

定のずれが大きくなることはあり得ない。商

品欠乏が存在する場合には、全生産物の価値

実現が不可能になる危険がなくなるから、こ

の問題はすべて消えてしまう*161。・・・も

はやゴムザは金属価格の面で意外な事態が起

こるのを予期しなくともよい。価格は国家自

身が定めるからである」。

3).「生産への新資本投下の方法、または、より正し

くいえば、国営経済に関する限り、新しい生産的

資源、新しい生産要素の投入方法について」資本

*159 Preobrazhenskyは正しく問題提起している (つまり〈利潤率均等化の法則〉が問題であることを正しく見抜いている)にも関わらず、そ
れにたいして誤った回答を与えている。資本は確かに不確実性を本質的な機構として経済社会を動かしており、その不確実性は市場価格の
晴雨計的な運動のなかに表現される。しかし、この不確実性は資本主義の止揚とともに消え去るわけではない。第二の自然のなかだけを見
てそこでの不確実性を計画化原則によってとり除いたとしても、第三の自然に含まれる不確実性 (事故や災害など)は確実に残る。またその
うちの最も大きな不確実性は人間の心理と行動である。人間は機械ではない。
彼が第二版で「生産価格法則の転化」について触れたのは、おそらくこの不備に気が付いたからであろう。ただし、「生産価格法則」の

代わりに「公定価格」を持ち出すことによって袋小路に入ってしまい、「価格政策がこの線 (「蓄積元本を毎年獲得せねばならないという任
務」)から逸脱して、拡大再生産の任務に害を与えている」と言わざるを得なくなっている。

*160 Gomza(国営機械工場連合)。
*161 ここで Preobrazhenskyは「問題はすべて消えてしまう」と云うが、これは反面、作りすぎを避けるために、あるいは需給の「張力」を維

持するために「商品欠乏」が人為的につくられるということを意味するのではないか。かつてソヴェト経済について盛んに云われた「不足
の経済」の根源はこれかもしれない。

*162 Preobrazhenskyは第一の問題 (利潤率の計算)と第二の問題 (資本投下の選択)を機械的に分断しており、両者の関係を見ていない。つま
り、個別的利潤率と特別剰余価値、一般的利潤率の弁証法的な連関を無視している。これがあるからこそ諸資本は不況期に生産方式の改良
に乗り出すのであり、好況期には見られなかった有機的構成の高度化 (いわゆる「イノベーション」)がなされるのである。社会主義社会に
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主義経済と「国営経済」が比較される*162。

i).「資本主義社会においては、剰余価値のうち

生産に向けられる部分で、これを現在機能し

つつある企業の資本に簡単に追加することが

できない分は、株式発行の形で種々の生産分

野に投下される。新しい産業建設のために、

諸銀行の援助によって、または銀行自身の手

で、株式会社が創立せられこの会社が株式を

発行し、これを自由資本をもつ商業企業、工

業企業、その他の企業に分配するか、または

個人に分配する」。

ii). ソヴェト経済において「現在機能しつつある

企業の資本追加に向けられない新規資本の

基本的な分配形態は・・・わが銀行制度、す

なわち国立銀行、プロムバンク (ソビエト連

邦商工銀行)*163、その他の金融機関であり、

部分的には、国家予算によって工業に資金が

分配される。この分配は非計画的ではあり得

ない」。

4).「生産価格の転化に関する問題」。

i).「国営企業の利潤は・・・消費元本と蓄積元

本に分割されない。われわれが得るのは蓄積

元本だけであるが、その一部分は財務人民委

員部によって徴収される。この徴収は蓄積元

本の一部を国家予算を通じて分配することが

技術的に有利であるという理由によるか、ま

たはわれわれの管理下にある経済の性質と経

済法則の性質とについて、単にわれわれの理

解が不足していることに原因する」。

ii).「わが国営経済においては、生産価格法則の

代わりに、価格政策が―国営経済全体のため

に一定の蓄積元本を毎年獲得せねばならない

という任務によって規定される価格政策が―

存在する」。

3-7節「地代の範疇」では「土地が国有化されており」

あらわれるはずのない「地代の範疇」をめぐって「多く

の混乱」が生じていることが指摘され、「こうした混乱は

すべて、発達した資本主義社会の範疇が無批判に・・・

転用されるところから生じている」と批判している。

1). 混乱は次の二つの問いのかたちで表明される。i).

「国営企業が所在地の地方ソビエトに支払う地代

はどんな種類のものか」、ii).「農民層が国家に対

して食糧税の形で、または現行の単一税の形で支

払うのは、絶対地代か差額地代か」。

2).「ソビエト制度において支配的な農業形態に差額

地代の概念を適用したいという誘惑」は、「地所

によってそれぞれ肥度に差異があり、農産原料市

場までの耕作地の距離にそれぞれ差異があるとい

う事実」によってもたらされる。しかし、「財務

人民委員部の各税務機関が、各地所の肥度の差異

に関連をもつ、各農民経営の収益性の差異を考慮

に入れるとしても、・・・(その) 差異は、マルク

スが理解した意味での差額地代の「収奪」手段で

は決してない」。

3). 上の混乱は次のように解決される。

i).「国営企業が国家またはその各地方機関から

課せられる土地課税については・・・地代と

呼んではならない。ここでわれわれの前にあ

るのは地代でなしに、国営分野内における国

家財源の一分配形態にすぎないのである。た

だこの分配形態が外観上は資本主義社会の関

係の形をとっており、その形態と用語をその

まま引き写しているだけで、事実は総計画的

な分配が歪曲された一表現なのである。

もし地方予算および国家予算の中に、さ

らに国営企業の各部門の収支決算表の中に、

地代に相当する適当な名称の項目を設けるこ

とにするならば、生産の面にも、諸階級間の

分配 (同一階級内の分配でなしに) の面にも

おいてこれに相応するものは、「計画と競争の弁証法」というべきものである。
上のような機械的な分断がなされているので、第二の問題も「資本論」の叙述に即して展開されるべきところが、帝国主義論の領域に、
つまり「金融資本論」の領域に移されてしまった。Preobrazhenskyが株式会社と銀行について語っているのはこのためであるが、それは
間違った回答である。

*163 Prombank (Promyshlenny [Industrial] Bank).
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いささかの変化も起こさずに、すべての地代

が煙のごとく消え去るであろう」*164。

ii).「非資本主義的な農業に対する課税」*165。

「賃金労働を搾取しない農民に対する直接

税の賦課と、クラークが彼ら自身の労働に

よって創出した剰余分についての、クラーク

への所得税賦課とは・・・国家の利益のため

に、小生産の剰余生産物部分を収用すること

である。この課税は、たとえば手工業および

家内工業に対する課税と原則的に異なるとこ

ろはない。・・・これが必要だというのは、

工業の拡大再生産、その十分に速やかなテン

ポ、鉄道網、水路、電化その他の発達などが、

農民経済にとっても極めて必要だからであ

る」*166。

3-8節「利子、信用制度」では、利子について (地代と

同様に)二重の観点から叙述される。つまり、一方では、

本来は消え去るべき一時的な仮象として取り扱われ、他

方では、生産諸手段の不足を充填する PSA手段として

積極的な役割が与えられる。

1). ソヴェト経済における「利子」の現象は、次の諸

点に現れている。

i).「非合法の貸付資本市場」。これは「特別の

規則を設け、ひどく高い利子を取り、しばし

ば司法上捉えがたい違法行為をしている」。

(前資本主義の時代に果たした役割とは異な

り、)現時点では「小生産の果汁を吸うばか

りで、より高度な型の労働組織化への移行に

影響を与えずに、小生産を衰弱させ、破滅さ

せる」。

ii).「国家が、国内公債 (及び対外公債)・・・に対

して支払う利子」*167。「この場合の利子は、

国営経済の剰余生産物からの控除分であっ

て、国家は、拡大再生産向けの追加財源を、

信用を基礎として、私営経済から獲得する

ために、この控除を行う・・・。国家が債務

者として、私営経済が債権者として現れ、後

者は、国営経済の労働者が作り出す剰余生

産物の一部を、自らの利益のために搾取して

いる」。

iii).「国内公債・・・に対して、国営企業が応募

する場合・・・に現れているのは・・・新し

*164 Preobrazhenskyは「地代が煙のごとく消え去る」と云うことによって、彼がその源泉とそれが身にまとう範疇を区別していないことを明
るみに出した。地代の源泉となるものは「資本論」における差額地代の説明からもわかるように、自然の領域 (土地の肥沃度と位置) にあ
る。つまり二つの豊度の違う土地に等量の労働が作用した結果、不等量の (また不等質の)生産物が生まれるのである。この関係は社会主義
社会においても変わることはない。ただし、これが使用価値の違いではなくして、みかけ上価値の違いとして現れるのはなぜか、というの
が「資本論」の取り扱った課題であった。
これは実は個別的なイノベーションに伴って特別剰余価値が取得されるしくみと同じであって、この価値は競争のなかから、すなわち流

通過程のなかから引き出される。イノベーションの場合には、この競争優位がただちに競争相手から広く模倣されるところから、一般的な
技術進歩のうちに解消されるが、地代の場合は土地の占有という事実を根拠にするがゆえに、その差額が解消されることはなく、またそれ
自体は資本にとっては偶然的なものとして扱われるのである。高嶋 (2019)の付録 Bを参照のこと。
社会主義社会においては確かに流通過程としての市場関係が存在しないことから、不等量の (ないし不等質の)剰余生産物が利潤に転化す

ることはないのであるが、使用価値としての違い (剰余生産物)はあいかわらず残存している。これを社会的にどう配分するかは論議の対象
になり得、これを 1926年のソヴェト・ロシアは「租税」というかたちで集積していたということであろう。

*165 Preobrazhenskyは、農村における生産諸関係が、前資本主義的な関係の残滓と相俟って、複雑であることを注記し、これについて友人の
L. N. Kritsman「ソビエト農村における階級分化」を参照するように促している。Kritsmanについては、脚注*44を見よ。

*166 Preobrazhenskyは農民への課税を地代ではなく、一方では PSAの手段として、他方では国家が提供する便宜への当然の対価として正当
化している。地代であるか租税であるかの議論は、日本の地代論争と比較対照してみるのが有益である。そこでは農村への高率地代の正体
は何かということが争われ、一方では封建的経済外強制 (講座派)、他方では資本主義的地代 (労農派)であると主張された。ここで重要であ
るのは、現物地代から金納地代への移行とともに、地代と租税 (地租)が一体的に徴収され、これが農村の生産諸関係を新たに形成したとい
うことである。つまり、明治政府の帝国主義経済が地代と租税を一体化させたのであり、しかもこれが容易に前資本主義的なものと誤認さ
れたのである。これと同じことがソヴェト・ロシアでも進行していたと見るべきであろう。高嶋 (2021)を参照のこと。
問題は、この傾向を自然的差異を受け止め、土地の無限の可能性を開花させる社会主義的な仕組みに発展させるのか、たんに農民収奪の

手段として帝国主義的に取り扱うのかであり、Preobrazhenskyには前者の観点が希薄なのだということである。
*167 Preobrazhenskyは労働者の「貯蓄」もこうした剰余生産物からの控除に準じるものとして扱っている。「国内公債のうち、国営経済の労

働者及び職員が応募した分と、さらに、国家がこの種の応募者に支払う・・・利子」。「労働者及び職員は各自の俸給賃金の一部を貯蓄して、
これを SA元本に繰り入れる・・・その代償として彼らが受け取るのは利子ではなくて、個人消費の削減に対する報奨金に類する・・・こ
の消費削減は、それと同時に国営経済およびその勤務者たちの分野内における拡大再生産の可能性増大を意味する」。
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い自由な国家資源の、国営分野内部における

単なる再分配に過ぎない。これは資本主義的

関係の形態の模写以上のものではなく、国営

経済が経験によって、新しい資源の新しい計

画的分配方法を見つけ、これを組織的に形成

するようになる暁には、この模写は止むので

ある」*168。

2).「生産関係における物象化要素の縮小と透明度増

大の達成」。「国営分野内部・・・では貨幣関係が

主として、生産手段および消費手段に関する会計

計算の性格を獲得するとともに、生産の自然的均

衡を実現する用具の一つとしての役割を失いつつ

ある」*169。

3-9節「協同組合」では、協同組合問題が「生産の国

家化」の観点から議論され、とりわけ農業分野における

「価値法則の優位」(またそれを助長する Bukharin派の

経済政策)に警鐘が鳴らされる。

1).「協同組合問題が、価値法則に対する計画化原則

の闘争において、どんな役割を演ずるか、また、

一定の交換、生産分野におけるこの闘争におい

て、協同組合がどの程度の受動的な戦場となる

か、または、どの程度に両原則のうちの一方の導

管となるか」が問題となっている。

2).「協同組合は資本主義制度のもとで存在し得た

が、決して後者の存在を脅かしたわけではないか

ら・・・協同組合自体が、生産関係の社会化の方

向へ転化させる作用力をもつ積極的な原則を全

然含んでいない」のは明らかである。それゆえに

「協同組合が社会主義的な役割を演じ得るのは、

それ自体の内的な力および傾向に基づいて社会主

*168 Preobrazhenskyはこの再配分の目的自体については、次のように不問に伏している。「諸官庁間の力関係が反映されている現行信用制度
がどの程度に合目的的なものであるかは、私にはわからない」。公債が (またそうして起債されて用立てられた予算が)利子付資本と同様に
生産諸関係を支配する徴候を表すという意味では、官僚制の諸現象の一部として理解されうる。そして、彼はここで現れている「利子」が
過渡的なものであり、「新しい資源の新しい計画的分配方法」が望まれていることを理解しているが、その方法を明示できないでいる。
なお、Preobrazhenskyは「資本論」第三巻第 36章「資本主義以前」の一節を引いて、社会主義社会への移行に際して「信用制度が一つ

の強力なてことして役立つ」こと、ただしその機能を過大評価すべきでないことを指摘している。「資本論」の当該箇所は利子付資本が果た
した歴史的な役割を叙述したものであり、Henri de Saint-Simon の経済思想との関係で (また P. J. Proudhon の思想に反対して) 論評
されたものである。ここで「てこ」と云われているのは、「資本の私的性格の止揚」ということであり、利子付資本の果たす社会的機能の積
極面を表現したものである。
さらに付言すれば、資本市場において一般的利子率が成立していることを前提としての、利潤から分与されるものとしての「利子」範疇

は、社会主義社会においては利潤の消失とともに消滅しているだろう (つまり、それはもはや自己増殖することを許されない)。にも関わら
ず、価格と同様に利子の形式のみは過渡期社会において積極的な役割 (剰余労働を社会的に集積し必要な部門に配分する機能)を果たしうる
のである。実際、利子の自然的形態は実労働時間である。利子を付けて貸すとは、(必要労働として誤って配分された) 現在の剰余労働を、
将来の必要労働 (自己の取り分)に引き換えることであり、具体的な労働証書に (ルーブル単位で)記された自己の取り分のうち未使用分を、
他者に割引して一時的に引き渡すことにすぎないのである。ここで剰余労働が労働者個人ごとに引き渡されるか、作業場ごとに引き渡され
るかは、ことの本質を変えるものではない。

*169 その反面、Preobrazhenskyは経済官僚の間で物象化意識が復活する傾向にあることに警鐘を鳴らしている。「制度上、私営経済の分野と、
国営経済の接触面に立っている財務人民委員部の勤務員たちは・・・この物神崇拝を復活させる傾向を見せている。・・・これらの勤務者た
ちは・・・チェルボーネッツ [10ルーブル]紙幣相場が 10ルーブルの純金より下がるような場合には恐怖感におそわれて、国家のためには
不必要でしかも有害な、金による干渉を加え、これによってネップマンがチェルボーネッツ紙幣を金に交換できるようにさせている。・・・
金の流通が行われておらず、経済関係、特に通貨関係の調節方法を別に持つ国において、10ルーブル純金に対するチェルボーネッツ紙幣の
闇取引所での相場を救うというのは、資本主義的調節一般の最も非合理的で最も有害な面を模倣することである」。

*170 ここでは Bukharin(また Trotsky)と同様の「協同組合の国家機関化」(6.2.3節参照)が提唱され、その論拠としてブルジョア社会内部で
の協同組合の限界 (もちろん階級闘争上の)が持ち出されている。
協同組合は、それが生産者のため (労働組合) であろうと、消費者のため (生活協同組合) であろうと、ブルジョア社会においては労働力
商品の売買のみにかかわる。前者は労働力と貨幣との交換、後者は貨幣と生活諸手段との交換にかかわり、合わせて労働力商品の再生産を
より労働者に有利なように運ぶという任務をもつ。つまり、これらは労働者による経済闘争のための即自的団結形態にすぎず、そのままで
は生産の労働者管理には関与しえず、また政治闘争にも関与しえない (またそれは正当である)。協同組合のもつ限界とはこのような意味で
ある。
問題はプロレタリア革命によってこれら協同組合がいかなる機能変化を遂げるか、ということであり、Preobrazhenskyはこの問いへの

回答を「価値法則の残存」という理由で回避してしまっている。この問いについては、Bukharin が示唆するように、生産組織と流通組織
の結合こそが求められるべきであった。つまり、たとえば工場委員会と労働組合の結合を通じて、生産と分配の弁証法的連関 (「経済学批
判」序説で展開されたそれ)を回復すること、人間生活の物質的再生産を全体性において保障することが提起されるべきであった。
上の提起は作業場単位の労働者自治にすぎないという意味ではあいかわらず即自的団結形態にとどまるが、これを基礎としてのみ「生産

の国家化」への道筋を示し得る。ところが、Preobrazhenskyは Bukharinの著作を戦時共産主義の時代のもの、とすることにより、その
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義へと発展する制度に、その一環として加わる場

合に限られる」*170。

i).「生産者協同組合―これは生産手段の社会的

な所有ではなくて、集団的所有の小島であ

る。この小島は、生産面では資本主義経済の

基本法則にしたがっており、この基本法則に

したがう限りにおいてのみ資本主義的関係の

大海の中に存在する」。

ii).「(消費者) 協同組合は、それがロッチデール

原則*171を基礎として存在するものであろう

と、別の原則によるものであろうと、全く同

じく、すべての資本主義的交換法則にした

がっており、ある程度の分配合理化によって

のみ、組合員のために商業利潤のほんの一部

分を獲得することに成功し得るにすぎない」。

3).「協同組合が特別の意義をもつのは・・・生産計

画を基礎として組織された国営経済・・・と、農

村の分散的小生産、手工業、家内工業の大海とが

対立している国においてのみである」。「交換の分

野において、小経営の理想的な組織化が行われた

場合でさえ、これは生産分野における小生産者協

同組合の問題を解決するものではない。交換分野

における協同組合はただこの根本問題へとわれわ

れを導くにすぎない」。

i).「労働者協同組合は、本質において国営分野

内部の分配制度を合理化するものにほかな

ら」ない。

ii).「労働者協同組合を除いたすべての協同組合

は、小商品生産を頼りとしている」。「経験の

示すところによれば、消費者協同組合は、小

生産者と国営工業との直接連絡を確立する上

で重要な役割を果たし得る」。「この種の協同

組合は国営機関に比べて、価値法則に対する

抵抗がひじょうに弱い。組合は、国営機関と

の協定に違反して、卸売価格に付加する小売

マージン限度を守っていない。また国営トラ

ストから「最恵待遇」で、しかもしばしば信

用で仕入れた商品を私的資本に転売したり、

固定価格による仕入れ操作を回避することも

稀ではない」。

4).「最近までの国営農場は、小生産に有利に経営面

積が縮小しており、(農業)コンミューンおよびア

ルテリ*172の面積は緩慢な拡大を示しているのに

対し、クラーク経営および半クラーク経営の面積

はかなり急速に増加している」。この理由は、こ

れまでの経済政策担当者の諸政策が、国営経済に

よる農業労働の組織化ではなく、クラーク経営を

「分散的な小商品生産の中から有機的に成長」さ

せ、もって「農業労働を資本主義的または半資本

主義的な型に組織化」させることを志向していた

ためである。この「釣り合い」を変えるにはもは

や「農村における小生産の分野だけに・・・何ら

かの社会主義的奇跡」を期待することでは足り

ず、「農民的耕作に対する都市大工業の、より強

い影響」を及ぼす必要がある。

* * *

Preobrazhensky「新しい経済」の功績は次のところ

にある。

M1). 事実上、Bukharin「過渡期経済学」の続編とみ

なせる著作を書きあげたこと。とりわけ 3-4節以

降の経済学の諸範疇については、Bukharinが過

渡期経済の入口で叙述を止めたものを、その後の

変容まで延長したものとみなせる。とりわけ利潤

に関連して、〈利潤率均等化の法則〉と同等の機

能を果たすものは何かという問いを提起したこと

は大きい (脚注*159、*162)。なお、地代、利子に

評価の道を閉ざしているのである。
*171 日本生活協同組合連合会によれば、これは 1844年マンチェスターの北東にある町ロッチデールに設立された「ロッチデール公正開拓者組

合」の運営原則のことであり、その後「協同組合のアイデンティティに関する ICA(International Co-operative Alliance)声明」に受け
継がれた。その原則は、1). 購買高による剰余金の分配、2). 品質の純良、3). 市価による取引、4). 現金取引、5). 組合員の平等 (一人一票
制)、6).政治的・宗教的中立、7).組合員の教育促進などである。

*172 アルテリについては脚注*40 を参照のこと。救仁郷は次のように注釈している。「コンミューンは最も高度な集団農場で、労働も消費も完
全平等に行われ、所得は全員に平等に分配される。アルテリは全面的協同耕作組合で、所得の一部は組合員の出資財産の多少によって分配
される一方、大部分の所得は組合員の労働の量と質に基づいて分配される。コルホーズの大部分はアルテリ形態である」。
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ついてはその自然的形態は何かが問われるべきで

あった (脚注*164、*168)。

M2). また、これまでのソヴェト経済を独自の観点から

回顧した (p.170)。

M3). 上のことから、「価値法則の一極支配論」とも云

うべきものに異論を唱えたこと (冒頭 A2、脚注

*133、*134)。そうすることによって、かつての

友人である Bukharinの変節を理論的に糾弾して

いること。だから、Bukharinはただたんに科学

的な論争で応えるだけでなく、自己への嫌疑をは

らすことが求められていた。

Preobrazhensky の観点は、〈価値法則〉とそ

れを制約するものとしての「計画化原則」の関

係をひっくりかえして、「PSA法則」とそれを制

約するものとしての「ブルジョア社会の遺制」と

いう関係に読み替える、というものである (脚注

*110、ただし自分が視点を転換している、とい

うことに気が付いておらず、二つの法則が闘争し

ていると誤解した)。またその際に (後の「一国

社会主義」のイデオロギーからは失われることに

なる)国際的な視点を明示した (Preobrazhensky

の云う「国家の捨象」はこの観点から解釈されな

ければならない)。

M4). 戦間期世界経済の分析を行っていること (3-2

節)。またそこでファシスト経済の本性をはっき

りと掴んでいること (脚注*144)。ただし、そこ

では認識論と存在論の取り違えという方法論上の

混乱が見られる (脚注*139、*143)。

M5). 自覚しないままに、後に「スターリニスト経済」

として知られるものの諸特徴 (特異な官僚主義

経済) を理論的に叙述していること (脚注*130、

*161、*168)。それは Preobrazhensky の云うよ

うに「国家資本主義」ではないが、疎外された生

産諸関係を再生産しているという意味ではまった

くの階級社会である。だが、彼はこれを一階級内

の対立にすぎないとし (脚注*155)、そして後の

Trotskyも同じ考えを共有した。

M6). 哲学的には、Lukács と同様に「物象化からの脱

却」という視点を共有し、それゆえに Bukharin

派の日和見主義を批判し得たこと (1-1 節、脚注

*108、*133、*137)。ただし自らは相対主義の立

場に落ち込んでいることを自覚できなかった。

M7). 自由と必然の関係について、自然弁証法 (Engels)

のレベル、経済原理論 (Marx)のレベルの違いを

意識したこと。(その意味を解釈しなかったとは

いえ)後者における「必然の王国が拡大する」と

いう表現に注目したこと (脚注*100)。

M8). Stammuler に論及することで「史的唯物論の機

能変化」という論点に (本人はけっして同意しな

かったが) 注意を集めたこと (冒頭の A1、脚注

*106)。

他方、その難点は以下のとおりである。

D1). PSA について、臨時的に必要になった措置 (動

員解除に伴う一時的な失業者を吸収するために、

生産諸手段の蓄積テンポを人為的に速める必要

性) を本質的なもの (PSA 法則) と誤認したこと

(A2、A4、脚注*111、*131、*132、*150)。また

その必要性を Bukharinの云う「革命の費用」に

類似した理屈で正当化したこと (脚注*117)。こ

の背景には、本来本質的な分配理論とされるべき

労働証書制度について、知らないか、または無視

していることがある (脚注*120、*158)。

この結果として、PSAという用語を Smirnov、

Bukharinが用いたような生産諸手段と労働の結

合 (労働動員) という意味ではなく、農民からの

収奪による再生産元本の蓄積 (すなわち収用) と

いう意味に変えてしまい、Leninの危惧を現実の

ものとしてしまったこと (脚注*113、*118)。

D2). 上のことと関連して、国家フォンド (再生産元本)

の物神崇拝に陥っており (脚注*124)、国家の死

滅についての意識が希薄となっていること (脚注

*116)。

D3). 因果律と目的論の関係について混乱に陥っている

こと (A3、脚注*104)。目的論とは未来の展望に

規定されて現在の行為を律することであり、実践

の領域にあるはずのものである。しかし、Preo-

brazhensky はこれを認識論の視角から静観的に
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ながめ、因果律 (法則) に祭り上げてしまうので

ある。たしかに経済学が「一片の政令」に堕して

しまうことはおかしく見えるが、その「一片の政

令」も未来の目的から限定されている、という意

味では恣意ではない。

D4). 〈価値法則〉と「計画化原則」の「対立」におい

て、後者の作用によって不確実性が完全に解消さ

れると考えていること。すなわち第三の自然の領

域の無視 (1-2節、脚注*101)。また、これと関連

して、計画と競争の連関を考えていないこと (脚

注*129)。

D5).「等価交換」という用語に見られる、価値範疇の

理解の揺らぎ (A4、脚注*125)。

6.3.4 Bukharin–Preobrazhensky論争

ここでは Bukharin–Preobrazhenskyを中心とした論

争をとりあげ、これの評価を行う。それに先立って、す

べての論者が前提としていた 1922～1923 年当時のソ

ヴェト経済の危機―いわゆる「鋏状差」―にかかるボリ

シェビキ党内の論争 (第 13回党協議会)を上野 (1976)、

湯浅 (1971)にもとづいて整理しておく。

論争の背景～「鋏状差」
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図 6.2 価格指数における「鋏状差」

出所：上野 (1976) より重引

「鋏状 (価格)差」(Schere;独)とは、一般に工業製品価

格の上昇と農業製品価格の下落による価格差のことをさ

すが、ここでは 1922～1923年にソヴェト・ロシアで生

じた危機のことを指す (図 6.2、戦前=100)。これを最初

にとりあげたのは Trotskyであり (表 6.5)、彼がこれを

取り上げた理由は当時の指導部 (Zinoviev、Kamenev、

Stalinのトロイカ)の経済政策の誤りと党内民主主義の

圧殺を批判するためであったが、トロイカにとっても

「鋏状差」は NEP の成果を無に帰すがゆえに捨て置け

ない問題ではあった。反対派と指導部の対立は表に見る

ように、当初は党内民主主義の復活をめぐってのもので

あったが、やがて経済政策にかかわる論戦として第 13

回党協議会に向けて収れんしていった。

表 6.5 「鋏状差」をめぐる論争史

1923春 第 12回党大会,Trotsky報告「工業につい

て」

1923夏 労働者ストライキ

1923.10 「鋏状差」最大、Trotsky書簡

10/15 「46人声明」

(Pyatakov,Preobrazhensky,Osinsky など)

11/7 Zinoviev,党内民主主義の声明

12/5 政治局 (Trotsky),「新路線」決議

12/8 Trotsky書簡 (党官僚制批判)

12/25 中央委員会 (トロイカ),「鋏状差」委員会

「経済政策の当面の任務」採択

12/29 Osinsky修正案 (モスクワ党労働者集会)

1924 1/10 Preobrazhensky 修正案 (第 11 回モスク

ワ県党協議会)

1/16–18 第 13回党協議会 (1/21 レーニン死去)

上野 (1976) より筆者作成

Trotskyが「鋏状差」を取り上げた理由 (「工業化テー

ゼ」冒頭の記述)は、湯浅によれば次のようなロジック

に従っていた。Ia).ソヴェト経済の危機―「鋏状差」は

結果において労農同盟の基礎を掘り崩しかねない、Ib).

この危機は復興テンポにおける工業と農業の格差に―

さらにいえば (農業に比べた) 工業の発展の弱さに起因

する。IIa).「労働者階級と農民層との間に存在する相互

関係は究極のところ、工業と農業との相互関係に帰着す

る、IIb).労農同盟を維持するには、農民層への労働者階
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級の影響力確保、そのためには「労働者階級の新しい世

代の教育と訓練」が必要である、IIc).ゆえにわれわれは

「絶えず拡大する工業」を持つ必要がある、III). Ib は IIc

がないことの裏返しである*173。

上野によれば第 13回党協議会の論戦の概要は次のよ

うなものであった。

第 13 回党協議会は 1924 年 1 月 16 日から 18 日に

かけてモスクワで開催された。集まったのは、投票権

を持つ代議員 128 人、審議権のみの代議員 222 人で

あった。この協議会で、これまでの討論の決着がつく

はずであったが、党機構を総動員した中央委員会多数

派は、協議会に反対派が派遣されるのに極力圧力をか

けた。この時点でトロツキーは病気のため活動できな

かったし、協議会には結局 3人の反対派がいたに過ぎ

なかった。勝負は既についていたのである。だがこの

ことは、反対派がいわば最後の力を振り絞って公式路

線を攻撃することを妨げはしなかった。

協議会における主たる議題は経済政策、党建設及び

国際情勢についてであり、ルイコフ、スターリン、ジノ

ヴィエフがそれぞれの議題についての報告を行った。

これからやや詳しく紹介する経済政策についての報告

と討論は、16 日から 17 日にかけて行われた。報告は

ルイコフで、これに対して反対派の立場からピャタコ

フ、プレオブラジェンスキー、B.スミルノフが発言し、

カーメネフ、ラーリン、モロトフらが公式路線を擁護

し反対派を批判する発言を行った。これらの公式路線

と反対派の論争とは少し流れを異にする発言がクラー

シン、リトヴィノフ、カシオールによってなされた。

最後にルイコフが結論を述べた。上野 (1976)

以下に、党協議会での主な発言の要旨をまとめる。

Rykov 「鋏状差」問題の認識と経済計画について、中央

委員会決議に沿って次のように報告した*174。

1). 「鋏状差」は物資不足による危機ではない (な

ぜなら工業製品は売れ残っている)。その意

味で、状況は悲観的なものではない。

2). 反対者たちが指導部の「計画と指導力の欠

如」を非難するのはあたらない。上の問題は

「工業生産の立ち遅れ」という (十月革命以前

からある)「呪わしい遺産」によるものであ

り、これを経済計画で一挙に根絶することは

不可能だからである。「われわれは労働者の

政治的独裁はもっているが、工場の経済的独

裁はもっていない」。

3). 「鋏状差」を激化させたという点で最高国

民経済会議 (BCHX または VSNKh; 議長

Rykov、副議長 Pyatakov) の 7 月の指令は

責められるべきではある。たしかに指令は

「トラストは利潤を得ることが任務」である

と規定したが、その手段にまでは言及しな

かった。そのため各トラストは「以前の時期

*173 Trotskyのロジックは、みずからの革命実践の意味を自覚しないままにたんに紙の上で組み立てた構築物に過ぎず、結果的にはトロイカに
よる反 Trotskismキャンペーンのきっかけ=「農民層を軽視する Trotsky」、を与えるものとなった。Ia～Ib は指導部としてもまったく異
論のないものだった (そこには官僚制への批判が全く含まれていなかった)。IIa は「階級」間の問題を、それらの依拠する産業の対立に帰
着させようとするものであり、一見して正しく見えるが、トロイカの目から見ても、また哲学的な観点からも大いに議論を呼ぶ箇所であり、
トロイカはここに容易に「農民層の軽視」という注釈を挟むことができた。
Trotskyがこの時点で本来なすべきことは官僚制批判であった。「鋏状差」が官僚制の一つの現象なのだとすれば、それはたんなる工業と

農業の格差に解消されてはならなかった。むしろ工業内部の、国営企業群とそれを指導する経済官僚を名指しで批判すべきであった。また
そうであるとすれば、IIb～IIc とは正反対の実践的帰結 (労農同盟に依拠した反官僚主義闘争)が引き出されたはずである。その上で、トロ
イカとは相入れない方針を提起し、ただちに (第 13回党協議会を待たずに)分派闘争に乗り出すことが必要であった。

*174 Alexei Ivanovich Rykov(1881–1938)はオールド・ボリシェビキ。初代内務人民委員、BCHX議長、Lenin死去に伴い第二代人民委員
会議議長。トロイカと同盟、その後 Bukharin派に移る。粛清により Bukharinとともに除名、逮捕、第三次モスクワ裁判で有罪、刑死。
Rykovは上の 1)～4)のほかに農村の私的資本による小売商業に対抗すべく協同組合商業を強化すること、幣制改革のため、金フォンド、
為替フォンドを強化することにも言及した。
なお上野は幣制の混乱について次のように説明している。「・・・政府紙幣はネップ導入後も毎月いや毎日減価し続けた。その原因はよく

わかっていて、政府予算の赤字補填のための紙幣増発であった。このため予算赤字削減のための措置がとられた。
1922 年末に国立銀行は貴金属に保証された銀行券チェルボネツを発行する権利を与えられた。このチェルボネツの発行が将来の安定通

貨導入の基礎となるのであった。1922 年末以降チェルボネツと政府紙幣が並行して流通するという特異な状況が出現した。実際にはチェ
ルボネツが流通過程に定着し始めたのは 1923 年夏以降であったが、それ以降チェルボネツは政府紙幣を急速に駆逐し、協議会が開催され
た 1924年 1月には全貨幣流通額の大半を占めるまでになった。
一方流通から駆逐され続けた政府紙幣の減価速度は非常に速かった。二種通貨の並行流通という異常な事態に終止符を打ち、幣制改革を

完成させる時期が来たように思われた」。
*175 この間の事情を上野は次のように説明している。「食糧税の導入によって市場が復活すると、経済運営は市場を媒介としておこなわれるよ

うになった。戦時共産主義のもとで中央集権的な生産、分配機構に組み込まれていた工業企業は国家予算から切り離されていった。市場に
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に投げ売りしたため損失したものを取り返そ

うとして」*175、生産の合理化ではなく、独占

的地位を利用した高価格政策に走った。

4). 計画原則の強化は望ましいものではあるが、

今はその時期ではない。「全ロシアの経済計

画」は NEP期 (過渡期)ではなく、社会主義

においてのみ可能である。

Pyatakov 反対派を代表して、以下の反対討論を行

った。

1). 「鋏状差」の原因は工業の過小生産のためで

あり、Rykovの云う「過剰生産」は誤りであ

る。それは復興テンポにおける工業生産と農

業生産の差に起因する「工業製品の不足、農

業生産の相対的過剰、穀物の相対的過剰」か

ら生じた。

2). Rykov が云う今秋の工業危機 (「工業製品

の売れ残り」) は、「鋏状差」とは別物であ

る*176。前者は「生産危機ではなく、工業危

機ではなく、なによりもまず商品・商業危機

である」。「秋の工業困難は「鋏状差」とい

うよりは、国立銀行の誤った信用政策、つま

るところ経済活動間の不一致による・・・。

1923 年夏までにチェルボネツは流通過程に

定着し始めたが、これに伴って国立銀行は主

として工業と商業に対する信用供与を拡大し

た。このため工業、商業ともに仲介需要が増

大して市況は活発化したが、この活況は実際

には商業機関に限られたものであった。8月

にチェルボネツの発行は限度に達し、突然信

用が削減された。このため商業機関の購買力

は減退し、工業の商品滞価が生じた」。

3). Rykov の云う「全ロシアの計画化」を反対

派が求めたことはない。そうではなく「国営

経済の計画化」*177こそが必要なものである。

私的資本と国営工業との闘争において後者が

今優位に立っているのは、それが「国立銀行、

工業銀行、鉄道、外国貿易をおこなう国営企

業、国内商業をおこなう国営企業が含まれる

単一の巨大な国営経済制度の主要な部分」だ

からであるが、その優位は容易に覆されるだ

ろう。「もしわれわれが国営経済の強化とい

う問題を時機にかなって処理できないなら

ば、またわれわれがいままでそうであったよ

うにネップの自然力のままにまかせれば、わ

れわれは近い将来に資本主義の原則が社会主

義の原則すなわち国営経済および協同組合経

済の原則を弱めはじめるという危険を冒して

いる」。

4). 「鋏状差」の克服のために工業製品価格を引

き下げる措置は誤っている。たしかに卸売価

格は「国営協同組合商業の掌中」にあるのだ

から、これを制御することはたやすい。しか

し小売商業は私的資本の優位にあるので、小

売価格の引き下げには結びつかない。むしろ

その恩恵は「農民にまで及ばず、仲介者であ

る私的資本の蓄積を助けるだけに終わる」。

おける独立採算制をおこなえるように、個々の企業が合同して形成したのがトラストであった。しかし、市場を中心とする経済運営への移
行はスムーズに行われたわけではない。市場でその生産物の販売を許されたものの、流動資金の不足に悩んだトラストどうしが市場で競争
し、大きな損失をだした 1922 年春のいわゆる投げ売りなどがこの移行の困難さをよく示している。シンジケートはこのようなトラスト間
の市場での競争をさけ、トラストの購入、販売活動を代行するために、この投げ売りの直後から形成されはじめた。これは「鋏状差」の展
開と軌を一にしている。そして、このシンジケートが以前の投げ売りの損失をも取り返そうとして、市場における独占的な地位を利用して
高価格政策を採用したというわけである」。

*176 上野は Pyatakovの主張には「無理がある」と断じる。商品滞価の原因は農民の工業製品購入差し控えが原因であり、「鋏状差」の収束に
ともなって景気が回復したことがその証左だと云うのである。そして Pyatakovの主張は、もっぱら「公式路線」のとる工業製品価格の引
き下げが工業の弱体化を招くとの恐れを根拠とした恣意的なものだとするのである。
本稿は上野のこの批判には同調しない。つまり Pyatakovの描像の方が事実に近いものと考える。上野は Pyatakovの指摘する信用操作

について何も論及していないが、ここでは金融恐慌と類似の事態が進行していたのであり、これは生産とは無関係である。国立銀行の信用
供給は貴金属の裏付けを必要としたものであり、ここにチェルボネツ発行の限界がある。Rykovはこの事態が疑似的な「恐慌」であること
を正しく見てとったが、それを生産局面に押し付けて解釈したのである。

*177 上野によれば、これは Pyatakovによる経済機構改革の一環であった。Pyatakovの手がけた 1923年末の BCHXの機構改革は「経済の
一般的規制機能と国営工業の管理機能」を分離するものであり、「全国営経済の組織化」の提起はそれに引き続くものとして構想された。こ
の観点からすれば、工業トラストの勝手な官僚主義的価格操作は国営経済全体の合理化に背くものであった。
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5). また工業製品価格引き下げは「価格中に原価

と必要最小限の利潤しか含めてはならない」

という規定にって与えられているが、この

規定は BCHX指令の目指す「国営商業、工

業企業の収益性の達成」と矛盾する。トラス

ト活動の評価にあたって「利潤は基本的な指

標」である。

6). (チェルボネツの安定を目的とした)「貿易黒

字政策」は間違っている。「商品干渉」の必

要という観点からすれば、さしあたりは貿易

収支の均衡の範囲で輸入を拡大することこそ

必要である。

Preobrazhensky Pyatakov を弁護して、補足的な批判

を行った。

1). 幣制改革について「予算の赤字」が続いてい

るさなかに新通貨を導入することは危険で

ある。

2). 過去一年間の私的資本の蓄積は国内商業の規

模に比して莫大である*178。この「ネップマ

ンの成長」は「プロレタリア独裁にたいする

最大の危険」である。

Kamenevら 中央委員会決議を擁護して、反対論者た

ちを批判した。

1). NEP の枠組みのもとで私的資本が成長して

いることに反対派が危機感をもつのは「悲観

主義」「社会主義経済の成長にたいする不信

仰」である*179。

2). 「鋏状差」によって明らかになったのは「農

民とのスミチカ (結合)を獲得するためには、

農村市場を闘い取ることが必要」ということ

であり、具体的には「農民にも購入できるよ

う価格を引き下げる」ことである。「われわ

れは多くの商品をもっているが、それは国内

市場で売れないでいる。これにたいする闘争

はどんな方法か？広範な商品干渉か？中央委

員会は他の方法を指示している―すなわち価

格引き下げ、われわれがいままで過度に得て

いた利潤の縮小である」。その方針は明らか

なのだから「一般的な主張はなんの助けにも

ならない」。

3). 工業管理について「公然と提起されたこと

がない」とする Pyatakovの主張には根拠が

なく、既にこの分野では「一歩一歩前進」が

ある。

4). 国営経済の計画化は、その外側の巨大な農民

経済とブルジョア経済の存在を忘れている。

また自然的な要素 (「収穫などの不確定な要

素」) も忘れている。Pyatakov の云う計画

をもってしても「危機の生じる可能性は避け

られない」*180。

Bukharinによる批判

「過渡期の法則性に関する問題に寄せて―プレオブラ

ジェンスキー著「新しい経済」への批判的意見―」は

Bukharinが「プラウダ」1926年に連載したものを翌年

に小冊子としてまとめたものである。その構成は次のと

おりである。

1). 過渡期の諸法則の特徴について (同志プレオブラ

ジェンスキーの首尾一貫性についての疑問と関連

して)

2). 経済生活の調節力に関する問題、または同志プレ

オブラジェンスキーの基本的誤謬

3).「社会主義的原始蓄積法則」、またはなぜわれわれ

はレーニンをプレオブラジェンスキーに代えるべ

きでないか

以下その要旨をまとめる。

第 1 章では主に Preobrazhensky の「国家とその機

能の捨象」が方法論の観点から批判される。しかし

Bukharinは揚げ足取りに終始しており、Preobrazhen-

*178 私的資本の蓄積額計算は 11/1社会主義アカデミーでの報告「ネップにおける経済危機」に基づくものであった。
*179 この Kamenevの言葉こそ官僚の言葉を代弁したものである。「交通関係」そのものの創造を担う共産主義者の言葉ではない。こうした言

葉の持主と分派闘争以外の方法でまっとうな論戦ができると考えるのは、あまりにナイーブであろう。
*180 この (比較的真面目な) 発言は Larin のものである (ただし、だからといって「計画化」が不要になるわけではないのだが)。Iurii Alek-

sandrovich Larin(1882–1932)は十月革命前はメンシェビキ、十月革命後にボリシェビキ入党、BCHXにおける経済政策策定で頭角を現
わす。
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skyが後で皮肉っているように建設的な議論を進めよう

として批判しているわけではない。

1).「過渡期・・・の法則性の型」を議論するにあたっ

て、過渡期が「認識されまた意識的に導くことの

できる法則への自然発生的諸法則の発展の時期」

であることを理解しなければならない。「過渡期

の現実の姿は、自然発生的なものから意識的なも

のへの、盲目性から計画性への、不合理なものか

ら合理的なものへの重点の不断の移動を表してい

る。この発展の行き着くところに―歴史的にも論

理的にも―、資本主義及びプロレタリアート独裁

の継承者として「共産主義的生産様式」が出現す

る」*181。

2).「不合理な原則に対する合理的な原則の発展」は

「計画性の増大の中に」表現される*182。「計画性

の土台」となるものは「経済の国家社会主義的諸

要素の増大と、その諸要素の影響の増大と、それ

らの比重の増大」である。この過程は「自然発生

的な調節力に意識的な調節力が取って変わるとい

う事実の中に、換言すればプロレタリア国家・・・

の経済政策が取って変わるという事実の中に」そ

の表現を見いだす。ゆえに Preobrazhenskyの云

う「プロレタリア国家の経済政策を捨象すること

は、過渡期の諸法則からその歴史的特徴を抜き去

り、また「自然発生的なもの」から「意識的なも

の」への発展を抜き去ること」である。

3). 確かにMarxは「資本論」の執筆にあたって「国

家とその機能とを捨象した」。しかしこれから過

渡期を研究しようというときに、なぜMarxを持

ち出すのか。帝国主義論 (金融資本主義の経済理

論)では「例えば独占価格やダンピングや資本輸

出等々の政策」を捨象するわけにはいかない。

4).「「物の管理」(エンゲルス) は共産主義社会にお

いては、もはや国家の上部構造の機能ではなくな

る。これは総生産過程の一部分であり、そこでは

社会それ自体が経済を営む (計画経済を営む) 主

体であり、またそこでは客観的な発展法則がこの

発展の規範と一致し、かつそこでは経済生活の不

合理性がその合理性に取って代わるのである。プ

ロレタリアート独裁とそれに照応する生産関係

は、共産主義社会の胚芽であり、計画経済的、統

制的、管理的な国家機関は、共産主義的な「物の

管理」の胚芽である」。

5). Preobrazhenskyは「プロレタリアート独裁体制

下における土台と上部構造との相互関係の独創性

を見ていない」。「ソビエト経済によって典型的

なものは・・・労働者階級が生産過程においても

指導的役割を演じていること・・・である。この

ことは・・・プロレタリアートの産業管理に具体

*181 ここでは Bukharin は一見して正しいことを (しかも Preobrazhensky に同意しながら) 主張しているように見える。しかし実際には
Preobrazhensky の言い分を骨抜きにしている。それは「自然発生的諸法則の発展」「この発展の行き着くところ」という表現に現れてお
り、Bukharin が残念ながらこの時点で日和見主義に転落してしまっていることを如実に示している。そこにはもはや「過渡期経済論」の
著者の面影は全くない。
確かに「「自由の王国」は「認識された必然性」の王国であるが、なおかつ必然性の王国でもある」という言明は正しく、その内容は〈経

済原則〉として明らかにされるべきものである。しかしそこに向かって「自然発生的諸法則」が「発展」するのを見守るというのは、〈価値
法則〉が自然に展開されて「共産主義的生産様式」が育ってくるのを見守ると云っているのに等しい。

*182 ここでは「計画性」の概念が事物化ないし物象化されてしまい、たんなる記号以上の意味を持っていないことが見てとれる。ブルジョア社
会においても「計画」は存在しているのだから、いかなる「計画」が必要なのかを具体的に説明しなければ無意味である。
あるべき「計画化」とは、これまでの私的労働の垣根 (その間を流通過程が媒介する)をとりはらい、諸労働を直接的に総労働の一部とな

すような、目的と手段の体系=「計画」をかたちづくり、これをもって商品交換を置き換えることである。だから「計画化原則」とは商品交
換をたんに制約するものではなく、むしろその置き換えでなければならない。

*183 新しい経済の「基本的、決定的生産関係」は「生産における指導的な労働者階級が、プロレタリアートの各層に対して、技術的インテリゲ
ンチャに対して、また・・・農民に対して持つ関係」のことだと Bukharinは云っている。ここで云う「指導的な労働者階級」とは、官僚
のことである。
さらには「この上部構造は、その出現の当初には土台から生い育ってきて、その生涯の終わりには、すなわち国家が「死滅する」ときに

は再び土台に沈み、自らその中に溶解する。過渡期をまず特徴づけているのは、まさに上部構造と土台との直接的融合のために、国家機能
の異常な強化が見られることである。しかしこの状態は、それがいかに反語的に響こうとも、特殊な上部構造範疇としての国家それ自体の
死滅の前提である」と云っている。これは官僚という存在が土台から「自然に」生じたもので、それ自体には罪がなく、またそれはいずれ
消え去るのだから大目に見ろと云っているに等しい。またそれが「強権をふるう」のは過渡期の特殊性だから仕方がないと云うのである。
この官僚たちが果たして自分の「死滅」を遠い将来に用意するかはきわめて疑わしい。
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的に・・・現れている。国家機関の経済諸施設は

我々の特殊な土台の頂点*183である。これら施設

を捨象し、抽象化することは「新しい経済」の基

本的な特徴の捨象を意味する」。

6).「彼の場合、計画はあっても、計画の主体がなく、

計画化は存在しても、計画機関がなく、合理的原

則はあっても、その原則が位置づけられるべき一

定の場所を持っていない」*184。

7). Preobrazhenskyの誤りの根源は、彼が「経済政

策」をたんなる「政治」に転化してしまったこと

にある。「プロレタリア国家権力の経済政策を捨

象するのは不合理だということである。というの

は、このことは計画原則を捨象することを意味す

るからである。しかし一定の純政治的な景気変動

的動揺の特殊な政治的影響を捨象することは、分

析のある段階においては充分許されるべきことで

ある」。

第 2章では〈価値法則〉、PSA法則、〈経済原則〉(「比

例的労働支出法則」)との関係が論じられる。合わせて、

「均衡」の概念が論及される。

1).「比例的労働支出の法則・・・は、あらゆる社会

的、歴史的構造における社会的均衡の必要条件で

ある。それはさまざまの「現象形態」を取りうる。

なかんずく、商品・・・社会において、それは価

値法則の物神的衣服をまとう」*185。

2). Preobrazhenskyは「過渡期には二つの調節力が

存在せざるを得ない」と云うが、これは「計画化

原則の発展につれて価値法則は PSA法則へ転化

する」と云っているようなもので、「価値法則が

単純な労働支出の法則以外の何ものにも進化し

得ない」というMarxの教えと相いれない。本来

的には「プロレタリア的計画化原則」を「比例的

労働支出法則の価値面」にたいする闘争と見なけ

ればならないところを、彼は本質面で「計画化原

則」が「労働支出法則」そのものと闘争すると理

解してしまっている。つまり彼は「プロレタリア

的計画は・・・社会から組織的に均衡状態を駆逐

することにあり、また種々の生産部門間にみられ

る社会的に必要な比例関係を組織的に破壊するこ

とにある」と理解していることになる*186。

3). Preobrazhenskyはおそらく次のように考えてい

る。「われわれには以前よりもさらに急速な工業

化が必要であり、一層急速な蓄積テンポが必要で

あるから、したがってわが国には明らかに (価値

法則とは)別の法則がなければならない」と。つ

*184 Bukharin は次のようにも云う。「法則を認識するためには、法則それ自体が存在しなければならない、すなわちある意識的計画は天から
降ってくるものではなく、一定の方法によって決定されるものであること、換言すればいわゆる認識された必然性はやはり必然性であると
いうこと、これは全く疑いのないところである。しかしこの「必然性」をそれが「認識されている」ということから切り離すことは―計画
経済にとって―社会的法則からその歴史的な皮を剥ぐものであって、マルクス主義的思惟にとって絶対に無縁のものである」。この発言は一
見して「実践的」であるが、それは見かけのものである。ここで Bukharin は Preobrazhensky の意図が反官僚制闘争であることを正し
く見てとったうえで、官僚の存在意義をその作成する計画から正当化しようとたくらんだのである。

*185 ここには最大の難所が隠されている。つまり、一見して正しい命題のなかに、Bukharinが〈価値法則〉の残存とその利用とを正当化し得
る理屈が紛れ込んでいる。ここで、1).「比例的労働支出の法則」の内容が不明瞭であること、2).またそれが「均衡」の条件とされているこ
とに注意すべきである。そのために、これが「現象形態」(「物神的衣服」)ではないと注釈されているにもかかわらず、事実上〈価値法則〉
と同一視されてしまうのである。
商品の交換価値にはそこに投下された労働量が表されている、これは「労働価値説」の説明としては間違っていないが、労働とその生産

物との関係を示したものではない。一定の生産物 (使用価値)を実現するためには、一定の質 (すなわち技術性と異種性)をもった労働が必
要である。ここには価値の側面はまったく含まれていない。労働分配の自然的側面を〈経済原則〉とするならば、これがその意味するとこ
ろとなろう。価値法則においては、使用価値は価値を表現するものとしての地位を与えられているにすぎない。使用価値はいわば商品=価
値物 (本質)が自己運動するための制約条件 (実体)を示すにすぎない。そして様々な経済範疇は、価値の現象形態として出現する。
ところが社会主義社会では、それまで実体として扱われた自然的なものが本質的なものとみなされ、それまで本質と見られた損得勘定 (価

値尺度)が本質的な物質の自己運動を制約する条件へと格下げされる。このような理解からすれば、Bukharinのように〈価値法則〉が〈経
済原則〉に自然に「進化」するなどとは到底言えないのである。

*186 Bukharin は Preobrazhensky の発言を無政府主義者 (相対主義者) のそれとして描いている。またそれは実際 Preobrazhensky の最大
の弱点でもある。次の言明も同じ趣旨である。「確かにこのような「社会工芸学」は「思想の臆病さ」をも「保守主義」をも表していない
し、むしろそれは独特の、あえて言えば経済的
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義の伝統に矛盾している」。われわれはここに Bukharin の開き直りの態度を見るのである。Bukharin の云う「プロレ
タリア的計画化原則」の「比例的労働支出法則の価値面」にたいする闘争とは、むしろ「現在」の「過去」にたいする闘争、と言い換えねば
ならない。
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まり彼は「物質的本質において同一の調節力 (労

働支出法則)が、経済関係の分野できわめて多様

な現れ方をする」ということが信じられないの

だ。しかし次の通り、「労働支出法則・・・の実

現を媒介するところの機構が事を決定する」。

i).「単純商品生産者の社会」。ここでは市場にお

ける「需要と供給」と「商品生産者の競争」

が労働を配分するが、その「生産は小規模で

細分化されている」*187。

ii).「資本主義社会」。「ここには集中的労働の大

量使用が存在する。この社会においても労働

分配は、結局、価値によって調節される。し

かし価格は直接価値を中心にして変動するの

ではなく・・・生産価格 (生産費プラス平均利

潤)を中心にして行われ、「平均利潤率」はこ

の機構の特殊な「精神」となっている」*188。

このなかで「単純労働はより複雑な労働に転

化し、複雑労働はさらに大きな複雑さの段階

へと上昇し、「平均的労働強度」もまた・・・

変化する。これにつれて社会的必要労働時間

は量的に変わる」。

iii).「社会主義社会」。「ここでは労働支出の客観

的法則は労働支出の意識的な伝導可能な規

範に一致する。変動は第一に統計的誤算の線

にそって進行する・・・。第二に、ここでは

意識的かつ先験的に確定し得る労働生産性

の不断の向上・・・である、大量の労働が集

中的に使用される。運動の刺戟は利潤ではな

く、生きた労働を最大限に節約しつつ、大量

の需要を満たすことである。この後者の状態

は、労働支出法則の現象化を媒介する全機構

を、資本主義制度下のこれに相応する機構か

ら鋭く区別するものである。他方、「需要の

自然的体系」とその力学もまた、「二重予算

制度」の存在しないために・・・異なってい

る」*189。

4).「価値法則の、労働支出法則への進化過程は、次の

ような形で現れる。すなわち、計画の秩序におい

ては「価格」がその半擬制的な機構のうちに (す

なわち、もはや「市場のバロメーター的変動」の

視点から決定される価格としてではなく)意識的

に形成されるのであって、自然発生的に形成され

るのとは異なる。しかしこのことは、比例的労働

支出法則と矛盾する何ものかがここに存在するこ

とをいささかも意味するものではない。反対に、

ここにあるものは、自然発生的な調節力の下では

後手になってしまう予測である」*190。

5).「最後に、社会主義的蓄積と価値 (すなわち労働支

出の)法則について全く一般的な考察を多少試み

る。われわれが市場関係に立脚するわれわれの経

済成長・・・について語るとき、実はこのことに

よってわれわれは、価値法則に対する (対してさ

*187 この記述はもちろんおかしい。商品交換、交易を考察しているのだから、商人資本の運動が議論の対象になっているはずである。生産こそ
行わないが、そこでは仕入れ値との関係で利潤が規定され、この商人資本は資本一般の競争 (利潤率均等化)に参与している。だから、これ
は当然「資本主義社会」の一部、特殊例として記述されねばならない。ところが、これを商人資本ではなく「単純商品生産者」=農民として
しまうので、資本主義とはまったく別の社会であるかのように記述してしまうのである。なお、脚注*191を見よ。

*188 Bukharinは「資本主義において二つの法則―価値法則と生産価格法則―が存在すると言うのはばかげているし、また、一つの法則が他の
法則と矛盾すると言うのもばかげている。なぜならば、生産価格法則は、それを通じて価値法則の作用が発現する機構だからである」とし
ている。この記述はもちろん Preobrazhenskyの PSA法則を否定するためのものであるが、Bukharinはなぜか利潤率均等化法則を「生
産価格法則」と呼び、さらにこれを「変形された価値法則」とも表現している。また (おかしなことに)この場合、価格は価値を中心に動く
のでは

●

な
●

い、と表明している。この理由について脚注*191を見よ。
*189 Bukharinは「運動の刺戟」が規模の経済性の追求による労働生産性の向上であると云っている。それを「生きた労働」の節約として正当

化しているのである。本来社会主義社会における「運動の刺戟」とは労働の自己展開であるのだから、本質的にあるべきなのは量的な契機
(労働生産性)ではなく、質的な契機 (使用価値の完全性)である。ここでの「運動の刺戟」は実はスターリニスト経済のそれなのである。
Bukharinの云う「二重予算制度」とはブルジョアジーの収入mとプロレタリアートの収入 v のことであるが、スターリニスト経済にお
いても官僚と一般労働者のそれが残存する。

*190 ここでは「擬制的価格」の理論 (p.150)が参照されている。確かにこの「価格」は一般的等価とのつながりを断ち切られ、逆に一般的等価
はたんなる貴金属に転化している。しかし、外国貿易、国内市場とのつながり (価値尺度)を保ち、その意味では「価値」とのつながりを払
拭し切れていない。そこで意識的な価値破壊が追及されないかぎり、「擬制的価格」はいつまでも「価格」として残存してしまう。その矛盾
が集約的に表現されるものが労賃であり、これに言及しないかぎりは「比例的労働支出法則と矛盾する何ものか」については何も言えない
のである。
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えも)SAの対置のテーゼを反駁することになる。

比喩的に言えば、われわれは価値法則をもまたわ

れわれの目的に奉仕させるのである。価値法則は

われわれを「助ける」、そして―奇妙に聞こえる

かも知れないが―それによってそれ自身の滅亡を

準備する」*191。

第 3 章では PSA の概念それ自体に検討が加えられ

る。しかし、Bukharinはかつて彼と V. M. Smirnovが

主張したことを、Leninの権威を使って欺瞞的に封印し

てしまっている。

1). Preobrazhenskyが「社会主義に前史があるとし

ても、それはプロレタリアートが政権を奪取した

後でなければ始まり得ない」と云っているのは

「いわゆる原始的蓄積」は資本主義的発展の「結

果
●

で
●

は
●

な
●

く出発点」というMarxの論理とは相容

れない。他方で「資本主義はその存在の全期間を

通じて「第三者」から追加利潤を得る。すなわち

資本主義の生涯において「第三者」の搾取に基づ

く利潤がないというような段階は今後もあり得な

い」*192。

2).「PSA の全「理論」の基礎にある経験的事実は、

まず第一に国内戦時代と飢餓の数年におけるそれ

であり、農産物徴発期と工業停滞の期間である。

全く異常な諸条件において、また信じられぬほど

の破壊と生産力の最大の衰退という条件の中で、

「経済」は独特の様相を示している。すなわち「都

市」が自己の食べ残りを食いつくし、「農村」は都

市を「養った」。都市がある程度農村の犠牲にお

いて生きられたというその形態が農産物徴発であ

る。これはレーニンが農村に呼びかけ、「われわ

れにパンを貸し与えよ」と言った時期に当たる」。

3).「理論的分析であれば、当然次のことを示さねば

ならない。すなわち、いかなる客観的諸法則に

よってわれわれの政策が決定されるのか、また生

産と消費との相互関係はいかに変動するのか、生

産諸部門の間における均衡動態はどの方向へ発展

するのか、価値法則はいかにして労働支出法則へ

転化するのか、労働支出法則のいかなる新しい媒

介機構が過渡期に現れるのか、われわれの政策の

限界はどこにあるのか、等々」。

4).「過渡期の分析にあたって、「第三者」を捨象する

ことは許しがたい。これはすべての特別な理論的

問題を捨象することを意味する」。「もしわれわ

れが「第三者」を捨象するとすれば、われわれは

「純粋な社会主義」が得られるだろうが、しかし

それと共に過渡期のすべての規範とすべての問題

とが消滅するであろう。小ブルジョア的環境をす

べて捨象してみ給え。その時には価値法則は完全

に消え去り、労働支出法則等々の形態もまた消滅

*191 ここで Bukharin は〈価値法則〉を市場関係と同じようなものとして捉えていることがわかる。また、だからこそ上で「単純商品者の社
会」と「資本主義社会」を区別し、純粋に価値法則が妥当するものは前者であり、後者では「変形した価値法則」が妥当するのだと云ってい
る。だから、社会主義社会に (単純商品生産の法則性としての)価値法則が残存しても差し支えないと思っているし、それを利用することが
正当だとも考えているのである。この誤謬の根源は Engelsによる「資本論」解説にある。付録 A.4を参照のこと。

*192 Bukharin は社会主義社会 (共産主義第一段階) の前史とは何かを問うべきであった。それは過渡期社会の結果ではなくその原因・出発点
となる事態であり、つまりプロレタリアートによる階級闘争の事実であろう。他方で共産主義とは目指すべき状態のことではなく、運動そ
のものである、とのMarxの言葉も考え合わせるべきである。したがって、その前史とは運動を開始するプロレタリアの衝動そのものだと
いうことになる。
他方で、Bukharin は「第三者」の搾取が「資本主義の生涯」において不変であると云うが、論理的に考えて剰余価値の源泉が可変資本

(プロレタリアートの労働) 以外であることが果たしてありえるだろうか。「第三者の捨象」すなわち「全商業世界を一国とみなす純粋資本
主義の想定」を考えるにもかかわらず、そこに「第三者」からの搾取を読み込んでしまうのは Luxemburgと同じ混乱に陥っているのでは
ないか (4.3.5節を参照のこと)。

*193 Bukharinは頑として「第三者の捨象」に反対している。曰く「「PSA」法則・・・は、仮にそれが・・・正しく定式化されたものであって
も、「国営経済」と「私営経済」との相互関係の法則である。後者を捨象してみ給え。そのとき「法則」全体は、なけなしの意味さえも失っ
てしまう」。曰く「相互関係の法則は、この相互関係を構成する二者を想定する。その一つ (農民経済)を取り除けば、諸君はまさにそのこ
とによってすべてを無くすることになろう」。曰く「われわれの工業「生産計画」が農産物収穫の問題と関連していることは、全く偶然では
ない。では諸君は「農民市場の受け入れ能力」の計算を抜きにし、この問題を捨象して、「計画」編成を試みてみ給え！」。このような強い
調子の批判によって「捨象」に抵抗するのは、なぜか。それは社会主義社会の本質論を展開することが、Bukharin の変節を明るみに出す
からにほかならない。「第三者の捨象」された社会主義社会において農業は数ある産業の一つであり、農民はプロレタリアートの定在に過ぎ
ない。そして農業労働は社会的総労働の一部である。現在の計画がそこに向かっているか、それとも農民を固定化しこの特殊な生産諸関係
を再生産するものであるか、を問うことは容易である。そして、それこそ Bukharinが避けようとしている問いである。
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する」*193。

Preobrazhenskyによる応答

「ふたたび社会主義的蓄積について」は「新しい経済」

第 3章の執筆に先立って、第 2章に相当する部分にたい

して Bukharinが 1924年「プラウダ」紙上に掲載した

批判 (したがって批判としては比較的初期のもの) への

反駁である。これは次のように構成されている。

1). 同志ブハーリンへの回答

1. 同志ブハーリンの児童植民地/2. 小ブルジョア経済

の「食いつぶし」について/3.労働者農民同盟/4.経済

政策について/5.わが経済発展の推進力について/6.社

会主義的蓄積法則について

2). その他の反対論者たち

1.同志モトゥイレフ/2.同志タールハイマー/3.クセノ

フォントフ、クビーリング、ボゴレーポフの三同志/4.

アストロフ、ゴールデンベルグ、ナギエフの三同志

以下、ここまでで論及されていない重要な論点にか

ぎってまとめる。これによって、Bukharin が Preo-

brazhenskyのいかなる意見に応答しなかったのかがわ

かる。

1).「十月革命は、人類が地球の一角において新しい

経済に突入したことを意味する。この新しい経済

は形成されつつあり、その存続を守るために闘争

しつつあり、それに特有の一連の法則性を展開し

ながら強固なものとなりつつある。商品生産の諸

法則の中へ突入し、これらの諸法則を変化せしめ

つつある、この新しい経済の土台は、プロレタリ

アートの国営経済である。この経済は、出現する

や否や、自己の存続を守るために闘争せざるを得

ない。しかし、世界資本主義の大洋に取り巻かれ

ている国営経済の存続を守るために闘争すること

は、その拡大のために闘争すること、ある場合に

は前社会主義的諸形態をそれ自身に従属せしめ、

またある場合にはこれらの形態をそれ自身に適用

せしめ、さらに別の場合にはこれらの形態を吸収

するために闘争することを意味する」*194。

2).「現段階において国営経済の存続のために闘争す

ることは、できるだけ速やかに、その生命の危険

期―国営経済が経済的にも技術的にも資本主義経

済よりも弱い時期―を通過することを意味する。

国営経済のこうした拡大強化過程は、それ自体の

諸力および各種資源を犠牲にする―すなわち国営

工業労働者の剰余生産物を犠牲にする―ととも

に、農民経済を含めた・・・私営経済をも犠牲と

して、進行し得る。・・・これを極めてわかりや

すい言葉で表せばこうなる―国営経済の発展と、

そのすべての技術的基盤の再編成との負担を、わ

が三百万労働者の肩にだけ負わせることができよ

うか。それともわが二千二百万農民経営もまたそ

れを分担すべきではなかろうか」*195。

3).「同志ブハーリンはあんなにも (以下の引用部分

で)急進的なジェスチャーを示した後、たった一

*194 ここに Preobrazhenskyの原則的な考え方が示されている。そして、これに Bukharinは反駁していない。この考え方の難点は、一見し
て正当な考えが、社会的実践を基礎として主体的にではなく、攻勢戦術的でしかも客体的な表現で語られていることである。本来は次のよ
うに表現されるべきだった。十月革命を戦ったロシア・プロレタリアートは、勝ち取った労農政府を社会的実践上の労働手段として、残存
する世界資本主義の大洋をも自己の労働対象として、革命実践を継続する。このことは Rudendorf 的な殲滅戦の思想によってではなく、
Delbrück的な持久戦の思想によって語られるべきである。

*195 ここではむしろ Bukharin流の「革命の費用」の考え方、また「生産の軍事化」の考え方が引き継がれている。だから Bukharinとしても
まったく反論の必要を感じなかった。

*196 Preobrazhenskyは自分は「社会主義的形態」による「前社会主義的形態」の搾取は主張したが、「プロレタリアート」による「農民層」の
搾取は主張しなかった、と反論している。実際には Preobrazhenskyにせよ、Bukharinにせよ、「非等価交換」のことを指して「搾取」と
表現すべきかどうかを争っているにすぎず、その認識がそもそもおかしいのだとは、両者ともに気が付いていない。
なお当時の農村における「搾取関係」について奥田 (2018)が興味深い観察をしている。それによれば、1).「農村コムニスト (党員と党員

候補)」は主に都市から派遣され、無給または低い給与以外の収入をもたず (加えて党費支払い義務を負い)、有給のポストを求めて争った。
農民からは他の地方で「罰せられ」た「流刑囚」のように見られた。彼らは主に 1919年秋の「党週間」で徴募された者たちで、無学で能力
的にも農民の尊敬を得られず、農民は彼らを信頼しなかった。2).1921年の党中央による党員粛清は「農村コムニスト」の中の「

たち

質の悪い」
分子をほとんど排除できなかった。「生活の困窮から農業へ専念」するために党を離れる者があらわれ、党中央は離脱者に警戒の目を向け
た。同時期の NEP 導入にともなう「理念的理由」からの自殺が多発した。3).「1921 年から 1923 年までの現物税の徴収」は「農村の現
場において戦時共産主義期の穀物徴発とあまり変化がなかった」。「1921–22年の飢饉の惨禍は、飢饉の地方へ食糧援助を強要されたその他
の地方へと版図を拡大した」。1923 年時点でも「コムニスト」は依然として NEP をいつ廃止されるかもわからないものとみなし、「粗野
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つのことを要請している。それは「搾取」という

言葉を除けというのである」*196。

社会主義的工業がこの蓄積元本に入る剰余価

値を小生産者の側から果たして受け取るであろう

か。然り、これには一点の疑問もない。こうして

この場合、価値が一階級から他の支配階級に移る

のか。然り、これには一点の疑問もない。しかし、

この特殊な関係を、資本主義社会からの類推に極

めて粗雑に利用して、果たして搾取関係と名付け

て良いものだろうか。これを根拠として、プロレ

タリアートを搾取階級と名付けること・・・がで

きようか。否、千度も否である。Bukharin(1924) プレ

オブラジェンスキー (1967) より重引

4).「ネップ期における農民層に対するレーニン主義

的態度を俗流的に理解する場合に限り、この分野

におけるレーニン主義は農民層に対する最大限

譲歩を意味し、それだけに過ぎないと考えること

ができるのである。レーニンが農村に対する譲歩

を提唱し、これを弁護したのは共産主義者として

であり、すなわち、プロレタリアート独裁の鉄筋

コンクリートの基礎を強化するために、この譲歩

を提唱したもので、こうした譲歩はなによりもま

ず、この根本目的を達成することを主眼としてお

り、どんな場合にも譲歩自体を目的とした事はな

かった」*197。

5).「私の考えでは、同志ブハーリンはレーニンが農

民層の役割を過小評価し、国営工業の役割を過大

評価したといって非難することはしないだろう。

私の考えでは、同志ブハーリンは、・・・第一の

引用文 (以下) によって、レーニンが工業の電化

のみならず農業電化についても述べている場合、

彼が農民経済「食いつぶし」の見通しを示したと

して、これについてもレーニンを非難する決意を

固めることもしないだろう」。

都市生活と比較して農民生活を注意深く観察し

た人なら誰でも知っている通り、我々は資本主義

の根を引き抜いてしまっておらず、国内の敵の基

礎、土台をまだ破壊していない。国内の敵は小生

産を頼りとしているが、これを破壊するには、一

つの手段しかない―それは農業を含めた、全国の

経済を新しい技術的基盤の上に、近代的な大生産

の技術的基盤の上に据えることである。このよう

な基盤は電力以外にはない。Lenin 第 8 回全ロシア・ソビエ

ト大会における演説 プレオブラジェンスキー (1967) より重引

6). Bukharin が、Preobrazhensky の主張は Lenin

の「協同組合論」と相いれない、と攻撃している

ことにたいして*198、また Preobrazhenskyが農

業の国営経済的発展を仮説*199として提示したこ

とを非難したことにたいして、「同志ブハーリン

に思い出してもらいたいが、あなたもやはり、西

欧諸国における革命の前、(十月)革命の 7年後ど

ころか、革命の 2年後に、「転形過程の一般理論」

の記述を敢えて行っている。第二に、仮に私が協

同組合の役割についてレーニンに賛成でなかっ

たとしても、私はこの問題について率直に書いた

ことだろう。レーニン著作集はタルムードではな

いし、レーニン主義者はユダヤ教信者ではない。

第三に、レーニンの論文「協同組合について」の

中には、同志ブハーリンが私に要求するようなも

の、すなわち、農村における生産協同組合の形態

および役割に関するものではなくて、ただ単に、

農民国における共同組合の役割に関する原則的な

命題が見られるだけである」。

7).「労働者農民同盟の本質は・・・支配階級として

の、したがってソビエト社会全体について責任を

持つ階級としてのプロレタリアートが、ソビエト

制度の存続を守るための闘争において農民層の指

導にあたり、これによって新しい形の経済の発展

な」徴税をつづけた。1924年の貨幣税への移行は状況を変えなかった。4).1924年 10月に中央委員会総会は「ソヴェト活発化」の指令を
発し、非党員農民を地方ソヴェトに参加させた。1925年には「農民の弾圧者が弾圧された」(これに関する Stalinの発言は著作集から削除
されている)。「地方党組織」は狼狽し、Bukharinはこの動揺に警戒した。他方、Stalinらは 1925年秋には方針を転換し、12月第 14回
党大会で「NEP不拡大」を公言した。1927年 12月第 15回党大会は「ソヴェト活発化」の弊害が一掃されたことを宣言、「その後まもな
くして、穀物調達の最前線へは党活動家が大量に投入され、穀物を供出しない農民に刑法が適用」されはじめた。

*197 Preobrazhensky は Bukharin が「譲歩自体を目的」としつつある、と正しく指摘している。そしてこの考え方の行方には社会主義と資
本主義の「平和共存論」が出現することを予言している (この予言は、第二次世界大戦後に現実のものとなった)。

*198 ここで、Preobrazhenskyは Bukharinの論争態度が「すり替え」であること、またそれは彼が「一定の政治的任務に拘束されて」いるか
らだと指摘している。もちろん、それは Bukharinがトロイカの一翼を担い、反 Trotskismキャンペーンにつき従っていることを指す。

*199 Preobrazhenskyの「ネップから社会主義へ」を指す。
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強化を図るという偉大な歴史的使命を果たし、同

盟者のあらゆる動揺、失望、叛乱、脱落と戦うこ

とにある」。「プロレタリアート独裁下における農

民層の状態の特殊性は、この階級が普通の意味で

の支配階級ではないが、非抑圧階級でもないとい

うところにある。ただしこの階級は、より低い生

産形態を代表しており、こうした生産形態は、歴

史的により高度の形態の影響によって克服せら

れ、転化されねばならない」*200。

8).「我々の制度においては次のような興味深い現象

が見られる。支配階級の一部、すなわち労働者の

一部が、経済的基礎の上で農民層と極めて密接に

結びついており、したがって、支配階級そのもの

の内部に農民層が自己の自然的な代表部を持って

いるのである」*201。

9).「国営工業の生産物に関する正しい価格政策は、

次の三つの目的を追求すべきである。それは拡大

再生産及び工業の技術的再装備のための蓄積と、

賃金の引き上げと、価格の引き下げ等である。こ

れらの目的は同時に達成できるだろうか、それ

ともこの場合、矛盾は無いだろうか・・・労働生

産性の向上とともに、この三角問題は解決する。

これはまた、その本質において、経済分野の最も

重要な点における労働者農民同盟の定式でもあ

る」*202。

10).「我々の生活の最も困難な問題の一つ―失業問題

―の急速解決を図る、あらゆる試みが成功し得る

か否かは、全く蓄積問題の解決いかんにかかって

いる。・・・失業問題は、労働者だけでなく、農

民の問題でもある。我々が工業と農業との間に戦

前と同じ関係を作り出し、これによって何十万と

いう新しい労働者を生産に就業させ、さらにそれ

以上の多数農民を種々の作業に就かせることに

成功するならば、遊休労働力の大貯水池を有する

今日の農村が、どれだけ多くの利益を得るに至る

か」*203。

11).「生産物を資本と同一視してはならないという、

同志ブハーリンの注意は・・・弁証法的過程の記

述という立場から見ると正しくない」。「もちろん

我々は解決されない矛盾―一方では独占と価値法

則との矛盾、他方では旧来の意味での資本と新し

い意味での国家資本との矛盾―の圧力を受けつ

つ、闘争することになろう」。

*200 Preobrazhensky は Bukharin による労農同盟の説明「今や政権と工業は労働者階級の手中にある。農民層が実際に握っているのは土地
と農業経済である。農民は農産物の売り手、工産物の買い手であり、労働者は概してその逆である。両者の利害が、この線に沿って直接に衝
突する。その上、農民は旧時代の残存物であり、しかもその比重が著しく高い「残存物」である」。が、むしろ「工業ブルジョアジーと地主
とのあいだで、両者の関係の一定の発展期に現れた関係に似ている」と揶揄している。すなわち「ブルジョアジーが政権と工場を握ってお
り、地主は土地を支配している。両者の利害対立は価格の線に沿って進行する。そこから両者の闘争が起こり、ときにはその闘争が一定の
条件のもとで大いに先鋭化する。しかしそれと同時に (ブルジョアジーが権力を握った時期について言うのだが)そこに同盟が、労働者に対
抗する、資本家と地主の連合が存在する。この同盟の指導者はブルジョアジーであり、ブルジョアジーが地主を頼り、地主に支えられる」。

*201 ここで「支配階級の一部」とは Bukharinを含む官僚たちのことである。だから Preobrazhenskyは次のように云うのである。「この類推
法を同志ブハーリンが「恐るべきもの」と考える理由は、原始的蓄積の騎士たちとその犠牲者たちとの同盟はありえないという (点) にあ
る」。

*202 ここで Preobrazhenskyは、「工業化論」の主張者たちの動機 (「三角問題」)を率直に語っている。しかし、その解決策はすべて工業化を
通じた「労働生産性」の向上に委ねられている。官僚たちとしては、この解決策になんら異論はなく、Trotsky 派 (および Bukharin 派)

を粉砕した後で、実際にそれを農業集団化として実施することになる。
*203 Preobrazhenskyは、むしろこちらの論理 (生きた労働の動員)を基礎として、本来の意味での PSA論を展開するべきであった。
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6.4 労働証書制の価値論的解明

Preobrazhenskyと Bukharinとの論争はこれ以降も

止揚されることはなかった。両者は互いに多くの理論的

認識と気質 (ゆえに同様の難点) を共有しながらも、政

治的な立場において相容れることはなかった。彼らの共

通の難点は〈労働証書制〉について両者ともに最後まで

語らなかったことである。しかし、Preobrazhenskyは

「第三者の捨象」、「経済政策の捨象」を問題にしていた

のだから、その先にある純粋な社会主義社会における分

配について語るべきであったし、もしそれがわかってい

たならばそれを PSAと同一視することもなかったはず

である。また、Bukharin も NEP による商品交換の復

活を安易に労働者国家内部での〈価値法則〉の復権と同

一視する誤りを犯さなかったであろう。

ここでは〈労働証書制〉について、きわめて明快な記

述をなした対馬 (1974)の内容を整理し、また対馬がソ

連邦についていかなる評価を下したのかを検討すること

とする。

6.4.1 〈労働証書制〉とは何か

〈等量労働交換〉

ここでは社会主義社会における〈等量労働交換〉すな

わち〈労働証書制〉の概要が説明される。

1).「〈過渡期〉から実際の社会主義社会 (共産主義第

一段階)への到来を物語る指標は何であろうか？

政治的には、階級及び階級対立の死滅、従って

プロレタリア独裁の解体化、経済的には、分配に

おける〈労働証書〉の出現であるということがで

きる」。

2).「社会主義者の目的は、資本主義的商品生産を打

倒し、また「ブルジョアジーがもはや存在するこ

ともできなければ再び発生することもできない

ような諸条件」(Lenin)を作り出すことにある」。

この諸条件は次の「ゴータ綱領批判」の一節、商

品交換の否定として、与えられている*204。

生産手段の共有の上に立つ協同組合的社会の内

部では、生産者は自分の生産物を交換することは

ない。同様に、そこではもう、生産物に費やされ

た労働が、この生産物の価値として、その生産物

の有する或る物的特性として現れることはない。

なぜならば、今や、資本主義社会とは反対に、個

人的労働はもはや間接にではなく、むしろ直接に

総労働の構成部分として存在するものだからであ

る。「ゴータ綱領批判」 対馬 (1974) より重引

3).〈労働証書〉(Arbeitszertifikat)とは「ゴータ綱領

批判」で次のように説明されているものである。

われわれがここで問題とするのは、既にその独

自の基礎の上に立って発展した共産主義社会では

なくて、それとは逆に、今やっと資本主義社会か

ら生じたばかりの共産主義社会である。従って、

その共産主義社会は、あらゆる点において、経済

的にも、道徳的にも、精神的にも、それが生れ出

*204 ただし対馬は「生産手段を相当に集団化すれば、すぐにも価値法則が止揚されるかのように考えることは間違っている」とする。その理由
として生産力の問題を挙げる。すなわち「もしもそれが絶対的または相対的に低い生産力的条件にあれば、いくら集団経済が行われても、
決して価値法則は止揚されえない。むしろ逆に―それが資本主義以前への逆転でない限り―生産力の急速な発展のために、労働力の商品化
(=剰余価値法則)を強化せざるをえず、かくて、価値法則は克服される代わりに、その前に

こうとう

叩頭するに至る」。同じ理由から、対馬は「過渡
期には、まだ価値は完全に死滅していない」とし、Bukharinの擬制的価格論 (価値に基づかない価格)も否定することになる。対馬のこの
理屈は、生産力を (Bukharin流に)量的な契機においてのみ把握し、結局はそれを超歴史化するものである。それは翻って〈価値法則〉を
自然化、超階級化することにつながるであろう。
〈過渡期〉において〈価値法則〉が残存する、というのは、あくまでも総労働と総資本との対立の観点から、世界経済を総体的に捉えた場
合に言いうることである。労働者国家の内部で〈価値法則〉の残存を積極的に主張し、これを「生産力」の低さから正当化してしまっては、
Bukharinの言い分とほとんど変わりなくなってしまう。
対馬はさらに〈価値法則〉の残存という想定から、これと「剰余価値法則」なるものを切り離した上で〈過渡期〉における後者のみの消滅

を論じている。これ全体を指して「価値法則の弱化」と呼び、これを Leninの「貨幣を一挙に廃止することはできない」という言葉、擬制
的労賃制などと結び付けている。この問題点は後述する。

*205 「前記の控除」とは次のことである。「さしあたり「労働収益」ということばを労働の生産物という意味にとろう。そうすると協同組合的
な労働収益とは社会的総生産物のことである。さて、この社会的総生産物からつぎのものが控除されなければならない。第一に、消耗した
生産手段を入れかえるための補填分。第二に、生産を拡張するための追加分。第三に、事故や自然災害による混乱などにそなえての予備基
金あるいは保険基金。・・・総生産物の残りの部分は、消費手段として役立たせられる。それが個人的に分配されるまえに、そのなかから
さらに、つぎのものが差し引かれる。第一に、直接に生産に属さない一般的な行政費用。この部分は、今日の社会にくらべると最初からき
わめていちじるしい制限をうけ、そして新しい社会が発展するにつれてますます減少する。第二に、学校や衛生設備などのように、さまざ
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た母胎たる旧社会の母斑をまだ身につけている。

従って、個々の生産者は、彼が社会にあたえただ

けのものを―前記の控除*205がすんだ後で―精密

に取り戻すことになる。彼が社会にあたえたもの

とは、すなわち彼の個人的労働量である。例えば、

社会的労働日は個人的労働時間の総計からなって

いる。個々の生産者の個人的労働時間とは、社会

的労働日のうちの彼の提供したその部分である。

すなわち、社会的労働日における彼の持ち分で

ある。彼は社会から (彼の労働のなかから共同積

立のための彼の労働部分を引き去られた後で) こ

れこれの労働をしたという証書を受け取る。そし

て、この証書をもって、消費財の社会的倉庫から、

その労働量に相当するだけの物品を引き出す。す

なわち彼は一つの形において社会に与えたその同

じ労働量を別の形において取り戻すのである。

ここでは明らかに―商品交換が等価の交換であ

る限り―商品交換と同じ原則が行われている。た

だし、この内容と形態は変わっている。それは事

情が変化しているために、もはや何人も自分の労

働以外にはあたえるものがないからであり、また

他方、個人的消費財以外には何物も個人の所有に

はなりえないのだからである。けれども、それら

の個人的消費財が個々の生産者の間に分配される

という点に関しては、等価商品の交換と同じ原則

が行われるのである。すなわち一つの形における

同量の労働が、他の形における同量の労働と交換

されるのである。「ゴータ綱領批判」 対馬 (1974) より重引

4).「分配におけるこの等量労働交換は・・・労働の

自然的尺度、すなわち、時間を尺度として行われ

る」。ここにおいて労働時間は「二重の役割」を

演じる (p.100参照のこと)。

5).「労働証書制には、スターリニストの有名な反マ

ルクス的公式「労働の質 (精神労働と肉体労働、

熟練労働と不熟練労働)に応ずる分配」という分

子は、一分子も含まれていない。・・・熟練労働

者は不熟練労働者に対して、精神労働者は肉体労

働者に対して、必ずしも「同じ時間内により多く

の労働をなし、或いはより長く労働を続ける」も

のとは限らないからである。

もしそれにどうしても客観的に差をつけると

すれば、必然に、労働力の価値というものを導入

するほかはない。・・・前者 (熟練労働、精神労

働)は、より高級の労働である。つまりその生産

のためにより多くの労働時間 (養育費) を消費し

ているからということになり、それを分配上に算

入することになる。従って、いうまでもなく、彼

の生きたる労働でなく、労働力そのものに対象化

された労働・・・すなわち、労働力の価値という

ものを導入せざるを得なくなる」。「エンゲルス

は、熟練労働者の養成費も私人ではなく、社会が

引き受けるのだからその労働者は余分を請求する

権利はない、と言っている」。

6).「社会主義下の「労働量に応じた分配」は、理の当

然として労働力の価値 (労賃範疇) よりも、はる

かに高い分配をうけ、またうけねばならぬ・・・。

なぜなら、この場合、搾取者は消滅し、また、相

当高度な生産力の発展を前提としているものだか

らである。それは「個性の充分なる発展」にとっ

て必要な程度たることを予定している」*206。

〈労働証書制〉と〈価値法則〉

〈労働証書制〉が〈価値〉を生み出さない所以が説明

される。

1).「(労働証書制のもので)〈等量労働交換〉が行わ

れても、社会主義社会の労働は直接に社会的なも

のなのであるから価値法則を発生せしめる余地は

ない」。「社会的労働の連絡が個人的労働生産物の

まな欲求を共同で満たすためにあてられる部分。この部分は、今日の社会にくらべると、最初からいちじるしく増大しており、そして新し
い社会が発展するにつれてますます増大する。第三に、労働不能者などのための基金。つまり、今日のいわゆる公共救貧事業に属する事業
のための基金」。(「ゴータ綱領批判」)

*206 必ずしもそのようには言えない。それより先に全社会的な控除がどの程度必要かに依存する。むしろその残余が「個性の充分なる発展」に
まるまる充てられることになる。ブルジョア社会のもとでの〈生産力〉とは、総労働にたいする必要労働の比のことであったが、社会主義社
会においては、必要労働と剰余労働の意味合いがまったく変わってくる。すなわち、剰余労働は社会全体の生産諸手段のための控除 (なら
びに社会保障のための控除)であり、残りがすべて「個性の充分なる発展」のための「必要労働」として個人に分配される。だから、Marx

が説明したように、ここでは「必然の世界」がかえってブルジョア社会よりも拡大するのである。ここで言い得るのは、(総労働の分配とと
もに)それまで剰余価値であったものは、1).社会全体によりその処分が定められ、そのときに社会がいかなる生産諸手段を必要とするかに
依存する (内戦などで生産諸手段が失われていることをも考慮する)、2).その上で残余が個人に分配される、ということである。脚注*100

を参照のこと。
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私的交換として間接に行われている社会において

のみ価値法則 (抽象的人間労働の対象化―価値形

態)が発生し、等量労働交換は、このまわり途を

通じて、しかも平均的にのみ実現される」。この

ことは、かつて 1931年のドイツ共産党も次のと

おり認識していた。

われわれが社会主義における価値の範疇につい

て言ったこと (社会主義社会で価値法則は死滅す

るということ) は、抽象的労働にもあてはまる。

抽象的労働とは、相互に独立する商品生産者の労

働力の支出という、社会的に制約され、規定され

た行為である。労働生産物の交換ではなくて、欲

望の充足に基づく社会においては、労働は再び具

体的な、有用な、使用価値を創造する労働とみな

されるであろう。そのことは、価値を創造する抽

象的労働もまた価値と等しく歴史的範疇*207であ

ることを示すのである。ドイツ共産党「資本主義―帝国主義論」

(1931) 対馬 (1974) より重引

2).「一般に共産主義的社会構成の「生産計画」にお

いて、〈抽象的人間労働〉が「不可欠の役割を演

ずるだろうか？もちろん、アタマでだんだん抽象

してゆけば、すべての人間労働は、言うところの

抽象的人間労働となり、そういう意味では、それ

はあらゆる人間世界の労働に含まれており、前提

されている。・・・問題は、そういう「抽象」が

一定の社会的役割を演ずるものとして、一つの社

会的行為として行われているかどうかにある。か

かる「抽象」なくして一定の社会が存立しえない

という「抽象」―マルクスの言葉を借りれば「社

会的生産過程では日々行われている抽象」―そう

いう意味において存在するかどうかが問題なの

だ」*208。それと対比されるべき「アタマでの抽

象」とは、Engelsが次のように書いているもので

ある。

社会は、おのおのの使用対象がその生産にどれ

だけの労働を要するかを知らねばなるまい。社会

は、殊に労働力をもふくむ生産手段に応じて生産

計画を樹立せねばならぬであろう。さまざまの使

用対象物の利用効果が、相互にまたその生産に必

要な労働量と照らし秤られて、この計画を終局的

に決定するであろう。人々はあの有名な〈価値〉

の介在なくして、すべてを極めて単純に片づける

のである。

生産に関して決定する際に、利用効果と労働支

出とを上記のように秤量することが、経済学の価

値のうち共産主義社会にも残存するすべてである

ということを、私はすでに 1844 年に言明した。

しかし、この命題の科学的基礎付けは、人も知る

ごとくマルクスの「資本論」によってはじめて可

能となった。エンゲルス (1960)

3).「社会主義社会は、なぜ〈価値〉を生まないか？」

*207 対馬は〈抽象的人間労働〉が物象化作用を受けた、〈疎外された労働〉であることを否定し、その歴史的被規定性をブルジョア社会にかかわ
るものとしてではなく、共産主義第一段階と第二段階を分かつものとして以下のように描き出している。「なるほど、社会主義社会の分配関
係には抽象的人間労働なる範疇 (商品世界においては価値の実体となるもの) が残存する。然るにもかかわらず、それが価値たりえないの
は、生産物交換がなく、従ってそれが対象化されないからである」。
そうではない。商品交換がないので、労働は価値実体という規定を受け取らず、抽象的にではなくつねに具体的な労働として、すなわち

個性をもつ人間性の発露として歴史のなかに登場するのである。革命実践はその先ぶれである。
*208 ここで対馬の云う「一定の社会的役割を演ずるものとして」の「抽象」とは、云うまでもなく交換過程のなかでなされている商品取引の総

体のことである。商品として交換されてはじめてそこに対象化されていた労働は社会的な意味での〈抽象的な人間労働〉ないし〈労働一般〉
(A. Smith) としての地位を確保する。逆に、商品が売れなかった (価値が実現されなかった)、という事実はその商品に対象化された労働
の社会的必要性が (過去に遡って)否定されたことを意味する。そして売れた、とは〈一般的等価〉としての貨幣商品との交換に成功した、
ということであり、その時点で各人が頭脳内にもつ〈価値尺度〉が確証されることになる。
上の〈抽象的人間労働〉と、頭の中で行われる観念的な「抽象」とは異なる。後者は、ただ単に労働時間を計測するという行為に関わる

に過ぎない。またそこで計測対象となっている労働は、特定の使用価値を形成する具体的有用労働のことである (〈労働一般〉ではない)。
また、その労働が社会的総労働の一部であることは既に前提されている (この仮定を指して「抽象」と言い得る)。またその計測とは、作業
場内での協業を前提とし、また在庫との関係を通じて調節された原材料との関係で定まる労働環境に規定されている。ここで計測された労
働時間は、かの「二重の役割」、すなわち 1).各種労働機能 (具体的有用労働)と欲望 (要求された生産物)との比例的配分、2).消費手段の
個人間の配分、の役割を果たす。〈労働証書制〉はこの「二重の機能」を社会に実装したものと言える。
なお、Engelsは「経済学の価値のうち共産主義社会にも残存するすべて」と表現している (また対馬もその叙述に影響され、「〈抽象的人

間労働〉なる範疇は〈等量労働交換〉とともにあり、それと運命をともにする」と云っている)が、それは〈交換過程〉と無関係であるはず
の労働時間計測をあたかも価値計測であるかのように理解することになり、不適当である。

*209 Marxのロビンソンの例に倣ってロビンソンとフライデイの分業を考えても良いかもしれない。二人は事前に話し合ってロビンソンが生産
手段を、フライデイが消費手段を生産するものと取り決めたとする。この取り決めが二人の労働を社会的労働とする。二人が同じ時間働い
たとして、一日の成果である生産手段と消費手段は二人の共有物となる。うち生産手段は翌日の協同労働のために「控除」され、消費手段は
二人で等分に分けられる。これはロビンソンの労働 0.5がフライデイの労働 0.5と「交換」されているという意味で〈等量労働交換〉であ
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つまり〈等量労働交換〉が〈等価交換〉ではない

のはなぜか*209。「決定的相違は、「その内容と形

態が変わっている」ということである」(p.199)。

すなわち、社会のすべての成員が (みずからの労

働以外には)交換すべき何物も持っていない、と

いうことである。

「事情が変わっている」、すなわち、既に社会

は生産手段共有の共同労働社会である。かくして

「もはや何人も自分の労働以外には与えるものが

ないからであり、また他方、個人的消費財以外に

は何物も個人の所有にはなりえない」からである。

「社会的労働の連結が個人的労働生産物の私的

交換としてあらわれる社会」においてのみ価値法

則は発生する。然るに、ここにはかかる生産物の

交換はない。各人は、交換すべき等価物をもたぬ。

なぜなら「もはや何人も自分の労働以外には与え

るもの」をもっていないからである。例えば、各

人は個人的労働の生産物というようなものをもっ

てはいない。生産物は直接に社会的生産物であ

り、各個人は交換すべき生産物をもたぬ。与える

ものは自分の労働だけだ。そしてもちうるものと

しては、社会によって割り当てられた一定の個人

的消費財だけだ。・・・

要するに「・・・彼は社会から、これこれの労働

を提供したという証書を受け取る。そして、この

証書をもって、消費財の社会的倉庫から、その労

働量に相当するだけの物品を引き出す」という関

係にとどまるのである。ここには、等量労働交換

はあるけれども等価物の交換は行われていない。

生産物の分配はあるけれども交換はない。生産物

は直接に社会的生産物であり、個人的労働の生産

物は存在しないが故である。そして、それらのな

いところに社会的労働*210の対象化はなく、従っ

て価値は発生しない。対馬 (1974)

4). 上のことを理解するにあたって、「流動状態にあ

る人間労働力すなわち人間労働は価値を形成する

のであるが、価値ではない。それは凝結した状態

で、すなわち対象的な形態で価値となる」(「資

本論」)ということを忘れないことが重要である。

「生産物の交換のないところに、かかる対象化は

ありえない」*211。エンゲルス (1960)も云ってい

るように、「マルクスこそは、労働が何らかの価値

をももちえないこと、またなぜもちえないかを、

はじめて展開した人ではないか！」

5). かくて「社会は、この労働時間をもってする〈等

量労働交換〉原則に基づいて、消費財を各個人に

割り当て分配する」*212。これが〈労働証書制〉で

ある。

6). 〈労働証書〉は「交換され流通されうるもの」で

あってはならない。もしもそうするならば、そ

れは交換過程において〈一般的等価〉すなわち貨

幣と同等のものとなるからである。「彼 (Robert

Owen)の「労働貨幣」は貨幣ではありえない。然

るにもかかわらず、それを交換され流通されうる

ものとしている点に、事実上の貨幣化を生んで

いる」。

6.4.2 社会主義社会における再生産

対馬は「スターリン的社会の根本的矛盾」を説明する

ため (また少なくとも「スターリン的社会」が社会主義

社会ではないことを示すため)ブルジョア社会の再生産

と社会主義社会のそれとの相違を示そうとしている。わ

れわれは前者につき第 4章で既に検討しているので、こ

れとの関係で対馬の所論を整理してみたい。

社会主義社会における分配と再生産

対馬は二つの社会の再生産の違いを次のようにまとめ

ている。

る。しかし、実際に生産物が「交換」されているわけではなく、共同の消費手段の倉庫から同量づつ引き出したにすぎない。ここで必要で
あることは、二人の物理的労働時間が等しいことを「証明」(certificate)することだけである。そして、もし消費手段が二種類あった場合
は、それぞれの生産に要した時間が同じく記録されていなければならない。これらのことが労働時間の「二重の役割」である。これが〈等
量労働交換〉であって、〈等価交換〉でないのは明らかである。

*210 「個人的労働」ないし「私的労働」の間違いではないかと思われる。
*211 対馬はこの「対象化」に関連して、「資本論」の「商品の物神的性格の秘密」を参照している。「労働生産物は、すべての社会状態において

使用対象である。しかしただ歴史的に規定された或る発展段階のみが、一つ使用物の生産に支出された労働を、そのものの「対象的」属性
として、すなわち、その価値として表わすのであって、この発展段階こそ、労働生産物を商品に転化するのである」。

*212 なお、対馬は基本的消費財について直接的な割り当てがされるものと想定している。戦時下であれば出来合いの配給制度からそのままそう
した分配技術が発展されることもあろう。しかし、常にそうである必要はなく、W. Weitlingの云う「通帳」でも良いとの Engelsの言を
紹介している。Wilhelm Weitling(1808–1871)は革命家、(Marxも参加していた)正義者同盟の同人。
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1).「実にかかる分割 (例えば表 4.1) こそ、マルクス

の実現理論 (社会的総資本の再生産と流通の過程

を解明する理論)の基礎的前提であった。ところ

が、社会主義的再生産においては、c+ v +mと

いうような価値的形態は失われてしまう。蓋し、

社会主義社会は原則上、価値法則の死滅せる世

界であるからである。ここでは不変資本、可変資

本、剰余価値等という価値範疇は消え失せる。そ

れは単に生産手段、消費資料、剰余生産物として

あるだけである。そして、この下でかの「労働時

間の二重の役割」が行われる」。

2).「レーニンは「資本論」に立脚しつつ資本主義的

再生産の重要な一特質を指摘して述べる。・・・

ここで最も注目すべきものは、

資本主義に特有な生産と消費とのあいだの矛

盾*213は、次のことにある。すなわち、生産は非

常な速さで増産しており、それに対して競争が

無制限の拡張という傾向を与えている、ところが

(個人的な)消費は、たとえ増進するとしても極め

て弱い。人民大衆のプロレタリア的な状態が個人

的消費の急速な増大を可能にしていない。・・・

資本主義に特有な生産と消費とのあいだの矛盾

は、国民の富が人民の貧困の増大と並んで増大す

る、・・・社会の生産諸力がそれに照応した人民

の消費の増大なしに増大する、これらの生産諸力

を勤労者大衆のために利用することなしに増大す

る。Lenin「ネジダーノフへの回答」 対馬 (1974) より重引

ということである。

さて、しかるに、社会主義はこれと正反対であ

り、また反対でなければならない。すなわち資本

主義が「社会の生産諸力がそれに照応した人民の

消費の増大なしに増大する、これらの生産諸力を

勤労者大衆のために利用することなしに増大す

る」に対し、社会主義は「人民大衆のプロレタリ

ア的な状態」が廃棄され「社会の生産諸力がそれ

に照応した人民の消費の増大とともに増大する」

ということでなければならない。そうでない社会

主義は社会主義として無意義であろう」。

3).「社会主義社会においては、「自己の労働生産物中

の労働者の個人的消費に入る部分」の量を決定す

るものは何か？マルクスは言う*214。

いま労働賃金をその一般的基礎に、即ち自己

の労働生産物中の労働者の個人的消費に入る部分

に帰着させるとする。この分け前を、資本主義的

制限から解放して、一方では社会の現存生産力が

(したがって現実に社会的な労働としての彼自身

の労働の社会的生産力が) 許し、他方では個性の

充分な発展が要求する消費範囲まで、これを拡張

するとする。さらに、社会の与えられた生産条件

のもとで、一方では保険原本および予備原本の形

成のために、他方では社会的欲望によって規定さ

れた程度における再生産の不断の拡張のために、

必要とされる程度まで、剰余労働および剰余生産

物を縮減するとする。最後に、まだ、またはもは

や、労働能力のない社会成員のために労働能力あ

る成員が常になさなければならない労働量を、第

一の必要労働と第二の剰余労働とに含めるとす

*213 Leninの云う「生産と消費とのあいだの矛盾」はここに引用されているとおりのものとして理解されるべきである。つまり、拡大再生産が
I部門 (生産手段の生産)の拡張を基礎として行われること、II部門 (消費資料の生産)はそれに後からつじつまを合わせるものにすぎない、
ということである。生活を成り立たせる手段 (生産手段の生産) が目的に、本来の目的 (消費手段の生産) が手段に、倒錯して現れており、
さしあたりはこれがまったくの摩擦なく進むということ、競争 (利潤率均等化)がこの歯車を前進させる、ということである。
注意すべきことは、この矛盾が「窮乏化」や「資本主義の不可能性」=「恐慌の必然性」をも、あるいは「革命の必然性」をもただちに意

味するものではないことである。拡大再生産=資本蓄積は、相対的過剰人口の枯渇、資源の枯渇、貨幣=金商品の枯渇によって成長の限界
につきあたり、〈資本の過剰〉を露呈する。これが恐慌となって爆発し、蓄積された価値を資本自身が破壊することになる。つまり矛盾は一
時的に解決される。
またこの破壊をも資本は必要としている。つまり、恐慌後に、不況下の競争として資本の有機的構成が高度化され、資本集中がなされる。

この過程は、既に失業が蔓延しているさなかにさらに潜在的な失業を増やすという不合理な性格 (あくまでも人間から見てだが)をもつ。
*214 この部分の記述は、第 7篇「諸収入とその諸源泉」にあり、総付加価値がいかに諸階級の収入部分に転化するか、を説明し、その逆ではな

いこと、つまり自然的な収入 (労賃、利潤、地代)があってその総和として付加価値があるのではない、ということを説明するための箇所で
ある。第 50章「競争の外観」は競争がこの総付加価値を変えるものではない、新たに付け加えも、減じもしない、ということを説明する。
その末尾にこの引用部分が置かれている。
この引用部分での直前では、「包摂」の観念、すなわち、かならずしも資本主義的ではない経済 (Marx は自営農民を例にとる) にたいし

てもこの三つの収入形態が類推的に適用されること、それゆえにこの三つの収入形態があたかも「自然関係」であるかのような外観 (それは
あくまでも外観である)を呈することを主張している。
ではこの引用部分それ自体は何を説明するか。対馬の指摘しているとおり、「ゴータ綱領批判」の記述との符合からこれが社会主義社会に

おける分配を議論していることは間違いない。その際に、上の「包摂」の観念が逆用され、資本主義的収入からの類推として社会主義的分
配が論じられているのである (しかもその最後で結局は「包摂」の観念そのものが崩壊する)。
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る。すなわち、労働賃金からも剰余価値からも、

必要労働からも剰余労働からも、特殊資本主義的

性格を剥ぎとるとする。そうすれば、もはやこれ

らの形態は残らず、ただ、すべての社会的生産様

式に共通な、その基礎だけが残る。「資本論」第三巻第 50

章「競争の外観」

マルクスの右の言は「ゴータ綱領批判」中の記述

(脚注*205) と照合して、社会主義的再生産の把

握のために極めて重要なのであるが、・・・しか

し、いずれにせよ、右の如き変化によって、社会

主義下における生産財の優先発展は、資本主義に

おけるよりは弱まるのであり、また弱まらなけれ

ばならぬ」。

社会主義社会のための再生産表式

対馬は以上のことから再生産におけるブルジョア社会

と社会主義社会の根本的な違いを、生産手段の生産の優

位の有無とし、生産力の増強のために生産手段生産を優

先するスターリニスト経済が少なくとも社会主義社会と

は呼べないこと、むしろブルジョア社会に似ていること

を論じる。その是非については次節で議論することにし

て、その前にここでは社会主義社会の再生産とその上で

の蓄積 (すなわち SA)について検討する。

表 6.6にブルジョア社会の単純再生産を再び示す。こ

れを社会主義社会の再生産につくりかえるにはいかなる

点に注意すべきか。

a). W′–W′ の生産物循環が基礎となるのは、ブル

ジョア社会でも社会主義社会でも同じである (ブ

ルジョア社会においてはこれが価値物という特殊

な形態をとる点のみが違う)。9000とは価値量で

はなくそれぞれの作業場において記録された総労

働時間のことである。また何より重要なことは、

社会主義社会においては就業可能なすべての者が

この生産に参加していなければならないことで

ある (失業は存在しない*215)。生産手段 6000 と

消費資料 3000はそのまま中間的な貯蔵所に送ら

れる。

b). かつて不変資本部分だったもの (「消耗した生

産手段を入れかえるための補填分」)がまず考慮

に入れられる。中間貯蔵所から I 部門のために

4000c と II 部門のために 2000c がそれぞれの作

業場に逆送され、生産手段の在庫はただちになく

なる*216。

表 6.6 単純再生産の例 (再掲)

W′ I :6000(= 1000m + 1000v + 4000c)

II:3000(= 500m + 500v + 2000c)

}
9000

Ck = W′ − G′ − W, I(v+m) = IIc

W
I :1000v + 4000c : (+1000)

II:500v + 2000c : (+500)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6000

II:3000

}
9000

c). 貯蔵所には消費資料 3000分が残っている。これ

らはもはや生産拡張には使えないことに注意す

る。というのも、これらは消費資料でしかなく、

また就業可能な者はすべて既に生産に参加してい

るからである。

ここから 1).無償のサービスにかかる部分 (何

を有償/無償とするかは技術的な問題である)、2).

社会保障にかかる部分 (高齢者のための年金、若

年者のための養教育費、医療・介護費その他)が

控除される*217。仮にこれを 500とすれば、残り

2500 がかつての可変資本部分 (賃金)1500v に相

当する「個人割り当て」の〈労働証書〉となる。

I 部門と II 部門の労働者 (仮にそれぞれ 1000

*215 新規の就業が発生することは常に考えられる。たとえば若者の新規就労、なんらかの理由による人口移動、職場の変更など。しかしここで
は単純再生産を考えるのであるから、それらはさしあたり無視して良い。

*216 この在庫がなくなったのは、I部門の作業場の生産計画がうまくいったことをあらわす。当然、先行きは不確定であり、在庫が積みあがる
こともあれば、不足が生じることもある。この在庫状況が市場における価格変動と同じ役割を果たすことに注意する。Marx が云っている
「生産を拡張するための追加分」はこの在庫状況に合わせて計画されねばならない。また在庫にはさらに「事故や自然災害による混乱などに
そなえて」の分も残しておかなければならない。

*217 控除とは、仮想の労働時間の書かれた〈労働証書〉を発行することと同じである。
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名、500名とする)はそれぞれ一人あたり等量の

労働時間 (6) を支出しているので、2500 を単純

に 1500で割った 1 + 2/3が一人当あたりの〈労

働証書〉の割り当てとなる*218。

d). 〈労働証書〉の割り当てに応じて各人は貯蔵所か

ら各自に必要な消費資料を引き出す (「個性の充

分な発展が要求する消費範囲」)*219。消費資料

ごとの需要に応じて在庫の縮小するペースは異な

り、この情報は II 部門の次の生産計画のために

活用されるだろう (これは bでの生産手段の在庫

に影響を与え、I部門の生産計画にも波及する)。

やはりここでも市場価格はその出番を持たない。

e). 生産計画の変更のなかには、生きた労働の動員計

画も含まれていることに注意する。一方に増産さ

れるべき作業場、他方に減産の必要に迫られる作

業場が生じる*220。動員の変更は作業場ごとの総

労働支出時間の変動にあらわれる。前者の作業場

では一時的な「労働強化」と、周囲の作業場への

「応援」要請が、後者の作業場では労働支出時間

(したがって〈労働証書〉割り当て)の削減が進め

られる。後者の作業場では (余暇時間をより充実

させるために)労働時間削減に甘んじる就業者も

あれば、(削減された労働時間を他で取り返すた

めに)他部署への支援に積極的に応じる者もある

だろう*221。

f). 表 6.6の二段目はもはや意味をもたない。つまり

「資本への包摂」は崩壊している。c の部分は新

たな生産のためにセットアップされた生産手段

である。v の部分は、それに剰余価値率が掛けら

れるべき、前もって決まっている労賃部分のこと

であったが、これはもはや存在しない。剰余部分

(括弧内) は既に社会的に分配されている。三段

目は一段目と同じ意味しかもたない。

ここまでの状況でいかなる生産物も交換過程には入っ

*218 〈労働証書〉による割り当てがかつての労賃で賄える分を超えるかどうかは、上で見たように控除の大きさに依存する。しかし、その控除
にせよ、かつては世帯、「家」に押し付けられていた負担が社会の役割に移されたにすぎない。また無償サービス部分にしても消費技術が公
共財的な性質を帯びているというだけであり、結局労働者自身が恩恵を受けるものである。だから実質 2500がまるまる「必要労働」に「仮
置きされる」、としてもいっこうに差し支えない。ここにおいて、かつての〈必要労働〉v と〈剰余労働〉mの区別は無意味なものとなる。

*219 この消費資料を個人が生産手段に転用して自ら資本家になることは不可能である。なぜならば、仮にそれを生産手段としても、それと結合
させるべき自由な労働力は (自己の労働力以外に)もはや存在しないからである。

*220 総体としてここには作業場への上からの統制ではなく、むしろ作業場間の競争が見られる。より良い品質の生産物を、より良い能率で生み
出すこと、これに成功した作業場の生産物には消費者大衆の支持が集まるだろう。ただし、その作業場内に蓄積される技術的、経営的知識
はいかなる私有財産にもならず、その「イノベーション」はただちに社会全体に広まらざるを得ない。というのも、作業場間での移動の自
由が確保されており、「営業の秘密」はもはや意味をなさないからである。
また、増産の際には、生きた労働ばかりでなく、生産諸手段にも作業場間で取り合いがあること、究極的には天然資源の制約があること

は忘れられてはならない。農林水産業、鉱工業を取り扱う作業場は、同時に天然資源管理の権威であり、そこでの生産計画は同時に自然環
境の保全計画となり、これに新たに静脈系の諸産業 (廃棄物処理)が加わることになる。

*221 副業は原則として奨励されること、むしろ本業と副業の区別は存在しないことに注意する。Marxも「ドイツ・イデオロギー」で云うよう
に副業の禁止は疎外された労働の一つの特徴である。
「人間が自然成長的な社会のうちに存在するかぎり、したがって特殊利害と共同利害との分裂が存在するかぎり、人間自身の行為はかれ

にとって一つのよそよそしい対立的な力となり、そしてかれがこれを支配するのではなく、これがかれを抑圧するということの実例である。
すなわち労働が分配されるやいなや、各人は一定の専属の活動範囲をもち、これはかれにおしつけられて、かれはこれからぬけだすことが
できない。かれは漁師、漁夫か牧人か批判的批判家かであり、そしてもしかれが生活の手段をうしなうまいとすれば、どこまでもそれでい
なければならない。
これにたいして共産主義社会では、各人が一定の専属の活動範囲をもたずにどんな任意の部門においても修業をつむことができ、社会が

全般の生産を規制する。そしてまさにそれゆえにこそ私はまったく気のむくままに今日はこれをし、明日はあれをし、朝には狩りをし、午
後には魚をとり、夕には家畜を飼い、食後には批判をすることができるようになり、しかも漁師や漁夫や牧人または批判家になることはな
い」。

*222 剰余生産物の商品としての輸出は本来は蓄積を目的としたものではなく、自給の不可能な (もしくは不適当な) 生産物の輸入を目的とする
ものである。「資本論」において貿易が捨象されるように、社会主義経済論を展開する際にも貿易は捨象される。Preobrazhensky が説く
PSA論は過渡期経済論で捨象せずに取り扱われるべき貿易論を展開したものとみなすことができる。その際に、蓄積の可能性を原則化して
しまうともはやそれは社会主義社会ではなくなってしまう。このことに彼は気が付いていなかった。

*223 〈労働証書〉を過剰に割り当てた場合、それは使われないままとなり、これに対応する消費資料は在庫として積み上がり、基本的には次の
生産計画 (したがって労働支出)の縮小によって調整される。これと平行して新たな消費分野の開拓がなされる。それは試験的に導入され、
需要動向に応じて拡張されるだろう。
なお〈労働証書〉割り当ての貸し借りがありうるかどうかは、慎重に検討されねばならない。一般的には割り当ての個人ごとの過不足は
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ていないことに注意する。すなわち、〈一般的等価〉(貨

幣 G) は存在せず、ゆえに蓄積の可能性は (輸出入以外

には*222)存在しない*223。

次に社会主義社会における拡張再生産、すなわち蓄積

(SA)の可能性を考察する。

a’). すでに単純再生産の例で検討したように、原則と

してそれまで「剰余労働」であったものは、「必

要労働」として (控除分および個人へ) 配分され

てしまっている。したがって、これを
●

自
●

由
●

に蓄積

と拡張に充てることは本来は不可能である。

b’). したがって、SAがありうるとすれば、分配に先

立って、生産計画立案の段階で在庫状況とは無関

係にその拡張が予定されていなければならない。

しかし、その拡張は脚注*219 でも示したように

それに結合させるべき自由な労働の非存在、とい

う限界にぶつかる。

もし自由な労働 (新規就労)がありうるとすれ

ば、初期の教育期間を終えた若年層、需要不足の

ために閉鎖された生産部門からの「失業者」、逆

に大規模な生産方法の改善に成功し労働生産性

を飛躍的に向上させた部門から自由になった労

働*224、新たなフロンティアを求める自発的志願

者などとなろう。

c’). 自由な労働の獲得には次の三つの類型が考えられ

る。このうち最後の類型は、社会主義社会として

は異常である。すなわち、恒常的な SA(社会主義

的蓄積)というものは本来はありえない*225。

i). もしも自由な労働の獲得が、eで記述された

労働の部門間移動のなかで処理されるのみで

あるとすれば、それはただ需給の不均衡をた

だすためのものにすぎず、全般としては単純

再生産の枠内にとどまるであろう。これは個

別的な問題の解決である。

ii). 社会が意識的に一つの産業部門の創設に取り

組み、そこに自由な労働を動員するのだとす

れば、それは社会全体にとって差し迫った解

決の必要のある問題が生じている場合であろ

う。たとえば、大規模な災害などによって生

産諸手段が壊滅的な被害を受けた場合などが

これに相当する。このとき、社会はすべての

領域から一時的に人員を捻出し、この分野に

派遣することになる。これは全領域での残さ

れた者たちの労働強化という犠牲によって賄

われる。これが許容されるのは、社会が総体

としてこのような労働移転の必要性と緊急性

を決議したときに、しかも時限的な措置とし

て決議したときに限るだろう。これは特殊的

な (あるいは傾向的な)問題の解決である。

ありうる。ライフステージの各段階で需要されるものが異なるからである。またその貸し借りが擬制的な利子範疇を生み出すことも考えら
れる。しかし、その利子範疇が消費抑制と蓄積の誘因に化してしまうことは避けなければならない。「国家への貸し付け」(国債発行) はそ
の危険を現実のものとするであろう。

*224 これはブルジョア社会においては不況期に行われる資本の有機的構成の高度化と同じである。
労働者が自らの「失業」につながるイノベーションを自発的に進める、というのは矛盾していると思われるかもしれない。しかしそのイ

ンセンティブは自主的な職場改革から生じる。人気のある生産物を生み出す作業場には、更なる生産拡張をもとめる消費者からの圧力が押
し寄せるだろう。これに応えようとしても従来の方法では資源も労働も不足し、自分で自分の労働強化をしなければならなくなる。これを
避けようとすれば、どうしても生産方法の改善に取り組まなければならなくなる。

*225 対馬は、第 8章「ソ連における「第二の補足的革命」の経済的基礎」で次のように述べている。「〈蓄積〉(Accumulation)という言葉は、
過渡期はとにかく価値法則=商品生産の消滅する社会主義社会では使用しえないという意見が―これは多分ブハーリンに基づくものと思う
が―20年代のソ連経済学書にあった。もちろん「資本蓄積」(即ち「資本としての剰余価値の充用、または剰余価値の資本への再転化」)は
困る。だが「極めて種々の経済的な社会構成において、単純再生産のみではなく、大小の差はあるにせよ、拡大された規模における再生産
が行われる。」そこで、単に拡大再生産の意味でならば、使って差し支えないと思う。マルクスも、社会主義社会においては、「現在の剰余
労働の一部分が必要労働に、即ち、社会的準備・蓄積フォンドの獲得に必要な労働に算えられる」と言っており「社会主義的蓄積」なる用
語は差し支えないと思う」。しかし、これは Bukharinの方が正しい。Marxの云う「社会的準備・蓄積フォンド」とは、p.203の「保険原
本および予備原本」と同じものであり、けっして拡大再生産のことではない。むしろ、資本蓄積の源泉であった無制限の生産拡張 (好況期)

と資本構成の高度化 (不況期) は社会主義社会においては自然の秘密の解明 (したがって生産技術の洗練) と人間の活動範囲の拡張に変えら
れるだろう。

*226 この事態が社会主義社会にあり得ないことは明らかである。第一に、この社会の外部 (「第三者」) というものは捨象されている (また仮
に現実に考えるとしたら、それは植民地である)。第二に、われわれは「第三の自然」を考慮のなかに入れており、それが有限であることを
知っている。第三に、際限のない生産力の増大 (労働生産性の上昇)があろうとも、それは全体としての労働日の削減に役立つのであり、労
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iii). もしも上の事態が一時的にとどまらず、つね

により多くの労働と資源の動員を際限なく吸

収するとき*226、これはもはや問題解決が破

綻しており、しかもそのことが誰にも気づか

れずに再生産されていることを意味する。こ

の体制を維持するために無制限の労働強化と

生産力の強化が強制されている。もはや問題

は社会の構造の一部であり、この社会は (ブ

ルジョア社会ではないのだとしても)なんら

かの意味で疎外されている。間違った問題解

決が提起されているにもかかわらず、これを

批判する者は絶滅されている。この社会は普

遍的な (あるいは根底的な) 意味での問題の

解決、すなわち革命を必要としている。

社会主義社会と「生産と消費の矛盾」

ブルジョア社会特有の「生産と消費の矛盾」は社会主

義ではどうなってしまうのか。「生産と消費の矛盾」の

本性がこれまで不明確であったことから、その行方も漠

然としていた。しかし、第 4章に見るその一応の解明か

らはおそらく次のように言える。

1). それ自体を目的とした蓄積というものはなくなる

ので、これが自由な労働力 (相対的過剰人口) や

天然資源の枯渇にぶつかることはもはやなくなる

(そもそもこの社会には持続的な失業は存在しな

かった)。自然循環と再生産過程は一つに統合さ

れている。痙攣的な景気循環、すなわち際限ない

好況と熱狂、突然の恐慌、その後の沈滞した不況

の繰り返しは、社会主義においては消滅する。

2). それまで低生産性に甘んじ相対的過剰人口の貯水

池となっていた諸産業 (農林水産業、中小企業な

ど)はどうなるか。これらはそれまで私的労働と

して孤立し、同じく私的労働たる大工業から切り

離されていた。低い労働生産性は、これらの産業

に必須のものであり、それゆえに競争が絶対地代

に相当するものを生み出し、その上で利潤率を均

等化していたのだった。また低い労働生産性のゆ

えに、より多くの労働力を吸収しえたのだった。

社会主義社会においては、これら (農業労働な

ど)は合理化を必要とする部分労働ではなく、総

労働の合理的な一部となる。工業と農業の、大工

業と中小製造業の統合がなされる (中小企業は下

請けではなくいわゆる「スタートアップ企業」と

位置付けられるだろう)。生きた労働はこれらの

産業の間を循環し、製造過程を過不足なく満たす

だろう。そのため、供給能力の不足からそれら産

業の生産物が枯渇し、その間隙に投機資金が流入

することによって、価格を高騰させ供給連鎖を

寸断するという事態は起きない。しかも「投機」

を起こそうにもそれに使える貨幣は廃止されて

いる。

3). 蓄積がないため、〈資本の過剰〉も発生しない。そ

もそも〈資本〉は廃棄されている。つまり、(自由

な生きた労働と結合することによって)更なる剰

余価値を生み出さなければならない運命にある生

産手段というものは存在しない。したがって、そ

れを植民地や戦争、宇宙開発*227などに投じる必

要も存在しない。

過渡期の擬制的労賃制

対馬は第 5 章「「堕落せる労働者国家」説について」

で、擬制的労賃制度を次のように叙述している。後 (脚

働と資源の動員を続ける理由にはならないからである。
もしも生産力の増大のことを SAと呼ぶのであれば、それは生産力について考え違いをしていることになる。この生産力の増大とは、言

い換えれば技術性の高度化のことであるが、それは技術の諸実体 (労働そのもの、労働対象、労働手段)の量的拡大のことを指すのでもなけ
れば、それら個々の技術性の高度化を意味するものでもない。そうではなくて、総体としての技術性の高度化をあらわし、労働そのもの、
労働対象、労働手段が調和をとれた発展を遂げていることをあらわす。そうであるとすれば、たんに生産諸手段が量的に拡大していること
(SA)を生産力の増大とは呼ばないのである。

*227 「ジェフ・ベゾスが「人類は宇宙に住む以外道がない」と断言する衝撃理由」(ダイヤモンド・オンライン 2021/12/31)は、Amazon会長
Jeff Bezosの著書「Invent ＆ Wander」の内容を一部抜粋している。それによれば、Bezosが宇宙開発に取り組む動機は資源枯渇だとい
う。人類のエネルギー使用量が毎年 3%増大しており、25年ごとに倍増しているという計算から地表をくまなく太陽光パネルで覆っても間
に合わない、とのことである。ここには地球を破壊しても収まらない、資本家の飽くことのない蓄積欲求がいかんなく表明されていると言
える。普通ならば正気を疑うところである。
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注*233)で見るように彼はこれを資本制賃金から〈労働

証書制〉への過渡的な形態と見ている。

1).「過渡期では、価値法則を一挙に排除することは

できず、なお多かれ少なかれ残存せざるを得」な

い。「従って国営企業においても、剰余価値 (利

潤)や労賃というブルジョア的範疇が残存」する。

「だがそれは擬制的なものにすぎない・・・右の

状態は、いわば一身に、資本家と賃金労働者をか

ねたような状態と考えてよい・・・*228。従って、

剰余価値や労賃というブルジョア的範疇は外見的

に残存」するが「第一に、他の何者かによる剰余

価値の搾取は行われ」ない。「第二に重要なこと

は、その残存的な剰余価値や労賃の範疇を次第に

排除しようという力を内在せしめている」。

2).「過渡期の擬制的労賃制においては・・・社会主

義社会に近づけば近づくほど価値以上的傾向を強

めてくる・・・しかしまだ「労働の質」(熟練労働

と不熟練労働、肉体労働と精神労働)にもとづく

支払差は存在」する。「然るに社会主義下の〈労

働証書〉制になると、いわば・・・「価値以上的」

傾向がますます強まる、とともに他方、価値法則

が死滅する・・・から貨幣形態もなくなるし、ま

た「労働の質」にもとづく差別なども存在しえな

くな」る。

6.4.3 ソ連邦の評価

対馬は、上に見るように〈労働証書制〉の内容を明ら

かにし、またそれが〈価値〉を生み出し得ないことを解

明した。また、社会主義社会の再生産の特質から、彼は

ソ連邦*229が社会主義社会などではまったくないことを

論証した。しかし、それならばソ連邦はいかなる社会で

あったのか、という問いが残る。対馬はこれを「国家資

本主義」であると説明したが、その説明には穴があると

本稿は考える。

ここでは対馬がなぜ上のような結論に至ったかを追跡

し、どこに問題があるかの究明を試みる。

ソ連邦政治経済体制の現象論

対馬はその第 3章「スターリン的社会の根本矛盾」で

「賃金」のことを中心に以下のことを指摘している。わ

れわれはこれらをソ連邦経済の現象論的整理とみなすこ

とができる。

1). ソ連邦の経済には「根本的矛盾」が存在し、その

特徴は「生産の巨大な増進がそれに照応した人民

の消費の増進を伴わないという資本主義に特有な

矛盾」とうりふたつである。

スターリン主義政権下のソ連邦は何回かの五ヵ

年計画によって工業生産は非常なテンポで発展し

た。スターリン主義者とその同調者は声を高めて

それを語る。われわれも大体それを認めよう。だ

が、その非常な発展に対照的なのは、その低い生

活水準、低い賃金水準である。この世界第二の大

工業国におけるその格差の激しさは余りにも異常

*228 ここで対馬は「包摂」の観念を援用している。脚注*214を参照のこと。
「包摂」の観念は、ブルジョア社会が非ブルジョア社会を外形的にながめ、解釈する方法であり、脚注*110 の理解を前提にすれば、
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て労働者国家の社会経済体制がどのように見えているかを叙述したものである。ここで仮に〈労働証書〉が実行されて
いたとしても、ブルジョア国家は「資本家」としての労働者国家が全生産物を蓄積分とみずからの消費分に分割している、と解釈するので
あって、どのような分配が具体的になされているかに即してこれを判断しているわけではないことに注意する。
上のことを考え合わせれば、「価値法則を一挙に排除」できない、とは、技術的に (あるいは「生産力」的に) 不可能、という意味ではな
く、「包摂」の観念を使う認識主体を簡単には消滅せしめえないことと理解すべきである。これはブルジョア国家が残存すれば当然そうであ
り、労働者国家の内部でさえもこのような錯覚に容易に落ち込むのである (Lukácsの云う「日和見主義者」「相対主義者」)。
対馬がソ連邦の本性を「国家資本主義」としたことも、あるいはこの「包摂」に足をすくわれたものと想像される。

*229 ソ連邦 (ソビエト社会主義共和国連邦:CCCPまたは USSR)は 1922年 12月に「グルジア問題」(Stalinにたいする Leninの最後の闘争
の舞台)の Stalin主導による暴力的解決を経て成立した。Stalinがロシア共産党書記長となったのはその直前の 1922年 4月である。ソ連
邦は 1991年の軍事クーデターを経て崩壊した。
2021 年 12 月のウクライナ国境でのロシア軍と NATO 軍とのあいだの緊張の高まりに関連して、識者のあいだでは V. Putin の行動

(2014年の「クリミア併合」から続くもの)を、1954年の「Khrushchevの気まぐれな「贈り物」」を取り返しただけ、と好意的に理解する
向きもある。これらの論者はソ連邦を一つの「国」として取り扱い、ソ連邦が曲がりなりにも「連邦」を自称していたこと、形式的ではあ
るが各共和国に自治を認めていたことを無視している。
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である。対馬 (1974)

2). この「賃金」水準の異常な低さは、名目と実質の

乖離によってもたらされている。ソ連邦公式統計

は名目値であり、たとえば 1937年の賃金は 1924

～25年のそれの 6.76倍であることをもって向坂

逸郎などはこれを礼賛している。

しかし、「実情はその正反対であり、多くのソ

連経済専門家はそのことを明らかにしている」。

Solomon M. Shwartz の試算によれば、名目は

たしかに 1928 年の 703 ルーブルから、1954 年

は 5600～5800ルーブルと上昇している (1928～

1954 年で 8.11 倍の上昇)。ところが同じ期間で

ライ麦パンは 15倍、牛肉は 14倍、バターは 11

倍、砂糖は 17倍に値上がりした。そのため実質

賃金はむしろ低下しているのである*230。

3). 上の事態と並んで重工業部門の異常な発展があ

る。「消費財生産の生産財生産の発展テンポに対

する大きな立ちおくれ、両部門間の異常に大きな

格差 (例えば (19)53年度 70:30)・・・この間密接

な関連性があると言わねばならぬ。(なお、実質

賃金水準が一番高かった 1928年は、逆の消費財

生産が優位にあり、46.2:53.8 となっている。)」

この生産財生産の優位は、「低い生活水準、低賃

金という勤労大衆の犠牲の上にのみ」成立可能で

あった。

4). 国家予算のなかで国防費の比重が大きいこ

と*231。「国防費の比重は平常でも大きく、歳出

総額の大体 20%～30% 線を上下している。例え

ば戦前の 1940 年度は、国民経済費 (歳出費目の

一つ) の 33.6% に近い 32.4% の国防費である。

戦後は減少しているが、それでも 1952年、国民

経済費 37.8%に対し国防費 23.9%という比重で

ある」。

5).「1930年初頭以降の生産財重点主義による耐乏生

活の強行過程は、同時に新特権階級造出の過程で

もあった。いくら耐乏生活といっても、下はスタ

ハノフ主義労働者から上はクレムリンの大官僚に

至る階層には耐乏はなかったのだ！」

6).「ソ連の労働法的関係を研究するならば、スター

リン主義的労働制度とは、低賃金下の強制労働の

制度であると言いうる」。「移転の自由や転・退職

の自由の制限、過酷な労働規則、強制労働なども

ある」。「一般的な強制労働・・・のほかに、或い

はその下層に、文字通り奴隷的な強制労働・・・

の巨大な階層があることを忘れてはならぬ。これ

はいわゆる強制労働収容所におかれた囚人労働で

あり・・・ソ連用語でこれを「矯正労働」という」。

ソ連邦政治経済体制の実体論

対馬は第 4章「コンミューン型国家論―官僚独裁制の

批判―」でソ連邦が Leninの「コンミューン型国家の四

原則」にしたがう「労働者国家」(半国家、共同体)など

ではないことを指摘し、さらに第 5章「「堕落せる労働

者国家」説について」でソ連邦の「賃金」制度の内実を

検討している。われわれはこれをソ連邦政治経済体制の

実体論的解明の試みとみなせる。

1).「1931年以降、不平等主義的賃金制が「社会主義」

として導入せられ、この基礎の上に「大衆の上に

たつ特権的な人間」が造出せられ、彼らは一切の

物質的精神的特権を享受している。巨大な官僚

群が社会の公僕から主人に転化している」。「現

行法には、有名な候補者推薦制度というのが採

用され、実際上、選挙は官製候補者の推戴にとど

*230 Trotskyはこれを「社会主義的インフレーション」と呼んだ。「インフレーションが勤労大衆への恐るべき課税たることを意味したのは言
うまでもない」。トロツキー (1980)の第 4章を参照のこと。

*231 対馬は「生産と消費の根本矛盾は、そうとしても、なぜソ連に経済恐慌が起こらないのだろうか」という問いを提示し、その解答として
「通常の私有資本主義の場合でも戦争は恐慌を遮断しうる。ましてやソ連は強力な国家的統制下に軍事生産重点主義をとっているのだから、
それを防止し得ても不思議はない」と述べている。
上の理屈はおかしい。資本主義において戦争が恐慌を遮断するとは、戦時下の国際貿易が当事国にとっては減衰するゆえに商品投機が起

こる芽が摘まれていること、あるいは、恐慌として爆発すべき〈資本の過剰〉が軍需によって前もって処理されることを意味するだろう。
ところで、〈資本の過剰〉が果たしてソ連邦に起こるだろうか。そのためには、少なくとも「労賃」が上がり一般的利潤率を低下させなけれ
ばならず、その前提に〈相対的過剰人口〉の枯渇がなければならない。ところがソ連邦においては、曲がりなりにも〈相対的過剰人口〉(失
業)がないので、当然その枯渇も存在しようがない。
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まっているのである」。「1935 年 9 月、文明世界

の人々は敵味方の別なく赤軍がいまや尉官から元

帥にいたる将校の階級制度を設けるということ

をきいて驚かされた・・・十月革命の原則は、あ

らゆるブルジョア的はなやかさを以って将校団

を復活した法令によって、致命的打撃をうけた」

(Trotsky)。

2).「スターリン・ロシアの経済が、資本主義かどう

かの判定は、支配的なものとして賃金労働制が

存在するかどうかの一点にしぼること」ができ

る*232。「今日 (1955 年) のソ連労働者は平均し

て 500–600 ルーブル位の月収だと見られてい」

るが、「この 500–600ルーブルは、いかなる性質

のものであり何物の価格」なのか。「労賃か労賃

でないか、或いは労賃から〈労働証書〉への過渡

形態か*233」。

3).「(Trotskyの)「裏切られた革命」(1936)では、労

賃でないというスターリニストの宣伝を大ボラだ

と言い、のみならず、労賃制度のもっとも搾取的

な一形態たる出来高賃金制が支配していると主

張」している。ソ連邦の出来高払賃金制は次のよ

うな体裁をとる。

i).「スターリニストの「労働に応じた分配」

は・・・実は出来高賃金」である。本来の

〈労働証書制〉における「労働に応じた分配」

は「ただ労働量 (その継続と強度) だけが問

題」であるが、これとは異なる。

ii).「出来高賃金は、時間賃金の転化形態」であ

るが、「それは生産物の一定量に応じて支払

われるという外観」をとる。そしてソ連邦で

も同じ出来高賃金が支払われている*234。

例えば、一人の労働者が一日に A 生産品

5 個を作るとし、またその労働力の日価値、

すなわちその労働者の一日間に要する生活資

料の価値を 200 円と仮定します。そうする

と A 生産品 1 個につき 40 円の割で労賃を

受け取ります。彼が一日に 5 個をつくれば

価値とおりの 200円、6個つくれば価値以上

の 240 円、4 個ならば価値以下の 160 円と

なりましょう。

これが出来高賃金ですが、ソ連邦の場合も

原則上そうです。有名な「ノルマ」は主とし

てそのためにこそあるのです。それは生産

高基準 (ノルマ・ウィラボットキ) のことで

あって、生産物の一単位にいくら支払うかと

いう出来高単位を決定するための基準です。

上例で言えば A 生産品一日に 5 個つくると

いうのがノルマになり、これをもって所定の

賃率 (労働力の日価値)を除せば出来高単価、

例えば上例のように A生産品 1個につき 40

円というのが出てきます。

ところでこの賃金制では、ノルマ以上の 6

個をつくれば 240 円もらえることになるの

で、各人がそうしようと努める傾向を生みま

す。労働強化ですね。がみんなが 6 個をつ

くるようになれば、ノルマの引き上げが行わ

れ、今度は一日に 5個でなく 6個がノルマと

なるということになります。そしてそうなる

と 1個 40円が 33円余と切り下げられます。

対馬 (1974)

iii).「誰が、そしていかなる基準で「社会に貢献

する程度」を決めるか？・・・おそらくそれ

*232 対馬は第 7章「国有と社会主義」で労賃を重視する理由を次のように挙げている。「価値法則、労賃制度の止揚如何は、資本主義経済と社
会主義経済を分かつ決定的指標である。そして特にここで強調しておきたいことは、労賃制度 (労働力の商品化)の止揚ということの決定的
意義である。すなわち、社会主義者が労賃制度の廃止を言うのは、単に道徳的理由からだけではないということ、そうではなくして、その
廃止なくして資本主義的矛盾の根本的解決が不可能であるが故にそれを主張する、ということである」。

*233 対馬は次のように擬制的労賃を資本制賃金から〈労働証書〉への過渡的形態とみなし、その上でソ連邦の労賃制度は擬制的労賃ではない、
としている。「ソ連の今日の労賃制度は・・・過渡期特有の擬制的労賃制度・・・か？断じてそうでは」ない。「なぜならば、第一に、スター
リニスト的支配官僚は、コンミューン型国家を否定し、プロレタリア独裁を、勤労人民に対する官僚独裁に変質せしめている・・・プロレ
タリア民主主義がないので、プロレタリアートは、名実ともに国家の主人でないばかりか、被支配階級となってい」る。「従って、いわば一
身に資本家と賃金労働者をかねた状態となってい」ない。「第二は、その支配階級は、〈労働証書〉制を否定している・・・いわゆる擬制的
労賃制度は、労賃の外貌をとりながら労働証書へ移行しようとしている過渡形態」だが「労働証書制そのものを否定する権力がソ連を支配
している」。

*234 対馬は出来高賃金=資本主義的賃金と信じ込んでいるが、これと Preobrazhensky の認識 (p.180) を比較することは意義深い。Preo-

brazhensky は出来高賃金がたしかに「資本主義的生産様式に最もふさわしい」とは云うが、それだから資本主義のものだと云っているわ
けではない (なぜふさわしいのかといえば、それが剰余労働を効率よく搾り取ることに長けているからである)。そして出来高払いが技術的
に可能な領域は狭いことにも注意を与えている。これは裏を返せば、その形式が生産様式の本質を示すものではないことの論証ともなる。

*235 これに関連して対馬はMax Shachtmanの以下の発言を引用しているが、その真意をつかんでいないように見える。
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は官僚的位階制と彼等間の力関係によって

決まる」*235。「1931 年以来の不平等主義宣

言*236はソ連邦の変質に決定的役割を演じて

いる」。

4).「剰余価値や労賃というブルジョア的範疇が擬制

的でない一証拠として、剰余価値の搾取者が存

在している・・・スターリニスト的支配官僚層が

そうであり、彼等は、いわゆる「官僚ブルジョア

ジー」と言ってよい・・・彼等は一般人民から隔

絶した物質的特権 (その他の諸特権とともに) を

享有している」。「右のような大きな差別は、労

賃、過渡期の擬制的労賃、社会主義下の労働証

書―いずれの場合にも生じ」ない。「だとしたら

一体何であり、どこから出ているの・・・か？剰

余価値の一部の搾取であることはあきらか」で

ある。

ソ連邦政治経済体制の本質論

対馬は以上の理解の上にソ連邦の本性を「国家資本主

義」*237と規定し、Trotsky による反スターリン主義闘

争スローガン「スターリニスト官僚打倒、労働者国家擁

護」を調停主義的態度と批判している。

1). ソ連邦の政治経済体制は「官僚独裁制国家資本主

義」である。Trotsky の「堕落せる労働者国家」

説は批判されるべきである*238。

私共とあなた方、「第四インターナショナル」の

トロツキスト (キャノン、パブロ、コクラン等)と

は、ソ連のスターリニスト政権反対という点では

一致しうる。しかしあなた方は、米英などの帝国

主義に対してはソ連擁護の立場にあって、私達、

米英もソ連もともに帝国主義国としてそれを排す

る立場にあるものとは相容れないものがある・・・

あなた方、第四インターのトロツキストのソ連観

が、同志トロツキー伝来の「堕落せる労働者国家」

説に立っているからです。ソ連はスターリニズム

によって官僚的に「堕落」させられており、その政

権は打倒しなければならない。しかし生産手段国

有に立つ限り、なお労働者国家である。その経済

体制は未だ社会主義ではないが、しかし資本主義

(国家資本主義をふくめて)ではない。両者の中間

的もしくは過渡的なものがソ連体制である。―そ

ういうのがトロツキーの意見でしたね。・・・

・・・われわれは、同志トロツキーと違って、

「それは、一方における全労働者と他方における官僚との間の差別、前者が新しい階級国家において後者に搾取され抑圧される手段たる
差別に対して、マルクス主義的、社会主義的承認を与えんとするスターリンの意図の形式的な口実に過ぎない。スターリンが平等主義を禁
欲者的なものとして冷笑した時、拍手喝采をするのは熟練労働者ではない。というのはその境遇は不熟練労働者に比して目立ってよくはな
いからである。熱狂的喝采は、どう見ても肉体的にも精神的にも禁欲者ということはできない官僚から沸き起こってきた。不平等主義的社
会主義は・・・この新しい支配階級、集産主義的国家官僚の侵すべからざる、不変の、不滅の、公認のイデオロギーである」。
真意をつかんでいないとはこういうことである。対馬はせっかく Shachtmanの発言を引用しても、それを「不平等主義」への抽象的な
弾劾として理解し、不平等が何に基づくかの解明としては見ていないのである。この不平等の源泉は出来高賃金と生産高基準にあるのでは
ない (それらは Stalin の使った「形式的な口実」にすぎない)。そうではなく、

●

賃
●

率にこそ不平等の源泉がある。おそらく Shachtman は
これを明確につかんだからこそ「ソ連邦=国家資本主義」説を取れなかったのであろう (その「官僚的集産主義」という Orwell主義風の名
称は適切とは言い難いが)。
Max Shachtman(1904–1972)は Trotsky派の革命家。「堕落した労働者国家説」をめぐって Trotskyと論争、決別。

*236 1931年 6月の経営者会議における Stalin演説「新情勢―経済建設における新任務」(「レーニン主義の諸問題」所収)のことである。対馬
は次の箇所を引用している。
「マルクスとレーニンは、熟練労働と不熟練労働との間の差異は、社会主義下においても、階級の絶滅期においてさえ存在するであろう

ということ、共産主義の下でのみこの差異は消滅すべきであるということ、これがために社会主義の下においてさえも「労働賃金」は必要
に応じてではなく、労働に応じて支給されねばならないことを述べている。ところがわが経営家並びに労働組合の働き手のうちの平等主義
者たちは、これに同意せず、且つこの差異は、わがソヴィエト制度の下においては既に消失してしまったと考えている。誰が正しいか。マ
ルクスとレーニンか、それとも平等主義者か、マルクスとレーニンがこの点で正しいと考えなければならぬ。」
なお脚注*235も参照のこと。

*237 対馬の云う「国家資本主義」とは、国営企業に独立採算制を導入し、もって「その生産物を交換関係」においた結果、その生産も「国家資
本主義的商品生産」になったもののことである。また、さらにそれを「社会主義経済そのものと詐称・・・することによって「国家資本主
義の社会主義への転化」を決定的に閉ざした」とも理解されている。

*238 そうではない。西側陣営と東側陣営の対立をこそ前提としてスターリニスト官僚体制はみずからを維持することができる (それは西側陣営
の支配層とて同じであるが)。既存の支配秩序は東西分断の事実を養分として成長しているのである。彼らは相互瞞着し、ともに労働者を欺
いている。だからその片棒をかつぐスターリニスト官僚を擁護する必要はまったくない。「万国の労働者、団結せよ」はあいかわらずわれわ
れにとってのスローガンとなりうるし、そして批判の自由の擁護とその仮借のない実行、イデオロギー的立場の廃棄こそが、今日もっとも
求められている。
なおスターリニスト経済について、脚注*130、*137、*155、*156、*157、*158、*161も参照のこと。
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スターリン的ソ連自身が私有資本主義へ逆転する

可能性はないものと考える。しかしその可能性は

ない代わりに、スターリン主義的ロシアそのもの

が国家資本主義 (官僚独裁制国家資本主義) なの

だ、と言うのです。それはいかなる意味において

も資本主義と社会主義の過渡物ないし中間物では

なく、資本主義そのものだ、というのがわれわれ

の見解であります。あなた方トロツキストは、ソ

連経済を単に「計画経済」とか「国有経済」とか

言って、その社会構成史的特質 (奴隷制、封建制、

資本主義等々)を規定することをさけておられる。

対馬 (1974)

2).「アメリカとソ連の差異は、前者が不完全な国家

独占資本主義であり、後者がより完全な国家独占

資本主義と」いえる。「だから、われわれはアメ

リカ帝国主義のみでなくソ連帝国主義にも反対と

言わねばならず、また言う権利がある」*239。「ス

ターリニストは決して革命家ではない。・・・い

やむしろ、勤労人民にとっては、(英国)労働党の

「福祉国家」の方がスターリン主義国家よりも、

まだまだずっと幸福」である。

「スターリン的政権には反対だがソ連邦は擁

護する、というのでは余りにも中間主義的では」

ないか。「これではスターリニスト党に勝ち目は

ない・・・現に第四インター自身、キャノンの一

派・・・とパブロ、コクラン派に分裂し、後者は

スターリニスト党に非常に近寄った」。「トロツ

キーは中間主義を攻撃」するが「トロツキー自身

きわめて中間主義的な経歴」がある。

6.4.4 〈労働証書〉と貨幣

ここまでの検討で、次のことが謎として残されてい

た。すなわち、なぜボリシェビキは〈労働証書〉につい

て言及することを避けるのか。また過渡期 (さらにいえ

ば社会主義社会)において貨幣 (ないし〈価値法則〉)の

残存を語り、「貨幣を一挙に廃止することはできない」

と力説するのか。

子細に検討すると、ボリシェビキのみならず労働者諸

党の貨幣にかんする認識はかならずしも統一されていな

かった (そしていまなお統一されているとは言い難い)

ことがわかる。貨幣と国家の類似性*240からして、「国

家が簡単には死滅しない」ということと同様の意味合い

で「貨幣を一挙に廃止することはできない」と一般に考

えられる傾向はある。しかし、その内実は以下に見るよ

うに論者により様々であり、ここにさらなる研究の余地

が残されているのである。

Lenin 確かに Leninは「貨幣を一挙に廃止することは

できない」としているが、そのニュアンスは貨幣

の早急な廃止論を戒める
●

も
●

の
●

で
●

は
●

な
●

い。この言

葉は 1919年 3月の第 8回党大会に提出された党

綱領草案 (「レーニン全集」第 29巻)のなかにあ

る*241。
(6) It is impossible to abolish money at one

stroke in the first period of transition from

capitalism to communism. As a consequence

the bourgeois elements of the population con-

tinue to use privately-owned currency notes

―these tokens by which the exploiters obtain

the right to receive public wealth―for the pur-

*239 ここにむしろ対馬の問題意識の核心がある。反スターリニズムを掲げた第四インターナショナルは際限のない反目と分裂を続けている。団
結すべき労働者党が米ソ冷戦体制のなかで溶解していく事態はいったい何を意味するのか。その起点には、独ソ不可侵条約、つまりソヴェ
ト・ロシアのヒトラーとの同盟 (たとえ一時であったとしても)がある。これにより確信をもてなくなったものは転向し、アメリカ支配層の
末席に連なることを選択した。あるものは中南米 (キューバなど) の革命闘争に埋没した。あるものは (「加入戦術」を隠れ蓑に)自国のス
ターリニスト党に潜り込むことを選択した。ひとえに「労働者国家擁護」というスローガンが混乱を招いたためである (なぜ敵を擁護しな
ければならないのか)。しかし、だからアメリカとソ連邦は同類である、というのは倒錯した論理ではないか。

*240 貨幣と国家権力が似ているということは、ブルジョア社会の物象化の過程に即してはじめて云い得ることである。
貨幣については、〈価値形態論〉がまず参照されねばならない。つまり、商品 (相対的価値形態)と商品 (等価形態)の関係、価値と使用価

値の関係から貨幣商品 (一般的等価形態)があらわれるという論理が掴まれていなくてはならない。そしてこの論理は周知のように「経済学
批判」にはあらわれず、「資本論」ではじめて明らかにされたが、マルクス主義者のすべてがその重要性を認知できたわけではなかった。
商品の人格化としての抽象的な市民においては、権利が商品と同じ役割を果たす。互いに平等な権利と権利とのあいだを裁定するものと

してはじめて権力があらわれる。ところがこの権力論は暴力論と誤解されてしまい、国家=暴力装置説に間違って結実されてしまった (か
ならずしもすべて間違っている、というわけでもないが、権利論とのつながりを断たれたという意味では不適当だった)。

*241 Lenin Collected Works: Volume 29 (March - August 1919), ”Draft Programme of the R.C.P.(B.)” ,

https://www.marxists.org/archive/lenin/works/1919/mar/x02.htm
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pose of speculation, profit-making and rob-

bing the working population. The nationalisa-

tion of the banks is insufficient in itself to com-

bat this survival of bourgeois robbery. The

R.C.P. will strive as speedily as possible to

introduce the most radical measures to pave

the way for the abolition of money, first and

foremost to replace it by savings-bank books,

cheques, short-term notes entitling the holders

to receive goods from the public stores, and so

forth, to make it compulsory for money to be

deposited in the banks, etc. Practical experi-

ence in paving the way for, and carrying out,

these and similar measures will show which of

them are the most expedient.

見てのとおり、「結果として貨幣が残ってしま

うので、それが悪用されないような策を講じねば

ならない」という趣旨の説明であり、むしろ積極

廃止論が正しいことは自明の前提とされている。

この条項は異論なく綱領のなかに取り入れられ

ており、その時点でのボリシェビキ党の総意でも

あった。

Bukharin p.150 に見るように、「貨幣の廃止」ではな

く「貨幣の自己否定」が語られている。また主に

それは具体的には「貨幣価値の切り下げ」のこと

である。つまり 1918年時点で Bukharinは貨幣

の利用 (紙幣の増発によるインフレーション) を

通じた貨幣の死滅を展望していた。「価値法則は

われわれを「助ける」、そして―奇妙に聞こえる

かも知れないが―それによってそれ自身の滅亡を

準備する」(p.194) という言葉は彼が 1926 年に

おいてもこの思想を堅持していたことを意味す

る。これは上の Lenin の考え方とは食い違って

おり、〈価値法則〉は単純商品の価値を規定する

との Bukharinの誤った考え方に基礎をおく。

Kautsky 1924 年の”The Labour Revolution”の第 10

章「貨幣」に「貨幣の廃止」はできないとの記述

がある*242。彼は「貨幣の機能」は貨幣にしか担

い得ないと考えており、これを無理に廃止しよう

とするボリシェビキに悪罵を投げつける。そし

て、Bukharinのインフレ政策は庶民への課税と

同じことだとする。
The first and most important function of

money is to facilitate the exchange and circu-

lation of commodities. Under commodity pro-

duction, each person produces that which he

does not need himself, and obtains the articles

which he needs by exchanging the products of

his labour, or of that of his workers, for the

products of alien labour.

ある意味で Kautskyの Bukharin批判は正し

い。しかし、彼が貨幣を残したいのは、プロレ

タリアートを思いやってのことではなく、その

貨幣によってブルジョアジーへの賠償を考えて

いるからにほかならない。そして、Kautsky は

貨幣を廃して「自然経済 (natural economy)」を

展望する Otto Neurath*243(「社会化の性質と方

法:Wesen and Weg der Sozialisierung」)にも反

対する*244。

*242 ”The Labour Revolution”, https://www.marxists.org/archive/kautsky/1924/labour/ch03 j.htm#s1

*243 Otto Neurath(1882–1945) はウィーン学団の創設者の一人。1916 年オーストリア・ハンガリー帝国戦争省で戦時経済の実務に関わり、
戦時経済に関する教授資格論文をハイデルベルグ大学に提出。1918年にドイツ社会民主党入党。1919年のバイエルン・レーテ共和国で中
央経済局の局長に就任、無貨幣経済の試行を行うも、政権崩壊により拘禁、オーストリア政府の手で釈放・帰国。「経済計算論争」のきっかけ
をなす論文 (”Economics in kind, calculation in kind and their relation to war economics”) を執筆。「ISOTYPE: International

System of Typographic Picture Education」を考案。1934年のオーストリア内戦にともないオランダ、イギリスに亡命、病死。なお、
桑田 (2014)も参照のこと。

*244 Kautsky は「資本論」第 3 章「貨幣または商品流通」、「b. 貨幣の流通」を援用して自説を組み立てた。“Although the movement of

the money is merely the expression of the circulation of commodities, yet the contrary appears to be the actual fact, and the

circulation of commodities seems to be the result of the movement of the money.”つまり「(本当は)貨幣の運動はたんに商品流通
の表現にすぎないにもかかわらず、現実には (見かけでは)これと反対のことがあらわれる。商品流通が貨幣の運動の結果であるように見え
る」。ここから、彼は貨幣が重要そうに見えるのはみかけであって、Neurath はこれに騙されている、実際には貨幣はたんに商品流通の影
であって、商品流通が「社会主義的」になれば、貨幣も「社会主義的」になる、と主張しているのだ。
上の論理は一見して正しいように見えて、まったく正しくない。一見して正しい、というのは、貨幣形態が商品の論理 (〈価値形態論〉)

の内部からあらわれていることを踏まえているからである。まったく正しくない、というのは、商品交換を残したままでもブルジョア的物
象化が廃絶できるものと信じているからである。この背景には〈価値法則〉は単純商品の法則であるので、労働力商品化の廃絶と単純商品
流通は切り離せるという考えがある (つまり、Bukharinと同様に Engelsの間違った解説に足を掬われている)。

*245 また、”Economic plan and calculation in kind”(1925)の 2節”The socialist administrative economy as a moneyless economic
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Neurath Kautskyの批判した著作において、Neurath

は明白に貨幣の必要性を否定している*245。
We shall eventually have to emancipate

ourselves from obsolete prejudices ... To re-

tain the dispersed and uncontrollable mon-

etary system and at the same time to aim

at socializing is an inner contradiction. It

is of the essence of money that it cannot be

controlled, and all attempts to determine the

proper quantity of money have been in vain.

All previous efforts of financial policy have

been practically ineffectual and theoretically

unattainable, because money is an unsuitable

object for all these endeavours. Once the na-

ture of money has been fully recognized, the

scales will fall from all our eyes, and the de-

velopment of centuries will appear as a great

mistake.

Kautsky が”not quite clear”と云っている末

尾部分「ひとたび貨幣の本性が完全に認識された

ならば、われわれの目からうろこは落ち、これま

での数世紀に及ぶ (貨幣経済の) 発展は大いなる

間違いだったことがわかるだろう」は、きわめて

明白な意味をもつ。これはもちろんMarxが明ら

かにした「商品の物神性の秘密」のことである。

Preobrazhensky 貨幣に関する記述がプレオブラジェン

スキー (1967) の 3-8 節「利子、信用制度」に見

られる (p.184)*246。
貨幣が人間相互の生産関係の物象化がその頂点

に達した商品経済範疇であるとすれば、ソビエト

経済においてはこの面ではとりわけ生産関係にお

ける物象化要素の縮小と透明度増大の達成との面

では、若干の進歩を認めることができる。

この達成がとりわけ大きいのは、国営分野内

部の相互関係であって、この分野では貨幣関係が

主として生産手段及び消費手段に関する会計計算

の性格を獲得するとともに、生産の自然発生的均

衡を実現する用具の一つとしての役割を失いつつ

ある。

しかし、ある程度まで国営経済分野から駆逐さ

れた貨幣物神崇拝は、私営経済の分野と国営–私

営両経済の連絡面とにおいては、なお優位を保ち

つつある。・・・プレオブラジェンスキー (1967)

境界線の内部において貨幣関係が名目のもの

となること、ただし境界線上及びその外部では貨

幣が残存することが述べられており、この理解は

Lenin のそれに近く、Bukharin とは明白に隔た

りがある。

Trotsky トロツキー (1980) の第 4 章「労働生産性の

ための闘争」にソヴェト・ロシアの貨幣政策の変

遷*247が叙述されており、ここに Trotskyの貨幣

観を垣間見ることができる。
・・・国家と貨幣というこれら二つの問題は、結

局において、二つとも問題中の問題である、労働

生産性の問題に帰着されるので、多くの共通の特

徴をもっている。国家強制は貨幣強制と同じよう

に、階級社会からの継承物であるが、この階級社

会は、あらゆる物神崇拝のうち最も恐ろしい物神

崇拝である、大ナイフを口にくわえた国家を、人

間対人間関係の防衛に任命した後は、教会的ない

し現世的な、諸々の物神崇拝の形態をほかにして

は、人間対人間の諸関係を規定できないのである。

共産主義社会においては、国家と貨幣は消滅す

るであろう。それらの漸次的死滅は、それ故に、

社会主義の下で始まるべきである。われわれは、

国家が半国家にかわり、貨幣がその魔術的な力

を失いはじめる歴史的瞬間になってのみ、社会主

義の実際の勝利を語ることができるだろう。これ

は、資本主義的物神崇拝からそれ自身を解放した

社会主義が、人間の間に、もっと透明な、自由な、

そして価値ある関係を創りはじめていることを意

味するだろう。

貨幣の「廃止」とか、賃金の「廃止」とか、国家や

家族の「清算」とかいった、そのような特徴的な無

政府主義的諸要求は単に機械的な思考のモデルと

しての興味しかもたない。貨幣は気ままに「廃止」

できないし、国家も古い家族も「清算」できない。

それらはその歴史的使命を使いつくして、蒸発し

消え失せる。貨幣物神崇拝への死の一撃は、社会

的富の確実な増大が、われわれ二足動物に一分で

も余分な労働にケチケチした態度をとったり、配

給量について卑屈な恐れを感じたりするのを忘れ

させる段階になったときにのみ加えられるであろ

う。幸福をもたらし、あるいは人間をごみくずの

中に踏みつけにする能力を失ったら、貨幣ははじ

めて、統計家の便宜のためや計画目的のための単

なる簿記用領収書にかわるであろう。さらにもっ

と遠い将来においては、おそらくこのような領収

書も必要なくなるだろう。だがこの問題は、われ

order”でも同じ思想が語られている。Neurath(2010)を参照のこと。
*246 他に「プロレタリアート独裁期の紙幣」(1920年:露語)がある。
*247 Trotskyの貨幣観の歪みに規定されて、この叙述には混乱が見られる。
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われよりももっと聡明であろう子孫にすっかりま

かせることができる。トロツキー (1980)

これによれば、Trotskyは、1).Bukharinとほ

ぼ同様に貨幣が社会主義社会に入ってから「蒸

発」するものと考えている。また「貨幣の廃止」

を無政府主義の主張と結び付けて否定している。

2).貨幣と国家の (強制力としての)類似性に気が

付いている。しかし、それを生産性 (力) 向上の

ための強制力と、なかば肯定的に捉えている*248。

以上をまとめると、およそ次のようになるだろう。

Lenin、Neurath、Preobrazhensky(そして Luxem-

burg も。4.3.2 節を参照) は労働者国家の内部におい

て貨幣は廃絶できるし、廃絶すべきであると明白に理解

していた。彼らが「貨幣を一挙に廃止することはできな

い」と云うとき、それは労働者国家の境界線の外部のこ

とを意味する。とりわけ Leninは境界線の確定 (またそ

れを状況に合わせて拡大縮小すること)を社会的実践の

手段として明確に意識していた。

他方、Bukharin、Kautsky、Trotskyは「貨幣の廃絶」

を無政府主義者の発想ととらえ、貨幣を (国家と同様

に)利用すべきもの、その利用の果てに (「歴史的使命」

を使い果たした結果)「蒸発」するものと考えていた。

BukharinとKautskyが対立していたのは、革命ロシア

の立場とそこに隣接するドイツ国民の立場の対立を表

現する (Trotskyは両者を「媒介」、実は調停する立場)。

境界線の労働手段としての役割を曖昧にしていた点では

いずれも共通である。

* * *

冒頭の問いについて、以下に暫定的な解答を与える。

Q1 経済学の本質がブルジョア社会の解剖であるとし

たら、そのブルジョア社会の崩壊しつつある時代

=過渡期社会の解剖はいかなるものである
●

べ
●

きな

のか。つまり今あるものの分析ではなく、これか

ら生成するものを理論的に記述することはいかに

して可能なのか。また史的唯物論がそれを明らか

にする能力を無条件に有すると考えることは適当

なのか。

A1 共産主義社会はブルジョア社会の自己批判として

みずからその姿を理論的に表現した。これは「資

本論」、「ゴータ綱領批判」などのさまざまの章句

のなかに見ることができる。ブルジョア社会の解

剖たる経済学は (社会科学的な) 対象認識の領域

にあるが、共産主義社会論の本質は、経済的範疇

を引きはがされ自然的形態に引き戻された労働で

あり、これを取り扱う理論*249は (A. Konの云う

ように)目的論の領域にある。

またここで無条件に史的唯物論が適用される

というわけにはいかない。Stammlerが云うよう

に (Marx のいわゆる)「序説の弁証法」はこの

適用の過程で重大な変更を受けるべきであり (脚

注*106)、Bukharin もそのことをなかば認めて

いた。

過渡期経済論は資本主義原理論と共産主義社

会論を結ぶ理論であるが、これは帝国主義段階

論の裏返しと見なすことができる。つまり、本質

的なもの (〈価値法則〉) が制約するもの (資本

主義的遺制)に、制約するもの (「計画化原則」)

*248 対馬は Trotskyの観点について、1).については労働証書制を無視するものとして批判するが、2).については「生産力の問題を抽象して、
単に集団化だけで、価値法則 (労働力商品化を含めて) の死滅を語ることができないということを示唆する記述」と肯定的に受け止めてし
まっている。
1).の観点 (労働証書制の無視)と 2).の観点 (生産力主義)は別物ではない。Trotskyにとっては、生産力を増大させるための強制力を維

持するためにこそ貨幣を存続させることが必要であって、前者の目的がなくなった段階ではじめて後者の手段の廃止を議論できる。しかも、
それは Trotsky本人ではなくて「われわれよりももっと聡明であろう子孫」の使命なのである。
また Trotskyは国家と貨幣の類似性に気が付いているが、これを強制力という機能的な側面に解消して理解してしまっている。確かに物
神崇拝という側面に言及してはいるが、強制力が物神崇拝に由来すること、前者の存続は後者の存続であることを見ない。それゆえに彼の
貨幣観の歪みは彼の国家観の歪みでもある。ブレスト=リトフスク講和における Lenin と Trotsky の違いに焦点を当てることはそれを浮
き彫りにする上で役立つ。後述。

*249 この理論は Preobrazhensky の云う「社会技術学 (Social Technology)」であり、同じものを Otto Neurath は「社会工学 (Social

Engineering)」、A. Bogdanovは「組織学 (Tektology)」と呼んだ。Bukharinが「経済学の死滅」を唱えたのは、こうした理論が少なく
とも従来の経済学と性格を異にすることを強調するためだった (従来の経済範疇は使えなくなっている)と見ることができる。
これらを Engelsのように「広義の経済学」の名で呼ぶことは不適当である。なぜならば、1).これがあたかも対象認識であるかのように
錯覚させる、2).先資本主義社会の生産にかかる歴史学的研究と混同される可能性があるからである。
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が本質的なもの (〈労働証書制〉を含む社会主義

的原理) にひっくり返される (脚注*110)。Preo-

brazhensky はこの視点の転換を意識せず〈価値

法則〉と PSA法則が同一平面上で闘争するもの

とみなしてしまった。対馬忠行はソ連邦を帝国主

義の側から「包摂」の論理で観察しこれを「国家

資本主義」と見誤った*250。

Q2 死滅しつつある「国家」としての労働者国家 (コ

ミューン、ソヴェト)はいかなる経済諸政策を実

施すべきなのか。つまり、自らの死を準備しなが

らも、積極的な諸政策を立案し実行することがは

たして可能であるのか。またそれは一国社会主義

のイデオロギーとどのような関係にあるのか。ま

たこの観点から、ブレスト=リトフスク講和はい

かに評価されるべきか。

A2 国家は過渡期への突入とともにその「幻想的共同

性」を打ち破られる (実はそれ以前から権力をめ

ぐる闘争のなかで打ち破られている)。すべての

生産諸手段が共有のものと宣言された時点で私

的労働は否定され、社会的総労働の合理的部分に

転化する。だから、労働者国家の打ち出す諸政策

は、社会的総労働がそれに沿って運航する暫定的

なレールのようなものであり、そのレール敷設の

任務それ自体も総労働の一部たる公務労働であ

る。このレール (制約) の存在は、国家の捨象さ

れた状態、すなわち社会主義社会の本質論が社会

の全成員にとって自明となっていることが前提で

あり、その意味では Preobrazhenskyが社会主義

社会論のために「政策の捨象」を執拗に言い立て

たのは結果的に正しいのである*251。

過渡期社会論の展開にあたって、労働者国家

の外部 (「第三者」)を想定することは、あたかも

帝国主義段階論の展開において英独の実体的対立

を措定することと同じ意義を有している。プレオ

ブラジェンスキー (1967) の 3-2 節で展開されて

いる叙述内容はその優れた実例とみなせる。歴史

的な事象 (ブレスト=リトフスク講和、NEP開始

など)は内部と外部を分かつ境界線の確定と変更

をあらわし、労働者国家はこの変更を持久戦の論

理にしたがって意識的に実行する。この境界線上

では当然商品交換が発生するが、そのことに外部

の労働者、農民は責任があるわけではない。むし

ろ彼らは将来の同盟者であることを片時も忘れて

はならない (「一国社会主義」のイデオロギーは

これを忘れさせる)*252。

Q3 経済計画の使命が総労働の社会的分配であるとし

て、これが基本的には労働証書制度で実現される

ものとすれば、労働者国家の諸政策はこれといか

なる関係にあるか。そもそもボリシェビキの理論

家たちは労働証書制をどのようなものとして理解

していたのか。また再生産の観点 (食糧危機、工

業化、貿易など)とはどのような関係にあるか。

A3 労働証書制の試行*253を過渡期における実践的な

課題と認識できるためには、労働者国家の内部で

の貨幣を使わない分配の必要性、可能性、現実性

が確信されていなければならない。しかし、当時

の労働者諸政党はその統一的な認識を持っていな

かった。「貨幣の廃止」のスローガンは無政府主

義者の主張であるかのように信じられ、むしろ貨

幣が遠い将来において自発的に「蒸発」するのを

待つ態度が主流であった。また等価交換と等労働

量交換が同じものであるとの誤解もあった。むし

ろ生産力を高めるために、貨幣のもつ物神的な強

制力に頼ることが正当化され、それを「擬制的価

格」という詭弁でごまかすことになった*254。

ソヴェト・ロシアを襲った数々の経済危機は、

ボリシェビキがそれを制御することも、あるいは

理解することもできていなかったことを物語る。

*250 対馬がソ連邦を社会主義社会ではなく、またそこに向かってもいないとしたことは正しい。
*251 ただし、Preobrazhenskyは意識してこの主張をなしたのではなく、社会主義社会において国家が死滅しているべきという認識も希薄だっ

た。
*252 国境線の機能については高嶋 (2017)を、持久戦については高嶋 (2021)をそれぞれ参照のこと。
*253 トロツキー (1980)の紹介する 1918年に導入された「食料カード制」こそ〈労働証書制〉の試行であった (ただし Trotskyはそのような

ものとして理解していない)。これは 1935年に「ルーブリの復権」とともに廃止された。
*254 価値から離れて運動する価格というのものは、金兌換が停止されてから復帰されるまでのあいだ、ブルジョア社会でも現実のものとなっ

た。また第二次世界大戦後に本格化した固定相場によるドル体制、またニクソン・ショック以降の変動相場制は、この「擬制的価格」をまっ
たくありふれたものにした。だから、「擬制的価格」があるというだけでは過渡期社会ではなく、いやんや社会主義社会でもない。
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たとえば「鋏状 (価格) 差」をめぐる第 13回党協

議会での論争は、論争以前に組織的な闘争で既に

雌雄が決せられ、反対派の議論は「非実践性」の

名の下に切り捨てられた。Lenin にとって NEP

とは境界線の一時後退にすぎなかったはずだった

が、その真意はボリシェビキ党内で共有されてい

たとは言い難い。

Q4 Bukharin と Preobrazhensky が NEP 開始以前

には協力してブレスト=リトフスク講和に反対し

ていたのはなぜか。また両者が同じく民族自決に

反対していたのはなぜか。NEP 転換後に両者が

互いに敵対する陣営に分かれて争った (「工業化

論争」) のはなぜか。Bukharin がコミンテルン

を「世界党」と称したのはなぜか。

A4 まず Bukharin–Preobrazhensky論争の意味を明

らかにする。Preobrazhenskyは Leninと同様に

NEPは戦線 (境界線)の一時後退にすぎないと理

解していた。ところが経済政策を任されていた担

当者 (Bukharin)はなぜか違和感のある諸政策を

打ち出している。ここにおいて Bukharinの経済

哲学が Lenin のそれとは明らかに異なることに

彼ははじめて気が付いたのである。この違いは

NEP 以前には気が付かれることがなかった。戦

時共産主義という環境 (戦線の前進・維持) がそ

の違いを押し隠したからである。また Bukharin

の「過渡期経済論」を Leninが正面から批判して

いなかったこと (また評注の存在自体も党内に広

く知られていなかった)も大きい。重要な論点は

Lenin評注の枠外にあった。

ブレスト=リトフスク講和について。レーニ

ン (1974)は次の 3つの意見があったことを紹介

している。1).革命戦争への賛成 (32票,「モスク

ワの見地」Bukharin派)、2).「戦争は中止、しか

し講和には反対」(16票,Trotsky派)、3).単独講

和の即時締結 (15 票,Lenin 派)。Lenin はこれら

をそれぞれ次のように理解していた。

Bukharin派の見地 「めざましい」スローガンに

魅せられ、現実の動きの変化をとらえていな

い*255。交渉の決裂によってドイツ革命が急

速に進むとの期待はある。しかし、同時にロ

シア十月革命が圧殺される危険が高い (軍隊

はすでに疲弊している)。そうなると貧農は

もはやプロレタリアートに味方しない。講和

はより反動的な政府の手でなされるだろう。

Trotsky派の見地 「戦争中止」と「けがらわしい

講和」を拒否することは国際的な政治的デモ

ンストレーションとして一定の意義をもつ。

しかしエストニア社会主義共和国はドイツに

明け渡すことになる。講和を引き延ばせば引

き延ばすほど講和条件は悪くなる。

Lenin派の見地 強いられた講和であるが (そし

てポーランドを明け渡すが)、革命強化のた

めの時間かせぎになる (エストニアは保持で

きる)。単独講和はヨーロッパ革命を一時的

に弱めるおそれは確かにある。しかし、いま

講和に同意しなければわれわれは滅亡する

(だから単独講和をもって「国際革命運動を

裏切った」ことにはならない)*256。

Bukharin 派 (このとき Preobrazhensky も含

む)は、境界線を武器としつつ情勢の変化を冷静

に評価してゆく Lenin の方法論 (図 6.3.A) を獲

得しておらず、戦時共産主義的雰囲気に呑まれて

いた。

また Bukharin 派と Lenin 派とのあいだには

「民族自決」をめぐってもともと根深い対立が

存在していた。Lenin は各国の個別労働運動の

*255 Leninは 1907年の情勢 (「第三国会への参加問題」)との類似性を指摘する。このときも Lenin派は少数派で、しかも多数派から「日和
見主義」の烙印を押されたが、Leninとしては多数派を粉砕する覚悟をもっていた。
1918年においては Lenin派は Trotsky派と合同して多数派に対抗することとし、両派は 1).Trotskyが外務人民委員として交渉を引き

延ばしつつ、これを扇動のために活用すること、2).ただしドイツ軍が最後通牒を出したら単独講和に応じること、に合意した。Leninはこ
れによって一か月の「息継ぎ」を得たと理解した。また条約調印の数日間でもフィンランドへの武器持ち込みとサンクト・ペテルブルグ防
衛の準備が可能になったと評価した。

*256 Leninは自派にたいしても容赦なく、ヨーロッパ革命は影響を受けないという Zinovievの楽観論、ヨーロッパ革命はまだ存在しないとい
う理由でそれを非情に切り捨てる Stalinを批判した。

*257 そのアナロジーは Trotsky も批判するように、一見して帝国主義段階の現実に勃興期ブルジョアジーの「健全な」ナショナリズムを持ち
込もうとするかのような時代錯誤にも映った。Trotsky自身は第二インターナショナルの民族主義を、ブルジョア国家の枠組みに過剰適応
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立場を尊重し、ブルジョア民主主義とのアナロ

ジー*257も活用しながら民族自決論を構築してい

た (B)。Leninは、政治の領域を安易に経済に帰

着させて理解する者 (「経済主義者たち」)に反対

して、この観点から Pyatakovら「民族自決」に反

対する者を攻撃したのだった。他方、Bukharin

ら「経済主義者たち」*258は総労働の立場 (すなわ

ち国境の存在を「捨象」する立場)からアプロー

チし、「民族自決」を偏狭なブルジョア・ナショ

ナリズムを煽るものと批判した (C)。この立場か

らは、国境をプロレタリアートの道具として活用

する Leninの発想は思いもよらないことであり、

むしろ各国の労働者党は「世界党」としてのコミ

ンテルンの一支部にすぎないとも観念されるので

ある*259。

ドイツ共産党

プロレタリアート

ドイツ

R���������

ロシア

国境の共同管理・連邦制

支持

プロレタリアート

支持

ドイツ共産党

プロレタリアート

ドイツ

R���������

ロシア

指導

プロレタリアート

ブルジョアジー

プロレタリアート

ドイツ

R���������

ロシア

交渉引き延ばし・単独講和

停戦・扇動

ポーランド・リトアニア・フィンランド

蜂起

A.Lenin-Trotskyの戦略 B.Lenin「民族自決」論 C.Bukharin「世界党」論

図 6.3 Lenin「民族自決」論と Bukharin「世界党」論

出所：筆者作成

したものであり、帝国主義戦争の現実への対応不能をさらけ出したものと批判していた。
*258 多かれ少なかれボリシェビキ党の経済理論家は同様の傾向を共有し、これは Preobrazhenskyとて例外ではなかった。
*259 この観点はもちろん Bukharin の「国家資本主義論」によっても補強されている。そこでは「恐慌の世界的性格」から「戦争の世界的性

格」が導き出されている。Leninも同じく「国家資本主義論」という言葉を使ったが、評注に見るように恐慌と戦争のアナロジーを断固と
して拒否していた。
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6.5 小括

本章の主要な結論は以下のとおりである。

• 今日の労働運動の退潮を基本的なところで決定
づけているものは、ボリシェビキ党の経済運営

の蹉跌である。ブルジョア社会崩壊後の、経済

学なきあとの経済学 (「広義の経済学」) とは何

か、またそれはいかにして可能なのか、が問わ

れている。そして、これに回答を見出せなかった

ことが、2020 年代の今日の状況を作り出してい

る。われわれは「広義の経済学」の方法をめぐる

論争としてもっとも激烈に戦われた Bukharinと

Preobrazhenskyとのあいだの論争に着目し、今

こそこれを批判的に回顧すべきである。

• ブハーリン (1978) の意義、優れた点は、「転形

過程の一般理論」という副題を裏切って、当時

のボリシェビキ党の陥ったジレンマを明らかに

した、ということにある。これが可能であったの

は、Bukharinが革命の過程を抽象的にではなく

「内乱の焼跡の煙と爆音の中で」具体的に叙述し

ようと努めたからである。

• 他方、その問題点は次のところに現れている。
A). 革命実践が社会的労働の問題として本質的に

押さえられていないこと。

B). 戦間期世界経済のありさま (「総力戦」) を

認識の対象として措定し、下向分析から「国

家資本主義」という実体的な理論に到達しな

がらも、これを本質的なものと見誤って「世

界経済の組織化を求める要請」としてしまっ

たこと。

C). 戦争を体制の維持強化という観点から抽象的

に理解し、ここから「攻勢戦術」を演繹して

しまったこと。

D). 革命過程における生産関係を技術的労働組織

として押さえる Bukharin自身の優れた観点

を十分に方法論的に自覚していないこと。

E). 生産力概念の揺らぎと混乱。

F). 専門家問題の誤った認識。

G).「プロレタリア的諸機関の機能変化」(表 6.1)

において、労働者諸政党のみが一定不変とさ

れていること。

H). 農業問題の誤った認識。

I).「生産の軍事化」を原則化 (段階化) してし

まっており、これが特殊な事情 (「疲弊恐

慌」)によって生まれたことを強調していな

いこと。

J). (対象認識と目的創造の二側面を統一した)

「広義の経済学」の方法論が十分に展開され

ていないこと。

• Lenin評注は A’)、B’)、C’)で Bukharinの戦争

と国家を抽象的に取り扱う傾向に反対している

が、J’) の方法論については概ね同意している。

そして Bukharinが詳述し、また当時の「労働組

合論争」の内容にもかかわる D’)、F’)、G’)、I’)

の論点についてはそれほど熱心に検討した形跡が

見られない。H’)の階級の捉え方と農業政策につ

いては Bukharin、Lenin ともに階級を経済学か

らではなく史的唯物論から機械的に把握する傾向

を共有し、農民と労働者との対立を安易に「階級

闘争」と見る点で一致している。

• プレオブラジェンスキー (1967) の功績は次のと

ころにある。

M1). 事実上、Bukharin「過渡期経済学」の続編

とみなせる著作を書きあげたこと。とりわ

け 3-4 節以降の経済学の諸範疇については、

Bukharinが過渡期経済の入口で叙述を止め

たものを、その後の変容まで延長したものと

みなせる。

M2). これまでのソヴェト経済を独自の観点から回

顧したこと (p.170)。

M3).「価値法則の一極支配論」とも云うべきもの

に異論を唱えたこと。そうすることによっ

て、かつての友人である Bukharinの変節を

理論的に糾弾していること。

M4). 戦間期世界経済の分析を行っていること。ま

たそこでファシスト経済の本性をはっきりと

掴んでいること。
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M5). 自覚しないままに、後に「スターリニスト経

済」として知られるものの諸特徴 (特異な官

僚主義経済)を理論的に叙述していること。

M6). 哲学的には、Lukács と同様に「物象化か

らの脱却」という視点を共有し、それゆえ

に Bukharin 派の日和見主義を批判し得た

こと。

M7). 自由と必然の関係について、自然弁証法 (En-

gels) のレベル、経済原理論 (Marx) のレベ

ルの違いを意識したこと。

M8). Stammlerに論及することで「史的唯物論の

機能変化」という論点に (本人はけっして同

意しなかったが)注意を集めたこと。

• 他方、その難点は以下のとおりである。
D1). PSA について、臨時的に必要になった措置

(動員解除に伴う一時的な失業者を吸収す

るために、生産諸手段の蓄積テンポを人為

的に速める必要性) を本質的なもの (PSA

法則) と誤認したこと。PSA という用語を

Smirnov、Bukharin が用いたような生産諸

手段と労働の結合 (労働動員) という意味で

はなく、農民からの収奪による再生産元本

の蓄積 (すなわち収用) という意味に変えて

しまい、Leninの危惧を現実のものとしてし

まったこと。

D2). 国家フォンド (再生産元本) の物神崇拝に

陥っており、国家の死滅についての意識が希

薄となっていること。

D3). 因果律と目的論の関係について混乱に陥って

いること。

D4). 〈価値法則〉と「計画化原則」の「対立」に

おいて、第三の自然の領域を無視している

こと。

D5).「等価交換」という用語に見られる、価値範

疇の理解の揺らぎ。

• Preobrazhenskyと Bukharinは〈労働証書制〉に

ついて両者ともに最後まで語らなかった。Preo-

brazhensky は「第三者の捨象」、「経済政策の捨

象」を問題にしていたのだから、その先にある純

粋な社会主義社会における分配について語るべ

きであったし、もしそれがわかっていたならばそ

れを PSAと同一視することもなかったはずであ

る。また、Bukharinも〈価値法則〉を安易に商品

交換と同一視する誤りを犯さなかったであろう。

• 対馬 (1974) は〈労働証書制〉について、きわめ

て明快な記述をなした。つまり、1).〈等価交換〉

と〈等量労働交換〉が明白に異なること (とりわ

け後者には「労働の質」という要素が含まれ得な

いこと)、2).〈労働証書制〉のもとでは〈価値〉が

発生しえないこと、3). 社会主義社会においては

ブルジョア社会に特有の「生産手段生産の優位」

が存在しないこと、それゆえに「ソ連邦は社会主

義社会ではあり得ない」ことなどを明言した。

• 他方、対馬はソ連邦を「国家資本主義」と捉えた
が、これはソ連邦を「資本への包摂」の論理で捉

えたことによる誤解である。

• なぜボリシェビキ理論家たちは〈労働証書制〉に
ついて言及することを避けるか、ここには彼らの

貨幣観の不統一と誤解が影響している。

i). Lenin、Luxemburg、Neurath、Preobrazhen-

skyは労働者国家の内部において貨幣は廃絶

できるし、廃絶すべきであると明白に理解し

ていた。彼らが「貨幣を一挙に廃止すること

はできない」と云うとき、それは労働者国家

の境界線の外部のことを意味する。とりわけ

Leninは境界線の確定 (またそれを意識的に

拡大縮小すること)を社会的実践の手段とし

て明確に意識していた。

ii). 他方、Bukharin、Kautsky、Trotskyは「貨

幣の廃絶」を無政府主義者の発想ととらえ、

貨幣を (国家と同様に) 利用すべきもの、そ

の利用の果てに (「歴史的使命」を使い果た

した結果)「蒸発」するものと考えていた。

BukharinとKautskyの対立は、革命ロシア

の立場とそこに隣接するドイツ国民の立場

の対立を (Trotskyは両者を調停する立場を)

表現する。境界線の労働手段としての役割を

曖昧にしていた点ではいずれも共通である。
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経済と自然

経済と自然は本来対立するものではない。人間生活

の物質的再生産 (経済) は全自然史的過程=物質の自己

運動 (自然) の一部であるべきものであり、これが対立

するという事態は、それを引き起こしている〈疎外され

た労働〉の現実をわれわれにつきつけている。この章で

は、経済における自然を取り扱う方法論、すなわち技術

学の方法を考察する。

7.1 素朴な疑問

経済と自然が対立するものとの先入観がある人は、こ

こで何か基本的な疑問が残されているかのように問わ

れていることに驚くかもしれない。だがなにゆえに対立

するのか、との疑問にたいしては前者が人間の営みであ

り、後者にはそれがない、という回答しか用意できない

であろう。このように回答する人は人間が人間的自然で

あることを忘れ、この世界のなかで人間がなにか特殊な

もの (神に選ばれたもの、あるいは楽園から追放された

もの)という神秘的な思い込みに囚われているからであ

る。われわれは、それとは関係なく疑問を提示すること

にしよう。

今日の資源問題、気候変動問題をどのように理解する

か。これと国家論 (とりわけファシズム論) とはいかに

関係するか。資源にせよ、気候変動にせよ純粋に自然科

学的な問題ではなく、資源の国家間の争奪、気候変動の

責任の押し付け合いという政治経済的課題である。また

戦間期経済が「アウタルキー」に彩られたこと、大日本

帝国がアメリカの石油禁輸措置を契機として対米戦に踏

み切ったことを忘れてはならない。

経済学が (地代論さえも) 自然を直接に取り扱いえな

いのはなぜか。「広義の経済学」ならばそれは可能なの

か。「社会的費用論」をどのように評価すべきか。マル

クス主義において土地問題、都市開発、住宅問題はどの

ように理解されたか。われわれは再生産論を検討したと

きに、自然が再生産表式 (したがって〈価値法則〉)の外

側に隠されていたことをすでに掴んでいる。

経済学と技術学はどのような関係にあるのか。技術学

において「資本論」と同様の位置づけの理論は可能か。

それは技術本質論といかなる関係にあるか。技術史論は

いかに展開されるべきか。「資本論」における機械制大

工業の分析は技術学的研究の典型であるが、そこでも機

械はたんに機械ではなく、同時に価値物としての意義を

与えられていた。

Lukácsが Engelsの「自然弁証法」および「反デュー

リング論」に反発したのはなぜか。彼の自然学 (美学と

の関連において) は積極的にはどのようなものだった

か。Engels はそもそも Marx に先んじてイギリス・プ

ロレタリアートの状態、その生活環境の劣悪さを研究

したのだった。この意味で彼は誰よりも人間と自然の

関わりを深く研究していたと言える。にもかかわらず、

その自然の把握方法を Lukácsから批判されねばならな

かった。

NeurathがMachの「力学史」に感銘を受け、ウィー

ン学団を組織したのはなぜか。またそこで「物理主義

*1 Friedrich Wilhelm Ostwald(1853–1932) はドイツの化学者。物理化学の権威。エネルギー一元論を唱え、一時 (J. Perrin による実験
に接するまで)原子の存在を否定した。

*2 Ludwig Boltzmann(1844–1906)はオーストリアの物理学者。エントロピーの分子運動論的定義を与え、熱力学第二法則の統計力学的理
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(Physicalism)」を提唱した真意は何か。熱力学史、ま

たエネルゲティーク (F. W. Ostwald*1) とアトミス

ティーク (L. Boltzmann*2)の対立はどのように理解す

べきか。前章でも触れたように Neurath は貨幣の廃絶

という観点から自然経済の可能性を展望したのだった。

またそれは当時のウィーンの科学革命のなかに自然に位

置付けられたものであった。今日では Mach 哲学の意

義が否定され、そのために Neurath の思想も顧みられ

ないが、その自然哲学に学ぶべきものはないのか。

7.2 Lukácsによる Engels批判

われわれはすでに第 5章で Lukácsの真意 (前衛党の

疎外にたいする批判)をつかんでおり、また Engelsへの

反発は何を意味するか、その一端を示している (p.110)。

ここでは、ルカーチ (1991)の第 1章「正統的マルクス

主義とは何か」*3と第 5章「史的唯物論の機能変化」*4に

即して、Engels批判の内容を深めてみたい。

7.2.1 「正統的マルクス主義とは何か」

第 1節では理論の「正統性」とはなにかを、(たんなる

理論的成果の伝統的継承としてではなく)革命実践の理

論的契機としてとらえること、つまり理論と実践の相互

連関的「再生産」としてとらえることが論じられる。こ

のことに付随して Engelsの弁証法理解が批判される。

1). 正統的マルクス主義の本分は、(唯物弁証法とい

う)その方法に見いだされるのであり、けっして

得られた結果・成果の伝統に基礎をおくものでは

ない*5。

正統的マルクス主義とは、マルクスの研究成果

を無批判的に受け入れることを意味するものでも

なければ、マルクスのあれこれの命題を「信仰」し

たり、ある「神聖な」書物を解釈したりすること

を意味するものでもない。むしろ、マルクス主義

の問題における正統性とは、もっぱらその方法に

かかわることなのである。すなわち、正統的マル

クス主義とは、弁証法的マルクス主義のなかに正

しい研究方法が見出されたということ、またこの

ような方法はそれを基礎づけた人物のいう意味に

おいてのみ完成され、展開され、深化されうるこ

とを、学問的に確信することである。ルカーチ (1991)

2).「唯物弁証法は革命的な弁証法である」が、その

意味をつかむには「ヘーゲル法哲学批判」にある

「理論と実践の問題」がいまこそ振り返られるべ

きである。この問題が形式的に理解されるかぎ

りでは、それはたんなる「外部注入論」にすぎな

い*6。

唯物弁証法は革命的な弁証法である。・・・理

論そのもののなかにも、またそれが大衆をとらえ

る仕方のなかにも、理論すなわち弁証法的方法を

革命の動輪とするような契機または規定が見つ

け出されねばならない、つまり理論の実践的本質

が弁証法的およびこの方法とその対象との関係

から展開されねばならない・・・そうでないとす

れば・・・理論というものは、大衆の運動に対し

てまったく偶然的な内容を意味するにすぎないも

の・・・ということになろう。ルカーチ (1991)

3). 理論 (的実践)が (革命)実践の一契機としてつか

解の基礎をつくる。ウィーン大学でエネルゲティークに加担する E. Machと対立。自殺。
*3 この表題はもちろん「正統的マルクス主義」の「司祭たち」にぶつけた Lukács一流の皮肉である。
*4 この第 1 章と第 5 章は、前者が 1919 年 3 月、後者が同年 6 月と、もっとも早い時期に続けて執筆されたものである。第 5 章について

Lukácsは「まえがき」で「当時われわれの多くの者が革命の持続とテンポについて、あまりに楽観的な希望をもっていた」と記している。
*5 Lukácsは「正統的マルクス主義」が一つの「信仰」に堕落しつつあることをここで全力で糾弾しようとしており、この態度は絶対的に正
しい。ただし、この態度に対置された Lukácsの命題には大いなる疑問がある。彼が結果にではなく方法に焦点を当てるのは良いとしても、
そこで彼が方法として念頭においているのは弁証法一般であり、Bernsteinが弁証法を投げ捨てたことに直接的に反発しているにすぎない。
われわれが方法に注目する理由は、われわれが疎外されざる労働としての理論的実践に携わっているからである。このような生成の立場

がはじめて確立されたのがMarxその人の実践活動においてであるからこそ、この思想を「マルクス主義」と呼ぶのであり、そこには正統
も異端もない。方法論 (たとえば史的唯物論)でさえもわれわれは実践のるつぼのなかに投じるのである。

*6 Lukács自身は「外部注入論」という言葉を使っていないが、運動 (実践)の外部から持ち込まれる理論の「正統性」を問題にするのではな
く、理論と実践の関係を内部から考察すべきだと提起しているのである。
ここで Lukácsが「ヘーゲル法哲学批判」より「思想が現実にせまるだけでは充分ではない、現実がみずから思想にせまるのでなければな

らない」と引用しているが (またそれは正しいが)、これを唯物弁証法の言葉で語り直さなければならなかった。つまりたんに「思想」とあ
るものは、実践のただなかでの理論的創造のことであり、これが静的な認識主観の立場から対象的現実にせまる、というばかりでなく、その
立場 (あるいは視点)そのものが現実の過程の一つの産物であることを反省的に認めることが必要なのである。しかしながら、Lukácsはこ
のことを「理論」ないし「思想」のひとつの属性として表現してしまっている。ここに彼の問題提起が「観念論」と誤解される原因がある。
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まれたからには、理論とは「革命的過程そのもの

の思想的な表現」にほかならない、と言える。「こ

ういう決定的に重要な点を見逃したために、弁証

法的方法に関する論争のなかに多くの混乱が引き

起こされてきた」*7。

このような〔理論と実践との統一が可能となる

ような〕状況は、歴史のなかでは、プロレタリアー

トの出現とともに成立した。・・・このような理

論は本質的に革命的過程そのものの思想的な表現

にほかならないのである。この革命的過程のそれ

ぞれの段階は、思想のなかにみずからを定着して、

普遍性と媒介性をそなえ、利用と継承の可能性を

もつものとなる。これらの段階はそれぞれ、ある

必然的な歩みの定着であり、またその意識にほか

ならないので、それは同時にきたるべき次の歩み

への必然的な前提となる・・・。ルカーチ (1991)

4). Engelsの「形而上学」と「弁証法」との概念構成

上の対比は「歴史過程 (革命実践) における主体

と客体との弁証法」を中心にすえていない、とい

う点で限界がある。「たとえ「流動的な」概念な

どを保持していたとしても、結局はたんに見せか

けだけのもの」となる。「考察の対象である客体」

は前者において「放置され」、「考察そのものが観

照的なもの」にとどまること、後者において「現

実の変革ということが中心問題である」というこ

と、この対比がなされていない*8。

エンゲルスは「形而上学的方法」と対立させ

て弁証法的方法の概念構成を述べ、きわめて鋭く

次のように主張している。弁証法においては概念

(およびそれに対応する対象)の硬直性は解消され

る。つまり、弁証法とは一つの規定から他の規定

へと流動的に移行してゆく不断の過程であり、さ

まざまな対立の不断の止揚であり、それらの相互

移行である。したがって、一面的な、硬直した因

果性は、こうした相互作用によって解消されねば

ならないものなのだ、と。しかし、最も本質的な

相互作用は、歴史過程における主体と客体との弁

証法的考察の―当然そこに帰着するはずの―中心

にしえてはいない。ルカーチ (1991)

5). マッハ主義がひとつの「主意主義」=「経験批判

論」を生み出すのは、また、そこにマルクス主義

の陣営からの「追従者」を見出すのは、「弁証法的

な歴史観」が見失われつつあることのあらわれで

ある。このような「批判的」観点においては「方

法と現実」、「思考と存在」の分離が出発点におか

れ、しかも「かれらはまさしくこのような分離を

進歩とみなしている」*9。「弁証法こそ史的唯物論

の方法から遠ざけねばならないものだとすれば、

その結果として日和見主義の理論、つまり社会主

義における革命ぬきの「発展」や闘争ぬきの「自

然成長」を説く理論がみちびきだされざるをえな

い」*10。

マッハ主義が一つの―同じくブルジョア的な

*7 「理論の正統性」の議論が正しく革命実践の再生産 (継承) の問題としてつかまれている。より具体的には、革命的理論は革命実践の (労
働)手段であり、労働そのもの (運動の担い手=プロレタリアート)であり、(労働)対象でもある。Lukácsの Engels批判 (「エンゲルスの
この説明にはまさしくこの重要な契機が欠けている」)は、上のこととの関係で (ついでのように)言及される。

*8 Lukácsはこれを「歴史過程における主体と客体との弁証法的関係」の欠如、と表現するが、それは (問題意識の正しさにもかかわらず)不
適当である。あるいは舌足らずである。革命実践における自然的 (技術的) 契機をいかにして理論的に解明すべきか、ということが主題に
されなければならない。その上で唯物論を唯物弁証法として展開することになぜ Engels は失敗したのか、が問われるべきである。そこに
Engels が Kant をあまりにも安易に片づけたこと、Hegel の自然哲学の不備を繰り返すことになったこと、などの反省が結び付けられる
べきなのである。
Lukácsは次のように云う。「エンゲルスの弁証法に関する叙述から生じてくるさまざまな誤解は、本質的にはエンゲルスが―ヘーゲルの

誤った例にしたがって―弁証法的方法を自然の認識にも拡大している」ことから生じる。ここで Lukácsは誤解をまねく表現の仕方をして
いる。彼は Engels が「自然の認識」をなすべき実践主体の問題を論じていないということ、より積極的には革命実践の物質性、すなわち
革命が物質の自己展開の過程であることを描いていないことを批判すべきだった。なお、脚注*18も参照のこと。
またこれに関連してMarxの次の言葉「歴史的・社会的な学問のすべてについて一般的にみられるように、経済的な諸カテゴリーの歩み
についてもまた、つねに・・・これらのカテゴリーが〔ある特定の社会の〕定在の諸形態や存在の諸規定を表現しているのだということが、
明記されねばならない」も、たんに非自然の問題ではないことに気づくべきである。たとえば「原子力」について、チェルノブイリ原発事
故、福島第一原発事故はたんなる自然物としてではなく、

●

同
●

時
●

にそれぞれの社会の「定在の諸形態」として記述されなければならない。前
者はスターリニスト経済の国家フォンドであり、後者は帝国主義経済の固定資本である。

*9 マッハ主義はMachの「力学史」から現れたものであり、このイデオロギーがいかなる現実から浮き上がってきたか、が議論されねばなら
ない。焦点となるのは力学的世界観の揺らぎであり、熱学の発展が従来の力学史の反省に向かわせた。宿命論と主意主義との相克は、必然
性 (客観的法則性) と自由 (目的の生産) の問題として統一されるべきであるし、そこに偶然性 (実体的なもの) が介在しなければならない。
これを主題としたものが武谷三男の技術本質論であり、認識の三段階論であった。武谷 (1968)、また高嶋 (2020)を参照のこと。

*10 この点については p.119を参照のこと。
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―主意主義を生み出しうるものであることは、必

ずしもいま述べたことと矛盾することではない。

宿命論と主意主義とは、非弁証法的・非歴史的な

見方でものごとをみるときにのみ、たがいに排除

しあうものである。しかし、弁証法的な歴史観か

らみれば、この両者は明らかに相互に必然的に連

関しあう両極なのであり、また資本主義的な社会

秩序がその内部に敵対的な対立をふくむものであ

り、しかもその固有の基盤に立つかぎり、その問

題を解決しえないものだということをはっきりと

表現している、思想的な反映なのである。ルカーチ

(1991)

第 2節では (「科学」なるものが取り扱う)「事実」な

るものが資本主義的物象化によってもたらされた「仮

象」であることが明示され、これにたいして真に科学的

な方法 (「序説の弁証法」) が対置される。またその理

解に即して、日和見主義者、俗流マルクス経済学者、観

念論者の錯覚が指摘される。

1). いわゆる「事実」なるものは、「修正主義のあら

ゆる文献のなかで偶像的に崇拝されている」が、

それはあるがままの現実ではなく、「自然科学的

な方法」によって措定されたものである。日和見

主義者 (あるいはマッハ主義者) はこれを永遠の

真実とみなし (超階級化し)、これに疑いを差し挟

む弁証法を敵視する*11。

かれら (日和見主義者)は、自然科学的な方法、

つまり、観察、抽象、実験などによって、これら

の「純粋な」事実を取りしらべ、それらの連関の

仕方を基礎づけうる方法に注目し、これに依拠し

ようとする。そして、このような認識理念を弁証

法的な方法の (かれらからみて) 強引な構成の仕

方に対置しようとするのである。

・・・自然科学の「純粋な」事実なるものは、

詳しくいえば、ある一つの生活現象を、現実的ま

たは思想的にある一つの環境に置き換えること、

つまり、他の現象による攪乱を受けることなしに

その法則性を基礎づけうるような、ある一つの環

境に置き換えることによって成立するのである。

こうした「純粋な」事実の成立過程は、生活現象

がその純粋に量的な本質に、つまり数と数関係で

表現されるような本質に、還元されていくことに

よってさらに高まっていく・・・ルカーチ (1991)

2).「自然科学的な方法」の認識における万能性は、

それ自体資本主義の生み出す「物象性」の産物で

あり、「社会的な仮象」である (だからこそ日和見

主義者はこうした思考法に魅力を感じる)。そこ

では科学労働も分業の作用を受け、部分体系へと

孤立化されている。唯物弁証法は「全体の具体的

な統一性」を再構成すべく、それらが「仮象」で

あることを暴露する。その際に重要となることは

「事実が歴史的に規定されていること」の認知で

ある*12。

一見したところ、こうした自然科学的な方法の

魅力的な点は、資本主義の発展そのものがこうし

た考察方法を広く受け入れるような社会構造を生

み出す傾向を持っているところにある。しかしな

がら、われわれは、まさにそうであればこそ、こ

のようにして作り出されてくる社会的な仮象に屈

することなく、その背後にある本質を見抜くため

に、弁証法的方法を必要とするのである。・・・

日和見主義者たちは諸現象がこのような仕方で作

り出されてくるのは資本主義の本質に属するのだ

ということを、いつも見落としている。

・・・弁証法は、このように孤立化されたり、

孤立化をもたらしたりするようなあらゆる事実

及びあらゆる部分体系に対して、全体の具体的

な統一性を強調し、これらの仮象が一つの―むろ

ん、資本主義によって必然的に作り出された―仮

象であることを暴露することにより、真実の構成

(Konstruktion)として働くのである。

*11 ここでは Lukács の自然科学観の一端が示されている (p.110 の脚注*102 も参照のこと)。彼は正しく認識主観の能動性を強調しており、
それと無関係な (「純粋な」)「事実」は存在しない (またそうでなければ認識など存在するはずがない)ことを説明している。自然科学的な
観察・実験といえどもそうなのであり、このことを指摘することはけっして「観念論」ではない。
マッハ主義者の誤りは、経験=認識主観の前に認識対象が措定されること (ここから認識過程の現象論段階がはじまる)をそのまま認識対

象の事実としてしまうことであり、また量的な (質的な)観察なり、定量的な (定性的な) 実験なりを、現象論から実体論へ向かう下向分析
の一断面とはみないで、そのまま客観的な法則性の把握とみなしてしまうことである (Lukács は次のMarx の言葉を引いている「このよ
うな粗雑さと没概念性とは、まさに有機的に一体をなしているものを偶然的に相互に関連づけ、たんなる反射関係のなかにおくところにあ
る」)。そこでは実体の特殊性の判断が欠如している。つまり偶然的なもの、歴史的なものを自分が今捨象しつつある、ということが忘れら
れている。だから自分が把握したものを永遠の秩序 (見せかけの本質) と見るのであり、これを現象 (「事実」) そのものと同一視するので
ある。これらのことを Lukácsはきわめて正しく見抜いている。

*12 ここにおいて Lukácsは直接性の立場を捨て、媒介性の立場に立たなければならないということ、理論の持つ (論理性の背後にある) 歴史
性に注意を払うべきことを主張している。これは〈始元論〉に関わる。
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・・・「科学」というもの―すなわちこれらの事

実が直接的に与えられる仕方を、科学的に重要な

事実性の基礎とみなし、その対象性の形態を科学

的な概念構成の出発点とみなしている、あの「科

学」というもの―は、素朴かつ独断的に資本主義

社会という土台の上に立っているのであり、その

本質や対象構造や法則性を没批判的に「科学」の

恒常的な基礎として受け入れているのである。こ

のような科学のいう「事実」から、言葉の真実の

意味における事実に前進し得るためには、これら

の事実が歴史的に規定されていることをはっきり

と見抜き、そこから事実が直接的に生じてくる立

場を捨てねばならない。言い換えれば、これらの

事実を歴史的、弁証法的に取り扱おうとしなけれ

ばならない。ルカーチ (1991)

3). 真に科学的な方法の出発点には「事物の現象形態

とその本質」を区別することが必要であり、次に

両者を媒介する偶然的なものを発見しなければな

らない。こうして事物は二重に規定される。まず

は「直接的な存在」として承認され、さらに抽象

的な様々な「概念」に媒介されたものとして了解

される。この過程は現象形態から本質への下向分

析と、本質から現象形態への上向展開の二つの道

の統一としてあらわれ、そこではじめてわれわれ

は現象形態を本質からの必然的なあらわれとして

認識できるのである*13。

・・・事実の現実に存在する姿とその内部にあ

る核心的な姿との相違を、また事実について形作

られた表象とその概念との相違を、明瞭かつ正確

に捉えねばならない・・・。このような区別こそ

真に科学的な観察を行うための最初の前提となる

ものであって、この点についてマルクスは「もし

事物の現象形態とその本質とが直接に一致するな

らば、およそ科学は余計なものとなろう」と述べ

ている。したがって、一方では諸現象をこうした

直接的な所与の形態から解放して、それらをその

核心ないし本質に関連させ、そこで概念的に捉え

ることを可能にするような諸媒体を見いだすこと

が問題となり、他方ではそれらの現象的性格や仮

象を、その必然的な現象形態として捉えることが

問題になってくる。・・・このように二重に規定

すること、すなわち一方では直接的な存在を承認

しながら、同時に他方ではこれを止揚することが、

正しく弁証法的関係に他ならないのである。ルカー

チ (1991)

第 3節では、一方でブルジョア社会の対象認識が自己

に向けられたときに限界にぶつかること、ところがプロ

レタリアートの認識はそこに現実的な (しかも和解不可

能な)矛盾を見出し、その現実的な揚棄に向かうことが

示される。この態度の相違は二つの階級の方法的対立と

して表現される。またさらにブルジョア科学の物象化

された概念範疇が、同時にプロレタリアートの社会認識

(つまり変革対象の認識であるとともに、変革過程の認

識)の武器として活用されることが論じられる。

1). 経験批判論と唯物弁証法との対立は、それ自体社

会的な矛盾の一つのあらわれである。前者は、ブ

ルジョア社会が対象認識のなじみのある方法を

自己自身への認識に適用しようとして、その限界

を露呈したにもかかわらず、「およそその素材の

なかにいかなる矛盾も」認めまいとする自然科

学の「方法的な理想」に執着している。かれらに

とっては「もし個々の理論のあいだになんらかの

矛盾があるとすれば、それは認識がまだ完成の段

階に到達していないことを示す一つの兆候にすぎ

ない」。

これに反して、われわれはこの矛盾を「むしろ

分かちがたく、現実そのものの本質、資本主義社

会の本質」に結び付いたものと受け取る。このよ

うな矛盾は、認識の深化によって「止揚されて、

矛盾であることをやめる」というようなものでは

ない。それらは「資本主義的な生産秩序」の必然

的な現象形態であり、その止揚はこの生産秩序そ

*13 Lukácsはここで「資本論」の原理論 (普遍本質論)としての位置づけに注意を与えている。本質と現象形態の違いを理解しない「表面的な
読者」(これは「資本主義的発展の思想形態に没批判的にとらわれている」者のことであり、その典型例は Tugan-Baranovskyである)に
とって、「こうした点を理解することは極めて困難な仕事となった」。
さらにまた Lukácsは「観念論」の錯覚が、「現実の思想的な再生産の過程」(すなわち上向展開)を「現実そのものの構成の過程」と取り

違えることから生じていると正しく指摘している。
*14 Lukácsは自然科学にかんして「素材のなかにいかなる矛盾も、いかなる敵対関係も認めようとはしない」と述べているが、この記述は彼
が実際に自然科学のことをそうだと云っているわけではないことに注意する。そうではなく「自然科学的方法」を駆使するものがそうだと
云っているのである。現実には自然科学史は素材的矛盾にかんする認識の宝庫であると言っても過言ではなく、またその矛盾は認識された
からといって消え去るものではない (たとえば〈運動〉)。
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のものの揚棄以外にはありえない*14。

・・・弁証法的方法と「批判的」(または俗流唯

物論的、マッハ主義的などの) 方法との対立その

ものは、一つの社会的な問題である。

自然に適用されて科学の進歩だけに奉仕する、

自然科学の認識理想は、ブルジョアジーのイデオ

ロギー的な闘争の手段として、社会的な発展の方

向にむけられているようにみえる。・・・一方で

は、かれら自身の生産秩序を超時間的に妥当する

諸カテゴリーで構成されたものとして、したがっ

てまた、自然と理性との永久の法則から永久に持

続するように規定されたものとしてとらえつつ、

他方では否応なしに迫ってくる矛盾*15をこの生

産秩序の本質に属するものとしてではなく、たん

に表面的な現象などとして評価する・・・かれら

にとって、このことはまさに死活にかかわる問題

なのである。古典経済学の方法はこうしたイデオ

ロギー的な必要から生まれてきたものであるが、

しかし、それはまた社会的現実のこのような構造

についても、資本主義的生産の敵対的な性格につ

いても、科学としての自己の限界を見出したので

ある。ルカーチ (1991)

2).「科学的な方法」をつうじて生み出される表象は、

資本主義的な生産の必然的な産物であると同時

に、それに永遠の仮象を与え、歴史性 (「対象の

真実の関連」)を隠ぺいする。その意味でこれら

は「支配的な階級のイデオロギー」である。

・・・対象的形態の反省的連関やその「法則性」

といったものは、同じく資本主義の土台から必然

的に生まれてくるものでありながら、対象の真実

の関連を覆い隠すものであるが、これらも資本主

義的な生産秩序の代理人たちが必然的に描きだし

てくる事象である・・・歴史的な認識というもの

は、このような覆いを引き裂くことによってのみ、

可能となる。なぜならば、こうした物神的な対象

性形態の反省諸規定は、まさしく資本主義社会の

諸現象を超歴史的な実在として現象させる、とい

う機能をもつものだからである。ルカーチ (1991)

3). 経済的範疇 (ブルジョア社会の生み出した表象)

は二重の役割を果たす。第一に「ある特定の経

済的総体の生産および再生産」(直接的にはブル

ジョア社会のそれ、間接的にはそれに先行する

社会諸形態のそれ)を科学として認識する。第二

に、「人間関係の変革過程」すなわち革命過程の

なかで、その範疇が物象性の背後に隠し持つ「現

実的な基体」の発展過程そのもの (つまり、新社

会があらたに生産・再生産される様態)を認識す

る*16。

・・・あらゆる社会的現象の対象的な形態は、そ

れらの絶えざる弁証法的な相互作用のなかで、相

互に絶えず変化する・・・弁証法的に総体性を考

察することが―そして、まさにそのことだけが！

―
●

現
●

実
●

を
●

社
●

会
●

的
●

な
●

出
●

来
●

事
●

と
●

し
●

て把握することを可

能にするのである。なぜならば、このような場合

にのみ、資本主義的な生産が必然的に生み出す、

かの物神的な対象性形態は (必然的なものとして

認識される仮象ではあるが、しかし) たんある仮

象にすぎないものに解消されることになるからで

ある。

・・・あらゆる経済的なカテゴリーのなかで、

社会的発展のある特定の段階における、ある特

定の人間関係が出現し、意識され、概念的に把握

されてはじめて人間社会そのものの運動は、その

概念的な法則性において、同時にまた、人間関係

から生じ、人間からその支配力を奪いとった諸力

の産物として、概念的に把握されうる・・・した

がって、経済的カテゴリーは、二重の意味で、弁

証法的、動態的なのである。1). それらは「純粋

な」経済的カテゴリーとして、生き生きとした相

互作用をおこない、社会的発展のその時々の時代

的な横断面を認識するのに役立つ。2). また、他

方では、それらが人間関係から生じ、人間関係の

変革過程のなかで機能することにより、それらの

活動の現実的基体との相互関係のなかで、こうし

た発展過程そのものが見うるものとなってくる。

ルカーチ (1991)

第 4節では Lukácsによるヘーゲル弁証法 (およびそ

の国家論)の評価が語られる。すなわちヘーゲル哲学と

はブルジョア社会の自己認識であり、その最高形態であ

る。そして Hegel は Kant を乗り越えようとしたがそ

れに失敗し、ドイツ反動がそれを利用できる「体系の死

骸」を残した。

1). Hegelはその「法の哲学」においてブルジョア社

会の現実を「自己自身を生産し再生産するもの」

*15 これはもちろん恐慌のことであり、Sismondiはこれに苦しめられた。
*16 ここでは貨幣、商品、価値法則などの経済的範疇の取り扱い、これらが物象化された表象であること、そして過渡期社会においてこれらが
その物象化のヴェールを引きはがされることが明確に語られている。自然科学の方法、技術学の方法はここに関与しなければならない。
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として明確につかんでいる (ただしそれを「誤解

を招くような形で表現」した)。これを批判的に

継承した Marx の史的唯物論がヘーゲル弁証法

との「深い親近性」を持つのは当然である*17。

・・・自己自身を定立し、自己自身を生産し再

生産するものこそ、まさしく
●

現
●

実(Wirklichkeit)

にほかならない。このことをすでにヘーゲルは、

なおあまりにも抽象的であり、しかもそれ自体誤

りであり、したがってまた誤解を招くような形で

表現している。ヘーゲルは彼の「法の哲学」のな

かで「現実的なものは、それ自体必然的である。

このような必然性は、全体が概念の区別のなかに

分解しているということにおいて、しかもこのよ

うに分解したものが、決して死滅せずに分解しな

がら絶えず自己を産出するような、一つの確固と

した持続的な規定性を示すということにおいて、

成立するのである」と述べている。ヘーゲルのこ

のような言葉は、現実という問題や理論のもつ現

実の自己認識としての機能という点において、史

的唯物論がヘーゲル哲学ときわめて深い親近性を

持つものであることを、はっきりと示している。

ルカーチ (1991)

2). Marxは Hegelが真の意味で Kantを「乗り越え

てはいない」と批判し、その二元論から生ずる

Hegelの「概念神話学」を次のようにして乗り越

えた。すなわち「すでにヘーゲルでは歴史の絶対

的精神は大衆をその素材として」もっているこ

と、(Hegelという)「哲学者というものは、歴史

をつくる絶対的精神が、その運動の経過後に、あ

とから自らを意識するための器官として」現れた

ものであること、ところが Hegelは「絶対的精神

としての絶対的精神に、たんに見かけの上でだけ

歴史をつくらせている」(「概念神話学」)。それ

は「たんに哲学者の意識のなかに、その意見と表

象のなかに、たんに思弁的な構想のなかに、存在

するに過ぎない」*18。

マルクスは、次のような点においてヘーゲル

を・・・非難している。それは、ヘーゲルが思考

と存在、理論と実践、主体と客体との二元性を真

に克服してはいないという点であり、ヘーゲルの

弁証法が―歴史過程の内的な、現実的な弁証法と

しては―たんなる仮象でしかないという点であ

り、ヘーゲルがまさにこうした決定的なところで

はけっしてカントを乗り越えてはいないという点

であり、またヘーゲルの認識がたんに一つの―そ

れ自体、本質とは無縁な―物質に関する認識であ

るにすぎないものであって、人間社会というこの

物質の認識ではないという点である。ルカーチ (1991)

3). ヘーゲル弁証法はブルジョア社会の「自己理解」

にほかならず、それゆえに当時のドイツ社会と同

質の反動性を有する。これは「叙述された体系の

死骸」を永遠のものとみなすことにあらわれ、日

和見主義者のお気に入りの論法をなす。われわれ

はその最近の事例を Cunowの著作に見いだすこ

とができる*19。

・・・マルクスがこれに反対して「自己理解」だ

と見抜いたにもかかわらず、この哲学が既にヘー

ゲル主義という一つの―カントの方向に向かって

―逆行する運動となっていたこと、すなわち、そ

の方法から革命的な要素を除去し、その反動的な

概念神話学、その思考と存在との観想的な二元性

の残りかすを、当時のドイツの同質の反動的な哲

学と調和させるために、ヘーゲル自身の曖昧さと

内部の不確実さを利用する運動となっていたこと

は、けっして偶然ではない。・・・一方では、マ

ルクスの弁証法的方法というものが、ヘーゲルが

努力したにもかかわらず具体的に到達しなかった

ものを、整合的に展開することとして成立するに

いたった。そして他方では、上述された体系の死

骸が、文献学者や体系製造業者らの餌食として残

*17 Lukácsは「現実」をただ単に「現実」と表記しているが、文脈からすればこれは具体的なプロイセン国家の現実であり、その背後にある
ブルジョア社会の現実である。そしてヘーゲル哲学の反動性は、その「現実」の「必然性」を無媒介に語ってしまうところにある。

*18 Lukácsは Hegelの認識を「物質に関する認識」であって、「人間社会というこの物質の認識ではない」と説明している。この説明は彼が
Engelsのことを「Hegelの誤った例に倣った」としていることに符合する。しかし重要であるのは、社会か自然 (物質)かの区別ではない。
社会的自然 (物質)を論じるべきだということ、しかも「一つの」社会ではなく「この」社会を論ずべきということである。

*19 Heinlich Wilhelm Carl Cunow(1862–1936)はドイツ社会民主党右派の政治家、経済史家。
Lukács は Cunow の「マルクスの歴史、社会および国家の理論」を槍玉に挙げている。Lukács の記述はわかりにくいが、文脈から見

て、Cunowの主張は次のようなものだろう。すなわち、i).「永遠の価値としての」ヘーゲル国家論は正しい。そこでは「国家の本質や規定
や目的」が語られている。ii).Marx の (また Engels、Lenin の)国家論は「国家の機能」を「階級抑圧の用具」としか見ないものであり、
Hegelに劣る。iii).Marxがこのような水準にとどまっているのは彼が「政治的」な視点にとらわれていたからである。
このような Cunowの主張に対して Lukácsはこれを日和見主義者の寝言だと言っているのである。このような Lukácsの判断はきわめ

て正しい。
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されることになったのである。

クーノーは、マルクスにおける純粋に歴史的な

国家観に対して「永遠の価値としての」ヘーゲル

的な国家を対立させたが、これは「誤り」であっ

て、それによれば、国家の機能は階級抑圧の用具

として理解されるべきものであり、「国家の本質

や規定や目的について何も決定しない」、たんな

る「歴史的な事物」に過ぎないものである、とい

うことになる。(クーノーにとって)マルクスがこ

うした点でヘーゲルに及ばないということは、マ

ルクスがこうした問題を「社会学者の立場からで

はなく、政治的に考察した」ことに由来するので

ある・・・。ヘーゲルの哲学を全面的に克服する

ということは、日和見主義者たちには問題になら

ないように見える。もしも日和見主義者たちが俗

流唯物論またはカントに立ち返らないとすれば、

彼らはヘーゲルの国家哲学の反動的な内容を利用

して、マルクス主義から革命的な弁証法を除去し、

ブルジョア的な社会を思弁的に永遠化することに

なろう。ルカーチ (1991)

4). Hegelによる未完の歴史哲学プログラムは「歴史

を動かす真の力」=「現実的な生活の生産と再生

産」の発見により、その実現の基礎を与えられた。

このプログラムとは人間=可能的に (しかすぎな

い)理性的な存在が、自己の存在根拠を意識する

ことにより真に理性的な存在へと目覚めるという

ものである*20。

マルクスとエンゲルスは「現実的な生活の生産

と再生産とを、究極的に歴史を規定する契機とし

て」認識することによってはじめて、あらゆる神

話学と決着をつける可能性と立場を獲得したので

あった。・・・史的唯物論では、「つねに存在して

はいるが、必ずしもつねに理性的な形態で存在し

ているとは限らない」ところの理性が、もし自己

の真の基礎、すなわち、そこから自己の人間的な

生活を真に意識し得るような基盤を発見すること

をとおして、自己の「理性的な」形態に到達する

とすれば、その時にはじめて―たとえヘーゲルの

学説を否定することにおいてであるとしても―ま

さしくその歴史哲学のプログラムが実現されるこ

とになる・・・ルカーチ (1991)

第 5節では、たんなる唯物論ではなく実践的唯物論、

すなわち人間存在を感性的活動としてとらえることの重

要性が語られる。それゆえに、プロレタリアートの理論

と実践とは、同一の過程の二つの契機として統一的につ

かまれ、その運動全体の利害を擁護することこそ正統性

の意味であることが明らかにされる。これとの関係で、

修正主義者に反対するばかりでなく、たんなる「伝統の

見張り人」にも反対しなければならないことが主張さ

れる。

1). Hegelの克服は Feuerbachの唯物論の先にある。

つまり存在 (人間) をたんに感性的なものとして

静観するのではなく、人間存在を感性的活動とし

てとらえること、つまりこの活動によって生み出

される結果として、またこの活動を生み出す原因

としてとらえること、これによって Hegel(した

がって、ブルジョア社会)を乗り越えることがは

じめて可能になる*21。

純粋に自然的な諸関係 (またはこの自然的な諸

関係にまで神秘化された社会的な諸形態) は、一

方では、硬直し、完成し、―本質的に―変化し得

ない所与として人間に対立するのであって、人間

はたかだかその法則を利用し、その対象的構造を

捉えうるにとどまり、決してこれを変革するよう

なことはできない。他方・・・実践が可能かどう

かということは個人意識の問題となってしまう。

実践ということは個別化された個人の活動形態と

なり、倫理学となってしまう。・・・これに対し

て、マルクスは「感性」や対象や現実といったも

のを人間の感性的な活動としてとらえねばならな

い、と主張した・・・このことは、人間が自己を

社会的本質として意識すること、つまり人間を歴

史的・社会的な事象の主体であると同時に客体で

もあるものとして意識することを意味している。

ルカーチ (1991)

2). 史的唯物論の方法は、プロレタリアートの実践の

なかから生成されてきたものであり、実践と理論

とは社会=運動の「同一の発展過程」の両輪であ

*20 そして Hegel自身は、「諸民族とかれらの意識」に依拠し、「その現実的な基礎が統一的な状態にないことを見とおすことなく、それを「民
族精神」に神話化して」しまった、と Lukácsは論じている。

*21 Lukácsは Feuerbachが「ヘーゲルそのものより以上に「ブルジョア的社会」の個別化された個人の立場にとどまっている」と見ている。
*22 この観点から Lukácsは次のように云う。「一方で彼が自己の認識を高め発展させること (理論)と、他方で彼が歴史の過程のなかで自己自
身を高め発展させること (実践)とは、正しく同一の現実的な過程の両面にほかならない・・・この階級そのものも・・・まず直接的、絶望
的な防禦の自然発生的、無意識的な行動・・・から始まって、絶えざる社会的な闘争のなかで、次第に「階級へと形成されて」きたものであ
る。だが、そればかりではなく、社会的な現実についてのこのような意識、つまり唯物論的な歴史把握の方法もまた、同一の発展過程の産
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る (そのようなものとして統一されて、ある)*22。

そしてこの運動が社会 (的自然) の発展を「一段

階高める使命を担う」ということが、この過程を

「自然」(史的過程)の一環とみなすことによって、

結果的に云い得るのである。

ある階級が人類の発展を一段階高める使命を担

うということは、ヘーゲルが・・・正しく注意し

たように、このような「発展の諸段階が直接的、自

然的な原理として存在」しており、「このような契

機を自然的な原理としてもつ」ところの民族 (す

なわち階級)に「これを執行することが・・・委任

される」ということに基づく・・・史的唯物論の

方法的な本質は、プロレタリアートの「実践的・

批判的な活動」から分離し得るものではなく、両

者は社会の同一の発展過程の諸契機なのである。

ルカーチ (1991)

3). 史的唯物論 (言い換えれば Hegelの未完のプログ

ラムの完成、ブルジョア社会の乗り越え)の形式

的可能性は、プロレタリアートの誕生、すなわち

「巨大なる商品集成」の出現 (したがって資本の原

始蓄積)によって与えられた。またその現実的可

能性への転化は、日々の労働運動の実践によって

今なお与えられている*23。

われわれが現実認識の中心問題であり、前提で

あると学んできた総体性という方法的な観点は、

二重の意味において歴史の産物である。

まず第一に、プロレタリアートを出現させるほ

ど経済が発展することによって・・・プロレタリ

アートそのものが成立することによって、さらに

このようにして社会的現実の認識の主体と客体と

がその形を変えることによってはじめて、認識と

しての史的唯物論の形式的、客観的な可能性が一

般に生じた・・・

しかも第二に、このプロレタリアートそのも

のの発展過程においてはじめて、こうした形式的

な可能性が現実的な可能性となった・・・それは

ユートピアから現実認識に至る道であり、労働運

動の最初の偉大な思想家による超越的な目的設定

から、労働者階級は「何らかの実現すべき理念を

持つものではなく、ただ解放すべき新しい社会の

要素をもつだけだ」ということを明瞭にした 1871

年のコミューンに至る道である。つまり、それは

「資本に対立する」階級から「自己自身に対立す

る」階級に至る道なのである。ルカーチ (1991)

4).「正統的マルクス主義」とは何かという問いにた

いして、「共産党宣言」の言葉 (・・・各国革命に

おいてつねにプロレタリア全体の利害を、さまざ

まな革命の発展段階においてつねに運動全体の利

益を・・・)が今でも妥当する。だからわれわれ

はたんなる「伝統の見張り人」の立場に甘んじる

わけにはいかないのである。

マルクス主義における正統性は、伝統の見張

り人であるというところにではなく、現在の瞬間

およびその課題と歴史過程の総体との関係を、つ

ねに見守っている告知者であるというところにあ

る。そうであればこそ、マルクス主義における正

統性やその担い手である共産主義者の課題につい

て述べた「共産党宣言」のなかの次のような言葉

が、古びることなく今でも充分通用するのである。

「共産主義者が他のプロレタリア諸党から区別

されるのは、
●

た
●

だ次の一点においてである。すな

わち、共産主義者が、一方では、プロレタリアの

さまざまな一国的な闘争において、国の別にかか

わらないプロレタリアート
●

全
●

体に共通の利害を強

調し、擁護しつつ、他方では、プロレタリアート

とブルジョアジーとの闘争が経過するさまざまな

発展段階において、つねに
●

運
●

動
●

全
●

体の利益を代表

する、という点においてである。」ルカーチ (1991)

7.2.2 「史的唯物論の機能変化」

Lukács は「史的唯物論の機能変化」を論じようとす

る、その目的はブタペスト史的唯物論研究所の開設に

あたって、研究所の任務 (「史的唯物論を具体的な科学

的研究の方法に、つまり歴史科学の方法に」適用する

こと)を規定することである。しかし、そこでなぜ彼は

物なのであって、史的唯物論はこの発展過程を―歴史のなかではじめて―適切に、またその現実性において認識するのである」。
*23 この観点から、Lukács は一方では「運動と究極目的とを修正主義者たちのように分離してしまうこと」、つまり革命をはるか未来の課題
として彼岸化することを「労働運動をそのもっとも原初的な水準にひきもどすこと」であると批判している。つまり共産主義はなんら「理
想」、「目指すべき状態」のことではなく、現実的な運動、〈交通関係〉そのものの生産なのである。
さらにまた「プロレタリアートの「究極目的」あるいは「本質」などというようなものを・・・あらゆる汚染からまもろうとするすべての

努力は、結局のところ、修正主義者がおちいったのと同じように、現実の把握からも、「実践的、批判的な活動」からも遠ざかることにな
り、主体と客体、理論と実践との空想的な二元論に逆戻りする」とも批判している。この批判はもちろん「イデオロギー的立場」に終始す
る者たちに向けて発せられたものであり、具体的には当時のコミンテルン議長、Zinovievその人に向けられた言葉である。
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「機能変化」という言葉を使わなければならなかったか。

それは「正統的マルクス主義とは何か」で、史的唯物論

を「かれら (プロレタリアート) のもっとも強力な闘争

手段」として規定したことに関わる。そこでは理論と実

践の統一が語られ、両者が一つの過程の分かちがたい諸

契機であると明らかにされた。そしてその実践が「プロ

レタリアートの独裁」という事実に突入したからには、

理論もそれに応じた変容がなされるべきだ、と論じてい

るのである。

・・・ものごとを表面的に考察するならば、次の

ような答えがなされうるであろう。すなわち、今や史

的唯物論を科学的な方法として完成する時点に到達し

たのは、まさしくプロレタリアートが支配権を掌握し

たからであり、また、それとともに、かれらがそれな

しには彼らの目的を達成することも旧社会をかれらに

役立ちうるものにすることもできない、物理的および

精神的な諸力を、意のままに用いうるようになったか

らだ、という答えである。

しかしながら、このような主張がなされるのは、

プロレタリアートを、今日、実質的に、科学を自己の

判断にしたがって組織しうる地位に立たせた、あらわ

な権力的事実よりも、いっそう深い動機にもとづいて

のことなのである。このいっそう深い動機というもの

は、プロレタリアートの機能変化ということ、すなわ

ちプロレタリアートの独裁という事実によって、した

がってまた階級闘争がもはや下から上ではなく、上か

ら下へ行われるという事実によって、プロレタリアー

トのあらゆる器官、その思想および感情の世界の全体、

その階級状態および階級意識に、根本的な機能変化が

起こってきたということと密接に結びついている。ル

カーチ (1991)

上の課題にたいして Lukácsはこれまでの史的唯物論

の歩みを振り返る。

1).「史的唯物論のもっとも重要な課題は、資本主

義的な社会秩序について、精確な判断をくだし、

資本主義的な社会秩序の本質を暴露することで

ある」。

2).「ブルジョア的な科学が史的唯物論に対して示し

た抵抗は、それが科学として持つ純粋な限界性に

もとづくものというよりは、むしろブルジョア的

な歴史科学のなかで現れてきた、ブルジョアジー

の階級本能の表現だった・・・史的唯物論を承認

することは、ブルジョアジーにとってまさに自殺

を意味していた・・・」*24。

3).「事実、プロレタリアートがこれまで資本主義と

戦ってきたのは、ブルジョア社会に対して、この

社会が必然的に内部から問題性を含むものとして

現象せざるをえない、ということの自覚を強要す

ることによってであった。経済的な闘争と並行し

て、社会の意識をめぐる闘争が行われてきたので

ある。だが社会を意識し得るかどうかということ

は、社会を指導し得るかどうかということと同じ

意味なのである」。

4).「史的唯物論の真理性に反対する周知の、そして

ブルジョア科学の視点から見れば決定的な論拠

は、史的唯物論がそれ自体にも適用されねばな

らない、というところにある。いわゆるイデオロ

ギー的構成体のすべては、経済的関係の諸機能

を表現している、という史的唯物論の所説の正

しさを前提とするならば、史的唯物論自体もま

た・・・同じようにこのようなイデオロギーの一

つであり、資本主義社会の一つの機能にほかなら

ないであろう。・・・だが、このようにそれ自体

に適用したとしても、そのことは決して完全な相

対主義に導くものでもなければ、史的唯物論が正

*24 これに関連して、Lukács は次のような指摘をしている。i).「公然と表明された階級闘争の思想は、ブルジョア・イデオロギーの歴史の
中で二度現れてくる。それはブルジョアジーの「英雄」時代、すなわち社会的な優越性をめぐるかれらの精力的な闘争 (特に政治的・イデ
オロギー的な闘争が極点に達したフランスにおける闘争) の一つの決定的な要素であり、さらに危機と解体の最終の時代に再び現れてく
る・・・」。ii).「かれらが―多くの場合、意識的ではなく、はっきりと告白しているわけでもないが―史的唯物論の前に、イデオロギー的に
降伏しているということは、この点において既に明らかである。・・・ベルンシュタインからパルヴスまでの理論的な背教性は確かにプロ
レタリアート内部のイデオロギー的な危機の兆候である。だがそれは同時にブルジョアジーが史的唯物論の前に降伏したということをも意
味するものだったのである」。

*25 むしろ「それ自体にも適用」の論理は史的唯物論の性格―それがブルジョア社会の内部から生成され、自己自身を批判するものとして、共
産主義運動を生産する、物質的原理としての性格―を明らかにする。つまり史的唯物論は「ブルジョア社会の自己認識」ではなく、その肯
定的な「認識」のうちにその「崩壊」を見る「ブルジョア社会の自己批判」と云うべきである。このことと理論 (史的唯物論)の適用限界を
意識することは一見して直接には関係がない。関係があるとすれば、科学 (経済学) と哲学 (史的唯物論) とがつねに共通の現実に根をもつ
からである。
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しい歴史的方法を表現していないという結論に導

くものでもない」*25。

上の最後の点に関連して、Lukácsは史的唯物論の「真

理性」が古典経済学のそれと同様に限定されているこ

とを論じる。つまり「古典的な形態における史的唯物

論・・・は資本主義社会の自己認識」を意味し、「まず

さしあたり、ブルジョア社会とその経済的構造の理論」

であり、そのようなものとして「史的唯物論の内容の妥

当する社会的な前提諸条件を問わねばならない」*26。

史的唯物論の内容的な真理性は、古典経済学の

真理性についてマルクスが考察したのと同じように、

ある特定の社会秩序及び生産秩序の内部における真理

性なのである。このようなものとして、しかもこのよ

うなものとしてのみ、それは無制約的な妥当性をもつ

ことにある。しかしこのことは決して次の社会の到来

を、すなわち社会構造の本質にしたがって、他の諸カ

テゴリーや他の真理性諸連関が妥当するような社会が

到来することを、排除するものではない。ルカーチ (1991)

これ以降 Lukácsはヘーゲル哲学の体系に沿って史的

唯物論の変容の方向性を検討する。これは誤解されて

いるような Lukácsの Hegel禍のためではない。ヘーゲ

ル哲学がブルジョア哲学の最高形態であること、また

Hegelの思想が課題としていたものをMarxが引き継い

で、そこからの経済学原理論への下向分析の果てに商品

の物神性の秘密を発見したこと、そこからの上向展開

(国家論、家族・民族論など)が未完のままに中断してお

り、これを引き継がねばならなかった Engelsの試みが

かならずしも成功していないと Lukácsが見てとってい

ること、これらのことに規定されているのである。

Lukácsは史的唯物論のそもそもの出発点であるイデ

オロギー批判の方法に立ち返り、これをブルジョア社会

における諸科学の自立化傾向に適用しつつ、次のように

指摘する。

「純粋な」資本主義的社会・・・のもつこのような

経済的構造*27からの帰結として、社会的構造の多様な

諸契機が相互に自己を自立化し、自立的なものとして

意識されうるし、またされねばならない、ということ

がみちびかれる。18世紀の末から 19世紀の初頭にか

けて、イギリスでは古典経済学、ドイツでは古典哲学

といったように理論的な諸科学が大いに興隆したので

あるが、このことは、ブルジョア社会の構造や発展の

こうした部分的な諸組織、諸契機の自立化が意識され

てきたことを示している。・・・こうした独立性の仮

象は、このようにして史的唯物論によって簡単に「訂

正」*28されるような、たんなる「誤謬」にすぎないもの

ではない。それはむしろ、資本主義社会の客観的・経

済的な構造を、思想的に、カテゴリー的に表現したも

のである。

したがって、これを止揚し、これを乗り越えて進

むということは、資本主義社会を、―思想的に―乗り

越えて進むことを意味する、つまり思考の加速的な力

でその止揚を先取りすることを意味する。しかも、ま

さしく、このことによって、このようにして止揚され

た部分体系の独立性は、正しく認識された全体のなか

に保存されることになる*29。・・・

・・・したがって、科学的方法としての史的唯物

両者はその下向分析の果て (〈始元〉) に、すなわちブルジョア的商品=疎外された労働 (抽象的人間労働) に到達した以降に道が分かれ
る。前者は、物質的生産全体を概念的に、つまり形態として、永遠に再生産されるものとして把握する方向に、後者は、前者の把握した形態
を自然史的過程の一断面として、移ろいゆくものとして把握する方向に進む。(また他方で、前者によって発見された生産諸関係=諸階級の
存在を前提として、後者は階級闘争のありさま=経済的・政治的・イデオロギー的闘争とそのなかでの精神的生産のありさまを叙述する。)

*26 この記述には混乱が見られる。Lukácsは「資本論」の”導きの糸”であった「史的唯物論」と経済学原理論としての「資本論」そのものを
混同しており、「資本論」について妥当する内容のことを史的唯物論にかぶせている。なぜ混同するかといえば、Lukácsが史的唯物論と云
う場合には「序説の弁証法」などだけではなく、「資本論」のなかに直接書き込まれた、ブルジョア社会に先行する社会諸形態の叙述や、〈原
理論的恐慌論〉=「消費と生産の矛盾」、〈労働証書制〉などの将来社会ビジョン、などのことを指しているからである。これらは確かに「資
本論」の一部ではあるが、「経済学」の本来取り扱う対象 (「自己認識」)を超えたものである。

*27 分業のことである。
*28 史的唯物論による「訂正」とは、イデオロギーの立場から諸科学に注釈を加え、自己のもとに引き込もうとすることである。史的唯物論は
「外見的には完全に独立し、完結し、自動的であるようにみえる諸体系が、ある包括的な全体のたんなる諸契機にすぎないもの」であるこ
とを発見し、その根拠をイデオロギー生産 (科学) の自己疎外として、すなわち労働の自己疎外 (の特殊部分) として明らかにした。これを
Lukácsは「史的唯物論がなしとげた

●

方
●

法
●

的
●

に画期的な業績」と呼んでいる。しかし、たんなる「訂正」ではイデオロギー生産の根幹が疎外
されたまま放任されている状態を変えるものではないことは明らかである。

*29 これはMarxが弁証法 (すなわち労働の論理)をブルジョア社会を乗り越える方法として掴み、そのことによって「部分体系の独立性」=

孤立しばらばらになった諸科学を生きた全体性のなかに統合することによって、それらの成果を「保存する」=正しく受け継ぐ、という意味
である。ただし、これはあたかも史的唯物論が「正しい」方法論的枠組みを与えたので、そのもとで諸科学を Hegel的に、あるいは Engels

的に概括できる、ということではない。イデオロギーの唯物論的な批判という観点を踏まえて、つねに現実的な対象認識との関係でイデオ
ロギー=科学を観念的な創造物として掴むことと理解されねばならない。
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論が 19 世紀中葉に発展したということは、―社会に

関する現実的な真理についても、同じことであるが―

けっして偶然ではない。同じように、社会的真理とい

うものは、つねに、ある時代の魂がそのなかで自己を

表現するときに―つまり、その方法に対応する現実が

そこで自己を具体化していくような時代に―見いださ

れるものだということも、けっして偶然ではない。す

でにわれわれが述べたように、史的唯物論とはまさし

く資本主義社会の自己認識にほかならないのである。

ルカーチ (1991)

次に Lukácsは「科学的方法」としての史的唯物論を

資本主義に先行する社会諸形態に適用する場合の「本質

的かつ、重要な、ある方法論的な困難」に言及する。そ

れは社会の「自然法則」(すなわち〈価値法則〉)にかか

わる困難である*30。

・・・文明社会では「生産者たちは、かれらの生活

領域の生産全体に対する支配力を失ってしまう。・・・

生産物と生産とは、偶然性の手にゆだねられる。しか

し、偶然性とはある連関の一方の極にすぎないので

あって、その他方の極は必然性とよばれる。」さらに、

エンゲルスは、こうして成立してきた社会構造から、

どのようにしてその意識が「自然法則(2)」という形態

で生じてくるか、ということを説明している。・・・

このように社会が社会的な 自然法則(2) によって

支配されている状態のもっとも純粋な形態、むしろ

唯一の純粋な形態ともいえるのは、資本主義的生産で

ある。

しかし、資本主義において頂点に達する文明過程

の歴史的使命は、自然(3) の支配を獲得することであ

る。・・・あたかも「盲目的」力のように人間の存在

を支配するものである、この社会の「自然法則(2)」は、

自然(3) を社会化というカテゴリーのもとに従属させる

機能をもつものであり、また歴史の流れのなかでこの

機能をはたしてきている。・・・

・・・こうした社会的な自然諸力(2) が
●

な
●

お貫徹し

て
●

い
●

な
●

い時代には、おのずから 自然諸関係(1) が―人

間と自然(3) の「物質代謝」においても、人間相互の社

会的な関係においても―優位を占めざるをえず、人間

の社会的存在を支配するとともに、このような存在を

思想や感情などの上で表現する諸形態 (宗教、芸術、哲

学など)*31を支配せざるをえないのである。・・・この

自然的限界(1) は、資本主義以前のあらゆる社会形態の

なかに存在し、人間の社会的表現形態の全体に決定的

な影響をあたえてきた・・・ルカーチ (1991)

Lukácsは「絶対的精神の諸領域」と「客観的精神の構

成物」を対比*32させ、前者は「人間と自然との対決」を

本質的に表現し、それゆえに後者よりも「社会的な生活

根拠」からの独立性が相対的に高いことを指摘する*33。

加えて、この独立性はけっして超歴史的・超階級的に理

解されてはならないこと (なぜならば、この「自然」そ

のものが社会的なカテゴリーでもあるから)と注意する

のである。そして、この両者が先資本主義的な諸社会に

おいては互いに分立していないことが「ある方法論的な

困難」をもたらすと云っている。

*30 ここでは「自然」という語が重層的に使われており、そのため論旨が一見して錯綜している。p.112 の用語法を使えば、「第一の自然」=

「合法則性の総括」としての自然、「第二の自然」=「価値概念」としての自然、「第三の自然」=「人間の創造物ではないもの」としての自
然、「第四の自然」=「物象化された定在の関係性を克服する傾向」としての自然、を分けることができる。第二の自然と第三の自然との
直接的な統一物として第一の自然があり、両者の (労働による) 媒介的な統一物として第四の自然がある。引用文中ではこれらのちがいを

(1),(2) ,(3) ,(4) のように示す。
*31 Lukácsはこれらを Hegelに倣って「絶対的精神の諸領域 (芸術、宗教、哲学)」と表現し、「客観的精神の諸形態 (経済、法、国家)」と区
別している。またこの区別について、「精神」とは Hegelの用語においても「意識とその対象との統一」であることに注意を促し、安易にこ
れを観念論として捨て去ることのないように、と釘をさしている。

*32 「絶対的精神の諸領域」と「客観的精神の構成物」の対比は、観念論ではない、と Lukácsがいかに力説するにしても、実践的唯物論とし
ての把握の弱さが目立っている。まずそれらはいずれも精神の領域や構成物であって、すなわち「学」という生産物の側から精神労働を規
定していることには変わりがない。生産物ではなく、労働そのものとして、また独立した精神的労働としてではなく、物質的生産の契機と
しての精神的労働として把握するならば、前者は技術的 (生産的)実践に、後者は社会的実践に対応させるのがふさわしい。
それゆえ、Lukácsの云うように前者はたしかに「人間と自然との対決」を反映するが、その「対決」とは狭義には技術的実践のことなの
である (種族生活の生産という側面はひとまず措いておく)。またこの領域に、芸術、宗教、哲学が数えられるのだとしても、より適切には
技術学、美学、倫理学がよりふさわしい。ただし、Lukácsは Hegelに倣い過去に向かっての分析を試みており、そのかぎりでは芸術、宗
教、哲学でもよい。

*33 「絶対的精神の諸領域」の独立性の高さについて、「その存在の社会的な基盤が消滅してしまった後に長いあいだ存続していること」を
Lukács は指摘し、その残存の仕方は、消極的なものではなく「価値あるもの、より現実的なもの、しかも模範的なものを強調し続けてい
る」と説明する。またこれについて次のMarx の言葉を引用する。「しかし困難は、ギリシアの芸術や叙事詩がある特定の社会的発展形態
に結びついていることを理解する、というところにあるのではない。困難は、それらがわれわれに対してもなお芸術的享楽をあたえ、しか
もある点では規範として、また到達しえない模範として通用する、というところにあるのである」。このみかけの超歴史性 (「永遠性」)に
ついて、Lukács は使用価値の形成者としての具体的有用労働に注意を払うように促している。これがみかけだというのは、現代において
いかなる具体的有用労働も価値形成労働を離れては存在し得ないことをみれば明らかであろう。
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・・・この絶対的精神の諸領域・・・はたとえい

かに相互に異なっているにしても、きわめて本質的な

点においては、人間と 自然(3) との対決であり、しか

も人間をとりかこむ自然(3) との対決であるとともに、

人間自身のなかに見いだされる自然(3) との対決*34で

もあるからである。・・・

自然(3) は一つの社会的なカテゴリーである。すな

わち、社会的発展のある特定の段階で 自然(3) として

妥当するものはなにか、このような 自然(3) は人間と

いかなる関係をもち、自然(3) と人間との対決はいかな

る形態でおこなわれるか、したがってまた 自然(3) が

その形式と内容、範囲と対象性にしたがって意味する

ものはなにか、これらのことはつねに社会的に制約さ

れているのである。

このことから、いまや、一方では、ある特定の社

会形態のなかで 自然(3) との直接的な対決が一般に可

能であるかどうかという問題は、そのような関係の具

体的な可能性が「社会の経済的構造」に依存している

のだから、史的唯物論的にのみ答えられうることだと

いう結論が導かれることになる。だが、他方では、人

間と 自然(3) とのこのような諸連関がひとたび、しか

もこのように社会的に制約された形であたえられたな

らば、それらの関連は、それらに内在する独自の法則

性にしたがってはたらくのであり、またそれらの (必

然的な) 発生基盤である社会的な生活根拠からの独立

性についていえば、それらは「客観的精神」の構成物よ

りもはるかに高度の独立性を保持するのである。ルカーチ

(1991)

Lukácsは芸術と宗教を例として、歴史学方法論とし

ての史的唯物論をその「古典的形態」とは区別して取り

扱うべきことを論じようとする。この理由は、資本家側

から見る場合と封建領主側から見る場合とで、同じ中世

社会が異なって見えるからである*35。前者がたんに量

の違いとして見るものを、後者は質の違いとして見る。

それゆえに史的唯物論の著名な分析家が中世以前の社会

を分析する際に少なからず失敗を犯したと Lukácsは論

じている。

1). 芸術について、建築様式を例にとっても、資本主

義側から見れば、中世から近代にかけての発展は

(量的には革命的な飛躍ではあるが)、たんなる量

(価値、技術性など) の違いに過ぎないと見られ

る。ところが先資本主義的な見方では、同じもの

が質の違い、すなわち一定の様式から別の様式へ

の長い時間をかけた (自己の法則にしたがった)

進化として見られる。

単純な商品流通の社会は、一方ではすでに資本

主義的類型に近似した形態なのであるが、にもか

かわらず他方ではそれとは質的に異なった構造を

示すのである。こうした質的な区別は、該当する

社会の様式に応じて・・・自然関係(1) が主要な影

響を及ぼす度合いが増せばそれだけ高まる。

たとえば―分業の様式と密接に関連して―手

工業・・・と狭義の芸術との結びつきが極めて深

いものであり、両者の境界そのものが・・・一般

に美的・概念的に引けないものであるかぎり、し

ばしば何百年もの間技術的にも組織的にも変動

しない手工業が、自己の法則にしたがって展開す

る芸術へと発展する傾向は、財の生産が「おのず

から」純粋に経済的に、絶えず革命的に発展して

ゆく資本主義のそれとは質的に異なったものなの

である。前者の場合、手工業生産に及ぼす芸術の

積極的な影響がまったく決定的なものであること

は明らかである (ロマネスク建築*36からゴシック

建築*37への移行)。ところが後者の場合は、芸術

の発展する余地が極めて狭められており、芸術の

発展が消費財の生産に重要な影響を及ぼすことは

できないし、そればかりか芸術の存立が可能かど

うかということも、純粋に経済的な、またそれに

よって制約された生産技術的動機によって規定さ

れるのである (近代建築*38)。ルカーチ (1991)

2). 宗教について。「ここで芸術について示唆された

*34 家族 (生殖)と宗教がこれにあたる。
*35 観点の違いは分析の目的にも規定されている。「量的な区別 (自然との対決の度合い)というものは、資本主義の観点から見れば社会の組織
化が資本主義体制の方向にたんに量的に接近していくことにほかならない。しかし、資本主義以前の社会が現実にどのような性質のもので
あったかを認識しようとする立場から見れば、こうした量的な段階区分は質的な区別を意味する・・・」と Lukácsは述べている。
この視点の違いは、前章においてわれわれが過渡期社会について見出した結論と類似していることに注意されたい。資本主義の側から見

れば、異質な社会にたいしてもつねに「資本の下への包摂」の論理が作用しているのである。
*36 ロマネスク様式:1000～1200年の教会堂建築に見られる。神聖ローマ帝国による西ヨーロッパの秩序回復に呼応したもの。
*37 ゴシック様式:12世紀後半以降の建築様式 (ルネサンス期に一時廃れる)。尖頭アーチなど、高さ・細さの強調を特徴とし、中世スコラ哲学
の理念を反映したものと評される。

*38 近代 (モダニズム) 様式:19 世紀末の機能性を重視した建築様式。歴史的な意匠の否定、工業生産による材料 (コンクリート、ガラスなど)

の活用を特徴とする。
*39 「強い制限」とは宗教のもつ (果たす)「実践的、社会的な諸機能」のことである。とりわけ、Lukácsは宗教と国家 (ないし地縁団体)との
結びつきを論じている。われわれは大日本帝国陸軍の軍隊内教育と国柱会教義の結びつきなどを想起しても良い。
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ことは―むろん強い制限*39を加えてのことだが

―宗教についても言える」として、資本主義社会

以前と以後の二つの時期を区別すべきことを指摘

している*40。

ここまでの議論で、Lukácsが強調したことは次のこ

とである。

1). 資本主義とそれに先行する社会諸形態との質的な

相違を明瞭に意識しなければ、過去の歴史的社会

をその内的な論理によって把握することはでき

ない。

2). ところが、資本主義社会は自分とその先行者と

の違いをたんに量的なものとして、自分に「包

摂」しつつ把握する (それが弁証法論理のいわゆ

る「量の質への転化」として表現される)。

3). 史的唯物論は資本主義社会の自己批判の論理であ

るがゆえに、(意識して区別しないかぎり)資本主

義社会の「自然法則」をそれ以外の社会にも無自

覚に適用しがちである。これは (歴史学研究の方

法論としての) 史的唯物論の難点をなす。「史的

唯物論と資本主義社会との結びつきはけっして偶

然ではないので、史的唯物論が歴史を総体的にと

らえる場合にも、この資本主義社会の構造が模範

的かつ標準的な構造であり、古典的かつ規範的な

構造であるかのようにみえる」。

次にこのことが過去にではなく未来にも適用される。

つまり、史的唯物論がはたして過渡期社会を、社会主義

社会を概念的に把握できるか、という議論である。上の

史的唯物論の難点は、これまでのところ深刻な影響をも

たなかった。しかし、実際にプロレタリアート独裁が物

質的な威力をもちはじめたとき、これは前衛党の理論的

な疎外という破滅的な現象としてあらわれた。具体的に

は、社会の質的な転換において必須となるはずの経済外

強制力=暴力の問題の無視、ないし軽視である。

俗流マルクス主義者は、この資本主義社会とそれ以

前の社会との区別をまったく軽視してしまった。・・・

かれらはたんなる歴史的なカテゴリーを、しかも同

じように資本主義社会のカテゴリーを、永遠のカテゴ

リーだと思い込んだ・・・このことは過去の研究につ

いていえば、一つの学問的な誤りではあったけれども、

史的唯物論というものが階級闘争における闘争手段

であって、たんに科学的な認識に役立つだけのもので

はなかったために、それほど広汎な影響をおよぼさな

かった。・・・しかしながら、俗流マルクス主義のこ

うした歴史の見方は、労働者政党の行動様式、その政

治的な理論や戦術にも決定的な影響をおよぼしたので

ある。俗流マルクス主義との決裂がもっとも明瞭に現

れてくる問題は、暴力 (Gewalt) の問題である。ルカーチ

(1991)

Lukácsは「資本主義から社会主義への移行が封建主

義から資本主義への移行*41とは (も) 根本的に異なっ」

ているとし、それを「資本主義的組織そのものの
●

内
●

部
●

に
●

お
●

け
●

る解き得ない矛盾」=〈恐慌〉として明示する。こ

の〈恐慌〉によって出現する経済的危機と暴力との関係

は次のとおりである。

1).「一般的な危機というものは、つねに資本主義的

発展に内在している法則性の―相対的な―断絶点

を意味する」。「過去において資本家階級はつねに

生産を資本主義の方向に
●

さ
●

ら
●

に推進することがで

きた」という事情が、もはやここでは通用しなく

なっている。

2).「恐慌を説明しうるためには、資本主義に内在す

る法則を乗り越えて進まねばならないというこ

と、すなわち恐慌を必然的なものとみなす経済理

*40 Engels「反デューリング論」の参照を促している。すなわち、宗教における神々はまず自然の諸力の反映であり、次いで社会的諸力の反映
である。いずれも人間にとっては「外的なものとして、不可解なものとして、人間に対立し、外見上同じ自然必然性をもって人間を支配す
る」。これがギリシア時代後期においては唯一神に移されるが、それは「抽象的人間の反射に過ぎない」。これら「宗教的反射作用」はブル
ジョア社会においても (自然科学的知識の拡大にもかかわらず)その「現実の基礎は今なお存続」している。だから、Engelsは宗教の死滅
を論じることはできるが、Dühringの云うように宗教を強制的に「廃止」することはできない、と論じるのである。
なお、中世の自然科学について Lukácsは「これまで未発達であった科学がこれまであたえられていた事実を認識しえなかった」のでは

なく、「認識されなかった」という事実そのものが「社会の自己認識の欠如という事実」、「人間と自然とを結ぶ臍の緒がまだ文明過程によっ
て切断されてはいないということ、この意味で客観的・経済的な社会化がまだ貫徹していないということ」の思想的な反映だと述べている。

*41 Lukácsは次のように注釈している。「封建社会もまた、けっしておのずから有機的に資本主義に発展したのではない。それはたんに「それ
自身を破壊する物質的な手段」を生み出しただけである。それは「この社会を桎梏と感ずるような力や情熱を社会の胎内で」解き放ったの
である」。
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論が同時に資本主義を超えてその外に出ることを

指示せざるをえない・・・恐慌の「解決」といっ

ても、それはけっして恐慌以前の状態の直線的・

内在的・「合法則的」な継続ではなく、ふたたび

新しい恐慌に導きいれるような、ある新しい発展

線でしかありえない」。

3).「しかし (恐慌の表示する)敵対関係のこのような

傾向は、プロレタリアートが「未成熟」であり、

能力に欠けていて、無抵抗なものとして組み込ま

れたり、経済の「法則」にしたがう「生産力」と

生産過程のなかで協働せざるをえないために、上

向的に発展してゆく資本主義の恐慌においては、

公然とは現れない。そうであればこそ、あたかも

「経済の法則」が恐慌から生じつつ、そのなかに

組み入れられてしまっているかのような仮象が成

立しうるのである。そしてまた、他方では、実際

にはただ資本家階級が―プロレタリアートの受動

性のために―この死点を乗り越えることができ、

機械を新しく活動させることができるのである」。

4).「量から質への転化が公然と現れてくるのは、プ

ロレタリアートが恐慌のたんなる客体であること

をやめることにおいてである。・・・プロレタリ

アートの組織化の目的は、つねに「資本主義的生

産の自然法則がかれらの階級にあたえる破滅的な

結果を克服すること」であったが、かれらは、こ

のようにみずからを組織化することによって、た

んにこうした破滅的な結果を阻止したり、緩和し

たり、停止させたりするような、消極的活動の段

階から積極的活動の段階へと移行する」*42。

このように考えると、史的唯物論において、従前なさ

れてきた「生産関係と生産力の矛盾」についての解釈は

きわめて誤解に充ちていたものであったことがわかる。

この言葉は、正しくは、「「最大の生産力」(たるプロレ

タリアート)が、自己がそれにはめこまれている生産体

系に対して反乱をおこすことを意味している。暴力に

よってのみ解決されうるような状態が発生しているので

ある」。それゆえ、「暴力と経済とをするどく、概念的に

分離することは許しがたい抽象だということ、隠然とで

あれ、公然とであれ、活動しつつある暴力との結びつき

をもたないような経済的関係もまた、けっして考えられ

るものではないということ」が言えるのである。

ところが「俗流マルクス主義は・・・暴力が「経済的

な力としての」意味をもつことを否定する」。それは「歴

史における暴力の意義を理論的に低く評価し、過去の

歴史から暴力の役割を削除」し、そのことによって「日

和見主義の戦術を理論的に準備する」。かれらにとって

「資本主義社会に特有の発展法則を普遍的法則に高める

ことは、資本主義社会の存続を実際に永久化しようとす

るための理論的な基礎工事にほかならない」。

この基礎工事は次のようにしてなされる。すなわち以

下で Aのみを主張し、そこで云われている「生産諸力」

とは何かについて、Bによって補足説明することを「故

意に」忘れることによってである。

A).「一つの社会構成は、すべての生産諸力にとって

発展の余地がなくなるまでは、けっして没落す

るものではなく、また新しい、より高度の生産関

係は、その物質的な存在条件が古い社会自体の

胎内で孵化しおわるまでは、けっして従来のも

のにとって代わることはない。」(「経済学批判・

序言」)

B).「あらゆる生産用具のなかで最大の生産力は、革

命的な階級そのものである*43。階級としての革

命的な諸要素の組織は、一般に古い社会の胎内

で発展しうるところのあらゆる生産諸力がすで

に存在していることを前提している。」(「哲学の

貧困」)

最後に Lukácsは、本題である「史的唯物論の機能変

化」を論じる。これは「弁証法的な
●

方
●

法の意味で史的唯

物論のこれまでの
●

成
●

果を乗り越えて進むことであり、史

的唯物論がその歴史的方向としての本質にふさわしい形

*42 ここではプロレタリアートの闘争が、経済闘争の領域から政治闘争のそれへと移行すること、またこれにともなって闘争組織の重心が、即
自的団結形態たる労働組合から、対自的団結形態たる前衛党に移されることが説明されている。

*43 Lukács が Luxemburg の著作を「哲学の貧困」の精神で書かれていると云うとき、おそらく彼はこの引用箇所を念頭においていた。ま
た、Lenin の Bukharin への評注も想起されるべきである。そこでは p.145 の L.Kritsman からの引用について「おおいによし！」と記
し、またこの「哲学の貧困」からの引用について「著者が 88–90ページおよびそれ以降で「忘れて」いるのがこのことだ」と記している。
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ではまだ適用され
●

え
●

ていない領域に、史的唯物論を適用

すること」とされる。この「領域」とは、当初の彼の目

的に反して、過去のことではなく、現在 (共産主義すな

わち自分自身) のことである。Lukács はこの課題を以

下のように列挙している。

1). 過去から現在への視点の転換。「資本主義社会で

は過去が現在を支配するのに、共産主義の社会で

は、現在が過去を支配する」(「共産党宣言」)*44。

すなわち、「現在を支配する過去、こうした支配

の仕方がそこに現れるところの事後的な意識は、

資本主義的な、しかもたんに資本主義的な社会の

基礎的な経済状態を思想的に表現したもの・・・

に過ぎない」。我々に要求されているのは「諸現

象からそれらの資本主義的な、物象化した外皮を

除去し、それらをそれらの基礎にある真実の事実

関係に還元」することであり「正しく認識された

発展過程を明確に意識して思想的に先取りするこ

とであり、その方法的な諸結果を深く現実的な諸

問題の把握に組み入れること」である*45。

2).「プロレタリア独裁」=「社会化」*46の「社会的意

味」の追求。これは上のことから明らかにプロレ

タリアートが「過去による現在の支配を資本家か

ら奪い取ること」にほかならない。これは同時に

「―階級として考察された―プロレタリアートに

とって、自己の労働が対象化され、自立的となっ

て、自己に対立しているような状態を、客観的に

止揚すること」である。このことは「プロレタリ

ア自身が、すでに対象化された労働への支配権と

同時に、現実に作用しつつある労働への支配権を

確立する」ための前提である。

3). プロレタリアートによる現在の階級闘争の意味の

変化。「いかに極めて微々たる、または「無秩序

な」ものであろうとも、所有奪取や権力奪取とし

ての社会化は、まさしくこの構造 (=過去による

現在の支配)を変革し、それによって発展を客観

的に、断固として飛躍*47に向かわせる」*48。

4). 必然性の意味の変容。ここでは生産管理の問題に

関連して、技術学の、したがって自然弁証法 (こ

れを Lukács は「唯物弁証法」と表現している)

の問題が提起される。

「自由の王国」とは、必然性の束縛のもとに

悩んでいる人類が、絶えざる苦悩に対する報酬

や運命からの施与として受け取る賜物ではない。

それ*49はたんに闘争の目的であるばかりでなく、

闘争の手段や武器でもある。そして、この点にこ

そ、状態の原理的かつ質的な新しさが示されるの

であって、人類が―支配の使命を持つプロレタリ

アートの階級意識を通じて―自己の歴史を意識的

に自己の手中に収めるのは、歴史上初めてのこと

なのである。

しかし、客観的・経済的な過程の「必然性」は、

これによって廃棄されるのではなく、他の新し

い機能を与えられるのである。・・・現実的なる

*44 「資本論」からも次の句が引用されている。「過去の労働の生産物が生きている剰余労働を支配するのは、正しく資本関係が存続する間だ
け、すなわち過去の労働が生きている労働に対して独立に優勢に対応しているような、特定の社会関係が相続する間だけのことである」。

*45 Lukácsは「必然性の王国から自由の王国への飛躍」とか「人類の前史の終結」という言葉はたんなる抽象的スローガンではなく、過去に
よる現在の支配を終結させるための現実的かつ具体的なプログラムにほかならないと論じている。

*46 「社会化」(Socialisation)という用語は当時のマルクス主義者の間で広く用いられていた。たとえば Neurath(2010)。
*47 ここで Lukácsは前衛党の闘争戦略について語っている。「この過程の政治的性格は、それがいつも質的に新しいあるものへの方向転換を
示しているという点に、つまり、そのなかに社会全体の認識を意図する意識的な行為が現れ、したがってまた―その意図と根拠からして―
自由の王国のなかにその故郷を持っているという点にある。・・・この飛躍は・・・あらゆる契機の意味を意識化し、それと全体との関係
を意識化し、過程の必然的な方向を意識的に促進するような場合にのみ、その飛躍的性格を真に保持しうる・・・。ここでいう促進とは、
この過程に一歩だけ先んじて進むこと・・・であるが、それはけっしてこの過程にある見知らぬ目的や手製のユートピアを押し付けようと
することではなく、革命が「自己の目的の無規定的な巨大さの前で」尻込みして、ためらったり、中途半端な態度に陥りそうになっている
場合に、ただそれに内在している目的を見つけ出して、これに関与するというだけのことである」。

*48 これに関連して Lukács は「俗流マルクス主義の経済学者たち」が「資本関係というものがけっして (ブルジョア経済学でいう意味での)

たんなる生産的・技術的な関係、「純粋に」経済的な関係ではなくて、言葉の真の意味での社会的・経済的な関係」であることを忘れている
ために、この飛躍を「計画経済」のような「漸次的な移行」と同一視できると批判している。

*49 「それ」は、指示語としては「自由の王国」にかかるが、文脈上では「必然性」にもかかることに注意すべきである。技術的実践の本質的
構造、すなわち「客観的法則性」と「合目的性」の二つの契機が「必然性」と「自由」に対応するばかりでなく、その実践 (行為)そのもの
が、物質の自己展開の結果として意識され、自由でありながらも必然の領域にあるものと見られるわけである。ここから、先は自然弁証法
の議論となる。(Lukácsは「生産を意識的に制御し支配する道、対象化された社会的諸力の強制から解放される道をどのように歩まねばな
らないかということが、唯物弁証法によって示されねばならない」と述べている。)
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もの―不可避的に―生起せざるをえないものを、

はっきりと厳しく認識することは依然として正当

であるばかりではなく、このような闘争の決定的

な前提であり、またもっとも有効な武器でもある。

ルカーチ (1991)

5). 労働者国家の諸政策の意味。「経済」と「経済学」

の「死滅」に伴って、「経済」と「強制力」の関

係も変容する。これまで「経済」(すなわち「土

台」的なるもの) に奉仕してきた「強制力」が、

今や「上部構造」的なるもの、「人間およびその

人間としての展開」に奉仕する。ここで「権力」

とは、共有された未来の目的に規定された集団的

「意志」であって、けっして自立的に作動する官

僚制度の機械力ではないことが明示される。

強制力が、それもむき出しの飾りのない、公然た

る強制力が社会的な現象の前面に出てくるように

見える。けれどもこのことはなお見かけの上での

ことでしかない。というのは、この強制力は決し

て自立的な原理ではなく、けっして単独のもので

はありえないからである。そして、この強制力は

自己自身を―そして同時にまた、物象化された関

係による人間の隷属的支配と経済による社会の支

配を―止揚するプロレタリアートの意識化された

意志にほかならない。 ルカーチ (1991)

6). イデオロギーの意味の変容。イデオロギー論 (イ

デオロギーの成立をその物質的根拠から説明する

理論)は、これまで批判 (イデオロギー闘争)の武

器であったが、いまやイデオロギーの物質化・対

象化が問題となっている。

これまで (イデオロギー) と呼ばれてきたとこ

ろの―むろん、あらゆる点で変化した―内容が初

めて人類の現実的な目的設定となるからこそ、一

方では、経済闘争とそのために戦われた権力闘

争をイデオロギーそのもので飾ることは不必要

となり、他方ではイデオロギーの現実性と緊迫

性*50が、あらゆる関心がそれを実現する現実的闘

争に、すなわち経済と強制力に集中する、という

点に現れてくるのである。ルカーチ (1991)

以上見てきたように、Lukács の「史的唯物論の機能

変化」にたいする問題意識はきわめて正当であり、A.

Kon、R. Stammler らが述べたことをいっそう整合的

に表現したものとなっている。Preobrazhenskyはこれ

を頭から否定しさったために、自己の PSA理論の誤り

を修正する機会を失ってしまった。もしも Lukács の

観点と Preobrazhensky の理論が、Lenin 亡きあとの

Trotsky 派の革命実践のなかで結合されていたならば、

第二次世界大戦の悲劇とその戦後 100 年の損失はあら

われなかったであろう。

*50 Lukácsは「イデオロギーの現実性と緊迫性」に関連して次のように述べている。「いかなる危機も資本主義の自己批判の客観化を表してい
るのだから、資本主義の極度に緊張した危機は、この資本主義の自己批判を完成する立場から、「人類の前史」の研究方法としての史的唯物
論を、これまでよりもいっそう明確かつ完全に仕上げるという可能性をわれわれに提示している」。
このことは 2020 年代に生きるわれわれにもあてはまる。気候変動問題はイデオロギーの問題であると同時に、政治・経済学的危機、生

態学的・地理学的危機でもある。ここには「現実性と緊迫性」が刻印されており、史的唯物論と自然弁証法を厳しく問い詰めている。
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7.3 自然科学の危機と史的唯物論

「自然」とは Lukácsによれば、社会的カテゴリーに属

する。その意味は、第二の自然 (「経済」)と第三の自然

(「自然」)を分かつ境界線それ自体が、社会の産物であ

り、人間は社会を通じてしか自然に接触しえない、とい

う事実である。したがって、いかなる自然科学的な危機

も社会的 (歴史的、階級的) な危機であり、史的唯物論

の分析対象となるのである。

ここでは、冒頭で今日の資源・気候変動問題という

現実的な危機をとりあげ、次いで科学論 (「自然科学概

論」)の立場からこの危機がどのように見えるかを検討

する。

7.3.1 今日の資源・気候変動問題

2020年代の今日、資源・気候変動問題は誰もが話題と

する深刻なかつ国際的な問題となっている。しかしその

根源的な原因―すなわち人間が自身の生産物 (したがっ

て自分自身の行為=労働そのもの) の主人ではないこと

―については誰もが口を閉ざす。同じ問題は 1980年代

にもあった。これは経済成長を追い求める風潮への情緒

的な反発 (「成長の限界」) として表現されたが、実は

この批判は原油高をきっかけとして起きたスタグフレー

ションへの苦痛が思想的に反映されたものであった。今

日の危機とかつての危機との質的な相違は、前者が長期

的なデフレと人口減少傾向の最中で引き起こされている

ところにある。

上の危機は、直接的には「科学技術」の問題であるよ

うに見え、その解決も「科学技術」にかかっているよう

に見える。化石燃料の過剰な消費が原因であるのだか

ら、その消費に人為的なコストをかけ (炭素税、温暖化

ガス排出権)、その権利を市場取引化し、これによって

得た新たな価格体系のもとで代替エネルギー (再生可能

エネルギーほか)の開発に資金を投入すれば良いと信じ

ている者がある (またそれにたいして洋上風力や天然ガ

ス等の売り込みに期待がかかる)。また別の者は東日本

大震災以降の原子力発電所運転の長期停止、再稼働の頓

挫、対テロ対策費の高騰に危機感を強め、小規模新型炉

の開発に遅れをとるまいと焦りをあらわにしている。ま

た別の者は人工光合成の実現に向け、材料科学における

己の知識を注ぎ込まんと努力を続けている*51。これら

の理論家たちは、問題がもはや純粋に技術的なものでは

ないこと、技術には価格 (〈価値法則〉の支配)があり、

それ (だけ) を制御する力がいまの人間にはないことに

気がついていないか、気がついていながら見ないふりを

している。

また、これがたんなる技術的な問題ではないと気がつ

いている者も、危機感を若者の直接的な政治行動 (「環

境正義」)*52の方向につなげるばかりで、経済との関係

を無視している。こうした経済的側面への彼らの反発

は、「経済」的側面に注目することを企業 (資本) の利

害と同一視し、労働の側から見ていないことの表れで

ある。

この歪みの明白な表現が、いわゆる「社会の分断」で

ある。一方の勢力は、地球環境の破壊に偏執的な恐怖を

感じ、これを軽んずるものに悪罵を投げつける。他方の

勢力は、前者の主張をインフレと生活苦をもたらすも

の、いわゆる「ディープ・ステート」の陰謀であると論

じ「トランピズム」*53に救いを見出している。

こうした現代の危機に際して、プロレタリアートは現

在の分断状態を止揚し、分断の両側にある問題認識を労

働運動のなかに持ち込み、そのことを通じて労働運動そ

のものを再生することが求められている。そのためには

欠けている環である自然科学と経済学の (あるいは自然

弁証法と史的唯物論の)つながりを再発見することが必

要である*54。

7.3.2 「自然科学概論」

ここでは上の問題を解明するための一助として、武谷

編 (1969) の第一編「科学技術と国民」を批判的に検討

*51 根岸英一 (2010年のノーベル化学賞受賞者)は 2011年の記者会見で触媒による人工光合成実現を目指すことを宣言した。また 2019年の
吉野彰のノーベル化学賞受賞 (リチウムイオン電池)の際も、ビジネス誌は人工光合成への期待を隠さなかった。

*52 環境活動家 Greta Thunbergの活動などが著名である。2018年の国連気候変動会議でのスピーチが注目された。
*53 しかしこれはシェール革命によって恩恵を受けた者たちのイデオロギーでしかない。
*54 この再発見のためには、つねに現実からの下向分析が出発点とされねばならない。つまり現在の危機を現象として整理すること、この危機
の構造を実体として明らかにすること、そしてそこからその本質をつかむことが必要である。



7.3 自然科学の危機と史的唯物論 239

する。武谷三男は認識の三段階論を提唱し、これによっ

て科学史をイデオロギーの生産として解明する方法論を

もたらした。そればかりでなく、この三段階論を駆使し

技術本質論を創造し、技術史の唯物論的解明の基礎をも

与えた。これだけの理論的な武器を手にしながら、なぜ

彼は現実の「科学技術」的危機を分析することに
●

失
●

敗し

たのかを解明することがここでの直接の目的である。

序文にみる武谷の問題意識

「はしがき」(1957 年 9 月)、「再版の序」(1958 年 2

月)、「改訂版序文」(1962 年 3月) に武谷の問題意識が

示されている。これらを列挙すると次のようになる。

1). 一般に「自然科学概論」と称する著作物は、これ

まで「哲学者の一般論」か「科学者の感想」に過

ぎなかった。つまり哲学の一分科である科学哲学

の立場からのものか、科学者がその経験から叙述

したものであった。それゆえに、その内容は「実

際の科学の研究からいちじるしく遊離してしまっ

て」いる。

2).「自然科学概論」の上の現状は「科学が進めば進

むほど方法論的反省が強く要求される」現代の

状況にそぐわない。「今日の科学および技術」は

「自主的に推進しようとおもえばいちじるしく広

い視野を必要とする」。しかし、日本の科学技術

は「植民地的状態」に置かれ、「外国の学術雑誌

に出ている論文の辺々たる付録」、「外国特許の導

入のための、学生の学習のような訓練に終始して

いる」*55。

3). また今日の科学は「社会との関連も密接になり、

科学者の社会的責任も大きくなって」いる。これ

は「原水爆問題においてきわだってあらわれてき

た」*56。加えて第一版発刊の三日後にスプートニ

ク一号の打ち上げ*57があり、「世論だけはあたか

も科学技術ブーム」に踊ったが、「国家の政策は

掛け声だけで財政的には全く何の手も打たれてい

ない」*58。

4). 武谷は、J. D. Bernal*59の「科学の社会的機能」

に触発され、ただしそれを「日本の基本的問題に

焦点を当て」叙述することを意図した。第一巻は

「日本の科学技術は今どんな環境にあるか、また

日本の科学技術は国民のために何ができるか」、

「日本の科学技術の欠陥」をテーマとした。第三

巻では「外国のさまざまな例と比較して、日本の

科学技術を健全に進めるのにはどのような道があ

り得るか、科学技術はどのように努力し、どのよ

うな組織を持つべきかという問題」を扱った。

5). 再版から改訂版の 4 年間に「日本の科学技術界

における民主主義は、ともかく前進を続けた。日

本の資本の側にあっても、研究投資は大幅に増大

して、われわれの前途の希望がいくらかましたこ

とは確かだが、それにもかかわらず、日本の科学

や技術の健全な自立的発展への願い、日本の科学

や技術を国民のものにしようとするわれわれの願

いは、依然として大きな打ち勝ちがたい壁にぶつ

かっている」。

*55 武谷はさらに次のことを付け加える。「その (戦後の再建)後、急激に行われた外国技術導入や原子力問題においても、日本の自主的な計画
性など一切なく、もっぱら便乗的な、ブローカー的なやり方が支配している」。

*56 武谷は次のように記している。「原子力問題は意識的に取り上げなかった。しかしこの書を読まれるならば、日本の原子力問題の混乱の基
礎がよくおわかりだと思う」。
当時の原水爆問題の経緯は次のようなものであった。まず 1949 年にソ連でも原爆実験が成功し、東西両陣営は次のステップを水爆開発

に置いた。1952年最初の水爆実験はエニウェクト環礁で実施、翌年ソ連も水爆実験に成功。1954年ビキニ環礁での米水爆実験により第五
福竜丸が被ばく、反対運動が広く組織される。1961年の原水協第 7回大会において「最初に実験を開始した政府は平和の敵、人類の敵」と
決議、その直後の 8 月にソ連が水爆実験を再開し、反対運動指導部の面目はつぶれた。また同年 10 月にはソ連による世界最大となる水爆
実験 (「ツァーリ・ボム」)が行われた。この事態を受けて、1965年には反対運動は原水協と原水禁に分裂することとなった。

*57 1957年 10月にソ連は世界初となる人工衛星スプートニク一号の打ち上げに成功した。対抗して「ヴァンガード計画」を推進するも失敗し
ていたアメリカはこれに衝撃を受けた。その直後に設置された NASA のもとで「マーキュリー計画」が推進され、アメリカ国内の技術者
教育のため「新数学運動」(初等教育への集合論の導入)、科学技術関連予算の増額などが相次いだ。こうした動きは日本にもただちに波及
した。

*58 ところが「改訂版序文」にはこうある。「1959 年、60 年とつづいた高度の経済発展のたまもので、日本の民間資本の研究投資額もかつて
なく増大した。技術者不足の声も高くなった。世はまさに科学技術ブームに入ったようでもある」。

*59 John Desmond Bernal(1901–1971)は分子生物学者、科学史家。イギリス共産党員。世界平和評議会副議長、世界科学者連盟副会長。



240 第 7章 経済と自然

これら序文にみる武谷の問題意識は、プロレタリア的

観点からすれば極めて違和感と欺瞞に充ちたものであ

り、当時の労働運動の問題性をあぶり出している。これ

を列挙すれば次のようになるだろう。

a). 日本の科学技術について、現象的に問題を記述し

ているようにみえる。科学技術者の置かれた「植

民地的状態」、原水爆問題にみる「科学者の社会

的責任」論争、スプートニク・ショックなどであ

る。これらはいずれも「米ソ冷戦」という実体構

造をつうじて現象しているはずだが、「米ソ冷戦」

にかんする記述は存在しない。つまり、現象論か

ら実体論への下向分析の途をみずから閉ざして

いる。

b). 他方で、これらの現象に感情的に反発して「科学

や技術の健全な自立的発展への願い」、「科学や技

術を国民のものにしようとするわれわれの願い」

が容れられないこと、政府が研究予算を潤沢に付

けないことへの不満を表明することが「科学者・

技術者運動」であると考えている節がある。これ

は科学や技術の「生産」が、あるいは科学労働・

技術労働が日本の生産諸関係に編みこまれ、資本

制的な疎外のもとにあることを等閑視しているこ

とである。つまり労働組合と同様の即自的な運動

形態にあり、危機のなかの客体にとどまろうとし

ているのである。そして、おめでたいことには、

スプートニク・ショック以降の研究予算の増額を

「植民地的状態」と同じ現象とは見ないで、「民主

主義」の「前進」だと観念さえしているのである。

c). また「日本の科学技術」を問題視する本来の理由

は、社会的実践のさしあたっての場・対象が日本

の地である、という唯物論的な要請から来るもの

で、その視線の質は Lukácsの云う「正統的マル

クス主義」の立場 (p.229参照)、すなわち「国の

別にかかわらないプロレタリアート全体の共通の

利害」、「運動全体の利益」にしたがったものでな

ければならない。ところが武谷は、植民地解放運

動と同質のナショナルな意識を温存したままに、

科学技術を「自主的に推進」することに力点を置

いてしまうのである*60。

d). さらに武谷は原水爆反対運動にせよ、技術者運動

にせよ、それが最終的にぶつからざるをえない

「米ソ冷戦」という現実とその背後にあるソ連邦

の変質、(ファシスト・ドイツとの不可侵条約締

結と同根にある)ソ連邦の「正統的マルクス主義」

への裏切りに目をつぶっている。まっさきに取り

上げるべき「原子力問題」への腫物をさわるかの

ような態度はソ連邦の水爆実験への忖度以外のな

にものでもない。

「自然科学概論」第一巻の構成

「自然科学概論」第一巻の構成は、第一篇「科学技術

と国民」、第二篇「科学技術の研究と教育」、第三篇「日

本の科学技術の背景と将来」から構成されている。その

うち第一篇の内容は以下のとおりである (括弧内は執筆

者と所属サークル)。

I). 科学技術と国民 (村松貞次郎：現代技術史研究会)

1. 日本における科学技術研究の成果/2. 国民生活と科

学技術/3.国民と科学技術との新しい関係/4.国民と科

学技術者

II). 日本の資源と科学技術 (大谷良一：現代技術史研究会)

1. 日本経済と資源問題/2. 資源と科学技術/3. 日本に

おける資源開発の現状と問題点

III). 戦争と科学技術 (川井利長：現代技術史研究会)

1. 戦争と科学技術との関係/2. 戦後の日本の軍事研

究/3.科学技術の軍事化の温床/4.科学技術の軍事化の

背景

IV). 外国科学技術導入の実態 (黒子孟夫：現代技術史研究会)

1. 戦後の外国技術導入の推移/2. 大規模な外国技術導

入をもたらした要因/3.技術援助契約の内容と問題点

V). 日本の産業構造と科学技術 (大谷良一)

1. 日本の産業構造の特質/2. 産業構造が機械技術に及

ぼした影響/3. 産業構造が化学技術に及ぼした影響

VI). 日本医学と国民 (林正孝：自然弁証法研究会)

1. 日本医学の国民への貢献/2. 国民の疾病の現状/3.

医療機関の現状

*60 またこれは国際労働運動の歪み、とりわけ植民地テーゼの問題に起因するところもある。高嶋 (2021)を参照のこと。



7.3 自然科学の危機と史的唯物論 241

上の構成が組まれた理由は以下の I-4節末尾部分にみ

ることができる。つまり、日本の科学技術は日本の自

然・社会に「はめこまれている」*61がゆえに、そこにあ

らわれる制約諸条件を列挙しようというのである。

日本の科学技術は、日本の自然や社会機構のなか

にしっかりとはめこまれている。日本の科学技術は、

それらの制約のもとに発展してきたものである。した

がって、(日本の科学技術を健全に発展させ、日本の科

学技術を真に国民のものにしたいという) われわれの

願いを実現させるためには、なにはともあれ、日本の

科学技術が日本の自然や社会の条件にどのように制約

されているかということを、見なければならない。わ

れわれは、まず資源、戦争、外国技術の輸入、産業構

造、医療制度などが、日本の科学技術をどう制約し、

その今後の発展をはかるには、そこにどのような根本

問題があるかということを、検討する必要がある。武谷

編 (1969)

以下、第一篇の内容を要約しつつ、批判を脚注で加

える。

「科学技術と国民」

日本の科学技術が国民生活 (とりわけ消費生活) の戦

前水準からの飛躍的増進をもたらしたと指摘し、しかし

その現実はバランスを欠き (消費のための消費、外国技

術導入など)、これを立て直すための科学者・技術者と

国民との連携が必要であることを述べている。

1). 20世紀の「科学技術の急速な発展が、たんにわれ

われの物質的生活だけでなく、精神生活にも、社

会・政治の面にも大きな変革を強要」しており、

その意味で「20 世紀は科学技術の世紀」と云っ

ても過言ではない。

この「科学技術の近代化」はわが国では「明治

政府の成立 (1868 年) 以来のこと」であり、「殖

産興業、富国強兵のスローガンの下に近代工業を

保護・育成して以来、近々 100 年たらずのあい

だに今日の水準にまで達した成果は・・・世界史

上の驚異といわれ・・・先人たちの偉大な努力と

ともに、日本人のすぐれた素養を示す」ものであ

る*62。

この発展のなかで、「自然科学部門では・・・

わが国の産業構造、経済水準といちおう切りは

なされて研究の主体性を確立することができた」

が、「技術の分野においては、その基盤となる産

業構造の未成熟や、軍国主義的な偏向がわざわい

し、また歴史的な従属関係による外国技術の導入

などのため、技術者の苦難は大きかった」*63。

2).「国民生活白書」(1956年、経済企画庁編)にみる

ように、「戦後はとくに生活様式、消費内容の急激

な変化がとりあげられることが多い」。この「消

費構造の変化は、消費水準の回復による戦前への

*61 科学技術が日本の自然や社会にはめこまれている、という認識自体は正当なものである。その意味はこうである。日本経済の再生産の条
件、すなわちその資本と労働の再生産そのものが技術的実践をなす。この再生産は労働過程と生活過程との結びつきであり、前者の内容 (労
働そのもの、労働対象、労働手段)と後者の内容 (生活手段)のなかに表現された技術性のことを、日本の「科学技術」と呼んでいるのであ
る。前者の労働過程は、日本においては価値増殖過程と結びついている。つまり資本の生産としての労働過程以外の存在のありようを知ら
ない。また後者の生活過程もまた可変資本としての労働力の再生産という以外の存在形態を知らない。
ただし、日本の「自然」と「社会」から経済的な要素を捨象して自然主義的に理解してしまう場合、そこに民族主義的な偏向が容易に紛

れ込むことになる。後述。
*62 「日本の科学技術」が日本の「自然と社会」に「はめ込まれている」という認識から、日本における資本と労働のもつ技術性の再生産とい
うことが論点となり、そこに技術者育成と科学技術教育という課題があらわれる。この教育と技術開発の過程そのものも再生産過程であり、
これが日本の地に根ざしているという認識それ自体は間違ってはいない。
しかし、日本の「自然と社会」の再生産自体もまた、国際的・同時代的な経済環境のなかに「はめ込まれている」のであり、けっしてこれ

を純粋に自然主義的に、あるいは一国主義的に (ナチス的に、スターリニスト的に)理解するわけにはいかない。他方で (理論科学のように)

生産的地盤を捨象して抽象的に理解するかぎりでは、国境の存在も同時に捨象されるべきであり、「日本人のすぐれた素養」は問題にはなら
ないし、すべきでもない。
2021年ノーベル物理学賞受賞者、眞鍋淑郎について大手新聞は米国籍であるにもかかわらず「日本人の受賞」と表現し、その「過ち」を

恥じる様子もない。
*63 「主体性の確立」ということが、「産業構造、経済水準」との切り離し、として素朴に理解されている。つまり物質的な制約を受けることを
従属性と理解し、そこから離れて精神的な自由を享受することが「主体性の確立」であると信じているのである。そこでは唯物論的な「主
体性の確立」、すなわち「必然性と自由との統一」ということ、武谷自身がその技術本質論において考察した中心的な課題が忘れ去られてお
り、ブルジョア的物象化作用に飲み込まれてしまっている。この項の筆者は現代技術史研究会の村松貞次郎 (建築史家)であり、武谷本人で
はないが、それは理由にはならないだろう。
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復帰ではなく、新しい生活様式の出現である」。

「その変革の根源」は、1). 敗戦 (占領) 以来の米

国文化の浸透、2).工業技術の飛躍的発達、3).マ

ス・コミュニケーションの発達、4). 国民所得の

上昇と消費需要の増大である。「生活を能率化し、

合理的な精神を尊しとするような傾向は、一部の

行き過ぎをふくみながらも、過去の封建的なもの

からの脱皮に強い推進力となった」。

3). マス・コミュニケーションの発達により「大量の

商品の宣伝が行われ、心理学的な巧妙さでなかば

強制的な押し付け」がなされる。「はなはだしい

生活の分裂 (家計の均衡を破る電化製品の普及、

生活水準の格差拡大)にもかかわらず、それが生

活様式全体の発展であり、文明の進歩であるかの

ような錯覚をわれわれにいだかせる」。

その反面で「極端に非人間化した資本主義文

明にあきたらない外国人」による「日本の伝統文

化」への発言がマスコミをつうじて広まり、国民

が「そのまま自らの誇りとのみ思い込んで、そこ

に依然として残る封建的なものまでを復活させよ

うと」する危険を醸成している*64。

4).「産業のオートメーション化」は「労働生産性の向

上と、経営の合理化の二面」をもつ。しかし「労

働生産性の向上に努力が集中され」、他方で「生

産と経済全体のバランス」を欠く。「労働階級の

現実に根ざした危惧*65については、これを軽蔑

し、もっぱら技術発展の必然的成り行きであるか

ら協力すべきだとか、断片的な雇用の増大、賃金

の上昇」をうたうのみである。

5).「戦後の科学技術の空白を埋め、立ち遅れを取り

戻す」べく「外国技術の導入」がなされている。

これは「わが国の産業が一番手っ取り早い自己の

技術の発展策として採用したもの」であり、「と

くに戦後のそれはアメリカ経済・文化圏の一植民

地的傾向を色濃くして」いる。これは原子力開発

についてもあてはまる。このように人為的に導入

された科学技術は「わが国」のものであるとは云

えない*66。

原子炉中の核反応は、シカゴでも東海村でも同

じ原理で進行するであろうし、同じ旋盤はドイツ

でも日本でも同じ精度で物を切削するであろう。

しかしそれはあくまで真理とか物そのものであっ

て科学技術とはいいがたい。原子炉の築造方法、

炉材、燃料その他一切が外国の方法で、外国の材

料で賄われるとしても、その操作がわが国の人間

の手で行われ、どんな些細なトラブルについても、

わが国の科学技術の知識と方法と材料によって処

理されねばならぬ段階を想定するとき、そこに全

面的におおいかぶさってくるものは、わが国の科

学の水準であり、技術の偽りのない発展段階であ

る。・・・図面やプラントの供給だけで、その設

計原理や基準、資料等が提供されない戦後の技術

導入においては、一台の機械、一つのプラントは、

まったく科学技術的に孤立した一つの租界であっ

て、それがわが国の科学技術とは、どうしても称

することはできない。武谷編 (1969)

6).「原子力の利用、住宅問題、道路の問題、洪水防

御、総合開発など、最近われわれの関心を引く 2、

3の技術を例にとっても、そこにわれわれの市民

生活と科学技術との密接な関連を見逃すことが

できない。その多くが大規模で社会的影響も強い

*64 封建的なるものへの警戒心は、武谷らが当時の平和運動の問題性 (戦前の講座派の流れを汲む) にまったく気が付いていないことのあらわ
れである。講座派は、明治政府はおろか戦前・戦中の政府をも「天皇制絶対主義」と理解していた。これは 27 年テーゼをうのみにしたも
のでもあり、この政府がすぐれてブルジョア的本性をもつことを無視している。封建的なるものの復古はただの手段にすぎず、その本質は
まったく異なる。詳しくは高嶋 (2021)を参照のこと。

*65 この危惧の内容として、「オートメーション化に即応する労働者教育」がなされていないことを挙げる。これは「産業のオートメーション
化」のもたらす労働生産性の向上自体は良いものとして、ただし労働者への配慮が足りないといった歪んだ観点から批判がなされているこ
とを意味する。この労働生産性の向上そのものが、資本の有機的構成の高度化であり、相対的剰余価値の生産であることをなんら暴露して
いないのである。

*66 これに関連して次のようにも云われている。「こうした無国籍性はわが国の労働者に強制労働、失業を与え、技術者の創意の芽を枯らし、
中小企業の下請け的隷属化をいっそう進め、市場の獲得競争をつうじて生産の無政府的混乱を引き起こすとともに、マスコミュニケーショ
ンをつうじての偏った消費をわれわれの消費生活にまで侵入させる動機となるのである。一国の科学技術の正常な発展とま (た)逆な植民地
的な従属化とがわれわれの生活と関連する部門では、消費的生活と同様に生産的生活にも幅広い、深刻な、しかも連鎖的な強い影響を与え
るのである」。
この理解はあべこべである。科学技術が無国籍的であるから、労働者に強制労働と失業を与えるのではない。強制労働と失業をもたらす

〈労働力の商品化〉が労働を抽象的なものとし、それゆえにその技術性の抽象化すなわち無国籍化をもたらすのである。
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ので、国家の直接または相当大部の指揮の下にあ

るのも特徴である。ここからまた官僚主義独特

の複雑な弊害、欠点をさらけ出して、科学技術の

成果を押し止め、国民と科学技術者との間を隔て

て、あるいは政争をつうじ、あるいは他国の干渉

を導いて、その国の科学技術者の善意と努力を裏

切る」*67。そして、最近の科学技術研究は以下の

ような歪みのなかで行われている。

•「1955、6 年以来の日本経済の異常な成長に

伴って、さすがに日本の研究投資額も、非常

な勢いで増えてきた。・・・原子力、エレク

トロニクス、合成化学、鉄鋼関係では、むし

ろ研究費が使い切れないといった事態さえ起

こっている。・・・研究投資の急上昇にもか

かわらず、それが日本の産業界にもたらす実

効は、まだあらわれず、日本の技術革新は、

ますます外国技術導入へと依存度を深めて

いる・・・」。

•「研究支出は増えても、研究組織のほうは、や
はり旧態依然たるものがある。・・・日本の

大半の研究機関の内部は、セクショナリズム

に災いされており、それに対応して、専門家

たちの視野は狭く、他部門との協同は、能力

の上から言っても困難になっている」。

•「研究支出の増大によって日本の技術界はむ
しろ、一種の混乱状態に陥っている・・・依

然として日の当たらない科学、技術部門が広

く存在しており、原子力やエレクトロニクス

など流行のテーマでない部門の研究費は、む

しろ削減される傾向にある」。

7).「世界科学者連盟」(World Federation of Scien-

tific Workers) 第一回総会 (1946 年 7 月) は「科

学者憲章」を決定した。これは、以下の前文とと

もに、1). 科学者の責任、2). 科学と科学者との

地位、3). 科学者になる機会、4). 就職への便宜、

5). 科学者に対する労働条件、6). 科学研究の組

織、7).後進国における科学に対する特殊の要求、

の 7項目を提唱している。「科学者がここで自ら

を Scientific Worker と呼んでいることは、現代

の科学者、技術者が国民の一人、働く者の一人で

あるという意識を確かめ合っていることを意味す

る」*68。

科学の維持と発展とにたいする主要な責任は、

科学者自身が行わなければならぬ。なぜなら、科

学者のみがその仕事の本性と、進めることの必要

な方向と理解することができるからである。しか

し、科学の使用に対する責任は科学者と一般大衆

との連帯責任でなければならない。「科学者憲章」(民主主

義科学者協会訳編)、武谷編 (1969) より重引

8).「最近の原子力問題を契機とする科学技術者と国

民との広範な交流提携は、科学技術者と我々国民

との結びつきについて、まさに原子力時代の開始

に匹敵するほどの大きな新しい時代を開いてい

る」*69。

「日本の資源と科学技術」

最初に日本における資源問題の意味、重要性が指摘さ

れ、次いでこれをめぐって相対立する二つの考え方が紹

*67 また次のようにも云われる。「国民の関心と期待とうまく利用して、これを政治的、経済的、あるいは研究活動におけるヘゲモニーの獲得
の具としようとする傾向も生じている。日米間の原子力協定や、原子力発電に対する官、財界、一部の学者の独善的、無計画な先陣争いは、
やがて日本の科学技術研究全体の従属化をより押し進め、研究の体制を破り、不均衡さをますます激しくする傾向にある」。
このような科学技術開発の官僚化は、戦後経済が (Keynes的な)人為的有効需要創出を必要としていること (いわゆる「国家独占資本主
義」) が背景にある。巨大プロジェクトが立案され、これを遂行するためにこそ研究開発投資がなされるのである。この事態は科学者と国
民の間の協力関係を官僚が阻害するというものではない。

*68 たしかに科学労働、技術労働という認識は必要である。しかし、その認識を固定化することは、個別労働の立場にとどまることであり、労
働運動の即自性に埋没するということである。

*69 「目先だけの珍奇さを求め、政治的効果だけで学問を評価し、手っ取り早い応用例だけの実現を求めるわが国の指導者の悪い癖は、今や原
子力問題　今や原子力問題に対する国民の関心を逆手に利用して、学術の研究体制全体のバランスを崩壊させつつある。・・・ジャーナリ
ズムの無責任な態度と、官僚のセクショナリズム等とともに、国民自身の科学技術に対する認識の不十分さを示すものとも言えよう。科学
技術者と国民との話し合いの必要がますます痛感される」。
科学技術者と国民との連携の必要が謳われている。つまり国民が科学の実情を知らないので騙されている、科学の立場からの啓蒙活動が
必要だと云っているのである。しかし本当に必要であるのは、批判的科学あるいは科学の自己批判である。そのためには「資本論」第一巻
第 1章と第 4章の Lukács的読解が必要である。5.2.5節を参照のこと。
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介される。このいずれの考え方も資源の本性を捉えて

はおらず、一面的であると批判され、資源とは何かがあ

らためて問われる。最後に、具体的な論点が、1). 食料

資源、2).エネルギー資源、3).金属資源に分けて論じら

れる。

1). 日本の資源についての現状認識が、i). 国土の狭

隘さ、ii). 外国貿易、iii). 資源開発に分けて示さ

れる。

i). 一方で「狭隘な国土と貧弱な資源*70、くわえ

るに増大する人口の重圧。こうした言葉は、

日本の経済自立を論じ、国民生活の安定を考

えるとき、つねに問題とされる。そして、あ

るときには、それが戦争の口実とされ、ある

いは国民生活の貧しさの原因とされ、また商

品のコスト高や技術の後進性の主要な原因と

されたりする」。

ii). 他方で、「自国内の資源で、すべての食料、エ

ネルギー原料を賄っている国はない」。

iii).「また、科学技術の進歩とともに、人間は次第

に、いわゆる天然資源の束縛から解放され、

新しい資源、新しい物質を生み出し続けてい

る。そして、天然資源に恵まれない国々にお

いて、新しい科学技術が生み出され、新しい

物質が作られる例が多い」*71。

2). 資源輸入という事実がその国内調達の高コストに

よって説明されている。またその輸入を賄うため

の輸出の必要という事態がもたらされることが説

かれる。

a).「国内で自給できないか、あるいは自給でき

ても高価につくものは輸入しなければなら」

ない。ゆえに「毎年多額の輸入をしなければ

ならず、これらの基礎輸入の金額は、大雑把

に見積もって、輸入総額の実に 3/4に当たっ

ている。・・・この原料資源を輸入するには、

輸出でその代金を稼がねばならない」*72。

b).「外国から工業原料を輸入しなければならな

いことは、工業の発展にとって決して有利な

ことではない。それは第一に、輸入経費のた

めに原料価格が高くなり、製品のコストが増

大する。・・・運賃のために・・・輸入先の事

情によって、原料の入手が不規則になったり

止まってしまうことも考えられ、工業生産の

発展に安定を欠くことになる。また、原料入

手先が一定せず、品質の違うものが来ると、

その処理のための研究や高度な技術が必要と

なり、鉄鋼業などでは、一定の品質を保つの

に苦労する。・・・輸出入バランスを維持す

るために、原料の輸入代金に見合う輸出が不

可欠となるが、高い輸入原料を使用して激し

い国際的競争に打ち勝つのは難しい」*73。

c).「日本の輸出貿易が伸びているが、これは世

界的好景気の影響で欧米の製品生産は品不足

の傾向となり、輸出余力が減ったため、日本

製品が、東南アジアを始め、諸外国へ販路が

広がったことによっている。・・・日本の輸

出伸長に相手国が警戒の目を向け、輸入制限

を行う動きが既に出ているし、また戦前には

原料輸出国であった後進諸国が、植民地的状

態から抜け出て、民族と経済の独立のために

国内に工業を起こし、製品の輸出国に転じて

*70 「日本のように小面積の国で、これぐらい多種多様の資源を持つ国は他に例がないが、しかし、その量は少なく、また地下資源の鉱脈や炭
層の多くは短く、かつ薄い。そのため、コストも高くなることが多く、また国内の需要を満たすに足りない」。

*71 「石油も、内燃機関や合成科学の発達以前には、わずかに灯用として一部使用されるにとどまっていた」。つまり今日重要と目される資源
も、かつてはそうではなかった。そして「資源は決して固定したものではなく、科学技術の発展と、経済的条件によって、いくらでも増大
し得るものである。・・・日本の科学技術の実力が十分に発揮されない主要な原因は、日本の科学技術の発展と活用を阻害する社会的・経
済的諸条件にある」と指摘される。この観点は、資源という範疇が自然科学的なものではなく、歴史的・社会的なものであるという認識に
支えられている。後述。

*72 輸出入バランスが再生産の観点から要請されるが、これは国内外の資源量とその採取に必要な労働量という技術的=経済的条件によって規
定された「均衡」である。

*73 上の輸出入の現状が国内
●

資
●

本の利害から評価されている。
*74 上と同じ事態が海外資本 (とりわけ発展途上国の資本) の利害から記述される。この評価は当時のクレムリンの植民地解放闘争にかかる戦
略の観点とも整合していることに注意すべきである。
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いる例が多くなっている」*74。

3). 上のことから資源について次の自給自足主義と貿

易主義の二つの対立する考え方が現れる*75。

一つはいわば宿命論あるいは悲観論ともいうべ

きもので、「日本経済にとって、決定的な問題は何

よりも国民経済を維持するにたる原材料の裏付け

である。そしてこの原材料は安定した自国内のも

のでなければ極めて不利で、日本の技術が主体性

を持ち得ず、植民地的状態であるのも、この資源

の不安定性にある」とする。この見解は、技術者

の間でわりあい広く受け入れられていて、「日本

の材料の劣悪さは、結局日本に資源がなく、海外

に原料を依存するためで、例えば各種各様の鉱石

や石炭を使用する製鉄業に、品質の一定を期待す

るのは無理がである」という考えとなって現れて

いる。そしてこの考え方は、一方で国内資源開発

第一主義となって、アウタルキー (自給自足)政策

へとつながっている。

他の一つは、「資源問題といっても、究極は経済

問題で、貿易の輸出入バランスが維持できれば良

いのだ。国内資源の開発は、雇用面、国際収支面

からの要請で不可避ではあるが、しかし決定的な

ものではない。日本は加工貿易方式に重点を置い

て行かねばならないから、資源は無理して開発せ

ず、輸入に頼れば良い」という考え方で、経済畑

の人に比較的多い。武谷編 (1969)

4). 上の認識をうけて、あらためて資源とは何かが論

じられる。資源とは、自然物そのものではなく、

その取得と利用 (また今日では廃棄と循環) の可

能性によって区別された自然物のことである*76。

それゆえに「資源の開発とその利用については、

基礎理論から現場の技術に至るまで、膨大な科学

技術の諸分野が関係している」。

資源というと、天然に存在する自然物を想像し

がちであるが、資源は自然物そのものではない。

地下に鉱物があっても、それを利用しようとする

目的と、方法を知らなければ、資源ではなく、た

んなる自然物に過ぎない。自然物を資源として発

見し、開発し、利用するのは人間であり、その利用

の度合いは科学技術の水準と経済的諸条件によっ

て決められるのである。・・・

資源は、人間の欲望または目的に応じて、初め

て自然から区別され、取り出され、利用されるも

のであって、言い換えれば人間と自然との交互作

用から生み出されるものである。それは科学技術

の進歩と経済的諸条件によって価値を持つ相対

的・流動的な概念である*77。武谷編 (1969)

5). 食糧資源について、1959 年現在の状況が整理さ

れる。それによれば、全般的な食生活の貧弱さと

食糧輸入の必要があり、これを改善するための農

水産業の労働生産性向上が提言される。

食料全体では、今なお約 20% の不足があり毎

年 1800～2000 億円に上る食料を外国から輸入

し、その食料輸入総額は 1959 年度において輸入

貿易総額の 13.8%・・・を占めている・・・

一人当たりカロリー供給量は、欧米諸国の 3000

カロリーに対し、わが国は 2200 カロリーで、ま

た動物性蛋白質の摂取量は欧米諸国の半分以下の

状態である。この食生活の貧しさは、わが国就業

人口の 40% 以上を占める農民、漁民の生活が貧

しく、これが労働者の低賃金水準の基盤となって

いるからである*78。・・・

農水産業の労働生産性を高めることによって、

農民、漁民の生活の向上を図り、合わせて食料の

自給度を高めていくこと、また食生活の質的改善

を可能とするように動物性蛋白質の安価な供給を

図っていくことは、わが国にとって基本的な課題

といわなくてはならない。武谷編 (1969)

*75 この二つの考えはたがいに矛盾している。一方では国内に資源がなければ国民は貧しいと云い、他方で自国内の資源のみで経済をまわすこ
とはかなわないと云う。この矛盾は現象的な認識の端緒となるべきであり、その先 (媒介)に一国の再生産を支配する〈価値法則〉の問題が
とりあげられねばならない。
この〈価値法則〉は資源問題にとっては技術的な関係を攪乱する偶然的なもの、すなわち実体的なもの (ただし、それを通じてでなければ

何物も現象してこないもの)であることに注意する。つまり経済学において本質的な法則は、技術学においてはかならずしもそうではない。
*76 この理解は正しい。ただし、資源量は科学技術によっていくらでも増大しうる相対的なものである、と考えてしまうのはおかしい。武谷

(大谷) はその科学技術それ自体を自然主義的に見て、歴史的・社会的観点から見ていないのである。科学技術が「社会的・経済的諸条件」
によって阻害され「その実力が発揮できない」というのではない。その「実力」そのものが「社会的・経済的諸条件」の賜物である。

*77 「資源の量を表す「包蔵力」とか、「埋蔵量」とかは絶対的な量ではなく、変化する相対的な量である。・・・埋蔵量が何年分だということ
は、その年数が来るまでに、次の稼行対象を探し出しておく必要があるという意味なのであって、これだけ掘ってしまえば、後はなくなる
ということではない」。

*78 この論点は戦前の地代論争 (高嶋 (2020)を参照のこと)とも共通する要素をもつが、それには気づかれている様子はない。
*79 「所得倍増計画に基づく電源開発や、工場新設に伴う工業用水、上水道などの需要増は、農業の利水、水利権との矛盾を孕み、鉱工業の発
展は工場汚水による農作物・水産資源への被害をますます多くしている」。土地資源の場合と同様に、異なる用途の間での資源獲得競争が生
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また「狭隘な国土にもかかわらず、土地資源、

水資源*79はあまりにも放任されすぎている。農

産物生産は多量の化学肥料の投入によって表面

的にカバーされているが、その深部において、地

力の減耗という危機が進行している」と指摘さ

れる。

とりわけ、土地資源については、災害被害の復

旧遅れ、工業用地との競争、零細経営による投資

不足など戦前から引きずる土地利用計画の混乱の

影響を受けている、と指摘されている。

a).「毎年の風水害で国土は荒らされ、終戦この

かた 1年平均、全耕地面積の 1割に近い田畑

50万町歩、家屋 55万戸が被害を受け、その

被害は 2500億円にも上っている」。

b).「耕地面積は、戦後改革の推進にもかかわら

ず、戦後 10 ヵ年では一ヵ年平均 6000 ヘク

タールの耕地の減少を示し、特に水田は減少

が激しく、一ヵ年平均 8800ヘクタールに及

んでいる。この傾向は今後工業都市の拡張に

よっていっそう強まっていく」。

c).「全耕地面積の約半分を占める畑地は、水田

優先のため、いっそう地力の劣悪なところが

多い。そして経営耕地の零細性のため、輪栽

する余裕がなく連作されることが多いので、

土壌流亡、風蝕などと相まって、地力はます

ます劣悪化する傾向にある」。

d).「排水不良田は、土地改良により少なくなり

つつあるが、一方では河川改修、ダム建設な

どに総合性を欠くため、排水不良田を新たに

作り出している現実がある」。

6). エネルギー資源について、経済の重化学工業化

にともなうエネルギー需要の急増がまず指摘さ

れ、この事態が国内資本の利害 (「輸出競争力の

低下」)から評価されている。

経済はますます重化学工業化し、それとともに

エネルギー需要ないしは電力需要が著しく増加し

つつある・・・この増加しつつあるエネルギー需

要に応じて、エネルギーの生産を行い得ないなら

ば*80、生産規模の拡大は不可能になってしまう

し、また供給されるエネルギーの質と量は産業構

造のあり方を著しく制約する・・・そして、エネ

ルギー開発の進展に伴う開発条件、採掘条件の悪

化は、コスト高の傾向を生み出し、このコスト高

は輸出競争力に大きく響くことになる。武谷編 (1969)

「急増するエネルギー需要に応えるため」、望

ましいエネルギー構成の重点が従来の「水主火

従」から「火主水従」へと変化し、「水力開発より

も、大容量火力発電所の建設に重点が置かれ」て

いる*81。これを受けて「今日では高温高圧の大

容量火力発電をベースロードとして重点的に建設

し、大容量貯水池式水力発電を補給用として開発

する方式がとられている」*82。原子力発電につい

ては、OEEC勧告*83を受けてコスト競争面から

その採用は時期尚早と結論している。

火力エネルギーについて、世界的な潮流とし

ての「エネルギーの流体化」と「石炭斜陽化」が

じていることが危機の根源にある。
*80 「1960年発表のエネルギー長期計画では、1970年のエネルギーバランスの半分以上が、アメリカを中心とする外国からの輸入エネルギー
となっている」。

*81 この要因については、1).「水力開発が進むにつれて有利な発電地点が少なくなり、奥地の不利な発電地点の開発に進まざるをえなくなって
きた。その結果、大規模な水力開発は資本費はもちろん、金利や補償費が高くなり、建設コストが上昇することになった」こと、2).もとも
と「水力は豊渇水の影響受けて、供給力が不安定である」こと、3).「高温高圧、大容量の、いわゆる新鋭火力は、熱効率 40%に近いものが
多く、負荷率よく運転すれば、石炭価格の安定と相まって、火力発電原価を相当下げることができる」こと、4).「火力の単位出力あたりの
建設費は水力のそれの約半分で資金効率上有利であり、建設期間も水力に比べ短い」こと、などが挙げられている。

*82 ただし、「石炭の価格が非常に不安定であること、したがって単価が上昇すれば火力発電が不利になる点」、「今後の電力需要の増加は電力
量よりむしろ、尖頭負荷 (ピークロード)の伸びが甚だし」いことが注意喚起されている。ベースロードの考え方が今日と 1956年当時とで
同じではないことが興味深い。

*83 OEEC(欧州経済協力機構)のエネルギー専門委員会は、1956年 6月 5日発表の報告書で、「原子力は 1975年における西ヨーロッパのエ
ネルギー需要の 8% を満たすにとどまる。1975 年以降には原子力発電は疑いもなく急速に拡大するであろうが、しかし全面的な原子力時
代に入ると見るのはやはり誤りである」との指摘をなしている。また同委員会は 1960 年報告でも「原子力の経済性については、他の燃料
との競争に耐えられない」としている。OEECは OECDの前身であり、1948年にマーシャルプラン受け入れのために発足した。

*84 これについて、武谷 (大谷)は国内炭鉱が「炭質と炭層条件が悪く、年々品位が低下している」ことを指摘するが、その原因は「本格的な採
炭法の合理化のための投資を行わず、これと反対に社外投資に力を注いだ」ためであり、「労働者の罪ではない」とする。
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顕著となり、炭鉱産業での「労働強化と労働者の

大量首切り」が進展している*84。

最後に電気事業の経営形態について、9 電力

体制が「電力開発の問題ばかりでなく、電力融通

や、超高圧送電線建設の問題に、いろいろの利害

対立、矛盾をさらけ出し、電力の合理的な利用を

阻んでいる」と指摘している。

7). 金属資源について、鉄鋼原料が海外調達に依存

し、これが鉄鋼製品をはじめとする輸出競争力の

劣後を招いていることを指摘し、この傾向は戦前

から続く「安易な海外原料依存」のためであり、

国内資源の開発に十分な努力が払われていなかっ

たと批判する。

機械製品のコスト高が問題になる時、常に引き

合いに出されるのが、鉄鋼の割高である。そして

鉄鋼の割高は、鉄鋼原料のコスト高のためであり、

それは鉄鉱石と強粘結炭を遠く海外から輸入しな

ければならないからだといわれている。・・・

戦前、日本は困難な国内資源の開発よりも海外

植民地の拡大による安易な原料入手の道を歩んで

きたが、その傾向は今日でもなお拭いきれず、ま

た、外国技術がその国の資源、経済事情を背景と

していることを充分考慮せずに、無批判に外国技

術を導入してきた結果、高品位の海外原料への依

存度を高める一方、国内資源の開発利用を著しく

低め、研究者・技術者の独創的な意欲を摘み取っ

てきたのであった。・・・

日本の貧弱な原料資源が現実において、鉄鋼の

コスト高を招いていることは事実であるが、安易

な海外原料依存がその不利を拡大し、国内資源の

開発利用の立ち遅れをもたらしていること、言い

換えれば改善できるのに改善せず、もっぱら、自

己の無能を全て「資源不足」のせいにしているこ

とを指摘できるのである*85。武谷編 (1969)

「戦争と科学技術」

1957 年現在における、平和憲法下での日本の科学技

術の軍事化の状況が活写されている。この動きは対日占

領政策が、初期の方針 (日本帝国主義の解体) から、朝

鮮戦争を経て再軍備 (「防衛生産」) の方向に転換した

ことに規定されており、防衛技研の予算増額、科学技術

庁の発足という形で現れている。

1). 日本の軍需産業の全産業に占める比重は、戦

前*86よりも格段に低下している。この事実は科

学技術が「戦争という支えなしに」進められると

の「希望」を生じさせている。他方で「戦争は科

学技術を進歩させる重要な要因」だから、「科学

者は戦争政策に協力すべき」との「戦争賛美者た

ち」の声が日に日に増している。

日本の再軍備は着々と進められているとは言い

ながら、日本の産業における軍需の位置はまるで

低下してしまった。鉄鋼業、アルミニウム工業、

自動車工業等は、かつて軍部の支えなしにはと

ても存在できないものと思われていたのに、今で

はその支えなしにもやっていけるし、生産高も、

戦前のピークを超えている。したがって、我々

の前には、日本の科学技術も、戦争という支えな

しに立派に発展できるという希望が生じてきて

いる。・・・

一方では、戦争は科学技術を進歩させる重要な

要因*87で、ことに日本などでは軍備という刺激が

なければ、科学技術の発展は望めまいとする考え

もある*88。武谷編 (1969)

2). 1950 年の日本学術会議第 4 回総会は軍事研究の

廃絶を以下のように決議している。これは科学者

の「敗戦という悲惨な現実を前にして、科学や技

術を二度と戦争のために使うまいという深い反

*85 国内資源開発について、「資源開発に不可欠の基礎的な地質調査図さえもいまだに国土全体の 2 割しかできていないのであって、資源が
眠っている奥地の大部分は、まだよくわかっていない」と論じている。

*86 「日本の科学技術は、明治以来、軍事的性格をもって世界に類を見ないスピードで跛行的な発展の道を歩んできた。・・・兵器資材の確保
という強い要求が基礎にあったからである。・・・造船業に対する 1896年の造船奨励法、工作機械製造業に対する 1938年の工作機械製造
事業法の制定はその著しい例であった」。

*87 その論拠として、「ガリレオはヴェネチアの造兵廠で有名な力学の実験を行った。ラヴォアジエの酸素の発見はパリの火薬廠における実験
の中から生まれた。原子力の解放の第一歩は原子爆弾計画によって行われた」などが持ち出される、と指摘している。

*88 「科学技術の研究体制の中には、こうした軍事化を受け入れやすい下地があるからである。1).封建的研究制度、2).官僚統制、3).研究費
の貧困。・・・研究を支配する決定的な手段が、金―予算にあることを端的に表明している。・・・華やかな現代の先端を行く軍事研究に
目を奪われてやすいこと、一般科学者、技術者の給与が低く、生活状態が不安定なこと、軍事化したアメリカ科学技術の影響を受けている
ことなどを上げることができる」。
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省」に基づく。

われわれは文化国家の建設者として、はたまた

世界平和の使徒として、再び戦争の惨禍が到来せ

ざるよう切望するとともに、科学者としての節操

を守るためにも、戦争を目的とする科学の研究に

は、今後絶対に従わない、という、われわれの固

い決意を表明する。日本学術会議第 4 回総会決議 武谷編 (1969) よ

り重引

しかし、これに対して「この決議は古臭い」、

「現実的でない」という議論が既に現れている。

3). 戦後の科学技術の「非軍事化過程」は 1945 年 8

月の降伏後における米国の初期対日方針」によっ

て規定されたものであった。ただし、この過程は

「日本帝国主義を解体するという性格」を持ちな

がらも、「占領軍の軍事目的に役立つもの」はこ

れを「当初から利用する意図」を排除するもので

はなかった。

戦後、連合国の方針に基づき 1945年 8月の「降

伏後における米国の初期対日方針」によって、1).

非軍事化、2). 民主化、3). 平和経済への自立化、

が科学政策の方向となった。・・・

軍関係の膨大な研究機関は解体され、技術院は

廃止、航空・造兵関係の大学講座及び大学付置の

航空関係の研究所は改組、民間軍事会社の研究機

関は閉鎖あるいは転換されることになった。・・・

1948年、日本学術会議が設立され、工業技術院も

同年発足した。武谷編 (1969)

4). 1950年の朝鮮戦争は、米国の対日占領政策を「防

衛生産」の再開に舵を切る方向へと大きく転換さ

せた。このなかで、科学技術庁を設置する動きが

急速に進むことになった。

1950 年朝鮮戦争が始まってから、米軍が直接

に各大学、研究機関、学会等へ試験研究の依頼を

持ち込む動きが目立って多くなった。朝鮮休戦前

後から直接米軍の依頼は影をひそめたが、これに

代わって GHQの兵器製造許可命令、通産省の兵

器保護政策を背景に、いわゆる「防衛生産」への

道が再開された。・・・

新三菱重工業社長で兵器生産協力会会長の肩書

を持つ郷古潔氏は、「航研設置の急務である」こと

を説き、「これを各省を超越した総理府あるいは

科学技術庁といったものの所管とすべきである」

と論じた。(1953年 2月 13日毎日新聞夕刊)

前田正男氏 (自由党代議士) は渡米して、大統

領に直属する科学研究委員会の委員長スティール

マン氏*89に逢い、アメリカ国務省の研究動員体制

を聞いて、わが国でも科学技術庁のようなものを

作る必要があると考えた、と書いている (「日産

協月報」52年 5月号)

この頃から各大学に、航空学講座が設けられ、

国立研究機関においても航空関係、同材料関係の

研究が指定研究としてクローズ・アップされてき

た。武谷編 (1969)

また、これと並行して防衛庁技術研究所が発足

し、軍事研究予算を急速に増額させている。これ

らは防衛技研の中だけでは処理しえず「非軍事」

部門の大学、研究機関へと委託されている。

現在、公然と軍事のための研究の看板を掲げて

いるのは、防衛庁技術研究所だけである。ところ

が、この防衛技研は、1952 年 8 月公安庁の技術

研究所として発足してから、短期間に定員と予算

規模は急速に増加した。

現在の防衛技研の内容は、量的にも、質的にも

全く整っているとは言えない。その上、防衛技術、

技術調査、設計、試験等様々な業務を合わせ行う

ことになっているので、純粋の研究は、99%まで

大学や民間機関など外部委託する方式をとってお

り、その委託研究費は、防衛技研研究費の 7割弱

に及んでいる。したがって、現在相当多数の研究

員が名目上は防衛技研に属さないで、防衛庁の研

究を行っているわけである。

民間企業においては、朝鮮事変以来、在日米軍の

特需によって多くの兵器メーカーが復活し、ある

いは企業内に軍需品生産部門が設けられた。その

後、特需は減少の傾向を示したが、これに代わっ

て防衛庁が需要者として現れている。武谷編 (1969)

1956年の科学技術庁設置は、上の科学技術再

編の一時代を画するものとなる。その目的は平和

的なものであると説明されているが、それが将来

も守られるという保証はない。

懸案の科学技術庁が 1956 年、ようやく設立さ

れたことは、この再編成が、一つの新しい時期に

入ったことを示すものであった。

科学技術庁は、平和目的のための科学技術の開

*89 John R. Steelman(1900–1999) は、初代大統領補佐官 (Harry S. Truman) であり、科学研究委員会 (Scientific Research Board) 委
員長 (1946–1947)。1947 年に”Science and Public Policy: A Report to the President”を刊行。同書は日本学術会議により翻訳・出
版された。
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発普及を目的とするものと説明されており、それ

は科学技術の軍事国家に対する抵抗の根強いこと

を反映しているのであるが、その設立の経緯から

見て、平和憲法の枠の中で事実上の軍備が行われ

ていると同じように、政治目的が要求するならば、

その官僚組織を通じて、いつ軍事研究を要求する

かわからない危険を持つものと考えられる。武谷編

(1969)

5). 日本の軍事技術研究が日本の産業に根付くこと

は、日本の科学技術が「対米従属」から抜け出る

ための一助となるだろう。しかしそれとともに科

学者は科学技術の「軍事化という代償を支払わさ

れる」ことになる*90。

第二次世界大戦後、世界の大勢から見れば科

学が動員を解除されず、冷戦の期間を通じて新兵

器の性能向上の競争は国家の全面的な支持を受け

て、熱狂的に進められてきた。

アメリカの世界戦略の中で前線基地の役割を

担わされている日本の軍備は、陸海空ともアメリ

カ製兵器の輸入から始まっている。防衛生産は、

徐々に日本の産業の中に根を下ろしているとは

言え、現在配備されつつあるジェット戦闘機、各

種ミサイル等は現在の日本の技術の及ぶところで

はない。このように先端を行く軍事技術が極度の

従属状態に置かれている点に現代日本の軍事技術

の特質がある。もちろん、日本の資本家は自立し

た防衛生産を拡大するために、自立した軍事技術

を持つ希望を捨てていない。将来、日本が自立し

た軍国主義の道へ進むならば、日本経済、日本の

科学技術は、現在のような従属状態から抜け出る

努力を重ねるであろうが、それと同時に科学者は

軍事化という代償を支払わされるであろう。武谷編

(1969)

軍事科学・軍事技術をいかに理解するか、またそれ

が技術史において果たす役割は何か、について考察さ

れる。

1).「組織された軍隊とともに、軍事科学、軍事技術

という分野―再生産の拡大のためではなく、むし

ろその目的を実現する瞬間において、社会的生産

力の破壊を招くという、特殊の分野が現れるに

至った」。

2). Bernalの説と Danilevsky*91の説が紹介される。

いずれも科学技術と軍事の密接な関係を主張して

いる。

Bernal 「科学と技術は、これまで常に極めて密

接な関連を持ってきた。事実、19世紀のある

時期を除けば大部分の技術・科学の進歩は、

陸海軍の要求から直接に生じたものだという

ことができる。・・・軍事的な要求は平和的

な要求に比してはるかに切実であること、そ

のためには費用を惜しまないこと、また戦争

では斬新さが額面以上の価値を持つこと、か

ような根本的理由によるのである。新しい、

より優秀な兵器を作る技術の進歩は、往々に

して勝利と敗北との決定的な契機となる」。

Danilevsky 「軍事技術及び軍事と関連するすべ

ての技術部門の発達は、階級社会においては

それ以外の生産部門の発達に比べて、より急

速に行われている。階級社会においては、技

術の一切の達成が、何よりも、まず軍事上の

必要のために利用されるのである」。

3). 上の諸説につき、以下のような批判がなされる。

a). Bernalらは 19世紀を例外とするが、その例

外において技術史上の重大な進歩があること

をいかに理解するのか。また 18世紀産業革

命ははたして軍事と関係が深いのか*92。

19 世紀は新しいエネルギーとして初めて

*90 この煮え切らない結論は、武谷らが日本の「対米従属」からの脱出を目指すべき理想であり、技術者運動の基本戦略としていることから生
じている。またそれは、1).米ソ冷戦という現実の下向分析 (したがってソ連邦の評価)を徹底的に避けていること、2).戦前の 27年テーゼ
(また初期コミンテルンの植民地テーゼ)を批判しないままに、戦後の現実にこれを (明示しないままに)あてはめていること、3).それらの
ことが「科学技術者の主体性の確立」の名のもとに正当化されていること、などによる。こうした姿勢は Lukácsの云う「相対主義者」の
立場にとどまるものである。

*91 Viktor Vasilyevich Danilevsky(1898–1960)はソヴェトの技術史家。レニングラード工科大学電気工学科教授。
*92 武谷らの批判の動機は、軍事と科学技術との固定的な関係性を否定し、それをもって現在の技術の軍事化傾向に反対しようということであ
る。またそれは当時の平和運動に技術者の側から加担しようという善き意図にも支えられている。そのこと自体はけっして否定されるべき
ことではないが、軍事技術の現象が現実に存在すること、科学技術者が軍事体制のなかに組み込まれ、そのなかでの活動を強いられること
は否定しえない。
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電気が登場し、輸送手段として鉄道・汽船が

発明され、ベッセマー、ジーメンス、マルタ

ンなどによる
や き ん

冶金技術の飛躍的な進歩が行わ

れた。技術史上、偉大な進歩が記録された時

期であって、単に例外として片付けるわけに

は行かない。

18 世紀の産業革命においても、ワイアッ

ト=ポールの紡績機に始まりハーグリーヴス

機・アークライト機・力織機の発明、蒸気機

関の発達、新染料の発見へと嵐のような発展

の結果を軍事的観点から説明するわけにはい

かない。

武谷編 (1969)

b). 軍事技術の典型例として挙げられる第二次

世界大戦下の技術開発は、戦前にその基礎を

もっている*93。また同じ戦時下でも、連合

国と枢軸国では違いが見られることをどう理

解するのか。

多くの人々は、戦争が科学技術を進歩させ

る例として、しきりに、第二次世界大戦下に

発達した原子爆弾、レーダー、ペニシリン等

をあげる。けれども、これらの技術の土台と

なった基礎研究は、実は戦前の平和の時期に

発達したものであることが注意されなければ

なるまい。

さらに、その基礎研究の実用化にあって

も、それはほとんど連合国側で成功し、枢軸

国側では成功しなかったことが、注意すべき

点である。

武谷編 (1969)

c). 上の戦時下の技術開発について、研究者個人

の動機 (イデオロギー闘争を含む) をどのよ

うに理解するのか。ルネサンス期、フランス

革命期など、イデオロギー闘争の側面はつね

に見られる*94。

第二次世界大戦下の軍事技術の飛躍につ

いて、イギリスやアメリカの科学者たちが回

想し、分析している文献を読むと、ほとんど

例外なく、その原因を、巨額の研究開発費の

支出とともに、ファシズム打倒を目指した科

学者・技術者・労働者・経営者・為政者たち

の見事な民主主義的協働に帰している。

過去の戦争のもとでの科学技術の状態を

検討すると、やはりルネサンスでの都市解放

戦争、およびフランス革命戦争のもとで、科

学技術が全体系にわたって飛躍的に発展した

という事実を、われわれは見るのである。武

谷編 (1969)

d). 科学技術の軍事化は、科学技術そのものを

「畸形化」する。その最近の事例はアメリカ

に見られる*95。

百歩譲って、戦争が科学技術を進歩させる

としたところで、戦争は例えば次のような傷

跡を、科学技術の上に残すのである。まず、

戦争は科学技術を畸形化する、つまり基礎研

究の発達を遅らせるということ。

現代のアメリカ科学はその代表的な実例

を示している。アメリカにおいては、例え

ば 1953年の民間産業に向けられた研究投資

のうち、基礎研究に割り当てられたのは約

4%に過ぎないという状態であって、最も優

秀な研究者は基礎研究から離れて他の分野

に移りつつある。最近の核物理学の多くの進

歩も、アメリカから見れば装備の貧弱なヨー

ロッパの研究室、あるいはアメリカ人以外の

手によって行われたものである。

戦争は科学技術者から研究の自由を奪

う。・・・科学者は連邦検察局 (FBI)によっ

て「潜在的な原子力スパイ」とみなされ、絶

えず監視される傾向にある。武谷編 (1969)

*93 これは技術的課題とその解決法の結びつきが偶然による場合があること、つまり解決法が課題とは無関係に平和な時代に作り出され、あと
から課題が出現することがあるということを示している。このことは、技術的実践が科学 (認識) と技術 (適用) に分離し、両者が相対的に
独立に運動しうること、またそれ自体が技術的実践の疎外態であることを意味する。

*94 技術開発が一つの実践である以上、その客体的条件 (労働手段、労働対象)ばかりではなく、主体的条件も問題にしなければならない。そし
て、技術が一方的に技術的地盤=生産過程における技術的課題 (軍事的課題はその特殊な例である)のみに対応するという主張は、客体的条
件にのみ着眼した思想である。武谷らが Bernal を主体的条件の無視、という観点から批判しようとするのは正当である。なお、付録 A.2

を参照のこと。
ただし、この批判が個人的動機という主体的条件のみの度外れな強調へと落ち込む場合には、上と反対の誤りとしなければならない。と

くに無規定の「民主主義的協働」を賛美する姿勢は、「民主主義」を
●

自
●

然
●

な価値として超歴史化、神話化するものである。
*95 ここではマッカーシズム=非米活動委員会の規制下でのアメリカ科学の疎外状況 (おそらくローゼンバーグ事件などを踏まえて) が描かれ
ている。ただし「研究の自由」なるものを科学技術者が本来的にもっているかのように描き出すことは適当ではない。その「自由」はいか
なる国においても擬制的なものにすぎない。
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「外国技術導入の実態」

ここでは戦後の外国技術導入の特色が分析されてい

る。武谷 (黒子) はこれを戦前の技術導入と同様の「外

国依存的性格」が極まったものとして取り扱っている

が、ここには戦後的特質 (外資導入としての) が刻印さ

れていることがはっきりと確認できる。

1). 戦後の日本科学技術において、「外国依存的性格」

(借り物/模倣としての性格)とその華々しさ*96と

が同時に現れている。絢爛たる形式は「目先の効

果を上げるため」であり、その借り物としての内

容は、列強に比して「半世紀以上遅れていた技術

を急速に進歩させ」るためであった戦前の技術導

入と同根であり、ただし「その形式と内容との乖

離」が戦前よりも激しいだけである*97。

2). そして、「戦前からの外国依存的性格を一段と深

めることにより、今日多くの国民的批判を呼び起

こしている」。「国民的批判」とは、具体的には以

下のような経緯を踏まえてのものである*98。

•「1950年から 1953年までの時期の技術導入

の特徴的なこととしては、戦前の技術提携関

係の復活がほとんど終わり、また戦前の株式

取得の権利回復、または新たな経営参加的投

資、貸付金投資など資本提携に関連した技術

導入が多く、しかもこれらのほとんどが、そ

の企業のすべての技術が外国技術に依存する

ような包括的な技術導入であった」。

•「1954年に入ると、朝鮮動乱ブームの行き過

ぎから国際収支の危機を招き、その結果緊縮

政策がとられたため日本経済は不況に陥っ

た。・・・不当な契約内容に対して不満が表

面化し始め、また導入した技術が技術上価値

のないことが明らかになったものも現れて

きた*99。・・・アメリカ独占資本の意図に

対して公然たる反対運動が行われるように

なった」。

•「技術提携には外貨収支の点からしても、問
題が出てきた。甲種技術導入 (後述) の支払

いは長期であるため、年々その額が増加し、

その割合に、これによる輸出が増大しないこ

とが問題となり始めた。このような圧力に

よって、政府では技術導入の認可に慎重に臨

む態度を取らざるをえなくなってきた」。

•「1955 年世界経済の好転による輸出増加を

きっかけとして、日本経済は、再び「好況」

から「繁栄」の段階に入り、1956 年になる

と、設備投資は戦後最大の規模で行われるよ

うになり、日本の独占資本は、積極的に新し

い技術を取り入れ「生産性向上」を旗印とし

て、産業の合理化に乗り出した」。

•「1957年に至って、急激な経済発展はたちま

ち、わが国経済の弱点である外貨収支面に不

均衡をもたらしたため、政府は技術導入の審

査にあたって、国際収支上の負担の増加を防

止する必要に迫られた」。

•「政府は技術導入を技術の発展という面から
ではなく外貨管理の面からのみ審査してきた

ため、1960年に入って、海外から貿易の自由

化に対する圧力がかかってくると、審査を著

しく緩和せざるをえなくなり、外国技術はほ

とんど無制限に国内に導入される状況となっ

てきている」。

「甲種技術導入」という用語から、これら技術導入が

戦後的経済秩序に支配されたものであること、上で整理

された現象上の課題 (技術導入認可にかんする国際収支

的限界など)がこの経済秩序に即して理解しなければな

らないことが示される (ただし武谷らはこれを自覚して

記述しているわけではない)。

*96 武谷らは「ナイロン、塩化ビニールなど各種の合成化学製品、ペニシリン、ストレプトマイシンなどの新抗生物質、テレビジョン、レー
ダー、マイクロウェーブ通信装置、新鋭火力発電所、連続式圧延設備などに代表される表面極めて華々しい成果」と表現している。

*97 ここでは戦後の技術導入が現象論的に整理されている。しかし、武谷らはこの矛盾した見かけの現象を「形式と内容の乖離」として抽象化
し、それを踏まえて戦前と戦後を同一視している。この捉え方は、現象を直接的に本質としてとらえる過ちであり、実体の特殊性を無視す
るという意味で、武谷自身の〈認識の三段階論〉からしても不適当だと言える。

*98 「国民的批判」それ自体は現象的理解の延長線上にあり、武谷らは国民一般と同じ水準の即自的な感情に囚われている。しかし、以下の記
述のなかでは実体構造の解明に踏み込まざるを得ず、この「批判」なるものが外国資本に相対する国内資本の利害でしかないこと、また彼
ら国内資本が自分たちではその苦境をいかんともしがたいことが明瞭に示されている。

*99 武谷らは米ジョンス・マンビル社と小野田セメントの技術提携による日米石綿の設立頓挫などの事例を挙げている。
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表 7.1 技術援助

甲種技術導入 乙種技術導入

根拠法 「外資法」 「外国為替及び外国貿易管理法」

契約/支払い期間 1年以上 (10年～15年) 1年未満

援助の内容 特許権あるいは特許実施権の取得、

設計図面の購入、技術指導のため

の外国人技術者の招聘、機械装置

の建設、操業についての技術資料・

技術情報の入手、など

外国技術者による技術指導 (輸入

した機械装置の据え付け、運転、

試験)、設計図面の購入 (冶金炉、

窯業炉、圧延機械、化学装置など

注文生産を行うような機械装置)、

特許権あるいは特許実施権の取得、

技術情報の入手など

出所：武谷編 (1969)にもとづき筆者作成

表 7.2 戦後技術導入制度史

1949.2 ドッジ・ライン*100

.3 「外国人の財産取得に関する政令」(甲)*
101

.4 単一為替レートの制定 (乙)

.8 「連合国人工業所有権戦後措置令」(甲) *102

.10 民間貿易 (「機械装置の輸入」含む)の再

開 (乙)

1950.5 「外資に関する法律」成立 (甲) *103

.6 「外国為替及び外国貿易管理法」「外国為

替管理令」施行 (乙)

武谷編 (1969) より筆者作成

1).「戦後の外国技術導入は主として技術援助契約と

機械装置の輸入の二つの形態で行われているが、

この二つが全く別々に行われるのではなく、互い

に関連している場合が多い」。

2). この戦後「技術導入」は、「外資法」に基づく「甲

種技術導入」と「外国為替及び外国管理貿易管理

法」に基づく「乙種技術導入」とに分かれる。こ

れらは表 7.2に見るように 1949年のドッジ・ラ

インによって準備されたものである。それぞれの

違いは表 7.1に簡単に示される。

3). これらは「1959 年 3月までの 6年間」で、甲種

は 1,026 件、対価支払い 2 億 2,236 万ドル (800

億 5,032万円)、乙種 1,303件、対価支払い 3,224

万ドル (116 億 661 万円) に上る。またその導入

元国は米国が 65%と大きな比重を占める。

これは戦前の技術導入と量的にも、質的にも

異なる。「戦前、1936 年 12 月末現在の技術援助

契約は総件数 230 件であった」し、導入元国は

「米国 40%、ドイツ 20%であった」。

4). これらはアメリカ資本の利害から見れば、直接的

な投資を避けてより安全な「技術援助」という形

態をとったものであった。

戦前とは異なり、戦後日本はアメリカの支配下

に置かれたことが直接的にも間接的にも大きな要

因となっている。・・・アメリカの軍事戦略基地

としての政治的経済的不安定性を考慮して、直接

現金投資を避け、「技術援助」という形態を主力と

*100 インフレ収束のため特命公使として派遣されたデトロイト銀行頭取 Joseph Morrell Dodge(1890–1964)による「経済安定政策」。「低賃
金を基礎とした飢餓輸出を土台として、急速に日本経済と国際経済との結びつきを回復させ、アメリカの日本に対する商品と資本の輸出条
件を整えること」を目的とする。

*101 外国人資産の保護を目的とする。
*102 外国特許権の遡及回復と評価金の保障を目的とする。
*103 それまで導入された政令に加え、外資の元利、技術の対価の送金の保障と募集からの保護を定めたもの。
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した。この「技術援助」は、技術が著しく立ち遅

れておりながらも、潜在的工業力を持ち、しかも

労働力の安い日本から、巨額の利潤を引き出すの

に最も適した手段だった。その上、この「技術援

助」は、日本の工業を米国の原料及び工業製品の

市場として確保し、またこの工業生産力を、アメ

リカの対外政策に利用するためにも極めて有利な

手段であった。武谷編 (1969)

5).「1960年あたりから、アメリカの資本は、単なる

技術輸出から本格的な資本輸出へと転じてきたよ

うに見える。・・・単なる技術導入ではなく、そ

の多くが 50% ずつの株の持ち合いによる合弁会

社の設立を行っている」*104。

6). これらの援助は政府による認可を必要とする。そ

の認可基準は「外貨の送金を保障すること」に

よって「外国資本を促進するため」のものであり、

けっして日本の「技術の発展」を目指したもので

はない。

最も影響のある長期的技術援助契約を規制して

いる「外資法」は長期にわたって外貨の送金を保

障することによって、外国資本の導入を促進する

ための法律である。しかも技術援助契約の認可基

準は、1). 直接または間接に国際収支の改善に寄

与すること、2). 直接または間接に重要産業また

は公益事業の発展達に寄与すること、3). 重要産

業または公益事業に関する従来の技術援助契約の

継続または更新、その他当該契約の条項の変更に

必要であることの三つのどれかである・・・技術

の発展との関連で技術の導入を規制することは、

全く組み込まれていない。武谷編 (1969)

このような実体論的認識を踏まえて、武谷らは日本

の科学技術の「外国依存的性格」について、本質的解明

を試みている*105。しかし、その解明の途上で実体的特

殊性は忘れ去られ、現状 (また米国資本) への単なる感

情的反発 (明治期の不平等条約への反発にも似た) で終

わっている。

1). 技術移転において、「終始日本が外国技術の需要

者側であること」は戦前も、戦後も変わることは

ない。なぜ「日本と先進国との技術的格差がほぼ

固定化している」のか、「しばしばその原因の一つ

として、研究・開発費の貧困が挙げられている」

が、「日本の企業は研究開発費といった費目でこ

そ計上していないが、実質的には技術導入料を合

算したものでは、外国の企業の研究開発費を、は

るかに上回るものを払わされている」*106。

*104 これについて武谷らは「日本の経済が安定した成長段階に入ったので、安心して資本投下ができる」というのは表向きの理由に過ぎず、「石
油精製工業だけでは、今までのような高収益を期待できない (米系) 石油会社が、石油化学工業への進出をもくろ」んだものと分析してい
る。

*105 「先を争って」の外国技術導入は、不況期における資本の有機的構成高度化の戦後的形態であるとは言える。ここでは資本間での負債の押
し付け合い、競争において少しでも有利なポジションを得ようとする国内資本の競争と、敗戦国の復興過程のなかで〈資本の過剰〉を処理
せんとする米国資本の意向との結びつきがあり、それを全体として規定する米ソ冷戦期への突入という事態がある (この過程で 1960 年代
より中東からの原油市況をめぐる構造変化が詳細に追求されるべきである)。いずれにせよ、これらのことは、国内的には資本の再編・集中
を意味している。
上の過程がたんなる「外国依存的性格」でなかったことは (その後の展開を知るわれわれの立場からすれば)明白である。つまり「日本と
先進国との技術的格差」は必ずしも固定的なものではなく、1980年代以降の日米経済摩擦 (そこでは軍事・ハイテク技術の領域で日米資本
が相争い、1987年の東芝ココム事件 [外国為替及び外国貿易法違反事件]等として顕在化した)につながる技術の再生産過程でもあった。
この現実から技術導入の本質論に下向することは可能か。このことは技術導入の資本制的形態を捨象することなくして実行することはで

きない。この形態においては、技術は資本として輸入され、日本の自然・風土とは無関係にこの地で自己運動を始めるのである。だからそ
れが日本の「技術の発展」を目指したものでないことは当然であって、「導入した技術が技術上価値のない」ものであることも容易に予想さ
れ得るのである。それは〈使用価値〉としては不完全であるが、〈価値〉としては自己完結した商品体なのである。
この現実と区別された技術導入の本質論とは何か。それは〈自然弁証法〉すなわち自然の弁証法的認識を日本的現実に適用することでな

ければならない。つまり、それは商品体の新たな導入のことではなく、スターリニスト国家の再生産フォンドの導入でもなく、新たな技術
的過程の採用 (すなわちその過程を駆動させる技術性をもった人間労働の採用)のことである。

*106 技術導入料が研究開発費にはなり得ない、ということについて武谷らは「普通その設計の基礎資料はもらえないし、技術資料や情報の入手
の場合も、これらは体系的、基礎的なものではなく、断片的で、問題が生じたときに、それを解決し得る限りのものでしかない」と説明し
ている。

*107 もともとの対価の高さについても、武谷らは次のように説明している。たとえば甲種技術導入の場合、「イニシャルペイメント」(一時金)

ばかりでなく、その後に「ロイヤリティー」(その技術によって生産される生産の製品の生産量・売上高等によって算出される)を資本に対
する利子のように毎年支払わなければならず、これが長期にわたって企業経営を圧迫する。また、「多くの特許が絡んでいる機器は、数多く
の契約を結ばねばなら」ず、「完成機器としては極めて高率になる」。さらに、場合によっては「ミニマム条項」(「製品の生産量が一定量以
下の場合も、一定の最低額のロイヤリティーは支払われねばならない」)の付された契約もあった。
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2). またその技術導入料は不当に高いものになってい

る*107。それは、日本企業が「新しい技術と見れ

ば先を争って導入し、これで競争関係にある他の

企業を制圧しようという、技術の発展とは全くか

け離れた受け入れ方」をしているからである。

外国企業が一つの技術について、国内の一企業

と契約を結ぶ場合、多数の企業がこれをめぐって

お互いに争うことが非常に多く、このため対価が

せり上げられ、不利な条件を色々と押し付けられ

る結果を招いている。武谷編 (1969)

「日本の産業構造と科学技術」

日本の産業構造の特異性 (生産性の高い鉱工業と生産

性の低い農業、中小企業群の併存)が日本の科学技術の

進歩に影響 (外国からの技術導入への依存) を与えてい

る、という文脈が語られる。興味深いことに、この産業

構造の特異性の問題は企業内部の職制 (賃金の年功序列

制と非民主制=官僚制) と関連があるものとされる。そ

してこのことも、技術開発の外資依存の根拠と理解さ

れる。

1).「低賃金労働を基盤としての日本の産業における

二重構造、また同じ基盤に立つ日本の年功序列的

企業組織は戦後の産業構造の変化にもかかわら

ず、一貫して変わらず、むしろ、その産業構造の

変化の方向に、決定的な影響を与えた」。

2).「日本の産業構造の第一の特徴は、世界のトップ

を行く鉱工業生産の増大テンポにもかかわらず、

依然として、農業に就いている人口の割合が大き

い、ということ・・・そして・・・その農業労働

の生産性が極めて低いということである」。「人

口が多ければ多いほど、国の生産力は増し、生産

性も増しても良いはずである。事実、この人あれ

ばこそ、日本は、世界最大の造船国であり、世界

第 4 位の鉄鋼業を擁しているとも言えるのであ

る。・・・明治維新以来の日本の鉱工業の成長は

著しいが、この農業人口を吸収できるほどの成長

ぶりではなく、日本の鉱工業の発展は、その人口

の増加に比べて、一貫して相対的に遅れてきたの

である。工業の発展が相対的に遅れていたため

に、農村と言わず都市と言わず、日本には常に相

対的な労働力過剰が存在していた」*108。

3).「戦後、日本では土地改革があったとはいうもの

の、それは不十分にしか行われず、また戦後の日

本経済の成長は目覚ましいというものの、実は占

領軍の政策や当初の日本の資本の生産サボター

ジュのために、成長のテンポはようやく、1955年

あたりから早まったに過ぎない。しかも、その経

済成長は、労働者の大量首切りを伴う合理化をテ

コとして行われたものであった。だから、結果と

しては、日本の人口に比較しては、依然として経

済成長は遅れており、(1960 年から 61 年にかけ

て起こった新規雇用の不足は別として)・・・労

働力は相対的に過剰であり、労働者の低賃金の状

態は続いた」*109。

4).「重工業部門の企業は、戦前は主として、政府あ

るいは、軍部の需要によって、支えられてきてお

り、そのために企業内の組織は、欧米のそれに比

べて、極めて官僚的にできていた。日本の企業の

職制は、職能的なものというより、多分に身分的

なもので、これが日本の企業組織を根本的に特徴

づけるものになっていた・・・戦後は、占領軍の

政策によって、主として財閥対象に「経済の民主

化」が行われたが、これは全く表面的な政策にと

*108 日本が造船世界一となった事情は 1956 年のスエズ戦争 (第二次中東戦争) を抜きにしては考えられない。詳しくは高嶋 (2019) 参照のこ
と。たしかに多数の人口はこの事情の自然的な基礎であるが、それのみによって説明されてはならない。
相対的な過剰人口が低賃金労働の根拠であるという理解は正しい。さらにこれは帝国主義経済の特殊性 (戦前期と共通する)によって説明

されねばならない。1).工業における外資導入をてことした資本の高度化 (これは戦時の資本破壊を基礎とする)により、可変資本の吸収が
弱いという事情、2).過剰労働が農村部に滞留し農業の低生産性をもたらしていること、またそれでも自家作農中心であるため再生産が継続
できること、3).農業と工業の生産性格差は、絶対地代に相当する価値量の都市から農村への流入によって埋め合わせされていること、これ
は農産物の工業製品に対する高騰 (インフレ)に表現されること (伊東光晴はこれを「生産性格差」インフレと称した)、4).中小・零細企業
を擁する軽工業も農業と同じ地位を与えられたこと、などの理由による。

*109 戦後の土地改革 (民法改正による相続制度の変更) はむしろ農村における相対的な人口の過剰を押し上げる方向に働いた。このため、農村
から都市への持続的な人口流動が起き、これは好景気での工業における横への設備拡張により吸収された。これが高度経済成長の原動力と
なった。
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どまり、「労働の民主化」もまた不徹底なものだっ

たから、それと対応して企業内職制の官僚的な性

格は、ほとんど払拭されはしなかった」*110。

5).「労働組合は、戦後まず最低の生活給の確保を目

指して、新しい賃金体系を要求したが、年齢とと

もに家族が増え、その家族を含めての生活給を確

保するという建前から、ここに年功序列賃金体系

が出来上がった。そして、戦後しばらく統制経済

下にあった企業としても、この賃金体系はその官

僚的な組織にマッチしており、年功序列賃金体系

は、労使双方の一つの妥協点として、広く日本の

企業に行き渡った。戦後の日本の企業組織には、

アメリカ的な管理方式が目まぐるしく持ち込まれ

はしたが、この独特の賃金体系だけは、頑として

揺るがなかった」*111。

上の日本産業組織の特異性が、機械工業、化学工業と

の関係で具体的に論じられる。機械工業については、日

本の技術革新が経験に基づく既成技術の部分改良を主

として、それが原型の技術よりもかえって高い品質をも

ち、国際競争力の源泉となっていることが指摘され、こ

の特徴が産業の二重構造に依拠すること、またそれが根

本的な研究開発を不要としていることが論じられる。

1).「1955 年以後の機械工業の比重の増大は、実に

目立っている。・・・繊維王国日本は、今や機械

王国日本へと変わったと言っても良い。この原

因の第一は、戦時の軍事機械工業の膨張であろ

う。・・・戦後はこれらが一斉に民事に転換した

ので、民需的な機械製品の量産が開始されること

になった。そして、戦時に形成された二重構造―

大企業とその周辺に雨後のタケノコのごとく生

じた下請け中小企業との二重構造は、再編されつ

つ、戦後にもまた、持ち込まれた」。

2).「日本の技術者のエネルギーは、既成技術の細部

にわたる部分的改良に集中される結果になってい

る。またその限りでは、かえって原型の技術より

も生産性が高いということになり、国際競争にも

ある程度耐えられるということになる。・・・機

械技術のように、多分に経験的要素が多く、複雑

なファクターを微妙に調和させ調整する必要のあ

る部門では、日本の技術陣は相当に能力を発揮す

るのではないかとも思える。新製品開発の先頭に

立たなくても、常に確実な二番手として、それな

りの国際的な地位を持ち得る可能性は、あり得よ

う」*112。

*110 「企業内職制の官僚的な性格」は軍需産業によって形成されたものではない。帝国主義経済の本性から導き出されるものである。すなわ
ち、固定資本が肥大化することにより、資本移動が困難となり、その拡張は計画的なものとなる。それとともに可変資本 (職制)そのものが
固定資本的な性格を帯びる。つまり人事採用は投資的な意味合いをもつものに変わった。
このような職制は、イギリスなどに典型的に見られる「職能」とはまったく異なる。後者はむしろ産業資本主義の特性が色濃く残存した

ものにすぎない。日本の職制を「身分的」なもの、「労働の民主化」の不徹底とみなすのは、「講座派」的な誤認と言えよう。
*111 武谷らは年功序列賃金体系を日本的職制に整合するものとして否定的に評価している (「年功序列賃金体系は、企業内の官僚的な組織の温

存に重大な役割を果たしており、日本の企業の性格を根本的に特徴づけている」)。この両者を関連付ける視点は、今日の人口問題を考察す
る上で重要になるかもしれない。
なお、武谷らは日本の賃金体系と職制とが、アメリカの経営管理の導入 (また労働組合も) とも軌を一にしていることを指摘している。

「戦後、占領軍の行った「労働民主化」によって、日本にも初めて本格的に、続々と労働組合が結成され、これが、労働者の低賃金化に対す
る強い抵抗になった。・・・実はアメリカ的な管理方式は、上からの職制の強化を伴い、日本の低賃金労働と密接に結びついて導入された
ものであった」。
ただし、武谷らは「労働組合が強大で、職制の徹底的な民主化を実現し、賃金が大幅に上昇すれば、この面から年功序列賃金体系が崩れ
る可能性がある」との願望を語った上で、「労働組合にはそれだけの力は無いから、やはりそれは、依然として一つの妥協点として、日本の
企業に存在する結果になった・・・日本経済の急テンポな成長によって、労使ともに、この賃金体系には様々の矛盾を感じつつも、やはり
どうにもならない」との諦観を吐露している。このような願望それ自体も超歴史化された「民主化」「民主主義」への物神崇拝であることに
気づいていない。

*112 武谷らは戦後の特徴としてアメリカ的な経営管理方式の導入を挙げている。「アメリカ流の管理方式がどっと持ち込まれたので、まず品質
管理から始まって、全生産工程に科学的管理法は浸透した」。そこでは「二重構造の徹底的な利用」すなわち「臨時工、女子行員、下請け労
働など、あらゆる形の賃金格差」の利用や「科学的管理法の徹底」が見られ、またそれが可能となる機械工業部門の特徴 (「ミシン、双眼
鏡、カメラ、トランジスター・ラジオ、船舶など」での相対的に少ない研究開発費)もあった。こうした特性が生かせぬ重電部門 (「産業機
械や工作機械、乗用車、航空機部門」)では大半の技術が輸入に頼ることになった。
武谷らはこの状況を「どこまでも日本の労働者の低賃金を基盤としてのものであり、日本の国民の生活の貧しさを条件として行われてい

て、国民の立場からしても問題のある技術のあり方」と否定的に評価している。
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日本の化学技術について「化学企業の規模の矮小性

は、一つは化学資本が遅れた農業を基盤とした化学肥料

工業中心に発展したことにもよるが、今一つは、化学資

本が自ら新技術を開発するよりも外国技術導入に安易に

依存する道を選んだことにもよっている」とされる。

1).「つい数年前まで、肥料工業を基軸とした無機化

学工業中心の発展を続けてきた。・・・今までの

無機化学工業中心の形から、石油化学工業や合成

樹脂工業等を基軸とした有機化学工業中心の形に

変わりつつある・・・またこれを原料面から見る

と、電力や石炭から石油へ移行している。これに

伴って各種合成繊維や合成樹脂が生み出され、ア

ンモニア型肥料なども、今ではこれら各種製品の

生産過程で、副産化される度合いが多くなった」。

この肥料 (硫安) 工業から石油化学工業への転換

は「1952年の世界的な窒素肥料の過剰生産傾向」

を契機とするものだった。

2).「石油化学工業は、戦後の消費地精油主義によっ

て、石油精製会社が相次いで導入した。高オクタ

ン価ガソリン製造のための、接触改質、分解装置

による芳香族利用によって始まった」。

石油化学工業の発展は第一計画、第二期計画

と分けて計画的に進められた。前者は 1955年に

エチレンを中心として始まった。4つの石油化学

センターが生み出された*113。後者は「プロピレ

ン並びにアセチレンに重点が置かれている」。

3). 日本の石油化学センターは「エチレン分解能力 8

～10 万トン」という規模を誇り、これは当時の

「欧州の水準を上回るもの」だった。反面「分解

炉のスケール・アップ」は「原料ガスのコストを

下げる最も安易で確実な方法」であり、過当競争

の激しさと「日本の科学技術の自主性の欠如」を

物語る。これによって原料ガスは大量に供給され

るが、これを最終製品にまで加工する工程は「日

本の最も遅れた、産業の二重構造の上に立つ、零

細・中小企業を基盤にした、合成樹脂加工工業」

という桎梏に直面する。

4). また「日本の産業構造全体に占める位置こそ主

要資本主義国と大差は無いが、これを産業全体

としてではなく、個別企業の規模の面から見る

と、・・・本邦最大の化学企業である住友化学の

規模はドイツのバイエル社の 1/6、イタリアのモ

ンテカチニ社の 1/4、フランスのサンゴバン社の

1/4程度にしか過ぎない」*114。

「日本医学と国民」

戦後の日本における死亡率の劇的低下の事実が確認さ

れ、その原因が抗生物質等の普及によるものであること

が指摘される。また疾病と貧困との密接な関係が示さ

れ、この現実を説明するものは医学医療技術のみではな

く、それを受け取る社会の状況も考慮されなければなら

ないことが論じられる。

1).「戦後日本人の平均寿命の延長の度合いは、科学

が人間の生命を延長したというだけでは甚だ不十

分なほどまことに驚異的でさえある。・・・まず

医学的な要因として当然死亡率の低下を見ねば

なるまい。結論的に言えば周知のように、戦前日

本人の死亡の大部分を占めていた結核、乳幼児の

死亡率、各種伝染病の死亡率が戦後急速に低下し

た。さらにその他細菌性疾患による死亡率も著し

く下った。・・・そしてこれらの死亡率を急速に

大きく低下させたものこそ、まさにペニシリン、

*113 「岩国 (三井石油化学)、四日市 (三菱油化)、川崎 (日本石油化学) の、3 石油化学センターが生み出され、これとは若干異なった意味で、
新居浜 (住友化学)をも石油化学工業によって生まれ変わらせた」。武谷らは旧財閥との関係を指摘するが、1955年通産省省議決定「石油化
学工業育成対策」に注目すべきであろう。ここでは、旧軍燃料廠跡地を中心にコンビナートが建造されることになったことが記されている。
これら跡地の所有者が旧財閥なのである。

*114 武谷らはこれをドイツ化学企業の発展過程と対比させている。すなわち「バディッシュが、アリザリンの合成から接触硫酸の開発、アンモ
ニア合成の確立へと進み、さらにはこの間に培われた高圧技術、触媒科学の発展として、メタノール合成や、石炭液化の技術へと展開して
いったような、系統的、総合的発展の系譜はほとんど見られない。・・・アンモニア→硫安、カーバイト→石灰窒素といった形に、ほとん
ど閉ざされた体系としてしか科学技術を見ようとはしなかった」。「バディッシュ (Badische)」とは BASF社のことであり、アリザリンを
合成した Heinrich Caro(1834–1910)、ハーバー・ボッシュ法 (アンモニア合成) を発見した Carl Bosch(1874–1940) が在籍したことで
も知られる。つまり、武谷らは系統的な技術開発が行われなかったので (目先の技術を単発で導入したので)、日本の企業規模は小さいと説
明しているのである。
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ストマイ (ストレプトマイシン) などの一連の抗

生物質及び化学療法剤の登場であった」*115。

2).「戦後の日本人の生命をはるかに先方まで延長さ

せた力強い要因として、今まで述べた戦後の医学

医療技術の進歩のほかに、その恩恵を大なり小な

り受け入れた戦後日本の社会条件も、また十二分

に考慮しないわけにはいかない。そうした条件と

しては社会保険医療、医療扶助の普及、予防医学

の進歩、公衆衛生施策の進展、国民の栄養状態の

改善、国民衛生思想の向上等々が列挙されよう」。

「これらの現象は一面占領政策や、為政者の

政策の一環として出されているとは言え、戦後国

民の生活と健康の荒廃から日本国民を立ち上がら

せた民主主義思想の広範な台頭が、必然的に人間

の生命を尊重させずにはおかない国民の要求を導

き、これがまた為政者をして政策化せざるを得な

かったということを見逃してはなるまい。・・・

科学の進歩のほかに、科学の恩恵を受け入れる社

会条件を作り出した戦後社会の民主化の役割もま

た除外できないのでのである」*116。

3).「疾病を理由として生活保護の適用を受けるよう

になるのは全体の 6割以上もいるが、このような

低所得階層は・・・有病率が高く、ことに 1万円

未満の生活階層は甚だ高率であること、この事実

は、疾病が生活を維持するのに困難な低所得階層

にどんなに重荷になっているか、また貧困がどん

なに疾病を増加させているかという深刻な関係を

よく表しており、それのみでなく、国民の低所得

が、この関係をもたらす源泉であることをはっき

り示し、同時に医療費すら廻らない国民生活の貧

困を解決しない限りこの関係を断ち切ることは不

可能であることを示している」。

「医療扶助による 1件当たりの平均点数 (医療

費を点数で表す)、平均治療日数が、政府官掌保険

のそれよりはるかに増加していることは、低所得

階層の人たちはある程度悪くなってから医療扶助

受給者となる傾向が強く、また病状が悪くならな

ければかからない傾向を示している。つまり、所

得階層の人たちの病気の質は他に比べ重い」*117。

4).「疾病量の増加と戦後医学の進歩による医療費の

増加は国民総医療費の年々の増加をもたらした。

1956 年の国民総医療費は国民所得の約 3.8%、

1950 年の約 2 倍、これを国民一人当たり医療費

負担額にしてみると 1956年 3230円、1951年約

1400円、1952年約 1800円、53年約 2400円、と

物価の上昇率をはるかに上回って増大しているだ

けでなく、国民所得に対する率も 51年以降急増

している。・・・1957 年の総医療費 3,243 億の

*115 抗生物質等の普及による死亡率の低下が、単独の事象として確認されている。これは確かに事実であるとしても、本来はより広い視点で観
察されねばならない。つまり、それまで多死社会であったが、にもかかわらず労働力は再生産されていたのであり、この事実を勘案すれば
戦前日本は多産多死社会として存在していたことになる。このバランスが戦後の医学医療技術導入によって変更を受けたのである。これに
より日本は一定の人口圧上昇を経験し、その帰結として高度経済成長と産児制限 (標準家族の確立)がもたらされたのである。
近年の人口減少社会への視角の一つとして進化生物学を援用するものがあるが、なぜ人間社会に進化生物学の枠組みがあてはまるのかに

ついては説明が必要である。そのためには、少なくとも労働力再生産という媒介項が必要である。純粋に生物学的な説明ではなく、経済学
的な人口法則 (〈価値法則〉)による説明が必要なのである。

*116 武谷 (林)らは欧米諸国との対比をもって、戦後民主主義の必要性を論証しようとする。「抗生物質を発見し、それが普及している欧米の先
進諸国では、日本人のような輝かしい生命の延長をもたらさなかった・・・つまり社会の民主化の推進につれ、抗生物質出現以前に (死亡率
が) 著しく減少していたために、抗生物質が相次いで登場したにもかかわらず、日本のように劇的な生命の延長をもたらさなかったのであ
る。抗生物質の登場を媒介とする国際間の平均寿命の推移の比較は、図らずも各国の社会事情の良否を示すバロメーターを提供したと言え
よう」。「戦後科学の進歩が日本にもたらした偉大な成果は全く皮肉にも、つまり、戦後科学の日本の社会条件が欧米先進諸国のそれに比べ
いかに貧弱なものであるかを、つまり欧米先進諸国に比べ、民主化が甚だ遅れていることを明瞭に示していると言えるのである。・・・科
学の進歩というものは、戦後の医学医療技術の輝かしい成果を、日本の国でより広くより早く、適用すべきであると我々に要求し、同時に
それを 100%生かすために「より良い社会」を必要とし始めているということを私たちに、教えてくれる」。
この説明は日本と欧米諸国との現象的な対比から、実体的説明 (労働力再生産)を抜きに一足飛びに「民主主義」の有無という「本質」か
らすべてを説明し尽くそうとするものである。

*117 ブルジョア社会において、医療サービスはそれ自体労働力の生産と再生産に寄与しており、その意味でこれが生活諸手段の一つであること、
労働者はこれを自己の給与のなかから買い戻さなければならないこと (したがって、それは商品であること)が指摘されなければならない。
低所得階層ではこれを買い戻す余裕がなく、高い有病率、重い治療日数にこれが現れている (昨今のコロナ禍でも同様の事態が観察される)。
共産主義社会においてはこれら社会保障費は全労働生産物の分配に先立って控除されている。つまり医療費負担は無料となっていなけれ

ばならない。この場合には、「所得」=支出労働量の多寡と医療サービス需給の量とは無関係となる (児童教育費と同様に)。
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うち、患者負担分は、約 40% を示している。保

険者負担分は 1,489億円で全体の 46%であるが、

そのうち約 1/2 は国民が保険料 (世界一高い) と

いう形で支払わされている。・・・国家が当然負

担しなければならない公的負担分は、圧倒的に多

い医療扶助費を含めてわずか全体の 9.3%に過ぎ

ない」。

「社会病」すなわち「多くの病気の中で社会的要因が

直接または間接の仲だちをして発病し、この病気自体が

逆に社会に顕著な影響及ぼす性質の特に強い病気」の情

勢が論じられる*118。

1).「日本の社会病対策の劣悪なこと」は次の事実に

あらわれている。すなわち「先進国が社会の民主

化につれて社会病対策のウェイトが、結核から精

神病に移行している」のに対して「日本では逆に

結核にウェイトをおかざるを得ず、戦後急激に増

加した精神病の対策がほとんど放任されている」。

2).「各地で集団発生を見、ワクチン不足で国民の非

難が強まり社会問題となったポリオ (小児麻痺)

に触れないわけにはいかない。1959 年青森県八

戸市の集団発生に始まり、1960 年には、わが国

最高の大流行が起こり、発病者は 5600名を超え、

319名が死亡している」。

3).「国民優生と母体保護の目的で 1948 年 7 月制定

された優生保護法はその後数回にわたり改正さ

れ、制定当時に比べ優生手術の適用範囲の拡大、

人工妊娠中絶に関する手続きの簡素化、受胎調

節の普及指導等が施策に取り入れられてきてい

る。・・・人工妊娠中絶、産児調節に見られる行

政が、日本国民の人口過剰が国民生活を圧迫して

いるという考え方に支えられていることを注意す

る必要があろう」*119。

4).「労災件数の年々の増加に伴う医療費の増加は、

その財政に赤字をきたし、その穴埋めの目的で

1951年施されたメリット制以後 1952年には、産

業合理化、生産性向上運動の名のもとに労働強化

が推し進められてきたにもかかわらず、災害件数

が一時減少したことは、実は公傷が私傷にすり替

えられている場合も少なくはないことを表して

いる」。

5). 水俣病について。「1953 年 11 月頃より熊本県水

俣湾付近の住民 (主に漁民)の中に、中枢神経系疾

患・・・の患者が続出し、原因が不明のまま 1960

年までに発病者 84人、死者 33人を出し奇病と騒

がれた。・・・1959 年 2 月に厚生省食品衛生調

査会は、熊本大学学長を部長に水俣病特別部会を

設け、同年 11 月 12 日ようやく水俣病は魚介類

の体内から検出される有機水銀化合物によると発

表、工場排水中の無機水銀がその原因であること

を暗に結論し、新日本窒素水俣工場排水と関連が

あるとした」*120。

病院統一スト*121に関連して、その要求から当時の医

療従事者の処遇などを明らかにしている。

1).「病院数が人口の増加率をかなりオーバーして増

加しているのに比べ、診療所数は人口の増加率に

ほぼ比例して増加しているに過ぎない・・・つま

り戦前から見て戦後は開業医 (診療所の大半を占

める)はむしろ相対的に減少する傾向に入りつつ

*118 この「社会病」にはいわゆる「成人病」も含まれる。引用中では、結核等伝染病、精神疾患、妊娠中絶、労働災害、そしてこの頃から顕著
になりつつあった公害が取り上げられる。これらの疾病・傷病のメカニズムは、医学・生命科学 (自然)の側面だけではなく、社会科学 (経
済)的側面を含む。この事実はここでは暗示されているにすぎない。

*119 2022年 2月 22日、(旧)優生保護法 (1948～96年)下で不妊手術を強制されたとして国家賠償を求めた訴訟の控訴審判決で、大阪高裁は
旧法を違憲と判断し、国に賠償を命じた。旧法の違憲性と国の賠償責任をいずれも認め、原告側が勝訴したのは初めてのことである。1).違
憲性のある法が結果的に現行憲法 (1946 年公布) 下で制定されたことの矛盾、2). 子供をもつことへの意識 (第三の自然に関わる) が (第二
の自然たる)抽象的法制度と齟齬をもつこと、の二重の観点からこの事例は考察されるべきである。

*120 武谷らは対抗する原因究明の動きがあったことにも注意している。すなわち「これとは別に 1959 年 4 月より東京工大清浦教授も調査し、
同年 11 月 11 日、非水銀説 (魚介中の有害物質―アミン化合物) を発表、工場排水との関連を否定した。当時、この発表の日時、研究の背
景などから極めて強い政治臭を感じられ話題をまいた」。

*121 岡野 (2017)、西村 (2021)などを参照のこと。病院統一ストは、国立高田病院の「妊婦制限事件」に対する全日本国立医療労働組合 (全医
労) の闘争に端を発し、1960 年の秋頃から翌年春にかけて日本医療労働組合協議会 (日本医労協) によって組織された日本で最初の医療従
事者による産別闘争である。日本医労協は 1957 年に結成され、全医労はその傘下にあった。この闘争は同時期の安保闘争からも影響を受
けていたとされる。
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ある」。「戦前にはなかった課税 (所得税) が行わ

れ経営が難しくなり、個人開業医の法人化が急速

に行われてきたこと、また病院におけるベッド数

の中でも小規模なものが暫時減少し 1 病院あた

り平均ベッド数が増加しつつあること、さらにま

た医療機関の比重が個人立よりも規模の大きい官

公立に切り替えられつつあること」が観察され、

これらは「開業医制度が次第に崩壊の過程を歩み

つつある」と認知された。

2).「薬の占める比重が特に医療機関で増大しつつあ

ること」は「それだけ医療従事者の人件費にシワ

寄せされていること」であり、「製薬資本と日本

医療との関連」に注目が集まっている。

3). 当時の病院ストの要求条件から読み取れる看護

婦、開業医それぞれの関心は以下のようなもの

だった。

• 看護婦の場合、「ベース・アップ、人員の増
加、職場の民主化を要求している。この主要

な背景は、低賃金と労働過重に求められよ

う。これは従来看護婦になるような階層の子

女が、戦後近代化してきた産業に流出したた

めと、働きながら資格が取りにくくなったこ

とが看護婦不足を招いた原因である」。

• 開業医の場合、全国一斉休診の要求条件は
「制限診療の撤廃、一点単価の引き上げ、事務

煩雑化の是正、甲乙 2表の一本化と地域差の

撤廃」であるが、この背景に「日本では救急

医療制度が完備していないこと」があり、加

えて「低医療費政策と官僚統制に対する長い

間の不満の爆発と見ることができよう」*122。

4).「日本医学における治療医学と予防医学のアンバ

ランスな発達 (治療医学偏重)」によって「遅れた

予防医学」という現実がもたらされている。「日

本の予防医学を実践している第一線機関」として

の保健所では「その活動の重点は、結核予防活動

に置かれて」いるが、「収入が少ない、研究がで

きない、科学者としての創意と技術が生かされな

い」という不満があり、これが「治療医学偏重の

医学教育」の欠陥から説明される*123。

* * *

技術的危機の分析はいかにして失敗したか。武谷らは

資源問題、軍事技術、外国技術導入と産業構造の関係、

医学医療技術などの現代の技術的諸問題をとりあげ、こ

れを現象論的に整理している。この整理は、事態を批判

的に捉える上で概ね的確である。

ところがここから実体論的な解明が期待されるとこ

ろで、なぜかそこには踏み込まず、安易に「民主主義勢

力」の働きの成果、ないしその不足など、政治運動論的

な言明 (しかもそれが「量的」に多いか少ないかの議論)

に終始してしまう。これはたとえば以下の医療技術の分

析にこの傾向が典型的に見られる。

戦後の社会保障制度は占領政策の一環としての政策

的な意味を十二分に持って出発したとは言いながら、

旧支配者層の敗退とともに、激しく台頭していた民主

主義勢力に支えられながら発展した国民の生活と健康

を守る運動を抜きにしては、その成立は考えられるこ

とはもちろんである。武谷編 (1969)

だから、ここからさらに本質論的把握に進むことは彼

らには思いもよらないことなのである。彼らの失敗は、

彼ら自身の方法論であったはずの認識の三段階論を彼ら

の問題に適用することを忘れていること、あるいはその

実体論的分析に相当するものが、社会科学 (経済学) の

領域にあることに気が付いていないことに由来する。こ

れらの領域は、たとえば次のように列挙できる。

a). 技術的過程そのものが価値増殖過程であること、

つまりこれが資本の再生産 (労働過程) と労働の

再生産 (消費生活) のいずれかであること。経済

的要素の捨象が民族主義的偏見をもたらすこと

*122 武谷らは、これを次のように見ている。「開業医には、戦時中、国民医療法による統制を受けた苦い経験があり、官僚への歴史的な反感が
強」かった。しかも「戦後次第に官僚統制が強められてきた。例えば現在国民皆保険政策の推進により、開業医は収入面で完全に近い経済
統制を受けて」おり、この状況への反発が根強いとしているのである。

*123 武谷らは予防医学の発達が戦前の軍部の要求によってねじまげられたと指摘している。すなわち「日本の予防医学が戦前、国防力及び労働
力の保全といった軍事的な要請によって施策化されたという傾向は、戦時中は配給量はどこまで下げられるか、といった栄養失調と餓死の
最大許容量の研究となって現れ、戦後は黄変米問題等に尾をひいているわけである」。
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(脚注*61、*65)。また日本の「自然と社会」の再

生産自体が、国際的・同時代的な経済環境の中に

「はめ込まれている」こと (脚注*62、*66、*67)。

武谷らは「産業構造と経済水準」から独立するこ

とが日本人技術者の「主体性」の確立であると思

い込んでいる (脚注*63)。

b).「封建的なるもの」への警戒は、たんにイメージ

的に語られるばかりで、政治経済学的な分析に掛

けられたものでないこと (脚注*64)。

c). 武谷らの「科学者・技術者運動」が、即自的な個

別労働の立場にとどまり、総労働の立場に、すな

わち労働力商品化の止揚という立場に立っていな

いこと (脚注*68)。加えて、軍事技術研究が日本

の産業に根付くことは、日本の科学技術が「対米

従属」から抜け出るための一助となるが、同時に

「軍事化という代償を支払わされる」、と煮え切ら

ない結論を下しているのは、武谷らの目指すべき

理想が日本の「対米従属」からの脱却であり、こ

れを技術者運動の基本戦略としているからである

(脚注*90)。日本的職制の「民主化」を願うのも

同根である (脚注*111)。

d). 資源問題における「資源」とは、自然科学的なも

のではなく、歴史的・社会的なものである、とい

うことは正しく掴まれている (脚注*71)。しかし

「国内に資源がなければ国民は貧しい」という認

識と「自国内の資源のみで経済を廻している国は

ない」という認識の矛盾を〈価値法則〉において

捉えていない (脚注*75、*76)。

e). 日本における技術導入について戦前と戦後を同じ

「外国技術依存」として連続的なものとみなして

いる。せっかく戦後的特殊性が、甲種・乙種技術

導入という特別なものによって実現されているこ

とを分析しながら、これを一般性に解消している

(脚注*97、*105)。

f). 日本の人口の多さによって「造船世界一」を説明

する倒錯は、日本の産業構成やその成果を自然的

な基礎にのみ解消することである。それ以前に帝

国主義経済との関係が論じられなければならな

い (脚注*108)。同じく「企業内職制の官僚的な

性格」も軍需産業との結びつきにのみ求められる

べきではない (脚注*110)。

g). 人口現象 (平均寿命の延長) について、抗生物質

の普及という単独の事象として取り上げられ、人

口法則の作用への技術的介入という観点から論じ

られていない (脚注*115)。またせっかく新技術

を受け入れる社会的条件、という視点が入れられ

ながらも、これが抽象的な「民主主義」の有無に

帰着されている (脚注*116)。

また、これらのことが掴まれた後に、実践の領域、例

えば科学者・技術者運動の戦略論の領域に移るとすれ

ば、何に注意すべきか。技術的危機の下向分析において

は、実体的、偶然的なものであった経済学的解明を、一

時的なもの、廃棄し得るものとして本質的に取り扱うこ

とが重要である。例えば、医療費負担の問題において患

者負担と公的負担の比率は、ブルジョア的観点からすれ

ばたんに調整されるべき量的なものと理解されるが、プ

ロレタリアの立場からすればこの比率をめぐっての闘争

は質的な意味を持つ。それは労働日に関する闘争が、量

的でなく質的な意味を持つこと (つまりこれが政治経済

的な危機につながり得るし、また意図的にそうしている

ことをプロレタリアートが自覚していること)と同様で

ある。

* * *

冒頭の問いについて、以下に暫定的な解答を与える。

Q1 今日の資源問題、気候変動問題をどのように理解

するか。これと国家論 (とりわけファシズム論)

とはいかに関係するか。

A1 資源は、武谷らの云うように、自然科学的な範疇

ではない。それはもともとは自然物であるが、そ

れを取得する労働を通じてでなければ「資源」と

はならない。したがってそこには取得する動機

(用途)、取得する手段が要求される。これはいみ

じくもMarxが、機械について、また黒人奴隷に

ついて云ったことと符合する。

だからその埋蔵量 (資源量)という量も純粋に

自然科学的なものではない。その採取労働にあ

たって、労働対象たりえるものを見積もる努力の
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結果として得られた数値であり、その時点の探査

技術 (科学的知識)、採取可能であるかどうか (技

術的にばかりでなく費用的にも)、採取する価値

があるかどうか (品位、採取後の加工技術) など

に依存する。

気候変動の問題も、やはりそれ自体純粋に自

然科学の問題というわけではない。それは第一

に市場アクセスの問題であり、エネルギー需給の

問題であり、中東とロシアをめぐる政治情勢であ

る*124。

このような資源問題の社会 (科学)性を、ファ

シストはもちろん認識できない。彼らはすべてを

その自然的基礎に還元してしまうために、事態を

さらに悪化させてしまうのである。

Q2 経済学が (地代論さえも) 自然を直接に取り扱い

えないのはなぜか。「広義の経済学」ならばそれ

は可能なのか。「社会的費用論」をどのように評

価すべきか。マルクス主義において土地問題、都

市開発、住宅問題はどのように理解されたか。

A2 経済学は、生産諸関係の学として、生産諸力を直

接的に取り扱い得ない。このことは、資源問題を

見てもわかることである。つまり人間は生産諸関

係を通じてのみ、生産諸力を我が物にできる。そ

して生産諸力のうち、最も重要なものは労働力で

ある。労働力とは、生きた人間の生活のことであ

り、これを労働力商品とせしめるものは生産諸関

係の特性であり、その再生産である (このことか

ら言えば、労働力の生産と再生産、すなわち人口

と家族は、資源と同様に自然の領域にあることに

なる)。

「広義の経済学」と過渡期経済論は自然の領域

にあったすべてのものを従来のように社会に対す

る制約条件としては扱わない。そうではなく、自

然の領域こそが本質的なものであり、反対に従来

は本質とされた〈価値法則〉の方を制約条件とみ

なすのである。言い換えれば、従来は偶然的なも

のに過ぎなかった技術学は必然の領域に引き出さ

れてくる。つまり技術的危機の現象は、自然の本

質が社会的な諸関係によって媒介されて出現した

ものと理解されるのである。

「社会的費用論」は、この技術的危機の現象

をそれが社会的諸条件を通じて必然のものとして

もたらされたものと見ない。「社会的費用」とは

むしろ危機の現象そのものが自己運動する道筋に

沿って生み出した結果であり、これを押し付ける

先をめぐってブルジョア国家が相争っているので

ある。それは現存する生産諸関係を自然のものと

言い張るブルジョア的心性の一つの表現である。

Q3 経済学と技術学はどのような関係にあるのか。技

術学において「資本論」と同様の位置づけの理論

は可能か。それは技術本質論といかなる関係にあ

るか。技術史論はいかに展開されるべきか。

A3 経済学と技術学の関係は、ブルジョア社会と過渡

期社会とで取り扱いが全く逆転する。前者におい

て技術学は、経済的諸法則が自己を展開するため

に必要とする容れ物のようなものである。機械制

大工業や協業の展開がそれであり、農業や鉄鋼業

の進歩もそうである。ところが後者においては、

技術学が主であり、経済学は従となる。この視点

の転換こそが現実を分析する者の立場を表現す

る。技術史論は、この転換を踏まえて展開されね

ばならない。

Q4 Lukács が Engels の「自然弁証法」および「反

デューリング論」に反発したのはなぜか。彼の自

然学 (美学との関連において) は積極的にはどの

ようなものだったか。

A4 Lukácsが Engelsに反対した理由は「史的唯物論

の機能変化」を主張するためであり、それを差し

置いて「自然弁証法」のみを取り上げる Engels

に対して、視点の転換の無視・忘却が日和見主義

者と相対主義者の一団を生み出すと、批判してい

るのである。したがって Lukácsは自然の領域に

弁証法を適用すること自体に反対したのでもなけ

れば、Hegel哲学の残滓を引きずっていたために

このような発想に囚われたわけでもない。

Lukácsは自然について重層的な見方をしてお

り、(第三の) 自然は「社会的カテゴリー」に属

し、(自然弁証法ではなく) 史的唯物論の対象で

*124 昨今のウクライナ情勢も、純粋にウクライナが NATOに所属するべきかどうかという議論ばかりではなく、ノルドストリーム-2の、すな
わちドイツの対応も焦点になっている。
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あると強く主張している。これは天然資源が「社

会的カテゴリー」であることと同じ意味である。

そして「人間と自然 (人間を取り囲む自然/人間

自身のなかに見いだされる自然)との対決」こそ

が、Hegelの云う「絶対的精神の諸領域」(芸術・

宗教・哲学)の対象なのだと論じている。美学に

ついて言えば、第 5章で述べたように、ブルジョ

ア社会の (その純粋理性と実践理性とが陥る) 二

律背反を部分的に免れる唯一の存在にして、物

象化問題の「解決の糸口」が「芸術の原理」であ

り、これは芸術がその作品という「具体的かつ現

実的なもの」を既に持っている、という強みに由

来する。

Q5 O. Neurath が Mach の「力学史」に感銘を受

け、ウィーン学団を組織したのはなぜか。また

そこで「物理主義 (Physicalism)」を提唱した

真意は何か。熱力学史、またエネルゲティーク

(F. W. Ostwald)とアトミスティーク (L. Boltz-

mann) の対立はどのように理解すべきか。今日

では Mach 哲学の意義が否定され、そのために

Neurathの思想も顧みられないが、その自然哲学

に学ぶべきものはないのか。

A5 Neurathとマッハ主義との関係については、また

力学史、熱力学史の展開については、より包括的

な研究を要するものとして、解答をいったん保留

しておきたい*125。ただし、ここでは Neurathの

思想と過渡期経済論、ないし「広義の経済学」と

の関係を指摘しておく (付録 Cを参照のこと)。

その優劣をつけないまま、価値判断を回避しつ

つ、貨幣経済と実物経済について研究するための

方法論として、Neurathは実物計算 (実質所得へ

の注目)を提案している。これは貨幣計算の必要

を否定するもの (つまり、Lenin、Preobrazhen-

sky の立場と同じであり、Bukharin、Kautsky、

Trotskyらとは一線を画するもの)と受け止めら

れ、L. von Mises、Hayekらの不興を買い、後の社

会主義経済計算論争の口火を切るものとなった。

Neurath は (決して自分からは認めてはいな

いが、実質的に)社会主義社会における労働証書

制の理論を「実物経済」の名のもとに展開して

いる。そして彼はこの視点を、彼の一世代前の経

済学者たち (父Wilhelm やその友人 J. Popper-

Lynkeusなど)から学んだのである。

*125 またその際に、マッハ主義に対する Lukácsの捉え方 (「弁証法的な歴史観」の喪失)が参考にされるべきである。p.223を参照のこと。
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7.4 小括

本章の主要な結論は以下のとおりである。

• 経済と自然が最初から対立するものとの先入観が
ある人は、ここで何か基本的な疑問がまだ残され

ているかのように問われることに驚くかもしれな

い。だが経済と自然がなにゆえに対立するのか、

との疑問にたいしては前者が人間の営みであり、

後者にはそれがない、という回答しか用意できな

いであろう。このように回答する人は人間が人間

的自然であることを忘れ、この世界のなかで人間

がなにか特殊なもの (神に選ばれたもの、あるい

は楽園から追放されたもの)という神秘的な思い

込みに囚われているのである。

• Lukács は「正統的マルクス主義」とは何かとい

う問いにたいして、「共産党宣言」の言葉 (・・・

各国革命においてつねにプロレタリア全体の利害

を、さまざまな革命の発展段階においてつねに運

動全体の利益を・・・)が今でも妥当する、だか

らわれわれはたんなる「伝統の見張り人」の立場

に甘んじるわけにはいかない、と回答している。

彼の Engels批判はこの動機から解釈されるべき

である。

• Lukács は「史的唯物論の機能変化」について、

「弁証法的な
●

方
●

法の意味で史的唯物論のこれまで

の
●

成
●

果を乗り越えて進むことであり、史的唯物論

がその歴史的方向としての本質にふさわしい形で

はまだ適用され
●

え
●

ていない領域に、史的唯物論を

適用すること」とされる。この「領域」とは、当

初の彼の目的に反して、過去のことではなく、現

在 (共産主義すなわち自分自身)のことである。

Lukácsはその課題を以下のように列挙してい

る。すなわち、1).過去から現在への視点の転換、

2).「プロレタリア独裁」=「社会化」の「社会的

意味」の追求、3). プロレタリアートによる現在

の階級闘争の意味の変化、4). 必然性の意味の変

容 (技術学)、5).労働者国家の諸政策の意味、6).

イデオロギーの意味の変容、などである。

こうした Lukácsの「史的唯物論の機能変化」

にたいする問題意識はきわめて正当である。Pre-

obrazhensky はこれを頭から否定しさったため

に、自己の PSA 理論の誤りを修正する機会を

失ってしまった。もしも Lukácsの観点と Preo-

brazhenskyの理論が、Lenin亡きあとのTrotsky

派の革命実践のなかで結合されていたならば、第

二次世界大戦の悲劇とその戦後 100 年の損失は

あらわれなかった。

• 2020年代の今日、資源・気候変動問題は誰もが話

題とする深刻なかつ国際的な問題となっている。

しかしその根源的な原因―すなわち人間が自身の

生産物 (したがって自分自身の行為=労働そのも

の)の主人ではないこと―については誰もが口を

閉ざす。

上の危機は、直接的には「科学技術」の問題

であるように見え、その解決も「科学技術」にか

かっているように見える。しかしこの技術的解

決を見出そうとする理論家たちは、問題がもはや

純粋に技術的なものではないこと、技術には価格

(〈価値法則〉の支配) があり、それ (だけ) を制

御する力がいまの人間にはないことに気がついて

いないか、気がついていながら見ないふりをして

いる。そしてこれがたんなる技術的な問題ではな

いと気がついている者も、危機感を若者の直接的

な政治行動 (「環境正義」) の方向につなげるば

かりで、経済との関係を無視している。

この歪みの明白な表現が、いわゆる「社会の

分断」*126である。プロレタリアートは現在の分

断状態を止揚し、分断の両側にある問題認識を労

働運動のなかに持ち込み、そのことを通じて労働

運動そのものを再生することが求められている。

そのためには欠けている環である自然科学と経済

学の (あるいは自然弁証法と史的唯物論の) つな

がりを再発見することが必要である。

*126 「社会の分断」をファシズムの新たな形態という観点から分析することは有益である。古典的なファシズムは、危機にかられた小ブルジョ
アジーをプロレタリアートに対立させ、その均衡のうちに統治するブルジョアジー独裁の特殊形態であった。現在、同様の対立が様々の対
立軸 (正規と非正規、ジェンダー、人種など)に沿ってプロレタリアートの

●

内
●

部
●

に作り出されている。これに対して、我々は相変わらず「万
国の労働者、団結せよ」のスローガンを対置して良いのである。
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• 武谷らは資源問題、軍事技術、外国技術導入と産
業構造の関係、医学医療技術などの現代の技術的

諸問題をとりあげ、これを現象論的に整理してい

る。この整理は、事態を批判的に捉える上で概ね

的確である。ところがここから実体論的な解明が

期待されるところで、なぜかそこには踏み込まな

い。彼らの失敗は、彼ら自身の方法論であったは

ずの認識の三段階論を彼らの問題に適用すること

を忘れていること、あるいはその実体論的分析に

相当するものが、社会科学 (経済学) の領域にあ

ることに気が付いていないことに由来する。

• 技術的危機の下向分析においては、実体的、偶然
的なものであった経済学的解明を、一時的なも

の、廃棄し得るものとして本質的に取り扱うこと

が重要である。この指針は、今日の資源・気候変

動問題についても貫徹されなければならない。
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結論と今後の研究課題

8.1 結論

本稿は「経済の本質」について、史的唯物論の観点か

ら考察することを目的としたものであった。経済学の方

法論的な難点は、ひとえに歴史的なものを論理的に把握

することの困難にある。もしも、これが自然科学と同様

に客観的法則性のたんなる認識で済まされるならば、わ

れわれの歴史、ひいてはわれわれの行為そのものが何者

か、客観的なもの (それを「神」と呼んで差し支えない)

に操られたものであることになり、そこにわれわれの自

由意志は存在しないことになってしまう。そうでないと

すれば、その方法論は必然と自由を両立させうるもので

なければならない。

しかもこの問いは、革命期において、つまり必然と自

由の問題が、理論的にではなく実践的に問われる時期に

おいていっそう深刻なものとなる。そしてこの問いは、

社会と自然との関係をも同時に明らかにするように実践

家に迫ってくる。この過程で、われわれの依るべき方法

論であった史的唯物論が変容を被るのである。

* * *

以下、冒頭に掲げた幾つかの問いについて、結論的な

解答を述べる。

〇経済学とは何か、また何であるべきか。

われわれはさしあたって経済学を「その時代の経済現

象に対して人間の抱く観念形態」であると述べておい

た。この規定がまったく不十分であることは明白であ

る。そもそもここには「経済 (現象) とは何か」という

ことが何も語られていない。

われわれは第 3章において、科学とイデオロギーの関

係をめぐって三つの立場がありうること、またそれゆえ

に経済学と経済学批判とを区別しなければならないこと

を明らかにした。そして後者が「ブルジョア社会の肯定

的認識のうちに、その否定を発見し暴露すること」(ブ

ルジョア社会の自己批判)であるとすれば、前者は「ブ

ルジョア社会の自己認識」となるべきことを説明した。

第 5章においては、Luxemburgが「国民経済学」を

どのように見ていたのかを検討することをつうじて、経

済学批判における前半の体系 (国家の捨象)=「資本論」

と後半の体系 (その残余) の区別に注目することになっ

た。ここで Luxemburg が強調していることは、「国民

経済学」という観念が一種の欺瞞であって、「世界経済」

の現実=帝国主義がわれわれの眼前にあるという否定し

えない事実である。Luxemburgはこの事実から、帝国

主義論=蓄積論に関心を移してしまうが、われわれはも

う少しこの地点にとどまっていなければならない。

Luxemburgが「国民経済学」の根源とするものは「わ

れわれの行為そのものが、われわれにとって疎遠な力を

生み出し、これがわれわれ自身に降りかかってくる」と

いう奇妙な現実、われわれの行為がわれわれの意思とは

無関係にわれわれを支配するという現実である。これは

労働の自己疎外のことであり、このようなことは人間の

歴史に常に生じていたわけではなかった。これが起きて

いる特殊な社会のことを「市民 (ブルジョア)社会」と呼

ぶのであり、経済学は「市民社会の解剖学」なのである。

市民社会には始まりもあれば、終わりもある。その

始まりは 18世紀であり、それに先立つ絶対主義権力に

よって準備された。その終わりはその誕生 (プロレタリ
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アートの出現)と同時にすでに始まっている。経済学が

必要とされたのは、市民社会というものが直感的には理

解が困難なものだからである。もしもそれが分かりやす

いものであれば、わざわざ学としての体系化は要求され

なかったであろう。ゆえに市民社会の死滅は同時に (狭

義の)経済学の死滅をも意味する。

なお、ここで経済学の前半の体系=「資本論」と後半

の体系、「帝国主義論」の関係について注意を与えてお

きたい (図 8.1)。

図 8.1 「資本論」と「帝国主義論」

出所：筆者作成

まず本質から現象への理論の上向展開は、下向分析の

過程とは逆の道を進むことに注意する。下向分析におい

ては経験的現実を現象として掴み、そこから具体的なも

の、偶然的なものを捨象することによって本質的な理論

に至るのであった。上向展開については、捨象された具

体的なものを再び考慮することによって現象に復帰す

る。ところが、理論展開においてこの具体的なものをそ

のまま具体的なものとはせず、典型的なもの、18 世紀

から 19世紀の現実を近似的に表現する「純粋ブルジョ

ア社会の想定」を置くところに、経済学原理論が成立す

ることになる (宇野が序説の弁証法が修正されるべきと

云ったのはこのことであった)。これは「想定」に過ぎな

いので、あたかも永遠に続くかのような仮象を与える。

理論を現実そのものと取り違える (Tugan-Baravskyの

ような)人は、この錯覚から逃れられなくなる。

「資本論」(前半の体系)においては「純粋資本主義の

想定」とともに「国家の捨象」が同時になされていた。

「原理論的国家」を新たに想定することにより後半の体

系が描けるし、またそれは世界貿易と恐慌の理論を含む

ものとなるはずであったが、実際にはこれは描かれな

かった。

他方「帝国主義論」は、「純粋ブルジョア社会の想定」

とはまったく別の 19世紀以降の現実に沿った想定を置

いた。鉄鋼業を基幹とした固定資本の肥大化傾向であ

り、またそれを可能とし必然とした金融資本の蓄積形態

の登場である。また当時の協商国イギリスと同盟国ドイ

ツの対立と、それらによる世界の分割支配を特徴として

いた*1。特定の産業に依拠するものとして、これは原理

的な理論ではあり得ない。

〇Marxはなぜその著書の副題を「経済学批判」とした

のか。

Marxは、師 Hegelと同様にプロイセン絶対主義国家

との対決、そのなかでの市民社会の解明を課題とした。

Hegel がプロイセン絶対主義国家を貴族院 (地主階級)

と代議院 (ブルジョア階級) との勢力均衡に支えられた

統治形態として正しく分析したのだとしても、また市民

社会と政治的国家の分離を「一つの矛盾」と感じたのだ

としても、彼はこの矛盾をたんに身分=階級の属性とし

て取り扱ったにすぎなかった (主に竹内 (1981) を参照

のこと)。

Marxにおいては、これが一人の個人の意識における

「homme(現実的な私人)と citoyen(抽象的な公民)への

自己分裂」に、つまり国家論の問題が人間論の領域に移

されている。ここにおいて個人は「社会的諸関係に責任

*1 当然、この想定は第一次世界大戦後の戦間期、第二次世界大戦後から為替の固定相場制の支配した時期、ドルショック以降の為替の変動相
場制が支配する現在にそのままあてはまるものではない。逆に言えば、われわれがどのような状況を典型的なものとみなすか、という想定
に応じて古典的帝国主義論とは異なる理論が構築されるべきなのである。それらは金融資本的蓄積様式が支配するものとして、あいかわら
ず帝国主義論と規定されるが、世界経済を動かす基軸がアメリカを主とし、日米欧の三軸や、現在の米中など典型的な状況が移り変わった
と考えるべきである。
なお、宇野はその「経済政策論」の改訂にあたって第一次世界大戦以降をどのように取り扱うべきか悩んだあげく、「現状分析」とするこ
とを決めた。彼の最初の迷いはロシア革命を理論的にどのように位置付けるべきかということに関わり、つまりは過渡期経済論との関係に
悩んだためのものと推察できる。そして、その思考を結局は放棄することになったのは、ソヴェト・ロシアがもはや労働者国家たり得ない
ことが誰の目にも明らかになったからであった。彼は資本主義経済論を論じる上では (つまりブルジョアジーから見れば)過渡期社会といえ
どもただの制約条件にすぎない、ということを見落としているのである。
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あるもの」ではなく、「主観的に」だけ「諸関係を超越

している」と思い込んでいるだけであって、社会的・客

観的には無に等しい存在、「諸関係」の「造出物」にす

ぎないものとなっている。このことは「資本論」第一巻

第 1章第 4節「商品の物神的性格とその秘密」のなかで

詳細に説明されていることである。

〇プロレタリア革命は経済学をいかに変容させるのか。

第 7 章において Lukács に従って示したように、「資

本論」=「経済学批判」の方法論的基礎 (「導きの糸」)で

あった史的唯物論は、「プロレタリア革命によって」*2変

容を受ける。それまでは余計なものとして捨象されるも

のでしかなかった具体的なものが、本質的なものとみな

されるようになる。

過渡期経済論

〈価値法則〉

原理

経済学原理論

制約

視点の交換

社会主義論

原理

「計画化原則」

制約

図 8.2 〈価値法則〉と「計画化原則」

出所：筆者作成

この関係のもとで経済学原理論と社会主義社会論、帝

国主義論と過渡期経済論の相互関係が図 8.2のように整

理できる。ここで帝国主義と過渡期社会は同一の社会的

現実のことを指すのであって、名称の違いはたんに (そ

れぞれにおいて何を原理とし、何を制約とするかの)視

点の違いにある。このことを意識しないとき、過渡期

社会の現実を (たとえそれが疎外されていたのだとして

も)帝国主義と誤認 (対馬忠行の場合)したり、二つの法

則が争っていると誤解 (Preobrazhensky の場合) する

のである。

この具体的なものへの注目は民族理論において決定的

な重要性をもつ。経済主義者たち (Pyatakov、Bukharin

ら)は総労働の立場に立つ、として安易に国境を「捨象」

してしまう。Leninはこの傾向を批判し、過渡期社会に

おいて境界線を「捨象」してはならないこと、むしろプ

ロレタリアートの意識的な道具とすべきことを主張した

のであった。Lukácsが Leninを熱烈に支持したことは

云うまでもない。

なおここで貨幣論についても注意を与える。社会主義

社会において、生産手段と労働の各生産物への分配は貨

幣 (等価交換) によらず、等量労働交換によらなければ

ならない。これは〈労働証書制〉によって実現される。

貨幣が廃絶されなければならないのは、そこに商品の物

神的性格が集約的に示されるからであって、これがあ

るかぎりわれわれは「過去による支配」から逃れられな

い。ボリシェビキはこの貨幣の廃絶の必要について、統

一した考えをもっておらず、これが彼らが NEPを機に

混乱してしまった最大の原因であった*3。

〇経済の本質は何か。

経済の本質は経済学が明らかにするもの=〈価値法

則〉のさらに先にあるものであり、これを Bukharinは

「労働の比例的支出原則」、宇野は「経済原則」と称して

*2 ここで「プロレタリア革命によって」と表現したが、それは現実的な蜂起であったり、生産設備の接収・収用のことではない。それは自覚
したプロレタリアートの存在によってただちに現実のものとなるのである。

*3 この混乱は日本にも持ち込まれた。例えば芦田 (1961)は 1950年代のソ連邦における「生産価格」の「消滅」をめぐる論争 (これ自体は一
見の価値がある)を紹介しているが、この前提として封建社会の単純商品の資本制商品への転化、さらに過渡期社会 (芦田は「社会主義」と
表記)における「商品」の残存を語っている。つまり、封建社会/資本主義社会/共産主義社会に一気通貫して「商品」範疇が成立し、それら
を「移行のなかにおける法則的把握」によって捉えることを当然とみなしているのである (またそれゆえ宇野による始元的商品に関する批
評をも一蹴する)。
このような物象化された意識による「法則的把握」は、「資本論」第一巻第 24章 7節「資本主義的蓄積の歴史的傾向」の (広く信じられ

た)誤読にも支えられている。ここでMarxは「否定の否定」を語り、これが「自然過程の必然性」に従う、と述べている。だから、単純な
人はこれを「否定の否定の

●

法
●

則」と読むが、それは間違いである。「否定」とは資本の原始 (本源的)蓄積、すなわち労働の土地からの引き
離し、プロレタリアートの (肉体的)誕生のことをいう。したがって「否定の否定」とはプロレタリアートの自己否定、プロレタリアートの
階級的自覚 (階級意識の誕生)のことでなければならない。これが「自然過程の必然性」だというのは、第二の自然における法則性=〈価値
法則〉のことではない。そうではなく、経済過程と政治過程とがプロレタリアの脳裏で結合され、一つの「自然史的過程」として実践され
ることをいう。これはプロレタリアの意識が静観的なものではなく、「実践へと転化する」性質をもった意識だからである。それは「法則」
=過去に属すものではなく、「目的」=未来に属すものである。
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いた。そしてその意味は再生産表式によって説明される

べきものと考えられていた。再生産表式は生産物循環

W′ · · ·W′ を基盤とし、その上に労働循環 P · · ·P を展
望するものである (貨幣循環 G · · ·G′、すなわち蓄積は

廃絶されるものとして)。

ところで、この再生産表式は第 4章でみたように様々

な誤解の種となっていた。つまり、再生産表式論の「
●

資
●

本
●

論」
●

に
●

お
●

け
●

る意味が議論されないままに、これによ

る恐慌論の説明 (「生産と消費の矛盾」、Luxemburgの

「資本蓄積論」)、経済史への応用、社会主義社会論への

利用 (Leninの「市場化理論表式」)が期待されていた。

とりわけ、〈原理論的恐慌論〉については、決定的な要

素である人口と資源が再生産表式の枠外にあるという事

実 (つまり、人口も資源もそれ自体は商品ではなく、資

本の生産物ですらないこと)が見落とされていた*4。

再生産表式は、それ自体としては〈価値法則〉を論証

するためのものであるから、〈価値法則〉が廃絶された

社会に対してはそのままでは使えない。その本来の姿

から、総労働量が全体としてどのように各生産物に分配

されるべきかを示すものに書き換えられなければなら

ない。また隠された自然の制約を、すべて考慮に入れな

ければならない。そして、労働支出に関して言えば、こ

れは等量労働交換、すなわち労働証書制をその基礎とす

る。対馬忠行は等量労働交換は等価交換ではないこと、

それは価値を生まないことを明瞭に示したが、「包摂」

の観念に足を掬われた結果、労働証書制論を全面的に展

開できなかった。

〇経済社会と自然との関係はいかなるものか。

人口も、そしてまた天然資源も*5、一見して自然科学

的な範疇のように感じられるが、実はそうではない。そ

もそも「自然」とは社会的な範疇であり、社会科学的に

取り扱われるべきものである。このことは Lukácsが哲

学的に示したことであり*6、武谷三男らもこれを資源論

としてより具体的に明らかにした (第 7章)。

上のことを前提すれば、今日の人口減少社会の問題

も、気候変動問題も、これまでの常識的な理解とは異

なった眺望が得られるだろう。現象論としてはこれらは

技術学的に、ないし自然科学的に研究されて差し支えな

いし、また是非ともそうすべきである。しかし、ある時

点から理論は実体論的に深められるべきであり、その際

にものを云うのは社会科学であり、経済学である*7。さ

らにわれわれは認識論的にはその先の本質論的段階に進

むが、同時に実践論的には実体的なものを偶然的なもの

(すなわち必ずしも自然でもなく、必然でもないもの)と

して取り扱わねばならない。この論理は、われわれが過

渡期経済論で見たものと同じである。

〇資本はなぜ近代国家を必要とするのか。

近代国家または国境の必要性は、再生産表式から既に

明らかである。再生産表式が〈価値法則〉の論証である、

という認識を下敷きとするならば、近代国家を必然とす

るものは〈価値法則〉の存在そのものだと言える (第 5

章)。

領土は私有財産 (土地) の集積物であるが、この私有

財産が神聖であるのは、その対自態である私的労働が神

聖なものとみなされるからである。これによって獲得さ

れたものは、持主によって自由に処分される (だから、

その土地から農民=プロレタリアートが放逐されたので

ある)。この権利は〈価値形態論〉の論理にしたがって

権力を生み出す。

ところが、労働力商品の価値については、労働力の販

売者 (プロレタリアート)と購入者 (ブルジョアジー)と

で異なる利害をもつ。一人の人間の (ある国における)

平均的な生活手段の量とは何か、について両者の言い分

はお互いに相容れない*8。この対等な権利を裁定するも

のとして、権力 (暴力)が必要となる。

国家の「現象」は〈価値法則〉の影響の途切れる領域

にいつでも出現する。その領域とは、売り手と買い手

との同等の権利がぶつかりあうところ、〈価値法則〉が

*4 このことを明確にしたのは宇野「恐慌論」の功績である。Lukácsはその自然論によってこのことを推察はしていたが、明瞭には表現しな
かった。O. Neurathも同様であった。

*5 さらに加えれば、Covid-19の感染症対策も。
*6 Lukácsが Engelsの自然弁証法を批判したのは「自然」の社会性に触れることなく、超越的な理論展開をなしたからであった。
*7 人口論におけるMalthus主義はこのことを考慮しなかった結果である。
*8 この意味で Leninが国家を「非和解性の産物」と表現したのは正しいのである。
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崩壊する瞬間、「第三の自然」の内部、〈資本の過剰〉の

処理の諸形態 (経済政策) などである。これらのことは

Lukácsがきわめて明瞭に描き出している (第 5章)。
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8.2 今後の研究課題

今後期待される研究課題を以下に列挙する。

1). 国家論の探究。われわれは国家論について既に膨

大な量の既存研究の蓄積があることは承知してい

る。第 5章で「原理論的国家論」について一応の

結論を下したが、その際にあえてそれら既存研究

をいずれも参照しなかった。蓄積の量が膨大であ

るという事実そのものを受け止める (またそれを

謎とする)視座が是非とも必要である。

これについて、われわれは Luxemburg と

Lukács を頼りに議論を進めたのであるから、そ

の先のいわゆる「ポスト・モダニズム」と国家論

の関係を整理することが適当であるようにも見え

る*9。

2). 上の問いとの関連で、ファシズム論について改め

て今日的視点から議論されるべきである。高嶋

(2021)は主に丸山真男 (2015)の論考を中心に古

典的ファシズムについて検討したが、それは経済

的な視点を欠いたものであった。Preobrazhen-

skyはファシズムについて労働力価値の観点から

言及しており、これを戦間期経済*10との関係で

深めることは意義がある。またそれを今日のいわ

ゆる「社会の分断」と関連して考察することが何

よりも求められている。

3). 国家論について、福本の云う「意識過程批判」か

ら「経済学批判」までのMarxの思考を追体験的

になぞることは何度でも行われるべきである。本

稿の第 5章はまったく不充分な素描にすぎず、国

家論と貨幣論のアナロジーに頼ったものにとど

まっている。膨大な量の国家論の蓄積はこの課題

に役立つだろう*11。

4). 人口論、資源論などの、具体的な現実問題に即し

た研究。本稿では方法論的な観点を素描するにと

どまり、この方法を実際には実行しなかった。人

口論に関しては、高嶋 (2018) は明らかに書き直

しが必要である。資源論について、またとくにエ

ネルギー論*12、気候変動問題の分析*13について

は技術学的な取り扱いと経済学的な取り扱いの関

係を実際に描いて見せるべきである。

5). 自然論に関連して、E. Mach の思想は改めて振

り返られるべきである。またこの課題は少なくと

も科学史・技術史に関連した力学の (またそれと

生物学、心理学、統計学の諸分野にわたる)変革

として描き出されるべきである*14。おそらくこ

の課題は新カント派思想との関連で考察されねば

ならず、その際には Lukácsによる素描が役に立

つはずである。加えてウィーン学団との関係、し

*9 そこでは、第二次世界大戦後のヨーロッパ哲学との対決という問題がある。既に大戦以前から現象学というものが現れていた。戦後にはド
イツが米ソにより分割占領され、思想的中心地がフランスに移った。そこで反ファシズム闘争の遺産、Trotsky主義 (Trotskyは追放され
た後、フランスの無政府主義者たちを頼った)、アルジェリア–ベトナム戦争などが議論の対象となり、そこに実存主義、構造主義などの諸
潮流が出現する。
これらについて戦後の Lukácsも言及しているのだが、彼の立場が戦前と同一であるとの保証はなく、そもそもこれを疑ってかかるべき

傍証もある。
*10 これについて宇野・藤井 (1997)は役に立つ可能性がある。
*11 ただし、安易に国境を捨象してしまう経済主義者たち、H. Cunowのように Hegel国家論の水準に引き戻してしまおうとする傾向には充
分に警戒すべきである。

*12 エネルギーは最初は土地に付随する自然力として、生産諸力の一つとして取り扱われ、これは差額地代となって現れる。生産諸力はそもそ
も商品ではないし、労働生産物でもない、という事情がここに示される。しかしこの事情は、蒸気力の利用により土地との関係を切り離さ
れる。もとになる化石燃料は相変わらず自然物ではあるが、少なくとも生産諸力を別の土地に移動すること、それどころか鉄道・輸送機関
を通じて異なった市場同士が連結され、社会的時間と空間の意味合いが変容することにもなったのである。技術学的にはこの過程でエネル
ギーが移転できるということ、そこから物理学的な仕事が引き出せること、ただしその効率には理論的な限界があることなど、自然認識の
深化を促したのであった。

*13 気候変動問題は 2022年 1月現在、インフレの問題として新たな様相を示しつつある。これは広義の資源問題に含まれる。過剰流動性は原
油など資源価格に流れ込んで (この流れ込み自体は供給制約に伴うものである)、インフレを出現させつつある。これを見た各国の通貨当局
は金融引き締めに転じつつある。通貨供給を断たれた諸資本のうち低い収益性に苦しむもの (仮想通貨市場など)から破綻し、多かれ少なか
れ「バブル崩壊」が生じる。これは恐慌の今日的形態であると言える。

*14 その際に、武谷の三段階論が活用されるべきである。
*15 これについて、桑田 (2017)の論考 (また同じ著者の「経済的思考の転回: 世紀転換期の統治と科学をめぐる知の系譜」)は参考にされるべ
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たがって現象学との関連には触れないわけにはい

かない*15。

6). Neurath の実物経済論について、また Preo-

brazhensky の貨幣否定論について改めて整理

するべきである。またこれについて、社会主義経

済計算論争の当事者たちが何を発言したのかが

検討されるべきである。この課題がいい加減に済

まされているために、戦後 100 年の経済学の発

展 (Keynes の経済学*16も含め) がよく分からな

いものになってしまっている。

きであろうし、本稿の筆者は未見であるが斎藤幸平「人新世の「資本論」」についてはいずれ触れなければならないであろう。
*16 Keynes の経済学を論じる上で、次の視点は区別されなければならない。1). 彼が不均衡論を論じようとしていること。つまり、再生産表
式と価値論 (またオーストリア学派的一般均衡論)、貨幣数量説を否定し、実物経済論に近いところで議論を展開しようとしていること。こ
れは彼が「レッセ・フェール」を忌み嫌っていたことから考えても、最も重要な動機であったと言える。2).有効需要の議論。すなわち再生
産表式の外部にある相対的過剰人口をいったん理論のなかに取り込もうとしていること。しかし、彼がこれと恐慌論を関係づけていたかま
では分からない (なお、p.64、脚注*109も参照のこと。3).為替管理の理論。為替管理は第一次世界大戦の戦後処理 (ジェノア会議)と関連
して結果的に出現したにすぎなかったが、彼はここから何かをつかみ彼の理論に反映させたとは言える。4). 計量経済学の前提としての産
業連関分析。再生産表式と産業連関分析 (I-O 表) との見かけの類似性はあからさまであるが、他方で均衡論を嫌う Keynes がこれをいか
に自説に取り込んだのかは、議論の余地がある。
Keynesの議論を追う上で、小野 (2007)は一見の価値がある。
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付録 A

科学論の諸類型

ここでは、科学とイデオロギーにかかる三つの立場

(第 3章)について、代表的な例を取り上げる。

A.1 クーシネン監 (1960a)

われわれは、イデオロギーの立場の典型例として、

クーシネン監 (1960a)*1をあげる。そのオリジナル版が

1959年モスクワで刊行されたのは、1956年のいわゆる

「スターリン批判」*2以後のことである。Kuusinenのこ

の文書における政治的意図は、Stalinへの個人崇拝を否

定し今の集団指導体制を擁護すること、当時のコミン

フォルム・コメコン体制を堅持しつつ、ソ連邦から離反

しつつあった東側諸国をつなぎとめることであった。し

かし、そのことによってもともとの Stalin の哲学に含

まれていた客観主義的、即物的な姿勢が消え去ることは

なく、むしろなおさら強化された。

この文書の構成は次のようになっている。これを以

下、順次要約し、批評する。

1). 史的唯物論の本質

2). 階級、階級闘争および国家

3). 歴史における人民大衆と個人の役割

4). 社会的進歩

史的唯物論の本質

KuusinenはまずMarxの次の言葉「人間の意識が彼

らの存在を規定するのではなくて、逆に、彼らの社会的

存在が彼らの意識を規定する」をねじまげる。どのよう

にねじまげるのかと言えば、目的 (意識) の生産が社会

集団に規定された諸個人の行為であることを彼は見な

い。彼は集団と個人とを切り離し、史的唯物論があたか

も「大きな集団―階級、社会層、最後に社会全体―の存

在と意識」にのみ論及したものであり、「個々の人間の

存在と意識」については妥当しない、と考えるのであ

る。それは史的唯物論がイデオロギー批判の方法―諸個

人＝思想家たちの学説を批判する方法―として出発した

ことを忘れ去るものである。

彼がその論拠とするのは、諸個人が「自分の直接の

利益を満足させようともとめながら・・・自分自身の行

為の社会的結果を予見することができなかった」こと、

「各個人の意識的活動と全体としての社会発展の自然成

長性とのあいだの矛盾」である。これは彼が諸個人の役

割を不当に貶める政治的意図にしたがっているからであ

るとともに、もともとある Stalin の哲学が諸個人の創

意を一切認めないからである。

Marxの言葉は、人間の目的意識の生産そのものが労

働の一契機をなすがゆえに、その労働対象、労働手段に

規定されざるをえないということ、と解されるべきであ

*1 Otto Ville (Wilhelm) Kuusinen(1881–1964)はフィンランド出身のコミンテルン指導者。32年テーゼ (「日本における情勢と日本共産
党の任務に関するテーゼ」)の起草者。Stalinに理論面で重用され、多くのフィンランド革命家が Stalinの粛清に倒れたなか、Stalinの右
腕として一人それを逃れた。Khrushchev時代も如才なく生き残り、この文書の監修者として名を残している。

*2 「フルシチョフ秘密報告」のこと。Khrushchevによるスターリン批判は、権力闘争の一環にすぎず、なんら哲学的・思想的な深みをもた
なかった。
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る。またその意図・衝動の生じるきっかけとなるべきも

のが、世界 (自然・社会)にたいする諸個人の適応矛盾＝

疎外状況のなかから生み出されるということ、その解決

がたんに個人的利害にかかわるだけでなく、運命を同じ

くする一群の人々＝階級の共同利害に広く結びつくがゆ

えに、大衆運動を駆動する力となることをも意味する。

こうした諸個人の努力なくして抽象的な集団のばらばら

な分子運動が歴史を形作ってきたわけではない。

そのあとはいわゆる「唯物史観の公式」*3―「生産力

と生産関係との照応」、「土台と上部構造」が続くが、こ

こでは詳細を省略する。ただし、この照応関係があとで

「社会進歩」を論じる際に援用されることは指摘してお

かねばならない。

諸個人の、つまり生きた人間の排除された歴史から

は、謎めいた「社会進歩」の力、社会を前進させる力が

導き出される (「社会はあともどりして、時代遅れの生

産関係に照応するような生産力にかえるわけにはゆかな

い」)。このような力は、結局のところ Kuusinen 自身

が否定してみせたところの「秘密な彼岸の力」、「人間の

行動を規定するある種の外力 (神、「絶対理念」、「世界理

性」等々)」とまったく変わらない、ということに彼は気

が付いていない。

またさらにこの謎めいた力は「社会法則」*4とも表現

される (「社会の発展は、経済的社会構成体の逐次的、

合理的交代というかたちでおこなわれる」)。このよう

な理解から天下りに経済学が説かれるとき、資本制の下

での「窮乏化の法則」、「資本制社会崩壊の必然性」(恐慌

論に関連して)などがねつ造され、革命理論に応用され

るときには、かの悪名高い「二段階戦略論」を帰結する。

Kuusinen は「社会発展における自然成長性と意識

性」*5について、「社会主義以前のあらゆる社会構成体の

発展は、客観的法則が、個人の偶然的なばらばらの行動

をつうじて貫徹される盲目の必然として、自然成長的

に」おこなわれること、その理由が「社会生活の基本的

領域である物質的生産が社会の統制外にあった」からだ

と言う。あたかも彼ら官僚の統制が物質的生産に及ぶな

らば、それは目的意識的であり、これまでの「社会構成

体」よりも (そして言外に西側諸国よりも) 優れている

のだ、と言いたいかのようである。しかし、官僚的統制

ならばそれはNapoléonの都市計画にも Rooseveltのマ

ンハッタン計画にもあった。実際には、統制があろうが

なかろうが、疎外された労働のあるところ、人間生活は

獣のそれにまで引き下げられ、そこに人間的な目的意識

性を見出すことはおよそ難しい。問題は統制の有無では

なく、その統制 (およびそこに表現された目的) が、疎

外されざる労働の結果であり、前提となっているかどう

かであろう。

その後Kuusinenは「社会法則の意識的利用」を語り、

それが「自然法則の利用」と同じだと強弁する。しか

し、謎めいた「社会法則」は実際には「天の声 (官僚の

声)」であり、意識的利用とはその声に服することでし

かない。「われに従えば良いことがある」というだけの

*3 Marx「経済学批判」の序文を一面的に「公式化」したもの。なお、高嶋 (2018)付録 Aを参照のこと。
*4 Kuusinenは「社会法則」の存在をロシア十月革命の「成功」によって「証明」されたものと考え、この「社会法則」の存在を認めないと
いう理由で「ブルジョア社会学」―第一次世界大戦前後のオーストリア中心に生まれた一群の学説を十把一絡げにしたもの―を「批判」す
る。しかし、その「批判」はたんなる肉体的反発にすぎず、正当なイデオロギー批判の (言い換えれば史的唯物論の)方法にはしたがってい
ない。Kuusinenが言うには、ブルジョア社会学者は「社会法則」の存在を認めてしまうとブルジョア社会の崩壊の運命をも認めなければ
ならなくなり、それが怖いので彼らは「社会法則」を否定している。このような Kuusinenの論法こそ、彼自身が否定する主観的・心理的
な説明と言わねばならない。
Kuusinenがここで扱う「ブルジョア社会学」＝「社会発展の心理学的説明」はそれなりの〈技術的地盤〉と〈思惟様式〉をもっている。

〈思惟様式〉としては、新ヘーゲル主義の反動としての新カント主義の流行がある。つまり、合理論の壮大な体系構築を否定し、経験論への
復帰 (「分析哲学」)というスローガンが掲げられた。〈技術的地盤〉としては Helmholtzらの人間感覚の分析が生理学と物理学を架橋する
一群の研究を呼び起こし、Doppler–Mach–Einsteinらの空間を問い直す仕事をなさしめた。Darwin–Mendel–Heckelの農学的＝生物学
的研究はそれまでの統計学を記述統計から推測統計学へと飛躍させ、これらの手法を社会研究に応用する機運を (ただし「社会ダーウィニ
ズム」という偏向をともないつつ) もたらした。またウィーン、チューリッヒを中心に臨床心理学―大脳生理学と深層心理学に立脚した治
療行為がなされ、Freudによる「無意識」の発見につながった。これは行動 (実践)と意識とのあいだの中間領域の存在を実証してみせた。
深層心理学の発見が史的唯物論に及ぼしたであろう影響は、本来は Darwinの進化論が及ぼしたそれに匹敵すべきものだった (実践の生態
学的基礎)。
Lenin率いるボリシェビキがこれらにたいする内在的イデオロギー批判を行わず、メンシェビキを攻撃するためのたんなる素材に矮小化

してしまったことは、極めて残念なことである。
*5 ここで彼が「社会変革」と言わず「社会発展」としていることに注意せよ。もともと Leninが大衆運動の〈自然発生性〉と前衛党の〈目的
意識性〉の弁証法的関係を論じたものが、Kuusinenによって改ざんされている。
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ことである。

そして社会諸科学と史的唯物論との関係についてKu-

usinen は次のように言っている。まず前者の社会諸科

学は「社会生活の個々の面あるいは個々の国や国民の具

体的な歴史を研究する」。ここで「個々の面」というの

は、後者によって指示される「社会構成体」のビルディ

ング・ブロック―「土台」や「上部構造」―のことであ

る。そして後者の史的唯物論は「
●

社
●

会
●

発
●

展の一般法則に

かんする
●

科
●

学」とされる。両者は同じ「科学」であり、

ただその適用範囲が「狭い」か「広い」かの違いでしか

ない。

Kuusinenのこのような理解は、われわれが人間の歴

史を労働 (「人間生活の物質的生産」) の連鎖としてと

らえること、そのことを指して〈史的唯物論〉と呼んで

いるのだということをまったく無に帰す。〈労働〉とい

う物質代謝の特異な形態を基礎におくがゆえに、社会史

ははじめて天体史 (宇宙論)、生命史 (進化論) と区別さ

れる第三の歴史段階として登場した。しかも労働疎外＝

階級対立は社会史をその本来の姿から逸脱させ、似ても

似つかぬもの (「階級闘争の歴史」、「人類の前史」) に

変えてしまった。そして長く苦しい労働の日常とそれを

切り裂く一条の光＝革命からなる不連続線がかたちづく

られた。これをはたして
●

科
●

学、すなわち客観的な対象認

識と呼んでよいのであろうか。ここで語られるのは、も

はや科学ではなく、われわれ自身の自画像というべきで

ある。

また Kuusinenは社会諸科学の一つ、経済学について

「社会的生産と物質的財貨の分配の発展法則を研究」す

ると言う。彼はいわゆる「広義の経済学」を定義づけよ

うとしたと思われる。しかしそこには再生産の視点が欠

けている。生産されるものは抽象的な「物質的財貨」で

あり、それが生産諸手段なのか、生活諸手段なのかまっ

たく気にかけられていない。再生産の視点がないがゆえ

に、社会を維持するための〈必要労働〉と〈剰余労働〉

の区別も、またその比を示す〈生産力〉の概念も引き出

せない。加えてその時代の〈生産力〉を規定するであろ

う〈生産諸力〉(＝技術の諸実体)も出てこない。〈生産

諸手段〉と〈労働そのもの〉をいかに組み合わせるか、

またそこに反映される技術水準によって〈生産諸力〉が

実現されることも語られない。その〈生産諸手段〉が誰

の手にあるのか (＝〈生産諸関係〉) とそれがいかに再

生産されるのか、そして何よりも「最大の生産諸力」で

ある〈労働そのもの〉がそうした〈生産諸関係〉の下で

いかなる変容を遂げるのか、を見ない。

そして最後に指摘されるべきことは、Kuusinenがこ

れら「研究」の主語を明示しないことである。彼は「経

済学が・・・研究する」と表現しており、「研究」が人

間の主体的な実践活動であること、それを遂行する人間

の歴史的被規定性がその「研究」に色濃く刻印されるこ

と、したがって対象認識の結果たる諸科学の成果も超歴

史的なものではありえないこと、これらが忘れられてい

る。経済学もブルジョア社会の成立にともなってはじめ

て形成されたものであり、その主語たる重商主義者たち

の存在を抜きにしては考えられない。そして、主語がわ

れわれ、プロレタリアートに変わったとき、経済学は経

済学批判となってあらわれる。「広義の経済学」もその

延長線上にはじめてあらわれるのだ。

階級、階級闘争および国家

Kuusinenが「科学」から主語を徹底的に排除するの

は、彼の言う客観的「社会法則」を説明するのに、その

ことが是が非でも必要だからである。そのためならば

「資本論」の記述をねじまげることも厭わない。そのこ

とがこの章ではっきりと示される。

Kuusinenは一国の社会階層を心理・宗教などの精神

的契機や、所得階層、住居条件などの物質的契機によっ

てつかもうとする「ブルジョア社会学者たち」に反対し

て〈階級〉の重要性を力説する。同じように「ブルジョ

ア社会学者たち」が〈民族〉の契機を〈階級〉よりも「本

源的」、「自然的」とすることに反対し、民族国家の形成

が資本主義的性格をもっていたことを指摘する。

ところが、肝心の階級廃絶のイメージについては Ku-

usinen の考えはまったく歪んでいる。彼は「生産力の

発展」にとって「階級の温存はよけいなこと」であり、

階級をたんに「社会のいっそうの発展の途上に横たわる

障害物」としかとらえない。これでは〈私有財産〉のか

わりに〈生産力〉を物神に祭り上げ、その増大のために

こそ階級廃絶が必要だと言っているようなものである。

ここでは目的と手段の取り違えが起きている。その結

果、ブルジョアジーによる支配は「生産力」(すなわち国

有財産とそれを管理する官僚たち)による支配へとたん

におきかえられるにすぎない。
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Kuusinenは「反動イデオローグ」が「階級闘争を、進

歩の障害、社会発展の順調な進行からの危険な偏向とし

てえがきだそうとつとめる」ことに抗弁して「階級闘争

は進歩をさまたげないどころか、反対に、社会発展の推

進力なのである」と言う*6。進歩をブルジョアジーの反

動イデオローグと競って、プロレタリアートにいったい

何の得があるというのか*7。そればかりか、驚くべきこ

とに Kuusinenは以下のように「資本論」の破壊にまで

突き進む。

ブルジョワジーは、資本主義時代の大きな技術的進

歩の功績を自分のせいにするのが好きである。だが、

技術の発展は、それ自体としては、もっとも資本家の

関心をひかないことである。もしも労働者の反抗がな

かったならば、資本家は、賃金の切り下げや労働時間

の延長というような「簡単」で「安価」な方法を用い

て利潤を増やすほうをえらぶだろう。利潤増大の他の

源泉を求めること、とくに新しい機械を導入し、技術

過程を改良し、発明をとりいれることを資本家に強い

ているのは、大規模な競争とならんで、ほかならぬ自

分たちの利益のためにする労働者階級のねばりづよい

闘争なのである。

Marxは機械の導入が相対的剰余価値の生産にほかな

らないと説いたのではなかったか。しかも資本家にとっ

て機械の導入と資本の有機的構成の高度化は特別剰余価

値の取得として十分に動機付けられており、そのために

こそ競争する。それなのに労働者はわざわざこれを後押

しして、みずからの労働力の価値を安くし、やがて自分

が機械に置き換えられ、過剰人口として放逐されること

を手助けすると言うのか。

Kuusinenが進歩と生産力の増大にこだわるのは、彼

が生産力への物神崇拝にとらわれているばかりでなく、

その生産力が桎梏としての「古い生産関係」に衝突し

て、それが例の謎めいた「社会法則」＝革命の「推進力」

として働くことを期待しているからである。そのため

にこそ、生産力の増大に寄与すると思われる科学、技術

を、なにやかやと言い訳しつつ保存に努めようとするの

である (生産力のなかにプロレタリアート自身が数えら

れなければならないことは彼には思いもよらない)。

社会革命は、けっして、古い社会にあったすべての

ものをすてさるのではなく、古くさくなったもの、社

会の進歩をさまたげているものだけをすてさるのであ

る。その他のものはみな維持され、保存され、さらに

発展させられる。このことは、生産力については完全

にあてはまるし、ひじょうに高い程度に精神文化につ

いても―科学、文学、芸術のうちふるい秩序の擁護、命

脈つきた階級のイデオロギーと直接結びついていない

部分について―あてはまる。

Kuusinen は階級闘争を (Engels にならって) 経済闘

争、政治闘争、イデオロギー闘争に分け、さらに「革命」

を「最も高度な」階級闘争とする。また「自己目的では

ない」という理由から経済闘争とイデオロギー闘争を唯

一の自己目的たる政治闘争に従属させる。彼の科学観が

「イデオロギーの立場」を基本としているのはこのため

である。

・・・マルクス・レーニン主義理論は、あらゆる階級

闘争の基本原因を諸階級の物質的、経済的利害にみい

だしながら、なぜ経済にたいする政治の優位を強調し、

労働者階級の政治的闘争形態を最高の形態としてとり

だし、あらゆる階級闘争を政治闘争とみなすか、とい

う理由が明らかである。経済闘争とイデオロギー闘争

は自己目的ではない。両者は大きな意義をもってはい

るが、いずれも労働者の最高の、政治的な目的と任務

に従属し、それのみが労働者階級の根本的な経済的利

益、すなわち搾取からの解放を保障することのできる、

労働者の政治闘争に従属する。

*6 「革命は歴史の機関車である」(Trotsky)という意味では、「革命」を「社会発展の推進力」と形容できなくはない。ただし、それは革命以
前の日常生活 (疎外された労働の日々) のなかでわれわれ自身の目が曇らされ、表面的なことにかかずらっているからである。革命に先立
つ危機的な状況がヴェールに蔽い隠された歴史の真実を白日のもとにさらすため、時代がいやおうなく先に進むのである。それは単なる進
歩＝改良ではなく、虚飾に満ち溢れた日常の破壊である (Leninが革命を「人類の休日」として描いたことを想起せよ)。

*7 ソ連邦崩壊の秘密は、彼らソヴェト官僚の「生産力主義」にこそある。彼らは社会改良を西側諸国と競い、それに力負けした。これが彼ら
の命脈を断つことにつながった。すなわち、まずは (ヨーロッパ復興のための)マーシャル・プラン (1948年)とその後継である OECD設
置に対抗して、東欧をつなぎとめるべくコメコン (Council for Mutual Economic Assistance : 経済相互援助会議)を設置し (1949年)、
そこに多大な援助をつぎ込んだ。同時期、中華人民共和国の建国 (1949年)が彼らの道徳的・指導的権威を揺るがした。西側でのサイバネ
ティクスなどの隆盛に危機感をあおられた彼らは文化的にも「雪解け＝平和共存」に踏み込まざるをえず、そのことによってさらに東欧の
離反を招き、これを強権で圧殺しなければならなくなった (1956 年のハンガリー革命)。原子力・宇宙開発などの分野に多大な、しかも不
生産的な労力をつぎ込んだ彼らは、生活物資向けの産業部門での低生産性に苦しみ、「不足の経済」とも呼ぶべきものと現出させた。これら
はすべて労働者大衆にしわ寄せさせ、国家官僚上層部との生活水準の乖離は隠しようのないものとなった。ソ連邦崩壊は時間の問題であり、
1989年の「ベルリンの壁崩壊」はそのひとつのきっかけにすぎなかった (むしろ 1986年のチェルノブイリ原発事故こそ、ソ連邦崩壊を予
告するものであった)。
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では、なぜ彼は政治闘争を「階級闘争の最高の形態」

とするのか。またそのなかで前衛党組織の役割を申しわ

け程度にしか論じないのはなぜか。これらは彼の「社会

法則」観 (と個人崇拝から離れようとする現下の政治的

思惑)に由来する。

まず彼は、「革命の原因は結局は社会生活の物質的条

件、生産力と生産関係の衝突に根ざしている」とし、プ

ロレタリア革命は「共産主義の
●

陰
●

謀
●

家の小さなグルー

プ」による「宮廷クーデター」、「一揆」、「武装した少数

者の権力奪取の戦術」ではない、と躍起になって「反動

イデオローグ」の物言いに反論する。そこでは労働者

の即自的 (an sich)団結形態たる労働組合、向自的 (für

sich)組織たる前衛党、統一戦線の最高形態 (an und für

sich) たるソヴェトの弁証法的な関係は見出せない。革

命の推進力はすべて大衆運動の〈自然発生性〉のなかに

解消され、前衛党の体現する〈目的意識性〉は微塵も見

られない*8。

次に彼は「社会主義的関係は、資本主義のわく内では

生まれえない」と素朴に表明する。

社会主義的関係は、資本主義のわく内では生まれえ

ない。それは、労働者階級が権力をとった
●

の
●

ち、勤労

者の国家が工場、炭鉱、輸送機関、銀行などの生産手

段にたいする資本家の所有を国有化し、それを社会的、

社会主義的所有にかえるときに発生する。労働者階級

の手に権力がうつるまえに、そうしたことをするのが

不可能なことは、明白である。しかし、資本主義的所

有の国有化は、労働者階級が実現する革命的変換のは

じまりにすぎない。社会主義にうつるためには、社会

主義的経済関係を経済全体におしひろげ、人民の経済

生活を新しく組織し、効果的な計画経済をつくりだし、

社会主義の原理にたって社会関係と政治関係をたてな

おし、文化、教育面での複雑な課題を解決しなければ

ならない。これらは大きな建設的作業であって、その

遂行には、社会主義国家*9がきわめて重大な役割を演

じる。

Kuusinenの上の表明は、「共産主義はわれわれにとっ

ては、つくりださるべき一つの
●

状
●

態、現実が基準としな

ければならない一つの
●

理
●

想ではない。われわれが共産主

義とよぶのは、いまの状態を廃棄するところの
●

現
●

実
●

的な

運動である。この運動の諸条件はいま現存する前提から

うまれてくる」との Marx の言葉*10から全くかけ離れ

ている。Kuusinenのいう「社会主義的関係」とは本来

プロレタリアートの疎外されざる労働のことでなけれ

ばならない。その労働対象は人間にかかわるあらゆる事

象に及ぶ。だとするならば、それは資本主義のただなか

で自然に発生し、明確な目的を形成し、これを組織的に

実行し、外化・対象化するもの、と考えなければならな

い。「権力を持つまでは何もしてはならない」というの

はたんなる官僚の命令であり、それに従う義理はプロレ

タリアートにはないはずだ。

このように考えるならば、経済闘争とイデオロギー闘

争を政治闘争に従属させるやり方が反プロレタリア的で

あるのは明白であろう。ゼネストなどの経済闘争はプロ

レタリアートの不服従の表現であり、それ自体が政治闘

争である。戦時公債に反対票を入れる政治闘争は同時に

帝国主義戦争という価値増殖過程をしゃ断する経済闘争

である。そして反ファシズムを掲げたイデオロギー闘争

は、新たな統一戦線を形成するための政治闘争である。

これらを互いに区別することに一体何の得があるという

のだろうか。

Kuusinen流のイデオロギー闘争を政治闘争に従属さ

せる考えからは、科学への歪んだ態度が生まれる。すな

わち、一方では科学、とりわけ社会科学について、もっ

ぱら党派性の観点から統制・規制する態度、他方ではと

りわけ自然科学について自分たちの「生産力」に資する

ならばそれを無批判に取り入れ、自分たちの世界観に抵

触するかぎりにおいてそれを無視・排撃するという態度

である*11。

*8 疎外されざる労働の再生をめざすわれわれはこの態度を是認しない。党は「大衆の行動を組織し、大衆を指導しはするが、
●

大
●

衆
●

の
●

か
●

わ
●

り
●

に
、自分の力で革命を創造しようとはしない」と Kuusinenは言うが、ここに描かれるのは〈目的意識性〉をもった前衛党の姿ではなく、大
衆を高みから見下ろし、大衆を外から操ろうとする官僚の姿である。

*9 Kuusinen は次のように言う。「社会主義国家は社会主義建設のため、のちにはまた共産主義建設のために勤労者の手にある基本的な道具
である。だから、日和見主義者がやるように、ブルジョアジーの手に政治権力を残しておいても社会主義を建設できる、と主張するのは、
人々をあざむき、かれらのあいだに有害な幻想をふりまくことである。」しかし、「社会主義国家」という観念それ自体が、欺瞞である。現
にあったものは「ソ連邦」という名の〈労働者国家〉の一つの疎外態にすぎなかった。

*10 「ドイツ・イデオロギー」の Iフォイエルバッハ、A.イデオロギー一般、ことにドイツの、[1]歴史、より。
*11 農業集団化に際して Lysenko理論など党に都合の良い学説が、その真理性にはおかまいなく擁護され、反対者が排除された。これは科学
者自らが官僚になった事例とみなすことができる。
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イデオロギー闘争のもっとも重要な任務の一つは、

さらに、どんな事情のもとでも労働者階級の社会主義

的世界観の純粋性をたもち、敵がそれを歪曲して、プ

ロレタリアートの手からこのするどい武器をうばいと

るのをゆるさないことにある。マルクス・レーニン主

義がつよい思想的な力となるやいなや、労働者階級の

敵が正面からたたかいをいどんだだけでなく、労働運

動のなかにいるその手先にたよって、背後からも、マ

ルクス・レーニン主義にたいする闘争をおこなうよう

になったことは、よく知られている。彼らは、マルク

ス主義を「完全なものにする」と見せかけて、たえず、

この学説を歪曲し、ブルジョアジーにとって危険のな

い、労働者にとっては無益なものにしようとする。あ

らゆる色合いの日和見主義者、改良主義者、修正主義

者の「理論」活動の意味は、ここにある。かれらとの

闘争は、すべての意識的労働者の、そしてなによりも

マルクス・レーニン主義党の恒常的な任務である。

歴史における人民大衆と個人の役割

本来この項目は、なぜボルシェビキ党が腐敗した官

僚組織へと変質したのかを取り扱うべきものである。

Marxは次のように言う「共産主義がいままでのすべて

の運動とちがうのは、つぎの点である。すなわちそれ

は、すべてのいままでの生産関係ならびに交通関係の

基礎を変革し、すべての自然成長的な前提をはぎとっ

て、結合した個人たちの力にそれらを服従させるのであ

る*12」。問題はこの「交通形態そのものの生産」の結果、

恐るべき組織とコミュニケーションが誕生したことの謎

をあきらかにすることである。

しかし、Kuusinenにはそのような問題意識のかけら

もない。確かに、Stalinへの個人崇拝がプロレタリアー

トの精神からかけはなれていることを指摘しはする。そ

して Stalin の「指導者」としての素質に歪んだ点があ

り、そのことがボリシェビキ党を変質させたともいう。

・・・イ・ヴェ・スターリンは、労働者階級の大衆

への忠誠心、組織者および理論家としてのすぐれた能

力、鉄のような意志、敵との闘争における非妥協性と

いうような社会主義運動に欠くことのできない一連の

性質のおかげで指導者の列に昇進した。・・・しかし、

スターリンの性格のなかには、他の特徴もあった。そ

れは、粗暴さ、他人の意見にたいする不寛容、病的な

疑り深さ、気まぐれである。・・・スターリンの活動

がおこなわれたときの情勢はふつうのものではなかっ

た。資本主義の包囲、激烈な階級闘争、党に敵対する

諸潮流のがわからの攻撃という条件のもとで、経済的

におくれた国で社会主義を建設するには、とくべつな

中央集権化が必要であった。スターリンは、それを極

端にまで押しすすめて、過度の権力を自分の手中に集

中することにつとめたために、共産党に固有な集団指

導の原則に違反することになった。

もし Kuusinen の言うことが正しいのならば、ボリ

シェビキ党は Stalin個人 (という偶然的要因)が自己の

追従者でまわりをとり囲むことにより堕落した組織とし

て完成をみたことになる。これは指導者 (リーダー) は

フォロワーの反映でしかない、と説く Kuusinen自身の

理論とは (その成否は別として) 相容れない。Stalin と

いう死者にすべての罪を被ってもらい、自分たちは責任

逃れする、といういかにも Kuusinenらしい身の処し方

である*13。

Kuusinen は「歴史における個人の役割」について、

せっかく次のように良いことを言っている。

歴史における人民大衆の決定的役割にかんするマル

クス主義の学説は、それと同時に勤労者のあいだに社

会の運命にたいする深い責任感をめざめさせる。この

学説は「救世主」を期待してはならない (こと)、人民

を抑圧から解放し、人民大多数の熱望にふさわしく社

会をつくりかえることのできる唯一の英雄は勤労者自

身であることをかれらにおしえる。

問題はこの「社会の運命にたいする深い責任感」が、ほ

かならぬ Kuusinenその人にあるかどうか、ということ

である。ここでいう責任感とは Stalin 的官僚組織にな

じみ、安寧をむさぼり、空気を読む、〈身体的自己〉*14の

形式的な「責任感」のことではない。制度＝社会的環境

の非合理を直視し、〈歴史的自己の自由意志〉を発動す

るプロレタリアートとしての責任感のことである。こ

の責任感は、当然ながら Stalin の個人崇拝にたいして

ばかりではなく、東西分断の現実 (それを既成事実と

*12 「ドイツ・イデオロギー」の Iフォイエルバッハ、C.共産主義。―交通形態そのものの生産、より。
*13 Kuusinenの主張には戦前日本の国体体制と共通する「抑圧の移譲」構造 (丸山真男)が存在する。日本において「天皇」の位置にあるもの
が、ここでは「国有財産」と「イデオロギー」である。すべてはこれに連なる無窮の位階構造をなし、その地位に応じて行使できる権限と
それに見合った世俗的利益が与えられる。自分自身は責任を負わず、すべての個人は重要な判断を上位のものに委ねてしまう。

*14 梯明秀はそのファシズム分析 (三木哲学批判)において、三木の「歴史的自己」がたんに生命体としての〈身体的自己〉にすぎず、真の〈歴
史的自己〉ではないことを明るみにだした。
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して西側と「平和共存」しようという Khrushchev、ま

たその Khrushchev と共謀してベルリンの壁を築いた

J.F.Kennedyの所業)にたいしても無差別に向けられね

ばならないのではないか。なによりも Stalin の手先と

してフィンランド同胞を裏切った自身の過去への責任が

真っ先に問われるのではないか。

社会的進歩

Kuusinen は社会的進歩が
●

全
●

人
●

類の目的であること

を、客観的な「歴史過程の科学的分析」から引き出す。

その説明手順は手慣れている。まず保健・福祉分野の進

歩指標として平均寿命、文教分野についての識字率、進

学率などをあげる。こうした個別の基準と対比しつつ進

歩性の普遍的な指標として、「生産力」を提示する。

なぜ生産力を重視すべきかを、Kuusinenは次のよう

に「自然にたいする人間の支配」から説明する。

なぜマルクス主義者は、ほかならぬ、この規準に第

一級の意義を与えるのか？それは、なによりも、生産

力の発展が、人間の生活手段の生産というもっとも重

要な分野における進歩の直接の指標だからである。人

間は、技術を発展させ、労働の熟練と周囲の自然につ

いての知識を蓄積して、しだいに盲目の自然力の支配

から解放され、自然力を制御し、人間の利益になるよ

うに自然をますます広く利用し、改造する。こうして、

生産力の発展は、自然にたいする人間の支配の程度を

規定する。

次に Kuusinenは、この考えを社会の領域にまで拡大

する。

・・・社会生活の他の分野―社会関係、文化その他の

分野―における進歩も、結局は生産力の発展にかかっ

ている。周知のとおりたとえば、人間労働が生産者自

身の生活を維持するに必要な生活資料のほかに、なお

剰余生産物をもうみだすようになってから、やっと、

社会成員の一部が肉体労働から解放され、科学、芸術、

文学に従事することができるようになった。そして、

このことは、精神文化における最初の重要な成功にみ

ちびいた*15。

ここからKuusinenは二つの結論を引き出す。1).「生

産力の発展を進歩の決定的基準としてとりあげた以上、

われわれは必然的に、社会発展の前進的性格という結論

に到達する」。2).「社会的進歩の基礎には生産力の発展

があるという事実からもう一つの結論が出てくる。社会

の前進運動、この運動の方向は歴史的必然だという結論

である」。

このような Kuusinenの立論はもっともらしいが、当

時も、そしてまた今日も、こうした「生産力主義」には

プロレタリア的な要素はみじんもない。プロレタリアー

トはブルジョワジーと生産力の増進を競うことはない。

なぜならば「生産力の発展」とは、人間の「価値」がま

すます低下し、ハイテク製品の充ちあふれる日常の消費

生活の中で、われわれ自身が生きる目的を見失い、獣の

ように無価値な存在になっていくことを意味するからで

ある。

Kuusinenがこのような間違いをしでかしたのは、彼

が「人間生活の物質的
●

生
●

産」というべきところを「人間

の生活
●

手
●

段の生産」と言い換えてしまっているからであ

る。労働そのものにこそ生活上の価値―楽しみ、喜び、

達成感、成長、愛、個性の表現、使命感など―を見出さな

いかぎり、われわれは無目的な消費生活の中に埋没し、

そのなかでいたずらに自己を消耗するほかはなくなる。

もしこのような歪みが資本制社会にのみ固有なもの

で、ソ連邦には妥当しないというならば、Kuusinenは

そのような二つの状態が「平和共存」する奇妙な世界を

是認していることになる。また、東西世界が生産力の発

展を競っている以上、一方の悲惨が他方には無関係とは

到底いえないはずである。

さらに Kuusinen は、「生産力の発展」が自然および

人間の双方にたいする「破壊力の発展」として現象して

いるという事実を直視しない。ヨーロッパ、アジアはお

ろか地球それ自体を何度でも破滅させうるに十分な量の

大量破壊兵器の蓄積、資源の争奪、大量廃棄。またそれ

らを今日の生産力が解消も解決もできないという事実、

経済計画に従属した自然改造という名の自然破壊、これ

らには「自然にたいする人間の支配」という思い上がり

に満ちた世界観が遺憾なく表明されている。

このような思い上がりの背景には人間労働の自然的基

礎の忘却、すなわち労働過程の駆動される労働対象、労

*15 Kuusinenは、人間労働が疎外され、肉体労働と頭脳労働に分裂したという歴史的事実、後者において目的の生産が独占されたという歴史
的事実を「肉体労働からの解放」と肯定的に、心の痛みなしに表現している。Kuusinenのような高級官僚のみがこのような人非人的な発
言をなしうる。
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働手段、労働そのものの三契機、それら
●

す
●

べ
●

てが自然を

素材としていることの無視がある。われわれはどれほど

知識を蓄えようとも、自然の秘密をすべて汲み尽くすこ

とはできない。にもかかわらず、自然のすべてを理解し

尽くしたと錯覚し、自然破壊という間違いをしでかして

いる。自然にたいする畏敬の念―これはわれわれの存在

そのものが自然 (物質の自己運動) に由来するというこ

とにもとづく―を忘れ、自然にたいする責任感を放棄し

たことの証左がこのような哲学にあらわれている。

まとめ

Kuusinenは「生産力の発展」に基礎をおく社会の前

進的発達を客観的な「社会法則」として定立し、これを

解明するもの―実際にはたんにわれわれに押し付けたも

の―を「史的唯物論」と説明する。そのようなものとし

て「史的唯物論」は社会にかんする一般的
●

科
●

学と宣言さ

れ、他の社会諸科学との違いはたんにその適用範囲が広

いか狭いかの違いにすぎないとされる。その背景には、

史的唯物論からの
●

個
●

人の排除―さらにいえば、
●

個
●

人
●

労
●

働

の排除―がある。だから Kuusinenは、科学を実践とし

てではなく事物として見、そこから主語を徹底的に取り

除くのである。

上の見方 (主語を追放した科学観) からは、科学と科

学批判の区別はあいまいとなる。イデオロギー批判＝イ

デオロギー闘争は後者にかかわるが、これは政治闘争に

従属するものとされる。科学ならびに科学批判はすべか

らく党派性の観点より評価される。真理性はどうでもよ

いものとなり、官僚による統制にとって都合がよいかど

うかが唯一の基準になる。生産力の発展を西側諸国と競

い、しかも真理性はどうでもよい、という態度は官僚制

社会内部に深刻な矛盾として蓄積される。これはやが

て、Brezhnev*16的停滞を生み、Gorbachev*17流ペレス

トロイカの必要を生み出した。その結果、ソ連邦は全面

的な自壊作用のなかに没したのである。

*16 Leonid Il’ich Brezhnev(1906–1982) は、Khrushchev の失脚後、ソ連邦共産党最高指導者として 1964 年から 18 年間にわたり君臨し
た。1979年にアフガニスタン侵攻を決定した。

*17 Mikhail Sergeevich Gorbachev(1931–)はソ連邦最後の最高指導者 (1985–1991)。
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A.2 戸坂 (1970,1989)

戸坂潤は西田哲学門下の哲学徒として、科学哲学の

探究によってその学究生活をスタートさせた。初期は

Rickert*18ら新カント派哲学に学び、1928年に「科学方

法論」を著述した。この時期の世相は、前年に昭和金融

恐慌*19があり、27年テーゼが発表されるなど、不安の

一途をたどっていた。

戸坂は 1935年に「科学論」を「唯物論全書」の第一冊

目として刊行した。この全書は 1932年に発足した「唯

物論研究会」の活動成果を逐次刊行する意図をもって

編まれた。世相においては、矢継ぎ早のフレームアッ

プ*20が急速にファシズムの空気を世に吹き込んだ。戸

坂の「科学論」はこのような空気にたいするイデオロ

ギー闘争 (ただし、頼るべき前衛党組織のないなかでの

孤軍奮闘)としての意義をもった。

戸坂の「科学論」は以下のような構成をもっている。

1). 科学の予備概念

2). 科学と実在

3). 科学の方法 (その一)

4). 科学の方法 (その二)

5). 科学と社会

6). 科学的世界

最初に「予備概念」がおかれるが、その後に「実在」―

「方法」―「社会」のサンドイッチ構成がつづく。ここに

は実在と社会の対立を方法によって媒介しようという意

図が見受けられる。最後に「科学的世界」がおかれる。

ここで科学と世界ではないことに注意する。この構成に

よって最終的には科学の社会化、社会の科学化が志向さ

れていたと考えられ、戸坂が現下のファシズム・イデオ

ロギー (非合理主義) に対抗すべく、世論を理性の力で

説得せんとしていた意気込みがここから読み取れる。

科学の予備概念

戸坂は他の論者と同様、科学＝学問という等式から出

発する。これは彼の欠点*21であるが、彼の視線の先に

は (当時のヨーロッパを席けんした) 新カント派哲学―

哲学の危機に際して、カントの批判哲学 (ネガ) を実証

哲学 (ポジ) に替えれば済むと思っている哲学者たちが

いることを忘れてはならない。だから、このやり方に限

界があるのだとしても、彼としてはこのやり方で始めな

ければならなかった。

この予備概念において戸坂が目指すのは科学＝学問の

本質における統一性 (真理性) を示すことであり、これ

を、近代科学のもつ「科学性」が意味するもの、と言い

換えている。加えて、学問がなぜ現実にはばらばらに分

裂しなければならないか、を明らかにしようとする。た

だしそれは簡単なことではない。なぜならば、この課題

を遂行しようとする哲学それ自体が近代科学の洗礼を受

けて危機に瀕しており、その存在意義さえ問われている

からである。

戸坂はまず古典的な意味での「学問」が科学と哲学の

双方を含み、さらにそれらよりも広い概念―芸術あるい

は技術 (liberal arts)―の一部でもあったことを指摘す

る。つまり、芸術が天才の被造物であるように、学問も

*18 Heinrich John Rickert(1863–1936)：新カント派哲学者。主著「認識の対象」、「文化科学と自然科学」。戸坂は新カント派を次のように
評している。「この観点は、形而上学を科学から救い出そうとした医者であり哲学者である H. ロッツェから発する (H.Lotze, Logik)。―
なお、E.フッサルルの「厳密学としての哲学」の観念は、コントの実証主義の先験化されたものである。」

*19 東京渡辺銀行の取り付け騒ぎを発端とし、台湾銀行の休業 (鈴木商店への融資焦げ付きを原因とする)に至ったもの。
*20 1932年に満州事変 (満州国建国)、リットン調査団報告への反発＝国際連盟離脱により国際的には英米 (連合国)との対立の顕在化と枢軸国
への接近、国内的には五・一五事件、滝川事件、天皇機関説事件、二・二六事件などがあった。

*21 芝田 (1989)は戸坂がこの欠点を後に克服しつつあったと論じている。芝田は戸坂の次の言葉に注目する。「私はこの頃、科学 (自然科学を
まず考えて) を物質的生産の一つの型と見ようという観念を懐いている。従来科学を可なり単純に、認識という風に考えて説を進めるのが
普通であったが、併し科学が科学的であるためには「知る」ことだけでは留め釘が足りないので、現物を製造生産し得て初めて科学的と呼
び得るのではないかと思うようになった。」
ここから芝田は 1941年の戸坂が、生前に発表した最後の 4つの論文、「科学と科学の観念」、「技術と科学との概念」、「生産を目標とする
科学」、「技術へ行く問題」(いずれも戸坂 (1970)所収)の執筆を通じて、「戸坂の科学観に発展がみられた」と結論している。

*22 ここで戸坂は読者にたいして、現代の観念論哲学の復古趣味、すなわちそれが文献学 (philologie)を基礎とすること、その対象が文筆労作
(literature)一般であることを注意喚起している。
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天才の作品であったということである*22。

またさらに加えて、「学問」が古代・中世においては

「教え」、「道」でもあったこと、したがってたんなる「知

識や認識の問題」ではなく、それが一定の「権威」を兼ね

備えなければならなかったこと (そうでないものは「学

問」であることを許されなかったこと)を指摘している。

ところが今問題になっているのは「近代科学」を含む

「学問」である。これはもはや古典的な意味でのそれと

同じではない。その最大の特色は (実験において典型的

に示される)実証性・予見性である。すなわち「この実

証性―予見するために見る―は自然科学並びに之を公的

標準にもつ今日の諸科学を、他の一切の文化形象から区

別する。」

こうして哲学の危機がおとずれる。学問のうち科学が

このような変貌を遂げた以上、哲学としてはみずからの

存在意義をなんとかして論証しなければならなくなっ

た。哲学が自然哲学、歴史哲学・・・などと自称するの

は、戸坂によれば哲学が「哲学一般を、哲学そのもの

を、一切の「科学」から区別しようとする」必死の試み

であった。

戸坂によれば、哲学を近代科学から救い出すには 1).

哲学と科学の区別を厳密に行うこと、2).哲学と科学の

内的な連関を明らかにすること、の二つの戦略があり

えた。

1). 哲学と科学の区別

「実証」(ポジ) にたいする「批判」(ネガ) が

哲学固有の仕事とされる。そこでは「価値」、「通

用性」など科学の取り扱わない高次の (二次的な)

関係が扱われる。哲学者たちは科学そのものでは

なく、その方法を論じるが、それは批判としての

「哲学の、逃避場であり安息所」にすぎなかった。

この方向の先にあるのは、科学と哲学の絶対

的な対立であり、非合理主義であると戸坂は警告

する。つまり学問のなかから内容のない「権威」

―「教え」、「道」―のみが哲学に残される。「この

教えや道の端くれに触れれば、病人は忽ち治り、

無産者も一躍金が儲かる」。

2). 哲学と科学の内的連関

上のような学問の「戯画的な分裂と自己崩壊」

を避ける試みが Hegelの「体系」だったと戸坂は

言う。哲学と科学とは、「絶対的な対立の代わり

にもっと内部的な交渉による連関」にあり、より

具体的にいえば「科学は特殊分科の学問であり、

之に対して哲学はその成果の総合」と解される。

しかし、この結果は、i).「哲学を科学から追放

して
しま

了う結果、却って、機械論という一種の最も

乏しい哲学を採用せざるをえなくなる」か、ii).

ヘーゲル哲学のように「一切の科学を弁証法的

な・・・思弁的な、体系の夫々の一部として吸収

することに成功したように見えた」あとで、「悟性

的とけなされた自然科学が、その不器用な
しか

併し極

めて有望な存在を続けていたばかりでなく・・・

やがて急速にヘーゲルの「哲学」体系そのものを

追い越して
しま

了ったのである。」

戸坂によれば、いずれの試みも失敗した今、哲学の危

機にたいする有効な処方箋を与える唯一のものはMarx

の弁証法的唯物論である。なぜそのように言えるかとい

えば、a).唯物論哲学と科学とで共通に使われる範疇 (カ

テゴリー)というものが、「事物そのものの性質を抽象・

要約・普遍化したもの」だからである。また b).その範

疇の組織は、科学認識の実験的な性格を反映して「技術

的範疇」となっている。さらに c).社会科学も「技術的

範疇組織と結合する時、初めてその唯一性と単一性を、

即ち又その科学性を、受け取る」*23。そして、d). 社会

科学と自然科学との関係は、「自然と歴史とは、一つの

史的発展の二つの異なった段階であったという実在関

係」に根拠をもつ
きょうやく

共軛関係にほかならない、とされる。

しかし、本稿は戸坂の以上の論証に欠陥があると考

える。

A). 戸坂は、科学＝学問という最初の設定に引きずら

れて、科学を実践としてつかむことに失敗してい

る。Marxの唯物論が弁証法的であるのは、それ

が労働の物質性を拠点とするからである。Hegel

の弁証法哲学が頭脳労働の論理として観念＝理性

の世界にとどまり、それゆえに悟性的な近代科学

の進歩に遅れをとることになったことから哲学の

*23 戸坂はフランス社会主義とイギリス古典経済学、ドイツ古典哲学の結合がマルクス主義である、という事実をその傍証としてとりあげる。
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危機が顕在化したのだとすれば、危機からの脱出

とは、この頭脳労働を労働そのものの一契機とす

ることにより、哲学を技術的実践のなかに回収す

ることでなければならない。

次のような再生産過程の図式を類推的に設定

してみよう。

· · ·W1 · · ·P1 · · ·W2 · · ·P2 · · ·W3 · · ·

ここでWi は精神の産物としての「学問」、Pi

は頭脳労働の過程とする。この頭脳労働は原材

料を文筆労作ばかりでなく、〈技術的地盤〉や観

察と実験にもその物質的素材を求める。また、こ

の頭脳労働の裏側には、目的の生産とその対象化

(技術的実践)、という現実的な肉体労働が隠れて

いることを承知していなければならない。

戸坂が科学＝学問の立場をとるということは、

上の図式で学問の系譜 W1 · · ·W2 のみに注目し

ていることを意味する。つまり、物質的な契機で

ある Pi を無視し、ただ結果として範疇組織のな

かに刻印されている物質性・技術性の痕跡を頼り

に哲学と自然科学の共軛関係を指摘しているにす

ぎない。

B). 戸坂が Pi を無視していることは、(やはりイデオ

ロギーの立場と同じく)科学と哲学から主語を排

除してしまっていることを意味する。「哲学の危

機」とは、本来は「その時代の人間の哲学的危機」

を意味する。また、「哲学が近代科学から自己を

引き離す」とは、「近代科学から疎外された人間

が、自己を哲学的に取り戻すこと」であるべきだ

(またそれだけにとどまらず、現実的に人間は労

働の自己疎外を揚棄すべきだ)。

そして、なによりも変革の主体たる「プロレタ

リアート」＝主語を発見しなければならない。そ

れを抜きにして、フランス社会主義＝イギリス経

済学＝ドイツ哲学の結合はなしえないであろう。

C). それから戸坂は、哲学と科学の関係を頭脳労働

Pi との関係で過程的に描き出すことに失敗して

いる。これは彼が静止したWi しか見ていないか

らである。

Hegel が救い出そうとした哲学と科学の関係

は、対象認識的な下向認識とその学問的な上向展

開の二つの経路に分解される。Hegelは単純に前

者を科学に、後者を哲学に位置付けてしまった

が、いずれもWi として並列されてあるのではな

く、Pi のなかに統一されてある。一方の下向認

識は対象の現象的―実体的―本質的な把握へと進

む。他方の上向展開は、抽象的な原理から具体的

な現実に復帰するばかりでなく、現在の自己とそ

れをとりまく環境がどのように生み出されたか

を過去に向かって明らかにし、さらに現在の対象

認識を拠点に、まだ見ぬ未来 (もうひとつの現在)

を展望する*24。こうして、Rickertが哲学の仕事

としたところの「価値」、すなわち目的の生産の

過程が明らかにされる。

われわれが日常的実践を繰り返すときに、哲

学に裏付けられた科学と、科学に支えられた哲学

は互いを豊富にしながら、日々再生産される。し

たがって、それらは古びることがなく*25、「哲学

の危機」を呼び起こすことはない。

科学と実在：意識はなぜ自分とはことなる物を反映・模

写できるのか

この項目につづく一連の記述において、予備段階で

はWi の観点にとどまっていた戸坂は Pi の観点に踏み

込んでゆく*26。すなわち、「科学と実在」においては、

直接には I.Kantの「もの自体」の議論が取り扱われて

いるが、これは実は福本のいう「端初論」＝唯物論的な

*24 フランス社会主義＝イギリス経済学＝ドイツ哲学の結合としてのマルクス主義の
●

生
●

産はこのようなものとして叙述されよう。
*25 このように考えるならば、戸坂が Engelsにならって「将来の哲学は形式論理と弁証法の他にない」、「哲学とは範疇体系 (＝方法・論理)の
他の何物でもない」としたことには留保をつけなければならない。哲学と科学とは本来は一つの頭脳労働過程のなかの異なった側面として
絶対的に対立するものではない。ところが、それを静止したものととらえるところに、哲学を範疇体系に切り縮める考えが現れる。

*26 ただし、戸坂は Kantの議論に引きずられて、科学をその疎外形態のままに現象論的に取り扱ってしまっている。この結果、科学の〈階級
性〉という問題、すなわち認識における一つの疎外現象を本質的なものと取り違え、それゆえに脈絡が分かりにくくなった。また、他方で
技術、および技術的実践という

●

本
●

来
●

の
●

終
●

点であるべきものを忘れてしまっている。
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認識の起点の問題にかかわる。次の「科学の方法 (その

一)」は下向的認識を、「科学の方法 (その二)」は上向的

展開をあつかう。最後に「科学と社会」では、上向的展

開の先にある「学」としての体系化＝イデオロギーの問

題が論じられる。これら 4つの部分は、全体としてひと

つづきの人間の頭脳労働の論理を詳述していることにな

る。また、このような構成の前提にあるものは、1). 科

学を
●

さ
●

し
●

あ
●

た
●

っ
●

て「知識の或る集積
な い し

乃至組織化」ととら

える視点、2). 素朴実在論 (鏡的反映論) の否定*27、す

なわち「知識とは主観が
●

積
●

極
●

的
●

に
●

構
●

成したものであっ

て、決して主観が受動的に客観物を写し取ったものでは

ない」という視点である。

Kantが構想したのは「実験哲学」であったと戸坂は

言う。すなわち、イギリス新興ブルジョアジーの知識

獲得方法である〈帰納法〉―これは F.Bacon*28が広め、

J.Locke*29が経験論として基礎づけ、D.Hume*30が社会

事象にまで拡大適用したものであった―のドイツ哲学へ

の移植が意図されたことだった。Kantはみずからこの

業績を「コペルニクス的転回」と表現したが、これは字

義どおりに受け取られるべきだと戸坂は主張している。

つまり、CopernicusやGalileiが観察と実験をもとに自

然を解釈したように、Kantは客観の側から主観の問題

を解明しようとしているのである*31。

さて、戸坂がここで問題にしているものは、科学と実

在との結びつきであり、その結び目は二か所ある。始

点 (知識獲得の起点としての経験)と終点 (社会通用性を

もった知識体系としての学問)である。これらは見たと

ころ、まったく対称的ではない。始点たる経験は実在の

側にあるのにたいして、終点たる学問は観念形態 (イデ

オロギー)である。だからそれぞれが「客観的」である

といっても、その意味合いは正確に同じものではない。

後者は (前者のような) 主観に対立する意味での客観で

はなく、「社会通用性」という意味で個人主観に対立す

る
●

間
●

主
●

観にすぎない。だから、本来この二つを同時にと

りあげることは好ましくないはずだが、Kantがこれら

を論じている以上、戸坂もそれに合わせざるを得ない。

戸坂は「カント哲学の固有の問題」が二つの部分から

なることを指摘する。すなわち、i).「知識がどうやって

発生し又どういう風に出来上がるかという問題」*32と、

ii).「その知識がどうして普遍的に必然的に通用する権

利を
も

有つかという問題」である。これらは前述の科学と

実在とをつなぐ二つの結び目である。そして戸坂はこれ

らについて Kantが「二つの全く違った問題を別々に提

出している・・・そしてその一方 (前者)を・・・単に指

さしただけで解決しようと欲せず、他方 (後者) の問題

だけを・・・解いて見せる」と説明する。

ところが前者は唯物論＝実在論の立場に立ったたんな

る指摘であり、後者は観念論の立場に立った説明、のよ

うに見え、これらを両立させることが後世のカント主義

者にとっての難問とされた*33。

カントは云っている。物がある
●

と
●

い
●

う
●

こ
●

とを吾々は

承認せざるを得ない、だが物が
●

如
●

何
●

にあるか、その物

が
●

何であるかは、吾々が絶対に知り得ない処だ。・・・

では、とカント批判者は云うのである、何故知り得ない

物なるものを想定することが出来たか、又その必要が

どこにあったか。物そのものが知り得ないということ

は、物そのものという観念がこの哲学体系にとって無

用であり又有害であることを示すものに他ならない。

*27 素朴実在論にもとづく認識論とは「認識されている通りのものがそのまま客観の終局の姿だ、という想定」のことである。戸坂はその誤り
を「色盲にとっては赤と青の区別は客観的に存在しない」か、というところから説明している。そして、静止した鏡ではけっして物をあり
のままに反映できないこと、比ゆ的に言えば、鏡が物を映すには一定の距離が必要であることを指摘する。

*28 Francis Bacon(1561–1626)はヴェルラム卿、セント・オールバンズ卿であり、「知は力なり」の言葉で知られる哲学者。スコラ哲学を嫌
い、自然科学に関心をもった。主著、「ノウム・オルガヌム」、「ニュー・アトランティス」。

*29 John Locke(1632–1704)は、哲学者、法学者。イギリス経験論の父にして、ホイッグ党の精神的支柱。主著、「人間悟性論」、「統治二論」。
*30 David Hume(1711–1776)は、哲学者、歴史家。穏健な懐疑主義を提唱。主著、「人間本性論」。
*31 ところが、どういうわけか後世のカント主義者は Kantの「コペルニクス的転回」を、主観から客観を説明しようとする観念論者の立場へ
の Kantの転向、として描き出す。そのことを戸坂は非難している。

*32 知識発生の端初は戸坂によれば次のとおりである。「カントにとっては知識の分析は
●

感
●

覚の問題から出発する。彼によれば感覚とは客観的
に存在している処の

●

物が吾々の
●

心(Gemüt)を触発し之に影響を与えた
●

結
●

果に他ならない。処で、ここにすでに注意されるべきは、少なくと
も客観的に

●

物なるものが存在するということが一つであり、之が心に一定の感覚という
●

結
●

果を与えるということが一つである。・・・物と
心との間に原因結果の関係があると考えていいか悪いかより先に、一体物というものが客観的に存在するということを許すことが、後々の
カントの立場とどう折り合えるかが、興味のある問題なのである。」

*33 Kant自身にとってこれは問題でもなんでもなかった。というのも、Kantは Bacon、Locke、Humeの徒として経験論の立場にたってい
たのだから、前者は自明の前提とみなしたにちがいないからである。
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戸坂は上の問題について Kantのように放置してはお

かず、これを知識に関する構成説と模写説との対立の問

題としてあらためて定立しなおしている。その際の彼の

論点は模写を静止した鏡の反映としてではなく、〈実践

的模写〉として構成的に描き出すことだった。そしてこ

れは Kant が提起した問題、「なぜ意識は自分とは明ら

かに別なものであるこの物を反映・模写
●

出
●

来るのか」と

いう問いへの戸坂からの回答であった。それは以下のよ

うな論旨からなる。

a). 意識と存在との直接的同一性 (an sich)

意識が中枢神経系の生理的機能であるとすれ

ば、その進化学的な起源 (反射作用) も想定でき

る。ゆえに自然史のある一時点までさかのぼれば

意識と存在とは同一物であったはずである。この

時点より、物/客観/存在と、心/主観/意識との対

立が生じた。意識が存在を反映する能力はその時

点より歴史的に発達して、今日に至ったものと考

えられる。これが今日のわれわれが存在を認識で

きる可能根拠を指し示す。

b). 感覚・知覚の能動性 (für sich)

経験を構成する感覚・知覚がそれ自体、主観の

能動性を必要とすること。その理由は、視覚にせ

よ、触覚にせよ、「客観的な物自体からの印象で

あるにも拘らず、その印象を生ぜしめる反射能力

としての積極的な能動性に基づいている」からで

ある。これが長じては、観察 (特定物への意識の

限定・集中)や実験 (特定された因子の制御)にま

で発展する。ここでは意識の対象としてのもの自

体が〈実体〉として措定されている。このような

意識の能動性は、ありのままの反映よりはむしろ

誤びゅうの可能性をもたらすが、同時にその訂正

の能力をもわれわれに与える。このような感覚・

知覚の能動性が認識の現実性を約束する。

c). 主観の実践的な能動性を媒介とした意識と存在と

の間接的同一性 (an und für sich)

認識されたもの (間接)と存在 (直接)との同一

性が、実践のただなかで確かめられる (ただし、

戸坂はそれが技術的な実践であるとは言明してい

ない)。「模写という認識の
●

直
●

接
●

さ、その
●

真
●

実
●

さを

より確保するためにこそ、この主観の実践的な能

動性が、
●

媒
●

介
●

者となって介入し、こういう
●

手
●

続
●

き

・
●

手
●

段・
●

方
●

法を用いて、間接的にこの直接さに至

りつこうとするのである。」

ここにおいてわれわれは個別の経験にはよら

ずさまざまな事態を、架空の状況さえも含めて

推論・判断・予測できる。それはわれわれが本質

的な客観的法則性*34をつかんでいるからである。

主観はここに至って存在を完全に支配した、とい

う感覚を獲得する。「直接的同一性」においては、

主客の適応矛盾でしかなかったものが、この段階

では意識が存在と調和し、共存している (ただし、

この状態は一足飛びに実現されず、
●

物
●

自
●

体は汲み

つくせない謎としてやはり残る)。これをわれわ

れは認識の必然性と表現して良い。

戸坂のこのような理解は、数年後に武谷三男により着

想されることになる「認識の三段階論」(現象/実体/本

質)*35を想起させるものである。武谷は力学史 (Tycho

Brahe/J. Kepler・G. Galilei/I. Newton)を素材として

この着想を得たが、それが Kantの認識論を素材とした

戸坂の〈実践的模写〉説と結果的に類似したことにな

る。これは両者がともに Lenin から影響を受けたこと

を考えればそれほど不思議ではない。

戸坂の理解が武谷よりすぐれている点は、上の認識の

すべての階梯が実践とのかかわりを濃厚に保っているこ

とを指摘したことである。

実践は理論に向かって、思い出したように時々干

渉するのではない。例えば物理学の理論は既存の実験

を根拠として成立しているのであって、単なる理論が

あって夫が行きづまった時偶々実験に訴えるのではな

い。実践は常に認識の裏や表につき添っている。如何

なる認識もその意味に於いて実践の
●

理
●

論
●

的
●

な
●

所
●

産に他

ならない。

このことを具体的に展開するとつぎのようになるだ

*34 様々な事象は、本質が実体を通して現象したものとして把握される。
*35 武谷 (1968)の三段階論は 1942年に公表されている。
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ろう。

A). 意識の発生＝労働の起源

意識 (主客対立)の発生を論じるということは、

裏返せば労働 (社会) の起源を考えることでもあ

る。戸坂は頭脳という臓器の生理的機能から出

発して意識の発生を論じているが、神経系の形態

発生の裏側には反射作用 (行動随伴性) の生態学

的進化の問題がある。「・・・模写・反映の第一

段階であった感覚乃至知覚は、他方に於いて実は

又主観の主体的な実践的な活動の第一段階でも

あった。」

B). 因果関係の推論規則が経験的基礎をもつこと

Kant が知識の客観性を保証するものとした

「悟性概念」すなわち「先天的で普遍的な人間理性

に固有と考えられる構成の共通な一般的な基準」

は、Aristotle の形式論理的な推論規則そのもの

であった。しかし「知識の客観性が、客観的存在

そのものとは全く独立に、悟性とか理性とかいう

何か主観にぞくするもの・・・の観念性によって

だけ成り立つということは、非常に奇妙なこと」

である。

実際には、このような「知識の客観性を保証・

確保・検閲するためのこの知識構成過程も亦、要

するに人間の実践活動に帰着するものであり、又

後者の一部分として初めて成り立つ」。つまり、

推論規則さえももともとは客観領域にあり、そ

れ以前の実践の成果に由来する*36。「感覚 (観察)

や実験は、之 (実践)が単に理論的活動乃至知識活

動に限定された時に生じる一断面に他ならない」。

C). 本質把握を通じた目的の生産

Kant の取り組んだ第二の問題、「社会的通用

性」という意味での知識の客観性は、個別的な経

験 (現象)、特殊的な実体把握とはあきらかに異

なる普遍本質論にかかわるものであった。人間

がこれを獲得することは、実践的には何を意味す

るか。これは哲学者たちが取り組んだ「意味の世

界」にかかわる。ただし唯物論哲学においては、

これは解釈の問題ではなく、表現の問題 (「自由

の王国」)である。つまり、本質把握により開示

された社会的物質の展開可能性*37、ここからど

のような未来を選び取るか、が問われる。認識が

深ければ深いほど、可能性の地平は広く、確かな

ものとなる。

(戸坂はここまでを認識一般の議論として閉じてしま

い、ここから先では科学＝知識の科学的構成として、イ

デオロギー論の展開へと関心を移してしまう。われわれ

はこの話題を「科学と社会」に移して先を急ぐ。)

科学の方法：ヨーロッパ諸学の危機

戸坂は科学を構成・組織された知識体系としてとらえ

るが、ここでは科学を科学たらしめる構成の方法が考察

されている。その際に戸坂が導きの糸とするものは「科

学の分類」である。歴史的に科学の新分野がさまざまに

枝分かれしてきたこと、そのたびに「科学の分類」が哲

学者たちによって試みられてきたことをとりあげてい

る。ここに焦点をあてることは、さまざまある諸科学に

「共通する」方法を明らかにするためばかりでなく、諸

科学がなぜ統一した認識をもたらすよりも先に、際限な

く枝分かれしてゆくかを説明したいからである。

戸坂は表 A.2のようにこれまでの「科学の分類」の試

みをまとめ、その背後につねに社会的背景とそこから導

かれる主要な動機があることを見出している*38。

・・・科学の分類の興味は、実は分類そのものにあ

るのではない。そうした分類を必要とするような新し

い学問意識がこの分類の本質的な動機なのである。

この表から読み取れることは、1).ギリシア時代を除

けば、重要な分類が近代ブルジョア階級の問題意識に基

礎をおいていること、2).分類の基準に、対象 (とする事

物の秩序) か方法か、という基本的対立点があること、

*36 Boole 代数の経験的基礎は、たとえば事象の生起確率についての法則性にみいだせる。同様の方法で帰納法も Bayesの規則として形式化
された。これらのことと、Husserlの現象学の着想のもとになったもの (数学の心理学化)との関連性は興味深い研究テーマとなろう。

*37 主観のはたらきそのものをも物質の自己展開の一環ととらえること。すなわち
●

唯
●

物
●

論。
*38 ただし戸坂は Rickertの分類をもたらした社会的背景については直接的には言及していない。これを本稿がなぜ「ヨーロッパ諸学の危機」
としたかについて、本文中で後述する。
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である。後者について戸坂は、方法はかならずしも主観

によってのみ与えられるものではない、として究極的に

は対象そのものによって分類が与えられるべきと結論し

ている。

科学の方法は、何等かの社会的歴史的主観によって

(従って又おのずから多くの場合階級的に)決定し尽く

されるものではない。実はそれより先に、まず第一に

客観的存在＝対象そのものが一定の方法を必然なもの

として、科学に向かって指定するのである。

ところで、現下の科学論の問題は Rickertの「科学の

分類」をいかに評価するかである。新カント派の哲学、

すなわちドイツ北東部ベルリンの Hegelにたいして、西

部マールブルク、南西部バーデン (ハイデルブルク、フ

ライブルク) の諸都市で隆盛をみた潮流のうち Rickert

は後者のバーデン学派にぞくする。Rickertは、科学分

類は対象によってではなく方法によらねばならぬとい

うことを主張し、その理由として Helmholtz*39らの創

始した実験心理学の存在をあげた。従来の分類によるな

らば、この心理学は社会科学・人文科学に分類されなけ

ればならないが、その方法論は物理学とまったく同一で

あり、ただ対象が人間の感覚であるにすぎない。ここか

ら Rickert は科学の基本区分として、自然科学/文化科

学の区分を提唱したのである (表 A.1)。

表 A.1 自然科学と文化科学

自然科学 文化科学

方法 素材に固有な異質

性を捨象

素材に固有な連続

性を捨象

数学は両者をともに捨象

対 象 の 性

格

反復し、個性をも

たない

個性をもち反復し

ない (歴史上の事

件)

目標 普遍的法則の発見 個性の記述、文化

的価値の発見、人

間生活の理解

出所：戸坂 (1970,1989)にもとづき筆者作成

表 A.2 科学の分類

主要な動機 社会的背景

Socrates, Plato, Aristotle 弁証法を通じたイデアの探求 ペロポネソス戦争後のアテナイの

経済的困難と政治的動揺への観念

的な反発 (道徳文化)

F. Bacon, J. Locke, D.

Hume

人間的研究と神に関する研究の区

別、認識における理性の役割

16–17 世紀イギリス・ブルジョア

ジーの実証的自然科学精神 (反ス

コラ哲学)

H. de Saint-Simon, A.

Comte

事物それ自身の秩序による分類、

社会学

18世紀フランス・ブルジョアジー

の社会科学イデー (反サンキュロ

ット)

G. W. Hegel 弁証法と歴史科学 (アンチクロペ

ディ)

18世紀ドイツの社会的現実の貧弱

さへの反発

H. J. Rickert 方法による分類、自然科学 (自然)

と文化科学 (歴史)

「ヨーロッパ諸学の危機」

出所：戸坂 (1970,1989)にもとづき筆者作成

*39 Herman Ludwig Ferdinand von Helmholtz(1821–1894) は生理学者、物理学者。ベルリンで医学を学ぶ。1847 年「力の保存につい
て」で熱力学第一法則。そこから化学反応論に進む。生理光学、音響生理学の分野で Thomas Youngの理論を深めた。
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戸坂は Rickertの説を次のように批判する。

a). 自然科学と文化科学の区別は「一応の功績」に数

えられるが、「単に区別する」ことは「関係づけ

るということの・・・無責任な初歩の段階」にす

ぎない。Rickert は (また Dilthey*40も) 二つの

科学部門を「絶対的に対立する二人の他人」とし

て提示するのみである。

b). 自然科学も「ただ法則を発見しただけでは何の役

にも立たぬ」。個々の事象に法則をあてはめて説

明する段階が抜けている。「個々の事象から独立

した法則などというものは考えられない。」

c). 歴史において、普遍的な法則は存在しないという

道理はない。K.Lamprecht*41、E.Meyer*42はこ

の点で Rickertへの反対を表明している。

d). 方法はそれだけを単独に見れば「主観の能動的な

構成作用」であるので、方法のみに依拠して科学

を分類することは、科学を「主観側から、その意

味で観念的に限定」することである。そこでは、

科学が実在を反映するという側面が無視されて

いる。

e). a). に関連して、対立させられているのは自然と

歴史であるように見える。しかし、全自然史の

なかで本当に対立しているのは自然と (人間) 社

会である。自然科学も歴史性 (時間発展)を含む。

自然と社会とは根本的な相違はあるが、それは

「絶対的なギャップ」ではない。

ここから戸坂は自身の積極的な見解を以下のように

対置する。i).(対象の根本的な相違にもとづく) 自然科

学と社会科学の区別が基本にあるべきこと、ii).両者の

歴史性をともに認めること、実在の歴史性の質の相違が

i).の区別の論拠となるべきこと、iii).普遍的法則の定立

と個々の事象の説明を両者に共通な方法論として認める

こと、などである。

それにもかかわらず Rickertの方法論が現在注目され

ているのはなぜか。そこで戸坂は、科学 (とりわけ社会

科学)が「ブルジョア的社会諸科学」と「プロレタリア

的社会諸科学」に分裂している科学の疎外状況を指摘

し、これを Rickertの無意識の動機とするのである。

これ以降、戸坂は思弁力がとぎれ、後者の「プロレタ

リア的社会諸科学」の説明に進んでしまうが、急ぎすぎ

ている。先に進む前に本稿はもう少しこの点にこだわっ

てみる。

A). 戸坂の積極的な主張の核心にあるもの、それこそ

が Rickertが是認できないものであった。それは

社会史のなかに普遍的な法則性を見てしまうこと

である。そうすることは、一見して人間の自由意

志の否定につながる。したがって Rickertとして

は、社会史をとり扱う歴史学が物理学のような決

定論として記述されてしまうことを断固として

拒否しなければならなかった。これはウィーンの

E.Husserl*43が「ヨーロッパ諸学の危機」と呼ん

だところのものと同じである。

B). 上の「危機」には、必然と偶然 (自由) を媒介す

る「法則」観が不足している。まず自然の領域で

素朴な機械的「法則」観を是正することがのぞま

れた。すなわち、普遍的な客観的法則性と個別の

事象を結ぶ媒介の論理 (弁証法)が必要とされた。

この課題の解決は、武谷三男の〈三段階論〉およ

び〈技術論〉を待たねばならなかった。

C). 同じことが社会の領域で果たされる必要があっ

た。しかし、これは自然の領域を倍化した困難を

含んでいる。このことは〈価値法則〉を考えてみ

*40 Wilhelm Christian Ludwig Dilthey(1833–1911)は哲学者、精神史家。精神科学の基礎づけを試みた。
*41 Karl Gotthard Lamprecht(1856–1915) はドイツの歴史家 (中世経済史)。G.W.F.Hegel の子 Karl von Hegel(1813–1901) と共同研
究を行った。Max Weberと論争、Marc Blochとアナール学派に影響を与えた。

*42 Eduard Meyer(1855–1930)はドイツの歴史家 (古代史)。
*43 Edmund Gustav Albrecht Husserl(1859–1938)は数学者、哲学者。初期は数学基礎論の分野で業績をあげるが、Franz Brentano(1838–

1917) の影響で哲学に転ずる。「ヨーロッパ諸学の危機」とは、ナチス台頭下でユダヤ人学者として研究公表を禁じられていた Husserl が
ひそかに執筆した書のタイトルである。そこでの

●

危
●

機とは、「諸学問が自然科学を模範とすることによって、人間の生を扱い得なくなった」
という主張である。現象学がその危機の処方箋となるかは別にして、この危機が同時代人 (知識人には限らない)の内面で共有されていたこ
とは見落とされてはならない。
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ればわかる。人間は自由意志をもって経済活動を

行っているように見える。実際、流通市場におい

てはたがいに自由な商品所有者として相対し、自

分の意志で市場価格を決めているはずである。と

ころが、その結果は〈価値法則〉の手の平のなか

にある。市場価格は晴雨計のようにランダムに振

れつつも、その運動の中心たる〈価値〉を否定す

ることがない。否、むしろそのような確率過程を

通じてその平均値としての〈価値〉が定まってゆ

くのである。

D). さらにこのような法則性にたいして人間がどのよ

うに向き合うべきか、という問題が残る。〈価値

法則〉はわれわれが作り出したものである、と同

時に、われわれを縛るものである。つまりわれわ

れは自分で作り出したものに囚われている。した

がって、真の自由を欲するならば、この〈法則〉＝

牢獄を廃棄しなければならない。Marxの経済学

批判は、〈価値法則〉を廃棄するために、〈価値法

則〉の成り立ちを明らかにすることを意図したも

のだった。

E). このように考えるならば、戸坂のように「ブル

ジョア的社会諸科学」と「プロレタリア的社会諸

科学」の分断と固定をあたりまえのものと受け止

めるわけにはいかなくなる。前者は、(自分たち

自身が発見した)〈価値法則〉を観念的に否定し

ようとするが、それは表向きの人間の自由 (ただ

し動物的な)を擁護するためである。だからこそ

〈市場価格〉の運動の心理分析に拘泥している。

後者は〈価値法則〉を現実的に揚棄 (否定) する

ためにこそ、その実在を肯定する。だから同じ市

場価格を分析するにしても、〈価値法則〉との関

連のうえでより豊富でより精密な分析を提示する

能力をもつ。

本来ならば後者は自身を「プロレタリア的社

会諸科学」とは自称せず、またその必要も感じな

い。なぜならば、統一戦線戦術の論理がこのイデ

オロギー闘争の場で貫徹されるからである。ま

た、そうでなければ階級が廃絶された後に
●

ぬ
●

えの

ような「プロレタリア的社会諸科学」が残存して

しまうことになる。

ところが、「プロレタリア的社会諸科学」を標

ぼうすることが自己目的化されるやいなや、それ

はひとつの官房学へと堕落する。中世のスコラ哲

学が陥ったものと類似した誤りである。たとえば

〈価値論〉の領域に思考範囲を限定し〈市場価格

論〉を無視することに歪んだ喜びをみいだす。こ

うして実在との接触を失った科学は形而上学 (俗

流化された「史的唯物論」)へと後退する。われ

われはこのような「プロレタリア的社会諸科学」

を断固として排撃しなければならない。

科学と社会：イデオロギー批判の方法

ここでは科学を、確立された・客観化された観念形

態＝イデオロギー、としてとらえるばかりではなく、そ

のように把握された「科学」をも批判することが同時に

目指されている (この点が後段のジャーナリズム論に接

続する)。その際、戸坂としては自然 (科学) と社会 (科

学)との区別とともにその連関を重視する立場をもって

おり、これはイデオロギー批判においても貫徹されねば

ならない。つまり、ある科学＝イデオロギーの成立を論

ずるにあたって、実在 (自然) の側からの規定性と同時

に社会の側からの規定性をも考えねばならない。

では、自然と社会とが接する境界とは何か。その答え

こそ技術と技術的実践 (技術性をもった労働) である。

自然と社会とのあいだには労働という物質代謝が存在す

る。労働を媒介として自然は社会化され、社会は自然化

される。これは天体史 (宇宙論)、生命史 (進化論) につ

づく第三の歴史である。そこでの労働はやみくもに手足

を振り回す動物の反射作用ではなく、意図をもち、入念

に準備され、手順を踏まえた行為である。その巧拙はわ

れわれの自然認識の深さに依存する。だから、
●

科
●

学を論

じるにあたって、
●

技
●

術の自然的規定性と社会的規定性を

とらえることが必要であり、〈技術論〉を語るためにそ

の一断面である労働過程の
●

技
●

術
●

性をまず取り上げる必要

があった。

*44 戸坂はこれを物化された形態で、〈労働力〉〈労働手段〉〈労働対象〉としてとらえ、それらを総称して「生産力」(〈生産諸力〉としたほう
がより望ましい)と表現している。
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労働過程*44は周知のとおり〈労働そのもの〉〈労働手

段〉〈労働対象〉の三契機から成る。戸坂は技術＝労働

手段体系説に言及するが、本意はそこにはない。なぜな

らば、三契機のいずれにも、またさらにはその組み合わ

せにも技術性が内包されているとみるからである。この

意味で戸坂の〈技術論〉は武谷のそれに十分に近づいて

いる*45。

ここで以下のような (労働過程、生産諸力、生産物の)

再生産過程を考えてみる。

W1 · · ·P1 · · ·W2 · · ·P2 · · ·W3

Wiは生産諸力であり、労働過程 Piの原因となる。ま

た労働過程 Pi の結果が生産物Wi+1 である。これは次

の労働過程 Pi+1 のための生産諸力 (原因)である。自然

Wi はこの再生産過程の連鎖を通じて人間化 (社会化・

技術化) され、人間の物質的生活の生産 Pi の継続を支

えてゆく。生産諸力と生産諸関係とはこのように調和し

て前進していき、その意味で
●

同
●

一である。労働過程が自

然からの規定と社会からの規定の両方を受け取るとは、

本質的にはこのようなことである。

しかし現実にはこのような自然と社会との調和はま

ずあらわれない。肉体労働と頭脳労働が、人格的にも制

度的にも分断される。技術開発とその生産現場への適

用は技術者の手で行われ、それを経営者 (または経営官

僚)が管理・監督する。技術者は生産現場から解決すべ

き課題を与えられるが、これはかならずしも生産者 (労

働者)の生活のためではない*46。それは生産諸力Wi と

生産物Wi+1 との関係が価値増殖過程として位置づけら

れているからである。そのようなものとして、生産諸力

Wi は資本の定有 (Dasein)である。

他方で肉体労働は知能 (inteligence) を奪われ、就業

規則とマニュアルにしたがうことを命ぜられ、違反は厳

しく罰せられる。人は直接的生産過程の内部では強度の

ストレスに晒され、寿命を縮める。そして直接的生産過

程の外部ではじめて解放感と生きがい (生きる目的)、幸

福感を与えられる。

戸坂は資本制下の労働過程の技術化を以下のように
●

自
●

然
●

科
●

学への
●

経
●

済
●

的
●

制
●

約として描いているが、そこには問

題が含まれる。

今日社会の生産関係は、世界の六分の五の面積に於

いては云うまでもなく資本制組織であり、或いは之に

集約された限りの前資本主義的諸生産様式のもので

ある。
●

資
●

本
●

制
●

の
●

経
●

済
●

機
●

構・・・がそこで、自然科学

にどういう原理的な制約を与えているかを見ねばなら

ぬ。・・・資本主義下の技術は、資本主義それ自身の発

達と共に発達を来たしたものであるにも拘わらず、資

本主義自身の発達が自分自身の矛盾の先鋭化を意味す

るようになって来ると、その発達が自然に又意識的に

抑制されざるを得なくなってくる。・・・それだけで

はない。利潤追求を終局の目的とする資本主義機構に

於いては、技術の発達なるものは実は生産技術の発達

のことではなくて、結局は利潤追求の技術を高度に合

理化することでしかない。

上の描写の問題点は次のとおりである。

i). 生産諸関係をさまざまの「ウクラード」(多種の

小経済制度)の地域的に配置された集積としてと

らえ、世界規模のひとつの疎外状況 (東西世界の

分断と植民地支配)としてみない。分断とブロッ

ク経済化 (アウタルキー) の事実そのものが両大

戦という地球規模の災厄 (歪んだ労働過程) の原

因であり結果であることを、直視せず弾劾もし

ない。

ii). 資本制下の労働過程が労働過程の〈本質〉の現象

形態であることをみない。「利潤追求」(特別剰余

価値の取得という動機)を通じて「生産技術」が

発展 (資本の有機的構成の高度化) させられてい

るのであって、後者が前者から干渉・制約を受け

ているというわけではない。

iii). 帝国主義段階の技術現象、つまり高度すぎる固定

資本設備がたちまちのうちに資本の過剰を露呈

し、投資先を見失った遊休資金があふれた結果生

*45 労働過程の技術性を高めるという課題にたいして、そこに自然認識の深さを関与させる必要がある。そこで、武谷は技術の〈本質〉を「客
観的法則性の意識的適用」と表現したが、ここで認識を直接的には介在させないことによって、肉体労働と頭脳労働が分離される以前の労
働過程の技術性＝技能を表現しようとしたのであった。これにたいして、労働過程の三契機のそれぞれに物化 (対象化)されたかたちで存在
するものが技術の〈実体〉ということになる。

*46 戸坂は養蚕技術の例を挙げている。「例えば改良された蚕種は、蚕の生命の安全率を犠牲にすることを免れないが、之は養蚕家 (主として農
民)にとっては極度に不利で、之に反し製糸業資本家にとっては極度に有利な「改良」の意味なのである。なぜなら製糸業者は、少数の合格
した繭に就いてだけ貫当たりの相場で養蚕家へ支払えばよいからである。」
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産抑制と不生産的消費 (軍需) を余儀なくされる

こと、技術開発投資を回収するため知識を知財化

させなければならなくなること、要するに帝国

主義経済の腐朽のさまざまのありさまを、
●

中
●

立
●

的な技術発達への制約・干渉として描いてしまっ

ている。「技術という観念そのものが不吉なもの

に思われ始める (技術文明の罪過！)」という表

現*47は秀逸だが、それを正常な状態からのたん

なる逸脱としてしまい、帝国主義経済の機構解明

にまで踏み込まない。

イデオロギー生産としての科学を理解するためには、

上の疎外内部での頭脳労働のありさまがつづいて観察

されねばならない。ここで戸坂は「インテリゲンチャ問

題」にからめて、これをたんなる中間層としてではな

く、資本制経済内部で積極的な役割を演ずるものとして

とらえる必要を訴えている。

知能 (インテリジェンス)はインテリゲンチャ問題に

就いての根本的な看点を提供する。インテリゲンチャ

が何等かの社会階級問題乃至労働運動の問題となり得

るためにも、まずこの看点が掴まれなくてはならぬ。

そうでなければインテリゲンチャの
●

特
●

有な社会的役割

は没却され、ただの中間階級の不安や同様という一般

社会現象に還元されて了うことになるからだ。

それではインテリゲンチャ (科学者) のはたす社会的

役割 (頭脳労働) とはいったいどのようなものか。これ

について戸坂は明確に語らないが、ここでは武谷 (1968)

の記述を参考に独自に考察してみよう。

武谷は (自然)科学史を規定する諸契機として〈自然〉

自体の構成、〈技術的地盤〉、〈思惟様式〉をあげている。

これらは労働過程の三契機から類推によって得られたも

のと思料される (表 A.3)。

これらはその時点の労働過程とは直接には対応せず、

〈技術的地盤〉をつうじて間接的にのみ結びつくが、こ

のことは前提となる肉体労働と頭脳労働の分割に由来す

る。戸坂が次のようにいうのはそのような意味である。

「自然科学が、夫自身の論理によって歴史的発展を遂げ

るものと解釈されねばならぬ。ここに自然科学の所謂
●

自
●

律
●

性なるものが存在するのである。」

表 A.3 頭脳労働の諸契機

意味 労働過程

〈自然〉自

体の構成

明らかにしようとする

法則性を内包する実在

労働対象

〈技術的地

盤〉

研究手段、研究課題の

源泉、成果の適用対象

労働手段

〈 思 惟 様

式〉

ディシプリン、方法論・

範疇、問題意識、研究組

織

労働そのもの

/労働力

出所：武谷 (1968)にもとづき筆者作成

こうした頭脳労働はそれ特有の「生産物」をもたらす。

もちろんこれは通常の労働過程のような物質的なものば

かりでなく、精神的な意味合いも強い。

I). まず〈自然〉自体の構成は本来はまったく影響を

受けない。しかし、前の世代が解明した知識、開

発した方法論・研究手段によっていままで届か

なかった自然の深い領域 (例：深宇宙空間、核物

理学)にまで研究の手が届くようになる。戸坂が

誤って「交通関係」による自然科学の制約*48、と

したものは実はこれである。

II). 〈技術的地盤〉はもっとも強い影響を受ける要素

である。成功した実験の機材がそのまま製品化さ

れる (例：発電機・電信など)。新しい加工技術が

観測機器の分解能を上げる (例：北イタリアのガ

ラス産業と望遠鏡)。溶鉱炉の技術改良上の課題

が光量子仮説によって当面の解決を与えられる。

こうした対応関係が、生産能力と技術課題 (「技

*47 この戸坂の表現は、ファシズム・イデオロギーのひとつの源泉を指し示すものと考えてよい。「ヨーロッパ諸学の危機」という言葉も、ド
イツ帝国とロシア帝国にはさまれた小国オーストリアの知識人の暗い予感を表明したものと受け取るべきである。

*48 「生産力のもつ技術性が自然科学を直接に制約する点を今挙げたが、之に次ぐものは生産関係による自然科学の制約である。・・・交通関
係がここにまず第一の規定者となって現れる。ダーウィンのビーグル号による航海はすでに有名である。船舶・航空機・其の他の交通手段
の発達による新しい科学上の探索は、従来到底近づき得なかった研究上の材料を提供する (極地・高層上空・奥地・その他の探検

ばっしょう

跋渉などに
よって)。交通手段による交通関係は、自然科学にとっては、夫自身

●

実
●

験としての意義をさえ持っているのである。」戸坂は、Marx が使っ
た〈交通関係〉という用語を交通手段と取り違えている。
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術学的要求」)との同時代性を保証している。

III). 特に注意深い検討を要するものが〈思惟様式〉で

ある。頭脳労働の主要生産物となるものはまさに

これであり、戸坂が科学のイデオロギー性とした

ものもここに属す。「科学のイデオロギー性とは

実は、科学的認識の社会的条件が、如何に科学的

認識の論理的構成に反映するかということを物語

る言葉でなくてはならぬ。」

ここには実にさまざまなものが含まれる。ま

ず人格的表現として、科学者、あるいは科学者集

団＝学派、あるいは組織的表現として研究機関

(大学、研究所、学会)などがある。直接的な生産

物として、論文雑誌や書籍、報告書、資料など書

かれたもの (literature)としての成果、およびそ

の蓄積・集積。また、研究方針、研究計画、展望、

プログラム、教育方針*49など。

成功した研究は確立された方法論*50として普

及し、失敗したものはすたれる。範疇組織でさえ

も、その研究の成否の影響を受ける。たとえば、

エーテル、フロギストンなど〈実体〉的範疇とし

て提案されたが、その後にヨリ本質的な理論 (相

対性理論、燃焼理論)に吸収されたものもあれば、

エネルギーのように保存量・対称性として一段高

いレベルから基礎づけられる範疇もある。あるい

はダークマターのように作業仮説として新たに提

案されこれからの検証を待つ範疇もある。

以上が自然科学におけるインテリゲンチャの社会的役

割のおおよその素描である。同様のことを社会科学に

おいても行わねばならないが、これは簡単なことではな

い。その理由を戸坂は次のように記している。

・・・社会科学に於いて、建前 (立場や認識目的)の

上から云って相異なるようなこの根底的な相違は、ど

こに由来するのか。夫は社会科学という科学の、一つ

の特別な宿命に由来する。この科学そのものが社会の

一上部構造・イデオロギーとして、社会の一内容であ

ると同時に、恰もこの社会そのものがこの科学の対象

でなくてはならなかったからだ。方法と対象、科学と

実在、との間のこういう
●

循
●

環
●

関
●

係が、一方に於いて、こ

の科学の科学としての定着と発達とを歴史的におくら

せたと共に、他方に於いて、この科学が社会に於ける

人間の現実生活の実践的要求の分裂対立に一々照応し

得、又しなければならぬ、という結果を産んだのであ

り、その結果、この科学の建前・方法そのものに、巨

細となく
●

社
●

会
●

階
●

級
●

性をば持ち込んで来たのである。

こうして社会諸科学は諸学派への際限のない分裂に見

舞われ、そこに統一した「社会的役割」を見いだすこと

は困難となる。これにたいして唯一、統一的視点を提供

できるものは、科学批判の立場である。ここにおいて、

われわれは科学の説明という仕事から、科学の批判とい

う仕事に転換しなければならない。

* * *

まず戸坂は科学がイデオロギーでありながらも、一定

の社会的機能を果たしていることを指摘し、それを一種

の「財産」であると捉える。(科学を
●

事
●

物として不適切

にとらえる点はさておき)戸坂の言いたいことは明らか

である。それは労働者大衆・プロレタリアートは科学か

ら疎外された・科学とは無縁の存在となっている、とい

う事実である。この構図はプロレタリアートが生産諸手

段から排除されているという事態の結果である。人間的

行為であったはずの科学はプロレタリアートのものでは

*49 研究方針と教育方針 (次世代の研究者を養成するための) は密接な関連性をもち、これらはともに〈思惟様式〉の一部に数えられる。戸坂
はこれを「学問のイデー」と表現している。「自然科学は何かそれ自身の学問のイデーとか思想とかを追うことによって、発生したりするの
ではない。そうした科学的理念や真理の愛こそが、却って自然科学的意識の発達 (ルネサンス以来特に著しい処の)の結果であって、この意
識を産んだものは技術学的条件と要求とによって社会的に展開の必然性を受け取った限りの自然科学だったのである。」

*50 これに関連して、戸坂による研究手段と研究様式の区別について付言する。戸坂は次のようにいう。「研究様式 (叙述方法から区別された
限りの研究方法) は、一応明らかなように見えて、実は殆ど全くその実質を把握されていない・・・そこで必要なのは

●

研
●

究
●

様
●

式と
●

研
●

究
●

手
●

段
(或いは

●

操
●

作)との区別である。計算や演算や実験は云うまでもなく明らかに一種の科学的な操作なのである。それ故人々はすぐ様之が研究
の

●

方
●

法
●

様
●

式だと考えたがる。だがここには様式と操作＝手段との混同がある。そしてこの混同には理由がある。例えば実験は確かに単なる
研究手段＝操作である。だが夫と同時に、それは一定の研究様式内に於いてはその研究様式の一内容としても機能するからである。」
ここには

ちょうじょう

重畳した混乱が見られる。研究方法と叙述方法の区別はMarxの序説の弁証法にかかわるものであり、それぞれは下向分析と上
向展開にかかわる。それは本質/実体/現象の各階梯を進む思惟のはたらきのことを指す。ところがこれを戸坂は前者を研究労働、後者を教
育労働として実在化してとらえてしまった。その上で「実験」は手段なのか様式＝方法なのか、と悩み、これを操作概念で切り盛りするこ
とによって切り抜けようとしている。しかし、操作は研究労働の過程を一つ一つの動作に分解したものにすぎない。だから操作＝手段とい
う等式には意味がない。われわれが研究手段という場合は、研究労働の物化した諸契機の一つを指し示しているにすぎない。
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ない (また科学者自身のものでさえない)。それは支配

階級の手のなかにあるのだ。

・・・科学は社会におけるイデオロギー・上部構造

であったが、この社会的
●

所
●

産は、社会が所有する一種

の財産 (文化財とも呼ばれる)の性質を持っているので

ある。今この財産の所有関係から科学を見よう。

(問題は) 科学を所有し従って又之を利用 (みずから

のために又他に対する支配のために) する社会層が何

か、ということだ。そしてそれがいつも政治的な支配

権を握った社会層だというのである。・・・科学に直

接従事するものも一切の階級の内から見出されるので

はあるが、しかし科学の所有者・占有者はこの「科学

者」自身ではなくて、彼らの主人達なのである。

この状況をくつがえし、科学を労働者大衆の手に取り

返す戦略は何か。戸坂が提示するものは、「科学の大衆

化」というスローガンである。これは誤解されているよ

うなたんなる啓蒙運動のことではない。科学を労働者大

衆の手に取り戻す、ということであり、これを説明する

ため、戸坂は科学者 (専門家) の知識と大衆の常識との

比較考察からはじめる。

科学の
●

専
●

門
●

的知識は、依然として
●

素
●

人の常識と対立

させられている。―つまりいずれにしても、常識は科

学的 (即ち専門分科の)知識に較べて、低い至らない不

完全な知識だと仮定されているのである。

ここで戸坂は常識と科学の関係を反転させる。つまり

常識にたいして、科学の批判者という積極的な役割を与

えるのである。そして、常識のもつ健全な批判作用と大

衆そのものとを媒介する存在＝ジャーナリストを登場さ

せる*51。

科学と常識とは単純に同一平面に於いて対立するも

のではない。まして上下の体統関係に這入っているも

のでもない。両者は社会におけるイデオロギーの切断

面を異にしている。科学は
●

研
●

究を、これに反して常識

は
●

ク
●

リ
●

テ
●

ィ
●

シ
●

ズ
●

ムを、その切断面としている。一方は
●

結
●

論を、他方は
●

見
●

識を、目指す。科学はアカデミー (支

配者的なまたは在野のまたは対立科学的な) のもので

あり、これに反して常識は
●

ジ
●

ャ
●

ー
●

ナ
●

リ
●

ズ
●

ムのものだと

云ってもいい。

常識は普通考えられているように、何か
●

平
●

均
●

的な科

学的知識などではないのである。・・・それより寧ろ

常識は、与えられた諸知識の周到に統一的な、そして

日常的社会生活に就いて最も
●

ア
●

ク
●

チ
●

ュ
●

ア
●

ル(現実的＝時

事的、時局的)な、総合のことでなくてはなるまい。

・・・ジャーナリズムの歴史的な本質はクリティシ

ズムと常識とへの関係の内に横たわる。

そして戸坂は「科学の常識化」という具体的なプラン

を掲げる。これは科学という社会的営みにジャーナリズ

ムによる批判の光を当てることである。そのことを通じ

て、科学が現実に社会においてはたしている役割を暴き

出すイデオロギー闘争に結びつけるのである。また、そ

れは「科学の大衆化」に向けた第一歩ともなる。

科学が社会に於いて日常的となりアクチュアルとな

るためには、科学は
●

常
●

識
●

化されねばならない・・・科

学の常識化とは、クリティシズム (批評、評論)の立場

から、即ち私が想定する限りの意味に於けるジャーナ

リズムの立場から・・・、つまり要するに常識の立場

から (無条件に科学自身の立場から、では
●

な
●

い)科学そ

のものを、科学の諸成果を、取り上げることを云うの

である。この意味における常識化によって初めて、科

学は単なる科学自身の立場からは判らぬその
●

社
●

会
●

的
●

機
●

能を明らかにされる (科学が社会的に存在し得るのは、

云うまでもなくそれが一定の欠くべからざる社会的機

能を営むからだ)。

大衆化とは併し科学なら科学という事物を、与えら

れた
●

多
●

数
●

者の
●

平
●

均
●

水
●

準にまで近づける (恐らく低める

ことによって)ことではなくて、却って、与えられた多

数者をこの科学にまで近づけるべく (恐らく高めるこ

とによって)
●

組
●

織することである。大衆化とは
●

多
●

衆を
●

組
●

織
●

化することだ。多数者を大衆にまで組織化すること

によって、初めて科学がこの
●

大
●

衆
●

み
●

ず
●

か
●

ら
●

の
●

も
●

のとし

て所有され利用されるということが、科学の大衆化・

大衆性の唯一の意味なのである。

上のイデオロギー闘争は、プロレタリアートがイン

テリゲンチャという同盟軍を獲得するためのものでも

ある。そこでは、ジャーナリストばかりではなく、文学

*51 ここで多くの革命家がジャーナリスト出身であったことは想起されてよい。Marx 然り、Trotsky 然り。幸徳秋水や大杉栄もそうであっ
た。

*52 「評論はその対象が科学であろうが何であろうが、いつも文学的ないしモーラリスト的な資格を有っている。之が普通の
●

研
●

究
●

論
●

文等と異な
る点だ。そして又ここに、文学が他の文化領域相互間の媒介者として有つ普遍的な機能があるのである。」

*53 「科学の常識化、科学に対する評論、之は恰も近代
●

哲
●

学の最も好んで取り上げたテーマである。だからそういう哲学は多くクリティシズム
(批判主義)を名乗ったのだった。」
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者*52、哲学者*53、そして科学者自身の参加を必要とす

る。これは一つの統一戦線であり、実際に戸坂の指導す

る「唯物論研究会」はそのような運動を志向していたと

みなせる。そこに多くの限界*54があったのだとしても、

それはなお一つの革命運動であった。

(なお「科学的世界」については割愛する。そこでは

認識の終局の結果としての統一的世界像―具体的には弁

証法的唯物論、自然弁証法、史的唯物論―の概略が説明

されてあるが、これを批評するにはわれわれはまだ準備

不足である。)

まとめ

戸坂は科学＝学問という等式から出発するが、それは

新カント派哲学の批判という目的に強いられたもので

あった。時にこの難点に足をすくわれるが、この「科学

の立場」(für sich) を乗り越える記述も散見される*55。

戸坂による乗り越えは、その反面の「イデオロギーの立

場」(an sich) ＝「プロレタリア的社会諸科学」に容易

に落ち込むが、これは科学を事物化する誤った視点が

克服できていないからである。しかし、後段の「科学の

大衆化」、「科学の常識化」において、戸坂は「イデオロ

ギー＝科学の立場」(an und für sich)の入口にまでたど

りついている。また多少の混乱を含みつつも、科学論と

技術論の統一的理解に向けた一歩を記している。

惜しまれるのは、戸坂が自然科学でなしたことを社会

科学においても前進させるべきところ、その入口を指し

示すだけで終えてしまったことである。もしこの点が徹

底できたならば、戸坂は必ずや an und für sichの観点

に立てていただろう。

*54 彼らは内務省刑保局などの策動から自分たちを守る必要があったばかりではなく、コミンテルンがいかに堕落していたかの自覚をも欠いて
いた。科学論における党派性の強調は、そうした警戒の目を曇らせることに寄与してしまった。
加えて、このイデオロギー闘争は最終的にはプロレタリアートによる生産諸手段の接収につながらなければならないこと、またさしあ
たっては科学の批判＝批判的科学 (その実例が「資本論」であった)にまで進まねばならないこと、が見過ごされている。

*55 他にも優れた点を含む。たとえば、Kantを経験論者の系譜に正しく位置づけたこと、Rickertの科学分類の意図を明示したこと、などで
ある。
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A.3 宇野 (1969,1975,1995)

宇野弘蔵は、戦前 (福本和夫と同時期に)渡独、その地

でMarx「資本論」、Lenin「帝国主義論」の独自研究を

開始する。帰国後、「資本論」と「帝国主義論」をつなぐ

論理〈三段階論〉を提唱、これにもとづく「経済政策論」

を東北帝大で講義・著述した。その過程で生じた「資本

論」への疑問点をとりまとめ、「資本論の研究」として刊

行した。しかしそれらの疑問は宇野本人にとっても「十

分に納得のゆく解決を得られない」ままに残された。

上の疑問点を打開すべく、戦後に「価値論」を執筆、

結果として「マルクス主義経済学者の諸君から排撃的

な批評を受けた」*56。それらにたいする反批判を「価値

論の研究」(宇野 (1972)) にまとめ、さらに自身の積極

的な主張を「経済原論」として構成した。やはりこれら

も「「価値論」以上に「資本論」をはなれるもの」と酷評

された。宇野はふたたび反批判をこころみ、その成果を

「マルクス経済学　原理論の研究」(宇野 (1969))にとり

まとめた。

以下は、宇野 (1969,1975,1995) を中心に経済学方法

論に関連する論考、とりわけ科学論一般にも接続する議

論をとりあげて整理する*57。

経済学における歴史と論理

宇野が U1 で試みているのは、実は戸坂の批評した

Rickertの科学分類の意図―自然科学と文化科学の峻別

―を、社会科学を展開する上での最大の難問 (「経験

的事実を如何にして法則的に把握するかという基本問

題」)としてとらえ、これに正面から回答を与えること

である*58。社会科学 (歴史研究)においても客観的法則

性は把握できるはずだ、と戸坂は主張したが、それは

具体的な論証を欠くものだった。宇野はその論証につ

いて、(自然科学のように)「単に繰り返しあらわれる現

象の内に法則性を明らかにする」というものではなく、

「歴史的過程として常に新たなる現象としてあらわれる

過程を法則的に明らかにしようとするもの」、言い換え

れば、「歴史過程を論理的に把握すること」と表現して

いる。そして、Marxの「資本論」こそがその方法を確

立したものだと述べているのである。

ただし、「歴史過程を論理的に把握すること」とは、

従来言われてきたような「論理的展開と歴史的発展の照

応」というものではない、そうした言葉では何も明らか

にしたことにならない、とこれまでのマルクス主義解説

家の言説を非難している。

宇野は上のことを、次の二つの問題に分けて論じてい

る。1).なぜ商品関係は資本主義の中心基軸をなしてお

り、それ以上に抽象されてはならないか、2). なぜ上向

過程の終点は下向過程の始点、すなわち特定の国の特

定の時代の経済事象に一致しないのか、である。いずれ

も Marx のいわゆる序説の弁証法を前提とするが、前

者*59は下向分析の終点 (下向限界)である〈始元的商品〉

にかかわり、後者*60は上向展開の終点にかかわる。そ

して、後者の問題は序説の弁証法の一部修正を要求する

ものである。以下、宇野の所論をそれぞれまとめる。

1). なぜ商品関係は資本主義の中心基軸をなしてお

り、それ以上に抽象されてはならないか

*56 この「排撃的な批評」は宇野を憤激させたであろう。なぜなら、宇野は戦前ドイツの E.Bernstein「修正主義論争」に強い関心をいだき、
K.Kautsky らドイツ社会民主党中央派によるそれへの批判が真正な批判たりえなかったこと、この論争は結局は Lenin「帝国主義論」に
よって事実上の (かならずしも理論上の、ではない)解決に落ち着かざるをえなかったことに、研究者としての強い動機を与えられていたか
らである。
こうした「排撃的な批評」は「イデオロギーの立場」からの論難にほかならず、宇野の問題意識を無にするものであった。

*57 以下、宇野 (1969)所収：U1「経済学における歴史と論理」(初出「経済学」第 27号,1953.3)、U2「経済学における論証と実証」(初出「思
想」1956.1)、宇野 (1975)=U3、宇野 (1995)=U4とする。

*58 宇野との対談のなかで荻原進 (法政大学)は向坂逸郎の次のような宇野評を紹介している。「宇野君は東大生のころぼくとちがって散歩がき
らいで下宿で本ばかり読んでいた。リッケルトをよく読んでいた。宇野君の「資本論」理解の背後にはリッケルトの科学論がある。散歩が
きらいな性格が、宇野君を非実践的にさせたんだ」。これに宇野は (おそらく憤然として)「そんなことはない。ぼくは始めから実践活動を
やろうとは思っていない―というより、ぼくの社会主義入門がサンディカリズムだったので、ぼくには実践運動はやれないと思い込んでい
たのだ。」と返している。興味深いことに、宇野は Rickertの自身への影響を否定しているわけではない。宇野 (1975)を参照のこと。

*59 この論点は「経済原論」が初出となる。
*60 この論点は「価値論の研究」が初出となる。
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宇野は系列 A:資本→貨幣→商品という分析の

延長に B:財貨、欲望、労働*61と (さらに商品を

超えて)抽象の度合いを「進み得るようにも見え

る」と、世にある誤解を指摘し、それが誤りであ

るゆえんを次のように明らかにする。すなわち、

「上向の道で必ず商品に帰るとはいえないこと」、

労働生産物があるとしても、あるいは欲望とその

対象があるとしても、それはかならずしも商品に

はならない、B の世界から A の世界への復帰は

かなわない、と言っているのである。他方、Aの

世界内部では、〈商品〉があるならば、一般的等

価物としての〈貨幣〉はかならず存在し、〈貨幣〉

があるならば増殖する価値としての〈資本〉*62も

存在する。だから、A の枠内での抽象と A → B

の抽象とは「著しく性質が異なる」と主張するの

である。

上のような理解から、宇野は経済理論の起点

において A→ Bの抽象を是認してしまう経済学

者を次のように非難する。そしてこの非難は「ブ

ルジョア経済学者」ばかりではなく「マルクス主

義経済学者」にも同様に向けられるのである*63。

多くの経済学説が、財貨から説き起こしたため

に資本主義社会の基本性格を見失うことになるの

はその為である。それでは貨幣は財貨の交換の便

宜のためにあるものとしてしかつかめない。資本

は、資本主義社会でなくとも一般的に如何なる社

会でも、ただその発達を異にするものに過ぎない

ものとして、理解されることになる。

そして「商品形態が資本主義社会の基本的な規

定をなす」とはどういうことか、を次のように説

明する。すなわち、i).生きた労働は (前もって買

い入れられた商品としての)労働力の「消費」と

してのみ実現される。ii).この生きた労働は、や

はりそれ自体商品である資本 (生産諸手段) に結

合され、その価値を生産物に移転するとともに、

「付加価値」(剰余価値)をあらたに生産物に付け

加えるものとしてのみ、その存在意義を認められ

ること、iii).こうして個々の生産物 (使用価値)の

生産が、商品が商品を産む、という価値増殖過程

としてのみ実現される、ということである。これ

は、資本主義社会に先行する諸社会にはまったく

なかったことであり、それら諸社会における単純

商品の交換 (「個々の生産が特殊の使用価値を生

産し、これを商品として交換する」)とはまった

く異なるものである。

2). なぜ上向過程の終点は下向過程の始点に一致しな

いのか

宇野は〈始元的商品〉からの上向展開は下向

分析を逆向きに正確になぞったものには
●

な
●

ら
●

な
●

い、だから認識のそもそもの端初である「特定の

国の、特定の時代の具体的な人口」のようなもの

には復帰しない、と主張する。その理由は、下向

分析の過程で具体的なものが特殊なものとして捨

象されるのだから、上向展開においては捨象され

た具体的なものをふたたび考慮に入れないかぎり

は、けっして出発点に戻ることはない、というも

のである。

上向展開が下向分析とまったく同一ではない、

という主張は、資本主義の発生・展開・没落を〈段

階論〉として明らかにするという、プロレタリ

アートの
●

主
●

体
●

的
●

な
●

思
●

惟の働く余地を説明するもの

であり、また資本主義社会の典型的な姿を明らか

にする〈原理論〉がなぜ可能なのかをも説明する

ものである。このような思惟のはたらきは、上向

*61 宇野は Bのなかに労働 (または労働生産物)を数えているが、このことには一定の留保をつけねばならない。この「労働」が、個々の具体
的な有用労働―紡織労働、鉱山労働・・・などを意味するのならば、それは正しい。これらは使用価値を生産するが、商品は生産しない。
しかし〈労働一般〉、これは宇野自身も承知しているように、商品価値の実体として商品論の展開の根幹にかかわる。後述。

*62 ここで宇野が商品/貨幣/資本を一括して「流通形態」と表現していることには注意が必要である。ここで資本は増殖する価値として抽象的
に表現したにすぎないのだから、特定の流通場面あるいは交換過程にのみかかわるものではないはずである。だから、この「資本」とは、
商人資本W-G-W’のことなのか、利子生み資本 G-W-G’のことなのかはわからないし、またその背後に生産過程 Pが隠されていても (ま
たそれがないことには、商品経済が社会の根幹を握った、ということにはならないが)、それには知らぬふりをしているのである。後述。

*63 たとえば Kuusinenは次のように経済学を説明する。「経済学とは―人間社会のいろいろちがった段階における人びとの生産関係を、物質
的財貨の社会的生産と社会的分配との諸法則を、研究する科学である」。あるいは「経済学は社会的生産と物質的財貨の分配の発展法則を研
究」するものである。クーシネン監 (1960a,1960b)を参照。
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展開の際に考慮すべき (いったんは捨象された)

具体的なものを
●

ど
●

の
●

よ
●

う
●

に
●

意
●

識
●

的
●

に
●

採
●

用
●

す
●

る
●

か、

というところに存する。宇野はこれこそが「歴史

的過程を論理的に把握するという経済学の方法」

とするのである。

宇野は上の理解から次のように積極的な主張

をなす。i).「資本論」は〈原理論〉(資本主義の

普遍本質論)として「(一応は)完成している」*64。

ii).〈原理論〉の「矛盾の発展」をいくら追及した

としても、それは〈帝国主義段階論〉にはならな

い。想定している
●

特
●

殊
●

的・
●

実
●

体
●

的なものが異なる

からである。さらに、「歴史的過程と論理的展開

の照応」というスローガンによっては、商品規定

が無節操にあらゆる社会に適用されることになっ

てしまい (「商品経済史観」)、次のような誤びゅ

うがあらわれると警告している。すなわち、iii).

資本主義社会の揚棄 (〈価値法則〉の廃絶) が人

類前史の終わりを告げるということが理解されな

くなること、iv).「社会主義社会も一面的に理解

される」ばかりか、社会主義社会における〈価値

法則〉の存続ないしその利用、というエセ理論さ

えも受容されてしまうこと、である。

以上のような宇野のロジックは、基本的には正しい。

そしてこの理解こそが、宇野の原理論/段階論/現状分析

からなる〈三段階論〉を構成する指導原理でもある。

本稿は、宇野理論の基本的な正しさを認めた上で、さ

らにいくつかの疑問点を提示する。そして、これらは宇

野の科学観にかかわる。

A).「純粋な資本主義社会」想定の背後にある素朴実

在論

宇野は (〈原理論〉における)上向展開の終点

ないし展開に際して考慮に入れられるべき実体

的な要素を「純粋な資本主義社会」と規定してい

る。そのこと自体には何らおかしなところはない

が、問題はこの想定を、
●

わ
●

れ
●

わ
●

れ
●

自
●

身が現実の資

本主義社会の歴史的変化の傾向を
●

ふ
●

ま
●

え
●

て積極的

に
●

構
●

成したものとは見ず、資本主義の発展が直接

的に理論に
●

反
●

映したものと見ていることである。

そこでは上向展開という思惟活動の主体たる
●

わ
●

れ
●

わ
●

れの存在が抜け落ちている*65。

資本主義の発展そのものが「他の諸体系」の残

滓を除去してゆくのである。それは単にわれわれ

が頭の中で「捨象」するのではなく、客観的な過

程自身の内に「捨象」されつつあり、「純粋な資本

主義」に近寄りつつある傾向を示しているからこ

そ、われわれもまた「捨象」しうるのである。

これは宇野も戸坂と同様に「科学の立場」にと

らわれていることを示す。

B). 先資本主義社会における「流通形態」の「形態的

発展」

宇野は商品/貨幣/資本のひとつづきを「流通

形態」ととらえている (脚注*62を見よ)。そして

この「形態的発展」が
●

偶
●

然
●

的ではあるが、古代・

中世でも存在しているとみなしている (「繰り返

される歴史性」)。つまり Rickertのいう (文化科

学的ではなく)自然科学的な意味で商品交換とい

う事象が発生していると見る。

商品、貨幣、資本の形態的発展は、資本形態が

生産過程を把握しないかぎり、古代でも、中世で

も、しかもまた種々なる地域で、それぞれ独立に

繰り返し現れるものに過ぎない。それは一定の歴

史的事実には相違ないが、それ自身で社会を歴史

的に決定するものではない。いわば繰り返される

歴史性を有するものといってよい。

資本主義社会が古代、中世の社会に対して一定

の特殊歴史性を有する社会をなすのは、この商品

経済が社会の基本的関係を律するからであって、

そこに始めて歴史の具体的発展を基本的に決定す

る意義が認められなければならない。

宇野のこの理解を支えるのは、i).「流通形態」

なる独自の理解であり、ii). この「流通形態」が

*64 「一応は」というのは、いわゆるプラン論争の完全な解決が必要だからであり、また宇野はMarxの当初のプランから「資本論」の直接の
執筆構想までには変更点がある、と考えているからである。またさらに、宇野はいくつかの点で「資本論」の記述に納得しておらず、これ
が独自の「経済原論」を執筆する動機になっているからである。

*65 もちろんわれわれの問題意識、思惟活動の目的そのものが現実を反映したものである、という意味ではこれも完全に主観的なものだとは言
えないのであるが、だからといってすべて客観側に押し付けて良いものではない。
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徐々に外部にある生産過程を飲み込んでゆくこと

によって、資本主義社会が「完成」してゆくとの

想定である。前者について、宇野 (1997)は「序」

で次のように述べているように、かならずしも

「資本論」そのものの記述に沿っていない。

「資本論」が商品、貨幣、資本の形態を―といっ

ても「資本論」ではその点が明確にされていない

ので、資本の形態は前二者と同様に十分に展開さ

れるというわけにはいっていないが、兎に角形態

を―説いた後に「労働過程」を説いているという

方法からはむしろ当然にそうなるべき*66もので

はないか。

また後者は前者と切り離せない認識であり、脚

注*66に示すように、ともに価値実体論と価値形

態論の関係性にかかわるものである。

C). 〈価値形態論〉からの生産過程の「捨象」＝放逐

宇野は上に示したように〈価値形態論〉を「流

通形態論」という、生産過程を含まないあたかも

空っぽの容器のようなものに変えてしまい、こ

れが現実の農村社会の生産過程をあとから飲み

込んでゆく、という想定をもっている。この想定

は (序説の弁証法に基礎をおいた) 宇野理論のロ

ジックを
●

み
●

ず
●

か
●

ら
●

破
●

壊するものであるが、宇野は

そのことに気づいているそぶりはない。そして、

このような想定の背景にあるのは、〈価値実体論〉

の〈価値形態論〉からの放逐である (脚注*61 を

見よ)。これを宇野は「生産関係の捨象」と表現

している。

価値の実体が何であるかがわからなくても、価

値と使用価値との対立、矛盾は明らかにすること

ができるし、そしてまたそれから価値形態を展開

することもできると私は考えたまでである。また

「資本制社会の経済的構造を前提し」た商品をとっ

ても、商品形態そのものとなれば、資本家的生産

関係はもちろんのこと「単純商品の生産関係」を

も捨象されるものと考えただけのことである。そ

れだからこそこの規定は非資本家的商品にも共通

するものとなる。

資本家的商品の資本家的生産関係を捨象する

と、「単純商品の生産関係」が残るとは考えない

し、またそういう規定を必要としないで商品形態

から貨幣形態、資本形態への発展も論証できると

考え、事実そういう試みをしてみたのである。

宇野は「単純商品の生産関係」(?)のことを盛

んに説明しているが、真に問題となるのは商品が

(見えないだけで本来はその背後に) 隠しもって

いるはずの生産過程 (商品に対象化される以前の

生きた労働)を、本当に無いものとしてしまって

いることだ*67。

経済学における論証と実証

宇野の U2 は、U1 で得た〈三段階論〉のロジックを

前提にして認識主体の問題に切り込んだものとして意義

をもつ。この意味で、宇野は 1953 年から 1956 年にか

けて「科学の立場」から「イデオロギー＝科学の立場」

に移行しつつあった。この移行が完全に成功していたな

らば、U1における認識主体の消去という難点は最終的

には払拭されていただろう。

U2 冒頭で宇野が俎上にあげるのは Lenin「認識論に

おける実践の規準」＝科学理論の真理性にかかわる議論

が
●

あ
●

る
●

欠
●

陥をもっているという事実である。すなわち、

Lenin の議論は、「自然科学における実験とか観測とか

による検証」という話題から「社会運動における
●

実
●

践
●

活
●

動が社会主義の
●

主
●

張(理論)を実現する」という話題へと

飛躍しており、そこでは
●

社
●

会
●

科
●

学
●

の
●

場
●

合に「理論が実践

で検証される」とはどういうことか、が顧みられてはい

ない。このような宇野の指摘はまったく正しい。

上の問題意識から、宇野は (Marx その人の理論活動

の所産たる)「資本論」と実践 (プロレタリアートの階級

闘争) との関係を議論するのであり、その前提として、

Marx という認識主体による理論的実践 (頭脳労働) の

意義を明らかにしようとする。この作業は当然、それ以

前の経済学者たちの理論活動がどのような問題意識に支

*66 ここで宇野が「そうなるべき」と言っているのは、価値実体としての労働を導くための「使用価値の捨象」が「思弁的に経験的事実と離れ
た抽象」ではなく、「商品経済の客観的過程の内に行われる」ということを指す。やはりここでも宇野の思考が認識主体をなんとか消去しよ
うという方向に傾きがちだということが見て取れる。

*67 宇野は労働一般の意義をよく知っている。U2で「経済学の出発点としての商品は、この労働一般をすでに voraussetzenする商品である」
としているからである。にもかかわらず「生産関係の捨象」をいうのが謎なのである。
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えられ、どのように進められたか、またどのような限界

に突き当たったか、という問題にも波及し、さらに帝国

主義段階という歴史的新事実を知らない Marx の資本

論がいかなる限界をかかえているかを明らかにする、と

いう課題にもつながる。

本稿は以下、宇野の論旨を認識主体の論点が際立つよ

うに順不同で整理する。この過程で〈原理論〉の想定す

る「純粋な資本主義社会」の意味を問い直し、かつ、そ

こであえて宇野が言っていないことも含めて補足する。

まず宇野は原理論/段階論/現状分析という〈三段階

論〉の視座を得ているので、これを基準に経済学者たち

の達成したもの (ならびにその問題意識) を評価できる

ことに注意する。この視座にもとづいて経済学説史を

簡単に整理すると表 A.4のようになる (帝国主義段階に

おける限界は本稿が独自に付加したもので U2には存在

しない)。さらに戸坂・武谷による頭脳労働の諸契機 (表

A.3) を考慮すると、経済学者たちの頭脳労働を以下の

ように叙述できるだろう。

17 世紀の経済学者たちは、生れ出たばかりで旧社会

の母斑をつけたままの資本主義社会を考察対象とした。

彼らの精神的支柱〈思惟様式〉は F.Bacon がもたらし

た経験主義 (W.Petty も J.Graunt も Bacon に心酔し

ていた) だった。〈手段〉としては、当時整備されはじ

めたばかりの官僚組織を通じて収集された統計数字が

あった。彼らの動機は〈重商主義〉政策の素材となるべ

き〈現状分析〉をもたらすことであったが、この努力は

のちに〈原理論〉の核となる諸範疇として実った。しか

し〈段階論〉の認識はなかったのでそもそもの動機であ

る〈現状分析〉は得られなかった。

古典派経済学者たち (A. Smith、D.Ricardoら)は本

来彼ら自身も経験主義に拠る哲学者だったが、前時代

の同僚たちの政策論を批判しつつ〈原理論〉の体系化を

進めた。その際の指導原理は F.Quesnayのもたらした

「レッセ・フェール」思想だった。彼らの研究対象とす

る中期資本主義が〈重商主義〉政策をもはや必要としな

くなった、というばかりでなく、この傾向を純化するこ

と自体が理想とされた*68。彼らにとっては政策論のた

めの〈現状分析〉という視点は余計なものであって、〈原

理論〉の完成こそがこの社会を「神の世界」＝理想とな

すことだった。

K.Marxの動機は、現実社会がまったく「神の国」な

どではないことを示すことにあった。師である Hegel

の弁証法論理を労働の論理として読み替えた彼は〈原理

論〉の完成をこそ、その対象とする社会の歴史的特殊性

を明らかにすることだと喝破した。そして「資本論」全

三巻の完成を目指し、それは (F.Engels、K.Kautskyら

の協力を得て)ほとんど達成された。しかし、後期資本

主義としての帝国主義を知らなかったため、本来は〈段

階論〉として記述されるべき内容が〈原理論〉に紛れ込

んだ、と宇野は批判している。そしてその批判は概ね妥

当である*69。

なお、ここで宇野の言う「純粋資本主義社会」の想定

について振り返っておくべきである。脚注*68に示すよ

うに、古典派経済学者たちにとってこれは理想の社会状

態であり、また社会自身が自己予言的に実現する現実的

な傾向でもあった。しかし、Marxはそのような幻想を

彼らと共有はしていなかったはずである*70。それでは

「資本論」の想定する「純粋資本主義社会」とはいかな

るものであったか。これについては宇野の次の言葉がヒ

ントになる。

マルクスが利潤論や地代論を展開する場合に
る る

縷々述

べている純粋の資本主義社会というのは、そういう歴

史的限定*71を受けながらも、その発展の過程の内に認

められる方向を「思惟によって」極点まで押し進めた

ものと理解してよいであろう。

*68 ここにおいて、経済学者 (理論家)の予言するものがおのずから (社会的に)実現されるという事態が生じた。これは戸坂の言うように社会
科学が社会の一部でありながら社会そのものに言及する、という自己言及の構造そのものがもたらしたのだと言える。宇野のいう「純粋資
本主義社会」の想定 (＝ブルジョア・イデオロギー)とは、実はそのようなものであった。

*69 また〈段階論〉の不徹底は当然にも〈現状分析〉の不十分さに、さらには革命戦略論における問題につながるであろうが、宇野はそれらに
ついては (おそらくは経済学者の本分を超えることとして)言及していない。しかし、U2の主題が理論と実践の関係であるかぎりは、これ
に言及すべきだった。

*70 実際、宇野も「マルクスの時期にはすでに資本主義の発展自身をも歴史的過程として認めうる、マルクスの所謂ブルジョア社会の自己批判
がはじまっていた」と述べている。そしてそれは恐慌の激発というかたちで、広く社会に認知されていた。

*71 「そういう歴史的限定」とは、宇野によれば「具体的には決して全社会を商品経済化するのでなく、そういう方向に発展しつつあるもの」
であり、またこの全社会の商品経済化が否定される領域とは、「元来それ自身には生産物でもない労働力をも一般の生産物と同様に商品化す
る無理」を指す。
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表 A.4 頭脳労働としての経済学研究の系譜

主要な動機と得たもの 突き当たった限界

17世紀の経済学者た

ち

生きた全体、すなわち人口、国民、国

家、多数の国家等を端初とする分析/

経済学原理の体系化の礎

初期資本主義のもつ旧社会の母斑に阻

まれ分析基準となるべき原理を体系化

できず/発展段階も明確にはならず当

初の分析意図も失敗

古典派経済学者たち 先人の理論的成果を出発点とした体系

化継続/中期資本主義の発展傾向に即

して初期の経済政策 (重商主義) を批

判

政策目標のための現状分析という視点

をもたない/原理の確立すなわち現状

への政治的目標/商品経済の特殊性の

認識を欠き原理論を完成できない

K.Marx 共産主義運動の経済的基礎の解明/資

本主義社会の歴史的特殊性の認識を基

礎とした原理的体系化の完成

後期資本主義＝帝国主義を知らなかっ

たため、段階論が意識されず、原理論

に段階的要素が入り込む

帝国主義段階の経済

学者たち

帝国主義の現実が資本主義の歴史的限

界を確証/原理論と段階論の峻別/段

階論を基礎とした現状分析の実現

(「イデオロギーの立場」による諸学

派への分解)

出所：宇野 U2にもとづき筆者作成

ここで注目されるべきは「歴史的限定」の方ではなく

「利潤論や地代論を展開する場合」の方である。これは

一般的利潤率の形成、すなわち競争が利潤論と地代論の

前提とならねばならないという事情のことをさす。この

競争が全面的に認められる社会という一点で古典派経済

学者とMarxは「純粋資本主義社会」の想定を共有する

が、その目的はまったく異なる。前者は全社会がそれに

近づきつつある理想として語るが、後者はたんに理論展

開の便宜上で語っているにすぎない。ところが宇野は両

者の動機を同一のものとしてしまった。

最後に帝国主義段階の経済学者たちがくる。ここには

R.Luxemburg、L.Hilferding、V.Leninらのほか、宇野

自身も含まれる。彼らはMarxの「資本論」を〈原理論〉

として活用できたが、これと〈現状分析〉との乖離に悩

んだ。宇野は日本資本主義論争でこれをつぶさに観察

し、そこから〈段階論〉を〈原理論〉から切り離す着想

を得た。ここに、原理論/段階論/現状分析からなる〈三

段階論〉が完成した。そして、本来ならばこれ以降、真

に科学的な〈現状分析〉が可能となるはずだった。

しかし現実には宇野の予想したようには経済学は進歩

しておらず、今なおそうなっていない。ここには (宇野

の言及しえなかった)隠された限界が存在している。そ

れは、(戸坂のいう)社会科学のもつ自己言及的な特性か

ら、容易に学派 (分派) が生まれるが、分派闘争の論理

(統一戦線戦術)が論争当事者に自覚されていないため、

論争が止揚されないまま「イデオロギーの立場」にした

がって分派が固定化される傾向があったという事情であ

る*72。そして、こうした争いに嫌気のさしたものたち

は個別の「科学の立場」へと逃げ込んだ。

宇野は、「イデオロギーの立場」、「科学の立場」のい

ずれも正しくないことをもっともよく自覚できる立場に

あったが、ついにその限界を突破できなかった。これに

は彼の〈原理論〉が、それ自体いくつかの問題をかかえ

ていたことと関係があるだろう。本稿は以下 U2に含ま

れる問題点を指摘する。

A).「使用価値の捨象」論

*72 たとえば日本資本主義論争の場合、講座派、労農派の双方は、互いの共通点に気づかず、互いの欠陥をグロテスクに暴き合いながら、闘争
の目的を見失った。またその対立はコミンテルン内の Stalin派、Bukharin派の政争に利用され、そこを特高に突かれて双方壊滅の憂き目
を見た。これについて、高嶋 (2021)を参照のこと。
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宇野がその「価値論」を提出したそもそもの

きっかけは、Marxが〈始元的商品〉についてま

ず使用価値の側面からとりあげたことへの反発が

あった*73。宇野の理解においては、資本家的商

品は単純商品ではないのだから、その積極面をな

すのは使用価値ではなく価値の方であるべきであ

る、その商品は「売り手」の手にあるものだから

その使用価値は気にならないはずである、それを

使用価値の側から見ているということは、Marx

がたんなる「買い手」の立場にあることを示す、

というのである。

上に関連して、宇野は〈労働一般〉ないし〈抽

象的人間労働〉の意義を強調する。Marx自身が

指摘しているように〈労働一般〉はたんなる抽

象的範疇ではなく近代社会の一産物であり、そ

れ以前には存在しないものだった。だからこそ

Aristotle も奴隷労働の特殊性に阻まれて〈労働

一般〉の意義を理解できなかった。この範疇を確

立できたのは、Adam Smith の功績である。こ

のような宇野の理解は、それ自体は正しい。

問題は、宇野のように Smithの発見を〈始元

的商品〉からの使用価値 (とその実体たる具体的

有用労働) の捨象 (放逐) と受け取ってしまうと

おかしなことになる、ということである。商品が

「売り手」の手にあるのだとしても、また彼がそれ

を手放すための条件としてその「価値尺度」*74を

たしかに頭の中に描いているのだとしても、それ

は別の商品の使用価値と引き換えとして表現して

いるのであって、その時点で「売り手」は同時に

「買い手」でもある。商品世界から使用価値*75を

放逐してしまうと、価値を使用価値として表現す

ること、したがって〈価値形態論〉の真髄が消失

することになるし、またそれに引き続いて生ずべ

き〈交換過程〉も蒸発してしまうのである。

B). 商品経済の間社会起源説

宇野が上の見解を頑固に堅持したため、商品

経済の起源にかんする (U1から引き継いだ)次の

ような理解にもこだわりつづけることになった。

もともと商品経済は、共同社会と共同社会と

の間に発生して漸次に共同社会自身の内部に滲

透し、資本主義社会において社会の中心基軸をも

商品経済化し、人間の関係を物と物との関係を通

して処理するということにもなるのであって、人

間社会自身に本来的な社会関係をなすものでは

ない。

上の引用で後半の主張はMarxのものであり、

人間 (資本家)と人間 (労働者)の関係が、流通過

程においては貨幣と労働力という二つの商品の交

換過程という物化した形態で実現されていること

をさす。また直接的生産過程においては、(本来

的な)人間労働が労働力商品の消費という非本来

的な方法で実現されていることをもさす。ところ

がその前段にある宇野の積極的な主張は、使用価

値を捨象した商品形態という「流通形態」が共同

体間に生まれ、共同体内部に浸透するということ

であり、「流通形態」はその抽象性ゆえに「中世

紀的生産物の商品形態」にも妥当する、と考えて

いるのである*76。

このような宇野の主張は、自身の〈三段階論〉

のロジックをみずから破壊するものである。なぜ

ならば、宇野はここで古代・中世 (あるいは原始

共産制社会)の交易を論じているのか、〈重商主義

*73 宇野 (1972b)に次の記述が見える。「マルクスは「資本論」のはじめに商品を説いて、商品はまず第一に一定の使用価値を持ち、われわれ
の欲望を満たすものだ、といっているが、あれはマルクスが商人の息子でなかったからいったのではないか。ぼくは商人の家に育ったか
ら、商品の性質をマルクスとは違った面から知っている。商品というのはまず第一に使用価値ではなく、価値なのです。価値の方が積極性
を持っている。使用価値がなければ、つまり社会的に受容されるものでなければ価値も持ちえないという意味で、使用価値は消極的なので
す。」

*74 この「価値尺度」とはもちろん一般的等価たる貨幣の数量のことではなく、単純な等価形態の関係にある一商品の数量のことである。
*75 あえて言えば、単純商品の使用価値は、まず生産者本人のための使用価値であり、その余剰が商品として市場に出される。しかし資本家的
商品の使用価値は最初から「他人のための使用価値」であり、それを自家消費することはそもそも考えられていない。

*76 なおこの点は、宇野の社会主義論にも影響を与えている。宇野 (1972b)に次の記述がある。「形態を変えることが社会主義の問題で、実体
を変えることではないのです。実際は、共同体と共同体との間で出てきた形態が、共同体を根底から支配するようになってきたのが資本主
義でしょう。」ここで宇野は「実体」たる直接的生産過程は「経済原則」にしたがうものとして変化を受けず、商品という「流通形態」のみ
が変革されるものと考えている。〈形式〉が変われば〈質料〉も変わるのが当然、とは宇野は考えない。
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段階〉を論じているのか、〈原理論〉を扱ってい

るのかがはっきりしなくなっているからである。

もしも後段の Marx の発言に焦点をあてるなら

ばそれは〈原理論〉の議論でなければならない。

資本制社会の発生を論じるつもりであればそれは

〈重商主義段階論〉でなければならない。古代国

家間の交易を論じるのであればそれは史的唯物論

もしくは「広義の経済学」の領域であり、従来の

経済学研究を超えたところに存在する*77。

C). 経済学におけるイデオロギー闘争

これこそ宇野が U2 で本来もっとも主張した

かったことであり、宇野が「イデオロギー＝科学

の立場」に移行することを究極において阻んだも

のである。

まず宇野は〈原理論〉を「思惟の法則を明らか

にする論理学の具体化したもの」*78ととらえ、あ

る意味でこれを無びゅう化させてしまう。

「実在的なものを、自己のうちに自己を総括し、

自己のうちに深化し、自己自身から運動する思惟

の結果であるとする幻想におちいる」ことなくし

て原理論をそれ自身で完結した論理的体系として

確立することができる。それは新しい事実によっ

て修正されたりするものではない。また改めて実

証されなければならないものでもない。

この考えの背景には、〈原理論〉では自然科学

と Kantの〈もの自体〉の関係のように「無限の

研究によって (対象を) ただ近似的にだけ究明」

するものではなくして、対象たる資本主義社会を

「特殊歴史的性格」にあるものとして
●

完
●

全
●

に把握

できる、という想定がある。

このような〈原理論〉の無びゅう性理論によっ

て、宇野の経済学におけるイデオロギー闘争への

姿勢は歪められ、ある意味で「イデオロギーの立

場」にまで落ち込むことになる。たとえば「近代

経済学」に向けた次の批判は〈原理論〉の高みに

たったものであり、〈段階論〉における〈市場価

格論〉の追及 (たとえばインフレーションの理論

的解明)を放棄してしまうものである。

・・・最近の資本主義の事実をもってする原理

の解明が、資本主義の基本的階級関係を解明しな

い価格論に換骨されるのは、原理論と段階論とを

区別しない方法から当然のことである。

〈原理論〉は実際には〈段階論〉、〈現状分析〉

と連動するのであるから、けっして無びゅう性の

立場にあるものではない。それは典型的には〈現

状分析〉をめぐるイデオロギー闘争の場で厳しく

真理性にかかる検証を受けるべきものである。

なお宇野は〈原理論〉、またその核心をなす〈価

値法則〉が「技術的に利用すること」を許されな

いもの、と正しく指摘している*79。その理由は

プロレタリアート自身が「現状分析を利用する実

践活動によって、その原理的世界＝資本主義社会

自身の廃棄を目標とする」からであり、社会科学

のもつ自己言及的な性格が〈原理論〉の技術利用

を許さないからなのである。このような実践活動

は、当然ながら〈原理論〉を超えて〈広義の経済

学〉の領域に踏み込むことをわれわれに強いる。

そこにおいても、われわれは〈原理論〉の奥底に

隠された〈経済原則〉―人間生活の物質的再生産

にかかわる合理的核心―をあかるみに出すことを

要求されるはずなのである。

*77 宇野は広義の経済学について、一方では次のように言う。「経済学としては先ず (この第二次的な社会関係としての)商品経済的面からの解
明を主題とし、進んでそれぞれの社会の基本的社会関係が明らかにされるとき経済史として広い意味での経済学をなすことになる。」
他方で「理論面 (原理論のこと)に setzenされる「具体的なもの」はマルクスのいわゆる純粋の資本主義社会として一社会をなすもので

あって、他の一社会との関係をまで setzenしうるわけではない。」つまり、古代・中世社会における「基本的社会関係」は〈原理論〉のおよ
ぶ範囲の外にある。

*78 Lenin「哲学ノート」の次の記述に由来する。「マルクスは「論理学」にかんする著書をこそ書き残さなかったけれども、「資本論」という
論理学を残した。われわれはこれを与えられた問題にたいして特に利用すべきであろう。ヘーゲルのうちにあるすべての価値あるものをと
り、そしてこの価値あるものをいっそう発展させた唯物論、このような唯物論の論理学、弁証法、および認識論 (三つの言葉は必要でない。
それらは同じものである)が、「資本論」のうちで、個別科学に適用されている。」詳しくは後述。

*79 ただし宇野はこの指摘をただちに〈原理論〉の無びゅう性に結び付けてしまい、そのような性格をもつからこそ、技術利用が不可能なのだ、
とあべこべに理解してしまうのである。



A.3 宇野 (1969,1975,1995) 307

経済学における理論と実践

宇野は「理論と実践」の問題に
●

異
●

常
●

な関心をもってい

た。彼は多くの論戦を観察し、また自身もその当事者に

なることで、早くから「科学とイデオロギーの峻別」と

いう視点をもち、それを折に触れて (ただし断片的に)

読者にあるいは論争相手に説明した。説明することで

さらに論戦に巻き込まれたが、自身は「科学の立場」に

たっているとの自覚のもとに自身の設定した境界線をか

たくなに守り、それを踏み越えてまで論争を主導するこ

とはなかった。その消極性が彼の主張をさらに「わかり

にくい」ものにした。しかし、「科学とイデオロギーの

峻別」という視点は彼の経済学方法論の根幹にかかわっ

ており、その「わかりにくさ」はけっして哲学の欠如を

意味するものではなかった。むしろ言うべきことをもち

ながらも、それを言うことを自分に禁じていたとみるべ

きだろう。

宇野は同郷の山川均の著作 (吉野作造との論戦を含

む)に親しみ、そこからアナーキズムとボルシェビズム

の論争 (宇野は当初アナーキズムの主張に共鳴してい

た) にも接した。27 年テーゼを契機とする日本資本主

義論争も詳細に追跡していた*80。だからマルクス主義

の理論上の展開に資する論戦 (イデオロギー闘争) の意

義については、むしろ知りすぎるほどに知っていた*81。

しかし、宇野は自身が論戦の当事者になることを極度に

嫌った。日本資本主義論争において、講座派の議論も労

農派の議論もそれぞれに難があることをいち早く見抜い

たが、ついに論戦に参加することはなかった。それより

も自身の〈三段階論〉の完成を優先した。

宇野は理論について潔癖とも言える嗜好を示した。天

皇機関説事件*82を理論ではなく実践の問題だとしたり、

自身が検挙された人民戦線事件にしても思想検事による

デッチアゲとして、これを歴史的事象として考察の対象

とすることを徹底的に拒否した*83。また戦後のイール

ズ声明*84をめぐる言論界の動向に強い関心をもちなが

らも、イールズ声明自体については詳細を知らない、と

して済ました。

宇野は学生時代に新カント派哲学の議論に興味をも

ち、カント哲学についても造詣は深かったが、みずから

の経験を哲学することはやはり嫌った。経験を理論に

とって不純なものとみなすプラトン主義の傾向をもって

いたと思われる。アメリカの社会主義者が「社会主義に

*80 福本 (1972)にはこうある。「・・・1956年 12月に至り、東大の宇野弘蔵教授により、―日本では、早くも 1924年福本和夫君によって、
「資本論」の方法論が展開されはじめた、そのころ自分たちは、まだ何よりもまず「資本論」そのものに取ッ組んでみることからはじめなけ
ればならぬ、といった段階で、ついて行けなかったぐらいだが、福本君に影響されて、河上博士が価値論を研究され、それからはじめて方
法論を考えるようになった、―という意味のことが経済学者の座談会で語られている。なお、宇野君はつづけて、日本ではかようにして、
「資本論」の方法論が、比較的早く展開されたわけだが、今はやりのイギリスの経済学者ドップにしても、アメリカのシュンピーターにして
も、スウィージイにしても、「資本論」の方法論が十分でないのが欠陥であり弱点だ、という意味の批評を下している。」(記述がわかりにく
いが、1956年の座談会での宇野の発言内容を福本が拾い出して要約している。)

*81 宇野は日本で「資本論」研究が「異常に」進んだことは日本資本主義の特殊性と無縁ではない、としている。U4にはこうある。「我が国で
も、大正末から昭和にかけて日本の資本主義を経済学的に分析しようとする企てが行われて来ています。これはいうまでもなく、社会主義
運動が実践的に重要な地位を占めるようになったからですが、他方からいえば日本の資本主義の発展の特殊性がマルクス経済学の導入を必
要とし、それと同時に経済学が大体その意義を理解されて来たからだ・・・」また「「資本論」のような人間の歴史に徹した書物になると、
時代によって、国によって種々に取り扱われるように、その理解もだんだんと深くなってゆくので、単なる「資本論」研究といってもその
時代の取り扱い方と離れてはならないのではないでしょうか。我が国の「資本論」の研究が異常に進歩して来たのも、日本資本主義の分析
と関連しているのです。」

*82 美濃部達吉の理論は当時のオーソドックスなドイツ公法学を日本に輸入してきたものであり、むしろ大正デモクラシーの法理論というべき
ものであった。それが否定されたということは、当然ながら法イデオロギーの変動として、ボナパルティズムからファシズムへの統治体制
の変更として解釈されるべきだった。高嶋 (2021)を参照のこと。

*83 そのために拘留中には思想検事から「ズルい」となじられたが、この態度が幸いしたのか、共謀の事実なしとして不起訴を勝ち取ることが
できた。U4にこうある。「僕の経済学的研究は何としても政治的実践とはいえなかったのです。このことは、僕が仙台の大学にいた時は学
生諸君から、また事件になってからは検察当局から、非常にズルイ立場とせられてきました。」、「いわゆる労農派教授グループなるものに属
するとでもいわれるのかも知れませんが、元来この教授グループなるものは、例の思想検事がデッチ上げた「政治的組織」で、当時の判事
でさえ「政治的組織」とは認めえなかったものです。」

*84 GHQ 民間情報教育局顧問Walter Crosby Eells が 1949 年 7 月の新潟大学の講演で大学から共産主義教授の排除と学生自治の「改善」
を強く勧告したもの。1950年の Douglas McArthurのレッド・パージ指令の先ぶれとみなすことができる。これらの動きは 1948年のア
メリカ対日協議会 (American Council on Japan : ACJ) 設置の直接の結果とみなすことができる。また米国本国のマッカーシズムもほ
ぼ同時期の事象であった。

*85 U4にこうある。「僕は、カミンスキー氏のように「アメリカ人らしい気軽さでチェッコスロヴァキアに留学」することも出来ませんが、し
かしそれは単に僕が無精だからではありません。そんなことをしても (社会主義における自由という問題が) 解決されると考えないからで
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おける自由」を調査すべく東欧に出向いたということを

無意味なことと斬って捨てた*85。(しかし、自身が商家

の出であることと自身の「流通形態」論との関連性につ

いては、不思議なことに例外的に認めていた。)

以下では、このように複雑な宇野の内面的精神世界

の腑分けを試みる。そのための準備として、戸坂「科学

論」の検討で得た視点 (表 A.3)を、社会科学の場合にお

いて参照することからはじめる。

* * *

社会科学も自然科学と同様に一定の諸手続 (方法論)

に沿った (対象認識を目的とした) 頭脳労働であること

には変わらない。ただしその対象となるものは〈自然〉

ではなく〈社会〉である。したがって、戸坂のいうよう

に、科学 (とその成果たる理論) も認識対象である〈社

会〉の一部 (いわゆる「上部構造」)をなすことから、一

種の自己言及構造をもたらす。これが社会科学がたんな

る対象認識にとどまらずその階級性・党派性が問われる

原因である。その自己言及が肯定的なものであれば「体

制的」科学、否定的なものであれば「批判的」科学とい

うことになるだろうが、それは本来、科学の内容を絶対

的に規定するものにはならない。宇野のいう「イデオロ

ギー」がその言及のスタンスのことであるとすれば、こ

れが対象認識を目的とする科学において「消極的な役

割」を果たすにすぎないという指摘はおかしなものでは

ない*86。

イデオロギーというのは科学的な研究にとっての

役割からいえば消極的だが、しかし、その消極性は非

常に重要なんです。たとえばアダム・スミスでも重商

主義に対して自由主義的なイデオロギーを持っていた

ことが、科学性の保証になっているのではないか。マ

ルクスでも、ブルジョア的イデオロギーに対して社会

主義イデオロギーを持ったということがやはり科学的

客観性の保証になっていると、ぼくは思う。ただ、そ

のイデオロギーが行き過ぎると、これは科学以上にな

る。それが一般に問題になるのだが、自分にはイデオ

ロギーはないと思っている経済学者はむしろブルジョ

ア的あるいはプチ・ブルジョア的イデオロギーに支配

されている。(U3)

このような理由で、宇野は「科学とイデオロギーの峻

別」を説く。彼は「マルクスの経済学説が正しいと考え

たからといって、その人をマルクス主義者というわけに

はゆかない」と説明し、自分も経済学の基本をMarxの

「資本論」によって身につけ、Marxの経済学説の正しさ

を認めているが、それにもかかわらず自分は「マルクス

主義者」ではない、というのである。

肯定と否定のスタンスを分けるものは頭脳労働の主体

そのものであり、研究者の問題意識を含む〈思惟様式〉

である。社会科学の自己言及的な構造から、〈思惟様式〉

への階級性・党派性の混入を避けることができないし、

また避けるべきでもない。宇野は党派性を科学の対象認

識の機能を損なうものとして警戒するがゆえに、〈原理

論〉からイデオロギー的な要素を極力排除しようとして

いるが*87、それは科学＝批判とした Marx の意図を無

にするものである。むしろ Marx 的精神による批判の

矛先はその中立性を装う「理論」に隠されたほかならぬ

階級性・党派性を無差別に暴露する、というところに現

れなければならない*88。

一般に学問的研究はいかに客観的事実によるにして

も、われわれの観念的作業に相違ないので、学説自身

もマルクスの唯物史観にいわゆる上部構造に属する観

念形態として扱わなければならないというふうに考え

られているのではないかと思いますが・・・僕には、唯

物史観にいわゆる上部構造と学問的研究の成果として

す。」宇野がここで「解決されると考えない」と言っているのは、経験は個人のものでしかなく、理論のような社会通用性をもたないがゆ
えに、そこで論争しても結局は個人の感想以上のものにはならない、という趣旨である。宇野が言及している記事は Howard Kaminsky,

”Freedom Under Socialism,” (Monthly Review Volume 2, Number 7, November 1950)のこと。
*86 ただし宇野がMarxの「資本論」研究において、「社会主義イデオロギー」によって「ブルジョア・イデオロギー」を中和できたのでそれ
が可能になったと解釈しているのは、(哲学＝批判の仕事は世界を解釈することではなく変革することだとした)フォイエルバッハ・テーゼ
におけるMarxの精神とは全く乖離する。批判においては「否定するために肯定する」ことこそが必要であった。

*87 宇野が「資本論」第一巻第 24章第 7節「資本主義的蓄積の歴史的傾向」を目に敵にするのはこのためである。Marxはプロレタリアート
の再生産と彼らのさまざまの団結形態をこそ資本制社会を掘り崩すものだとしているが (そしてこれが「法則を否定するものがその法則自
身から出る」の意味であるが)、これを宇野は誤解して流通市場だけで考えてしまい、資本主義の自動崩壊＝「商品経済史観」だと非難する
のである。・・・ただし、これに関連して宇野が労働力商品の特殊性、人口法則、利潤率の傾向的低落の法則をMarxはうまく説明しきれ
ていない、と批判している点は一考にあたいする。

*88 プロレタリアートは自己の特殊利害を一般利害として押し出す必要をそもそも持たないので、そうした暴露はいっこうに気にならない。気
にするのは中立性を装わなければならないブルジョアジーの方である。
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の学説とは別個のものだとしか考えられません。(U4)

〈思惟様式〉において、〈経験〉の意味するところは

大きい。この経験は、同時代の歴史的事象・歴史の分水

嶺であるからこそ、多くの人々の思考を駆り立て、研究

の課題を形成させる。それは決してたんなる個人的な経

験にとどまるものではない。歴史的経験は理論の端初を

形成し、その直後の表現への衝動が理論家の頭脳労働を

駆動させるのである。これを無視しては、いかなる理論

も存在し得ない。しかし、宇野はたんに経験とそこから

の下向分析、上向展開が同時ではないという理由でその

あいだの関連を切断してしまうのである。

理論と実践との統一といえば、理論は必ず実践を通

してのみ獲得され、確立されるように理解されている

のではないかと考えられますが、常識からいってもそ

うはゆかないでしょう。(U4)

元来、社会科学における研究に個人的経験がどのく

らい役立つかは、非常に決定困難な問題だと思います。

資料や統計がかかる個人的経験を全然無用にするとは

いえないと思いますが、しかし少なくとも個人的経験

による研究をもって理論と実践との統一とするのは誤

りだと思うのです。事実、個人的経験は決してそれだ

けの広さをもつものではないでしょう。(U4)

一生をかけて「資本論」に取り組んできたほかならぬ

宇野の問題意識そのものが、資本主義社会の現存とそ

のただなかでの生活「経験」を抜きにしては考えられな

かったはずである。資本主義社会とその疎外の現実が

眼前にあり、自己の存在がその一部であるからこそ、わ

れわれはそれに代わるビジョンを獲得するために「資本

論」研究に還るのではないか。

百年近くも前に書かれた書物によって与えられた規

定を今なお一生かけて研究しているというようなこと

は、自然科学などではないことかもしれないですが、

現在もなお資本主義が存続している限りはその基本原

理には変わりはないのです。(U4)

〈思惟様式〉を体現する研究者自身も、孤立した個人

ではなく、資本制社会の網の目のなかに組み込まれた研

究・教育機関の構成員として日常的な業務に携わってい

る。今日の研究・教育機関は労働者 (もっぱらホワイト

カラー)の養成機関としての目的を与えられ、国による

統制を受ける存在である。そこでの教育・研究業務は当

該機関の所有する〈研究手段〉をもって遂行される*89。

研究予算があり、研究にかかる備品・消耗品の経費、ま

た研究者自身の給与もそこから支出される。それだか

らといって、そこで行われる研究がただちに「体制的」

なものになるかというと、それは違う。科学が対象認識

を目的とするかぎり、つねに批判の視点が要求され、そ

れは否応なく「批判的」研究に結びつく。またそれを許

さなければ一国の文化水準は他国に「遅れ」をとり、時

流から取り残され、リスクのある研究開発を実施できな

い。そこでの研究の自由がその社会によってどれだけ許

容されるかは、国家の統制の強さに、さらにいえば国家

が統制目的の正当性をどの程度説得力をもって社会に受

け入れさせられるかに依存する。社会に危機的な時局が

迫るとき、研究活動への統制は容易に強化され、その手

法は予算の削減、あるいは研究者の研究手段からの排除

という形で貫徹される*90。ところが宇野は、研究の自

由について語る以前に「科学とイデオロギーの峻別」が

先だと主張し、正しい学説を信奉しているかぎりは弾圧

の対象にはならない、と楽観的に構えているのである。

宇野は Copernicusがエピクロス主義の廉で惨殺された

ことを知らないのであろうか。

「資本論」を研究しようという同じ方向をとりながら

も、論証の力を信じない人も出来るのです。僕は学問

研究の自由を守るという人々の間にまずこういう態度

が残っていることを非常に残念に思っています。そし

てそれがまた外部からの干渉をもたらす一原因をなし

ているのではないかと思うのです。(U4)

このように考えると宇野のいう「科学とイデオロギー

の峻別」は、今日の社会科学研究の一面をとらえなが

らも、限界を持つことがわかる。宇野はまず「科学」を

「学問」ないし「理論」すなわち社会通用性を持った普

遍的原理と考えており、頭脳労働そのものまたはその疎

外態とは受け取っていない。宇野にとってはその頭脳労

働の生産物のみが「科学」である。だから彼は科学活動

*89 自然科学との類推から考えて、研究者のおかれた時代・地域など環境も〈研究手段〉の一部に数えられるだろう。同じイギリスの資本主義
社会を研究するとしても、W.Pettyと D.Ricardo、J.S.Millとでは時代的な制約にしたがって異なった〈研究手段〉を有していたと考え
るべきである。

*90 研究成果を公表する媒体も研究手段であることに留意する。研究者としての身分のはく奪は、ただちに所属機関をつうじて研究成果を公表
する権利のはく奪を意味する。ただし戦前期には学術団体も大学紀要も未整備であり、民間雑誌での公表も普通に行われていた。
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の内部で自己肯定的な、あるいは自己批判的なモメント

がいかに生み出されるかを見ないのである。彼は (堕落

した)労働者党から指令される「党にしたがえ」との要

請＝統制を正しくもはねつけるが、それは感情的反発以

上のものにはなっていないのである。

他方で「完成」された「科学」理論の使い途について

は、(イデオロギーを代表する) 前衛党の役割に任せて

しまう。そこでは科学者と前衛党とのあいだの人格的・

制度的な「分業」が想定されている。そして「科学的理

論」を労働者党が選択して「利用」することこそが「科

学的社会主義」の意味だと宇野は強弁するのである。た

しかに対象認識と実践活動は領域も目的も別だとするこ

と自体は間違っていない。そのような任務としての「分

業」であるならば良い。しかし宇野の場合は、この「分

業」を固定し、頭脳労働と肉体労働の分離としてあらわ

れる〈疎外された労働〉の現実を止揚することは念頭に

なく、自身は「理論」の独占的提供者として振る舞うの

である。

科学的社会主義というのは、社会主義の運動が科学

を利用することをいうのだとぼくは思う。エンゲルス

は社会主義自身が科学になるといってるけれど、あん

なこといっちゃっ困る。社会主義というのはイデオロ

ギーでいい。社会主義が科学を利用するので、それ自

身が科学になるわけではない。(U3)

宇野特有の思考をさらに掘り下げる。論点は、1). 社

会科学の分類、2). 対象認識の真理性をてこにした「イ

デオロギー＝科学の立場」への接近である。

* * *

宇野は近代社会 (資本制社会) の形成にともなって、

社会科学のなかから経済学がいちはやく独立化したと

いう歴史的事実を重視する。初期の経済学者は同時に経

験論哲学者であり、法学者でもあった。その当時の包括

的な社会事象の解明に取り組んだ彼らはいずれも〈原理

論〉確立への途に進むことになり、そのことにより彼ら

自身を「経済学者」にした。だから宇野はこの〈原理論〉

を含む経済学を (法学、政治学、財政学など) 社会諸科

学のなかの一構成分野として平等に取り扱うことに反対

し、むしろ社会諸科学を経済学との関連*91のもとでそ

の地位が確認されねばならない、と論じたのである。法

学を専攻した Marx が経済学研究に打ち込まねばなら

なかった理由もこれから説明されるし、また弁証法論理

が経済学という一分野に適用されたものが「資本論」で

ある、との Leninの発言に宇野が反発するのもこれが理

由なのである*92。

マルクスは法律その他のイデオロギーの基礎を問

題にし、経済的基礎が変わればイデオロギーも変わる

という関係にあることを明らかにするために経済学を

やった。(U3)

このような宇野の理解は、経済学以外の社会諸科学

を経済学よりも (無意識のうちに) 一段低く見る態度に

あらわれる。つまり、それら諸科学はそれら自身の「原

理」をもたないと言い、それら諸科学と経済学との協働

を唱えはするが、自身では積極的な関心を向けないので

ある。また他方では、〈原理論〉を前述のように経験か

ら離れた論理学として無びゅう化させてしまう。〈原理

論〉の背後に人間生活の物質的生産があることを忘れ、

あるいはこれを観念的に〈経済原則〉と表現するだけで

満足してしまうのである。

・・・経済的過程ならば他の社会科学の援用なくし

ていわば独立した過程として把握され得る。そして先

ずこの過程を明らかにする原理を把握することなくし

ては一般に社会科学が学問として成立しないというの

です。それは経済学が単に法律学や政治学と並んで社

会科学の一分野であるというのでもないし、またそれ

ぞれの立場から同じ社会現象が異なって把握されると

いうのでもなく、社会現象そのものの内に一定の関係

をもってあらわれる面を、或いは層といった方がよい

かも知れませんが、そういう客観的な関係にしたがっ

て関連付けつつ把握しようというのです。経済学が社

会科学に占める地位は、こういうふうに考えて始めて

明確にされるのではないでしょうか。お互いにバラバ

ラにあるわけではないのです。(U4)

宇野のこうした社会科学観は、実は「科学とイデオロ

ギーの峻別」論を裏から補強する材料としても使われて

いる。宇野において「科学」とは〈原理論〉とほぼ同義

であり、これと法律学などイデオロギーを直接扱う諸科

*91 またそれが史的唯物論形成のそもそもの発端であった。
*92 宇野は「資本論」が「論理学」であることについては否定していない。「経済学」を弁証法論理のたんなる応用分野の一つにすぎないとみな
すことに反対しているのである。
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学とは直接は関係がない。これらとは〈段階論〉を介し

てあくまでも間接的に結び付くものにすぎないと考え

ている。これは自然科学でたとえれば、量子力学のみが

「科学」で、物性理論などは「科学」にあたいしない、と

するかのような偏狭な科学観を思わせる。また、さらに

宇野のこの結論は、諸科学が分離してきたこと、また資

本主義の純化傾向などの「客観的な根拠」をもつものと

される*93。

・・・もしこれが自明のことであれば、社会科学、殊

に経済学における科学的研究と思想的立場とが簡単に

結びつけられて、科学の階級性とか党派性とかといっ

て片付けられてはならないはずです。・・・社会科学

の各々の分野が一定の党派的な思想的立場によってそ

の科学性を主張し得るとなすことはできません。各分

野の関連は思想によってではなく、客観的根拠によっ

て統一されねばなりません。(U4)

宇野には、しかし、たんなる「科学とイデオロギーの

峻別」論から脱却して、「イデオロギー＝科学の立場」に

立つ瞬間がある。それは
●

批
●

判
●

的
●

科
●

学を意識したときで

あり、中立を装う経済学に隠されたブルジョア・イデオ

ロギーの存在を暴き、これに真の科学を対置するときで

ある。

たとえば科学とイデオロギーの区別についての M.

Weber の所説と自身の考えの違いを説明し、「「(価値)

法則を廃棄する実践」が利用するのは法則の展開自身で

はない。法則に代わるものを打ち出してゆく」のだと明

言している。ブルジョア・イデオローグがこのような発

言をなすのは不可能である。そしてWeberは「唯物史

観の批判」をもってMarxを片づけようとしているが、

「資本論」自体には一指も触れることができない、と正

しく指摘している。また、J. Schumpeterによる労働価

値説への非難 (価値法則は国際関係には適用できず、そ

のために J.S.Millも労働価値説から離れたとの論評)に

たいして、〈原理論〉と〈段階論〉の違いを考慮しない

もの、と批判するのである。またさらに、古典派経済学

者たちが「特殊的なものを一般的なものとして規定しよ

うとするし、また規定できるとしている」思い込みにつ

いて、それが真の科学の歪曲につながるものと警告する

のである。

・・・資本主義をもって無意識の内に永久不変のも

のとしている思想によるのでしょうが、学問にとって

はそういう思想は必ず真実を歪曲し、理論的研究の科

学的発展を阻害することになるからです。前には、国

家の費用をもってする大学でそういう研究 (「資本論」

の研究) は許されないのが当然だという考えもかなり

一般的にあったようですが、これはいうまでもなく当

面の政権を国家とし、資本主義を絶対化し、真実より

も現実の利害関係を尊ぶという立場です。現在でも科

学振興などといって少しでも積極的に推進され、奨励

されるということになると、そういう傾向は免れない

―といってよいでしょう。(U4)

この批判的科学の延長上に科学のイデオロギー的疎外

(イデオロギー的対立、諸学派の際限のない分裂と固定

化)を止揚する途が拓かれる。宇野が言うべきことは本

当はこれであった。宇野の消極的な姿勢がその主張を薄

め、目立たないものに変えてしまった。

・・・むしろそういう実践的立場がブルジョア的イ

デオロギーを排除して、真理を把握する。それこそ人

類的立場に立つことに役立ったと理解すべきだと思う

のです。(U4)

・・・僕は「資本論」で達成された経済学の理論が、

それ自身階級的であるから、一定の階級のために役立

つということでは「資本論」の理解をも、またプロレ

タリア階級の歴史的意義をもいずれをも理解しないこ

とになると思います。「資本論」は、何人にも正しいと

認めざるを得ないという科学性をもち、プロレタリア

階級は、この何人にも正しいと認めざるを得ない科学

を実践に利用し得る唯一の階級だというところに、そ

の両者の意義があると考えるのです。それだからこそ

いわゆるブルジョア科学の限界や、誤謬や、虚偽をも

理論的に解明することが出来るのです。科学そのもの

が初めから階級的であれば、マルクスも「資本論」を

「経済学批判」とする必要はなかったでしょう。さらに

またプロレタリア階級がその運動の戦略、戦術にこの

科学を利用し得るということは、それが階級そのもの

を廃止する最後の階級としての人類の発展を代表する

からに外ならないのです。(U4)

社会主義と資本論

最後に科学方法論から少し外れるが、社会主義社会に

おける自由の問題と〈経済原則〉との関係について触れ

る。宇野は、社会主義のもとでの自由について、当時の

*93 宇野はこの問題にかぎって帝国主義段階を度外視していることに留意せよ。宇野はMarxがそれ以前に「資本論」をまとめることができた
ことを単に「幸運であった」という一言で済ましている。
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ソ連・東欧諸国の現実とは切り離して〈経済原則〉の視

点から考察している。というのも、宇野は 1).Engelsの

自由論「自由とは必然性の洞察である」から、2). 社会

一般の必然的な成立条件である〈経済原則〉を連想し、

両者のあいだになんらかの関連があるものと予想したか

らである。しかし、このアプローチはそれほど実りある

ものにはならなかった。

自由の問題といえば・・・僕も直ぐエンゲルスの例

の言葉を思い出さずにはいられないのです。「ヘーゲ

ルこそ自由と必然との関係を正当に述べた最初の人で

ある。ヘーゲルにとっては、自由とは必然を洞察する

ことである。(必然は、理解されない限りにおいてのみ

盲目的である)」というあの言葉ですが、この言葉もわ

れわれの研究の対象となっている社会現象に適用され

る場合には、余程注意しなければならないように思う

のです。(U4)

次に宇野は資本主義社会における自由について振り返

る。資本主義社会の自由とは、その根底において商品交

換の自由であり、個人の自由もそこから導き出せる結論

にすぎない。したがって、〈価値法則〉が〈経済原則〉の

要請を「処理」できなくなるとき、つまりなんらかの経

済的な破局が訪れるときに、この個人の自由も制限され

るというのである。

資本主義社会は、我々の社会生活の根底をなす物質

的生活資料の生産を商品形態を通して実現しているの

で、その自由は根本的には商品交換の自由によって規

定されざるを得ないのです。いわゆる個人の自由もそ

こに基礎があるわけですが、これは我々の社会生活の

経済原則からの自由を意味するわけではありません。

寧ろ反対に経済原則に対しては盲目的とならざるを得

ない関係にあるので、商品経済がこの原則を処理しえ

なくなると、その自由も制限されて来るわけです。法

律や政治における自由もこの関係を反映するのです。

(U4)

宇野はさらにつづけて、社会主義社会の自由はこうし

た資本主義社会の自由の延長線上にあるものではないこ

とを指摘する*94。それはなぜかといえば、資本主義社

会の自由は資本の〈原始蓄積〉、すなわち農民の土地か

らの追放に基礎をおくものだからだというのである。ま

さしく
●

こ
●

こ
●

に社会主義社会における自由の原理を導き出

す
●

重
●

要
●

な
●

ヒ
●

ン
●

トが隠されている。

・・・社会主義の社会の自由は、資本主義的自由の

単なる発展でも、単なる「開花」でもないと僕は理解し

ています。・・・資本主義社会の自由が、土地を失っ

た農民、いいかえれば生産手段をもたないいわゆる無

産労働者を基礎にして実現されたものであることを忘

れて、われわれはその自由を考えてはならないと思っ

ています。(U4)

ここから先は宇野は言及していないことである。

A). 社会主義社会における自由、言い換えれば社会主

義社会における〈経済原則〉の実現とは、〈原始蓄

積過程〉を
●

反
●

転させることである*95。つまり、万

人がみずからを自己の自由意志のもとで生産諸手

段に結合させる権利を万人に与えることである。

言い換えれば、すべての諸個人に、職業と職場に

所属する権利を与えることである*96。

B). 諸個人の自由は、商品交換の自由としてでなく

(なぜなら誰もそれを所持していないから)、職場

に所属する自由として実現される。たとえば「表

現の自由」とは、表現すべきものをもつ諸個人が、

印刷機や出版流通の仕組みにアクセスし、作品を

表現する自由のことである。あるいは自己の創造

物を展示するための空間を確保する自由のことで

ある。これらのものは商品にはならないし、商品

として交換されることもない*97。

C). 当然のことながら、自己の成長に合わせて職場や

部署を変えることはあるだろうが、失業によって

職を奪われることはない。職場において、諸個人

は直接的に「アソシエーション」となる。これを

従来のように「企業」と表現しても良いが、そこ

で給与＝賃金 (労働力の価値) が支払われるわけ

ではない。というのも、諸個人はもはや失職する

ことはないのだから、自己の能力を切り売りする

*94 また宇野は、ソ連において「計画的発展」を「法則」と表現している理由を、社会主義における「商品経済」(〈価値法則〉)の残存と釣り
合わせるためだと指摘し、このようなソ連経済の体たらくについて「商品生産という言葉をもてあそんではいけない」と弾劾している。

*95 第 6章の「社会主義的原始蓄積」の議論 (p.145の脚注*46)を参照のこと。
*96 〈原始蓄積〉の反転をボリシェビキ党は「社会主義的原始蓄積」と表現した。p.145を参照のこと。
*97 労働証書を使った等量労働交換の対象となるかもしれないが、かならずしも交換が前提されるわけではない。
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必要がなくなるからである。

D). 上のことを再生産過程として表示すれば次のよう

になるだろう。資本主義社会のもとでの価値増殖

過程は次のようになる。

Ĝ1−W1 · · ·P1 · · ·W ′
1−Ĝ2−W2 · · ·P2 · · ·W ′

2−Ĝ3

ここで主役を演じ、自由を謳歌するのは商品

の買い手たる Ĝi である*98。

E). ところが社会主義社会ではこの再生産過程はひっ

くり返される (便宜的に労働過程の原因と結果を

Wi と表現するが、これらは商品ではない)。

W1 · · · P̂1 · · ·W2 · · · P̂2 · · ·W3

ここでなにより重要なことは、自由を謳歌す

るのは P̂i、つまり生産と消費を含む生きた物質

的生活そのものだということである。

まとめ

Rickert の提起した「歴史過程を論理的に把握する」

という課題にたいして、宇野は原理論/段階論/現状分析

からなる〈三段階論〉をもって応えた。そしてMarxの

「資本論」を〈原理論〉に相当するものとし、この意味

で上の課題は本質的にはすでに Marx によって回答を

与えられていたことを明らかにした。

宇野は〈三段階論〉を拠点に社会科学における認識主

体の問題に切り込んだのであり、その意味で彼は「科学

の立場」(für sich) から「イデオロギー＝科学の立場」

(an und für sich)に移行しつつあった。しかし彼の〈原

理論〉がそれ固有の問題点を抱えていたために、その限

界はついに乗り越えられなかった。

宇野には、しかし、たんなる「科学とイデオロギーの

峻別」論から脱却して、「イデオロギー＝科学の立場」に

立つ瞬間がある。それは
●

批
●

判
●

的
●

科
●

学を意識したときであ

り、中立を装う経済学に隠されたブルジョア・イデオロ

ギーの存在を暴き、これに真の科学を対置するときであ

る。この批判的科学の延長上に科学のイデオロギー的疎

外 (イデオロギー的対立、諸学派の際限のない分裂と固

定化)を止揚する途が拓かれる。宇野が言うべきことは

本当はこれであった。

*98 宇野の主張する「流通形態」、すなわち商品形態・貨幣形態・資本形態とは、Wi、Gi、Pi をそれぞれ固定的にとらえ、これらを流通過程の
一部として表現したものである。われわれは、これを「流通形態」としてではなく一連の再生産過程としてつかまなければならない。
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A.4 福本 (1971,1972)

福本の初期三部作、「社会の構成並に変革の過程」

(F1)*99、「無産階級の方向転換」(F2)、「経済学批判の方

法論」(F3)は 1921～1923年パリでその草稿が書かれ、

帰国後の 1926年中に刊行された。それぞれは史的唯物

論・党組織論・経済学の、いずれも方法論を扱ったもの

とされる。これらが刊行された時期を福本は次のように

回顧している。

労働運動、農民運動、政党運動が拡大し激化しつつ

あると共に、マルクス主義の自主性、人間性に立脚した

新たな方法論による研究が展開されはじめたのであっ

たが、それと同時に、支配階級の反動攻勢もつよまり、

大学には軍事教育が強化されつつあって、それはつい

に、1931年、大恐慌の血路を求めて、満州への侵略戦

争に突入するに至った。(F1 所収「私の初期三部作の復刊を求められて」

1971)

この時期を福本は (山川均の論文名に示唆を受けて)

「方向転換期」と名付けている。その意味は「従来の所謂

組合運動―経済運動から、政治運動、大衆運動へと其の

運動の方向を転換し、拡大せんとしつつある」というも

のだった。これは普通選挙法 (と治安維持法) の施行に

呼応したものであり、労働運動が従来の「冬の時代」を

脱したとの期待感と、議会闘争のための大衆政党の準備

(組織化) にかかわるものだった。この組織化にあたっ

てその指導理念 (党の世界観) が当然必要とされ、これ

を福本は「社会の構成並に変革の全過程」*100と称した。

ここでは F1と F3について、内容を整理した上で科

学論との関係から論評する。

史的唯物論の生成

F1 での福本の問題意識は、現下の「方向転換期」に

おいて組合運動的政治意識 (ブルジョア・イデオロギー)

を
●

否
●

定(福本は「揚棄」と表現するが)し、「真実の無産者

階級的意識―(マルクス主義的認識)―を戦い取ること」

(対置すること)にあった。また、そのためにさしあたっ

てなされるべきことは当時隆盛を見つつあった河上肇

「唯物史観公式の図解」、高田保馬「第三史観の方式」を

批判することにあった*101。

福本が河上を批判しなければならなかった動機は、福

本が河上の理論を E. Seligman*102のそれとともに「経

済史観」の一種とみなしたからであった。福本によれ

ば「経済史観」は、史的唯物論の生成 (イデオロギー批

判、政治批判、経済批判の三者を下向・上向の弁証法で

連関させたもの)を見ず、出来合いの「唯物史観の公式」

の「文義的解釈に終始」し、ゆえにそこから「経済学批

判」＝「資本論」が抜け落ちるという欠陥をもつ。その

ため、福本は F1と合わせて F3を執筆し、これらは表

裏一体のものと主張した。他方、高田の理論を批判した

動機は、それがブルジョアジーとプロレタリアートとの

*99 1925年 11月下旬京都帝国大学学友会「進化論講座第二部―社会進化論講座」の講演ノートに基づく。同講演には主催者側として河上肇も
出席していた。当時これを聴講した対馬忠行は次のように印象を語っている。「京大では、河上さんを相手に・・・、ボロクソでしたな。河
上さんが最前列にいて、・・・袴姿で・・・、ちょっと村夫子然とした格好で、瞑目して聞いているわけだ・・・、それで、・・・壇上で、福
本がですね、フロック・コートみたいなものを着て、金時計を、コー、ぶらさげてね。わたし、びっくりしたんですな。当時、金時計なんか
もっとる奴なんかいなかったです、時計もっているひとも少なかったです。それでね、社会主義ってのは、貧乏人の味方だってことになっ
てるけど、えらいのがいるなアて・・・。壇上ではね、マア、慇懃無礼というのでしょうかな。言葉は丁寧なんです、たとえばね、わが河上
博士におかれましては、という具合なんだな。ところが、その内容たるや、クソミソや。だがね、コー、瞑目してね、ジーッと聞いとった
のが、ぼくは印象的だったことを、いまでもぼくはおぼえてます。二日目はでなかったです。河上さんは・・・。」当時、河上は 46歳、福
本 31歳、対馬 24歳であった。

*100 なぜブルジョア社会の構成ではなく社会一般の構成であるのかについて、福本は次のように弁明している。「本来のテーマをここに全面的
に―その十分なる形態に於いて―展開することは、この短き講演に於いて、私の到底企及しえざるところ・・・ここでは、所謂有産者的生
産過程への「上向」―は単に暗示的に示されうるに止まる」。

*101 福本は N. Bukharin「史的唯物論の理論」も批判対象であったと後に記している。しかし「当時ある事情から遠慮を余儀なくされ、ブハー
リンの不充分な階級の取り扱い方についてのみ不満を披瀝するにとどめなければならなかった」としている。福本は「ある事情」なるもの
を決して語ることがないが、本稿は福本へのコミンテルン側協力者が Bukharin派に深くコミット (かならずしも同調していたとはかぎら
ないが)していたからではないかと推察する。

*102 Edwin Robert Anderson Seligman (1861–1939) はアメリカの経済学者であり、アメリカ経済学会の創設者。租税理論、財政学で
業績を積む。マルクス主義にならい歴史の経済学的解釈を行うが、社会主義には反対した。河上は”The Economic Interpretation of

History.”(New York: Macmillan, 1902)を翻訳している。
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あいだを和解させ、その平衡の上に立つ中立的な (それ

ゆえ虚偽の) 世界観*103を提唱しようとするもの、と福

本が見たからであった。

福本は F1 の準備稿として F1 所収「唯物史観序説」

の前半部 (1924.12)をとりまとめた。ここには F1の執

筆動機と河上批判の意図が簡潔かつ明瞭に読み取れるた

め、まずこれを確認してから F1本編の検討に入る。

そこでの福本の意図はブルジョア社会 (資本主義社

会)の合理的 (唯物弁証法的)批判＝科学的社会主義 (マ

ルクス主義)、ブルジョア的歴史観の批判＝唯物史観、と

いうことを立証しようとするところにある。福本が「ブ

ルジョア社会の自己批判」と表現するときはこの意味で

ある*104。空想的社会主義と経済史観はこの批判を「一

面的部分的」な形態で実現し、福本に不満を抱かせた。

これらにたいして本来のマルクス主義の世界観を対置し

たい、というのが福本のそもそもの考えであった。

交
互
作
用

ブルジョア社会科学的社会主義

図 A.1 唯物史観構成過程図式

出所：福本 (1971)、ただし二つの点線による囲みとその下部の「科学

的社会主義」、「ブルジョア社会」は筆者が付加した。

この、本来のマルクス主義の対置のために福本のとっ

た方法は、「何故にマルクスは有産者社会の批判に生涯

を捧げるにいたったか」＝「何故に唯物史観は発生する

にいたったか」を追体験することであった。まずは、物

質的条件として 1831 年リヨンの世界初の労働者暴動、

1838–1842年の英国チャーチスト運動が押さえられる。

これを「資本と労働の利害の同一性―自由競争の結果と

しての、此の一般的調和と一般的民福に関する有産者的

経済学の教義は、事実によって刻々にそのあやまれるこ

とを立証された」と整理した。

次に福本は「唯物史観の構成過程」としてMarxの頭

脳労働の働きを図解する (図 A.1)。

1).「下層建築における矛盾の発展 (a)は、ついに意識

過程において、先ずその表現を見る (b)」。(b)＝

ヘーゲル弁証法とフォイエルバッハ唯物論。

2).「この矛盾が鋭く一定度にまで意識せらるるや、

意識形態の批判が起こり (i)・・・その批判要求

は、結局経済過程の批判にまで下向する。・・・か

くて経済過程が批判され終わるや、さきの意識形

態の批判は・・・その核心において立証せられ決

定されたる、自分自身の基礎の上に立てる、一の

形態の輪郭が形づくらるるにいたる (ii)。」(i)＝

「経済学批判・序文」、(ii)＝「経済学批判」

3).「その後、再び上向運動がはじめられねばならぬ。

経済過程の批判 (ii)、政治過程の批判 (iii)、意識

過程の批判 (iv)。かかる諸過程を過程することに

よって、さきにその核心において決定せられたる

一の形態の輪郭は、まとまれる一の形象にまで

仕上げられる。ここで
い よ い よ

愈々、その内容が充実せら

れる。」

4).「而して、かくのごとき下向、上向の運動は、下層

建築の展開―拡張的再生産過程 (有産者社会の発

展、プロレタリアート運動の発展)と共に、逐次

繰り返されねばならぬ。しからずんば、一の原理

は直ちに観念化され、固定され、社会の現実性と

乖離してしまう。ここに唯物史観の発展がある。」

*103 福本はこれを自身の絶対主義論と関連させて理解していたようである。ただし福本の絶対主義論には問題があると本稿は考える。階級均衡
にもとづく国家という抽象的な意味では福本の理解は正しいが、これを絶対主義 (封建勢力とブルジョア勢力の均衡)と狭く表現することは
適切ではなかった。ボナパルティズム (ブルジョアジーとプロレタリアートの均衡)との関連付けがより適切である。高嶋 (2021)参照のこ
と。

*104 これはもちろん、ブルジョア社会が意志をもって自己を批判するという意味ではない。ブルジョア社会の矛盾という「原始判断」(梯明秀
の用語)が認識者の意識内に反映すること (認識の端初)、これを契機とする下向分析による客観的法則性 (必然性)の認識、またそこからの
上向展開によるもう一つの現実 (目的)の意識内部での生産と、これの実践を介した物質化・対象化、これらすべてを、あとからブルジョア
社会の自己展開の過程として客体的に見ることによって「ブルジョア社会の自己批判」という表現がはじめて可能になるのである。
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ここで注目すべきことは、福本が、ア).Marxによる経

済学 (科学) 研究を同時に経済学 (科学) 批判ととらえ、

これを史的唯物論形成の一つの通過点＝「過程」として

いること (ii)、またイ). 世界観としての史的唯物論が、

4). 革命実践 (これを福本は「拡張的再生産」としてい

る*105) を媒介として連続的に深化されることを想定し

ていることである。またそれゆえにウ).「経済学批判・

序文」(i)は「経済学批判」(ii)のための導きの糸にすぎ

ず、つまり (i)は (ii)の代わりになるものではなく、(ii)

は (i)によって論証されてはならない、としていること

である*106。

このような福本の科学観は「イデオロギー＝科学の立

場」を示すものとして、しごくまっとうである。つまり

プロレタリアートの世界観＝イデオロギー (i)は、科学

研究 (ii)の指針にはなるものの、これを代替するものに

はなりえない。科学研究には科学研究としての真理性・

有効性の追及という基準がなければならない。他方で、

この科学研究は、疎外された科学の現実にたいして、批

判的科学としての異議・異論をつきつけなければなら

ない。

この時点で唯一福本が批判されるべき点があるとすれ

ば、それは批判対象への容赦の無さ、である。たとえ福

本が正しい理論を批判者に対置したとしても、それが実

践的・組織的な成果に結びつかないかぎり、空しい自己

満足でしかない。それは理論への「フェティシズム」で

あり、福本自身が「唯物史観の発展」という言葉で否定

したはずのものではなかったか*107。福本は河上の誤り

を指摘するばかりでなく、いかなる共闘が可能であるの

かを語らなければならなかった。

次に F1本編の検討に入る。これは大まかに次のよう

な構成をもつ。このうち D)、E)については福本が自説

を積極的に展開している部分であるが、科学論の観点か

らはさしあたりは対象としなくてもよいだろう。本稿

はそれ以前の A)～C)に焦点をあてて福本の所説を整理

する。

A). 序論―闘争の発展と「この問題」探究の要求

B).「この問題」が唯物弁証法的に把握せらるるをう

るにいたりし根拠・条件

C). 対象と端初

D). 社会の構成 (四.概観～十一.要約)

E). 社会の変革過程

まず福本が「この問題」と言っているのは、「社会は、

いかにして
●

構
●

成されているか。またいかにして
●

変
●

革さ

れてゆくか。」である。すなわち、史的唯物論の内容そ

のものを指す。福本のすぐれた点は、これを出来合い

の哲学・理論としてではなく、人類が歴史的事件を経験

し、そのなかで生み出したものと受け取っていることで

あり、しかもこれを「問い」の形式で表現していること

である。このような「問い」は常にいつでも・自然に人

間が発想できる、というものではなかった。福本はこの

「問い」が社会のなかから出現した様子を大まかに次の

ように把握する*108。

i). 資本主義の勃興期 (1840～1850年代)：(プロレタ

リア階級が勢力をもたず)問題探究の方法、問題

の核心と輪郭をつかんだにすぎなかった。

ii). 議会的＝労働組合的時代：問題は俗流化され、歪

*105 この点をさらに補足すれば、福本の表現においては (またMarx においても)、一つのものが主体的な表現と客体的な表現とに二重に表現
されていることである。このような表現が可能になるのは、主体が科学的認識を媒介にして自己の行為を物質代謝として客体の側から解釈
し、実行するという、自覚の論理というべきものが暗黙のうちに前提されていなければならない。また、こうしたことがそもそも可能とな
るのは、労働が主客交互作用、すなわち主体と客体の交代という特殊な代謝構造を内包するがゆえにである。

*106 この点は宇野弘蔵の主張と実はまったく同一である。また福本が河上にまっさきに反対しているのはこの点にかかわる。
*107 梯はこの点から福本＝河上論争を批評した。すなわち、河上は確かにブルジョア社会の疎外された大衆意識の自然発生性におもねり、わか

りやすく通俗化された「唯物史観の公式」を宣伝したにすぎなかった。しかし、福本もこれに理論的に「正しい」史的唯物論をぶつけたに
すぎなかった。梯はこれを「社会的資料としての大衆を政治に登場せしめる通路」が福本の「意識闘争」と河上の「唯物論」に分裂してい
る事態として描いた。こうした状況を突破するには、戸坂のいう「科学の常識化」の視点が必要であった。なお高嶋 (2021)を参照のこと。

*108 この把握はおおざっぱなものであり、本来は各国の階級闘争の詳細な分析を要するであろう。さらに、帝国主義の時代の叙述には、ヨーロッ
パ、日本、ロシアの特殊なつながりをも明らかにする必要があったであろう。たとえば、幸徳秋水は英国の著述家 J. M. Robertson(1856–

1933) に影響を受けて帝国主義の認識に達している。Robertson はイギリスがドイツとの対立関係のなかで消極的帝国主義国に変転して
いったことを 1899 年に自由主義の立場から批判しようとしたのだった。幸徳はこの思想を平民社の日露戦争反対闘争のなかで獲得し、こ
れを 1901年に著述した。彼にとって日露戦争とは帝国主義戦争にほかならなかった。Leninも日露戦争を帝国主義と認識し、これを革命
的敗北主義の観点から (すなわちロシア革命への導火線という観点から) 評価したのだった。資本主義の誕生/発展/没落という三段階把握
は、福本が Leninから継承したものだとみなせる。
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められ、忘却された。

iii). 帝国主義の時代：Lenin「資本主義の最期の段階

としての帝国主義」。問題は復活され、展開され

た。Luxemburg、Bukharin。

次に福本は「この問題」が 1840～50年代にMarxと

Engelsによって
●

ど
●

の
●

よ
●

う
●

に回答されたのか (方法論)を

明らかにする。これは唯物史観 (史的唯物論) がいかに

して唯物弁証法 (弁証法的唯物論) から形成されるかを

説明する。

1). 方法：ブルジョア的な方法にたいする「合理的な

全部的な」批判＝唯物弁証法によって

其の合理的な体容に於いては、弁証法は・・・

有産者並に其の理論拘泥的な代弁者にとって一の

凌辱であり、恐怖である。なんとなればそれは現

存事態の肯定的理解のうちに、同時にまたその否

定の、その必然的没落の、理解をも包含している

から。凡ての生成されたる形態を運動の流れに於

いて、従ってまたその無常的方面より理解するか

ら・何者にも自らを奪わしめず、その本質上、批

判的であり、革命的であるから。「資本論」第一巻

2). 問題そのものの唯物弁証法的把握

a). ブルジョア社会 (＝眼前にある「最後の形

態」)からの「倒叙」的方法*109＝対象

●

有
●

産
●

者
●

社
●

会は最も発達し且最も多様化し

たる生産の歴史的組織である。その諸関係を

表現するところの範疇、それらの関係の編成

の理解は、同時に、没落し去ったあらゆる社

会形態―その廃墟と要素の上に有産者社会は

築かれたものであって、それらの廃墟と要素

とのうち、一部、なお克服せられざりし遺物

はこの有産者社会内にその余命をつなぎ、一

部 (いままでは) 単に暗示にすぎざりしもの

が、ここまでは十分なる意味にまで展開して

いるのである―の編成並に生産関係について

の洞察をそれに与える。「経済学批判」

b). 理解の契機：ブルジョア社会の自己批判の

開始

所謂「歴史的発展」は、一般に最後の形態

が過去の諸形態を自分自身に対する段階とし

て観察し、そして過去の諸形態を
●

常
●

に
●

一
●

面
●

的
●

に理解する―なぜなら、この最後の形態は、

稀にそして全く、一定の条件の下にのみ自分

自身を批判し得るから。・・・かくて有産者

経済学も、
●

有
●

産
●

者
●

社
●

会
●

の
●

自
●

己
●

批
●

判の始まるや

否や初めて封建的、古代的、東洋的社会の理

解に到達したのである。「経済学批判」

c). 批判の主体＝プロレタリアートの歴史的使命

とその認識特徴

(これについて後述)

3). 端初 (Anfang)：商品生産過程 (労働の二重性)

商品生産過程は労働過程と価値形成過程の統

一としてあること、またこの価値形成が「或る点

以上に引き延ばさるるとき」価値増殖過程となる

こと*110。

2-cにおいて、唯物弁証法のいわゆる「否定の否定」と

称される論理が示される。これは宇野弘蔵が〈原理論〉

に不純な段階的要素を紛れ込ませるものとして、かたく

なに拒絶したところの論理である。

福本は、まずブルジョア社会の内部にその「内在的矛

盾を暴露する階級」にして「自己批判の主体」たるプロ

レタリア階級が創造されることを説明する。ここで、プ

ロレタリアートが「その存在の内的必然により、否定せ

られている階級」とされているのはどういう意味か、が

問題となる。これに回答すれば、次のようになる。すな

わちプロレタリアートは、生産諸手段と結合されること

によってはじめて生活できる階級、しかし結合されるた

めにはまえもって生産諸手段から切り離されていなけれ

ばならない階級、という意味である。

したがってプロレタリアートは自己の労働 (しかもあ

*109 「倒叙」的方法とは福田徳三 (1874–1930)が「社会政策と階級闘争」(1921)で唯物弁証法に投げつけた非難の言葉である。福田はこの言
葉で唯物弁証法の特徴を的確な表現した。つまり唯物弁証法は倒叙型のミステリー小説のように犯罪事件現場が構成されたあとで、現場の
痕跡から遡って犯人を告発する。福田がこれを誤りとするのは、ブルジョア的演繹法が時間を順方向にしかたどる術をもたないからである。

*110 唯物弁証法において、いわゆる「量の質への転化」と称される論理が示される。この商品生産過程の認識は、経済学批判における商品の分
析 (また商品に示される労働の二重性)から引き出されている。
ところで、(労働過程と価値形成過程との統一としての)商品生産過程について、これを先資本制社会の単純商品の生産過程であるかのよ
うに福本は理解しており、また「資本論」もそのように解釈できるような記述をなしている。しかし、そのように理解すると、あたかも価
値 (あるいは抽象的人間労働一般)というものが非資本制社会にも広く一般に存在するかのような誤解につながる。またこの理解がおかしい
ことは、価値増殖過程を基準として逆に「価値形成過程」なるものを説明しようとすればたちどころにわかる。
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くまでもその可能性＝労働力)しか社会に与えるものを

もたぬ存在として、その非人間的な自己の実存を否定し

なければならない。いかなる方法によってか。「彼自身

の生活条件を揚棄」することによって。つまり生産諸手

段から切り離されているという状況そのものを否定する

ことによって。この否定こそは彼の階級的要求そのもの

になる。

プロレタリアートが生産諸手段をもたない者として生

産諸手段に自由にアクセスする権利を要求するとき、そ

の反面として資本家、土地所有者は生産諸手段を占有す

る者としての地位を失わねばならない。つまりプロレタ

リアート以外の諸階級もプロレタリアートにならざるを

えない (「収奪者が収奪される」)。こうして「無産者階

級が自己の階級利益を徹底的に主張することは同時に全

階級利益を揚棄することとなる・・・かかる全階級利益

の揚棄をば、直接には、自己の階級利益を徹底的に主張

することによってのみ実現しうる」。これは「
か つ

嘗て有産

者階級が、直接には社会全体の利益を標語とすることに

よって結局彼自身の階級利益を主張実現した」ことと鋭

い対照をなす。

福本は、以上のようなプロレタリアートの歴史的使命

から、その特徴的な思考法を次のように簡潔にまとめ

る。そしてこれこそが「イデオロギー＝科学の立場」を

端的に表現するものである。

a). 事物を媒介性 (Vermittelung) において観察す

る*111。

b). 事物をその生成 (Werden)において観察する。

c). 事物を全体性 (Totalität) において観察する。ゆ

えに、その自己認識は同時に全社会の客観的認識

となる。

d). (a～cのような認識をもつ)プロレタリアートは、

認識の主体であると同時に認識の客体となる。

ヘーゲル弁証法の企てた主客の統一 (思考と存

在、理論と実践の統一)は、プロレタリアートの

出現によってはじめて完成される。

このように簡潔にまとめられた標語は、しかし、その

見かけほど簡単なものではない。これをたんなる「イデ

オロギーの立場」に貶めないためには、プロレタリアー

トの主体的な認識が、同時に全階級的な、客観的な認識

となることが必要であり、そのことを保証する制度的＝

社会的手立てが必要となるからである。そのことが自覚

されないとき、唯物弁証法は空念仏になり果てる。これ

こそがロシア革命後 100年の教訓であった。

経済学批判

F3について、F1と同様の整理を行う。それに先立っ

て、F3の成立過程について福本の問題意識に即してま

とめる。

福本は 1924 年 12 月に「経済学批判のうちにおける

「資本論」の範囲を論ず」(F3a)を公表した。これはすで

に構想としてあった F1の内容から当然に導かれるはず

の経済学批判の体系 (またそれは「経済学批判」序説に

見る「資本論」のプランに一致するものだった)と、実

際に完成された「資本論」目次とが一致しないこと、あ

るべき政治過程/意識過程/国際過程が含まれていない

ことを論じたものであった。福本は「経済学批判」の当

初プランを資本制社会の現実論、「資本論」を資本制社

会の本質論と区別し、後者は前者の一部にすぎないと結

論した。この部分は後に「プラン論争」と呼ばれる論争

を生むことになる*112。1926 年 2 月に F3a を第 12 章

として組み込むかたちで F3本編が刊行された。

他方で、「資本論」が欠落を含み完成していないがゆ

えに福本はこの欠落を埋めるべく日本資本主義の現状分

析を開始した*113。これは宇野の〈三段階論〉の枠組み

では、本来〈現状分析〉にあたるものとなるが、このと

きに〈帝国主義段階論〉をどの程度意識していたかは議

論の余地が残る。

そこで以下では、F3aを起点に、必要な範囲で F3本

編に触れながら経済学批判にかかる福本の考え方を整理

する。

F3a について最初に指摘しておこなければならない

*111 媒介性とは直接性の対語であり、ここでは序説の弁証法にしたがい下向/上向の過程を経て事物を認識することを指す。ここにおいて事物
は直接的にではなく、豊富な範疇によって媒介的に規定されたものとして把握される。

*112 河上肇「マルクスの所謂社会的意識形態について」(1926年 1月)、福本和夫「資本論の構成並に範囲について河上博士に答う」(1926年 4

月;F3b)、櫛田民蔵「経済学批判の方法論についての一感想」(1926年 10月)
*113 「経済史の研究方法」(1926年 3月;F3c)、「日本資本主義社会の自己批判」(1926年 6月;F3d)。ただし福本の関心は絶えず現状分析から

歴史的過去 (マニュファクチュアなど)の方面に流されている。
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ことは、これが福本自身による日本の地での「経済学批

判」(イデオロギー闘争)にほかならないということであ

る。批判の対象となるものは「資本論」第二巻最終章を

めぐっての福田＝河上論争であった。福本は両者がとも

に間違っていること、そして両者を誤らせたつまづきの

石が、経済学批判全体に占める「資本論」の地位にたい

する誤解にあることを明らかにした。またこの論争が出

現した物質的背景には資本制社会の〈帝国主義段階〉へ

の変転*114があることをも指摘した。

福田徳三の主張は次のようなものであった。「資本論」

第二巻の再生産論には「純粋資本主義」の想定があり、

これを素直に受け取れば資本主義は永遠に発展してゆく

ものと結論される*115。にもかかわらずMarxは必死に

資本制社会の必然的没落論を論証しようと無駄な努力を

しているのであって、その結果第二巻の記述はおかしな

ものになる。

これを受けて福田は、マルクス主義者が (資本主義の

自動崩壊と) 階級 (闘争) の廃絶可能性を論じているの

は「楽観」にすぎず、また自分は金融資本の害悪を減じ

るためにこそ (労働者の側に立って) 社会政策の必要を

提起しているのだというのである。

社会主義は、少なくともマルキシズムの説に於いて

は、此の闘争 (階級闘争)に関する唯物史観として極め

ての楽観説を持している。即ち此くの如き階級の対抗

は、資本主義がそれ自ら必然的に崩壊すべき必然的運

命を有するものであるから、之と共に亦当然早晩消滅

すべきものであるというのである。

私の解する社会政策は此様な楽観に
ふ け

耽らぬもので

あって、資本主義をもって、其自らに崩壊すべき必然

的運命を有しているものとは認めない。この儘に放擲

して置けば、即ち必然的運命に任せて置けば、資本増

殖の勢は益々強烈となりて人生の真正の厚生幸福は全

く其のために蹂躙せらるる外はない。我々は必然の運

命の到来に一任せず人為の政策をもって此の大勢に対

抗せねばならぬと主張するものである。是が社会政策

存在の理由である。「社会政策と階級闘争」

しかし実のところ福田は産業資本の立場から金融 (銀

行)資本の行き過ぎに規制による歯止めをかけようとし

ているだけであって、労働者の味方をしているのは見か

けにすぎない。あるいは資本と労働とのあいだに立っ

て両者を調停しようとする役割を演じる「中間派経済学

者」*116にすぎない、と福本は批判する。このような福

本の見立てはまったく正しい。

そしてこの福田の立論を可能にしているものこそ、

「純粋資本主義」の想定 (第二巻に顕著にみられ、これ自

体は〈原理論〉の前提にすぎない) を現実そのもの (な

いし現実の理想化された姿)とみなす、暗黙のブルジョ

ア・イデオロギーである。だから福本はこの論争の背後

に、経済学批判の方法にかかわる難問が隠れていること

を直観し、本質論から現実論への飛躍の困難としてこれ

を取り出し得たのである。したがって福本の問題提起

は、後の宇野〈三段階論〉登場の序曲となるべきもので

あった。

もう一方の論争者、河上肇の所論についてはどうか。

河上は福田への批判に際して、「資本論」第二巻と第三

巻とのあいだに欠落があることは認めるものの、その欠

落を埋めることは難しくなく、したがって福田の主張

する資本主義の永続性 (資本主義の自然没落の否定) は

成り立たないものと、まったく楽観的に考えている。つ

まり、河上は問題の存在そのものを認めていないので

ある。

「資本論」第二巻の最後の章がその進むべき最後の点

にまで進んでいないことは吾々の同様に認むる所であ

る。そうして、これは吾々から見ても実に「惜みても

余りある」ことであるが、吾々が之を惜むのは、「資本

論」第二巻と第三巻との間に当然架けられてなければ

ならぬ橋が原著者によって完成されずに終わっている

ことに存するので、第三巻に於て「
に わ

俄かに足を間道に

踏み入れ」その第二巻の研究と「両立せざる議論に堕

してしまった」のを惜むのではない。河上「社会問題研究」第三巻

13 冊

*114 1900年～1912年にM. I. Tugan-Baranovskyと R. Luxemburgの論争 (第 4章参照)があり、日本においては同じ論点が 1921年の世
界恐慌を契機にあらわれたと福本は理解した。そして日本の論争はある意味でヨーロッパでの論争の蒸し返しになっていると見ていた。

*115 ここで福田はあくまでも想定でしかないものを現実像そのものとし、しかも現実に較べれば「過剰生産」への考慮が足りない、という程度
に考えている。しかし、「過剰生産」は〈帝国主義段階論〉の要素として、当然「資本論」からは除外されるべきものであった。

*116 この「中間派経済学」にはさらに小泉信三「価値論と社会主義」(1922)、高田保馬「経済学研究」(1924)も含まれる。小泉は隆盛しつつあ
るマルクス経済学を「基準」として、古典派経済学の「なお棄つべからざるもの」を引き揚げるべく努力し、高田は「資本増加に関するマル
クス説」を「金融機制の分析という立場」から「批判」的に読み込みつつ、「資本主義的組織」の必然的変化を「社会学的」に「論証」しよ
うとしている。これらは帝国主義時代の「中間派」として、ドイツ (枢軸国)においてはファシスト経済学、イギリス・アメリカ (連合国)に
おいてはケインズ経済学としてあらわれるものである。
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このような河上にたいして福本は当然にも「河上博士

はこのあるべからざる橋を想像してこれさえあらば、第

二巻、第三巻によって、この問題がやすやすと解釈され

るものなるが如く考えられるが故に、その限界「資本

論」第二巻の地平線を超えることができなかった」と批

判している。

河上は、この福本の批判の意味するものを理解できな

かった。この理由は、河上が F3a冒頭にある福本の「社

会の構成」―純経済過程/国家 (政治)過程/意識過程/国

際過程―に反発し、そもそもの福本の問題意識を把握す

ることに失敗したからである。ここには河上の特異な思

想的地金―キリスト教徒＝自由主義者として社会主義運

動に身を投じた河上の出自―が隠されている。福本はそ

れを見抜くことができず、これ以降の両者の論争はかみ

あわないものとなった。

河上が反発したのは、福本が意識過程と経済過程を分

離させて描いたことにたいしてであった。そのことは以

下から見て取れる。

私の見るところによれば、社会的意識形態の或るも

のは (私は仮にその或るものを経済的意識形態と名づ

ける)、現実の土台たる社会の経済的構造と分離し得べ

からざる連絡を有つ。それは土台のなかに織り込まれ

ている。・・・かくて・・・現実の土台たる社会の経済

的構造の研究は同時に社会的意識形態の或る主なるも

のの研究となる。・・・「経済学批判」および「資本論」

両書とも、或る意味においては、全然資本家的社会の

意識形態の研究から成る。しばらく之を「資本論」に

ついてみるならば、その主題たる資本そのものが、一

定の歴史的の、社会的意識形態である。河上「マルクスの所謂社

会的意識形態について」

なぜ河上がこれほどまでに経済と意識の分離に反発す

るのか、実に奇妙に見える。われわれからすれば、この

分離は疎外された労働の現実そのものである。すなわ

ち、経済過程にはたしかに人間が登場するものの、それ

は商品人間 (すなわちもの言わぬ商品を代弁する商品所

有者) にすぎない。現実の意識は肉体労働から分離し、

消費活動のなかで獣的で断片的な半意識として観察され

る。そして頭脳労働 (イデオロギーの生産) そのものは

政治過程と結びついて、河上が所属し、まもなくそこか

ら放逐されることになる京都帝大など教育・研究機関で

行われている。意識過程が経済過程から遊離しているの

はその意味では当然であり、むしろこれに激しく反発す

る河上の心理こそ推し測りがたい。

河上の思想の奇妙さを解くカギは、たとえば杉原

(1972)を見ることによって得られる*117。すなわち、河

上は (三木清と同様に) 実は一度もマルクス主義者で

あった試しがないか、あるいは Kuusinen流の「マルク

ス主義者」ではあった、と言うべきである。その精神的

支柱は生産力主義であり、進歩史観である。その楽観主

義は勃興期ブルジョアジーのそれと同一である。だから

河上はキリスト教的慈善主義を一度も手放すことなく社

会主義運動を実践し、そこになんの矛盾も感じずに済ん

だ*118。

福本は河上の批判を「虚構」であり「誤謬」であると

いうが、これらの反論は河上の本性を暴露するものでは

ない。前者の「虚構」の部分は河上が福本の文章を揚げ

足取りで論難していることにたいして直対応している

だけで、河上はなんら痛痒を感じない。後者の「誤謬」

の部分は、河上の経験批判論を攻めるが、これはあべこ

べである。河上は、経験批判論を信じ込んでいるから経

済的意識形態を持ち出しているのではない。河上は自

己の世界観 (「人生と経済」) に都合の良い説明道具と

*117 杉原四郎は河上の孫弟子にあたり、河上の人物像を好意的に描いている。それによれば、河上は「経済」と「人生」を不可分のものと見て
おり、「大正および昭和期における河上の著作、活動の跡をたどってゆくと・・・経済学上の系列に属するものと・・・人生論的系列に属す
るものとの二種の著作がまじり合いながら公刊されているのに気づかされる。・・・河上特有の人生論的経済観が、彼のすべての著作活動
の根底に横たわっていることが重要なのである」。杉原は河上の思想を 3点にまとめている。1).「分労＝生産と共楽＝消費との両面から経
済の構造をとらえ、その発展を人類進化の法則としておさえるという視点から、経済と人生との関連を広いパースペクティヴのもとで考
察」、2).「生産力の発展→労働時間の短縮→生活の多面的向上という因果関係」、3).「近代、とくに産業革命による生産力の発展を基礎とす
る社会の動向に・・・明るい期待をよせ」たこと、である。2).に関して河上においては「労働が人間にとっての本源的費用であり、節約さ
れるべきコストでもある」とする (これを杉原は「マルクスの経済本質論と相通ずる」と評しているが、噴飯ものである)。

*118 河上がこの時期にオーストリア流の経験批判論 (マッハ主義)や限界効用理論に惹かれた理由にも (またスターリン主義の精神的源流にも)

これにより新たな光を当てることができよう。つまり、両者に共通するものは、列強に隣接した遅れた弱小国家における民族ブルジョア
ジーの精神 (ただし唯物史観の鎧を着込んだ)である。オーストリアの場合はドイツ帝国とロシア帝国のはざまで民族的アイデンティティの
未確立に苦しんだ。Kuusinenの場合も、フィンランド人として同じ精神を共有した。河上の場合は、福本よりも一世代前の理論家として
日本民族ブルジョアジーと多くのものを共有していた。河上が 32 年テーゼ (Kuusinen) を翻訳することになったのも、これを考えればな
んら不思議なことではない。
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して唯物史観を利用している。その「生産力と生産関係

の照応」について、因果関係でなければなんであるか、

と悩んでマッハ流の相関関係を持ち出したにすぎない。

だから福本が攻めなければならないのは、河上の「経済

的意識形態」論の背後にある「人生論的経済観」である

べきだった*119。また、河上による批判は「資本論」の

範囲をめぐるそもそもの論点をずらすものであり、理論

家としての誠実さに欠けたものであることを暴露すべき

だった。

次に F3 本編を整理する。これは F3a と同じく、そ

の主題はブルジョア経済学 (とりわけ福本が「中間派経

済学」と規定したもの)への批判そのものであるが、福

本はこれを、Marx が (経済学批判としての)「資本論」

をいかにして創造したか、という視角から再構成してい

る。というのも、「中間派経済学」とは帝国主義 (「自己

批判期」) の包囲のもとで没落しつつある「自由主義」

(「旧経済学」)を救い出そうとする試み*120であり、そ

のなかで「社会主義経済学」(「新経済学」)を否定しさ

ることがなんとしても必要とされたからである。この

否定は、ひとつには 1900年代のウィーンにてオースト

リア学派の手でなされ、いまひとつが 1920年代の日本

においてなされている、と福本は見た。そしてこの否定

(攻撃)が、いまや誰の目にも明らかな〈原理論〉として

の「資本論」と眼前にある帝国主義の現実との乖離、と

いう一点に集中しており、、その乖離の理論的表現が「資

本論」第一巻と第三巻との「矛盾」であった。したがっ

て、その「否定の否定」はMarxの精神活動を 1920年

代の日本において呼び起こすこと (「経済学批判の方法

論」の探求)にほかならない、と福本は考えた。

F3の大まかな構成は以下のとおりである。

A). 研究方法一般 (序、第 1章 マルクス的弁証法～第

3章 経済学批判の目的並に対象)

B). 始元的商品をめぐる考察 (第 4章 端初)

C). 階級闘争と経済学批判 (第 5 章 問題の転向―提

出～第 9章 階級闘争の経済的根拠と傾向)

D). 経済学批判のプランと帝国主義 (第 10章 経済学

批判の体系と「資本論」の体系～)

このうち A).は主に F1からの接続部であり、ここで

は省略する。B).は「資本論」冒頭の「商品」とは何か、

にかかわる議論であり、これはいわゆる「価値論争」の

一部を構成する*121。福本はこれを〈端初〉にかかわる

問題と位置付けた。C).は〈原理論〉の枠内で経済学批

判 (「資本論」) と階級闘争との関係を問うたものであ

る。D).は F3aを含み、さらに「資本論」と当時の経済

現実とのかかわりを議論するものである。

B).について。これは「資本論」冒頭の次の文の解釈

をめぐっての論争である。

資本家的生産様式の支配している社会の富は、一つ

の「巨大なる商品集成」として、個々の商品は、其の

(資本家的生産様式の支配している社会の富の)初等形

態 (seine Elementarform)として見える。我々の研究

は、だから、商品の分析をもって始まる。「資本論」第一巻

ここで分析の対象とされる「商品」(始元的商品)につ

いて、櫛田、河上は (理由はそれぞれ異なるが) いずれ

もこれを「単純商品」、つまり資本制社会に先行する社

会諸形態においても観察された商品のことだとしてい

る。福本はこれらを批判の俎上にのせるが、実に歯切れ

が悪い。

私が二氏の研究にあきたらず思う点は、先ず第一に、

*119 福本は河上の思想を「中間派経済学」、「小有産者的経済学」と表現するが、河上の理論が福田、小泉、高田のそれとは異質であることには
注意していない。福本が「

あまね

普く読者の知らるるであろう如く、河上博士は、マルクス経済学の熱心なる「略解者」であり、「弁護者」である。
と同時に、マルクス経済学の根柢の否定者である」と言っているのは結果的には正しいが、河上の本性を見抜いた上のものではない。

*120 たとえば小泉信三は、大正デモクラシーの雰囲気のなかで教育を受けた自由主義者として、1910 年の大逆事件に衝撃を受けた。当時創刊
されたばかりの「三田文学」に結集した文学者たち (森鴎外、永井荷風など) はこの事件に一様に嫌悪感を示し、小泉もその心情を共有し
た。しかし、彼の精神は帝国主義批判には向かわず、あくまでも自己の自由主義的信念を守りつつ、リカード経済学を延命させることを第
一義とした。武藤 (2016)を参照のこと。

*121 「価値論争」はもともと小泉信三「労働価値説と平均利潤率の問題―マルクスの価値学説に対する一批判」(1922.2) によって提起された
ものだった。これへの批判の一つに二葉大三「労働価値説の一弁護―小泉教授の「マルクスの価値学説に対する一批判」を難じ高畠氏の批
評に及ぶ」(1923.3) があった。ここで二葉は、「資本論」冒頭の「商品」とは単純商品のことであり、ゆえに第三巻の記述とは矛盾しても
いっこうに差し支えないとの詭弁を弄した。当然ながら小泉は「三度び労働費用と平均利潤率の問題を論ず」(1925.4) でこの詭弁を退け
たが、これが櫛田民蔵と河上肇の批判を呼び起こすことになった。すなわち、櫛田「学説の矛盾と事実の矛盾―小泉信三氏のマルクス評」
(1925.6)、河上「マルクスの価値論に対する小泉教授の批評の批評」(1925.5)、櫛田「資本論劈頭の文句とマルクスの価値法則」(1925.6)、
河上「資本論劈頭の文句とマルクスの価値法則 (櫛田民蔵氏の問題の論文について) 其の一」(1925.7) である。この経緯について、向坂編
(1958)を参照のこと。
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一般に方法論的考察が、殊にまた所謂「資本論劈頭の

文句」の解釈いかんの問題についても、所謂「端初」に

就いての方法論的考察が、殆ど全く省みられていない

といって差し支えなかろうとおもわれる点である。

ここでは「方法」がないことが問題とされているばか

りで、その「結論」については、それを明確に否定して

いない。それというのも、福本自身の結論も上の両者と

それほど変わりないものになってしまっているからであ

り、この福本の逡巡は Engelsによる誤った解説に由来

する。以下、そのことを説明する。

まず、櫛田、河上の説は以下のようにまとめられる。

これを福本は、櫛田については「歴史上の事実」を重視

するあまり「抽象性」を無視した誤り、河上については

反対に「歴史性」を無視した誤り、と批判する。

a). 櫛田の場合：「個々の商品」と「商品集成」につい

て、「文義上・・・二つの読み方がありうる」とし

て、以下の二通りの結論を引き出す。福本はこれ

を「真実の外観だけはとらえうる」と批評する。

i).「個々の商品」は「商品集成」の対立物であ

る。seine Elementarformは「原始形態」と

訳すべきで、歴史的 (に遡る) 意味での単純

商品のことである。

ii).「個々の商品」は「商品集成」の部分である。

seine Elementarformは「成素形態」と訳す

べきで、歴史的意味をもたない論理的な資本

制商品のことである。

その上で櫛田は、「個々の商品」は現実の資本

制商品か単純商品かのいずれであるはずだ、そし

てMarxによる分析の内容は現実の資本制商品と

するならば抽象的過ぎ、一種の理論的虚構と考え

ざるを得ない。したがって、これを現実のものと

するならば過去に実在した単純商品のことでなけ

ればならない、と結論するのである。そして「マ

ルクスが「資本論」で価値法則を考察した社会は、

明らかに資本家以前の社会」だとしてしまった。

b). 河上の場合：「資本家的商品」から「資本性」を捨

象した、純粋な「商品性」をもつもの＝単純商品

と理解する。このように判断する理由として「経

済学批判・緒論」にある経済学批判のプランにあ

る「多かれ少なかれ総ての社会形態に遡る」とこ

ろの、最も「一般的な抽象的な規定」がそれだと

するためである*122。

こうして河上は、櫛田とは違う理由で「価値法

則は、商品としての商品・・・に関する法則であ

るからそれは生産物が、商品としての性質を具備

して来れば来るほど、益々現実における生産物の

交換に当て嵌まる」として、単純商品にも資本制

商品にも等しく成立するもの (後者により完全に

適用されるもの)と結論するのである。

ここで福本が批判の基準としたものは、〈始元的商品〉

が同時に満足すべき「抽象性」と「歴史性」という弁証

法上の要請である。これを福本自身は「今資本が中心と

して考えられるここでは、商品は「最も単純なる範疇」

として見える (論理上)、と同時に歴史的には「最初の範

疇」として、「資本家的生産の基礎並に前提」として見

える」と表現している。その意味は〈労働一般〉という

範疇の扱いに照らせば明瞭となる。つまりここでの商

品は、資本制社会の富を分析したものとして論理的に最

も単純なものでなければならない。しかし、この商品は

(財や生産物のように) 歴史的被規定性を奪われてはな

らない。あくまでも「資本家的生産の基礎並に前提」で

なければならない。これは〈労働一般〉が論理的にはあ

らゆる具体的有用性を捨象されたものであると同時に、

このように抽象的に把握すること自体がけっして古代に

おいてはなしえなかったこと、その発見には A.Smith

とその時代が必要であったことを想起すれば了解される

だろう。

このように考えれば、〈始元的商品〉は
●

資
●

本
●

制
●

商
●

品で

あり単純商品であってはならない、という結論は自然に

引き出されるはずである。またそうでなければ〈価値法

則〉があらゆる社会に存在することになってしまい、そ

れを「廃棄する」ことの意味が不明確になってしまう。

しかし、どうしたことか福本はそのように考えない。こ

こに解明すべき問題が隠されている。

*122 河上の指摘する該当部分は「経済学批判」から省かれたところの「唯物史観の公式」のことであるから、河上はまったく誤解していると福
本は批評している。



A.4 福本 (1971,1972) 323

図 A.2 「資本論」の端初の表式

出所：福本 (1972)

1)���������	
�����

有産者的富(�����������

����� !"�#)

3)個々の商品(又は各商品又は商品)
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【同一の材料―媒介的具体性に於ける対象】

商品

(1)単純商品

(抽象的であるがゆえに先資本制社会にも

妥当)

【端初】
下向

上向

I2直接性 II2媒介性(規定性)

31一つの巨大なる商品集成 貨幣

資本

図 A.3 修正した「資本論」の端初の表式

出所：福本 (1972) をもとに筆者作成

結論から言えば、福本は次の Engelsの解説に引きず

られて〈始元的商品〉は「単純商品」のことであると誤

解して結論付けてしまった。「しからば、資本家的商品

に対して、かくの如く二重の意味をもつところの商品と

は何か。それは単純商品でなければならない。蓋し、商

品は単純商品か、資本家的商品かの何れかに限られてい

るから」。

事物と其の相互的関係が、固定的なものとしてでは

なく変化的なものとして理解せらるるところでは、そ

の思考写像、概念も亦、同様に変化と転形とに投ぜら

るるということ。それらは硬化せる定義中に封入せら

るべきではなくて、
●

其
●

の
●

歴
●

史
●

的
●

形
●

成
●

過
●

程に於いても、

また
●

論
●

理
●

的
●

形
●

成
●

過
●

程に於いても展開せらるべきもので

あるということは自明の理だ。

ここに於いてか、何故に、マルクスは「資本論」第

1 巻の端初に於いて、―そこで彼はその
●

歴
●

史
●

的前提と

しての
●

単
●

純
●

商
●

品から出発している。しかしてのち、更

にこの基礎から資本にまで到達せんがために。―、正

に
●

単
●

純
●

商
●

品から
●

出
●

発して、
●

概
●

念
●

的にまた
●

歴
●

史
●

的にも第

二次的な形態から、すなわちすでに資本家的にモディ

ファイされた商品から出発しないかは、極めて明白と

なるであろう。エンゲルス序文・「資本論」第三巻

こうして福本は図 A.2 のような表式を描く。ここで

は確かに下向・上向の弁証法が駆使され、下向限界とし

て〈端初〉が指定されてはある。だからこそなおさら、

そこで指定されたものが「単純商品」であるのはおかし

いのである (「ブルジョア社会の富」を分析していたは

ずが、その〈端初〉が社会一般に存在しうるものとされ

ているから)。

本稿は図 A.2 を図 A.3 のように書き直すべきことを

主張する。ここでは「個々の商品」は「巨大なる商品集

成」の一要素でなければならない。この両者は互いに無

関係なものではなく、互いが互いを前提する。つまり

「個々の商品」は「巨大なる商品集成」のなかにあって

はじめて意味をもつ。「個々の商品」単独では無意味・

無目的であり、他の商品と交換されてはじめて意味を持

つ (「他人のための使用価値」) という歴史的被規定性

を帯びた特殊な商品だからである。

他方、この「個々の商品」が「巨大なる商品集成」と切

り離されたとき、もはやそれはもとの資本制商品と同一

ではない。単純商品に転化するのである。これをいくら

交換し、消費したとしても、それだけではその後に「巨

大なる商品集成」をもたらすことはない。したがって、

資本家的富にまで上向することはない。このことは、実

*123 なお (X)の部分は、記述として奇妙であり、正しくない。それは次のとおりである。
「でも生産物の商品への発展、商品流通、従ってまた一定の限界に於ける貨幣流通、従って或る程度まで発展したる商業は、資本形成の、
並に資本家的生産の

●

前
●

提であり
●

出
●

発
●

点である。我々は、資本家的生産の
●

最
●

も
●

単
●

純
●

な
●

る
●

要
●

素
●

と
●

し
●

て
●

の
●

商
●

品から
●

出
●

発することによって、我々は
かかる前提として商品を取り扱う。
他面に於いて、しかしながら、資本家的生産の生産物、結果は、商品である。資本家的生産の要素としてあらわれるところのものが、の

ちには、資本家的生産固有の生産物として自らを表現する。資本家的生産の基礎上に於いてはじめて、商品たることが、生産物の一般的形
態となり、そして資本家的生産の基礎が発展すればするほど、生産物も亦益々多く、商品の形姿に於いて、成分として、その過程に入り込
む。資本家的生産から

●

出
●

て
●

く
●

るところの商品は、資本家的生産の要素として、それから
●

出
●

発
●

さ
●

れ
●

るところの商品と異なる。」
この記述は「生産物の商品への転化は、ただ個々の点に於いて行わるるに止り」という記述と明らかに矛盾する。確かに歴史的には、一

定の商業発展が資本家的生産の前提条件となったであろう。しかし、商業発展のあるところ、かならず資本家的生産がもたらされる、とは
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は福本自身が引用している次の記述からも明らかであ

る*123。ここで (a)は〈始元的商品〉＝資本制商品、(b)

は単純商品をあらわす。

我々は、資本家的生産の
●

基
●

礎並に前提としての

商品(a) から―生産物の特殊なる社会形態から―出

発する。我々は、個々の生産物を手に取って、それが

商品(a) として包含するところの、それを商品(a) にま

で烙印づけるところの、形態規定性を分析する。

資本家的生産の
●

以
●

前には―従来の生産様式において

は―、生産物の大部分は、流通に現れてこない、市場に

投げ出されない、商品(b) として生産されない、商品(b)

とならない。他面この時代に於いては、生産に入り込

む生産物の大部分は、商品(b) ではなく、また 商品(b)

として生産に入りこむのでもない。生産物の 商品(b)

への転化は、ただ個々の点に於いて行わるるに止まり、

ただ生産物の剰余の上にのみ、又はその (マニファク

チュア生産物の) 個々の部門の上にのみ延びてくるに

止まる。生産物は、全般的には売品としてこの過程 (生

産過程) に入りこみもせず、また、全般的には、しか

るもの (売品)としてこの過程から出て来もしないので

ある。

・・・(X)・・・

我々の眼前にはもはや、個々の商品(b)―個々の生産

物はない。個々の商品(a)―個々の生産物は、単に現実

に生産物として現れるのみならずして、また商品(a) と

してあらわれ、総生産の単に現実的な部分としてあら

われるのみならずして、また、観念的部分として現れ

る。・・・この過程 (生産過程)の結果としてあらわれ

るものは、個々の商品(b) ではなくて、大量の商品(a)

―そこに、総資本の価値プラス剰余価値が再生産され

ている―である。生産された総価値が、生産物の数で

割られたる、個々の生産物の価値を定める。そしてか

かる可除分としてのみ、個々の生産物は 商品(a) とな

る。「剰余価値論史」第三巻

C).について。これは〈原理論〉の範囲内でブルジョ

ア社会が理想社会ではありえないことを、「現存事態の

肯定的理解のうちに、同時にまたその否定の・・・理解

を」暴露すべきものである。階級闘争そのものまたは政

治 (国家) 過程そのものは、本来経済学としての〈原理

論〉からは脱落せざるをえない。しかしこれらの記述は

経済学批判としては当然含まれるべきものである。この

解明は C1 意識過程*124/C2 政治過程/C3 経済過程の三

層にわたって展開されねばならない。

福本は C1 意識過程*125について第 5章「問題の転向

―提出」、第 6章「商品の偶像礼拝的特質の解剖」で、C2

政治過程*126について第 9章「階級闘争の経済的根拠と

傾向」でまとめている。しかし、C3 経済過程に対応す

る部分、第 7章「社会的総資本の観察」、第 8章「それ

自身の内的にして不可避なる弁証法による転化」は混乱

を含み、未完成である。この混乱の一端は B).〈始元的

商品〉についての間違いが尾をひいている。

C3 で描かれるべきは次のようなことだった。すなわ

ち、「純粋資本主義社会」の想定のもとでさえ、生産諸

手段と労働との結合が暴力的に断ち切られねばならない

こと (恐慌)、その瞬間には「商品生産並に商品流通に基

づく占有の法則―私有財産の法則―はそれ自身の内的に

ならない。この記述は、なんにせよ資本の原始蓄積過程を無視している。
*124 河上肇の言う「経済的意識形態」はこれとは異なる。河上の場合は労働の節約のことを言っているだけであり、〈物神崇拝〉を問題にして

いるわけではないからである。
*125 意識過程について。ここでは商品の奇怪な性質が問題とされる。これをMarxは商品の〈物神的な性格〉と表現する。この物神の心はあま

りにも人間の心からかけ離れている。Marxは物神にこう語らせる。「われらの使用価値が人間の関心事なのだろう。使用価値は物としてわ
れらに属するものではない。が、われらに物として与えられているものは、われらの価値である。商品物としてのわれら自身の交易がこの
ことを証明している。われらはお互いに交換価値としてのみ、関係しているのである」。このような人間の世界とは本来無縁の魔物が人間社
会を支配しており、人間はこれら魔物の奴隷でしかない。人間の意識はこれら魔物 (主人) を代弁するためだけにある。このことが奇妙と
思われず、あたりまえに受け止められていることをMarxは弾劾している。価値と使用価値の実体は、商品のなかに対象化された労働であ
る。このことは、この奇妙な商品世界を作り出しているのがわれわれ自身であることをわれわれ自身に突きつける。

*126 政治 (国家)過程について。福本は「経済学批判は所謂富なる事物の科学ではなくして、終局的には、階級闘争の科学である」と宣言する。
その理由は「資本論」からの次の引用を受けてのものである。「資本家的生産過程は―連絡的に之を観察したる場合には、再生産過程として
は―、単に商品、単に剰余価値を生産するのみでなく、それは資本関係そのもの、即ち一方には資本家と、他方には労働者を生産し再生産
する」。このような福本の把握はまったく正しい。
そしてブルジョア社会は、流通過程においては商品所有者同士の「自由」で「平等」な社会であり、そこでは諸権利が分子運動のように

無秩序にぶつかりあう。そして「権利と権利との間を権力 (Gewalt)が裁断する」。つまり「中立的」で、「公平」かつ「親切」な顔をもつ国
家が面倒をみる。しかし、直接的生産過程では、労働力という特殊な商品の取り扱いをめぐって、購買者たる総資本と販売者たる総労働と
が、互いに相容れない主張をもって対立している。かくして国家権力は、あい対立する諸階級がそれぞれの権利を飽くことなく追及すべく
闘争する場となる。

*127 ここで言及される「それ自身の内的にして不可避なる弁証法による転化」とは、ブルジョア社会が自動的に崩壊する、ということではな
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して不可避なる弁証法によってその正反対のものに転化

する」こと*127、その根幹には、労働と自然、すなわち

本来は資本の生産物ではないものを商品として調達した

ことのツケ払いがあること、などである。

D).については、ほぼ F3aの内容で尽くされているの

で、省略する。

まとめ

福本は、史的唯物論の形成と経済学批判の形成を一体

のものとして考え、この一連の過程を「ブルジョア社会

の自己批判」と表現した。この考えの正当性を示すた

め、彼は Marx の頭脳活動を追体験することからはじ

めた (図 A.1)。史的唯物論 (唯物史観) の形成とはブル

ジョア的歴史観の批判そのものであった。そのなかで、

ヘーゲル弁証法とフォイエルバッハ唯物論という意識形

態 (イデオロギー) の批判が前駆的批判として下向分析

の出発点をなし、この分析の終局として経済学批判が位

置付けられた。この位置づけが可能となったのは、社会

の本質が人間生活の物質的生産であることを Marx が

直観しえたからである。

ここで注目すべきことは、福本が、ア).Marxによる経

済学 (科学) 研究を同時に経済学 (科学) 批判ととらえ、

これを史的唯物論形成の一つの通過点＝「過程」として

いること、またイ).世界観としての史的唯物論がその形

成過程のなかで革命実践を媒介として連続的に深化され

ることを想定していることである。またそれゆえにウ).

「経済学批判・序文」は「経済学批判」のための導きの

糸にすぎず、つまり前者は後者の代わりになるものでは

なく、後者は前者によって論証されてはならない、とし

ていることである。

このような福本の科学観は「イデオロギー＝科学の立

場」を示すものとして、しごくまっとうである。つまり

プロレタリアートの世界観＝イデオロギーは、科学研究

の指針にはなるものの、これを代替するものにはなりえ

ない。科学研究には科学研究としての真理性・有効性の

追及という基準がなければならない。他方で、この科学

研究は、疎外された科学の現実にたいして、批判的科学

としての異議・異論をつきつけなければならない。福本

が経済学批判をたんなる「富なる事物の科学」ではなく

「階級闘争の科学」としている理由は、経済学批判が、階

級関係が再生産されることをその内的論理として明らか

にしているからであって、最初からこのことを仮定して

いるからではない。

福本は、プロレタリアートの特徴的な思考法を次の

ように簡潔にまとめる。そしてこれこそが「イデオロ

ギー＝科学の立場」を端的に表現するものである。すな

わち、a).事物を媒介性 (Vermittelung)において観察す

ること、b).事物をその生成 (Werden)において観察す

ること、c).事物を全体性 (Totalität)において観察する

こと (ゆえに、その自己認識は同時に全社会の客観的認

識となる)、d).このような認識をもつプロレタリアート

は、認識の主体であると同時に認識の客体となる。ヘー

ゲル弁証法の企てた主客の統一 (思考と存在、理論と実

践の統一)は、プロレタリアートの出現によってはじめ

て完成される。

このように簡潔にまとめられた標語は、しかし、その

見かけほど簡単なものではない。これをたんなる「イデ

オロギーの立場」に貶めないためには、プロレタリアー

トの主体的な認識が、同時に全階級的な、客観的な認識

となることが必要であり、そのことを保証する制度的＝

社会的手立てが必要となるからである。そのことが自覚

されないとき、唯物弁証法は空念仏になり果てる。これ

こそがロシア革命後 100年の教訓であった。

福本の議論においてさらに検討されるべきことを以下

に列挙する。

1). 自然弁証法の取り扱いが明示されていないこと：

福本は「自然の構成」ではなく「社会の構成」

を議論したにすぎない、という意味ではここに自

然弁証法が含まれていないのは当然とも言える。

しかし、彼の盟友 Lukács G. が自然の弁証法性

を認めなかったこと*128、三木清が同じく自然弁

証法を否定していることを考えれば、福本はこ

の話題を正面から取り上げるべきだった。「ブル

ジョア社会の自己批判」を考える以上、ブルジョ

い。あくまでも恐慌過程のうちに、一時的な資本破壊が進まねばならないこと、つまり同じ価値法則のもとで占有と蓄積がその反対物たる
破壊に転化しなければならないことを言っているにすぎない。この一時的な資本破壊により次の資本蓄積のための諸条件が準備されるので
あり、ブルジョア社会は否定されながらも肯定される。このことを解明したのは宇野「恐慌論」の功績である。

*128 Lukácsの真意については第 7章を参照のこと。
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アジーの自己認識が自然観の革命から始まってい

ることは当然想起され、この観点から F. Engels

と V. Leninの仕事を振り返ることがぜひとも必

要だった*129。

2). 経済学の方法と経済学批判の方法との違い：

福本は最初から「経済学批判の方法論」を志

向したが、これと「経済学の方法論」との違いは

明瞭にしなかった。両者は思惟の働き・仕組みと

いう点では共通のもの (下向・上向の弁証法) を

もっているが、重要な相違点ももっている。それ

は論理性/歴史性、すなわち「歴史的なものを論

理的に把握する」問題意識があるかどうかであ

る。福本はその把握に部分的に成功し、部分的に

失敗している。このことは以下の諸点にあらわれ

ている。

•「資本論」が「純粋ブルジョア社会」の想定
を前提とした〈原理論〉であり、その意味で

「資本論」は完成したものであることを見抜

いていた。福本によるいわゆる「プラン論

争」の提起はこのことを物語っている。「資

本論」は「純粋ブルジョア社会」の肯定的な

認識のうちにその否定 (これが特殊的・歴史

的被規定性を帯びていること)を見出す、と

いう意味で経済学批判となっていることをも

指摘した。

• 〈端初〉の方法論上の重要性を指摘した。し
かし、自身は〈始元的商品〉の把握に失敗し、

これを「単純商品」と誤認した。この原因は

「歴史性」という言葉を歴史的過去の意味と

とってしまう福本の歴史趣味 (と Engels の

解説を無批判に受け容れてしまったこと)に

ある。

• 帝国主義論を追及しなかった。「資本論」と
「経済学批判」の構成の違いから、前者に「純

粋ブルジョア社会」の想定があることは知っ

ていたが、それならばなおのこと、1920年代

の日本において (われわれにとっては 2020

年代の日本において)「経済学批判」とは何

か、が問題となったはずである。福本は確か

に経済学批判を実行している。しかし、その

方法は、批判対象に「正しい唯物史観」をぶ

つけ、階級的レッテル (「中間派経済学」)

を貼りつけるにとどまる。これは丸山のいう

「基底体制還元主義」になかば落ち込んだ態

度である。本来は、これらイデオロギーをそ

の生成に即して批判し、帝国主義段階論の構

築に向かわねばならなかった*130。

3). 表現法の問題：

「ブルジョア社会の自己批判」に代表されるよ

うに、福本の表現法においては、主体的表現が可

能なところであえて客体的な表現が多用されてい

る。しかしその表現が可能になるのは、この言葉

が直接性においてではなく媒介性において使われ

ていること (つまり、一度、下向・上向の過程を

経ていること) が十分に説明されねばならない。

ところが福本はこうした表現を十分な説明なしに

読者に提示する。これにより、ともすれば主体的

に表現しなければならない場面で、福本自身が無

意識のうちに客観主義的な表現を選び取り、暗黙

のうちに「イデオロギーの立場」を呼び込み、イ

デオロギー闘争上の統一戦線を否定することにつ

ながっている*131。

*129 福本は河上肇の経験批判論を批判しているが、自然弁証法の問題に踏み込んでいない。彼は Quesnay ら重農主義者の科学観を高く評価
するものの、これと自身の図式との関係を不問に伏している。無政府主義者 P. Kropotkin が弁証法を理解しないことを非難するものの、
Kropotkinの「社会主義論」の内容まで踏み込んで検討していない。これらのことは 1920年代の日本階級闘争においてマイナスであった。

*130 宇野が批判したように、上向の終点はMarxにとっての 1840年代の現実ではなく、福本にとっての 1920年代である、ということが十分
に意識されているとはいえない。また、このことと関係して、福本は自己の絶対主義論と経済学批判の関係を突き詰めるべきであった。福
本の政治学批判は前衛党論に解消されてしまっている。

*131 福本の表現法は従来の理論にない斬新な響きをもち、これが「福本イズム」の熱狂を生み出した。しかし、その心酔者は福本の問題意識を
正しく把握したとはいえない状態であり、27年テーゼが発出されるやいなや福本が党組織から簡単に追放されることになった。また福本自
身も晩年に、用語法について偏狭ともいえる態度 (「止揚」と「揚棄」、「始元」と「端初」の区別)をとりつづけた。
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付録 B

拡大再生産表式への補足

Marxによる第二例 (表 B.1、表 B.2)は総価値量 9000

の商品が 7000の生産手段と 2000の消費手段から成り、

資本構成がつねに c : v = 5 : 1と仮定されている。また

剰余価値率もつねに一定である (v : m = 1 : 1)。部門 I

の蓄積率は 50%である。

数値はすべて端数が丸められていることに注意する。

端数処理のため、Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c) は 2

年目にわずかに食い違っている。

1年目 2年目

Iv + Im(v) + Im(m) 1583 1714

IIc + IIm(c) 1583 1715

表 B.3 と表 B.4 は Marx の第二例を数値を丸めず

に分数を用いて表示したものである。いずれの表でも

Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c) が成立しており、そ

の数値は次の通りである。

1年目 2年目

Iv + Im(v) + Im(m) 1583 1
3 1715 5

18

IIc + IIm(c) 1583 1
3 1715 5

18

* * *

Luxemburgの例 (表 B.5、表 B.6)は、商品の総価値

量 (また生産手段と消費手段の内訳) は Marx による第

二例と同じであり、ただ資本化される剰余価値の資本構

成のみが (また結果的に剰余価値率と利潤率が) 毎年変

化している。すなわち、1年目は c : v = 6 : 1、2年目は

c : v = 7 : 1である*1。これにより当然生産手段と消費

手段の過不足が以下のように生じる。これは生産手段と

消費手段とが等価交換されなかったことを意味する。

1年目 2年目

Iv + Im(v) + Im(m) 1571 3
7 1680 5

28

IIc + IIm(c) 1587 5
7 1725 27

28

ここから「我々がいかに蓄積の進行における技術的変

化に注目しようとも、この変化はマルクスの表式の基本

的諸連関を支離滅裂にすることなしには、自らを貫徹す

ることができない」と結論する。この結論は、残念なが

ら混乱している。ギャップは Marx の与えた価値総量

と Luxemburgの想定した技術変化の制約とのあいだで

生じているからである。

* * *

Luxemburgの例を適切な形に修正することは、「資本

論」第三巻の (やはりそれ自体混乱した) 記述を明瞭に

することに役立つ (Luxemburg はその修正を与えては

いないが、第 26章以降の記述をみる限りではこれに気

づいていた節がある)。

修正は次の方針でなされるべきである。

*1 ルクセンブルク (2011)では 2年目以降について端数が丸められていることに注意。表 B.6では丸めない数値を表記している。
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表 B.1 Marxによる第二例 (1年目)

W′

I :7000(= 1000m + 1000v + 5000c)

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 83m(v) + 417m(c)

II:2000(= 285m + 285v + 1430c)

:
︷ ︸︸ ︷
101m(m) + 31m(v) + 153m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1083v + 5417c : (+500)

II:316v + 1583c : (+101)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7583

II:2215

}
9798

表 B.2 Marxによる第二例 (2年目)

W′

I :7583(= 1083m + 1083v + 5417c)

:
︷ ︸︸ ︷
541m(m) + 90m(v) + 452m(c)

II:2215(= 316m + 316v + 1583c)

:
︷ ︸︸ ︷
158m(m) + 26m(v) + 132m(c)


9798

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1173v + 5869c : (+541)

II:342v + 1715c : (+158)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :8215

II:2399

}
10614

表 B.3 Marxによる第二例*(1年目)

W′

I :7000(= 1000m + 1000v + 5000c)

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 83 1

3m(v)
+ 416 2

3m(c)

II:2000(= 285 5
7m

+ 285 5
7v

+ 1428 4
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
100m(m) + 30 20

21m(v)
+ 154 16

21m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1083 1

3v
+ 5416 2

3 c
: (+500)

II:316 2
3 v

+ 1583 1
3 c

: (+100)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7583 1
3

II:2216 2
3

}
9800

表 B.4 Marxによる第二例*(2年目)

W′

I :7583 1
3 (= 1083 1

3m
+ 1083 1

3 v
+ 5416 2

3 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
541 2

3m(m)
+ 90 5

18m(v)
+ 451 7

18m(c)

II:2216 2
3 (= 316 2

3m
+ 316 2

3 v
+ 1583 1

3 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
158 1

3m(m)
+ 26 7

18m(v)
+ 131 17

18m(c)


9800

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1173 11

18 v
+ 5868 1

18 c
: (+541 2

3 )

II:343 1
18 v

+ 1715 5
18 c

: (+158 1
3 )

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :8215 5
18

II:2401 7
18

}
10616 2

3

1).資本化されるべき剰余価値の資本構成は、Luxem-

burgの想定のとおり 1年目に 6 : 1、2年目に 7 : 1と変

化させて良い (簡単のため、部門 Iのみ)。新資本の経営

者は旧資本のそれと異なる*2。前者は旧 (産業) 資本か

ら銀行資本の手を経て、新 (産業)資本に渡されている。

2).すべての利潤量は旧資本の利潤率 (= 1/6)を一般

的利潤率として計算する。結果は Marx の第二例に近

い剰余価値量となる。これは商品価格が旧資本の費用価

格を基準にして定められているということであり、新資

本は特別剰余価値を獲得している。

3). 市場は均衡していなければならない。価格と価値

は一致する。これにより部門 IIの蓄積率は Luxemburg

の計算と異なってくる (部門 I の蓄積率は 50% のまま

で良い)。

*2 計算上は、(利潤率が均等化されているかぎり)新技術を採用した資本と旧技術の資本を区別する必要はない。ただし、特別剰余価値の取得
を明示するために表記上で区別しておく。
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表 B.5 Luxemburgによる例 (1年目)

W′

I :7000(= 1000m + 1000v + 5000c)

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 71 3

7m(v)
+ 428 4

7m(c)

II:2000(= 285m + 285v + 1430c)

:
︷ ︸︸ ︷
101m(m) + 26 2

7m(v)
+ 157 5

7m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) ̸= IIc + IIm(c)

W
I :1071 3

7v
+ 5428 4

7 c
: (+500)

II:311 2
7 v

+ 1587 5
7 c

: (+101)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7583

II:2215

}
9798

表 B.6 Luxemburgによる例 (2年目)

W′

I :7583(= 1083m + 1071 3
7 v

+ 5428 4
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
541m(m) + 67 3

4m(v)
+ 474 1

4m(c)

II:2215(= 316m + 311 2
7v

+ 1587 5
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
158m(m) + 19 3

4m(v)
+ 138 1

4m(c)


9798

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) ̸= IIc + IIm(c)

W
I :1139 5

28 v
+ 5902 23

28 c
: (+541)

II:331 1
28 v

+ 1725 27
28 c

: (+158)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :8215

II:2399

}
10614

表 B.7 訂正した Luxemburgの例 (1年目)

W′

I :7000(= 1000m + 1000v + 5000c)

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 71 3

7m(v)
+ 428 4

7m(c)

II:2000(= 285 5
7m

+ 285 5
7v

+ 1428 4
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
171 3

7m(m)
+ 28 4

7m(v)
+ 142 6

7m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :

{
1000v + 5000c

71 3
7 v

+ 428 4
7 c

: (+500)

II:314 2
7 v

+ 1571 3
7 c

: (+1713
7 )

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7583 1
3

II:2200

}
9783 1

3

表 B.8 訂正した Luxemburgの例 (2年目)

W′

I :7583 1
3 (= 1000m + 1000v + 5000c

: +83 1
3m

+ 71 3
7 v

+ 428 4
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
541 2

3m(m)
+ 67 17

24m(v)
+ 473 23

24m(c)

II:2200(= 314 2
7m

+ 314 2
7 v

+ 1571 3
7 c
)

:
︷ ︸︸ ︷
183 1

28m(m)
+ 21 7

8m(v)
+ 109 3

8m(c)


9783 1

3

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :


1000v + 5000c

713
7 v

+ 428 4
7 c

6717
24 v

+ 473 23
24 c

: (+541 2
3 )

II:336 9
56 v

+ 1680 45
56 c

: (+183 1
28 )

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :8215 5
18

II:2353 1
8

}
10568 29

72

4).端数処理による混乱を避けるため、基礎となる再

生産表式は表 B.1ではなく、表 B.3とする。これによっ

て本質は変わらない。

修正された例 (表 B.7、表 B.8)にしたがえば、交換さ

れる生産手段と消費手段の価値量は右のようになる。つ

まり、たとえ技術革新を考慮したとしても、それによっ

て再生産が不可能になるわけではない。

1年目 2年目

Iv + Im(v) + Im(m) 1571 3
7 1680 45

56

IIc + IIm(c) 1571 3
7 1680 45

56
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表 B.9 Lenin「構成高度化表式」(1年目)

W′

I :6000(= 1000m + 1000v + 4000c)

:
︷ ︸︸ ︷
500m(m) + 50m(v) + 450m(c)

II:3000(= 750m + 750v + 1500c)

:
︷ ︸︸ ︷
690m(m) + 10m(v) + 50m(c)


9000

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1050v + 4450c : (+500)

II:760v + 1550c : (+690)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :6550

II:3070

}
9620

表 B.10 Lenin「構成高度化表式」(2年目)

W′

I :6550(= 1050m + 1050v + 4450c)

:
︷ ︸︸ ︷
525m(m) + 25m(v) + 500m(c)

II:3070(= 760m + 760v + 1550c)

:
︷ ︸︸ ︷
704m(m) + 6m(v) + 50m(c)


9620

Ck = W′ − G′ − W, Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c)

W
I :1075v + 4950c : (+525)

II:766v + 1600c : (+704)

P(W′) = W · · ·P · · ·W′

W′ I :7100

II:3132

}
10232

Leninの「構成高度化表式」(表 B.9、表 B.10)は、基

本的には Luxemburgの試みと同じものであり (という

よりはむしろ前者の方が先ではあるが)、しかも剰余価

値率不変のもとで Iv + Im(v) + Im(m) = IIc + IIm(c) の

条件を満たしている (原文にある若干の計算間違いは福

島の訳注に合わせて訂正してある)。交換される生産手

段と消費手段の価値量は次のとおりである。

1年目 2年目

Iv + Im(v) + Im(m) 1550 1600

IIc + IIm(c) 1550 1600
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付録 C

O. Neurathの「実物経済」論の真意

Otto Neurath*1の著作は、その後の「社会主義経済

計算論争」の呼び水となったにもかかわらず*2、その主

張は広く注目を集めていない。ここでは、Neurath の

1916年の著作「実物経済、実物計算とそれらの「戦時経

済」との関係」に注目することで、過渡期経済論の文脈

との乖離を埋めてみたい (批判点を例によって脚注のな

かに示す。また原注は同じく脚注の中に、文頭に [原注]

と記して埋め込んでおく)。

[翻訳] 実物経済、実物計算とそれらの

「戦時経済」との関係*3

我々の (生活)秩序全体が受けつつある変化は、戦時経済の

科学に対するより一般的な関心につながっている。戦時経済

の経済的、政治的、社会学的問題を扱っている大部分の文献

はそれ自体価値があるとしても、戦時経済についての理論的

な解明にはこれまでほとんど寄与してこなかった。その起源

は詳細に説明され、大衆にとってのその重要性も複数の点か

ら議論されてきている。しかし、すでに得られた知識を将来

の使用に十分に耐えうるものにするには、理論的基盤からの

しっかりとした把握が必要である。理論的かつ一般的な経験

的諸原則がしっかりと確立されない限り、本来注目すべき詳

細は見失われ、最も重要な変化は忘れられるだろう。

歴史は、簡潔に定式化された主張を通じて一般世論に影響

を与える、という理論の持つ効能ばかりを前面に押し出して

きた。1870/71年の戦争中*4、「スイス西部で、賞賛に値する

官僚主義の知恵のおかげでソブリン [金貨] の価値が安定した

ばかりでなく、危機からの自発的な回復が可能になり、計り知

れないほどの不幸から国が救われた」*5という言明が注目され

たのは確かである。しかし、当時の経済状況は第一次世界大

戦前の状況とそれほど変わらなかったので、当時と現在の観

点の違いを説明するものにはならない。もちろん、古典的自

由主義の思想は当時争う余地のない権威を持ち、今日でも一

般的に考えられているよりもはるかに多くの人々に影響を与

えている。この自由主義思想の影響力は、状況をうまく説明

できるからでも、経済秩序の本質とは何かについてわかりや

すく要約してくれるからではなく、結果として広く認識され

*1 Otto Neurath(1882–1945)の学問的系譜について、桑田 (2017)は次のようにまとめている。すなわちベルリン大学で、Edward Meyer、
Gustav Schmollerに学び、1906年に古代経済史研究によって学位を得た。1918年に政治活動 (これは云う迄もなくバイエルン・レーテ
の経験のこと)に参加する以前に第一次ウィーン学団を組織、ウィーン大学にて Eugen von Böhm-Bawerkのセミナーに参加した。小林
(2011)によればベルリン大学に赴く前、Ferdinand Tönniesに会い、Schmollerへの推薦状を書いてもらったばかりでなく、その後も頻
繁に書簡を交わしていた。

*2 桑田 (2014) は次のようにまとめている。すなわち、彼の「『戦時経済を通して自然経済へ』(1919) は、出版とともに M. ウェーバーや
L.v. ミーゼス 、後には F.A.ハイエクからの激しい批判を招き、両大戦間期の「社会主義経済計算論争」の直接の契機ともなった曰くつき
の書物である」。

*3 [原注 1] 次を参照のこと。 0. Neurath, ”Nationalökonomie und Wertlehre” Zeitschrif für Volkswirtschaft, Sozialpolitik und

Verwaltung 20 (1911) 69, 88f. [repr. in Neurath, Gesammelte ökonomische, soziologische und sozialpolitische Schrifte) vol.

1, ed. by R. Haller and U. Höfer, Hölder Pichler-Tempsky, Vienna, 1998, 474-591]; ”Probleme der Kriegswirtschaftslehre”

Zeitschrift für die gesamten Staatswissenschaften 69 (1913) 489ff. [repr. in Neurath, Gesammelte ökonomische, soziologis-

che und sozialpolitische Schriften, vol. 2, ed. by R. Haller and U. Höfer, Hölder-Pichler-Tempsky, Vienna, 1998, 201-249];

”Einführung in die Kriegswirtschaftslehre”, Mitteilung aus dem 1ntendanzwesen, Vienna, 1914, sect. VIII [repr. in Neurath,

Durch die Kriegswirtschaft zur Naturalwirtsthaft, Callwey, Munich, 1919, 42-133].
*4 普仏戦争のこと。
*5 [原注 2] A. Jöhrs, ”Die Volkswirtschaft der Schweiz im Kriegsfall”, Weltwirtschaftliches Archiv 8 (1912) 33.
*6 これは Lukács の云うブルジョア社会の物象化作用と同じものである。Neurath は以降も世人による貨幣経済への非合理な執着をたびた
び指摘している。
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たところのその抽象的な理念性によるものなのである*6。

戦時経済の科学を理論的に精緻化することは、極めて実践

的な関心事であろう。むろん、経済理論があらゆる領域です

でに究明し尽くされていれば、理論的な戦時経済学も一般的

な経済理論のたんなる一部として説明されているはずである。

しかし、実際にはそうなってはいない。戦時経済が提起する

多くの論点は経済学に無視されているが、その理由は経済理

論というものが、多くの場合それと意識されずに平時経済と

いう狭い範囲でのみ検討されているからであり、あらゆるタ

イプの可能な経済秩序 (現在の戦時経済もその一部として含ま

れる)を取り扱わないからである。戦時経済学が実際に理論経

済学に関係しているというのは、農芸化学が化学に関係して

いるのと同じような意味である。「農業」が化学的な概念では

ないように、「戦争」も経済的な概念ではない。

問題は、なぜ戦時経済学の理論的発展がこれほどまでに立

ち遅れているのかということである。いくつかの理由が考え

られる。現実に対して真実ではないような理論は一般に非難

される。しかし、経済理論はむしろその反対の非難に直面し

ている。つまり、特定のタイプの現実に固執しすぎて、より実

質的な変化に適応する能力を失っているのである。私がすで

に強調したように、経済理論が現実の縛めからさらに解放さ

れ、経済秩序の一連の可能な形態が研究されるならば、実際の

事例はその特別なものとして含まれることになろう。理論的

基礎は非常に一般的になりえるため、すべての新しい現実は

すでにそこに含まれているか、一般的な考慮事項の下で包摂

可能となる。従来の経済理論は、ほとんどの場合、
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視してきた。しかし、我々が現在経験しつつある

戦時経済はすでにかなりの程度実物経済であり、少なくとも

複数の点で実物計算に基づく貨幣経済であり、貨幣秩序はそ

の支配力を失っている。ところが多くの人はこの主題を本来

はそれにふさわしくない理論によって無理やり捉えようと努

力している。

新しい秩序に対してどのような政治的立場をとろうとも、い

かなる場合においても、貨幣経済についてなされてきた多様

な分析と同程度に、抽象的な模式的分析が実物経済に対して

もなされるべきである。貨幣経済と実物経済の双方、そして

それらの多様な組み合わせを適切に捉えるには、経済用語に

おいてもその共通の考え方に戻らなければならない。政治経

済学の最も古い起源は一方では家政の科学であり他方では統

治の科学であった。自由交換の経済学は比較的遅く登場した

にすぎない。

* * *

経済的理論と実践の目的は富であり、富とは最も広い意味

で実質所得のことであった*7。大衆がいかに幸せで豊かにな

れるかという問題は、長い間経済文献の関心の中心であった。

Adam Smithにおいても実質所得は依然として決定的な役割

を果たしている*8。しばしば彼は特定の経済秩序と富との関

係を見極めようとした。ところが彼の後継者たちは、彼が詳

細に扱った貨幣的および信用的関係の秩序の方を徐々に研究

の主な対象とし、さまざまな可能な経済的秩序が富にいかに

影響するかという問題を完全に後景に退けてしまった。貨幣

の購買力、ひいては実質所得については間接的には何度も議

論されているが、富の変化の一貫した分析は一般的に行われ

ていない。ここで問題の実践的な性格を思い出す必要がある：

すなわち、いかにして国を可能な限り豊かにすることができ

るか？問いのもつこのような実践的性格は我々が次のように

尋ね直すと完全に消え去ってしまう：それぞれの経済秩序は

人々の実質所得にいかに影響するか？後者の視点が最初の質

問の仕方からどれだけ離れているかは、Büsch からの一節を

見れば良いだろう*9。「美しい服と貴重な家財を持っていると

いう理由で、金持ちと呼ばれる人はいない。それを使用して

もさらなる所得の獲得には結びつかないからだ。むしろ、金

銭的収入を生み出すか、売って収入を得ることができる生産物

を生み出す不動産を所有する人こそが金持ちと呼ばれる。国

富という言葉を我々はすべての個人と成員のすべての財産と

解する。その使用は金銭的単位で与えられるか、金銭的価値

を表現する。」*10たとえ実質所得の総計は下がっていても、金

額の見積もりが後年に多額になると示されてさえいれば、国

富は上昇したと言えるのである。もちろん、このように考え

ることは常識的思考と相いれず、むしろ、国富が金銭的に高い

ほど実質所得も高いだろうという印象の方が常識的に広まっ

ている。

(ナポレオン時代の戦時経済に関する多くの貴重な資料を含

む)Colquhoun*11の非常に精巧な著作において、ほとんどす

べてのデータがポンド・スターリングで表現されていること

は、金銭的計算の勝利を如実に示している*12。戦時下では価

格が頻繁に変動するので、今日我々が最も関心を持っている

情報は極度に少ないのである。Colquhounは、英ポンド単位

*7 [原注 3] Aristotle, Nicomachean Ethics, 1094: 「・・・経済学の目的は富である。」
*8 [原注 4] A. Smith, An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations, London, 1776, new rev. ed., Oxford,

1869, 5: 「そして豊富な物量 (a general plenty)はそれ自体社会のあらゆる階層に行きわたっている」; さらに (ibid., 32): 「実質の労働
の支出 (recompense)、生活上の必要と利便の実質的な量。」

*9 Johann Georg Büsch(1728–1800) はドイツの数学教師で (天文学者 Johann Elert Bode を指導した)、著述家。著作に「貿易の歴史」
がある。

*10 [原注 5] J.G. Büsch, Sämtliche Schriften, 16 vols., Vienna, 1813-18, vol. 9, ”Von dem Geldumlauf in anhaltender Rücksicht

auf die Staatswirtschaft und Handlung” (431).
*11 Patrick Colquhoun(1745–1820)はスコットランドの商人・治安判事、イギリス最初の治安警察の創設者。
*12 [原注 6] P. Colquhoun, A Treatise on the Wealth, Power and Resources of the British Empire, London, 1814, 2nd ed. 1815,

German trans. by J.G. Fick, Ueber den Wohlstand, die Macht und die Hülfsquellen des britischen Reiches, Nürnberg, 1815.
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で綿の輸入量を与え、英ポンド単位で食料生産量を与えてい

る。そこに
●

実
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物
●

計
●

算は痕跡もない。

しかし、その当時たとえばどれだけの量の食品・綿がイギリ

スに輸入され、どれだけの量の食品がその時に生産されたかが

分かったならば、いかに価値があっただろうか。Colquhoun

の作品を Ballod*13の純粋な栄養学的著作または Popper[-

Lynkeus] の包括的作品 (どちらも純粋な実物計算を追求して

いる)と比較すると、視点の違いがわかる*14。しかし、世界大

戦前に登場したこれらの著作は、純粋に実用的な目的で書か

れ、そこに理論的な背景はなかった。貨幣経済は、経済理論で

考えられているようなものでは必ずしもない。たとえば、多

くの場合商品の移送は貨幣に言及せずに処理される。しかし、

移送の手段の選択と調査の範囲は、すべての可能なタイプの

移送手段に及ぶのではなく、貨幣経済においてのみその完全

な重要性に到達するような特定のタイプの交換が優先される。

そもそもこうした抽象化が最初に開発された理由は、後者の

問題への関心によるものだった。財の移転とその富への影響

を真に一般的な方法で検討しようとする理論は、国家が権威

主義的な法令によって実施する移転についても取り扱えねば

ならない。そのような包括的理論だけが、自由競争やたとえ

ば独占者間の交換に比べて、権威主義的手段の場合は (集団ま

たはすべての個人にもたらす)富が少なくなる、ということを

実際に示すことができるだろう。

市場経済の勝利した理論がいたるところに広まっていたと

しても、政治経済学者は富 (つまり個々の人々や集団の実質所

得)を把握しようと努めてきた。しかし、これらの試みは通常

は非理論的なものであり、貨幣的な観点の卓越にも邪魔されて

いた。家計支出と家族史においてのみ、生活条件に関連した

ものとして実質所得に注意が向けられてきたにすぎない。そ

れらは、古い例に従い、過去数十年でのみ実物計算の形をとっ

た。もちろん、すべての社会階級を包括的に説明することは

おろか、価格形成、関税などのさまざまなモメントがその配

分に影響を与えるような二種の商品によって社会表式の簡単

な例を示すことさえもまだ達成されていない*15。これらの事

象が抽象的で模式的な分析に適していることは明らかである。

私見では、戦争目的で今日試されている実物経済の計算法は

抽象的な実物計算への道を準備している。

今日までそのような計算法はいくつか開発されたが、ただし

それらは Theodor Hertzka、Josef Poppr-Lynkeus、Franz

Oppenheimer などによる特定の改革プロジェクトを喧伝す

るためだけのものにすぎなかった*16。これらの著者の多く

は、特定の数の人々を養うために必要な土地、労働力、原

材料の量を示すために具体的な実物計算法を考案した。他

方、Sismondi、Henry George、Wilhelm Neurath、Rudolf

Goldscheidなどは技術的に実現可能な満足度と市場的秩序に

よって可能な満足度の違いを示すためだけの計算法を追求し

た*17。このように実物計算はまだ完成されておらず、理論経

済学において孤立的な立場しか与えられていない。

どの計算法も大まかに次のような手順を踏む。利用可能な

原材料や労働力などが与えられたと想定しよう。可能な生産

量はどうなるか？既存の制約を前提として、生産物をどのよ

うに配分できるか？最初はこの問は専ら技術的な観点から捉

えられる。が、その後で経済構造も変動しうるものとされる。

ある組織においては総生産量が変化し、他の形態ではその配

分が変わる。このため、最終的な結果が良いか悪いかは一意

には定まらない。実物計算は完全に客観的な問題である。そ

れは、可能な経済秩序の一つとしての貨幣経済が生産と消費

にどのように影響するかを示すこともできる。たとえば、貨

幣計算は、実質所得の減少に対して名目所得の増加をもたら

す可能性がある。貨幣計算は実物計算とは別ものであり、経

済組織の一形態というにすぎない。物事を非常に分かりやす

くするこの方法は、非常に自由主義的な見方の基礎を提供す

るが、それにもかかわらず、そのすべての結果を受け入れねば

ならないというわけではない。名目計算と実質所得との食い

違いを強調するような社会主義者の議論においてさえ、貨幣

経済の仮定はかなり重要な役割を果たす。これは彼らの計算

が詳細に精査されるときに明らかになる。たとえば、Marxは

適切な理論上の実物計算を抜きに、一般的にこの食い違いを

しばしば強調する*18。

* * *

今日消費と生産の包括的統計に基づく独立した実物計算が

実際重要であるということは、ほとんど普遍的に認められてい

る。しかし、それ以上のことが起こりつつある。実物計算が

*13 Carl Ballod(1864–1931)はラトビアの経済学者。ドイツの物資配給の研究で知られる。
*14 [原注 7] K. Ballod, ”Die Nahrungsmittelfrage für Deutschland im Kriegsfalle” Verwaltung und Statistik, August 1913, 225ff.,

と J. Popper-Lynkeus, Die allgemeine Nährpflicht als lösung der sozialen Frage, Reisner, Dresden, 1912.
*15 明らかに再生産表式のことを指している。ここで Neurathは再生産表式がポンドを単位としていることに不満を表明しているのである。
*16 Theodor Hertzka(1855–1924)はオーストリアの経済学者で、小説「Freiland, ein soziales Zukunftsbild」で知られる。Josef Poppr-

Lynkeus(1838–1921) はオーストリアの作家・発明家であり、哲学者 Karl Popper の叔父であり、Wilhelm Neurath の友人だった。
Franz Oppenheimerについては p.135の脚注*15を参照のこと。

*17 Jean Charles Léonard de Sismondiについては第 4章を参照のこと。Henry George(1839–1897)はアメリカの政治経済学者・ジャー
ナリストで、「ジョージ主義」(地価税による改革) の提唱者として知られる。Wilhelm Neurath(1840–1901) はオーストリアの政治経済
学者で Ottoの父。Rudolf Goldscheid(1870–1931)はオーストリアの社会学者。ドイツ社会学会の共同創設者で社会ダーウィン主義に反
対した。

*18 Neurathは実物計算の客観的な性格を強調するために、むしろ「資本論」における「商品の物神的な性格の秘密」に関する記述を余計なも
のだと切り捨てていることになる。しかし、物象化の自覚がなければプロレタリアートが実物計算の可能性と必要性に思い当たることもな
いはずである。
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注目されているというだけでなく、貨幣経済に代わるものと

して実物経済が支持されるようになった。これは徐々にそし

て自動的に起こった。今日、我々は、実際の革命を経験しない

ままに、非常に実物的な性格の経済世界に住んでいる。これ

は政治によくあるように、内容がすでに大幅に変更されてい

るにもかかわらず、従来の形式が維持されることと同じであ

る*19。それ自体、実物計算は、貨幣経済よりも実物経済と密

接に関連しているわけではない。実物経済と同じように、貨

幣経済を実物計算にかけることができる。たとえば、ある種

の貨幣経済を研究することにより、同じ労働力や原材料など

の支出から、所与の期間のある種の実物経済よりも高い実質

所得を生み出すことがわかる。
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戦争の結果、実物計算は以前よりも頻繁かつ体系的に適用

された。これは、戦前に存在していた貨幣経済が、戦争の要求

に満たないことが誰の目にも明らかになったからである。戦

争が貨幣ではなく弾薬と食糧の供給で戦われたことは非常に

明白だった*20。戦前では、貨幣と金融の問題が戦時経済学の

文献のなかで長々と論じられ、銀行と信用の再編成が検討され

たが、現在は生産と流通の構造に関心が集中している。産業

の集中は銀行の仲介を通じて部分的に行われているので貨幣

と金融に関する多くの論点は今なお重要であるが、これを押

しのけてそうした注目が起きているのである。主要な問題は、

戦争に勝つためにすべての諸力をいかに動員するかである。

なぜ平時に同様の問題が取り上げられないのだろうか。実際、

多くの人が唯々諾々と、(あるいは少なくとも市場と信用の組

織によるものではないものとして)生産休止、大量失業、移民

の発生をある種の運命として受け入れるのはなぜかを研究す

ることは非常に興味深い。支配層や裕福な部分がこれらの危

機によってそれほど深刻な影響を受けていないからだ、との

説明は成り立たない、というのも彼らもまた財産の剥奪に苦

しむからである。理由はたくさんあると思われるが、その一

つは貨幣経済がいかに機能するかを理解するのが難しいこと

である。過去 100年間に研究されてきた恐慌論を考慮すると、

このことは非常に明確になる*21。しかし、この不十分な理解

という理由が最終的にあったとしても、戦争はそれらを気に

しなかったし、そして欠乏は起こった。しかし、あらゆる種類

の政治的介入があれば、必要な諸力と原料とを部分的にまた

は完全に貨幣計算を迂回して集めるには十分だった。国営の

実物経済はある程度大規模に、とりわけドイツでは徹底的な

規模で設立された。以前はカルテルのメンバーの貨幣収入を

上げるために工場が閉鎖されていたが、今日では重要でない

商品よりも重要な商品を生産するために工場が閉鎖されるよ

うになった。
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にもかかわらず、伝統的 (貨幣)秩序については十分な研究

蓄積がある。貨幣的思考に長けた工場主は、そこから適切な

恩恵を受ける。貨幣経済も十分に残っており、ある程度通常

の利益を上げることができるし、その利益は国民多数から見

て多すぎるほどである。しかし、金銭収入が依然として重要

な役割を果たしている、ということが本質なのではない。本

質的であるのは、それらが以前ほど生産と流通のプロセスに

とって重要ではなくなったということである。貨幣的秩序は、

複数の方法でその権力を奪われてきた。まず国または国営機

関の利益のために商品の生産と流通が組織されることによっ

て、次に原料などの流通を特定の人々に制限し、与えられた権

限内であらゆる種類の統制を行うことによって。これらの規

制は権威主義的な法令や特定の人口集団への働きかけによっ

て成立する。たとえば、一部の地域では、貧しい人々を助ける

ために、裕福な人々に豚肉の消費を控えてもらう必要がある

かもしれない。つまり、厳密な意味で贅沢な消費を強制する

ことで、貧しい人々が利用できる唯一の食料を温存するので

ある。差別価格の動機もここにあり、同じ商品が貧しい人々

よりも金持ちに高い価格で売られる。差別価格は自由市場経

済でも起こることを強調する必要があるが、その場合は純粋

に利益のために起きている*22。

* * *

現在の実物経済の発展に対応する理論の構築に目を向ける

と、理論的に重要なすべての変化を捉え、個々の制度の実際の

影響を研究できるような能力が求められている。その狙いは、

現在の変化を、それらを歓迎する Jafféのように永続的である

と認識するか、永続的な構造的特徴として受け取ることを拒

否する Fuchs のように一時的であると認識するかとは無関係

である*23。

現代の秩序は、おそらく実物的な国営マクロ経済からの距

離と同じくらい、貨幣と信用の自由市場からも遠く隔たって

いるだろう。にもかかわらず、人はなおも (新たな理論構築に

向かわず相変わらず)貨幣的理論を適用しようとするし、それ

が本当に不可能な場合でも、少なくとも現在の秩序全体を一

時的な異常にすぎないと見なそうとするだろう。経済理論の

発展に真剣に取り組みたいのであれば、さまざまな可能性の

*19 絶対主義など過渡的な統治形態のことを指している。逆に言えば、Neurath もまた 1916 年のヨーロッパが過渡期社会に突入していたこ
とを読み取っている。ただし彼はソ連邦の外側からこれを観察した。

*20 これは第一次世界大戦の総力戦としての性格のことを云っている。
*21 Neurath は〈原理論的恐慌論〉が未完であることが一つの重大な論点であることに気が付いている。しかし、この論点を迂回して自説を
展開する方向に向かってしまった。その理由は「戦争がそれらを気にしなかった」からである。後に見るように、彼は実物経済の理論の確
立した後で、その理論によってこの論点の解明がなされるものと考えている。

*22 差別価格論については p.168の脚注*119を見よ。
*23 Edgar Jaffé(1866–1921)はMax Weber、Werner Sombartとともに「Archiv für Sozialwissenschaft und Sozialpolitik」誌の編集
者。USPDの政治家、バイエルンの Kurt Eisner内閣の財務大臣。Eduard Fuchs(1870–1940)はスパルタクス団とドイツ共産党の創設
者の一人。Walter Benjaminの友人。
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全体を考えなければならない。すなわち、さまざまな種類の

貨幣経済とさまざまな種類の実物経済である。こうした目的

のために、かなり極端な種類の実物経済秩序を想定してみて

もよい。たとえば、経済的独裁がすべての生産に対する責任

を、産業と農業のさまざまな部門 (これは変更されていないと

想定している)を統治する組織体に割り当てていると仮定する

ことができる。もちろん、完全に国営の生産や、それ以外の経

済秩序を想定することもできる。そのようなモデルでは、天

然資源、機械などは、いくつかの包括的な実物計算に基づい

て、奢侈品の生産と必需品の生産に区別して割り当てられる。

我々はこれと生産組合自体の関係を経済全体を網羅する全般

的カルテルと考えることができるが、労働 (サービス)が取り

返される (ただし実物ベースで)という点では従来の関係と同

じとみなせる*24。給与と賃金労働者と従業員の収入と起業家

の収入は、パン、牛乳、住宅などへの引換券の形態をとると考

えることができる。これらは購入手段として使用されるので

はなく、指定商品を受け取るための一時的なバウチャーとし

て機能する*25。そのようなバウチャーは譲渡が可能であった

としても、その合計は既存の財の合計に一致するだろう。た

とえば、工場に融資する銀行は、実物での賃金、実物での原

材料などを貸方に記入し、最終生産物の一部を [実物で] 受け

取る。給与と賃金に相当するものは、あたかも預金であるか

のように、農産物や住宅などを所有するさまざまな組織体に

よって銀行処理にかけられる。実物版のローンや税金なども

同様に想像できる。

ここで素描したばかりの理論モデルで、私は歴史的に知ら

れている重要な高次機関をすべて実物経済に統合しようとし

たが、それでも現在の秩序を十分に保っているので、このモデ

ルから現在そして過去の経済について何かを学ぶことができ

る。もちろん、実物的マクロ経済は、純粋に国家が管理するも

のとしても、純粋に民営管理としても、共産主義的なあるいは

他の分配/統治形態に従っても考えることができる。原則とし

て、こうしたことはすべて実物経済にとっては二次的な重要

性しかない。

示唆されたような実物経済では、賃金の受取人は今日のよ

うに起業家とのみ契約し、それに加えて小売業者とも契約する

ということはない。小売業者は、今日のように、財が規制され

た利益のもとで最高価格で販売されるとすれば、単なるアウト

レット以上のものにはならない。今日すでに我々は、例えば

起業家がその雇人のための食料を低価格で手に入れたり、あ

る種の目的のために一部の商品の供給を用立てることによっ

て、かなりの程度まで貨幣賃金を実物賃金に置き換える傾向

を広く目の当たりにしている。そこから本物の実物賃金まで

にはあとわずかな一歩しか残されていない。実物賃金だけが

賃金と給料の支払いから偶然の要素を排除することができる

ので、戦争が長引くならば、この傾向はさらに一層広がる可

能性がある。想定されるバウチャーも、固定または可変であ

ると考えることができる。たとえば、今日時折見られるよう

に治安判事によって事例ごとに決定されるがごとく、法令に

よって週ごとの手当が示される。財の変動価格は変動数量に

置き換えられるが、そこに見られる違いは一般的な経済的考

慮事項または中央集権的合意に基づいて固定が行われるとい

うことだけである。現在のような実物市場のもとで、実物的

な全般的カルテルシステムによる一般的かつ包括的な株主シ

ステムを考えることさえも可能だろう。

銑鉄事業の組織体は、最終製品を納品する組織体の生産物を

シェア (share)するか、あるいは、(銑鉄)製品と直接取引する

組織体の財自体をシェアすることができる。同様に機械を生

産する組織体も、その機械を入手する他の工場の生産量にシェ

アを持つ可能性がある。金額を確定するための合意がどの段

階でも必要ないことに注意せよ。これに対して、貨幣経済の全

般的カルテルシステムでは、これらの権利請求 (share-claim)

の総和ではなく金額の総和が示される必要があるため、金額

を確定するための合意が必要になる。しかし、実物経済では、

生産された財はいつでも共有できるため、株式保有はどの段階

でも発生する可能性がある。我々の理論的考察は、これが望

ましいかどうか、政治的に実現可能かどうかという問題につ

いては無関心である。それは、純粋に金銭的な考慮が、それら

の抽象化と構成が実際に行われるかどうかという問題につい

ては無関心であることと同じである。これらはすべて、我々

の認識と理解を導くためのモデルにすぎない。

対外貿易も実物経済学の対象になりうる。国家が管理する

実物マクロ経済では、国家は、輸出に割り当てられた大量の

財の管理者と考えることができる。特定数量の輸出は、他の

国が他の財の輸入を約束するという条件の下で行われる。例

えばルーマニアと同盟国 (the Central Powers)の間の協定に

おいて、ある意味では同様の取り決めがすでに行われている。

国は一地方の荷役用地 (cargo space) 全体を使用する権利を

留保することにより、世界的な規模での実物介入を実行でき

る。この場合も、包括的な実物計算が分配にとって重要にな

る。個々の輸出業者と輸入業者が船会社に支払う貨幣は、荷

役用地の配分にとって決定的なものではない。ここでもまた、

組織体の形成が進んでおり、実際、かなり長期間にわたる合意

がいくつかすでに存在している。我々は実物構造の世界経済

のモデルを構築し、そのような制度の結果を研究するよう努

めるべきである。世界貿易の純粋な実物モデルを検討した後

に、我々は戦後遭遇するであろう混合形態経済に備えられる

であろう。疑いなく、戦後は国家が以前よりも世界経済に影

響を与えようとするであろうが、それはとりわけ政治的配慮

が決定的な役割を果たすことが許されるからである。

* * *

これらの研究により、理論の視野を大幅に拡大し、現在の

*24 [原注 8] W. Neurath, Gemeinverstündliche nationalökonmnische Vorträge, Braunschweig, 1902, 271.
*25 明らかにここでは労働証書制が想定されている。それが譲渡しうるとしても生産物量と常に対比されているので、その意味では流通はし得
ない。また Ottoはこのアイディアを父のWilhelmの著作から学んでいる。
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問題に直面する準備を整えることができる。以前よりもすば

やく将来の発展の種をそのようなものとして認識できるだろ

うし、多くの事象の重要性をより適切に評価できるであろう。

研究者がその種子を栽培して育てることを望むか、それともそ

れらを破壊することを望むかは、その人の政治的見地に依存

するが、そのような欲求を生み出すこと自体は科学の仕事で

はない*26。歴史研究もまた、ここで概説された実物経済の科

学の発展からかなりの利益を得ることができる。これまでの

経験によれば、たとえ理論的分析においても、我々にとって興

味深い最もなじみ深い事象が研究の出発点にされる*27。戦時

経済に関連する多くの歴史的資料はそれまでいつでも容易に

入手できたはずだが、今日これほどまでに重視されるように

なったことは偶然ではない。それは実物経済の置かれた状況

と似ている。政治経済学の文献では、貨幣経済の発展の個々

の特性については長い期間にわたって詳細に調査され分析さ

れてきたが、実物経済の制度は表面的にしか考慮されず、歴史

的に実在したより高度な制度をもつ実物経済はほとんど評価

されてこなかった。それらが言及されたとしても、相互の関

連のもとでなく単独のものとして考察されたにすぎなかった。

実物経済が豊かな文化的生活や国際関係と相容れないとい

う思い込み、経済組織には物々交換経済、貨幣経済、信用経済

の 3 つの発展レベルがある (それらの順序が後にどのように

変更されたかには関係なく)という思い込みは、常識的な考え

方にすぎない。実物経済または物々交換経済は、貨幣経済と

同じようにさまざまな発展段階を示すことができ、なかには

貨幣組織のシステムよりも優れた実物経済のシステムが存在

する可能性さえあるのだが、この考えは実際に擁護されたこ

とがなかった。その理由の一つは、歴史上、貨幣的思考がいわ

ばすべての国に感染し、実物経済の種子を破壊したからであ

る。この貨幣システム (つまり、最も地理的に遠い国を相互に

関連付け、同時に国内の人々を分断することができるシステ

ム)の特殊性が何に基づいているかを示すことはできる。それ

にもかかわらず、実物経済の一部の残滓が維持され、その後高

度に発展し、ローマ帝国の崩壊におけるのと同様に、実物経済

の形態が再び現れることも時折見られた。これらの稀有なエ

ピソードが非常に熱心に研究されることが期待できるかもし

れないが、しかし実際にはそうならなかった。古代エジプト

の実物清算システムは、非常に洗練された機関であり、我々の

時代においてさえうまく機能する可能性があるが、にもかか

わらずほとんど研究されていない*28。そのような制度を一般

化することの意味を研究することは非常に魅力的である。ギ

リシャの時代には、すべての主要な地主は国家の倉庫の内に

彼の経常収支を保持していたようだった。これにより、たと

えば、(今日の郵便局 [銀行]での転送に貨幣の輸送が必要でな

いのと同じように)穀物の輸送を行わずとも国内のまったく別

の場所で行われた家賃の支払いを受け取ることも可能だった。

これらの種類の事実をさまざまな教科書や百科事典の物々交

換経済に関する記事で説明されていることを見つけさえすれ

ば良いはずである。そして、戦時経済に関して言えば、アメリ

カ南北戦争とナポレオン戦争中に貨幣的租税と貨幣の貸付に

注意が向けられておきながら、なぜ実物税と実物経済に基づ

く他の介入については同様の注意が向けられなかったのかが

問われるべきである*29。

* * *

これだけ説明すれば十分であろう。ひとたび実物経済の問

題に注意を向けさえすればすぐに豊富な資料が目に入るよう

になる。以前は孤立していた諸事実は瞬時に関連付けられ、よ

り明瞭な描像が得られるような現象への価値付けが大幅に引

き上げられる。さらに、理論は経済的現実によってより詳細

な発展を促される。実物版の信用経済と貨幣的信用経済の比

較からあらゆる種類の類似点を引き出すことができる。(もし

あったとして)過剰生産の危機が、自由市場の原則に沿って組

織された物々交換経済において、いかなる理由で発生する可

能性があるのかを研究することができる*30。したがって、こ

れらの危機が貨幣秩序そのものに由来するのか、それとも自

由市場に由来するのか、あるいは貨幣経済における自由市場

に由来するのか、あるいはまったく別のものに関連するのか

を判定することができる。簡単に見ても、主題の範囲は大幅

に拡大されるだろう。在庫管理、貯蔵システム、原料の国家独

占、およびその他の多くの話題は、貨幣経済の原則および実物

経済の原則に従って分析することができる。結果として、混

合経済で生じる問題は、おそらくこれまでよりも理論的には

るかにうまく扱われる可能性がある。理論、現在的な現実、歴

史、そして予測は、お互いを刺激し高め合うであろう。

戦時経済の科学の体系的なつながりについてはすでに議論

されているので*31、私としては実物経済の考察に沿った理論

的視点を発展させることをお勧めしたい。私は、実物計算と

実物経済の科学をより詳細に扱うことで、戦時経済の科学を

(もちろん、これらの新鮮な視点によって見直された経済学全

体も)前進させることができる、ということをすでに示せ得た

*26 Neurathは経済学と経済学批判を区別していない、という意味では科学の立場にとどまっているものと見受けられる。
*27 これは現象的理論が経験から出発せざるを得ないこと、本質的理論はそこからの下向分析の果てに到達するという認識の方法に言及したも
のとみなせる。

*28 [原注 9] F. Preisigke, Girowesen in griechischen Ägypten, enthaltend Korngiro, Geldgiro, Girobanknotariat mit Einschlus des

Archivwesens, Strassbourg, 1910.
*29 [原注 10] 次の重要な著作を参照のこと。 C. v. Hock, Die Finanzen und die Finanzgeschichte der Vereinigten Staaten von

Amerika, Stuttgart, 1867.
*30 ここで Neurathは〈過剰資本〉と恐慌との関係に論及している。もちろん彼は〈原理論的恐慌論〉を知らないので、労働証書制のもとで
は〈過剰資本〉という存在そのものがなくなることに確信をもっていない。

*31 [原注 11] 次を参照のこと。 G.v. Mayr, Volkswirtschaft, Weltwirtschaft, Kriegswirtschaft, Berlin/Leipzig, 1915, 25ff.
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と思う。これにより経済理論はその伝統的な制約から解放さ

れ、独自の用語と概念を使って戦時経済の問題を扱うことが

できるようになるだろう。独立した分野としての戦時経済学

は、依然として実用上の目的には役立つだろう。しかし、今日

では一般的経済理論では十分にカバーされていない問題に対

処するためにこそ理論が必要になっている。ひとたび実物経

済の理論を真剣に受け止めれば (これまでは分類が困難であっ

たため、簡単に脇に置くしかなかった)豊富にある重要な論点

が目につくようになる。将来の著作家は、彼らが実物計算を

考慮したかどうかによって分類されるようになるだろう。科

学分類はあらゆる科学の歴史において常に極めて重要だった。

体系的な分類法というものは、特定の視点を強調し他の視点

を無視することによって確保される。したがって、体系的な

分類法をより豊富にすることはそこにより多くの視点を含め

ることができるので、論理的には当然それは進歩と見なされ

るべきである。
●
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評価

ここでの Neurath の主要な主張は実物計算と実物経

済は違うということ、前者は計算法の一つであり、後者

は経済秩序の一つである、ということである。そして、

これによって彼は注意深く、貨幣経済 (ブルジョア社会)

と実物経済 (社会主義社会)のどちらが優れているのか、

という論争から身を遠ざける。実物計算はそれを判定

する素材を提供するが、価値判断までは行わない。そ

れを行うのは分析者の主観である、と説く。だから L.

von Mises や Hayek らがどれほどやかましく社会主義

経済の不可能性を騒ぎ立てたとしても、それは彼のあず

かり知らないことである。しかし、von Misesや Hayek

らにとっては、Neurathの実物計算 (貨幣の必要性の否

定)ほど恐ろしいものはない。だから彼らはいかに貨幣

が必要であるかを必死になって主張することになる。こ

のような巧みな戦術は、今日の結果から言えば功を奏さ

なかった。それはなぜかが研究されなければならない。

われわれはむしろ Neurath の主張の別の側面に、つ

まり彼の実物経済の描像が実質的には労働証書制である

こと (この描像は彼よりも一世代前の経済学者が彼に教

えた)、これを基礎として生活諸手段の分配、株式、対

外貿易が論じられていること、そしてこれがその当時の

戦時経済の現実とそれほど変わらない、という主張に着

目すべきである。またこれが戦時にばかり注目されるの

は不当であること、平時において恐慌論との関係で注目

されるべきだとする議論にも注意を払うべきである。彼

自身は決して経済学批判の立場に立とうとはしなかった

が、それでも最後には理論のもつ実践的な役割に言及し

ている。ここから経済学批判の立場まではわずかな距離

しかない。彼は結局この距離を飛び越えることに成功し

たのかどうか問われている。
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付録 D

確率の哲学に関する幾つかの問題の提出と解答

図 D.1 概要
図 D.2 なぜ「生産的実践」？

図 D.3 6つの問題
図 D.4 第一の問題

本報告*1は図 D.1 に示す概要に基づいて組み立てら

れたものである。全体は次の三部構成からなる。第一部

「6つの問題」、第二部「唯物論と確率」、第三部「政策的

含意」である。

第一部に先立って、次の Lukácsの引用から始めたい。

労働者の人間的個性と特性は、この抽象的な部分法

則の合理的に予測される機構に対しては、ますます過

ちの単なる源として現れるようになる。ルカーチ (1991)

この意味は明白であって「抽象的な部分法則」とは、

第二の自然たる〈価値法則〉のことである。これは我々

*1 オンラインで開催された第 157回関西公共政策研究会 (2022年 1月 8日)での報告内容である。主催者と討論者の方々には感謝申し上げ
たい。



340 付録 D 確率の哲学に関する幾つかの問題の提出と解答

自身が作り出し、我々とは疎遠なものとして我々を支配

している。この中にあって、我々自身は「過ちの単なる

源」として第三の自然から切り離され、取り残されてい

るのである。

図 D.2は経済 (生産的実践)と政治 (社会的実践)を対

比させたものである。両者の類似性、またそれと同時に

両者が区別されているという点に注目されたい。政治の

領域では立法権への参加ということとともに、公務労働

のあり方が問題となる。しかしここで強調したいものは

経済の領域であり、その第三の自然の部分である。ここ

には具体的かつ偶然的なるものが介在している。その証

拠は「資本論」の中の〈差額地代〉論に見て取ることが

できる (我々はここにMarx本人が偶然性をいかに取り

扱ったかを認めるのである)。

ここで確率の哲学 (その全体像はギリース (2004) を

参照されたい) について、思いつくままに 6 つの問題

(図 D.3～図 D.6)を掲げておく。このうち我々が取り扱

うのは、最後のもののみである (他のものについては高

嶋 (2020)を参照されたい)。

* * *

第二部「唯物論と確率」では、偶然を論じるにあたっ

て認識の三段階論がいかに重要であるかを概説する。こ

れを提唱した人物は武谷三男であり、武谷 (1968)所収

の次の三つの論文、T-3「ニュートン力学の形成につい

て」、T-4「技術論」、T-5「実験について」を主に参照す

る。時代背景としては図 D.7を見てもらいたい。

認識の三段階論とは、認識の深まりの構造が現象論/

実体論/本質論の各段階を踏むということを主張するも

のであり、運動方程式を例にとるとわかりやすい。本質

的な理論としては二階の微分方程式があり、これを我々

は必然的な「客観的法則性」と受け取る。物体の軌道

(積分曲線)が現象論に相当する。しかし初期条件 (ある

いは周辺条件)がなければこの積分曲線は決定され得な

い。これは本質的な理論にとっては具体的、偶然的なも

のであり、武谷はこれを実体論と名付けたのである。

図 D.5 第二と第三の問題

図 D.6 第四と第五の問題

図 D.7 認識の三段階論とは
図 D.8 技術の本質・生産的実践の構造
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この認識の三段階論が T-4「技術論」において生産的

実践の構造解明に応用された (図D.8)。つまり戦時下に

おいて、日本の技術力 (これは動員のためのものである)

に関する様々な考察がなされたが、いずれも現象論か実

体論にとどまった。ここから技術の本質とは何かという

ことが問われ、「技術とは人間実践 (生産的実践)におけ

る客観的法則性の意識的適用である」という技術の本質

規定が与えられたわけである。これは認識主観の側から

見れば目的の生産ということに当たる。

続いて T-5「実験論」が課題となる (図 D.9)。これは

現象論から実体論に下向する過程を具体的に追跡した

ものであり、「科学者」の実践の構造を明らかにしよう

としたものとも言える。まずは現象の記述の段階から始

まり、質的な観察/量的な観察が区別されている。次に

現象の再現が問題となり、ここで実験的に〈因子〉が特

定されて行く。その際に誤差の取り扱いが議論される。

この誤差は実験系の全体の中で把握されなければならな

い。実験系そのものは客観的な存在、つまり第一の自然

であり、そこに偶然なるものはない (というより、それ

を認める術がない)。誤差はあくまでも我々が期待する

予測と実験系の挙動の違いとして初めて現れる。その意

味では誤差は常に客観と主観のはざまに存在するので

ある。

* * *

第三部「政策的含意」では、以上の事柄の延長上に結

論を述べるのではなくて、むしろ実践の構造ということ

に即して社会的実践の領域 (すなわち公務労働) につい

て述べる。実践には本質的に偶然が介在するというこ

とからして、我々はこれを排除するのか、受け入れるの

か、ということが問われる。排除するというのは無謬性

の立場に立つことであり、Lukácsが非難した当のもの

である。当然、受け入れるということが求められるべき

態度である。すなわち、これまで排除された「偶然的な

るもの、個性的なるもの」を本質的なものとみなすこと

であり、「誤謬の権利」と「批判の自由」を同時に擁護

することである。

図 D.9 実験論 図 D.10 社会主義社会における政策

図 D.11 ブルジョア社会における政策 図 D.12 参考文献



342 付録 D 確率の哲学に関する幾つかの問題の提出と解答

「社会主義社会における政策」(図 D.10)は、ある意味

で形容矛盾である観念を説明しようとしている。つまり

社会主義社会では階級が廃絶されているのだから、国家

も存在しないはずである。それなのにそこでの「政策」

をいかに議論できるのか。この謎を解くには、公務労働

を「権力の発動」という抽象的な形式で見ることをせず

に、技術的実践の一つとして具体的な内容に即して観察

することが必要である。

まず「国家の死滅」とは現実的に生産諸手段が収用・

接収されることとは無縁だと気づく必要がある。つまり

生産諸手段がひとたび共有されたと
●

宣
●

言されることに

よって、現実的にではなく論理的に全労働が公務労働に

転化するのである (私的労働がありえない以上、そうな

らざるを得ない)。これは視点の転換であって、現実に

は何も変わっていないことに注意する*2。
●

す
●

べ
●

て
●

の
●

労
●

働には例外はないので、従来公務ではな

かった雑役などを含み、いかなる労働も公務となる。こ

の時点で抽象的な形式としての国家=「幻想的共同性」

としての国家は本当に
●

幻
●

想となる。つまり論理的な意

味で「国家」はただちに死滅する。これに代わって「現

実的な共同体」(Association)の具体的な創造 (「交通関

係」の生産)が取り組まれるべき課題となる。ここにお

いて「政策」とは万人の日常生活と同義となる (公務と

無関係な勤労者はいないからである)。経済と政治が統

一されることにより、万人の政治参加が実現される。

「ブルジョア社会における政策」は図 D.11 で対比さ

れる。〈価値形態論〉(これは〈価値論〉ではなく、あえ

て言えば「価格論」のことである)がぜひとも参照され

なければならない。ここでは同等な権利 (商品) が交換

されることによって、つまり等置されることによって、

〈相対的価値形態〉と〈等価形態〉への分極がもたらさ

れる。この関係の拡大の果てに、商品の王たる貨幣商品

が登場する。同時に、やはり権利と権利との関係からそ

れを裁定する権力が出現する。この権力はブルジョア的

なものであり (つまり封建的なものではなく)、歴史的特

殊性を帯びている。この権力の発動として (経済) 政策

が与えられる。

政策を決めるものは立法権であり、これと行政権は区

別される。立法権に関わる機会 (代議員選挙) において

のみ、人は抽象的な公民 (citoyen)となり、日常的で具

体的な人間 (homme)と区別される。立法権は行政権に

対して誤謬を許さず、行政権は立法権に対して批判を許

さない*3。

このようなものに対し、プロレタリアートはこれと反

対の態度 (統一戦線戦術)をもって政治の「現象」に関わ

る。そこでは積極的に誤謬 (つまり異論) を提起し、こ

れを組織戦術にまで昇華する (分派の結成)。正論を呵

責なく批判し (批判の自由)、これを大衆による審判に委

ねる。

参考文献は図 D.12の通りである。

*2 現実的には、その
●

あ
●

と
●

で私有財産が死滅する。というのも、私有財産は私的労働の対自 (für sich)態だからである。
*3 例えば、公文書の改ざんを苦に自殺した近畿財務局元職員の妻が、国と当時の理財局長を相手どり損害賠償を求めていた裁判で、2021 年

12月 5日に国は賠償金を全額支払うことを明らかにした。この国の対応をめぐって、原告の代理人は「国が一番訴訟によってやってはいけ
ない卑劣な訴訟行為を行った」と批判した。この対応を行った国側は「いたずらに訴訟を長引かせるのは適切ではない」との理由を示した
が、彼らは明らかに無謬性の立場に立っている。というのも原告の意図は、国の犯した「間違い」を認めさせることにあり、損害賠償はそ
の形式にすぎなかったからである。国はその形式において負けを認め、内容において回答を拒否した (つまり、訴えそのものを貨幣で買い
取ることによってなかったことにした)のである。



The Essence and the Nature of Economy

– The historical materialism and the economic theory –

Yuichi Takashima 11 Mar 2022

The international community is divided into two, despite the international crisis caused by Covid-19,

or rather, because of this crisis. The mutant of Covid-19, that has become more contagious and highly

virulent, has spread to each country and is attacking the masses of each country as the fourth and fifth

waves. Throughout the chain of infection, the virus is re-mutated, making it more susceptible and more

vicious. Under the idea of ”prioritizing the economy” (actually, a populist response that flirted to their

supporters), the governments of each country have halfway suppressed the infection, causing an explosive

infection and medical collapse. This collapse of medical care has increased the case fatality rate and has

helped to conceal that the devastating damage caused by this virus is a man-made disaster. We can

see a typical example in India. With the success of early infection control (compared to the West) and

the development of vaccines, India’s Modi administration has even shown itself to be a major vaccine

exporter. However, it caused an outbreak by allowing the Hindu festival to be held at the end of March

2021 without stopping it, and by forcing elections to maintain its own government. They are suffering

from tight medical oxygen as well as vaccines.

The international community is drifting in the face of such an international crisis. Domestic public

opinion has pushed over the vaccination and export restrictions, and their response has been short-

sighted.The release of vaccine patents is not in line with Europe and the United States, and even if a

recommendation is made for their own people to move out of the infected foreign nations, it has the

dilemma with border measures.

How about in Japan? In order to maintain the government, the ruling class tried to force the Olympic

Games Tokyo, which cannot be extended again, and lost the support by the masses. Although vaccination

is the only material and appeals for political support, it is difficult to secure it due to inadequate vaccine

contracts, delay in domestic certification even if it can be secured, and difficulty in building a vaccination

system even if it can be deployed (medical system is exhausted due to infection control). They have no

choice but to tell the unrealistic inoculation schedule (consistently matched with the Tokyo Olympics), and

even that is confused by ”the several ministers in charge”. Also, regarding infection control measures, their

desire to ”do not want to issue a state of emergency / want to cancel it”, make them to create a new system

called ”Manbou”(priority measures for prevention of spread), but this is only for the purpose of soothesing

dissatisfaction of the food service industry. For the citizens, the regulations became complicated and only

helped to diminish the sense of crisis. The bureaucrats broke the regulations they had decided on their

own, joining their welcome and farewell parties in the end of fiscal year, and increased the distrust of the

citizens for their government. No one obeyed the regulations and this caused an outbreak in Osaka.

Now we need to consider the ”essence of the economy”, in this crisis. Simply saying, the economy is

”the reproduction of the society (or of material life in society)”. Therefore, in the present time that the



(international = domestic) crisis has arrived in society, it is too apparent that it is necessary to come

up with a strategy for rebuilding reproduction of society. However, the fact that we have fallen into an

antinomy between the priorities of infectious disease control and economic measures, eloquently states

that we have lost sight of the ”essence of the economy” and that we do not really understand it.

The purpose of this paper is to consider the ”essence of economy” from the viewpoint of historical

materialism. Over the dacades, there has been a lot of controversy over the relationship between his-

torical materialism and economics (of ”Das Capital”). One says a simple and uncertain statement that

”only the historical materialism can be the methodlogy of economics”, and other says the commandment

that ”economics (of ”Das Capital”) must not be demonstrated by the historical materialism”. These

controversies are about to be buried in history without being settled. We need to dig these up and expose

them under the sun. Also, asking the ”essence of the economy” leads to asking the relationship between

society and nature. It can be said because the reproduction of society is also the reproduction of nature

on which it is based. Asking the ”essence of the economy” also means contrastedly asking the ”reality of

the economy”. In particular, answering the question ”why capitalisms need their nation” will be a step

toward understanding and confronting today’s ”US-China New Cold War.”

The main conclusions of this paper are as follows.

1). In discussing what economics is, we must distinguish between the notion of economics and that

of criticism in economics. It was reasonable for Marx to name the subtitle of his book ”Kritik der

politischen Ökonomie.” Economics is ”the anatomy of civil society”, and why economics was needed

was that civil society was difficult to understand intuitively because of ”alienation/Entfremdung” and

”reification/Verdinglichung.” Civil society has its beginning and its end. It began in the 18th century

and was prepared by the absolutist powers that preceded it. Its end has already begun at the same time

as its birth along with the emergence of proletariat.

2). In the development of economics, the principle theory has been formulated, assuming ”a pure

bourgeois society” that approximates the reality of the 18th and the 19th century. Since this is just an

”assuming”, it gives a tentative image as if it lasts forever.

3). Lukács argued that the historical materialism, which was the methodological basis (”thread of

guidance”) for ”Das Capital” = ”Kritik der politischen Ökonomie” , must be transformed within the

process of proletarian revolution. The concrete things, which until then were only discarded as superfluous,

must be regarded as essential. This relationship changes the relative position of economics and technology,

but if one has not conscious with this shift in perspective, he will made various errors. Attention to this

concrete thing has decisive importance in ethnic theory.

4). The Bolsheviks did not have a unified view of the need for abolition of money, which was the main

reason why they were confused by the NEP.

5). The essence of the economy, which Bukharin called the ”proportional spending principle of labor”

and Uno the ”economic principle” is beyond what economics reveals : the law of value. And its meaning

was thought to be explained by the reproduction schema. However, this reproduction schema was a source

of various misunderstandings. In particular, with regard to the Crisis Theory in the principle level, the

fact that the decisive factors, population and resources, are outside the framework of the schema (that

is, population and resources are not commodities nor products of capital) was overlooked.

6). At first glance, the population and also natural resources seem to be categories in the natural



science, but its not true. Rather ”nature” is a social category and should be treated in the social sciences.

Given this, the problems of today’s depopulating society and the problems of climate change will have

seen in the different perspectives from the conventional understanding.

7). The reproduction schema clearly shows why capitalism need modern nations and their borders. If

based on the recognition that the reproduction schema is a proof of the law of value, it can be said that

the existence of the law of value itself inevitably requires a modern nation. The ”phenomenon” of the

nation always appears in the area where the influence of the law of value is interrupted. These area are

where the equal rights of the seller and the buyer collide, the moment the law of value collapses in the

crisis, the inside of the ”third type of nature”, the various forms of processing of the ”excess of capital”

(economic policy), and so on.

keywords : the historical materialism, the law of value, theory of science, reification, theory of

economic crisis, reproduction schema (tableau économique)


